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Ⅰ-1 基本設計方針変更前後表 

変更前 変更後 

用語の定義は「特定のウラン加工施設のための安全審査指針」とその解説及び「加工施設の設計及び工事の方

法の技術基準に関する規則」による。 

用語の定義は「加工施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」，「加工施設の技術基準に関する規則」及

びこれらの解釈並びに「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」（平成 25年 6月 19 日

原子力規制委員会）による。 

 

第１章 共通項目 

1. 核燃料物質の臨界防止 

1.1 臨界防止に関する基本方針 

本施設は，遠心分離法により天然ウランから濃縮度 5 %以下の低濃縮ウランを製造する施設であり，UF6を核

分裂性物質密度が小さい気体状で濃縮し，固体状の UF6 は減速材及び反射材となる水との接触がない状態で取

り扱うことから，臨界安全上の核的制限値を有する機器の有無によらず，臨界が発生するおそれはない。また，

設計を上回る技術的に見て発生し得るいかなる条件においても臨界の発生は想定されないことから，臨界安全

上の安全上重要な施設はないが，濃縮ウランを取り扱うという観点から，以下の対策を講じる設計とする。 

既許可申請の設計を維持し，通常時に予想される機器等の単一の故障若しくはその誤作動又は運転員の単一

の誤操作を想定した場合に，核燃料物質が臨界に達するおそれがないようにするために，核燃料物質の臨界防

止に係る基本方針を以下のとおりとする。 

 

第１章 共通項目 

1. 核燃料物質の臨界防止 

1.1 臨界防止に関する基本方針 

変更なし 

・本施設で取り扱う核燃料物質は，天然ウラン，濃縮ウラン及び劣化ウランとし，このうち濃縮度 0.95 %以上

の濃縮ウランを内包する可能性のある設備及び機器を臨界管理の対象とする。 

・核燃料物質の取扱い上の一つの単位を単一ユニットとし，臨界管理の対象に選定する設備及び機器は，濃縮

度，減速度及び形状寸法の核的制限値を定め，濃縮度と減速度及び濃縮度と形状寸法管理を組み合わせて管

理する。 

・本施設においては，施設全体で取り扱う濃縮度を 5 %以下とするために，濃縮度管理をカスケード設備で行

う。新型遠心機によるカスケード設備の濃縮域の一部で濃縮度が 5 %を超える場合があるが，カスケード設備

の製品側出口において濃縮度を 5 %以下に管理する。 

・ウランを収納する設備及び機器のうち，その形状寸法を制限し得るケミカルトラップ（NaF）は，形状寸法を

核的制限値以下に制限する。 

・UF6を取り扱う設備及び機器において，収納するウランの質量，容積及び形状のいずれをも制限することが困

難なもの（コールドトラップ，製品シリンダ，中間製品容器，付着ウラン回収容器及び減圧槽）は，UF6を密

封系統内で取り扱うことにより，大気中の水分との接触を防止し，原料 UF6を系統内に供給する際には，必要

に応じて脱気を行い，不純物（HF 等）を除去することで減速条件を核的制限値以下に制限する。また，この

場合には，誤操作等を考慮する。 

原料脱気に関する事項については，加工施設保安規定に定め管理する。 

・核的制限値の設定に当たっては，取り扱うウランの化学的組成，濃縮度，密度，幾何学的形状及び減速条件を

考慮し，中性子の減速，吸収及び反射の各条件を仮定し，かつ，測定又は計算による誤差等を考慮して十分

な裕度を見込む。 

・二つ以上の単一ユニットの配列については，十分な離隔距離を確保し，ユニット相互間の距離の実効増倍率

が 0.95 以下となる配置とする。 

・本施設で取り扱う核燃料物質は，天然ウラン，濃縮ウラン及び劣化ウランとし，このうち濃縮度 0.95 %以上

の濃縮ウランを内包する可能性のある設備及び機器を臨界管理の対象とする。 

・核燃料物質の取扱い上の一つの単位を単一ユニットとし，臨界管理の対象に選定する設備及び機器は，濃縮

度，減速度及び形状寸法の核的制限値を定め，濃縮度と減速度及び濃縮度と形状寸法管理を組み合わせて管

理する。 

・本施設においては，施設全体で取り扱う濃縮度を 5 %以下とするために，濃縮度管理をカスケード設備で行

う。新型遠心機によるカスケード設備の濃縮域の一部で濃縮度が 5 %を超える場合があるが，カスケード設備

の製品側出口において濃縮度を 5 %以下に管理する。 

・ウランを収納する設備及び機器のうち，その形状寸法を制限し得るケミカルトラップ（NaF）は，形状寸法を

核的制限値以下に制限する。 

・UF6を取り扱う設備及び機器において，収納するウランの質量，容積及び形状のいずれをも制限することが困

難なもの（コールドトラップ，製品シリンダ，中間製品容器，付着ウラン回収容器及び減圧槽）は，UF6を密

封系統内で取り扱うことにより，大気中の水分との接触を防止し，原料 UF6を系統内に供給する際には，必要

に応じて脱気を行い，不純物（HF 等）を除去することで減速条件を核的制限値以下に制限する。また，この

場合には，誤操作等を考慮する。 

原料脱気に関する事項については，加工施設保安規定に定め管理する。 

・核的制限値の設定に当たっては，取り扱うウランの化学的組成，濃縮度，密度，幾何学的形状及び減速条件を

考慮し，中性子の減速，吸収及び反射の各条件を仮定し，かつ，測定又は計算による誤差等を考慮して十分

な裕度を見込む。 

・二つ以上の単一ユニットの配列については，十分な離隔距離を確保し，ユニット相互間の距離の実効増倍率

が 0.95 以下となる配置とする。 



 

 

Ⅰ
-1-2 

変更前 変更後 

・UF6シリンダ類，付着ウラン回収容器及びケミカルトラップ（NaF）の運搬時に，万一，他のユニットと接触し

た場合においても臨界に達しない設計とする。 

・核的制限値の維持管理については，起こるとは考えられない独立した二つ以上の異常が同時に起こらない限

り臨界に達しない設計とする。 

 

 

・参考とする手引書，文献等は公表された信頼度の十分高いものを使用する。また，臨界計算コードは，実験値

等との対比が行われ，信頼度の十分高いことが立証されているコード（文献）を使用する。 

・本施設は，臨界質量以上のウラン又はプルトニウムを取り扱う加工施設ではないため，技術基準規則第 4 条

第 3 項で臨界警報設備その他の臨界事故を防止するために必要な設備の設置が要求される施設に該当しない

が，当該項を参考として臨界及びその継続性を検知することができる臨界警報装置（γ線検出器）を設置す

る。 

 

・UF6シリンダ類，付着ウラン回収容器及びケミカルトラップ（NaF）の運搬時に，万一，他のユニットと接触し

た場合においても臨界に達しない設計とする。 

・核的制限値の維持管理については，起こるとは考えられない独立した二つ以上の異常が同時に起こらない限

り臨界に達しない設計とする。 

・溢水が発生した場合においても，核燃料物質を容器等に密封して取り扱うことから水に直接接することはな

いこと及びそれら核燃料物質を内包する設備及び機器が没水しても，臨界に達しない設計とする。 

・参考とする手引書，文献等は公表された信頼度の十分高いものを使用する。また，臨界計算コードは，実験値

等との対比が行われ，信頼度の十分高いことが立証されているコード（文献）を使用する。 

・本施設は，臨界質量以上のウラン又はプルトニウムを取り扱う加工施設ではないため，技術基準規則第 4 条

第 3 項で臨界警報設備その他の臨界事故を防止するために必要な設備の設置が要求される施設に該当しない

が，当該項を参考として臨界及びその継続性を検知することができる臨界警報装置（γ線検出器）を設置す

る。 

1.2 濃縮施設の臨界防止 

1.2.1 単一ユニットの臨界安全設計 

各単一ユニットに含まれる核燃料物質及びその他の物質の種類，量，物理的・化学的形態等を考慮し，核的

制限値を次表に示すとおり設定して技術的に見て想定されるいかなる条件下でも臨界とならない設計とする。 

設備及び機器 

核 燃 料 物 質 の 
種 類 と 状 態 

均 質 

不 均 質 

の 区 分 

臨界因子 
核 的 

制 限 値 
臨 界 

安 全 値 
種 類 状 態 

カスケード設備 濃縮度

5 %以下

のウラン 

（注 1） 

気体の

UF6 
均質 濃縮度 

5 % 

（注 2） 
－ 

コールドトラップ 

 

［UF6処理設備］ 

･製品コールドトラップ 

･一般パージ系コールドトラップ 

 

［均質・ブレンディング設備］ 

･均質パージ系コールドトラップ 

 

製品シリンダ 

中間製品容器 

減圧槽 

濃縮度

5 %以下

のウラン 

気体， 

固体及

び液体

の UF6 

均質 

濃縮度 5 % － 

減速度 
H/U－235 

1.7 
H/U－235 

10 

ケミカルトラップ（NaF） 

 

［UF6処理設備］ 

・捕集排気系ケミカルトラップ 

（NaF） 

・一般パージ系ケミカルトラップ 

（NaF） 

 

［均質・ブレンディング設備］ 

・均質パージ系ケミカルトラップ 

（NaF） 

 

濃縮度

5 %以下

のウラン 

気体及

び固体

の UF6 

均質 

濃縮度 5 % － 

形状寸法 

(円筒直

径) 

57.55 cm 58.8 cm 

1.2 濃縮施設の臨界防止 

1.2.1 単一ユニットの臨界安全設計 

各単一ユニットに含まれる核燃料物質及びその他の物質の種類，量，物理的・化学的形態等を考慮し，核的

制限値を次表に示すとおり設定して技術的に見て想定されるいかなる条件下でも臨界とならない設計とする。 

設備及び機器 

核 燃 料 物 質 の 
種 類 と 状 態 

均 質 

不 均 質 

の 区 分 

臨界因子 
核 的 

制 限 値 
臨 界 

安 全 値 
種 類 状 態 

カスケード設備 濃縮度

5 %以下

のウラン 

（注 1） 

気体の

UF6 
均質 濃縮度 

5 % 

（注 2） 
－ 

コールドトラップ 

 

［UF6処理設備］ 

･製品コールドトラップ 

･一般パージ系コールドトラップ 

 

［均質・ブレンディング設備］ 

･均質パージ系コールドトラップ 

 

製品シリンダ 

中間製品容器 

減圧槽 

濃縮度

5 %以下

のウラン 

気体， 

固体及

び液体

の UF6 

均質 

濃縮度 5 % － 

減速度 
H/U－235 

1.7 
H/U－235 

10 

ケミカルトラップ（NaF） 

 

［UF6処理設備］ 

・捕集排気系ケミカルトラップ 

（NaF） 

・一般パージ系ケミカルトラップ 

（NaF） 

 

［均質・ブレンディング設備］ 

・均質パージ系ケミカルトラップ 

（NaF） 

 

濃縮度

5 %以下

のウラン 

気体及

び固体

の UF6 

均質 

濃縮度 5 % － 

形状寸法 

(円筒直

径) 

57.55 cm 58.8 cm 
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変更前 変更後 

注 1：カスケード設備の濃縮域の一部で濃縮度が 5 %を超える場合がある。 

注 2：濃縮度管理をカスケード設備で行い，カスケード設備の製品側出口の濃縮度として 5 %を設定す

る。 
 

注 1：カスケード設備の濃縮域の一部で濃縮度が 5 %を超える場合がある。 

注 2：濃縮度管理をカスケード設備で行い，カスケード設備の製品側出口の濃縮度として 5 %を設定す

る。 
 

本施設のウラン濃縮工程における濃縮度は， の関

数となる。従って， を監視することにより濃縮度

を管理し，これらに対して二重化した圧力・流量による濃縮度管理のインターロックを設け，濃縮度が制限値

を超えないように管理する。また，UF6の濃縮度は，濃縮度測定装置により測定し，これに対して濃縮度測定装

置による濃縮度管理のインターロックを設ける。カスケード設備が生産運転中は，これらのインターロックの

二つ以上の機能を常に確保する。 

 

カスケード設備で濃縮する濃縮 UF6の濃縮度は， の関数となる。したがって，

を監視することにより濃縮度を管理し，これらに対して二重化した圧力・流量による

濃縮度管理のインターロックを設け，濃縮度が制限値を超えないように管理する。また，UF6の濃縮度は，濃縮

度測定装置により測定し，これに対して濃縮度測定装置による濃縮度管理のインターロックを設ける。カスケ

ード設備が生産運転中は，これらのインターロックの二つ以上の機能を常に確保する。 

 

1.2.2 複数ユニットの臨界安全設計 

複数ユニットは実効増倍率が 0.95 以下となる配置とし，機器同士が接触しても臨界となるおそれはないが，

安全設計上の管理として次の対応を行う。 

・コールドトラップ，製品シリンダ，中間製品容器及び減圧槽は，それぞれ他のユニットと相互の間隔が 30 cm

以上となるように配置する。 

・ケミカルトラップ（NaF）は，それぞれ他のユニットと相互の間隔が 1 m 以上となるよう配置する。 

 

1.2.2 複数ユニットの臨界安全設計 

変更なし 

1.3 核燃料物質の貯蔵施設の臨界防止 

1.3.1 単一ユニットの臨界安全設計 

貯蔵施設においては，核燃料物質の取り扱い上の一つの単位である単一ユニットを踏まえ，技術的に見て想

定されるいかなる条件下でも臨界とならない設計とする。具体的には，貯蔵施設において核燃料物質を取り扱

う単位は製品シリンダ，中間製品容器及び付着ウラン回収容器であり，それぞれを単一ユニットとする。製品

シリンダ，中間製品容器及び付着ウラン回収容器について，核的制限値を次表に示すとおり設定して技術的に

見て想定されるいかなる条件下でも臨界とならない設計とする。 

核燃料物質の 

種類と状態 

均 質 

不 均 質 

の 区 分 

臨 界 因 子 核的制限値 臨界安全値 

1．種類 

濃縮度 5 %以下

のウラン 

均質 

濃縮度 5 % ― 

2．状態 

気体及び固体の

UF6 減速度 H/U－235 1.7 H/U－235 10 

制限条件は濃縮度 5 %以下を満足し，かつ減速度の制限値を超えないこととする。 

 

 

 

 

1.3 核燃料物質の貯蔵施設の臨界防止 

1.3.1 単一ユニットの臨界安全設計 

変更なし 
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変更前 変更後 

 

1.3.2 複数ユニットの臨界安全設計 

複数ユニットは実効増倍率が 0.95 以下となる配置とし，機器同士が接触しても臨界となるおそれはないが，

安全設計上の管理として次の対応を行う。 

・製品シリンダ，中間製品容器及び付着ウラン回収容器は，それぞれ他のユニットと相互の間隔が 30 cm 以上

となるよう平置き配置する。 

 

1.3.2 複数ユニットの臨界安全設計 

変更なし 

1.4 放射性廃棄物の廃棄施設の臨界防止 

1.4.1 単一ユニットの臨界安全設計 

各単一ユニットに含まれる核燃料物質及びその他の物質の種類，量，物理的・化学的形態等を考慮し，核的

制限値を次表に示すとおり設定して技術的に見て想定されるいかなる条件下でも臨界とならない設計とする。 

設備及び機器 

核 燃 料 物 質 の 
種 類 と 状 態 

均 質 

不 均 質 

の 区 分 

臨界因子 
核 的 

制 限 値 
臨 界 

安 全 値 
種 類 状 態 

・回収系混合ガスコールドトラ

ップ 

・回収系 IF7コールドトラップ 

・パージ系 IF7コールドトラッ

プ 

・付着ウラン回収容器 

濃縮度

5 %以下

のウラ

ン 

気体及

び固体

の UF6 

均質 

濃縮度 5 % － 

減速度 
H/U－235 

1.7 
H/U－235 

10 

・回収系ケミカルトラップ

（NaF） 

・排気系ケミカルトラップ

（NaF） 

・パージ系ケミカルトラップ

（NaF） 

濃縮度

5 %以下

のウラ

ン 

気体及

び固体

の UF6 

均質 

濃縮度 5 % － 

形状寸法 

(円筒直径) 
57.55 cm 58.8 cm 

 

 

1.4 放射性廃棄物の廃棄施設の臨界防止 

1.4.1 単一ユニットの臨界安全設計 

変更なし 

1.4.2 複数ユニットの臨界安全設計 

複数ユニットは実効増倍率が 0.95 以下となる配置とし，機器同士が接触しても臨界となるおそれはないが，

安全設計上の管理として次の対応を行う。 

・コールドトラップ，付着ウラン回収容器はそれぞれ他のユニットと相互の間隔が 30 cm 以上となるように配

置する。 

・ケミカルトラップ（NaF）は，それぞれ他のユニットと相互の間隔が 1 m 以上となるよう配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.4.2 複数ユニットの臨界安全設計 

変更なし 
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変更前 変更後 

 

1.4.3 少量ウラン取扱い設備の臨界安全設計 

少量のウランを取り扱う設備では，次表に示すとおりウランの取扱量等を把握し，適切に取り扱う。 

 

管理対象 最大取扱ウラン量 

使用済 NaF 廃棄物前処理室にてドラム缶に封入するまでの間：200 L ドラム缶当た

り約 25 kg－U 

スラッジ 管理廃水処理室にてドラム缶に封入するまでの間：20 L ドラム缶当た

り約 2 kg－U 

分析沈殿物 分析室にて沈殿処理するまでの間：分析沈殿作業当たり約 1 kg－U 

廃棄物前処理室にてドラム缶に封入するまでの間：20 L ドラム缶当た

り約 2 kg－U 

 

上記に関する運用については加工施設保安規定に定め管理する。 

 

1.4.3 少量ウラン取扱い設備の臨界安全設計 

変更なし 

1.5 その他の加工施設の臨界防止 

少量のウランを取り扱う核燃料物質の検査設備（分析設備）においては，次表に示すとおりウランの取扱量

等を把握し，適切に取り扱う。 

管理対象 最大取扱ウラン量 

分析室で取り扱

う UF6 サンプル

等 

分析室で総量として約 16 kg－U 

 サンプル保管戸棚での保管数量：約 4.5 kg－U 

 スクラバ付きドラフトチェンバでの取扱数量：約 1 kg－U 

 カリフォルニア型フードでの取扱数量：約 1 kg－U 

 

上記に関する運用については加工施設保安規定に定め管理する。 

 

1.5 その他の加工施設の臨界防止 

変更なし 

 

 

  

［  
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変更前 変更後 

2. 地盤 

本施設のうち UF6 を内包する設備及び機器及び当該設備及び機器に求められる安全機能を維持するために必

要な設備及び機器を収納する建物は，N値 50 以上の十分な地耐力を有する地盤に支持させる設計とする。 

 

2. 地盤 

本施設のうち UF6 を内包する設備及び機器及び当該設備及び機器に求められる安全機能を維持するために必

要な設備及び機器を収納する建物は，N値 50 以上の十分な地耐力を有する地盤に支持させる設計とする。 
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変更前 変更後 

3. 自然現象   

3.1 地震による損傷の防止 

3.1.1 地震による損傷の防止に関する基本方針 

本施設においては，事業変更許可申請書「変更後における加工施設の安全設計に関する説明書」にて示すと

おり，安全上重要な施設はなく，Sクラスに該当するものはないことから，本施設のうち UF6を内包する設備及

び機器及び当該設備及び機器に求められる安全機能を維持するために必要な設備及び機器並びにこれらを収納

する建物は，地震の発生によって生じるおそれがある安全機能の喪失及びそれに続く放射線並びに化学的毒性

による公衆への影響を防止する観点から，当該設備及び機器の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度

（以下「耐震重要度」という。）に応じて次のように分類し，それぞれの分類に応じた耐震設計を行う。 

耐震設計は静的設計法を基本とする。設備及び機器の設計に当たっては，剛構造となることを基本とし，建

物・構築物の耐震設計は建築基準法等関係法令による。 

なお，本施設のうち UF6を内包する設備及び機器並びにこれを収納する建物は，以下に示す基本的な考え方に

基づき，耐震重要度に応じた設計を行ったうえで，重要度の高いものは，更なる安全性の向上のため，設定す

る地震力に一定の余裕をみた地震力を設定し，大きな事故を誘発することがない設計とする。 

 

3. 自然現象   

3.1 地震による損傷の防止 

3.1.1 地震による損傷の防止に関する基本方針 

変更なし 

3.1.2 耐震構造 

3.1.2.1 建物・構築物の耐震設計 

本施設のうち UF6 を内包する設備及び機器並び当該設備及び機器に求められる安全機能を維持するために必

要な設備及び機器を収納する建物・構築物の耐震設計は，次に述べる方法により行う。 

建物・構築物の耐震設計法については，各類とも静的設計法を基本とし，かつ，建築基準法等関係法令によ

り行う。 

上位の分類に属するものは，下位の分類に属するものの破損によって波及的破損が生じないようにする。 

上位の分類の建物・構築物と構造的に一体に設計することが必要な場合には，上位分類の設計法による。 

事業許可基準規則解釈別記 3 のとおり，建物及び構築物の耐震設計に用いる静的地震力については，建築基

準法施行令第 88条に規定する地震層せん断力係数に，耐震重要度に応じた割り増し係数（第 1類：1.3 以上，

第 2類：1.1 以上，第 3類：1.0 以上）を乗じて算定する。 

ここで，地震層せん断力係数は，標準せん断力係数を 0.2 以上とし，建物・構築物の振動特性，地盤の種類

等を考慮して求められる値とする。 

保有水平耐力の算定においては，同施行令第 82 条の 3により定まる構造計算により安全性を確認することを

原則とし，必要保有水平耐力については，同条第 2 号に規定する式で計算した数値に耐震重要度分類に応じた

割り増し係数を乗じて算定する。必要保有水平耐力の算出に使用する標準せん断力係数は 1.0 以上とする。 

なお，隣接する各建物間は，エキスパンションジョイントを介して接続し，耐震設計上独立した構造とする。 

 

3.1.2 耐震構造 

3.1.2.1 建物・構築物の耐震設計 

本施設のうち UF6 を内包する設備及び機器並び当該設備及び機器に求められる安全機能を維持するために必

要な設備及び機器を収納する建物・構築物の耐震設計は，次に述べる方法により行う。 

建物・構築物の耐震設計法については，各類とも静的設計法を基本とし，かつ，建築基準法等関係法令によ

り行う。 

上位の分類に属するものは，下位の分類に属するものの破損によって波及的破損が生じないようにする。 

上位の分類の建物・構築物と構造的に一体に設計することが必要な場合には，上位分類の設計法による。 

事業許可基準規則解釈別記 3 のとおり，建物及び構築物の耐震設計に用いる静的地震力については，建築基

準法施行令第 88条に規定する地震層せん断力係数に，耐震重要度に応じた割り増し係数（第 1類：1.5 以上，

第 2類：1.25 以上，第 3類：1.0 以上）を乗じて算定する。 

ここで，地震層せん断力係数は，標準せん断力係数を 0.2 以上とし，建物・構築物の振動特性，地盤の種類

等を考慮して求められる値とする。 

保有水平耐力の算定においては，同施行令第 82 条の 3により定まる構造計算により安全性を確認することを

原則とし，必要保有水平耐力については，同条第 2 号に規定する式で計算した数値に耐震重要度分類に応じた

割り増し係数を乗じて算定する。必要保有水平耐力の算出に使用する標準せん断力係数は 1.0 以上とする。 

なお，隣接する各建物間は，エキスパンションジョイントを介して接続し，耐震設計上独立した構造とする。 

 

3.1.2.2 設備及び機器の耐震設計 

本施設における設備及び機器の耐震設計は，次に述べる方法により行う。 

設備及び機器の耐震設計法については，原則として静的設計法を基本とする。 

上位の分類に属するものは，下位の分類に属するものの破損によって波及的破損が生じないようにする。 

上位の分類の建物・構築物と構造的に一体に設計することが必要な場合には，上位分類の設計法による。 

3.1.2.2 設備及び機器の耐震設計 

本施設における設備及び機器の耐震設計は，次に述べる方法により行う。 

設備及び機器の耐震設計法については，原則として静的設計法を基本とする。 

上位の分類に属するものは，下位の分類に属するものの破損によって波及的破損が生じないようにする。 

上位の分類の建物・構築物と構造的に一体に設計することが必要な場合には，上位分類の設計法による。 
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変更前 変更後 

設備及び機器の設計に当たっては剛構造となることを基本とし，それが困難な場合には動的解析等適切な方

法により設計する。 

(1) 一次設計 

重要度分類の各類ともに一次設計を行うものとする。この一次設計に用いる静的地震力は，令第 88 条によ

り定まる最小地震力に重要度分類に応じて，次に掲げる割り増し係数を乗じたもの（以下「一次地震力」とい

う。）とする。 

第 1 類  1.5 

第 2 類  1.4 

第 3 類  1.2 

 

 

 

(2) 二次設計 

耐震重要度の分類の第１類については，上記の一次設計に加え，二次設計を行う。この二次設計に用いる二

次地震力は，一次地震力に割り増し係数 1.5 以上を乗じたものとする。ここで「二次設計」とは，常時作用し

ている荷重と一次地震力を上回る二次地震力とを組み合せ，その結果発生する応力に対して，設備及び機器の

相当部分が降伏し，塑性変形する場合でも過大な変形，亀裂，破損等が生じ，その施設の安全機能に重大な影

響を及ぼすことがない設計をいう。 

 

設備及び機器の設計に当たっては剛構造となることを基本とし，それが困難な場合には動的解析等適切な方

法により設計する。 

(1) 一次設計 

耐震重要度の分類の各類ともに一次設計を行うものとする。 

設備及び機器の耐震設計に用いる静的地震力については，一次設計に係る一次地震力について，地震層せん

断力係数に，耐震重要度に応じた割り増し係数を乗じたものに 20 ％増しして算定する。ここで「一次設計」

とは，常時作用している荷重と一次地震力を組み合せ，その結果発生する応力に対して，降伏応力又はこれと

同等な安全性を有する応力を許容限界とする設計をいう。 

第 1類  1.5 以上 

第 2類  1.25 以上 

第 3類  1.0 以上 

 

(2) 二次設計 

耐震重要度の分類の第１類については，上記の一次設計に加え，二次設計を行う。この二次設計に用いる二

次地震力は，一次地震力に割り増し係数 1.5 以上を乗じたものとする。ここで「二次設計」とは，常時作用し

ている荷重と一次地震力を上回る二次地震力とを組み合せ，その結果発生する応力に対して，設備及び機器の

相当部分が降伏し，塑性変形する場合でも過大な変形，亀裂，破損等が生じ，その施設の安全機能に重大な影

響を及ぼすことがない設計をいう。 

 

－ 3.1.2.3 設計基準を超える条件に対する設計上の考慮 

本施設のうち UF6 を内包する設備及び機器並びにこれを収納する建物は，地震の発生によって生じるおそれ

がある安全機能の喪失及びそれに続く UF6の漏えい，これに伴い発生する HF による公衆への影響を防止する観

点から，耐震重要度に応じた地震力の設定に加えて，耐震重要度分類 S クラスに要求される程度の地震力に対

して過度の変形・損傷を防止することにより，設計基準を超える条件でも公衆への放射線及び化学的毒性によ

る影響を抑制し，大きな事故の誘因とならないことを確認する。 

具体的には，本施設の第 1類の建物は，工場等周辺の公衆に対する更なるリスク低減のため，1 G の地震力に

対して終局に至らない設計とする。 

また，UF6を内包する第1類及び第2類の設備及び機器，これを直接支持する構造物は，工場等周辺の公衆に対す

る更なるリスク低減のため，下記に示すとおり，水平方向の設計用地震力（1 G）及び水平方向の1/2の大きさの垂

直方向の設計用地震力に対して降伏し，塑性変形する場合でも，過大な損傷，亀裂，破損等が生じないようにする。 

(1) ボルトの応力評価 

静的地震力によりボルトに発生する応力，静的地震力により引抜力が発生する機器については基礎ボルトに

作用する引抜力に対して，降伏し塑性変形する場合でも過大な損傷，亀裂，破損等が生じないことを確認する。 

 

(2) 脚部の応力評価 

脚部を有する機器については，静的地震力により脚部に発生する応力に対して，降伏し塑性変形する場合で

も過大な損傷，亀裂，破損等が生じないことを確認する。 
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(3) 子台車又は搬送台車ストッパの応力評価 

UF6 シリンダ類又は付着ウラン回収容器を積載して槽内に収納する子台車又は搬送台車については，静的地

震力により子台車及び搬送台車のストッパに発生する応力に対して，降伏し塑性変形する場合でも過大な損

傷，亀裂，破損等が生じないことを確認する。 

 

(4) 機器の転倒評価 

静的地震力により機器が転倒しないことを確認する。 

 

(5) 配管の応力評価 

静的地震力により配管に発生する応力が，降伏し塑性変形する場合でも過大な損傷，亀裂，破損等が生じな

いことを確認する。 

 

(6) 配管支持構造物の応力評価 

支持構造物と基礎ボルト，ベースプレート，埋込板，スタッドジベルに静的地震力により発生する応力に対

して，降伏し塑性変形する場合でも過大な損傷，亀裂，破損等が生じないことを確認する。 

 

(3) 耐震構造 

本施設は，耐震設計上の重要度を，地震により発生する可能性のあるウランによる環境への影響の観点から

次のように分類し，それぞれの分類に応じた耐震設計を行う。耐震設計は原則として静的設計法による。設備・

機器の設計に当たっては，剛構造となることを基本とする。建物・構築物の耐震設計は建築基準法等関係法令

による。 

 

 

 

第 1 類 

非密封ウランを取扱う設備・機器及び非密封ウランを閉じ込めるための設備・機器，臨界安全上の核的制限

値を有する設備・機器及びその制限値を維持するための設備・機器であって，その機能を失うことによる影響

の大きいもの並びにこれらの設備・機器を収納する建物・構築物。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1.3 耐震重要度の分類 

本施設の建屋，設備及び機器について，地震の発生による建屋，設備及び機器の安全機能が喪失した場合の

影響の相対的な程度に応じて分類し，それぞれの分類に応じた耐震設計を行う。また，耐震重要度分類におい

て，上位に属するものは，下位の分類に属するものの破損によって波及的破損が生じないものとするとともに，

下位の分類に属するものを上位の分類の建物及び構築物と構造的に一体に設計することが必要な場合には，上

位の分類による設計とする。 

以下に示す基本的な考え方に従って第 1類，第 2類及び第 3類に分類する。 

 

3.1.3.1 第 1類について 

(1) 設備及び機器のうち，5 ㎏ U 以上の UF6を内包するもの（隔離弁までの主要配管と隔離弁を含む） 

 

(2) 汚染のおそれのある区域（以下「第 1種管理区域」という。）からの排気を処理するフィルタ，排風機及び

フィルタ，排風機及びフィルタから排気口までのダクト（ダンパを含む）並びに送風機と第 1 種管理区域の

各室をつなぐダクト（ダンパを含む） 

 

(3) 上記(1)，(2)の設備及び機器の安全機能の維持に必要な周辺設備 

 

(4) 事故時の監視・操作，UF6の漏えい等の監視設備及びこれらの設備に電源を供給する設備 

 

(5) 上記(1)から(4)の設備及び機器を収納する建物及び構築物 
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第 2類 

非密封ウランを取扱う設備・機器及び非密封ウランを閉じ込めるための設備・機器並びに臨界安全上の核的

制限値を有する設備・機器及びその制限値を維持するための設備・機器であって，その機能を失うことによる

影響が小さいもの及び化学的制限値又は熱的制限値を有する設備・機器並びにこれらの設備・機器を収納する

建物・構築物。 

 

 

 

 

 

第 3 類 

第 1 類，第 2類以外の設備・機器並びにこれらの設備・機器を収納する建物・構築物。 

 

3.1.3.2 第 2類について 

(1) 設備及び機器のうち，5 ㎏ U 未満の UF6を内包するもの（これらをつなぐ主要配管（弁を含む），ダクト（ダ

ンパを含む）及びこれらの設備及び機器と第１類の設備及び機器間をつなぐ主要配管（弁を含む）を含む） 

 

(2) 第１種管理区域の負圧及び排気経路を維持するために必要な設備及び機器並びにダクト（ダンパを含む） 

 

(3) 上記(1)，(2)の設備及び機器の安全機能の維持に必要な周辺機器 

 

(4) 第 1類以外の建物及び構築物 

 

3.1.3.3 第 3類について 

第 1類及び第 2類以外の設備及び機器 
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－ 3.2 津波による損傷の防止 

事業変更許可申請書「添付書類三 へ 津波」にて，本施設が標高約 36 m，海岸から約 3 km 離れた丘陵地帯

に位置していることから，津波が敷地に到達するおそれはないことを確認済みである。 

このことから，基準津波によって，安全機能を有する施設の安全機能が損なわれるおそれはないことから，

津波防護施設等は設置しない。 
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3.3 地震以外の自然現象に対する安全設計 

地震以外の自然現象として考えられるのは，津波，洪水，台風，積雪等である。 

事業所の敷地は，津波及び洪水に対して考慮の必要のない立地条件にある。したがって，自然現象として台

風及び積雪を考慮した設計を行う。 

事業所の敷地周辺の過去の台風等による最大風速及び瞬間最大風速は理科年表（平成 21年版）によれば，

青森で，それぞれ平成 3 年 9 月 28 日の 29.0 m/s 及び 53.9 m/s である。 

本施設は，令第 87 条で定める風圧力（風速 60 m/s 相当）に耐えるように設計を行う。また，事業所の敷地

周辺の過去の記録では，気象観測データによれば昭和 52 年 2 月 17 日の 190 ㎝が最大積雪深であり，本施設

の建物は，この積雪に対して十分耐える設計とする。 

 

 

3.3 外部からの衝撃による損傷の防止 

3.3.1 外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方針 

本施設は，敷地及び敷地周辺の自然環境を基に想定される自然現象（地震及び津波を除く。）のうち，設計

上の考慮を必要とする自然現象又はその組み合わせに遭遇した場合において，自然現象そのものがもたらす環

境条件及びその結果として本施設で生じ得る環境条件が大きな事故の誘因とならない設計とする。 

本施設は，敷地及び敷地周辺の状況を基に想定される設計上の考慮を必要とする事象であって人為によるも

の（故意によるものを除く。）が大きな事故の誘因とならない設計とする。 

本施設の設計に当たっては，国内外の基準や文献等に基づき自然現象を検討し，敷地及び敷地周辺の自然環

境を基に，本施設の安全機能に影響を及ぼし得る個々の自然現象として，風（台風），竜巻，低温・凍結，高

温，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象及び森林火災の 10 事象を抽出した。 

また，国内外の基準や文献等に基づき人為事象を検討し，敷地及び敷地周辺の状況を基に，本施設の安全に

影響を及ぼし得る人為事象として，航空機落下，爆発，近隣工場等の火災，電磁的障害及び敷地内における化

学物質の放出の 5事象を抽出した。 

なお，抽出された自然現象については，その特徴を考慮した荷重の組み合わせを考慮する。 

 

－ 3.3.2 自然現象及び人為事象（電磁的障害及び化学物質の放出を除く。） 

3.3.2.1 竜巻，森林火災，落雷及び火山の影響以外の自然現象 

3.3.2.1.1 風（台風）及び積雪 

風（台風）及び積雪については，八戸特別地域気象観測所で観測された日最大瞬間風速，また，積雪について

は，八戸特別地域気象観測所，むつ特別地域気象観測所及び六ヶ所地域気象観測所で観測された最深積雪を踏

まえて，建築基準法に基づき設計荷重を設定し，これに対し安全機能を損なわないよう設計する。 

 

－ 3.3.2.1.2 低温・凍結 

低温・凍結については，ユーティリティ系の水の凍結等の可能性があるが，本施設の特徴から閉じ込め機能

等の安全機能が喪失するおそれはない。 

 

－ 3.3.2.1.3 高温 

高温については，濃縮施設の特徴から閉じ込め機能等の安全機能が喪失するおそれはない。 

 

－ 3.3.2.1.4 降水 

降水については，敷地内の排水設計により，八戸特別地域気象観測所及びむつ特別地域気象観測所で観測さ

れた最大日降水量及び最大 1時間降水量を踏まえても，大量の雨水が施設に浸水しないよう設計する。 

 

－ 3.3.2.1.5 生物学的事象 

生物学的事象については，事業変更許可申請書に示す本施設敷地周辺の生物の生息状況の調査結果に基づく

対象生物が施設へ侵入することを防止又は抑制する設計とする。 

具体的には，換気設備の外気取入口へのバードスクリーン等の設置，取水設備にスクリーンの設置等を行う。 

また，屋外に設置する電気設備は，密封構造，メッシュ構造及びシール処理を施す構造とすることにより，



 

 

Ⅰ
-
1-13 

変更前 変更後 

鳥類，昆虫類及び小動物の侵入を防止又は抑制する設計とする。 

 

－ 3.3.2.2 竜巻 

本施設は，「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」（平成 25 年 6 月 19 日 原規技発第 13061911 号 原子力規

制委員会決定）（以下「竜巻影響評価ガイド」という。）を参考に，設計上考慮する竜巻に対して，UF6の漏えい

による大きな事故の誘因とならない設計とする。 

 

－ 3.3.2.2.1 防護対象施設 

本施設のうち，設計上考慮する竜巻から防護する施設（以下「竜巻防護施設」という。）は，竜巻による風圧

力，気圧差，飛来物に対して，安全機能を損なわない設計とする。 

竜巻防護施設として，UF6 を内包する設備及び機器，UF6 に汚染された機器及びこれらを収納する建屋とし，

閉じ込め機能喪失時のリスクレベルに応じて対策を講じる設計とする。 

本施設内の竜巻防護施設のうち，損傷時の漏えいによる影響度の大きい均質槽は建屋（2号発回均質棟）によ

る防護を基本とし，「建屋により防護する施設」と分類する。 

また，設計飛来物に対し，防護が期待できない建屋に収納される竜巻防護施設は，損傷時の影響度が小さい

ことから，設備又は運用による竜巻防護対策を実施することとし，「設備又は運用により防護する施設」と分類

する。 

なお，竜巻防護施設（2号発回均質棟）の周囲の建屋・構築物の高さ及び竜巻防護施設（2号発回均質棟）と

の距離を考慮し，損壊により竜巻防護施設（2号発回均質棟）に波及的影響を及ぼすおそれのある施設を，竜巻

防護施設（2号発回均質棟）に波及的影響を及ぼし得る施設として選定し，建屋により防護する施設の安全機能

を損なわない設計とする。 

 

－ 3.3.2.2.2 設計荷重の設定 

(1) 設計上考慮する竜巻の設定 

事業変更許可申請書「添付書類五 ハ 地震等の自然環境に関する安全設計 （ハ）地震及び津波以外の自

然現象並びに人為による事象に対する安全設計」に示すとおり，設計上考慮する竜巻の最大風速は 100 m/s と

する。 

 

(2) 設計飛来物の設定 

事業変更許可申請書「添付書類五 ハ 地震等の自然環境に関する安全設計 （ハ）地震及び津波以外の自

然現象並びに人為による事象に対する安全設計」に示すとおり，竜巻影響評価ガイドに例示される鋼製材及び

鋼製パイプを設計飛来物として設定する。 

 

(3) 荷重の組み合わせと許容限界 

ａ．荷重の組み合わせ 

設計上考慮する竜巻により竜巻防護施設に作用する荷重として，竜巻影響評価ガイドを参考に風圧力によ

る荷重，気圧差による荷重，飛来物による衝撃荷重を組み合わせた竜巻荷重並びに竜巻防護施設に常時作用

する荷重，運転時荷重，その他竜巻以外の自然現象による荷重を適切に組み合わせたものを設計荷重として
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考慮する。 

 

ｂ．許容限界 

建屋・構築物の設計において，設計飛来物の衝突による貫通及び裏面剥離発生の有無の評価については，

貫通及び裏面剥離が発生する限界厚さ及び部材の最小厚さを比較することにより行う。貫通評価は，設計飛

来物の貫通力が大きくなる向きで衝突することを考慮して評価を行う。さらに，設計荷重により発生する変

形又は応力が安全上適切と認められる規格及び規準による終局耐力等の許容限界に対して安全余裕を有する

設計とする。 

設備の設計においては，許容応力等が安全上適切と認められる規格及び規準による許容応力等の許容限界

に対して安全余裕を有する設計とする。 

 

－ 3.3.2.2.3 竜巻防護設計 

(1) 建屋により防護する施設 

「建屋により防護する施設」（2号発回均質棟）については，建屋が設計荷重による影響を受けない設計とす

る。具体的には，建屋は，設計荷重に対して主架構の構造健全性が維持されるとともに，個々の部材の破損に

より本施設内の竜巻防護施設が閉じ込め機能を損なわない設計とする。 

設計飛来物の衝突に対しては，貫通が防止でき，かつ，衝撃荷重に対して健全性が確保できる設計とする。 

建屋により防護する施設を収納する 2号発回均質棟の開口部（扉，シャッタ）のうち，設計飛来物の進入に

より均質槽の安全機能に影響を与え得るおそれのある開口部（扉，シャッタ）には，防護板等により設計飛来

物の進入を防止する設計とする。 

ａ．設計飛来物の貫通を防止することができる又は設計飛来物の運動エネルギーを吸収することができる設計

とする。 

ｂ．建屋及び設備の耐震性に影響を与えない設計とする。 

ｃ．竜巻防護施設の安全機能に影響を与えない設計とする。 

ｄ．保守・点検及び資機材等の搬出入を考慮した設計とする。 

 

(2) 設備又は運用により防護する施設 

設計上考慮する竜巻の影響により建屋が損傷し，防護できない可能性のある施設は，設計荷重による影響に

対して安全機能を損なわない設計とすることを基本とする。 

ａ．2号カスケード棟のカスケード設備内の UF6は，竜巻の襲来が予想される場合には，2 号発回均質棟のケミ

カルトラップに排気回収する。 

ｂ．貯蔵施設において UF6を貯蔵する UF6シリンダ類及び付着ウラン回収容器については，設計飛来物の貫通に

対してシリンダの肉厚により健全性を確保する。 

なお，UF6を内包するシリンダは，その空力特性から浮き上がらない。 

ｃ．廃棄施設において保管廃棄した固体廃棄物のドラム缶等については，固縛により飛散を防止する。 

ｄ．上記ａ．～ｃ．以外の竜巻防護施設は，建屋内の機器配置等により，竜巻防護施設の安全機能に影響を与え

ない設計とする。 
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－ 3.3.2.2.4 竜巻随伴事象に対する設計 

竜巻影響評価ガイドを参考に竜巻随伴事象として，火災，溢水及び外部電源喪失を想定し，これらの事象が

発生した場合においても本施設の安全性が損なわない設計とする。 

火災については，屋外危険物貯蔵施設の火災について外部火災に対する防護設計で考慮する。 

溢水については，施設内の屋外タンク（工水タンク）が損傷した場合の溢水評価について，溢水に対する防

護設計で考慮する。 

外部電源喪失については，本施設の特徴から，外部電源喪失により施設の安全性を著しく損なうおそれはな

いため，防護設計は不要である。 

 

－ 3.3.2.2.5 その他の考慮 

本施設の北側近傍に公道があることから，公道車両の飛来距離範囲にある損傷時の漏えいによる影響度の大

きい均質・ブレンディング設備の均質槽を収納する 2 号発回均質棟については，均質槽の閉じ込め機能に影響

を与えないよう対策を講じる。 

 

－ 3.3.2.2.6 手順等 

以下に示す竜巻事象に対する措置について，加工施設保安規定に定めて管理する。 

・竜巻対策として，資機材等の設置状況を踏まえ，飛来物となる可能性のあるもので，飛来した場合の運動エ

ネルギー及び貫通力が設計飛来物よりも大きなものに対する固縛，建屋内への収納又は敷地内からの撤去を

実施することを手順に定める。 

・敷地構内の車両については，入構を管理するとともに，飛来対策区域を設定し，竜巻の襲来が予想される場

合に車両が飛来物とならないよう固縛又は退避を実施することを手順に定める。 

・飛来対策区域は，車両の最大飛来距離を算出した結果に保守性を考慮し設定する。 

竜巻の襲来が予想される場合には，均質・ブレンディング設備の均質槽の液化運転及び各設備の槽類の加

熱を停止するとともに，カスケード設備は，UF6を排気回収する手順を定める。 

 

－ 3.3.2.3 外部火災 

敷地及び敷地周辺で想定される自然現象並びに人為事象による火災・爆発（以下「外部火災」という。）が大

きな事故の誘因とならない設計とする。 

 

－ 3.3.2.3.1 防護対象施設 

本施設において外部火災発生時に発生が想定されるハザードとして，熱せられた UF6 の圧力上昇によって発

生する UF6を取り扱う設備及び機器からの漏えいがある。 

したがって，UF6を取り扱う設備及び機器の閉じ込め機能を防護対象安全機能とする。 

UF6を取り扱う設備及び機器は，全て建屋内に収容されているため，防護対象を収容する建屋（2 号発回均質

棟，2 号カスケード棟，1 号発回均質棟，A ウラン貯蔵庫，B ウラン貯蔵庫，ウラン貯蔵・廃棄物庫）を防護対

象施設とし，防護対象安全機能を損なわない設計とする。 

また，本施設敷地内に存在する施設のうち，防護対象施設へ熱影響を与える可能性のある施設（オイルヤー

ド内重油タンク・軽油タンク，補助建屋内重油タンク・軽油タンク，危険物薬品貯蔵庫内危険物貯蔵所）を屋外
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危険物貯蔵施設とし，屋外危険物貯蔵施設への外部火災による影響及び外部火災源としての影響を考慮したと

しても，防護対象安全機能を損なわない設計とする。 

 

－ 3.3.2.3.2 設計荷重の設定及び防護設計 

事業変更許可申請書にて「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」（平成 25 年 6 月 19 日 原規技発第

13061912 号 原子力規制委員会決定）（以下「外部火災影響評価ガイド」という。）に基づき，外部火災として，

森林火災，近隣工場等の火災，航空機墜落による火災及び敷地内の屋外危険物貯蔵施設における火災を想定し，

その規模及び熱影響を評価した結果，建屋外壁表面温度はコンクリートの許容温度 200 ℃以下であり，防護対

象安全機能を損なうおそれがないことを確認済みである。また，濃縮機器製造工場 高圧ガス貯蔵/消費施設の

爆発については，十分な離隔距離を有していることから，防護対象安全機能を損なうことはない。 

評価結果を踏まえて以下の対策を実施する。 

(1) 防火帯の設置及び防火帯幅の設定 

必要とされる防火帯幅 18.3 m に対し，幅 20 m 以上の防火帯幅を確保することにより防護対象安全機能を損

なわない設計とする。 

 

(2) 離隔距離の確保 

防火帯外縁（火炎側）から防護対象施設の間に必要な距離（危険距離）を上回る離隔距離を確保することに

より防護対象安全機能を損なわない設計とする。 

 

－ 3.3.2.3.3 外部火災による二次的影響 

濃縮工場の特徴から安全を確保する上で常時機能維持が必要な動的機能はなく，UF6を鋼製の容器等に密封し

て取扱っており，ばい煙等が本施設へ影響を与えるおそれがある場合においても，均質・ブレンディング設備

の均質槽の液化運転及び各設備の槽類の加熱を停止し，送排風機の停止・ダンパを閉止するとともに，カスケ

ード設備は UF6を排気回収することにより，防護対象安全機能が損なわないことから，ばい煙等の外部火災によ

る二次的影響に対する防護設計は不要である。 

 

－ 3.3.2.3.4 手順等 

外部火災に対しては，火災発生時の対応，防火帯の維持及び管理を適切に実施するための対策等を火災防護

計画等に定める。また，加工施設保安規定にて，火災防護計画を定めることを明確にする。 

 

－ 3.3.2.4 落雷 

濃縮工場の特徴から安全を確保する上で常時機能維持が必要な動的機能はなく，落雷に伴う直撃雷と間接雷

の影響を受け，本施設を監視・制御する計測制御設備が機能喪失したとしても，UF6を鋼製の容器，配管に密封

して取り扱うことにより閉じ込め機能及び臨界安全性を確保することができる。 

したがって，必ずしも落雷対策は必要としないが，可能な限りプラント状態の監視を継続できるようにする

ため，本施設の敷地及び敷地周辺で観測された落雷の最新の知見を踏まえ，落雷から計測制御設備及び電気設備を

防護する設計とする。 
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－ 3.3.2.4.1 防護対象施設 

濃縮工場の特徴から安全を確保する上で常時機能維持が必要な動的機器はなく，UF6を鋼製の容器等に密封し

て取り扱うことにより閉じ込め機能を確保することができるため，落雷に伴う直撃雷及び間接雷により，計測

制御設備が機能喪失したとしても，閉じ込め機能に影響を及ぼすものではない。 

一方で，プラント状態の監視を可能な限り継続できるよう安全機能を有する施設を監視・制御する計測制御

設備を落雷から防護するとし，これらを収納する建屋を防護対象施設とする。 

なお，直撃雷については，中央操作棟，1号発回均質棟，2号発回均質棟，2号カスケード棟，中央操作棟と

2号発回均質棟間の渡り廊下及び補助建屋を，間接雷については，中央操作棟を防護対象施設とする。 

 

－ 3.3.2.4.2 想定する落雷の規模 

耐雷設計においては，敷地及び敷地周辺で観測された落雷の最新の知見を踏まえ，設計上考慮する落雷の規模

について，敷地及び敷地周辺で観測された過去最大の落雷規模に保守性を見込んだ 270 kA の雷撃電流を想定す

る。 

 

－ 3.3.2.4.3 耐雷設計 

(1) 直撃雷に対する防護設計 

・直撃雷に対する防護対象施設に対しては，火災の発生を防止するため，消防法に基づき日本産業規格に準拠

した避雷設備を設ける設計とする。 

・計測制御設備を設置している建屋は直撃雷から計測制御設備を防護するため，避雷設備を設ける設計とする。 

 

(2) 間接雷に対する防護設計 

・接地系の接地抵抗値は，日本産業規格による標準設計値である 10 Ω以下とする。接地方式は網状接地方式

及び接地棒方式とし，接地系は，原則 2箇所以上で連接する。これにより，接地系の電位分布の平坦化を図

る。 

 

(3) 雷サージ電流に対する防護設計 

・想定雷撃電流によって生じる接地系の電位上昇に対して，間接雷に対する防護対象施設は機能を損なわない

ように配慮した設計とする。 

・UF6 を取り扱う設備の計測制御設備は，建屋間で制御信号を取り合わない設計とすることから，想定雷撃電

流 270 kA の落雷によって生じた接地系の電位上昇による建屋間の電位差の影響を受けることはない。 

・雷が原因と推定される施設の共通要因故障の他施設の事例の知見を踏まえ，トレンチ又は地中電線管を介す

る取り合いケーブルがある計測制御設備について，敷地及び敷地周辺で観測された過去最大の落雷規模に保

守性を見込んだ 270 kA の雷撃電流に対応した保安器を設置する。 

・電気設備については，電気設備技術基準に基づき，受変電設備に避雷器を設置する。避雷器は，「電気学会 

電気規格調査会標準規格 酸化亜鉛形避雷器」を満足するものとする。 

 

－ 3.3.2.5 火山の影響 

本施設の安全性に影響を与える可能性のある火山事象は降下火砕物であると想定されるため，降下火砕物に
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対し，本施設の安全性を損なわない設計とする。 

 

－ 3.3.2.5.1 防護対象施設 

降下火砕物により UF6 を内包する設備及び機器を収納する建屋の健全性が損なわれると，安全に影響を及ぼ

すおそれのあることから，UF6を内包する設備及び機器を防護対象施設とし，防護設計を講じる。 

 

－ 3.3.2.5.2 想定する事象及び設計荷重 

事業変更許可申請書における抽出の結果に従い，降下火砕物を設計上考慮すべき事項とする。降下火砕物の

層厚については，敷地から火山までの距離，敷地近傍の地形，敷地近傍の堆積物の調査，シミュレーション解

析等を考慮し，36 cm 程度である。 

 

－ 3.3.2.5.3 防護設計 

設計に当たっては，UF6 を内包する機器の閉じ込め機能を確保するため，UF6 を内包する設備及び機器を建屋

により防護することを基本とし，想定される降下火砕物の荷重に対して，建屋の構造健全性が保たれるよう設

計する。建屋のみで防護することが困難な場合は，UF6を内包する設備及び機器の構造強度と合わせて UF6の閉

じ込め機能を損なわない設計とする。 

また，UF6を内包する設備及び機器のうち 2号カスケード棟のカスケード設備は，火山事象が予想される場合

に，内部の UF6の排気回収を行い，建屋により防護を行う 2号発回均質棟のケミカルトラップに回収するととも

に，送排風機の停止及び送排気系ダンパを閉止する。 

降下火砕物の堆積が確認された場合は除去作業を行うとともに，防護対象施設への影響を確認するため点検

を実施するものとし，その手順書を整備する。 

上記の運用に関する措置については加工施設保安規定に定めて管理する。 

 

－ 3.3.3 人為事象（電磁的障害及び化学物質の放出） 

その他人為事象として電磁的障害及び敷地内における化学物質の放出の 2 事象を考慮し，それらに対して，

加工施設の安全機能を損なわない設計とする。 

3.3.3.1 電磁的障害 

電磁的障害については，計測制御系統を独立して設置し，接地，シールド等のノイズ対策を施すことによ

り，安全機能を損なわない設計とする。 

 

－ 3.3.3.2 敷地内における化学物質の放出 

敷地内における化学物質の放出については，UF6等のふっ化物以外の有毒ガスを発生するような化学物質は敷

地内に存在しない。 

なお，UF6等のふっ化物を取り扱う設備・機器は閉じ込めに係る安全設計により，閉じ込めが確保されている。 

 

－ 3.3.4 航空機落下 

事業変更許可申請書にて，実用発電用原子炉施設への航空機落下確率の評価基準について（内規）（平成 14・

7・29 原院第４号）に準拠し航空機落下の発生確率評価を行った結果，判断基準である 10-7回/年未満であるこ
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とから，航空機落下に対する防護設計は不要である。 
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4. 閉じ込めの機能 

4.1 閉じ込め 

本施設は，以下のとおり，ウランを内包する設備及び機器からの漏えいを防止し，漏えいが発生した場合で

も可能な限り建屋内に閉じ込める設計とし，本施設周辺の公衆に影響を与えない設計とするとともに，UF6が漏

えいした場合に，その影響から従事者を保護する設計とする。「第十条 閉じ込めの機能」に関するインターロ

ックについては「第十八条 警報設備等」の基本設計方針に基づく設計とする。 

なお，本施設には，プルトニウム及びその化合物並びにこれらの物質の一又は二以上を含む物質を取り扱う

設備は設置しない。 

 

4. 閉じ込めの機能 

4.1 閉じ込め 

変更なし 

4.1.1 閉じ込めの機能 

ウランを内包する設備及び機器は，放射性物質を密封して取り扱うことにより，閉じ込め機能を確保するた

め以下のとおりの設計とする。 

・ウランを内包する設備及び機器は，UF6等の取り扱う物質に対して耐腐食性を有する材料を使用し，取扱い圧

力に応じた耐圧気密性を確保して放射性物質の漏えいを防止する設計とする。 

遠心分離機は，回転体が破損しても外筒（ケーシング）の真空気密性能が十分に保たれるように，破損試験

等により裏付けられた強度設計を行う。 

UF6を大気圧以上で取り扱う分析試料採取用のサンプルシリンダ，計量シリンダ及びサンプルシリンダから

サンプルチューブに分配するサンプル小分け装置は，使用圧力に対して余裕のある強度設計を行い，耐圧試

験により強度を確認する。 

・液化操作時に大気圧以上の圧力となる中間製品容器は耐圧気密性を有する均質槽に収納するとともに，中間

製品容器と接続する高圧配管部は当該配管を覆うカバー（以下「配管カバー」という。）を設置する設計とす

る。 

・UF6を大気圧以上の圧力で取り扱うサンプル小分け装置は，フードに収納する設計とする。 

・機器及び配管は，溶接，耐 UF6用ガスケット使用のミゾ型フランジ継手等により漏えいのない構造とし，リー

クテストにより漏れのないことを確認する。また，第 2 種管理区域内に設置するカスケード設備の弁につい

ては，無漏えい弁（ベローシール弁）を用いる。 

・コールドトラップは，冷凍機を用いて冷却するが，コールドトラップの材質は，ステンレス鋼（耐用温度-190℃

「機械工学便覧」による。）であり，耐用温度以上で使用する。 

・濃縮ウランを生産する各工程から排気系へ移行するウランを捕集するケミカルトラップ（NaF）は，出口にウ

ラン検出器を設け，ケミカルトラップ（NaF）の性能に異常のないことを確認する。 

・UF6の加熱については，加熱する UF6シリンダ類及び付着ウラン回収容器に熱的制限値（ANSI 又は ISO 規格に

基づく設計温度：121 ℃）を定めるとともに，熱的制限値を超えない範囲で温度管理値を定めて加熱する設

計とする。 

・機器の脱着時に行うリークテストにより漏えいの発生を防止することを加工施設保安規定に定めて管理する。 

・密封されていない核燃料物質等を取り扱うフードは，その開口部の風速を適切に維持する設計とする。 

・均質槽は密封状態で使用し，中間製品容器等からの UF6の漏えいが発生した場合でも，UF6を均質槽内に閉じ

込めることのできる設計とする。 

均質槽の扉開放時は，工程用モニタにより槽内に UF6 の漏えいがないことを確認することを加工施設保安

4.1.1 閉じ込めの機能 

変更なし 
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変更前 変更後 

規定に定めて管理する。 

・均質槽内の中間製品容器等は，減圧槽と安全弁を介して配管により連結し，中間製品容器の圧力が異常に上

昇した場合は，安全弁が作動して中間製品容器内，サンプルシリンダ内及び計量シリンダ内の UF6を減圧槽に

流入させる設計とする。 

・地震等の本施設へ影響を及ぼす可能性がある自然現象が発生又は発生が予測される場合は，運転を停止する

ことを加工施設保安規定に定めて管理する。 

・放射性固体廃棄物は，鋼製ドラム缶等の容器に封入し，放射性物質が漏えいしない設計とする。放射性固体

廃棄物の鋼製ドラム缶等の容器への封入については加工施設保安規定に定めて管理する。 

・放射性物質を気体又は液体で扱う系統及び機器に，放射性物質を含まない系統及び機器を接続する必要があ

る場合は，逆止弁を設ける等，放射性物質の逆流により，放射性物質が拡散しない設計とする。 

 

4.1.2 漏えい検知及び漏えい拡大防止並びに影響軽減 

ウランを内包する設備及び機器から放射性物質が漏えいした場合に，その漏えいを検知できる設計とし，漏

えいの拡大を防止するためのインターロックの設置，運転員による漏えい対処等により可能な限り放射性物質

を建屋内に閉じ込める設計とする。 

・UF6の漏えい対策として，前記のとおり均質槽の液化操作において，大気圧以上の圧力で UF6を取り扱う配管

部には，配管カバーを設けるとともに，配管カバーの排気系に工程用モニタ及び局所排気設備を設け，UF6が

漏えいした場合に，工程用モニタにより早期に検知し，警報を発するとともに，自動的に緊急遮断弁を閉と

し，局所排気装置を経由して排気するラインに切り替え，漏えいの拡大を防止する設計とする。なお，均質

槽及びサンプル小分け装置の加熱を停止する工程用モニタ HF 濃度高による UF6漏えい拡大防止のインターロ

ックを設け，排気が工程用モニタからダンパに到達する時間は，ダンパの切り替えに要する時間より十分長

くなる排気風速とダクト長とする。 

 

前述の設備のうち，工程用モニタ，緊急遮断弁及び局所排気系ダクトのダンパを多重化することにより十

分な信頼性を有する設計とする。 

・UF6の液化を行う均質槽の槽数を，プラント規模（分離作業能力 450 tSWU/y）に応じて 6基から 1基に減ずる

ことにより，UF6が漏えいした場合の漏えい量の低減を図る。当該事項を加工施設保安規定に定めて管理する。 

 

 

 

 

・工事等において作業場所に近接する UF6を内包する機器，配管の損傷を防止する措置を講じて UF6の漏えいに

よる従事者の直接暴露を防止する。また，現場作業時に早期に UF6の漏えいを検知して従事者が速やかに退避

できる措置（可搬式の HF検知警報装置を携帯）を講じる。当該事項を加工施設保安規定に定めて管理する。 

 

・UF6の漏えいが発生した際の従事者の避難について，UF6又は UO2F2に被ばく又は HF に暴露しにくい場所に退

避経路及び一時退避エリアをあらかじめ設定する。当該事項を加工施設保安規定に定めて管理する。 

・2 号発回均質室の均質槽周りの漏えい状況及び従事者の退避状況を確認するための監視カメラを配備する。

4.1.2 漏えい検知及び漏えい拡大防止並びに影響軽減 

ウランを内包する設備及び機器から放射性物質が漏えいした場合に，その漏えいを検知できる設計とし，漏

えいの拡大を防止するためのインターロックの設置，運転員による漏えい対処等により可能な限り放射性物質

を建屋内に閉じ込める設計とする。 

・UF6の漏えい対策として，前記のとおり均質槽の液化操作において，大気圧以上の圧力で UF6を取り扱う配管

部には，配管カバーを設けるとともに，配管カバーの排気系に工程用モニタ及び局所排気設備を設け，UF6が

漏えいした場合に，工程用モニタにより早期に検知し，警報を発するとともに，自動的に緊急遮断弁及び局

所排気系ダクトのダンパを閉止して，UF6を配管カバー及びその排気系統内に閉じ込める設計とする。なお，

均質槽及びサンプル小分け装置の加熱を停止する工程用モニタ HF 濃度高による UF6漏えい拡大防止のインタ

ーロックを設け，排気が工程用モニタからダンパに到達する時間は，ダンパの切り替えに要する時間より十

分長くなる排気風速とダクト長とすることにより，UF6を配管カバー及びその排気系統内に閉じ込める設計と

する。 

前述の設備のうち，工程用モニタ，緊急遮断弁及び局所排気系ダクトのダンパを多重化することにより十

分な信頼性を有する設計とする。 

・UF6の液化を行う均質槽の槽数を，プラント規模（分離作業能力 450 tSWU/y）に応じて 6基から 1基に減ずる

ことにより，UF6が漏えいした場合の漏えい量の低減を図る。当該事項を加工施設保安規定に定めて管理する。 

・均質槽及び配管カバーの外側には，更にこれらを囲うカバー（以下「防護カバー」という。）を設置するとと

もに，UF6を取り扱う配管等は，防護カバー，配管カバー，保温材等により覆われていない部分から UF6が直

に漏えいしないよう，間仕切り板，カバー又はシート（以下「カバー等」という。）を施工し，UF6の漏えい時

に，従事者が UF6及び HFに直接暴露されることを防止する設計とする。 

・工事等において作業場所に近接する UF6を内包する機器，配管の損傷を防止する措置を講じて UF6の漏えいに

よる従事者の直接暴露を防止する。また，現場作業時に早期に UF6の漏えいを検知して従事者が速やかに退避

できる措置（可搬式の HF検知警報装置を携帯）を講じる。当該事項を加工施設保安規定に定めて管理する。 

・地震の発生を検知して警報を発し，速やかに従事者が退避することができるように警報装置を設ける。 

・UF6の漏えいが発生した際の従事者の避難について，UF6又は UO2F2に被ばく又は HF に暴露しにくい場所に退

避経路及び一時退避エリアをあらかじめ設定する。当該事項を加工施設保安規定に定めて管理する。 

・2 号発回均質室の均質槽周りの漏えい状況及び従事者の退避状況を確認するための監視カメラを配備する。
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変更前 変更後 

当該事項を加工施設保安規定に定めて管理する。 

・万一，均質槽から UF6が漏えいした場合に備え，化学防護服，除染用具，薬品，車輪付き担架等の必要な資機

材を配備する。当該事項を加工施設保安規定に定めて管理する。 

 

当該事項を加工施設保安規定に定めて管理する。 

・万一，均質槽から UF6が漏えいした場合に備え，化学防護服，除染用具，薬品，車輪付き担架等の必要な資機

材を配備する。当該事項を加工施設保安規定に定めて管理する。 

 

4.1.3 第 1 種管理区域の負圧設計 

第 1 種管理区域の気圧は，排気設備により，管理区域のうち，ウランを密封して取り扱い又は貯蔵し，汚染

の発生するおそれのない区域（以下「第 2 種管理区域」という。），非管理区域及び建屋外より負圧に維持し，

第 1 種管理区域の空気が排気設備を通らずに外部へ漏えいすることを防ぐ設計とし，第 1 種管理区域の室内が

正圧になることを防ぐため，起動時には排風機が送風機より先に起動し，停止時には送風機が排風機より先に

停止する第 1 種管理区域の排気機能維持を設ける。また，排風機の故障時には，予備の排風機を起動し，排気

設備の運転を継続する。 

 

4.1.3 第 1 種管理区域の負圧設計 

変更なし 

 

4.1.4 液体廃棄物の漏えい防止 

管理廃水処理設備の貯槽類は，廃水の漏えいを防止するとともに，万一，漏えいした場合でも，漏えいの拡

大を防止する設計とする。 

・機器及び配管に接続する核燃料物質等を含まない液体を導く配管は逆止弁等により逆流を防止する構造とす

る。 

・床上設置の貯槽類の周辺には必要に応じて堰を設ける。また，IF5の保管場所の周辺には，堰等を設ける。 

・貯槽類の周辺及び IF5 の保管場所の周辺の床の全面及び汚染のおそれのある範囲の壁を樹脂塗装等により平

滑に仕上げ，除染しやすい構造とする。 

・事業所外へ管理されない排水を排出する排水路の上に施設の床面がないようにする。 

 

4.1.4 液体廃棄物の漏えい防止 

変更なし 

 

4.1.5 保守点検 

UF6を取り扱う機器の分解，点検及び補修のために室内への飛散防止用の除染ハウスを設ける。除染ハウス内

では，当該機器の残留 UF6を除染設備の排気処理装置により処理しながら作業を行う。 

 

4.1.5 保守点検 

変更なし 
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変更前 変更後 

4.2 核燃料物質等による汚染の防止 

ウラン濃縮加工施設の第 1種管理区域内のうち，人が頻繁に出入りする建物内部の壁，床その他の部分であ

って，核燃料物質等により汚染されるおそれがあり，かつ，人が触れるおそれがあるものの表面は，万一の汚

染が生じた場合でも，樹脂塗装等により，核燃料物質等による汚染を除去しやすい設計とする。 

 

4.2 核燃料物質等による汚染の防止 

変更なし 
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変更前 変更後 

5. 火災等による損傷の防止 

本施設のウラン濃縮工程においては，可燃性ガス，有機溶媒等の可燃性の物質及び爆発性の物質を使用しな

い。なお，分析室等でアセトン等を使用するが，取扱量を制限することから本施設の安全性に影響を与えるよ

うな爆発が発生することは考えられない。これらのことから，本施設では，潤滑油，電気・計装系の火災を想定

し，対策を講じる。 

本施設は，火災により本施設の安全性が損なわないよう，火災の発生を防止することができ，かつ，火災発

生を感知する設備及び消火を行う設備並びに火災の影響を軽減する機能を有する設計とし，消防法，建築基準

法等関係法令に準拠する設計とする。 

本施設においては，UF6の特徴及び取扱いを踏まえ，火災による熱影響によって UF6の閉じ込め性が損なわな

いよう，火災源と近接した UF6を内包する機器を防護する設計とする。 

 

 

 

 

なお，本施設には安全上重要な施設はない。また，水素その他の可燃性ガスを取り扱う設備及び焼結設備そ

の他の加熱を行う設備は設置しない。 

詳細を以下に示す。 

 

5. 火災等による損傷の防止 

本施設のウラン濃縮工程においては，可燃性ガス，有機溶媒等の可燃性の物質及び爆発性の物質を使用しな

い。なお，分析室等でアセトン等を使用するが，取扱量を制限することから本施設の安全性に影響を与えるよ

うな爆発が発生することは考えられない。これらのことから，本施設では，潤滑油，電気・計装系の火災を想定

し，対策を講じる。 

本施設は，火災により本施設の安全性が損なわないよう，火災の発生を防止することができ，かつ，火災発

生を感知する設備及び消火を行う設備並びに火災の影響を軽減する機能を有する設計とし，消防法，建築基準

法等関係法令に準拠する設計とする。 

本施設においては，UF6の特徴及び取扱いを踏まえ，火災による熱影響によって UF6の閉じ込め性が損なわな

いよう，火災源と近接した UF6を内包する機器を防護する設計とする。 

UF6を内包する機器への火災の影響軽減対策については，米国の「放射性物質取扱施設の火災防護に関する基

準」の内容を確認し，火災が臨界，閉じ込めの安全機能を損なわないことについて「原子力発電所の内部火災

影響評価ガイド」（平成 25 年 6月 19 日 原規技発第 13061914 号 原子力規制委員会決定）（以下「内部火災影

響評価ガイド」という。）を参考に評価する。 

なお，本施設には安全上重要な施設はない。また，水素その他の可燃性ガスを取り扱う設備及び焼結設備そ

の他の加熱を行う設備は設置しない。 

詳細を以下に示す。 

 

5.1 火災の発生防止 

(1) 本施設内で発生する火災に対しては，消防法及び建築基準法に準拠する設計とし，以下の対策を講じる。

なお，運用に関するものは保安規定に定めて管理する。 

・電気・計装ケーブルは，可能な限り難燃性ケーブルを使用する。 

・分析室等で使用するアセトン等は，取扱量を制限する。 

・潤滑油を使用する機器は，潤滑油を機器に封入する設計とし，使用済みの潤滑油は，金属製の容器に封入し

て保管する。第1種管理区域内で発生した潤滑油及び保管廃棄した機械油は，吸着剤を添加し，固形化する

ことにより，固体廃棄物として保管廃棄する。 

・管理区域内は火気の使用を制限する手順を定める。 

・重油・軽油タンク及び重油を使用するボイラ又は軽油を使用するディーゼル発電機は，UF6を内包する機器を

設置している建屋から離れた別の建屋に設置する。 

・火災につながる異常を早期に発見できるように，日常の巡視点検及び監視を行う。 

 

(2) UF6を内包する機器が火災により，閉じ込め機能が損なわないように火災の発生を防止する設計とし，以下

の対策を講じる。 

・UF6を内包する設備及び機器の主要な部分は不燃性材料（鋼製）により製作するとともに，電気・計装ケーブ

ルは，可能な限り難燃性ケーブルを使用する。 

 

 

5.1 火災の発生防止 

(1) 本施設内で発生する火災に対しては，消防法及び建築基準法に準拠する設計とし，以下の対策を講じる。

なお，運用に関するものは保安規定に定めて管理する。 

・電気・計装ケーブルは，可能な限り難燃性ケーブルを使用する。 

・分析室等で使用するアセトン等は，取扱量を制限する。 

・潤滑油を使用する機器は，潤滑油を機器に封入する設計とし，使用済みの潤滑油は，金属製の容器に封入し

て保管する。第1種管理区域内で発生した潤滑油及び保管廃棄した機械油は，吸着剤を添加し，固形化する

ことにより，固体廃棄物として保管廃棄する。 

・管理区域内は火気の使用を制限する手順を定める。 

・重油・軽油タンク及び重油を使用するボイラ又は軽油を使用するディーゼル発電機は，UF6を内包する機器を

設置している建屋から離れた別の建屋に設置する。 

・火災につながる異常を早期に発見できるように，日常の巡視点検及び監視を行う。 

 

(2) UF6を内包する機器が火災により，閉じ込め機能が損なわないように火災の発生を防止する設計とし，以下

の対策を講じる。 

・UF6を内包する設備及び機器の主要な部分は不燃性材料（鋼製）により製作するとともに，電気・計装ケーブ

ルは，可能な限り難燃性ケーブルを使用する。 

・想定する火災源と近接しているUF6を内包する設備及び機器は，想定される火災の熱によってUF6が膨張して

も破裂を起こさない設計とする。 

具体的には，万が一UF6の液化膨張破裂が発生した際に公衆への影響が大きい大量のウランを取り扱う製
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変更前 変更後 

品コールドトラップ及び廃品コールドトラップが，直接火炎の影響を受けてUF6が膨張した場合を考慮して

も破裂を起こさないことを確認する。 

 

5.2 火災の感知及び消火 

火災の発生を早期に感知し，消火するために以下の対策を講じる設計とする。なお，運用に関するものは保安規

定に定めて管理する。 

・本施設内には，消防法に基づき自動火災報知設備（感知器を含む）を設置し，火災の発生を自動的に検知し，

中央制御室に警報を発する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

・本施設内には，火災の消火に必要な容量を有する消火器等の消火設備を設置する設計とし，警報又は現場に

て火災を確認した者は，通報・連絡を行うとともに現場にて，初期消火を行う。 

 

 

 

 

 

 

・建屋外には，建屋及び周辺部の火災を消火できるよう，消火栓を設置する。 

・火災発生時に従事者が消火活動を実施する際，消火活動を円滑に実施するため，防火服及び空気呼吸器を配

備する。 

 

5.2 火災の感知及び消火 

火災の発生を早期に感知し，消火するために以下の対策を講じる設計とする。なお，運用に関するものは保安規

定に定めて管理する。 

・本施設内には，消防法に基づき自動火災報知設備（感知器を含む）を設置し，火災の発生を自動的に検知し，

中央制御室に警報を発する設計とする。 

・これまで感知器を設置していなかったウラン貯蔵・廃棄物建屋及び A ウラン濃縮廃棄物建屋に感知器を設置す

る。 

・コールドトラップ及び均質槽には，近接して可燃性の機械油を内包する機器があることから，火災を早期に

感知するため，感知方法の異なる種類の感知器及び温度センサを組み合わせて多様化を図る設計とする。 

また，温度センサによる火災感知は，中央制御室に加え，モニタエリア及び2号発回均質室入口付近におい

ても監視可能な設計とする。 

・本施設内には，火災の消火に必要な容量を有する消火器等の消火設備を設置する設計とし，警報又は現場に

て火災を確認した者は，通報・連絡を行うとともに現場にて，初期消火を行う。 

・コールドトラップ及び均質槽には，従事者が火災の発生している室に立ち入らずに，早期にかつ確実に消火

できるよう遠隔操作により消火を行う設備（遠隔消火設備）を設置する。 

遠隔消火設備の起動操作は，中央制御室に加え，2 号発回均質室入口付近又は1 号均質室入口付近において

も操作可能な設計とする。 

火災の早期感知・消火ができない状態において火災が発生した場合に，UF6漏えいが発生するおそれのあると

きは，コールドトラップの運転は12基以下に制限する。 

・建屋外には，建屋及び周辺部の火災を消火できるよう，消火栓及び防火水槽を設置する。 

・火災発生時に従事者が消火活動を実施する際，消火活動を円滑に実施するため，防火服及び空気呼吸器を配

備する。 

 

5.3 火災の影響軽減 

万一，本施設内で火災が発生した場合，その拡大の防止とともに影響を軽減し，UF6の閉じ込め機能を損なわ

ないよう以下の対策を講じる。なお，運用に関するものは保安規定に定めて管理する。 

・本施設内の UF6を内包する設備及び機器を収納する建屋は，建築基準法に基づく耐火建築物又は準耐火建築物

とし，建屋の防火区画は，耐火性能を備えた防火壁，防火扉及び防火シャッタにより区画し，火災の延焼を

防止する設計とする。 

・火災源となり得る潤滑油を内包する機器は，火災の延焼を防止するため分散して配置する。 

・火災区域境界の配管，電気・計装ケーブルの貫通部には，火災区域を越える火災を防止するため，耐火シール

を施工する。 

 

 

 

5.3 火災の影響軽減 

万一，本施設内で火災が発生した場合，その拡大の防止とともに影響を軽減し，UF6の閉じ込め機能を損なわ

ないよう以下の対策を講じる。なお，運用に関するものは保安規定に定めて管理する。 

・本施設内の UF6を内包する設備及び機器を収納する建屋は，建築基準法に基づく耐火建築物又は準耐火建築物

とし，建屋の防火区画は，耐火性能を備えた防火壁，防火扉及び防火シャッタにより区画し，火災の延焼を

防止する設計とする。 

・火災源となり得る潤滑油を内包する機器は，火災の延焼を防止するため分散して配置する。 

・火災区域境界の配管，電気・計装ケーブルの貫通部には，火災区域を越える火災を防止するため，耐火シール

を施工する。 

・コールドトラップと近接して設置する冷凍機は，可燃性の機械油を内包するため，コールドトラップが直接

火炎の影響を受けないようにコールドトラップと冷凍機との間に耐火性を有する防護板を設置する。また，

UF6を内包する配管の直下に設置され，盤上部に開口部を有する計装盤等には，配管が直接火炎の影響を受け
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・火災発生時に現場へ急行するために必要な経路（アクセスルート）上には，アクセスを阻害する要因となる

障害物を設置しない。 

・上記に加え，火災防護，消火活動に係る体制の整備等に関して，措置を講じる。 

 

ないように UF6を内包する配管と盤の間に防護板等を設置する。 

・火災によって UF6を内包する設備及び機器の閉じ込めが担保できない状態が想定される場合には，生産運転停

止操作として，均質槽の液化運転等の設備の加熱を停止するとともに，カスケード設備は UF6 を排気回収す

る。また，状況に応じて送排風機の停止及び送排気系ダンパを閉止する。 

・火災発生時に現場へ急行するために必要な経路（アクセスルート）上には，アクセスを阻害する要因となる

障害物を設置しない。 

・上記に加え，火災防護，消火活動に係る体制の整備等に関して，措置を講じる。 

 

－ 5.4 内部火災影響評価 

火災影響評価に関して，内部火災影響評価ガイドを参考に火災ハザード解析を実施し，火災防護対策の有効

性を評価し，必要に応じて追加防護対策を講じる。 

万一，本施設内で火災が発生した場合においても閉じ込め機能が確保されることを確認するため，UF6を内包

する機器のうち，火災により影響を受けるものに対して，火災ハザード解析を行う。 

(1) 火災影響評価対象設備 

火災による UF6の漏えいを防ぐため，UF6を内包する機器を火災影響評価対象設備として選定し，火災影響評

価対象設備の火災による損傷防止を図る。 

 

(2) 火災区域の設定 

・消防法に基づき設定する本施設内の防火区画のうち，UF6 を内包する機器を設置する防火区画を火災区域

として設定する。火災区域は，室内の火災荷重から導かれる等価時間（潜在的火災継続時間）以上の耐火能

力を有する耐火壁（耐火シール，防火扉，防火シャッタを含む。）によって他の区域と分離する。 

・各火災区域は，耐火壁により隣接区域間の延焼を防止するか又は耐火壁，隔壁，間隔，消火設備等の組み合

わせにより，隣接区域間及び火災区域内の延焼防止を行う設計とする。 

 

(3) 火災ハザード解析 

各火災区域における UF6を内包する機器への影響軽減対策について，米国の「放射性物質取扱施設の火災防護

に関する基準」の内容を確認し，火災が臨界，閉じ込めの安全機能を損なわないことについて内部火災影響評

価ガイドを参考に評価する。 

評価においては，UF6を内包する機器のうち，火災が発生した場合に UF6の閉じ込め機能を損なうおそれのあ

る設備を火災ハザード解析の対象とし，火災が発生した場合においても，UF6の閉じ込め機能を損なわないこと

を確認する。 

 

5.5 体制 

火災発生時の本施設の消火活動を行うため，通報連絡者及び初期消火活動に必要な要員を常駐させ，火災発

生時には自衛消防隊を編成する体制の整備を行うことを加工施設保安規定に定めて管理する。 

 

5.5 体制 

変更なし 

－ 5.6 手順等 

本施設を対象とした消火活動を実施するため，「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基
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準（平成 25 年 6 月 19 日 原規技発第 1306195 号 原子力規制委員会決定）」を参考に，火災防護計画を策定し，

計画を実施するために必要な手順，安全機能を防護するための防火管理，感知・消火及び影響軽減対策に係る

事項，自衛消防隊に係る事項等を定める。当該事項について加工施設保安規定に定めて管理する。 
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－ 6. 加工施設内における溢水による損傷の防止 

6.1 溢水防護に関する基本設計方針 

濃縮工場の特徴から，安全を確保する上で常時機能維持が必要な動的機器はなく，UF6を鋼製の容器等に密封

して取り扱うことにより閉じ込め機能を確保することができるため，溢水により全ての設備及び機器が没水又

は被水し，動的機器や電源系統が機能喪失したとしても，閉じ込め機能に影響を及ぼすものではない。また，

核燃料物質の臨界防止に記載のとおり，核燃料物質を内包する設備及び機器が没水しても，臨界に達しない設

計とする。 

一方，溢水により閉じ込め機能を損なうおそれはないものの，事故時の作業環境等の確保，建屋外への漏水

の防止，短絡による火災発生の防止，プラントの監視機能への影響防止，気体廃棄物の廃棄設備への影響防止

のための対策を行う。 

溢水により閉じ込め機能等を損なうおそれはないものの，事故時の作業環境等の確保を目的とした溢水量の

低減，所定の経路を通らずに建屋外へ溢水が漏えいすることの防止，短絡による火災の発生防止，プラントの

監視機能への影響防止，閉じ込め機能に係る負圧維持に必要な気体廃棄物の廃棄設備への影響防止のため，

「原子力発電所の内部溢水影響評価ガイド」（平成 25年 6月 19 日 原規技発第 13061913 号 原子力規制委員

会決定）を参考に溢水影響評価を行い，評価結果を踏まえた溢水防護対策を講じる。詳細を以下に示す。 

 

－ 6.2 溢水影響評価 

6.2.1 溢水源の想定 

本施設の第 1種管理区域内で取り扱う水のうち，系統保有水量の多い機器の冷却用の恒温水，UF6シリンダ

類及び付着ウラン回収容器の冷却・加熱，空調に用いる低温水及び熱水の溢水を想定する。 

また，本施設のうち建屋外の溢水源としては，屋外タンク（工水タンク）を溢水源とする。 

 

－ 6.2.2 溢水量の算出 

溢水量の算出に当たっては，系統内の最大設計容量に保守性を見込むとともに，溢水時の補給水の供給継続

量を加味し，機器及び配管の系統保有水量として系統内の最大設計容量及び補給水供給量を合算した値を算出

し，これを各系統の溢水量とする。 

 

－ 6.2.3 防護対象施設の選定 

溢水により全ての設備及び機器が没水又は被水し，動的機器や電源系統が機能喪失したとしても閉じ込め機

能及び臨界安全性に影響を及ぼすものではないが，短絡による火災の発生の可能性がある機器（電気・計装盤

等），プラントの監視に用いる計測制御設備，気体廃棄物の廃棄設備のうち 1号中間室系排風機，1号均質室系

排風機，1号発生回収室系排風機，2号発回均質棟系排風機及びこれらの排気系統に属する排気フィルタユニ

ット等を防護対象施設とする。 

なお，電気・計装盤等の短絡による火災の発生及びプラントの監視に用いる計測制御設備の機能喪失のおそ

れがない没水許容高さを設定する。 

 

－ 6.2.4 評価対象区画の設定 

本施設の第 1種管理区域内の室のうち溢水が滞留するおそれのある室を溢水（没水）評価対象区画として設
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定する。 

 

－ 6.2.5 溢水経路の設定 

評価対象区画の水位が最も高くなるように溢水の全量が評価対象区画に滞留するものとし，溢水経路を設定

する。 

建屋外の屋外タンク（工水タンク）からの溢水については，溢水源から最短距離にある建屋の扉を流入口と

する。 

 

－ 6.2.6 有効床面積の設定 

溢水が滞留する有効床面積（溢水が評価対象区画に滞留する面積）の算出については，各室寸法から求まる

総床面積から，設置されている機器の脚部，盛り基礎等の範囲を無効床面積として考慮し，総床面積から無効

床面積を差し引いた面積を有効床面積とする。 

 

－ 6.3 溢水防護対策 

想定される内部溢水に対して以下の対策を講じる。 

・機器等への被水による短絡火災等が発生しないように，不燃性の防護板を配管架構部等に設置することで機

器等が被水しない設計とする。 

・被水による短絡火災等の発生のおそれがある電線管の貫通部については隙間を塞ぐ措置を講じる。また，被

水により短絡火災等が発生するおそれがある場合は，計装盤・監視操作盤等の電源を断とすることを加工施

設保安規定に定めて管理する。 

・没水による短絡火災等が発生しないように溢水高さが没水許容高さを超えない設計とする。 

・溢水が事故時の作業の妨げにならないよう，補機室から各設備へ供給する水系統（恒温水，低温水，熱水）の

補機室側の出入口配管に遮断弁を設置することで溢水量を低減する設計とする。 

遮断弁（周辺の配管を含む）は，静的地震力 1 G に対しても弁の閉止が可能な設計とする。また，地震計

にて地震を検知し，第 1類に求められる地震力を超えない程度の地震加速度（震度 5強～6弱程度（第 2類の

地震力に相当するおおよそ 250 Gal 程度））で作動する設計とする。 

なお，遮断弁はフェイルクローズとし，動力源を喪失した場合は自動で閉となる設計とする。 

・第 1 種管理区域内の溢水が，所定の放出経路を通らずに建屋外へ漏えいしないよう扉部に堰等を設置する設

計とする。 

なお，堰の高さについては，水面の変動を考慮した溢水高さを確保する設計とする。 

・管理廃水処理設備の貯槽類においては，放射性物質を含む液体の漏えい及び汚染の拡大を防止するため，堰，

水位検出器，インターロック等を設置する。 

・閉じ込め機能に係る負圧維持に必要な気体廃棄物の廃棄設備のうち 1 号中間室系排風機，1 号均質室系排風

機，1 号発生回収室系排風機及び 2 号発回均質棟系排風機並びにこれらの排気系統に属する排気フィルタユ

ニット等は中央操作棟 2階の排気室に設置する。排気室は排風機等が没水により機能喪失に至らないように，

溢水が滞留せずに中央操作棟 1階へ流出する構造とする。 

・2号中間室，付着ウラン回収廃棄物室の扉については，没水高さを極力軽減するために水が流出し易い扉にす

る。 
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7. 遮蔽 

7.1 遮蔽設計の基本方針 

本施設は，施設の特徴として，取り扱う核燃料物質（未照射ウラン）の放射能が比較的低いことを踏まえ，

周辺監視区域外の線量及び従事者の線量が，「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定

に基づく線量限度等を定める告示（平成 27年 8月 31 日原子力規制委員会告示第 8号）」（以下「線量告示」と

いう。）で定められた線量限度を超えないことはもとより，公衆の被ばく線量及び従事者が立ち入る場所にお

ける線量を合理的に達成できる限り低くするための対策を講じる。 

なお，本施設には外部放射線による放射線障害を防止する必要がある場所はないため，遮蔽設備は設置しな

い。 

詳細を以下に示す。 

 

(1) 本施設は，通常時において直接線及びスカイシャイン線による本施設周辺の線量が十分に低減できるよう

にするため，取り扱う放射性物質の量を考慮し，放射線の低減効果のある建屋，設備及び機器に核燃料物質

等を収納する設計とする。また，建屋には窓等の開口部を設けないようにするとともに，配管等の壁貫通部

は，鉄板を設置する等の処理をして放射線を遮蔽する設計とする。 

本施設から直接線及びスカイシャイン線による工場等周辺の線量が線量告示で定められた線量限度を十分

下回ることについては，線量評価により確認する。 

 

(2) 本施設は，従事者の作業環境上，特別な遮蔽を必要としないが，以下の管理区域における線量管理及び作

業管理により，従事者への放射線影響を可能な限り低減する設計とする。管理区域における線量管理及び作

業管理については，加工施設保安規定に定めて管理する。 

・核燃料物質の取扱い形態を踏まえ，管理区域は第 1種管理区域と第 2種管理区域に区分するとともに，線量

当量率並びに表面密度及び空気中の放射性物質濃度に応じて区域管理する。 

・現場の作業が必要最小限となるよう，中央制御室から設備の運転状態の監視・操作等を実施できる設計とし，

放射線業務従事者への放射線影響を可能な限り低減する。 

・設計基準事故時においては，管理区域内の線量率が十分低いため，従事者が迅速な対応をするために必要な

操作ができる。 

 

7. 遮蔽 

変更なし 
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変更前 変更後 

8. 設備に対する要求事項 

8.1 安全機能を有する施設 

8.1.1 本施設の設計に対する考慮 

安全機能を有する施設について，その安全機能が適切に発揮できるよう，設計の基本方針を以下のとおりと

する。 

・本施設の設計，材料の選定，製作，検査に当たっては，設備の安全機能を確保するため原則として国内法規

に基づく規格及び基準によるものとする。ただし，外国の規格及び基準による場合又は規格及び基準で一般

的でないものを適用する場合には，それらの規格及び基準の適用の根拠，国内法規に基づく規格及び基準と

の対比並びに適用の妥当性を明らかにし，施設の安全性に問題がないことを確認する。 

・本施設の設計，工事及び検査については，原子炉等規制法等の法令に基づくとともに，必要に応じて，建築

基準法等の法令，基準等に準拠する。 

 

 

・本施設は，設備に期待される安全機能を確認するための検査及び試験，安全機能を維持するための保守及び

修理ができる設計とする。 

 

 

 

 

 

・機器の損壊に伴う飛散物に対する考慮として，飛散物となり得るクレーンその他の機器に対する構造強度確

保，配置上の考慮等の対策を講じることにより，UF6を内包する機器の閉じ込めの機能を損なわない設計と

する。 

 

8. 設備に対する要求事項 

8.1 安全機能を有する施設 

8.1.1 本施設の設計に対する考慮 

安全機能を有する施設について，その安全機能が適切に発揮できるよう，設計の基本方針を以下のとおりと

する。 

・本施設の設計，材料の選定，製作，検査に当たっては，設備の安全機能を確保するため原則として国内法規

に基づく規格及び基準によるものとする。ただし，外国の規格及び基準による場合又は規格及び基準で一般

的でないものを適用する場合には，それらの規格及び基準の適用の根拠，国内法規に基づく規格及び基準と

の対比並びに適用の妥当性を明らかにし，施設の安全性に問題がないことを確認する。 

・本施設の設計，工事及び検査については，原子炉等規制法等の法令に基づくとともに，必要に応じて，建築

基準法等の法令，基準等に準拠する。 

・本施設は，通常時及び設計基準事故時に想定される全ての環境条件において，その設備に期待されている安

全機能が発揮できる設計とする。 

・本施設は，設備に期待される安全機能を確認するための検査及び試験，安全機能を維持するための保守及び

修理ができる設計とする。本施設の維持管理にあたっては，加工施設保安規定に基づく要領類に従い，施設

管理計画における保全プログラムを策定し，設備の維持管理を行う。なお，一般消耗品又は設計上交換を想

定している部品（安全に係わる設計仕様に変更のないもので，特別な工事を要さないものに限る。）及び通

信連絡設備，安全避難通路（照明設備）等の「原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制

の基準に関する規則」で定める一般産業用工業品については，適切な時期に交換を行うことで設備の維持管

理を行う。 

・機器の損壊に伴う飛散物に対する考慮として，飛散物となり得るクレーンその他の機器に対する構造強度確

保，配置上の考慮等の対策を講じることにより，UF6を内包する機器の閉じ込めの機能を損なわない設計と

する。 

・本施設のうち放射線管理施設の設備の一部は廃棄物埋設施設において使用するが，廃棄物埋設施設の設備と

の取合いがない構造とし，安全性を損なわない設計とする。 

・本施設の敷地内に設置される施設等であって，安全機能を有する施設等以外のものが，安全機能を有する施

設等の安全性に影響を与えないようにすることを加工施設保安規定に定めて管理する。 

 

8.1.2 誤操作の防止に対する考慮 

運転員による誤操作を防止するため，誤操作の防止に係る基本方針を以下のとおりとする。 

・運転員の誤操作を防止するため，監視操作盤等の配置，区画，色分け，系統及び機器の識別表示，機器及び

弁等の施錠等の措置を講じる。当該措置を手順に定めることを加工施設保安規定に定める。 

・監視操作盤等の盤類は，本施設の運転又は保守点検の状態が正確かつ迅速に把握でき，誤りを生じにくいよ

う監視・操作対象設備ごとに配置し，視認性を考慮するために計器表示・警報表示の色，形，大きさや操作

方法に一貫性をもたせる設計とする。 

・機器及び弁類は，運転員が機器及び弁類の運転状態を把握するために開閉状態等の機器の状態をタグ等によ

って表示を行う。また，不必要な操作を防止するため施錠等を行う。当該措置を手順に定めることを加工施

設保安規定に定める。 

8.1.2 誤操作の防止に対する考慮 

変更なし 
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変更前 変更後 

・設計基準事故が発生した場合において，インターロックにより運転員の操作を期待しなくても弁等が作動す

る設計とする。 
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変更前 変更後 

8.2 材料及び構造 

安全機能を有する施設に属する容器及び管並びにこれらを支持する構造物のうち，本施設の安全性を確保す

る上で重要なもの（以下「容器等」という。）の材料及び構造は，施設時において使用条件を考慮し，設計する。 

 

8.2 材料及び構造 

安全機能を有する施設に属する容器及び管並びにこれらを支持する構造物のうち，本施設の安全性を確保する

上で重要なもの（以下「容器等」という。）の材料及び構造は，施設時において使用条件を考慮し，設計する。 

8.2.1 材料 

(1) 機械的強度及び化学的成分 

容器等に使用する材料は，その使用される圧力，温度，荷重その他の使用条件に対して適切な機械的強度及

び化学的成分を有する材料を使用する。 

 

8.2.1 材料 

(1) 機械的強度及び化学的成分 

容器等に使用する材料は，その使用される圧力，温度，荷重その他の使用条件に対して適切な機械的強度及

び化学的成分を有する材料を使用する。 

 

8.2.2 構造及び強度 

(1)  延性破断の防止 

容器等は，設計上定める条件において，全体的な変形を弾性域に抑える設計とする。 

(2)  座屈による破壊の防止 

容器等は，設計上定める条件において，座屈が生じない設計とする。 

 

8.2.2 構造及び強度 

(1)  延性破断の防止 

容器等は，設計上定める条件において，全体的な変形を弾性域に抑える設計とする。 

(2)  座屈による破壊の防止 

容器等は，設計上定める条件において，座屈が生じない設計とする。 

8.2.3 主要な溶接部 

容器等の主要な溶接部（溶接金属部及び熱影響部をいう。）は，以下のとおりとし，容器等の主要な溶接部に

係る使用前事業者検査により適用基準及び適用規格に適合していることを確認する。 

・不連続で特異な形状でない設計とする。 

・溶接による割れが生ずるおそれがなく，かつ，健全な溶接部の確保に有害な溶込み不良その他の欠陥がない

ことを非破壊試験により確認する。 

・適切な強度を有する設計とする。 

・適切な溶接施工法，溶接設備及び技能を有する溶接士であることを機械試験その他の評価方法によりあらか

じめ確認する。 

 

8.2.3 主要な溶接部 

容器等の主要な溶接部（溶接金属部及び熱影響部をいう。）は，以下のとおりとし，容器等の主要な溶接部に

係る使用前事業者検査により適用基準及び適用規格に適合していることを確認する。 

・不連続で特異な形状でない設計とする。 

・溶接による割れが生ずるおそれがなく，かつ，健全な溶接部の確保に有害な溶込み不良その他の欠陥がない

ことを非破壊試験により確認する。 

・適切な強度を有する設計とする。 

・適切な溶接施工法，溶接設備及び技能を有する溶接士であることを機械試験その他の評価方法によりあらか

じめ確認する。 

 

8.2.4 耐圧試験等 

本施設の容器及び管のうち，本施設の安全性を確保する上で重要なものは，適切な耐圧試験又は漏えい試験

を行ったとき，これに耐え，かつ，著しい漏えいがない設計とする。 

・原料シリンダ，製品シリンダ及び付着ウラン回収容器は，ANSI（American National Standards Institute)規格又

はISO（International Organization for Standardization）規格を満たす設計とし，ゲージ圧2.1 MPaの耐圧試

験により強度を確認したものを使用する。また，中間製品容器は，高圧ガス保安法を満たす設計とし，ゲージ圧2.1 

MPaの耐圧試験により強度を確認したものを使用する。 

・UF6を正圧で取り扱う中間製品容器，サンプルシリンダ及び計量シリンダを収納する均質槽は，高圧ガス保安

法を満たす設計とし，ゲージ圧 0.45 MPa の耐圧試験により強度を確認したものを使用する。 

 

8.2.4 耐圧試験等 

変更なし 
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変更前 変更後 

8.3 警報設備 

8.3.1 臨界 

カスケード設備で濃縮する濃縮 UF6の濃縮度は， の

関数となる。従って， を監視することにより濃縮

度を管理し，これらに対して二重化した圧力・流量による濃縮度管理のインターロックを設け，濃縮度が制限

値を超えないように管理する。また，UF6の濃縮度は，濃縮度測定装置により測定し，これに対して濃縮度測定

装置による濃縮度管理のインターロックを設ける。 

 

8.3 警報設備 

8.3.1 臨界 

カスケード設備で濃縮する濃縮 UF6の濃縮度は， の関数となる。したがって，

を監視することにより濃縮度を管理し，これらに対して二重化した圧力・流量による

濃縮度管理のインターロックを設け，濃縮度が制限値を超えないように管理する。また，UF6の濃縮度は，濃縮

度測定装置により測定し，これに対して濃縮度測定装置による濃縮度管理のインターロックを設ける。 

 

8.3.2 閉じ込めの機能 

8.3.2.1 加熱に対する考慮 

(1) UF6処理設備 

・加熱中に原料シリンダ内の圧力又は温度が異常に上昇した場合は，大気圧を超えない範囲又は管理温度を

超えない範囲で，警報を発するとともに自動的に加熱用温水の供給を停止する圧力異常高又は温度異常高

による加熱停止のインターロックを設ける。 

 

・コールドトラップの加熱には，電気ヒータと冷凍機ユニットから供給する熱媒を用いる。加熱中にコール

ドトラップ内の圧力又は温度が異常に上昇した場合は，大気圧を超えない範囲又は管理温度を超えない範

囲で，警報を発するとともに自動的に熱源を切る圧力異常高又は温度異常高による加熱停止のインターロ

ックを設ける。 

 

8.3.2 閉じ込めの機能 

8.3.2.1 加熱に対する考慮 

(1) UF6処理設備 

・加熱中に原料シリンダ内の圧力又は温度が異常に上昇した場合は，大気圧を超えない範囲又は管理温度を

超えない範囲で，警報を発するとともに自動的に加熱用温水の供給を停止する圧力異常高又は温度異常高

による加熱停止のインターロックを設ける。また，加熱用温水の温度が上昇した場合も同様に温水ユニッ

ト温度高高による加熱停止のインターロックを設ける。 

・コールドトラップの加熱には，電気ヒータと冷凍機ユニットから供給する熱媒を用いる。加熱中にコール

ドトラップ内の圧力又は温度が異常に上昇した場合は，大気圧を超えない範囲又は管理温度を超えない範

囲で，警報を発するとともに自動的に熱源を切る圧力異常高又は温度異常高による加熱停止のインターロ

ックを設ける。 

 

(2) 均質・ブレンディング設備 

・加熱中に原料シリンダ，製品シリンダ，劣化ウランの詰替えに用いる廃品シリンダ及び中間製品容器内の

圧力又は温度が異常に上昇した場合は，UF6を大気圧未満で取り扱う場合においては大気圧を超えない範囲

又は管理温度を超えない範囲で，均質槽で中間製品容器内の UF6の液化を行う場合においては液化操作時の

管理圧力又は管理温度を超えない範囲で，警報を発するとともに自動的に熱水の供給を停止する圧力異常

高又は温度異常高による加熱停止のインターロックを設ける。 

・コールドトラップの加熱には，電気ヒータと冷凍機ユニットから供給する熱媒を用いる。加熱中にコール

ドトラップ内の圧力又は温度が異常に上昇した場合は，大気圧を超えない範囲又は管理温度を超えない範

囲で，警報を発するとともに自動的に熱源を切る圧力異常高又は温度異常高による加熱停止のインターロ

ックを設ける。 

 

(2) 均質・ブレンディング設備 

変更なし 

(3) 付着ウラン回収設備 

・加熱中に付着ウラン回収容器内の圧力又は温度が異常に上昇した場合は，大気圧を超えない範囲又は管理

温度を超えない範囲で，警報を発するとともに自動的に加熱を停止する圧力異常高又は内温度異常高によ

る加熱停止のインターロックを設ける。 

・混合ガスコールドトラップの加熱には電気ヒータを，IF7コールドトラップの加熱には冷凍機ユニットから

供給する熱媒を用いる。万一，加熱中にコールドトラップ内の圧力又は温度が異常に上昇した場合は，大

気圧を超えない範囲又は管理温度を超えない範囲で，警報を発するとともに自動的に熱源を切る圧力異常

(3) 付着ウラン回収設備 

変更なし 
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変更前 変更後 

高又は内温度異常高による加熱停止のインターロック及び圧力異常高により冷却運転に切り替えるインタ

ーロックを設ける。 

 

8.3.2.2 閉じ込めの機能 

(1) カスケード設備及び高周波電源設備 

・高周波電源設備には，遠心分離機の回転数が破壊評価試験により安全が確認された回転数以下となるよう

に，高周波電源設備の周波数を制限する遠心機過回転防止機能を設ける。 

 

  

8.3.2.2 閉じ込めの機能 

(1) カスケード設備及び高周波電源設備 

・高周波電源設備には，遠心分離機の回転数が破壊評価試験により安全が確認された回転数以下となるよう

に，高周波電源設備の周波数を制限する遠心機過回転防止機能を設ける。 

・第 1類に求められる地震力を超えない程度の地震加速度（震度 5 強～6弱程度（第 2類の地震力に相当する

おおよそ 250 Gal 程度））を検知して，警報を発し，現場の従事者を速やかに退避させるとともに，カスケ

ード設備の UF6をカスケード排気系で排気する地震発生時のカスケード排気のインターロックを設ける。 

 

(2) UF6処理設備 

・製品回収槽及び廃品回収槽の UF6回収時に，UF6シリンダ類への過充填を防止するため，最大充填量に達す

る前に警報を発するとともに，自動的に充填を停止するインターロックを設ける。 

・ロータリポンプが停止した場合に，ロータリポンプの入口弁を自動的に閉とし，UF6を工程内に閉じ込める

インターロックを設ける。 

 

(2) UF6処理設備 

・製品回収槽及び廃品回収槽の UF6回収時に，UF6シリンダ類への過充填を防止するため，最大充填量に達す

る前に警報を発するとともに，自動的に充填を停止するインターロックを設ける。 

・ロータリポンプが停止した場合に，ロータリポンプの入口弁を自動的に閉とし，UF6を工程内に閉じ込める

インターロックを設ける。 

・製品コールドトラップ及び廃品コールドトラップのガス移送時に，ガス移送配管の圧力が上昇（ただし大

気圧以下）した場合に，コールドトラップの移送停止及び回収側の槽の回収を停止するガス移送ヘッダ配

管圧力異常上昇によるガス移送停止のインターロックを設ける。 

・廃品コールドトラップから廃品回収槽へのガス移送時に廃品回収槽の故障に伴う回収停止が発生した場合

に，系内の圧力の上昇を避けるため，待機中の廃品回収槽が自動で回収する廃品回収槽回収停止による待

機槽回収開始インターロックを設ける。 

・第 1類に求められる地震力を超えない程度の地震加速度（震度 5 強～6弱程度（第 2類の地震力に相当する

おおよそ 250 Gal 程度））を検知して警報を発し，現場の従事者を速やかに退避させるとともに，自動的に

発生槽，製品コールドトラップ，廃品コールドトラップ及び一般パージ系コールドトラップの加熱を停止

し，UF6を閉じ込める地震発生時の加熱停止のインターロックを設ける。 

 

(3) 均質・ブレンディング設備 

・均質槽，製品シリンダ槽及び原料シリンダ槽の UF6回収時に，UF6シリンダ類への過充填を防止するため，

最大充填量に達する前に警報を発するとともに，自動的に充填を停止するインターロックを設ける。 

・ロータリポンプが停止した場合に，ロータリポンプの入口弁を自動的に閉とし，UF6 を工程内に閉じ込め

るインターロックを設ける。 

・UF6の液化中及び UF6 シリンダ類の交換中の誤操作により，UF6と大気が接触することを防止するため，移

送弁が開とならない誤操作防止のインターロックを設ける。 

・サンプル小分け装置のサンプルシリンダ内の圧力又は温度が異常に上昇した場合は，管理圧力又は管理温

度を超えない範囲で，警報を発するとともに，自動的にヒータの電源を停止するサンプルシリンダ圧力異

常高又は小分け装置温度異常高による加熱停止のインターロックを設ける。 

・減圧槽が故障した場合に，自動的に均質槽の加熱を停止する減圧槽故障による均質槽加熱停止インターロ

(3) 均質・ブレンディング設備 

・均質槽，製品シリンダ槽及び原料シリンダ槽の UF6回収時に，UF6シリンダ類への過充填を防止するため，

最大充填量に達する前に警報を発するとともに，自動的に充填を停止するインターロックを設ける。 

・ロータリポンプが停止した場合に，ロータリポンプの入口弁を自動的に閉とし，UF6 を工程内に閉じ込め

るインターロックを設ける。 

・UF6の液化中及び UF6 シリンダ類の交換中の誤操作により，UF6と大気が接触することを防止するため，移

送弁が開とならない誤操作防止のインターロックを設ける。 

・サンプル小分け装置のサンプルシリンダ内の圧力又は温度が異常に上昇した場合は，管理圧力又は管理温

度を超えない範囲で，警報を発するとともに，自動的にヒータの電源を停止するサンプルシリンダ圧力異

常高又は小分け装置温度異常高による加熱停止のインターロックを設ける。 

・減圧槽が故障した場合に，自動的に均質槽の加熱を停止する減圧槽故障による均質槽加熱停止インターロ
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ックを設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・UF6 が漏えいした場合に，工程用モニタにより早期に検知し，警報を発するとともに，自動的に緊急遮断弁

を閉とし，局所排気装置を経由して排気するラインに切り替えるとともに，均質槽及びサンプル小分け装置

の加熱を停止し，UF6を配管カバー及びその排気系統内に閉じ込める工程用モニタ HF 濃度高による UF6漏え

い拡大防止のインターロックを設ける。 

前述の設備のうち，工程用モニタ，緊急遮断弁及び局所排気系ダクトのダンパを多重化することにより十

分な信頼性を有する設計とする。 

 

ックを設ける。 

・中間製品容器からの UF6の漏えい等により均質槽内の圧力が通常使用圧力より有意に上昇した場合に，自動

的に均質槽の加熱を停止する均質槽槽内圧力異常高による運転停止のインターロックを設ける。 

・局所排風機が 2台停止した場合に，均質槽及びサンプル小分け装置の加熱を停止する 2号局所排風機 2台

停止による加熱停止インターロックを設ける。 

・槽間のガス移送時に，回収側の槽類の圧力が上昇（ただし大気圧以下）した場合に，移送元の移送停止及

び回収側の槽の回収を停止する回収側槽類圧力異常上昇によるガス移送停止のインターロックを設ける。 

・地震発生時の液化の手動停止操作に替えて，第 1 類に求められる地震力を超えない程度の地震加速度（震

度 5 強～6 弱程度（第 2 類の地震力に相当するおおよそ 250 Gal 程度））を検知して警報を発し，現場の

従事者を速やかに退避させるとともに，自動的に緊急遮断弁（均質槽元弁）及び局所排気系ダクトのダン

パを閉じ，均質槽，製品シリンダ槽，原料シリンダ槽，均質パージ系コールドトラップ及びサンプル小分

け装置の加熱を停止し，UF6を閉じ込めるインターロックを設ける。 

・UF6が漏えいした場合に，工程用モニタにより早期に検知し，警報を発するとともに，自動的に緊急遮断弁

及び局所排気系ダクトのダンパを閉止するとともに，均質槽及びサンプル小分け装置の加熱を停止し，UF6

を配管カバー及びその排気系統内に閉じ込める工程用モニタ HF濃度高による UF6漏えい拡大防止のインタ

ーロックを設ける。 

前述の設備のうち，工程用モニタ，緊急遮断弁及び局所排気系ダクトのダンパを多重化することにより十

分な信頼性を有する設計とする。 

 

(4) 付着ウラン回収設備 

・付着ウラン回収容器への回収時に，付着ウラン回収容器への過充填を防止するため，最大充填量に達する前

に警報を発するとともに，自動的に充填を停止するインターロックを設ける。 

 

(4) 付着ウラン回収設備 

・付着ウラン回収容器への回収時に，付着ウラン回収容器への過充填を防止するため，最大充填量に達する前

に警報を発するとともに，自動的に充填を停止するインターロックを設ける。 

・第 1類に求められる地震力を超えない程度の地震加速度（震度 5 強～6弱程度（第 2類の地震力に相当する

おおよそ 250 Gal 程度））を検知して警報を発し，現場の従事者を速やかに退避させるとともに，自動的に

UF6回収槽及び混合ガスコールドトラップの加熱を停止し，UF6を閉じ込める地震発生時の加熱停止のインタ

ーロックを設ける。 

 

(5) 気体廃棄物の廃棄設備 

・第 1種管理区域が正圧とならない範囲で，警報を発する設計とする。 

 

(5) 気体廃棄物の廃棄設備 

変更なし 

 

(6) 液体廃棄物の廃棄設備 

・貯槽類は必要に応じて液面が槽上端を超えない範囲で，警報を発するとともに自動的に送液側のポンプ又は

供給弁を閉じる受入れ停止による漏えい防止機能又は連通管を設ける。 

・ピットには，液面が槽上端を超えない範囲で警報を発する液面計による漏えい防止機能を設ける。 

 

(6) 液体廃棄物の廃棄設備 

変更なし 

8.3.3 放射線管理 

排気用モニタ，排気用 HFモニタ，換気用モニタの測定値は，中央制御室において表示し，監視及び記録する

とともに，あらかじめ設定した値を超えたときは中央制御室において警報を発する設計とする。 

8.3.3 放射線管理 

排気用モニタ，排気用 HFモニタ，換気用モニタ及びモニタリングポストの測定値は，中央制御室において表

示し，監視及び記録するとともに，あらかじめ設定した値を超えたときは中央制御室において警報を発する設
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 計とする。 

 

8.3.4 計装空気及び計装電源喪失対策 

自動弁（空気作動弁）を作動させる計装空気又は計装電源が喪失した場合は，弁特性により自動閉となり UF6

を工程内に閉じ込める設計とする。 

 

8.3.4 計装空気及び計装電源喪失対策 

変更なし 
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－ 9. その他 

9.1 加工施設への人の不法な侵入等の防止 

本施設への人の不法な侵入並びに核燃料物質等の不法な移動又は妨害破壊行為を核物質防護対策として防止

するため，区域の設定，人の容易な侵入を防止できる柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の障壁による防護，巡

視，監視，出入口での身分確認及び施錠管理を行うことができる設計とする。 

核物質防護上の措置が必要な区域については，接近管理及び出入管理を効果的に行うため，探知施設を設け，

警報，映像等を集中監視することができる設計とするとともに，核物質防護措置に係る関係機関との通信及び

連絡を行うことができる設計とする。さらに，防護された区域内においても，施錠管理により，本施設及び特

定核燃料物質の防護のために必要な設備又は装置の操作に係る情報システム（以下「情報システム」という。）

への不法な接近を防止する設計とする。 

また，本施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害を与え，又は他の物件を損傷するおそ

れがある物件の持込み（郵便物等による敷地外からの爆発物及び有害物質の持込みを含む。）を核物質防護対策

として防止するため，持込み点検を行うことができる設計とする。 

さらに，不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を核物質防護対策として防止するため，情報システムが

電気通信回線を通じた不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を受けることがないように，当該情報システ

ムに対する外部からの不正アクセスを遮断することができる設計とする。 

本施設への人の不法な侵入等を核物質防護対策として防止するための区域の設定，接近管理，出入管理，持

込み点検，情報システムへの外部からの不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）の遮断措置，内部からの不

正アクセス防止措置，特定核燃料物質が持ち出されていないことの確認を行うための手順の整備，核物質防護

上の体制の整備，核物質防護対策に使用する資機材の管理及び警備員等に対する教育の運用を核物質防護規定

に定める。 
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－ 9.2 安全避難通路等 

本施設には，その位置を明確かつ恒久的に表示することにより容易に識別できる安全避難通路及び照明用の

電源が喪失した場合においても機能を損なわない避難用照明として，灯具に内蔵した蓄電池により電力を供給

できる誘導灯及び非常用照明を設置し，安全に避難できる設計とする。 

設計基準事故に対処するために，監視，操作等が必要となる中央制御室には，作業用照明として非常用照明

を設置する。非常用照明は非常用母線から受電できる設計とする。 

また，対処に必要な時間余裕等も踏まえた設計基準事故の対応に必要な可搬式照明を配備することを加工施

設保安規定に定めて管理する。 

これらの作業用の照明により，設計基準事故等で操作が必要となる場所及びそのアクセスルートの照明を確

保でき，昼夜及び場所を問わず，本施設で事故対策のための作業が生じた場合に作業が可能となる設計とす

る。 

また，UF6の漏えいが発生した場合，管理区域内の従事者はモニタエリアに退避する。均質槽からの漏えい

によりモニタエリアに退避不可能な場合は，一時退避エリアの予備室又は搬入室へ一時退避する。屋外へ退

避可能な場合は，非常扉から屋外へ退避する。 
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第 2章 個別項目 

1. 濃縮施設 

（濃縮施設の設備概要） 

濃縮施設は，貯蔵施設から受け入れた原料 UF6（天然ウラン）を発生させ，製品 UF6（濃縮ウラン）及び廃品

UF6（劣化ウラン）に分離し，回収した製品 UF6の均質，濃縮度調整（ブレンディング操作）及び出荷用の 30B シ

リンダへ充填する施設である。また，各工程で発生する排気の処理を行う。 

 

第 2 章 個別項目 

1. 濃縮施設 

（濃縮施設の設備概要） 

変更なし 

1.1 カスケード設備及び高周波電源設備 

（カスケード設備及び高周波電源設備の設備概要） 

カスケード設備は，UF6 処理設備の発生・供給系より供給される原料 UF6 を遠心分離機により製品 UF6 及び廃

品 UF6に分離し，UF6処理設備の製品系及び廃品系に移送する設備である。 

高周波電源設備は，遠心分離機を駆動するための電源を供給する設備である。 

カスケード設備は，遠心分離機を配管により並列・多段に接続して構成し，UF6処理設備の発生・供給系，製

品系，廃品系，カスケード排気系と配管により接続するほか，パージ用の窒素配管と接続する。 

カスケード設備は，濃縮域の一部において，濃縮度が 5 %を超える場合があるが，カスケード設備の製品側出

口で濃縮度が 5 %以下となるように遠心分離機と配管を接続した構成とする。 

 

1.1 カスケード設備及び高周波電源設備 

（カスケード設備及び高周波電源設備の設備概要） 

変更なし 

1.2 UF6処理設備 

（UF6処理設備の設備概要） 

UF6処理設備は，発生・供給系，製品系，廃品系，捕集排気系，カスケード排気系及び一般パージ系から構成

する。 

(1) 発生・供給系（原料脱気及び発生工程） 

本系統は，原料 UF6 の純度を高めるための原料脱気及び原料 UF6 をカスケード設備に発生・供給する系統で

ある。 

本系統は，配管によりカスケード設備及び一般パージ系と接続する。 

 

(2) 製品系（製品捕集・回収工程） 

本系統は，カスケード設備から移送される製品 UF6を回収する系統である。 

本系統は，配管によりカスケード設備，捕集排気系及び一般パージ系と接続する。 

 

(3) 廃品系（廃品捕集・回収工程） 

本系統は，カスケード設備から移送される廃品 UF6を回収する系統である。 

本系統は，配管によりカスケード設備，捕集排気系及び一般パージ系と接続する。 

 

(4) 捕集排気系（排気処理工程） 

本系統は，製品系の製品コールドトラップ及び廃品系の廃品コールドトラップで未捕集の UF6を捕集する系

統である。 

本系統は，配管により製品系，廃品系及び排気設備と接続する。 

1.2 UF6処理設備 

（UF6処理設備の設備概要） 

変更なし 
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(5) カスケード排気系（排気処理工程） 

本系統は，カスケード設備の起動・停止及び外部電源喪失等の異常時にカスケード設備の UF6を排気する系

統である。 

なお，本系統は，CS 系と CB 系がある。CS系はカスケード設備 1組毎に排気する系統であり，CB系はカスケ

ード設備 3組の共有設備でカスケード設備各組毎の CS系のバックアップ系統である。 

本系統は，配管によりカスケード設備及び排気設備と接続する。 

 

(6) 一般パージ系（排気処理工程） 

本系統は，原料シリンダの脱気及び原料回収操作，UF6 処理設備の各槽のシリンダ交換時のパージ操作等に

伴う UF6 をコールドトラップに捕集し，さらに捕集した UF6 を原料シリンダ又は中間製品容器に回収するため

の系統である。 

本系統は，発生槽から回収した原料 UF6 を扱う原料回収系統と，発生槽以外の各槽から回収した UF6 を扱う

パージ系統があり，原料回収系統は原料シリンダ槽，パージ系統は均質槽と接続する。 

本系統は，配管により発生・供給系，製品系，廃品系及び均質・ブレンディング設備並びに排気設備と接続

する。また，パージ用の窒素配管と接続する。 

 

1.3 均質・ブレンディング設備 

（均質・ブレンディング設備の設備概要） 

均質・ブレンディング設備は，均質・ブレンディング系，均質パージ系から構成する。 

(1) 均質・ブレンディング系（均質・ブレンディング工程） 

本系統は，UF6処理設備で回収した製品 UF6の均質，濃縮度調整（ブレンディング操作）及び充填（出荷用の

製品シリンダ（30B）又は廃品シリンダ（30B）への詰替え）を行う系統である。なお，分析用サンプルの採取

及び小分けも行う。 

また，廃品 UF6を出荷する場合に，廃品シリンダ（48Y）から中間製品容器への詰替えを行い，前述と同様の

操作を行う。 

本系統は，配管により均質パージ系及び UF6処理設備の一般パージ系と接続する。また，パージ用の窒素配

管と接続する。 

また，均質槽周りで UF6の圧力が大気圧以上となる配管は，配管カバーで覆い，配管カバー内は局所排気ダ

クト及び工程用モニタに接続する。 

UF6 の圧力が大気圧以上となるサンプル小分け装置はフード内に収納し，排気設備の局所排気ダクト及び工

程用モニタに接続する。 

 

(2) 均質パージ系（排気処理工程） 

本系統は，均質・ブレンディング系の各槽のシリンダ交換時のパージ操作等に伴う UF6を回収するための系

統である。 

本系統は，配管により均質・ブレンディング系及び排気設備と接続する。また，パージ用の窒素配管と接続

する。 

1.3 均質・ブレンディング設備 

（均質・ブレンディング設備の設備概要） 

均質・ブレンディング設備は，均質・ブレンディング系，均質パージ系から構成する。 

(1) 均質・ブレンディング系（均質・ブレンディング工程） 

本系統は，UF6処理設備で回収した製品 UF6の均質，濃縮度調整（ブレンディング操作）及び充填（出荷用の

製品シリンダ（30B）又は廃品シリンダ（30B）への詰替え）を行う系統である。なお，分析用サンプルの採取

及び小分けも行う。 

また，廃品 UF6を出荷する場合に，廃品シリンダ（48Y）から中間製品容器への詰替えを行い，前述と同様の

操作を行う。 

本系統は，配管により均質パージ系及び UF6処理設備の一般パージ系と接続する。また，パージ用の窒素配

管と接続する。 

また，均質槽周りで UF6の圧力が大気圧以上となる配管は，配管カバーで覆い，配管カバー内は局所排気ダ

クト及び工程用モニタに接続するとともに，均質槽は周囲を防護カバーで覆う。 

UF6 の圧力が大気圧以上となるサンプル小分け装置はフード内に収納し，排気設備の局所排気ダクト及び工

程用モニタに接続する。 

 

(2) 均質パージ系（排気処理工程） 

本系統は，均質・ブレンディング系の各槽のシリンダ交換時のパージ操作等に伴う UF6を回収するための系

統である。 

本系統は，配管により均質・ブレンディング系及び排気設備と接続する。また，パージ用の窒素配管と接続

する。 
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変更前 変更後 

【濃縮施設の主要対象設備】 

濃縮施設の対象となる主要な設備について，「表 1 主要設備リスト」に示す。 

 

【濃縮施設の主要対象設備】 

濃縮施設の対象となる主要な設備について，「表 1 主要設備リスト」に示す。 
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変更前 変更後 

2. 核燃料物質の貯蔵施設 

2.1 貯蔵設備 

核燃料物質を貯蔵するために必要な容量を有する貯蔵設備を設ける設計とする。なお，取り扱う核燃料物質

（未照射ウラン）の放射能が低く，貯蔵設備における崩壊熱の除去は不要であるため，常時冷却を必要とする

設備及び機器はない。 

 

2. 核燃料物質の貯蔵施設 

2.1 貯蔵設備 

変更なし 

（貯蔵設備の設備概要） 

貯蔵設備は，UF6シリンダ類及び付着ウラン回収容器並びに UF6シリンダ類及び付着ウラン回収容器を設置す

るための置台で構成する。 

 

（貯蔵設備の設備概要） 

変更なし 

2.2 搬送設備 

UF6シリンダ類及び付着ウラン回収容器の移動に用いる天井走行クレーン，シリンダ搬送台車及びシリンダ搬

出入台車は，これらのシリンダ等の重量に対して十分な強度を有する設計とする。 

天井走行クレーンには UF6 シリンダ類及び付着ウラン回収容器を，落下試験により閉じ込め性を維持できる

ことを確認した高さ（シリンダ 1 段積みで 1.2 m 及びシリンダ 2段積みで 1.85 m）以上に吊り上げることを防

止する吊り上げ高さ制限インターロック及び電源喪失時に吊り上げ状態を維持する保持機能を設ける設計とす

る。 

 

2.2 搬送設備 

変更なし 

（搬送設備の設備概要） 

搬送設備は，UF6シリンダ類及び付着ウラン回収容器の移動に用いる天井走行クレーン，シリンダ搬送台車及

びシリンダ搬出入台車により構成する。 

 

（搬送設備の設備概要） 

変更なし 

【核燃料物質の貯蔵施設の主要対象設備】 

貯蔵施設の対象となる主要な設備について，「表 1 主要設備リスト」に示す。 

 

【核燃料物質の貯蔵施設の主要対象設備】 

貯蔵施設の対象となる主要な設備について，「表 1 主要設備リスト」に示す。 
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変更前 変更後 

3. 放射性廃棄物の廃棄施設 

本施設には，通常時において，周辺監視区域外の空気中及び周辺監視区域外の水中の放射性物質の濃度を十

分に低減できるよう，本施設において発生する放射性廃棄物を処理する能力を有する廃棄施設を設ける設計と

する。また，本施設の放射性廃棄物の保管廃棄施設は，放射性廃棄物を保管廃棄するために必要な容量を有す

る設計とする。 

3.1 気体廃棄物の廃棄設備 

3.1.1 気体廃棄物の廃棄設備の廃棄能力 

第 1 種管理区域の気体廃棄物の廃棄設備は，第 1 種管理区域を第 2 種管理区域，非管理区域及び建屋外より

負圧に維持し，かつ気体廃棄物の周辺監視区域外の空気中の放射性物質の濃度を十分に低減できる能力を有す

る設計とする。 

気体廃棄物による周辺環境への影響評価については，事業変更許可申請書に示す評価方法を基に「発電用軽

水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指針」において定める線量目標値（50 μSv/y）を十分下回ることを

確認している。 

また，気体廃棄物の廃棄設備による排気風量は，第 1 種管理区域内の室内容積に対して十分な換気能力を有

する設計とする。 

 

3. 放射性廃棄物の廃棄施設 

3.1 気体廃棄物の廃棄設備 

3.1.1 気体廃棄物の廃棄設備の廃棄能力 

変更なし 

3.1.2 気体廃棄物の逆流防止 

第 1種管理区域の気体廃棄物の廃棄設備は，第 1種管理区域以外の空気を排気する設備と区別して設置する。

また，第 1 種管理区域の気圧を第 2 種管理区域，非管理区域及び屋外より負圧に維持し，核燃料物質等を含む

空気が，核燃料物質等を含まないエリアに逆流しない設計とする。 

 

3.1.2 気体廃棄物の逆流防止 

変更なし 

3.1.3 気体廃棄物の排出経路 

第 1 種管理区域からの排気は排気ダクトを通じ，プレフィルタ 1 段及び高性能エアフィルタ 1 段で処理した

後，排気口を通じて屋外に排出する設計とする。 

排気口がある建物 場 所 排気口の高さ 

ウラン濃縮建屋 屋 上 
地上約 20 m 

（標高約 36 m） 

   
 

3.1.3 気体廃棄物の排出経路 

変更なし 

3.1.4 フィルタ機能維持 

プレフィルタ及び高性能エアフィルタの前後の差圧を測定することにより，フィルタの目詰まりを監視する。

また，高性能エアフィルタは交換後に捕集効率の測定を行う。プレフィルタ及び高性能エアフィルタは，フィ

ルタユニットに取り付けられ，取替えが容易な構造とする。 

 

3.1.4 フィルタ機能維持 

変更なし 

（気体廃棄物の廃棄設備の設備概要） 

気体廃棄物の廃棄設備は，廃棄処理を行う排気設備及び気体廃棄物の保管廃棄を行う廃棄設備（区画）で構

成する。 

(1) 廃棄処理を行う排気設備 

排気設備は，第 1種管理区域内の気圧を第 2種管理区域，非管理区域，建屋外より負圧に維持し，また，第

（気体廃棄物の廃棄設備の設備概要） 

変更なし 
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変更前 変更後 

1 種管理区域からの排気中に含まれる放射性物質をフィルタで除去し排気口を通じて屋外に放出することを目

的に設置する設備であり，送風機，排風機，排気中の放射性物質を除去するフィルタ及びこれらを接続するダ

クトで構成する。なお，1号発生回収室及び 1号均質室の排気の一部は，フィルタにより処理した空気を再循

環させる設計とする。 

 

(2) 気体廃棄物の保管廃棄を行う廃棄設備（区画） 

カスケード設備の付着ウラン回収に伴い発生する再利用しない未反応七ふっ化ヨウ素（IF7）を専用の容器に

入れて付着ウラン回収廃棄物室に IF5とともに保管廃棄する。 

 

3.2 液体廃棄物の廃棄設備 

3.2.1 液体廃棄物の廃棄設備の廃棄能力 

管理廃水処理設備は，液体廃棄物の周辺監視区域境界における水中の放射性物質の濃度を十分に低減できる

能力を有するものとし，その処理能力は，約 3000 m3/y である。 

液体廃棄物による周辺環境への影響評価については，事業変更許可申請書に示す評価方法及び評価結果によ

り，「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指針」において定める線量目標値（50 μSv/y）を十

分下回ることを確認している。 

 

3.2 液体廃棄物の廃棄設備 

3.2.1 液体廃棄物の廃棄設備の廃棄能力 

変更なし 

 

3.2.2 液体廃棄物の逆流防止 

管理廃水処理設備は一般排水等を排水する設備とは区別して設置する。 

 

3.2.2 液体廃棄物の逆流防止 

変更なし 

 

3.2.3 液体廃棄物の排出経路 

本施設においては，ウラン濃縮工程中からの液体廃棄物の発生はない。放射性液体廃棄物として管理する

必要のあるものは，主に分析廃水，洗缶廃水，手洗い水等の第 1種管理区域において付随的に発生する廃水

である。 

これらの液体廃棄物は，ウラン濃縮建屋内の管理廃水処理設備に送水し，必要に応じて凝集沈殿，ろ過等の

処理を行った後，他の一般排水とともに排水口（本施設の南側約 1500 m の尾駮沼に接する地点）から事業所

外へ放出する設計とする。 

 

3.2.3 液体廃棄物の排出経路 

変更なし 

（液体廃棄物の廃棄設備の設備概要） 

液体廃棄物の廃棄設備は，廃水処理を行う管理廃水処理設備及び液体廃棄物の保管廃棄を行う廃棄設備（区

画）で構成する。 

(1) 廃水処理を行う管理廃水処理設備 

管理廃水処理設備は，第 1種管理区域において発生する液体廃棄物を受入れ，必要に応じて凝集沈殿，ろ過

等の処理を行った後，放射性物質濃度が法令に定める周辺監視区域外の水中の濃度限度を十分下回ることを確

認し，他の一般排水とともに排水口から事業所外へ放出することを目的に設置する設備であり，廃水を貯留す

る機器，送水ポンプ及び機器，ポンプ間を接続する配管で構成する。 

 

(2) 液体廃棄物の保管廃棄を行う廃棄設備（区画） 

（液体廃棄物の廃棄設備の設備概要） 

変更なし 
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変更前 変更後 

液体廃棄物の区画は，以下で構成する。この他に，液体廃棄物の取扱として，第 1種管理区域内の機器の点

検に伴い発生する機械油及び保管廃棄した機械油の固形化処理を管理廃水処理室にて行う。処理を行った機械

油は，固体廃棄物の廃棄設備で保管廃棄する。なお，固形化処理にあたり，処理前の機械油を管理廃水処理室

内に一時的に保管する。 

・カスケード設備の付着ウラン回収に伴い発生する IF5を保管廃棄するため，付着ウラン回収廃棄物室に区画

を設定する。 

・分析作業に伴い発生する有機溶剤を保管廃棄するため，管理廃水処理室に区画を設定する。 

 

3.3 固体廃棄物の廃棄設備 

3.3.1 固体廃棄物の廃棄設備の廃棄能力 

付着ウラン回収設備は，カスケード設備 1 組（ つのカスケード/1 組）の中の 1 つのカスケードずつ，付着

ウランを回収する能力を有する設計とする。 

 

3.3 固体廃棄物の廃棄設備 

3.3.1 固体廃棄物の廃棄設備の廃棄能力 

変更なし 

 

（固体廃棄物の廃棄設備の設備概要） 

固体廃棄物の廃棄設備は，固体廃棄物の保管廃棄を行う廃棄設備（区画）及びカスケード設備内の付着ウラ

ンの回収を行う付着ウラン回収設備で構成する。 

(1) 固体廃棄物の保管廃棄を行う廃棄設備（区画） 

固体廃棄物の保管廃棄を行う廃棄設備（区画）は，以下で構成する。この他に，固体廃棄物の取扱として，

管理廃水処理設備から発生したスラッジを保管廃棄するまでの間，管理廃水処理室内に一時的に保管する。 

・第 1種管理区域内で発生した放射性固体廃棄物及び 2号カスケード棟のカスケード設備の更新に伴い発生

する使用済遠心機を受入れて保管廃棄するため，以下の建屋・室に区画を設定する。また，固体廃棄物の

分別等を行い，保管廃棄するまでの間，一時的に保管するため，ウラン濃縮建屋内に廃棄物前処理室を設

ける。 

 

建 屋 名 称 室 名 称 建 屋 の 構 造 建 築 面 積 （m2） 

A ウラン濃縮廃棄物建

屋 
A ウラン濃縮廃棄物室 鉄骨造平屋建 約 1200 

ウラン貯蔵・廃棄物建

屋 

B ウラン濃縮廃棄物室 

（注 1） 

鉄筋コンクリート造

平屋建 
約 1200 

使用済遠心機保管建

屋 

使用済遠心機保管室， 

C・D ウラン濃縮廃棄物

室 

鉄骨造一部二階建 
約 8200 

（延床面積） 

B ウラン濃縮廃棄物建

屋 

E・F ウラン濃縮廃棄物

室 
鉄骨造平屋建 約 3000 

注 1:ウラン貯蔵・廃棄物庫内に間仕切りを設けて区画 

 

・使用を廃止する 1号カスケード室及び 1号中間室内に設置したカスケード設備，1号発生回収室，1号中間

室及び 1 号均質室内に設置した UF6処理設備，1号均質室内に設置した均質・ブレンディング設備，1号発

（固体廃棄物の廃棄設備の設備概要） 

変更なし 
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生回収室，1号中間室及び除染室内に設置した管理廃水処理設備，1号 Qマス室内に設置した分析設備及び

その他付帯設備を存置の状態で保管廃棄するため，これらの室に区画注１を設定する。 

・1号カスケード室のカスケード設備内部の付着ウラン回収等が完了した後に使用を廃止する付着ウラン回収

設備を存置の状態で保管廃棄するため，当該機器の設置されている室（エリア）に区画注１を設定する。 

注１：当該室に本施設の運転に必要な資機材を保管する場合は，保管廃棄するための区画と区別する等の必要

な措置を講じる。 

 

(2) カスケード設備内の付着ウランの回収を行う付着ウラン回収設備 

付着ウラン回収設備は，存置の状態で保管廃棄した 1号カスケード室のカスケード設備内部から付着ウラン

を回収するための設備であり，IF7発生・供給系，回収系，IF7循環系，排気系，パージ系から構成する。 

回収した付着ウランは付着ウラン回収容器に充填し，核燃料物質として貯蔵施設に貯蔵する。 

ａ．IF7発生・供給系 

本系統は，IF7ボンベを IF7ボンベ発生槽に装填し，IF7を発生させ，付着ウランを回収するカスケード設備

に供給する系統である。 

本系統は，配管によりカスケード設備，IF7循環系及びパージ系と接続する。 

ｂ．回収系 

本系統は，カスケード設備の付着ウランと IF7の反応で生成する UF6，IF5及び未反応の IF7を回収する系統

である。 

本系統は，配管によりカスケード設備，IF7循環系，排気系及びパージ系に接続する。 

ｃ．IF7循環系 

本系統は，カスケード設備で未反応の IF7を再度カスケード設備へ供給する系統である。 

本系統は，配管により IF7発生・供給系及び回収系と接続する。 

ｄ．排気系 

本系統は，付着ウラン回収作業前後の系統内排気を行う系統である。 

本系統は，配管にて回収系及び排気設備と接続する。 

ｅ．パージ系 

本系統は，各系統のパージ操作等を行う系統である。 

本系統は，配管により IF7発生・供給系，回収系及び排気設備と接続する。また，パージ用の窒素配管と接

続する。 

 

【放射性廃棄物の廃棄施設の主要対象設備】 

放射性廃棄物の廃棄施設の対象となる主要な設備について，「表 1 主要設備リスト」に示す。 

【放射性廃棄物の廃棄施設の主要対象設備】 

放射性廃棄物の廃棄施設の対象となる主要な設備について，「表 1 主要設備リスト」に示す。 
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4. 放射線管理施設 

4.1 放射線監視・測定設備 

本施設には従事者及び従事者以外の者であって管理区域に一時的に立ち入る者（以下「一時立入者」という。）

の放射線防護のための線量当量等及び HF 濃度の測定，通常時及び設計基準事故時等の線量当量等及び HF 濃度

を測定する放射線管理施設を設ける。 

詳細を以下に示す。 

 

(1) 屋内管理用の主要な設備 

ａ．放射線監視・測定設備 

本施設内の第 1種管理区域の作業環境を監視するため，排気用 HF モニタ，換気用モニタ及びエアスニッフ

ァを設ける他，サーベイメータ，積算線量計，ダストサンプラを備える。 

 

また，均質・ブレンディング設備の工程用モニタにおいて，UF6の漏えいを監視する。 

排気用 HFモニタ，換気用モニタ及び工程用モニタの測定値は，中央制御室において表示し，監視及び記録

するとともに，あらかじめ設定した値を超えたときは中央制御室において警報を発する設計とする。 

 

 

 

 

 

ｂ．試料分析関係設備 

本施設内の作業環境の放射線管理用試料の測定を行うため，放射能測定装置を備える。 

 

ｃ．個人管理用測定設備 

従事者及び一時立入者の個人被ばく管理のため，外部被ばくによる線量当量を測定する個人線量計と内部被

ばくによる線量を評価するための機器を備える。なお，内部被ばく評価は放射能測定装置等を用いて測定した空

気中の放射性物質濃度から評価する。 

 

ｄ．出入管理関係設備 

本施設の管理区域への出入は，原則としてゲートを設けた所定の出入口を通る設計とする。 

また，汚染のおそれのある区域から退出する際の汚染管理を行うための退出モニタ及びサーベイメータを

備えるとともに，除染を行うためにモニタエリア（シャワー室）にシャワーを備える。 

 

ｅ．その他の放射線防護設備 

従事者及び一時立入者の放射線防護のため，放射線防護具類を備える。 

 

(2) 屋外管理用の主要な設備 

通常時に施設から放出される放射性物質の監視及び測定については，「発電用軽水型原子炉施設における放

4. 放射線管理施設 

4.1 放射線監視・測定設備 

本施設には従事者及び従事者以外の者であって管理区域に一時的に立ち入る者（以下「一時立入者」という。）

の放射線防護のための線量当量等及び HF 濃度の測定，通常時及び設計基準事故時等の線量当量等及び HF 濃度

を測定する放射線管理施設を設ける。 

詳細を以下に示す。 

 

(1) 屋内管理用の主要な設備 

ａ．放射線監視・測定設備 

本施設内の第 1種管理区域の作業環境を監視するため，排気用 HF モニタ，換気用モニタ及びエアスニッフ

ァを設ける他，サーベイメータ，積算線量計，ダストサンプラ，可搬式 HF 検知警報装置及び HF センサを備

える。 

また，均質・ブレンディング設備の工程用モニタにおいて，UF6の漏えいを監視する。 

排気用 HFモニタ，換気用モニタ及び工程用モニタの測定値は，中央制御室において表示し，監視及び記録

するとともに，あらかじめ設定した値を超えたときは中央制御室において警報を発する設計とする。 

HF センサによる UF6の漏えい検知は，中央制御室に加え，モニタエリア及び 2 号発回均質室入口付近にお

いても監視可能とする。 

また，管理区域内の線量当量率，空気中の放射性物質の濃度及び床面等の放射性物質の表面密度を適切な

場所に表示することを加工施設保安規定に定めて管理する。 

 

ｂ．試料分析関係設備 

本施設内の作業環境の放射線管理用試料の測定を行うため，放射能測定装置を備える。 

 

ｃ．個人管理用測定設備 

従事者及び一時立入者の個人被ばく管理のため，外部被ばくによる線量当量を測定する個人線量計と内部被

ばくによる線量を評価するための機器を備える。なお，内部被ばく評価は放射能測定装置等を用いて測定した空

気中の放射性物質濃度から評価する。 

 

ｄ．出入管理関係設備 

本施設の管理区域への出入は，原則としてゲートを設けた所定の出入口を通る設計とする。 

また，汚染のおそれのある区域から退出する際の汚染管理を行うための退出モニタ及びサーベイメータを

備えるとともに，除染を行うためにモニタエリア（シャワー室）にシャワーを備える。 

 

ｅ．その他の放射線防護設備 

従事者及び一時立入者の放射線防護のため，放射線防護具類を備える。 

 

(2) 屋外管理用の主要な設備 

通常時に施設から放出される放射性物質の監視及び測定については，「発電用軽水型原子炉施設における放
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変更前 変更後 

出放射性物質の測定に関する指針」（昭和 53年 9月 29 日原子力委員会決定)を参考とした設計とする。また，

設計基準事故時に監視及び測定するための設備は，「発電用軽水型原子炉施設における事故時の放射線計測に

関する審査指針」（昭和 56 年 7月 23 日原子力安全委員会決定)を参考とした設計とする。 

 

ａ．放射線監視・測定設備 

本施設から周辺環境へ放出される放射性気体廃棄物の濃度の測定及び放射能レベルの監視を行うため排気

用モニタを設けるとともに，排気用 HF モニタにより HF の放出状況を把握する。また，周辺監視区域境界付

近に外部放射線に係る線量当量，空間線量率及び空気中の放射性物質の濃度の測定のために積算線量計，モ

ニタリングポスト，ダストサンプラを設ける。 

排気用モニタ，排気用 HFモニタの測定値は，中央制御室において表示し，監視及び記録するとともに，あ

らかじめ設定した値を超えたときは中央制御室において警報を発する。 

 

 

 

 

ｂ．放出管理分析設備 

放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の放出に係る試料の分析，放射能測定を行うため，放射能測定装

置を備える。 

 

ｃ．試料分析関係設備 

本施設外の放射線管理用試料の測定を行うため，放射能測定装置を備える。 

 

ｄ．その他設備 

敷地内に気象を観測する気象観測機器を設ける。 

気象観測機器の観測値は，中央制御室及び緊急時対策所（事業部対策本部室）において表示する。 

また，敷地周辺の空間線量率及び空気中の放射性物質濃度を測定するため放射能観測車を備える。 

 

 

 

 

(4) 排気中の放射性物質濃度の計測 

排気口から排出される排気中の放射性物質濃度は，排気用モニタにより連続的に監視するとともに，線量

告示に定める周辺監視区域外における空気中の濃度限度を十分下回ることを確認する。 
 

(5) 排水中の放射性物質濃度の計測 

液体廃棄物の放出に当たっては，排水中の放射性物質の濃度を測定するため，処理水ピットにて試料の採取

を行い，放射能測定装置により，測定し，放射性物質濃度が線量告示に定める周辺監視区域外の水中の濃度限

度の 1/10 以下であることを確認するとともに，年間廃水量を管理し放出する。 

出放射性物質の測定に関する指針」（昭和 53年 9月 29 日原子力委員会決定)を参考とした設計とする。また，

設計基準事故時に監視及び測定するための設備は，「発電用軽水型原子炉施設における事故時の放射線計測に

関する審査指針」（昭和 56 年 7月 23 日原子力安全委員会決定)を参考とした設計とする。 

 

ａ．放射線監視・測定設備 

本施設から周辺環境へ放出される放射性気体廃棄物の濃度の測定及び放射能レベルの監視を行うため排気

用モニタを設けるとともに，排気用 HF モニタにより HF の放出状況を把握する。また，周辺監視区域境界付

近に外部放射線に係る線量当量，空間線量率及び空気中の放射性物質の濃度の測定のために積算線量計，モ

ニタリングポスト，ダストサンプラを設ける。 

排気用モニタ，排気用 HFモニタ及びモニタリングポストの測定値は，中央制御室において表示し，監視及

び記録するとともに，あらかじめ設定した値を超えたときは中央制御室において警報を発する。モニタリン

グポストの測定値は，緊急時対策所（事業部対策本部室）においても表示する。 

モニタリングポストは，通常時及び設計基準事故時において，監視，測定できるものとし，非常用電源を有

する他，伝送系は多様性を有する設計とする。 

 

ｂ．放出管理分析設備 

放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の放出に係る試料の分析，放射能測定を行うため，放射能測定装

置を備える。 

 

ｃ．試料分析関係設備 

本施設外の放射線管理用試料の測定を行うため，放射能測定装置を備える。 

 

ｄ．その他設備 

敷地内に気象を観測する気象観測機器を設ける。 

気象観測機器の観測値は，中央制御室及び緊急時対策所（事業部対策本部室）において表示する。 

また，敷地周辺の空間線量率及び空気中の放射性物質濃度を測定するため放射能観測車を備える。 

 

(3) 設計基準事故時等に迅速な対策が行えるよう，上記設備に加えてサーベイメータ，半導体材料ガス検知器

（HF検知器）等の資機材を配備することを加工施設保安規定にて定めて管理する。 

 

(4) 排気中の放射性物質濃度の計測 

排気口から排出される排気中の放射性物質濃度は，排気用モニタにより連続的に監視するとともに，線量

告示に定める周辺監視区域外における空気中の濃度限度を十分下回ることを確認する。 
 

(5) 排水中の放射性物質濃度の計測 

液体廃棄物の放出に当たっては，排水中の放射性物質の濃度を測定するため，処理水ピットにて試料の採取

を行い，放射能測定装置により，測定し，放射性物質濃度が線量告示に定める周辺監視区域外の水中の濃度限

度の 1/10 以下であることを確認するとともに，年間廃水量を管理し放出する。 
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変更前 変更後 

 

(6) 管理区域における線量当量，空気中の放射性物質の濃度，放射性物質によって汚染された物の表面の放射

性物質の密度の計測 

管理区域においては，外部放射線に係る線量当量率及び線量当量の測定を行うため，従事者及び一時立入者

の立入頻度及び被ばくの可能性を考慮し，必要な箇所については，定期的及び必要の都度，サーベイメータ，

積算線量計による外部放射線に係る線量当量率及び線量当量の測定を行う。 

第 1種管理区域においては，空気中の放射性物質の濃度を把握するため，従事者及び一時立入者の立入頻度

と汚染のおそれを考慮し，必要な箇所について，定期的及び必要の都度，エアスニッファ及びダストサンプラ

により空気中の放射性物質を採取し，放射能測定装置により測定を行う。 

第 1種管理区域の床，壁及びその他人の触れるおそれのある物の表面の放射性物質の密度を，スミア法又は

直接法により測定するための放射能測定装置又はサーベイメータを設ける。 

 

 

(6) 管理区域における線量当量，空気中の放射性物質の濃度，放射性物質によって汚染された物の表面の放射

性物質の密度の計測 

管理区域においては，外部放射線に係る線量当量率及び線量当量の測定を行うため，従事者及び一時立入者

の立入頻度及び被ばくの可能性を考慮し，必要な箇所については，定期的及び必要の都度，サーベイメータ，

積算線量計による外部放射線に係る線量当量率及び線量当量の測定を行う。 

第 1種管理区域においては，空気中の放射性物質の濃度を把握するため，従事者及び一時立入者の立入頻度

と汚染のおそれを考慮し，必要な箇所について，定期的及び必要の都度，エアスニッファ及びダストサンプラ

により空気中の放射性物質を採取し，放射能測定装置により測定を行う。 

第 1種管理区域の床，壁及びその他人の触れるおそれのある物の表面の放射性物質の密度を，スミア法又は

直接法により測定するための放射能測定装置又はサーベイメータを設ける。 

 

（放射線監視・測定設備の設備概要） 

放射線管理施設は，屋内管理用の放射線監視・測定設備，試料分析関係設備，個人管理用測定設備，出入管

理関係設備及びその他の放射線防護設備と，屋外管理用の放射線監視・測定設備，放出管理用分析設備，試料

分析関係設備及びその他設備で構成する。 

 

（放射線監視・測定設備の設備概要） 

変更なし 

 

【放射線管理施設の主要対象設備】 

放射線管理施設の対象となる主要な設備について，「表 1 主要設備リスト」に示す。 

 

【放射線管理施設の主要対象設備】 

放射線管理施設の対象となる主要な設備について，「表 1 主要設備リスト」に示す。 
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5. その他の加工施設 

5.1 非常用設備 

濃縮工場の特徴から，安全を確保する上で常時機能維持が必要な動的機器はなく，UF6を鋼製の容器等に密封

して取り扱うことにより閉じ込め機能を確保することができること，また，外部電源系統からの電気の供給が

停止した場合においても，インターロックは，フェールセーフ設計により，UF6を系統内に閉じ込めることがで

きるため安全性を損なうことはないが，第 1 種管理区域の排気設備，放射線監視設備，自動火災報知設備，非

常用通報設備，計測制御設備等が使用できるように十分な容量の非常用電源設備（ディーゼル発電機（2 基），

直流電源設備及び無停電電源装置）を設ける。 

ディーゼル発電機は，外部電源喪失時に自動起動し，給電を開始する設計とする。直流電源設備及び無停電

電源装置は，外部電源瞬時電圧降下時や外部電源喪失時に，連続して必要な設備に電力を供給できる設計とす

る。 

 

5. その他の加工施設 

5.1 非常用設備 

変更なし 

 

（非常用設備の設備概要） 

非常用設備は，非常用電源設備，自動火災報知設備，消火器，消火設備，屋外消火栓設備，防火扉，防火シャ

ッタにて構成する。 

 

非常用電源設備は，第 1 種管理区域の排気設備等に電源を供給するディーゼル発電機，計測制御設備等に電

源を供給する無停電電源装置及び非常用照明等に電源を供給する直流電源設備にて構成する。 

 

（非常用設備の設備概要） 

非常用設備は，非常用電源設備，自動火災報知設備，温度センサ，消火器，消火設備，屋外消火栓設備，遠隔

消火設備，防火扉，防火シャッタ，非常用照明及び誘導灯，設計基準事故時等の対応に必要な可搬式照明にて

構成する。 

非常用電源設備は，第 1 種管理区域の排気設備等に電源を供給するディーゼル発電機，計測制御設備等に電

源を供給する無停電電源装置及び非常用照明等に電源を供給する直流電源設備にて構成する。 

 

5.2 核燃料物質の検査設備 

（核燃料物質の検査設備の設備概要） 

核燃料物質の検査設備（分析設備）は，カスケード設備及び UF6処理設備のガスサンプル，均質・ブレンディ

ング設備のガスサンプル及び液体サンプル，付着ウラン回収設備のガスサンプル，管理廃水処理設備で発生す

るスラッジ等の分析を行う設備である。 

 

5.2 核燃料物質の検査設備 

（核燃料物質の検査設備の設備概要） 

変更なし 

 

5.3 核燃料物質の計量設備 

（核燃料物質の計量設備の設備概要） 

計量設備はウランの重量管理等を行うために，ウランを充填した UF6 シリンダ類及び付着ウラン回収容器の

秤量を行う設備であり，秤量計により構成する。 

 

5.3 核燃料物質の計量設備 

（核燃料物質の計量設備の設備概要） 

変更なし 

5.4 洗缶設備 

（洗缶設備の設備概要） 

洗缶設備は，空の中間製品容器内の水洗浄及び高圧ガス保安法に基づく検査，並びに空の製品シリンダ内の

水洗浄及び ANSI 又は ISO 規格に基づく検査を行う設備であり，中間製品容器又は製品シリンダを積載する洗缶

架台と水洗浄及び検査を行うための付帯機器により構成する。 

 

 

 

5.4 洗缶設備 

（洗缶設備の設備概要） 

変更なし 
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変更前 変更後 

5.5 除染設備 

（除染設備の設備概要） 

除染設備は，濃縮施設の UF6処理設備，均質・ブレンディング設備の系統内の排気に伴う UF6を除去するた

めに設置する各系のケミカルトラップ（NaF）の NaF 交換作業，その他の機器の除染作業を行う設備であり，

除染ハウス，除染排気処理装置，除染排風機及び主要除染ダクトにより構成する。 

 

5.5 除染設備 

（除染設備の設備概要） 

変更なし 

－ 5.6 不法侵入等防止設備 

（不法侵入等防止設備の設備概要） 

不法侵入等防止設備は，本施設への人の不法な侵入等を未然に防止するためのフェンス及び出入管理装置で

構成する。 

 

－ 5.7 溢水防護設備 

（溢水防護設備の設備概要） 

溢水防護設備は，発生する溢水量を抑制する遮断弁及び計装盤・監視操作盤等への万一の被水を防止するた

めの防護板，並びに溢水の漏えいを防止する堰等で構成する。 

 

－ 5.8 通信連絡設備 

設計基準事故時において，設計基準事故が発生した場所又は発生を確認した場所から，本施設の各所の者へ

連絡を行う所内通信連絡設備及び事業所外の通信連絡をする必要がある場所と通信連絡を行う所外通信連絡設

備を設置する。 

・所内通信連絡設備は，異なる仕様の回線（無線及び有線）をそれぞれ複数配備し，退避の指示等の連絡を行う

ための機能，事業所内の各所の者への連絡を行うことができる設計とする。 

・所外通信連絡設備は，緊急時電話回線，ファクシミリ装置，携帯電話及び衛星電話を設置し，複数の通信回線

により，また，複数の設備を配備することにより，多様性を確保した設計とする。 

・通信連絡設備は，外部電源喪失時に非常用電源設備に接続し，又はバッテリを内蔵するものとし，外部電源

が得られない場合でも動作可能な設計とする。 

 

－ （通信連絡設備の設備概要） 

通信連絡設備は，設計基準事故時等において，中央制御室等から事業所内の各所の者への連絡を行う所内通

信連絡設備及び本施設から事業所外の通信連絡をする必要がある場所と通信連絡を行う所外通信連絡設備で構

成する。 

(1) 所内通信連絡設備 

所内通信連絡設備は，ページング装置，所内携帯電話及び業務用無線にて構成する。 

(2) 所外通信連絡設備 

所外通信連絡設備は，緊急時電話回線，ファクシミリ装置，携帯電話及び衛星電話にて構成する。 
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変更前 変更後 

－ 5.9 緊急時対策所 

緊急時対策所（事業部対策本部室）は，設計基準事故時等において，必要な情報を所内通信連絡設備により

把握し，現場の作業員に対して必要な対策指示が行える設計とする。また，所外通信連絡設備を設置し，本施

設の状況を事業所外の通信連絡をする必要がある場所と通信連絡ができる設計とする。 

 

－ 5.10 中央制御室 

中央制御室は，本施設の運転状態を監視するための監視操作盤等（警報設備）を設け，得られた情報を基に

所内通信連絡設備を用いて現場の作業員に対して必要な対策指示が行える設計とする。管理廃水処理設備の監

視操作盤等は，管理廃水処理室に設置し，中央制御室で管理廃水処理設備の異常を知らせる警報を確認できる

設計とする。また，所外通信連絡設備を設置し，本施設の状況を事業所外の通信連絡をする必要がある場所と

通信連絡ができる設計とする。 

 

－ 5.11 重大事故等対処資機材 

重大事故等対処資機材は，事故対処に必要な通信連絡設備，現場対処用資機材，応急・復旧工具等その他資

機材，消防用資機材（UO2F2・HF拡散抑制用の放水含む）等の資機材を整備する。 

また，停電，夜間等の作業環境を考慮するとともに，従事者の作業安全を確保するため，化学的影響を考慮

した化学防護服，HF 測定器等の資機材を整備する。 

資機材は，活動内容，要員数等に対して必要な数量を確保する設計とし，貯水槽は，想定される放水箇所，放

水時間を考慮した容量を確保する設計とする。 

資機材の保管場所は，竜巻等の自然災害を考慮し，屋内又は 2 号発回均質棟から十分な距離を確保した場所

とする。 

 

【その他の加工施設の主要対象設備】 

その他の加工施設の対象となる主要な設備について，「表 1 主要設備リスト」に示す。 

 

【その他の加工施設の主要対象設備】 

その他の加工施設の対象となる主要な設備について，「表 1 主要設備リスト」に示す。 
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表 1-1 濃縮施設の主要設備リスト 

設
備
区
分 

系
統
名 

機種 

変更前 変更後 

名称 

設計基準対象の施設 

名称 

設計基準対象の施設 

耐震 

重要度 

分類 

機器の種類 

耐震 

重要度 

分類 

機器の種類 

カ
ス
ケ
ー
ド
設
備 

RE-

 

 

主配管 

－ 

2Aカスケード室第 1支持点 

～ 

遠心分離機(RE- ) 

第 2類 － 

－ 

2Aカスケード室第 1支持点 

～ 

遠心分離機(RE- ) 

第 2類 － 

－ 機械装置類 － 遠心分離機（RE- ） 第 2類 － 

高
周
波
電

源
設
備 

－ 電気設備 － 高周波インバータ装置 第 3類 － 

 

 



 

 

 

 

 

 

Ⅰ-２ 工事の方法 
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変更前 変更後 

加工施設の設置又は変更の工事における工事の方法として，加工事業許可(変更許可)を受けた事項及び「加

工施設の技術基準に関する規則」（以下「技術基準」という。）の要求事項に適合するための設計（基本設計方

針及び仕様表等）に従い実施する工事の手順と，それら設計や工事の手順に従い工事が行われたことを確認す

る使用前事業者検査の方法を以下に示す。  

これらの工事の手順及び使用前事業者検査の方法は，「設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」に

定めたプロセス等に基づいたものとする。 

 

1.  工事の手順  

1.1  工事の手順と使用前事業者検査 

加工施設の設置又は変更の工事における工事の手順を使用前事業者検査との関係を含め図1に示す。  

 

1.2  容器等の主要な溶接部に係る工事の手順と使用前事業者検査 

容器等の主要な溶接部に係る工事の手順を使用前事業者検査との関係を含め図2に示す。 

 

2.  使用前事業者検査の方法  

構造，強度及び漏えいを確認するために十分な方法，機能及び性能を確認するために十分な方法，その他

設置又は変更の工事がその設計及び工事の計画（以下「設工認」という。）に従って行われたものであること

を確認するために十分な方法により，使用前事業者検査を図1及び図2のフローに基づき実施する。使用前事

業者検査は「設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」に記載したプロセスにより，抽出されたもの

の検査を実施する。 

また，使用前事業者検査は，検査の時期，対象，方法，検査体制に加えて，検査の内容と重要度に応じて立

会，抜取立会，記録確認のいずれかとすることを要領書等で定め実施する。  

なお，設備の状態を把握した上で，実検査，記録確認検査又は代替検査から検査方法を選定して要領書等

に定める。 

・実検査：実測，目視等により判定基準を満足していることを確認する検査 

・記録確認検査：実測，目視等により判定基準を満足していることを確認した検査の記録を確認する検査 

・代替検査：実検査及び記録確認検査が実施できない場合に，記録，評価等を組み合わせて判定基準を満

足していることを確認する検査 

 

2.1  構造，強度及び漏えいに係る検査  

2.1.1  構造，強度及び漏えいに係る検査 

構造，強度及び漏えいに係る検査ができるようになったとき，表1に示す検査を実施する。 
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変更前 変更後 

 

表 1 構造，強度及び漏えいに係る検査＊1 

検査項目 検査概要 ＊2 判定基準 

「設計及び

工事に係る

品質マネジ

メントシス

テム」に記

載したプロ

セ ス に よ

り，当該工

事における

構造，強度

及び漏えい

に係る確認

事項として

次に掲げる

項目の中か

ら抽出され

たもの。 

〈共通〉 

・材料検査 

・状態確認

検査 

〈建物・構

築物〉 

・基盤検査 

・構造検査 

・強度検査 

・外観検査 

〈機器等〉 

・寸法検査 

・耐圧・漏

えい検査 

・据付・外

観検査 

共
通 

材料検

査 

使用されている材料の化学成分，機械的強度等が設工

認のとおりであることを確認する。 

設工認のとおりで

あること。 

状態確

認検査  

評価条件，手順等が設工認のとおりであることを確認

する。 

設工認のとおりで

あること。 

建
物
・
構
築
物 

基盤検

査 

基盤の高さ，岩質，強度が設工認のとおりであること

を確認する。 

設工認のとおりで

あること。 

構造検

査 

主要寸法，据付状態等が設工認のとおりであることを

確認する。 

設工認のとおりで

あること。 

強度検

査 

コンクリートの強度が設工認のとおりであることを

確認する。 

設工認のとおりで

あること。 

外観検

査  

有害な欠陥がないことを確認する。 健全性に影響を及

ぼす有害な欠陥が

ないこと。 

機

器

等 

寸法検

査 

主要寸法が設工認のとおりであることを確認する。 設工認のとおりで

あること。 

耐圧・

漏えい

検査＊3 

技術基準の規定に基づく検査圧力で所定時間保持し，

検査圧力に耐え，異常のないことを確認する。耐圧検

査が構造上困難な部位については，技術基準の規定に

基づく非破壊検査等により確認する。  

耐圧検査終了後，技術基準の規定に基づく検査圧力に

より漏えいの有無を確認する。漏えい検査が構造上困

難な部位については，技術基準の規定に基づく非破壊

検査等により確認する。 

検査圧力に耐え，か

つ，異常のないこ

と。 

 

著しい漏えいのな

いこと。 

 

据付・

外観検

査 

組立て状態並びに据付け位置及び状態が設工認のと

おりであり，有害な欠陥がないことを確認する。 

設工認のとおりで

あること。 

 

健全性に影響を及

ぼす有害な欠陥が

ないこと。 

注記 ＊1：基本設計方針のうち適合性確認対象に対して実施可能な検査を含む。 

＊2：代替検査を実施する場合は，本来の検査目的に対する代替性を評価した上で検査要領書に定める。 

＊3：耐圧・漏えい検査の方法について，表 1によらない場合は，基本設計方針の共通項目として定めた

「材料及び構造」の方針によるものとする。 
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変更前 変更後 

2.1.2  容器等の主要な溶接部に係る検査 

容器等の主要な溶接部に係る使用前事業者検査は，技術基準第 15条第 1項第 3号及び加工施設

の技術基準に関する規則の解釈（以下「技術基準解釈」という。）に適合するよう，以下の(1)及び

(2)の工程ごとに検査を実施する。 

(1) あらかじめ確認する事項 

次の①及び②については，容器等の主要な溶接部の溶接をしようとする前に，技術基準解釈 別

記 別紙－２溶接施工法認証標準及び別紙－３溶接士技能認証標準に従い，表 2-1，表 2-2 に示す検

査を行う。 

① 溶接施工法に関すること 

② 溶接士の技能に関すること 

なお，①又は②について，既に，以下のいずれかにより適合性が確認されているものは，容器等

の主要な溶接部の溶接をしようとする前に表２－１，表２－２に示す検査は要さないものとする。 

① 溶接施工法に関すること 

・加工施設の溶接施工法として，核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭

和 32年法律第 166 号）に基づき認可を受けた溶接施工法。 

・前述と同等の溶接施工法として，核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭

和 32 年法律第 166 号）における他の施設にて，認可を受けたもの，溶接安全管理検査，使

用前事業者検査等で溶接施工法の確認を受けたもの又は客観性を有する方法により確認試

験が行われ判定基準に適合しているもの。ここで，他の施設とは，再処理施設，試験研究用

等原子炉施設，発電用原子炉施設，使用済燃料貯蔵施設，特定第一種廃棄物埋設施設，特定

廃棄物管理施設をいう。 

② 溶接士の技能に関すること 

・技術基準解釈 別記 別紙－３溶接士技能認証標準によって認定されたものと同等と認められ

るものとして溶接士技能の確認を受けた溶接士，実用発電用原子炉及びその附属施設の技術

基準に関する規則の解釈 別記－５ ３.第３部溶接士技能標準(３)により溶接士技能認証

標準と同様と認められた溶接士が溶接を行う場合。 

・技術基準解釈 別記 別紙－３溶接士技能認証標準に適合する溶接士が，実用発電用原子炉及

びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 別記－５ ３.(４)溶接士技能認証標準に適

合する溶接士の有効期間内に溶接を行う場合。 
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変更前 変更後 

表 2-1 あらかじめ確認すべき事項（溶接施工法） 

検査項目 検査方法及び判定基準 

溶接施工法の内容確

認  

計画している溶接施工法の内容が，技術基準に適合する方法である

ことを確認する。 

材料確認  試験材の種類及び機械的性質が試験に適したものであることを確認

する。 

開先確認  試験をする上で，健全な溶接が施工できることを確認する。 

溶接作業中確認  溶接施工法及び溶接設備等が計画どおりのものであり，溶接条件等

が使用前事業者検査（溶接）計画書のとおりに実施されることを確

認する。 

外観確認  試験材について，目視により外観が良好であることを確認する。 

溶接後熱処理確認  溶接後熱処理の方法等が技術基準に基づき計画した内容に適合して

いることを確認する。 

浸透探傷試験確認  技術基準に適合した試験の方法により浸透探傷試験を行い，表面に

おける開口した欠陥の有無を確認する。 

機械試験確認  溶接部の強度，延性及び靭性等の機械的性質を確認するため，継手

引張試験，曲げ試験及び衝撃試験により溶接部の健全性を確認する。 

断面検査確認  管と管板の取付け溶接部の断面について，技術基準に適合する方法

により目視検査及びのど厚測定により確認する。 

（判定）＊ 以上の全ての工程において，技術基準に適合していることが確認さ

れた場合，当該溶接施工法は技術基準に適合するものとする。 

注記 ＊：（ ）は検査項目ではない。 
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変更前 変更後 

表 2-2 あらかじめ確認すべき事項（溶接士） 

検査項目 検査方法及び判定基準 

溶接士の試験内容の

確認 

検査を受けようとする溶接士の氏名，溶接訓練歴等，及びその者が行

う溶接施工法の範囲を確認する。  

材料確認  試験材の種類及び機械的性質が試験に適したものであることを確認す

る。  

開先確認  試験をする上で，健全な溶接が施工できることを確認する。  

溶接作業中確認  溶接士及びその溶接士が行う溶接作業が使用前事業者検査（溶接）計

画書のとおりであり，溶接条件が使用前事業者検査（溶接）計画書の

とおり実施されることを確認する。 

外観確認  目視により外観が良好であることを確認する。  

浸透探傷試験確認  技術基準に適合した試験の方法により浸透探傷試験を行い，表面に開

口した欠陥の有無を確認する。  

機械試験確認  曲げ試験を行い，欠陥の有無を確認する。 

断面検査確認  管と管板の取付け溶接部の断面について，技術基準に適合する方法に

より目視検査及びのど厚測定により確認する。  

（判定）＊ 以上の全ての工程において，技術基準に適合していることが確認され

た場合，当該溶接士は技術基準に適合する技能を持った者とする。  

注記 ＊：（ ）は検査項目ではない。 
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変更前 変更後 

(2) 容器等の主要な溶接部に対して確認する事項 

加工施設のうち技術基準第 15条第 1項第 3号の容器等の主要な溶接部について，表 3に示す検査を

行う。 

 

表 3 容器等の主要な溶接部に対して確認する事項 

検査項目 検査方法及び判定基準 

適用する溶接施工法，溶

接士の確認  

適用する溶接施工法，溶接士について，表 2-1 及び表 2-2 に示す適合確認

がなされていることを確認する。  

材料検査 溶接に使用する材料が技術基準に適合するものであることを確認する。  

開先検査  開先形状，開先面の清浄及び継手面の食違い等が技術基準に適合するもの

であることを確認する。  

溶接作業検査  あらかじめの確認において，技術基準に適合していることが確認された溶

接施工法及び溶接士により溶接施工しているかを確認する｡ 

熱処理検査  溶接後熱処理の方法，熱処理設備の種類及び容量が，技術基準に適合する

ものであること，また，あらかじめの確認において技術基準に適合してい

ることを確認した溶接施工法の範囲により実施しているかを確認する。  

非破壊検査  溶接部について非破壊試験を行い，その試験方法及び結果が技術基準に適

合するものであることを確認する。  

機械検査  溶接部について機械試験を行い，当該溶接部の機械的性質が技術基準に適

合するものであることを確認する。  

耐圧検査 ＊1 規定圧力で耐圧試験を行い，これに耐え，かつ，漏えいがないことを確認

する。規定圧力で行うことが著しく困難な場合は，可能な限り高い圧力で

試験を実施し，耐圧試験の代替として非破壊試験を実施する。  

（外観の状況確認）  

溶接部の形状，外観及び寸法が技術基準に適合することを確認する。  

（適合確認）＊2  以上の全ての工程において，技術基準に適合していることが確認された場

合，当該溶接部は技術基準に適合するものとする。  

注記 ＊1：耐圧検査の方法について，表 1によらない場合は，基本設計方針の共通項目として定めた「材

料及び構造」の方針によるものとする。 

＊2：（ ）は検査項目ではない。 
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変更前 変更後 

2.2  機能及び性能に係る検査 

機能及び性能を確認するため，表4に示す検査を行う。 

 

表 4 機能及び性能に係る検査＊1 

検査項目 検査概要 ＊2 判定基準 

機能及び性能

に係る検査 

加工施設の安全性確保の観点から必要な安全設備等

の機能及び性能を当該各系統の試運転等により確認

する。 

設工認のとおりであり，

技術基準に適合するも

のであること。 

注記 ＊1：基本設計方針のうち適合性確認対象に対して実施可能な検査を含む。 

＊2：代替検査を実施する場合については，本来の検査目的に対する代替性の評価を実施した上で検査

要領書に定める。 

 

2.3  基本設計方針検査 

基本設計方針のうち「構造，強度及び漏えいに係る検査」及び「機能及び性能に係る検査」では確認でき

ない事項について，表5に示す検査を実施する。 

 

表 5 基本設計方針検査 

検査項目 検査方法 判定基準 

基本設計方針検査 基本設計方針のうち表１又は表 4 では確

認できない事項について，基本設計方針に

従い工事が実施されたことを確認する。 

「基本設計方針」の

とおりであること。 

 

2.4  品質マネジメントシステムに係る検査 

実施した工事が，「設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」に記載したプロセス，「1. 工事の

手順」並びに「2. 使用前事業者検査の方法」のとおり行われていることの実施状況を確認するとともに，

使用前事業者検査で記録確認の対象となる工事の段階で作成される製造メーカ等の記録の信頼性を確認す

るため，表6に示す検査を実施する。 

 

表 6 品質マネジメントシステムに係る検査 

検査項目 検査方法 判定基準 

品質マネジメント

システムに係る検

査 

工事が設工認の「工事の方法」及び「設計及び工事

に係る品質マネジメントシステム」に示すプロセス

のとおり実施していることを品質記録や聞取り等

により確認する。この確認には，検査における記録

の信頼性確認として，基となる記録採取の管理方法

の確認やその管理方法の遵守状況の確認を含む。 

設工認で示す「設計及

び工事に係る品質マ

ネジメントシステム」

及び「工事の方法」の

とおりに工事管理が

行われていること。 
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変更前 変更後 

3.  工事上の留意事項 

加工施設の設置又は変更の工事の実施にあたっては，加工施設保安規定を遵守するとともに，従事者及び

公衆の安全確保や既設の機器等への悪影響防止等の観点から，以下に留意し工事を進める。 

a. 設置又は変更の工事を行う加工施設の機器等について，周辺資機材，他の原子力施設及び環境条件からの

悪影響や劣化等を受けないよう，隔離，作業環境維持，異物侵入防止対策等の必要な措置を講じる。  

b. 工事にあたっては，既設の機器等へ悪影響を与えないよう，現場状況，作業環境及び作業条件を把握し，

作業に潜在する危険性又は有害性や工事用資機材から想定される影響を確認するとともに，隔離，火災防護，

溢水防護，異物侵入防止対策，作業管理等の必要な措置を講じる。  

c. 設置又は変更の工事を行う加工施設の機器等について，必要に応じて，供用後の施設管理のための重要な

データを採取する。  

d. 加工施設の状況に応じて，検査・試験，試運転等の各段階における工程を管理する。 

e. 設置又は変更の工事を行う加工施設の機器等について，供用開始後に必要な機能性能を発揮できるよう製

造から供用開始までの間，維持する。  

f. 放射性廃棄物の発生量低減に努めるとともに，その種類に応じて保管及び処理を行う。  

g. 現場状況，作業環境及び作業条件を把握し，放射線業務従事者に対して防護具の着用や作業時間管理等適

切な被ばく低減措置と被ばく線量管理を行う。また，公衆の放射線防護のため，放射性気体及び液体廃棄物

の放出管理については，放射性気体廃棄物の放出による周辺監視区域外の空気中の放射性物質濃度及び放射

性液体廃棄物の放出に起因する線量が「線量限度等を定める告示」に定める値を超えないようにするととも

に，放出管理目標値を超えないように努める。 

h. 修理の方法は，基本的に「図1 工事の手順と使用前事業者検査のフロー」の手順により行うこととし，機

器等の全部又は一部について，撤去，切断，切削又は取外しを行い，据付，溶接又は取付け若しくは同等の方

法により，同等仕様又は性能・強度が改善されたものに取替えを行う等，機器等の機能維持又は回復を行う。

また，機器等の一部撤去，一部撤去の既設端部について閉止板の取付け若しくは同等の方法により適切な処

置を実施する。 

i. 特別な工法を採用する場合の施工方法は，技術基準に適合するよう，安全性及び信頼性について必要に応

じ検証等により十分確認された方法により実施する。 
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変更前 変更後 

  

 

材
料
入
手

加
工

組
立
て

材
料
入
手

加
工

組
立
て

構
造
，
強
度
及
び
漏
え
い
に
係
る
検
査

機
能
及
び
性
能
に
係
る
検
査

材
料
入
手

加
工

取
外
し
，
組
立
て
，
据
付
，
取
替
若
し
く
は
修
理
又
は
撤
去

構
造
，
強
度
及
び
漏
え
い
に
係
る
検
査

機
能
及
び
性
能
に
係
る
検
査

基
本
設
計
方
針
検
査

 
１

 
１

 
１

 
１

 
１

 
１

使

使 使
使

 
１

 
１

 
１
，
３

製
作
工
場

濃
縮
・
埋
設
事
業
所
等

Ｑ
 
２

（
製
作
工
場
で
機
能
，
性
能
検
査
を
実
施
し
な
い
場
合
）

（
製
作
工
場
で
機
能
，
性
能
検
査
を
実
施
す
る
場
合
）

 
１
：
材
料
入
手
，
加
工
及
び
組
立
て
等
は
必
要
な
場
合
の
み

実
施
す
る
。
容
器
等
の
主
要
な
溶
接
部
に
係
る
溶
接
施
工

は
図
２
の
工
事
フ
ロ
ー
に
従
い
実
施
す
る
。

 
２
：
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
係
る
検
査
は
，
工
事
の
数
，
工
事

期
間
を
考
慮
し
て
適
切
な
時
期
と
頻
度
で
実
施
す
る
。

 
３
：
取
外
し
は
，
濃
縮
・
埋
設
事
業
所
で
機
器
等
を
取
外
し

て
工
場
で
加
工
等
を
実
施
す
る
場
合
が
あ
り
，
そ
の
場
合

は
濃
縮
・
埋
設
事
業
所
で
機
器
等
を
取
外
し
た
後
，
製
作

工
場
の
工
事
の
手
順
か
ら
実
施
す
る
。

 
４
：
立
会
，
抜
取
立
会
，
記
録
確
認
の
い
ず
れ
か
で
実
施
す
る
 

  
  
 
 か

は
，
重
要
度
に
応
じ
て
個
別
の
使
用
前
事
業
者

検
査
要
領
書
で
定
め
る
。

使

【
凡
例
】 ：
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
に
係
る
検
査
以
外
の

使
用
前
事
業
者
検
査
の
検
査
項
目

 
（
適
切
な
時
期
に
以
下
の
う
ち
必
要
な
検
査
を
実
施
）

ａ
．
構
造
，
強
度
及
び
漏
え
い
に
係
る
検
査

・
材
料
検
査

・
寸
法
検
査

・
耐
圧
，
漏
え
い
検
査

・
据
付
・
外
観
検
査

他

ｂ
．
機
能
及
び
性
能
に
係
る
検
査

・
機
能
検
査

・
性
能
検
査

・
状
態
確
認
検
査

ｃ
．
基
本
設
計
方
針
検
査

：
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
に
係
る
検
査

Ｑ

使

加
工

施
設

図
1

工
事
の
手
順
と
使
用
前
事
業
者
検
査
の
フ
ロ
ー
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変更前 変更後 

  

 

 
２

溶
接
施
工
法
の
内
容
確
認

Ｑ

(
1
)
 
溶
接
施
工
法

材
料
確
認

開
先
確
認

溶
接
作
業
中
確
認

外
観
確
認

溶
接
後
熱
処
理
確
認

浸
透
深
傷
試
験
確
認

機
械
試
験
確
認

断
面
検
査
確
認

判
定

(
2
)
 
溶
接
士

溶
接
士
の
試
験
内
容
の
確
認

材
料
確
認

開
先
確
認

溶
接
作
業
中
確
認

外
観
確
認

浸
透
深
傷
試
験
確
認

 
１

容
器
等
の
主
要
な
溶
接
部
に
係
る
使
用
前
事
業
者
検
査

（
容
器
等
の
主
要
な
溶
接
部
に
対
し
て
確
認
す
る
事
項
）

材
料
受
入

ケ
ガ
キ
／
刻
印

曲
げ
加
工
／
開
先
加
工

開
先
合
せ

溶
接
作
業

溶
接
後
熱
処
理

組
立

引
渡
し

溶
接
施
工
法
，

溶
接
士
の
確
認

材
料
検
査

開
先
確
認

溶
接
作
業
検
査

熱
処
理
検
査

非
破
壊
検
査

機
械
検
査

適
合
確
認

：
適
切
な
時
期
に
設
定
す
る
。

 
１
：
熱
処
理
検
査
，
機
械
検
査
等
は
必
要
な

場
合
の
み
実
施
す
る
。

 
２
：
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
に
係
る

検
査
は
，
工
事
の
数
，
工
事
期
間
を
考

慮
し
て
適
切
な
時
期
と
頻
度
で
実
施
す

る
。

 
３
：
立
会
，
抜
取
立
会
，
記
録
確
認
の
い
ず

れ
か
で
実
施
す
る
か
は
，
重
要
度
に
応

じ
て
個
別
の
使
用
前
事
業
者
検
査
要
領

書
で
定
め
る
。

【
凡
例
】

：
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
に

係
る
検
査

Ｑ

機
械
試
験
確
認

断
面
検
査
確
認

判
定

耐
圧
検
査

 
１

 
１

 
１

 
１

 
１

 
１

 
１

溶
接
施
工
（
製
作
部
門
）

容
器
等
の
主
要
な
溶
接
部
に
係
る
使
用
前
事
業
者
検
査
（
あ
ら
か
じ
め
確
認
す
べ
き
事
項
）

図
2
容
器
等
の
主
要
な
溶
接
部
に
係
る
工
事
の
手
順
と
使
用
前
事
業
者
検
査
フ
ロ
ー
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(1) 電気設備  

ａ． 高周波インバータ装置  
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1. 濃縮施設 ·································································· ロ-規-1 

 

 

  



 

 

ロ
-
1
-
1 

1. カスケード設備 

(1) 主配管 

変更前 変更後 

名称 *1 

最高使

用圧力 

*2 

最高使

用温度 

*2 

流体等 

の種類 

*3 

外径 

 

*4 

厚さ 

 

*4 

主要 

材料 

 

配管番号 
名称 *1 

最高使

用圧力 

*2 

最高使

用温度 

*2 

流体等 

の種類 

*3 

外径 

 

*4 

厚さ 

 

*4 

主要 

材料 

 

配管番号 

hPa ℃ － mm mm － － hPa ℃ － mm mm － － 

RE- 

 

 

2A カスケード室第 1 支持点 

～ 

遠心分離機(RE- ) 

－
*5
 1.2.3-1 

RE- 

 

 

変更なし 960 40 
気体 

UF6 

34.0 3.0 

 変更なし 
114.3 3.0 

139.8 3.4 

165.2 3.4 

2A カスケード室第 1 支持点 

～ 

遠心分離機(RE- ) 

－
*5
 1.2.4-1 変更なし 960 40 

気体 

UF6 

34.0 3.0 

 変更なし 
114.3 3.0 

139.8 3.4 

165.2 3.4 

注記 *1：記載の適正化。既設工認には「設備機器名称」と記載。 
*2：記載の適正化。既設工認には「材料・構造（温度，圧力）」と記載。 
*3：記載の適正化。既設工認には「核燃料物質の状態」と記載。 
*4：記載の適正化。既設工認には「主要寸法」と記載。 
*5：金属胴遠心機の主要配管から新型遠心機の主要配管への変更であるが，金属胴遠心機の主要配管については別途申請の「新規制基準への

適合に係る申請（1次～5次申請）の 3次申請」にて撤去することを申請しており，認可済みであることから「－」とする。 

 

 



 

ロ-1-2 

(2) 機械装置類 

 変更前 変更後 
名称 *1 － 

－*7 

遠心分離機（RE- ） 
種類 *2 － － 

最高使用圧力 *3 hPa 960 
最高使用温度 *3 ℃ 40 
流体等の種類 *4 － 気体 UF6 

臨界管理 
核的 
制限値 

濃縮度 % 5 

主
要
寸
法 

上フランジ 肉厚 ㎜  

ケーシング 

胴内径 ㎜  

高さ ㎜  

肉厚 ㎜  

肉厚 ㎜  

下端板 
外径 ㎜  

外周部肉厚 ㎜  

下フランジ 肉厚 ㎜  

ブロック配管 
外径 mm 

 

 

厚さ mm 
 
 

主
要
材
料 

上フランジ －  

ケーシング －  

下フランジ －  

ブロック配管 －  

個数 *5 機 
 
 

取
付
箇
所 

設置床（室名称）*6 － 2Aカスケード室 

注記 *1：記載の適正化。既設工認には「設備機器名称」と記載。 
*2：記載の適正化。既設工認には「型式」と記載。 
*3：記載の適正化。既設工認には「材料・構造（温度，圧力）」と記載。 
*4：記載の適正化。既設工認には「核燃料物質の状態」と記載。 
*5：記載の適正化。既設工認には「台数」と記載。 
*6：記載の適正化。既設工認には「設置場所」と記載。 
*7：金属胴遠心機から新型遠心機への変更であるが，金属胴遠心機については別途申請の

「新規制基準への適合に係る申請（1次～5次申請）の 3次申請」にて撤去することを
申請しており，認可済みであることから「－」とする。 

*8：公称値を示す。 
*9：別紙「アルミニウム合金規格表」参照。 

  



 

 

ロ
-
1
-
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別紙 

 

アルミニウム合金（ ）の機械的性質及び化学成分 

 

材料名 

機械的性質 

引張強さ 

（N/mm2） 

耐力 

（N/mm2） 

伸び 

(%) 

アルミニウム合金 

 
   

 

材料名 

化学成分（wt%） 

Si Fe Cu Mn Mg Cr Zn Ti 
その他 

（個々） 
AL 

アルミニウム合金 

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Pb Bi Be 

 
   

 

  



 

ロ-2-1 

2. 高周波電源設備 

(1) 電気設備 

 変更前 変更後 

名称 *1 － 

－*5 

高周波インバータ

装置 *6 

種類 *2 － 型 

周波数 Hz  

主

要

寸

法 

たて mm 
RE- ：1000 

RE- ：1000 

横 mm 
RE- ：2400 

RE- ：1600 

高さ mm 
RE- ：2250 

RE- ：2250 

個数 *3 台 
RE-  

RE-  

取

付

箇

所 

設置床 

（室名称)*4 
－ 2号高周波電源室 

注記 *1：記載の適正化。既設工認には「設備機器名称」と記載。 
*2：記載の適正化。既設工認には「型式」と記載。 
*3：記載の適正化。既設工認には「台数」と記載。 
*4：記載の適正化。既設工認には「設置場所」と記載。 
*5：金属胴遠心機駆動用から新型遠心機駆動用の高周波インバータ装置への変更であるが，

金属胴遠心機駆動用の高周波インバータ装置については別途申請の「新規制基準への
適合に係る申請（1次～5次申請）の 3次申請」にて撤去することを申請しており，認
可済みであることから「－」とする。 

*6：筐体の主要材料は炭素鋼を使用する。 

  



 

ロ-規-1 

3. 濃縮施設の準拠規格及び基準 

変更前 変更後 

・核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関

する法律 

（昭和 32年 6月 10日法律第 166号） 

・建築基準法 

・建築基準法施行令 

・労働安全衛生法 

（昭和 47年 6月 8日法律第 57号） 

・核燃料物質の加工の事業に関する規則 

（昭和 41年 7月 19日総理府令第 37号） 

・加工施設の位置、構造及び設備の基準に関する

規則 

（平成 25 年 12 月 6 日原子力規制委員会規則

第 17号） 

・加工施設の技術基準に関する規則 

（令和 2年 3月 17日原子力規制委員会規則第

6号） 

・原子力施設の保安のための業務に係る品質管

理に必要な体制の基準に関する規則 

（令和 2年 1月 23日原子力規制委員会規則第

2号） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 

・鋼構造設計規準（日本建築学会） 

・建築設備耐震設計・施工指針（日本建築センタ

ー） 

・各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会） 

・核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関

する規則等の規定に基づく線量限度等を定め

る告示 

（平成 27 年 8 月 31 日原子力規制委員会告示

第 8号） 

 

・核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関

する法律 

（昭和 32年 6月 10日法律第 166号） 

・建築基準法 

・建築基準法施行令 

・労働安全衛生法 

（昭和 47年 6月 8日法律第 57号） 

・核燃料物質の加工の事業に関する規則 

（昭和 41年 7月 19日総理府令第 37号） 

・加工施設の位置、構造及び設備の基準に関する

規則 

（平成 25 年 12 月 6 日原子力規制委員会規則

第 17号） 

・加工施設の技術基準に関する規則 

（令和 2年 3月 17日原子力規制委員会規則第

6号） 

・原子力施設の保安のための業務に係る品質管

理に必要な体制の基準に関する規則 

（令和 2年 1月 23日原子力規制委員会規則第

2号） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 

・鋼構造設計規準（日本建築学会） 

・建築設備耐震設計・施工指針（日本建築センタ

ー） 

・各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会） 

・核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関

する規則等の規定に基づく線量限度等を定め

る告示 

（平成 27 年 8 月 31 日原子力規制委員会告示

第 8号） 

・Deutsches Institüt für Normung（DIN：ドイ

ツ規格協会）※ 

※ Deutsches Institüt für Normung（DIN：ドイツ規格委員会）については、新規制基準への適
合に係る申請（4次申請）にて当該規格を準拠している機器を申請しているものであり、今回の
申請において、当該規格を準拠する機器はない。 
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工事工程表 
 

 



1 
 

今回の工事の工程のうち、全体計画の工事工程表を第１表、施設区分毎の工事工程表を第２表に示す。 

 

第１表 工事工程表（全体計画） 

 2020年度 2021年度 2022年度 

下期 上期 下期 上期 下期 

主要工程 

     

 

  

新型遠心機更新等申請 

年度 

月 項目 

▽ 

使用前事業者検査開始 
☆ 

使用前事業者検査終了 
☆ 

工事完了 
◇ 

 





別添Ⅳ 

 

 

 

 

設計及び工事に係る 

品質マネジメントシステム 
 

 



 

 

目   次 

ページ 

1. 設計及び工事に係る品質マネジメントシステム ··································· Ⅳ-1 

2. 適用範囲・定義 ······························································· Ⅳ-1 

2.1 適用範囲 ·································································· Ⅳ-1 

2.2 定義 ······································································ Ⅳ-1 

3. 設計及び工事の計画における設計，工事及び検査  

に係る品質管理の方法等 ······················································· Ⅳ-1 

3.1 設計，工事及び検査並びに調達に係る組織  

（組織内外の相互関係及び情報伝達含む。） ···································· Ⅳ-1 

3.2 設工認における設計，工事及び検査の各段階とその審査 ························ Ⅳ-2 

3.2.1 設計及び工事のグレード分けの適用 ······································ Ⅳ-2 

3.2.2 設計，工事及び検査の各段階とその審査 ·································· Ⅳ-3 

3.3 設計に係る品質管理の方法 ·················································· Ⅳ-6 

3.3.1 適合性確認対象設備に対する要求事項の明確化 ···························· Ⅳ-6 

3.3.2 各条文の対応に必要な適合性確認対象設備の選定 ·························· Ⅳ-6 

3.3.3 設工認における設計及び設計のアウトプットに対する検証 ·················· Ⅳ-6 

3.3.4 設計における変更 ······················································ Ⅳ-6 

3.4 工事に係る品質管理の方法 ·················································· Ⅳ-6 

3.4.1 設工認に基づく具体的な設備の設計の実施（設計 3） ······················· Ⅳ-6 

3.4.2 具体的な設備の設計に基づく工事の実施 ·································· Ⅳ-7 

3.5 使用前事業者検査の方法 ···················································· Ⅳ-7 

3.5.1 使用前事業者検査での確認事項 ·········································· Ⅳ-7 

3.5.2 使用前事業者検査の計画 ················································ Ⅳ-7 

3.5.3 検査計画の管理 ························································ Ⅳ-8 

3.5.4 容器等の主要な溶接部に係る使用前事業者検査の管理 ······················ Ⅳ-8 

3.5.5 使用前事業者検査の実施 ················································ Ⅳ-8 

3.6 設工認における調達管理の方法 ·············································· Ⅳ-9 

3.6.1 供給者の技術的評価 ···················································· Ⅳ-9 

3.6.2 供給者の選定 ·························································· Ⅳ-9 



 

 

3.6.3 調達製品の調達管理 ···················································· Ⅳ-9 

3.6.4 請負会社他品質監査 ··················································· Ⅳ-10 

3.7 記録，識別管理，トレーサビリティ ········································· Ⅳ-10 

3.7.1 文書及び記録の管理 ··················································· Ⅳ-10 

3.7.2 識別管理及びトレーサビリティ ········································· Ⅳ-11 

3.8 不適合管理 ······························································· Ⅳ-11 

4.  適合性確認対象設備の施設管理 ··············································· Ⅳ-11 

 



 

Ⅳ-1 

1. 設計及び工事に係る品質マネジメントシステム 

当社は，濃縮・埋設事業所加工施設の安全を達成・維持・向上させるため，健全な安全文

化を育成し維持するための活動を行う仕組みを含めた加工施設の設計，工事及び検査段階か

ら運転段階に係る保安活動を確実に実施するための品質マネジメントシステムを確立し，

「濃縮・埋設事業所加工施設保安規定」（以下「保安規定」という。）の品質マネジメントシ

ステム計画（以下「保安規定品質マネジメントシステム計画」という。）に定めている。 

「設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」（以下「設工認品質管理計画」という。）

は，保安規定品質マネジメントシステム計画に基づき，設計及び工事に係る具体的な品質管

理の方法，組織等の計画された事項を示したものである。 

 

2. 適用範囲・定義 

2.1 適用範囲 

設工認品質管理計画は，濃縮・埋設事業所加工施設の設計，工事及び検査に係る保安活動

に適用する。 

 

2.2 定義 

設工認品質管理計画における用語の定義は，以下を除き保安規定品質マネジメントシス

テム計画に従う。 

 

2.2.1 加工規則 

核燃料物質の加工の事業に関する規則（昭和四十一年総理府令第三十七号）をいう。 

 

2.2.2 技術基準規則 

加工施設の技術基準に関する規則（令和二年原子力規制委員会規則第六号）をいう。 

 

2.2.3 適合性確認対象設備 

設計及び工事の計画（以下「設工認」という。）に基づき，技術基準規則への適合性を確

保するために必要となる設備をいう。 

 

3. 設計及び工事の計画における設計，工事及び検査に係る品質管理の方法等 

設工認における設計，工事及び検査に係る品質管理は，設工認品質管理計画及び保安規定

品質マネジメントシステム計画に基づき以下のとおり実施する。 

 

3.1 設計，工事及び検査並びに調達に係る組織（組織内外の相互関係及び情報伝達含む。） 

設計，工事及び検査並びに調達は，濃縮事業部，調達室及び安全・品質本部で構成する体

制で実施する。 

設計，工事及び検査並びに調達に係る組織は，担当する設備に関する設計，工事及び検査

並びに調達について責任と権限を持つ。 
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3.2 設工認における設計，工事及び検査の各段階とその審査 

3.2.1 設計及び工事のグレード分けの適用 

設工認におけるグレード分けは，加工施設の安全上の重要性に応じて以下のとおり行う。 

設計及び工事のグレード分けは，加工施設の安全性確保に係る重要度の観点から，「保

安上重要と判断される改造又は新増設」に係る設計及び工事とそれ以外の設計及び工事に

区分する。なお，設工認に係る設計及び工事は「保安上重要と判断される改造又は新増設」

に該当するため，以降の設計，工事及び検査に係る品質管理の方法を適用し管理する。 

 

 

第 3.2-1 表 加工施設における設計の管理に係るグレード分け 

設計開発の

適用 
対 象 

適用 保安上重要と判断される改造又は新増設に係る設計及び工事 1) 

適用外 上記以外の設計及び工事 

注記 1)：設工認を伴う設計及び工事は「保安上重要と判断される改造又は新増設」の

対象とし，設計開発を一律して適用する。 

 

 

第 3.2-2 表 加工施設における調達の管理に係るグレード分け 

グレード 対 象 

Ⅰ 
施設の基本設計及びそれに係る業務に伴う調達（事業変更許可申請に直接

係る安全解析業務） 

Ⅱ 

①保安上重要と判断される保修，改造，新増設に係る工事及び業務委託1) 

②加工施設及びその他の保安上特に管理を必要とする設備の試験・検査に

係る付帯業務の委託 

③加工施設の操作員と同等の業務を行う業務委託（放射線管理の業務委託

を含む） 

④遠心機の製造 

⑤加工施設及びその他の施設に関する特注品の物品購買 

⑥試験・検査装置の購買 

⑦試験・検査装置の校正の業務委託 

⑧製品の製造設備の新増設に係る工事及び業務委託 

⑨輸送および電力との受託業務を直接社外委託するもの（輸送委託等） 

Ⅲ グレードⅠ及びⅡに該当しない工事，業務委託又は物品購買 

Ⅳ 
製品の実現又は保安に及ぼす影響を全く考慮する必要が無い工事，業務委

託又は物品購買 

注記 1)：設工認に係る設計及び工事の調達は，グレードⅡ（「①保安上重要と判断され

る保修，改造，新増設に係る工事及び業務委託」）を一律して適用する。 
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3.2.2 設計，工事及び検査の各段階とその審査 

設工認における設計，工事及び検査の流れを第 3.2-1 図に示すとともに，設計，工事及

び検査の各段階と保安規定品質マネジメントシステム計画との関係を第 3.2-3 表に示す。 

なお，加工規則第三条の二の二第一項第三号に区分される施設のうち，設工認申請（届

出）が不要な工事を行う場合は，設工認品質管理計画のうち，必要な事項を適用して設計，

工事及び検査を実施し，認可された設工認に記載された仕様及びプロセスのとおりである

こと，技術基準規則に適合していることを確認する。 

設計又は工事を主管する箇所の長及び検査を担当する箇所の長は，第 3.2-3 表に示す

「保安規定品質マネジメントシステム計画の対応項目」ごとのアウトプットに対する審査

（以下「レビュー」という。）を実施するとともに，記録を管理する。 

なお，設計の各段階におけるレビューについては，濃縮事業部で当該設備の設計に関す

る専門家を含めて実施する。 

設工認のうち，容器等の主要な溶接部に対する必要な検査は，「3.3 設計に係る品質管

理の方法」，「3.4 工事に係る品質管理の方法」，「3.5 使用前事業者検査の方法」及び「3.6 

設工認における調達管理の方法」に示す管理（第 3.2-3 表における「3.3.3 (1)基本設計

方針の作成（設計 1）」～「3.6 設工認における調達管理の方法」）のうち，必要な事項を

適用して設計，工事及び検査を実施し，認可された設工認に記載された仕様及びプロセス

のとおりであること，技術基準規則に適合していることを確認する。 
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第 3.2-3 表 設工認における設計，工事及び検査の各段階 

各段階 
保安規定品質マネジメント

システム計画の対応項目 
概 要 

設
計 

3.3 
設計に係る品質管理

の方法 
7.3.1 設計開発計画 

適合性を確保するために必要な

設計を実施するための計画 

3.3.1 

適合性確認対象設備

に対する要求事項の

明確化 7.3.2 設計開発に用いる情

報 

設計に必要な技術基準規則等の

要求事項の明確化 

3.3.2 

各条文の対応に必要

な適合性確認対象設

備の選定 

技術基準規則等に対応するため

の設備・運用の抽出 

3.3.3(1)1） 
基本設計方針の作成

（設計 1） 

7.3.3 設計開発の結果に係

る情報 

要求事項を満足する基本設計方

針の作成 

3.3.3(2)1) 

適合性確認対象設備

の各条文への適合性

を確保するための設

計（設計 2） 

7.3.3 設計開発の結果に係

る情報 

適合性確認対象設備に必要な設

計の実施 

3.3.3(3) 
設計のアウトプット

に対する検証 
7.3.5 設計開発の検証 

基準適合性を確保するための設

計の妥当性のチェック 

3.3.4 1) 設計における変更 
7.3.7 設計開発の変更の管

理 
設計対象の追加や変更時の対応 

工
事
及
び
検
査 

3.4.1 1) 

設工認に基づく具体

的な設備の設計の実

施（設計 3） 

7.3.3 設計開発の結果に係

る情報 

7.3.5 設計開発の検証 

設工認を実現するための具体的

な設計 

3.4.2 
具体的な設備の設計

に基づく工事の実施 
― 

適合性確認対象設備の工事の実

施 

3.5.1 
使用前事業者検査で

の確認事項 
― 

適合性確認対象設備が，認可され

た設工認に記載された仕様及び

プロセスのとおりであること，技

術基準規則に適合していること 

3.5.2 
使用前事業者検査の

計画 
― 

適合性確認対象設備が，認可され

た設工認に記載された仕様及び

プロセスのとおりであること，技

術基準規則に適合していること

を確認する計画と方法の決定 

3.5.3 検査計画の管理 ― 
使用前事業者検査を実施する際

の工程管理 

3.5.4 

容器等の主要な溶接

部に係る使用前事業

者検査の管理 

― 

容器等の主要な溶接部に係る使

用前事業者検査を実施する際の

プロセスの管理 

3.5.5 
使用前事業者検査の

実施 

7.3.6 設計開発の妥当性確

認 

8.2.4 機器等の検査等 

適合性確認対象設備が，認可され

た設工認に記載された仕様及び

プロセスのとおりであること，技

術基準規則に適合していること

を確認 

調
達 

3.6 
設工認における調達

管理の方法 

7.4 調達 

8.2.4 機器等の検査等 

適合性確認に必要な，設計，工事

及び検査に係る調達管理 

注記 1)：「3.2.2 設計，工事及び検査の各段階とその審査」で述べている「設計の各段階

におけるレビュー」の各段階を示す。 
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3.3 設計に係る品質管理の方法 

3.3.1 適合性確認対象設備に対する要求事項の明確化 

設計を主管する箇所の長は，設工認における技術基準規則等への適合性を確保するため

に必要な要求事項を明確にする。 

 

3.3.2 各条文の対応に必要な適合性確認対象設備の選定 

設計を主管する箇所の長は，設工認に関連する工事において，追加・変更となる適合性

確認対象設備（運用を含む。）に対する技術基準規則への適合性を確保するために，実際に

使用する際の系統・構成で必要となる設備・運用を含めて，適合性確認対象設備として抽

出する。 

 

3.3.3 設工認における設計及び設計のアウトプットに対する検証 

設計を主管する箇所の長は，適合性確認対象設備の技術基準規則等への適合性を確保す

るための設計を以下のとおり実施する。 

(1)基本設計方針の作成（設計 1） 

「設計 1」として，技術基準規則等の適合性確認対象設備に必要な要求事項を基に，必

要な設計を漏れなく実施するための基本設計方針を明確化する。 

 

(2)適合性確認対象設備の各条文への適合性を確保するための設計（設計 2） 

「設計 2」として，「設計 1」で明確にした基本設計方針を用いて適合性確認対象設備

に必要な詳細設計を実施する。 

なお，詳細設計の品質を確保する上で重要な活動となる「調達による解析」及び「手計

算による自社解析」について，個別に管理事項を計画し信頼性を確保する。 

 

(3)設計のアウトプットに対する検証 

設計を主管する箇所の長は，設計 1 及び設計 2 の結果について，適合性確認を実施し

た者の業務に直接関与していない者に検証を実施させる。 

 

3.3.4 設計における変更 

設計を主管する箇所の長は，設計の変更が必要となった場合，各設計結果のうち，影響

を受けるものについて必要な設計を実施し，設計結果を必要に応じ修正する。 

 

3.4 工事に係る品質管理の方法 

工事を主管する箇所の長は，工事段階において，設工認に基づく設備の具体的な設計（設

計 3），その結果を反映した設備を導入するために必要な工事を以下のとおり実施する。 

また，これらの活動を調達する場合は，「3.6 設工認における調達管理の方法」を適用し

て実施する。 

 

3.4.1 設工認に基づく具体的な設備の設計の実施（設計 3） 

工事を主管する箇所の長は，工事段階において，以下のいずれかにより，設工認に基づ
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く製品実現のための設備の具体的な設計（設計 3）を実施する。 

・自社で設計する場合 

・「設計 3」を工事を主管する箇所の長が調達し，調達管理として「設計 3」を管理する

場合 

 

3.4.2 具体的な設備の設計に基づく工事の実施 

工事を主管する箇所の長は，設工認に基づく設備を設置するための工事を，「工事の方

法」に記載された工事の手順並びに「3.6 設工認における調達管理の方法」に従い実施す

る。 

 

3.5 使用前事業者検査の方法 

使用前事業者検査は，適合性確認対象設備が，認可された設工認に記載された仕様及び

プロセスのとおりであること，技術基準規則に適合していることを確認するため，保安規

定に基づく使用前事業者検査を計画し，独立性を確保した検査体制の下，実施する。 

 

3.5.1 使用前事業者検査での確認事項 

使用前事業者検査は，適合性確認対象設備が，認可された設工認に記載された仕様及び

プロセスのとおりであること，技術基準規則に適合していることを確認するために以下の

項目について検査を実施する。 

① 実設備の仕様の適合性確認 

② 実施した工事が，「3.4.1 設工認に基づく具体的な設備の設計の実施（設計 3）」及び

「3.4.2 具体的な設備の設計に基づく工事の実施」に記載したプロセス並びに「工

事の方法」のとおり行われていること。 

これらの項目のうち，①を第 3.5-1 表に示す検査として，②を品質マネジメントシステ

ムに係る検査（以下「QA検査」という。）として実施する。 

②については，工事全般に対して実施するものであるが，工事実施箇所が「3.5.4 容器

等の主要な溶接部に係る使用前事業者検査の管理」を実施する場合は，工事実施箇所が実

施する溶接に関するプロセス管理が適切に行われていることの確認を QA 検査に追加する。 

また，QA 検査では上記②に加え，上記①のうち工事実施箇所が実施する検査の記録の信

頼性確認を行い，設工認に基づく検査の信頼性を確保する。 

 

3.5.2 使用前事業者検査の計画 

検査を担当する箇所の長は，適合性確認対象設備が，認可された設工認に記載された仕

様及びプロセスのとおりであること，技術基準規則に適合していることを確認するため，

使用前事業者検査を計画する。 

使用前事業者検査は，「工事の方法」に記載された使用前事業者検査の項目及び方法並

びに第 3.5-1 表に定める要求種別ごとに確認項目，確認視点及び主な検査項目を基に計画

する。 

適合性確認対象設備のうち，技術基準規則上の措置（運用）に必要な設備についても，

使用前事業者検査を計画する。 
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また，使用前事業者検査の実施に先立ち，設計結果に関する具体的な検査概要及び判定

基準を使用前事業者検査の方法として明確にする。 

 

3.5.3 検査計画の管理 

検査を担当する箇所の長は，使用前事業者検査を適切な段階で実施するため，関係箇所

と調整の上，検査計画を作成する。 

また，使用前事業者検査の実施時期及び使用前事業者検査が確実に行われることを適切

に管理する。 

 

3.5.4 容器等の主要な溶接部に係る使用前事業者検査の管理 

容器等の主要な溶接部に係る検査を担当する箇所の長は，溶接が特殊工程であることを

踏まえ，工程管理等の計画を策定し，溶接施工工場におけるプロセスの適切性の確認及び

監視を行う。 

また，溶接継手に対する要求事項は，溶接部詳細一覧表（溶接方法，溶接材料，溶接施

工法，熱処理条件，検査項目等）により管理し，これに係る関連図書を含め，業務の実施

に当たって必要な図書を溶接施工工場に提出させ，それを審査，承認し，必要な管理を実

施する。 

 

3.5.5 使用前事業者検査の実施 

使用前事業者検査は，検査要領書の作成，体制の確立を行い実施する。 

ａ．使用前事業者検査の独立性確保 

使用前事業者検査は，当該使用前事業者検査の対象となる機器等の工事に関与してい

ない要員に実施させることにより，独立性を確保して実施する。 

 

ｂ．使用前事業者検査の体制 

使用前事業者検査の体制は，検査要領書で明確にする。 

 

ｃ．使用前事業者検査の検査要領書の作成 

検査を担当する箇所の長は，適合性確認対象設備が，認可された設工認に記載された

仕様及びプロセスのとおりであること，技術基準規則に適合していることを確認するた

め「3.5.2 使用前事業者検査の計画」で決定した確認方法を基に，使用前事業者検査を

実施するための検査要領書を作成し，検査実施責任者が制定する。 

実施する検査が代替検査となる場合は，代替による使用前事業者検査の方法を決定す

る。 

 

ｄ．使用前事業者検査の実施 

検査実施責任者は，検査を担当する箇所の長の依頼を受け，検査要領書に基づき，確立

された検査体制の下で，使用前事業者検査を実施する。 
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第 3.5-1 表 要求事項に対する確認項目及び確認の視点 

要求種別 確認項目 確認視点 主な検査項目 

設
備 

設
計
要
求 

設
置
要
求 

名称，取付箇所，個数，

設置状態，保管状態 

設計要求どおりの名

称，取付箇所，個数で

設置されていること

を確認する。 

外観検査 

据付・外観検査 

状態確認検査 

機
能
要
求 

材料，寸法，耐圧・漏

えい等の構造，強度に

係る仕様（仕様表） 

仕様表の記載どおり

であることを確認す

る。 

材料検査 

構造検査 

強度検査 

外観検査 

寸法検査 

耐圧・漏えい検査 

据付・外観検査 

機能・性能検査 

状態確認検査 

系統構成，系統隔離，

可搬設備の接続性 

実際に使用できる系

統構成になっている

ことを確認する。 

上記以外の所要の機

能要求事項 

目的とする機能・性能

が発揮できることを

確認する。 

評
価
要
求 

解析書のインプット

条件等の要求事項 

評価条件を満足して

いることを確認する。 

内容に応じて，設置要

求，機能要求の検査を

適用 

運
用 

運
用
要
求 

手順確認 

（保安規定） 

手順化されているこ

とを確認する。 

状態確認検査 

 

 

3.6 設工認における調達管理の方法 

設工認で行う調達管理は，保安規定品質マネジメントシステム計画に基づき以下に示す

管理を実施する。 

 

3.6.1 供給者の技術的評価 

契約を主管する箇所の長は，供給者が当社の要求事項に従って調達製品を供給する技術

的な能力を有することを判断の根拠として供給者の技術的評価を実施する。 

 

3.6.2 供給者の選定 

調達を主管する箇所の長は，設工認に必要な調達を行う場合，原子力安全に対する影響

や供給者の実績等を考慮し，「3.2.1 設計及び工事のグレード分けの適用」に示す重要度

に応じてグレード分けを行い管理する。 

 

3.6.3 調達製品の調達管理 

業務の実施に際し，原子力安全に及ぼす影響に応じて，調達管理に係るグレード分けを

適用する。 
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ａ．調達文書の作成 

調達を主管する箇所の長は，業務の内容に応じ，保安規定品質マネジメントシステム

計画に示す調達要求事項を含めた調達文書（以下「仕様書」という。）を作成し，供給者

の業務実施状況を適切に管理する。（「ｂ．調達製品の管理」参照） 

調達を主管する箇所の長は，一般産業用工業品を原子力施設に使用するに当たって，

当該一般産業用工業品に係る情報の入手に関する事項及び調達を主管する箇所の長が供

給先で検査を行う際に原子力規制委員会の職員が同行して工場等の施設に立ち入る場合

があることを供給者へ要求する。 

 

ｂ．調達製品の管理 

調達を主管する箇所の長は，仕様書で要求した製品が確実に納品されるよう調達製品

が納入されるまでの間，製品に応じた必要な管理を実施する。 

 

ｃ．調達製品の検証 

調達を主管する箇所の長又は検査を担当する箇所の長は，調達製品が調達要求事項を

満たしていることを確実にするために調達製品の検証を行う。 

調達を主管する箇所の長は，供給先で検証を実施する場合，あらかじめ仕様書で検証

の要領及び調達製品のリリースの方法を明確にした上で，検証を行う。 

 

3.6.4 請負会社他品質監査 

供給者に対する監査を主管する箇所の長は，供給者の品質マネジメントシステムに係る

活動及び健全な安全文化を育成し維持するための活動が適切で，かつ，確実に行われてい

ることを確認するために，請負会社他品質監査を実施する。 

 

3.7 記録，識別管理，トレーサビリティ 

3.7.1 文書及び記録の管理 

ａ．適合性確認対象設備の設計，工事及び検査に係る文書及び記録 

設計，工事及び検査に係る組織の長は，設計，工事及び検査に係る文書及び記録を，保

安規定品質マネジメントシステム計画に示す規定文書に基づき作成し，これらを適切に

管理する。 

 

ｂ．供給者が所有する当社の管理下にない設計図書を設計，工事及び検査に用いる場合の

管理 

設工認において供給者が所有する当社の管理下にない設計図書を設計，工事及び検査

に用いる場合，供給者の品質保証能力の確認，かつ，対象設備での使用が可能な場合にお

いて，適用可能な図書として扱う。 

 

ｃ．使用前事業者検査に用いる文書及び記録 

使用前事業者検査として，記録確認検査を実施する場合に用いる記録は，上記ａ，ｂを

用いて実施する。 



 

Ⅳ-11 

 

3.7.2 識別管理及びトレーサビリティ 

ａ．計測器の管理 

設計又は工事を主管する箇所の長及び検査を担当する箇所の長は，保安規定品質マネ

ジメントシステム計画に従い，設計及び工事，検査で使用する計測器について，校正・検

証及び識別等の管理を実施する。 

 

ｂ．機器，弁及び配管等の管理 

工事を主管する箇所の長は，機器，弁及び配管等について，保安規定品質マネジメント

システム計画に従った管理を実施する。 

 

3.8 不適合管理 

設工認に基づく設計，工事及び検査において発生した不適合については，保安規定品質

マネジメントシステム計画に基づき処置を行う。 

 

4. 適合性確認対象設備の施設管理 

適合性確認対象設備の施設管理については，保安規定に規定する施設管理に基づき業務を

実施する。 
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1. 概要 

本資料は，「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（以下「法」という。）

第 16 条第 1項の許可を受けたところによる設計及び工事の計画であることが，法第 16 条の 2

第 3項第 1号で認可基準として規定されており，当該基準に適合することを説明するものであ

る。 

 

2. 基本方針 

設計及び工事の計画が加工事業変更許可申請書（以下「事業変更許可申請書」という。）の基

本方針に従った詳細設計であることを，事業変更許可申請書との整合性により示す。 

事業変更許可申請書との整合性は，事業変更許可申請書「本文（三号）」と設計及び工事の計

画のうち「基本設計方針」及び「機器等の仕様に関する記載事項」（以下「仕様表」という。）に

ついて示す。 

また，事業変更許可申請書「添付書類五」のうち「本文（三号）」に係る詳細設計を記載して

いる箇所については，事業変更許可申請書「本文（三号）」の関連情報として記載する。 

なお，事業変更許可申請書の基本方針に記載がなく，設計及び工事の計画において詳細設計

を行う場合は，事業変更許可申請書に抵触するものではないため，本資料には記載しない。 

 

3. 説明書の構成 

(1) 説明書の構成は比較表形式とし，左欄から「事業変更許可申請書（本文）」，「事業変更許可

申請書（添付書類五）」，「設工認申請書」，「整合性」及び「備考」を記載する。 

(2) 説明書の記載順は，事業変更許可申請書「本文（三号）」に記載する順とする。 

(3) 事業変更許可申請書と設計及び工事の計画の記載が同等の箇所には，実線のアンダーライ

ンで明示する。記載等が異なる場合には破線のアンダーラインを引くとともに，設計及び工

事の計画が事業変更許可申請書と整合していることを明示する。 

(4) 事業変更許可申請書「本文（三号）」との整合性に関する補足説明は原則として「整合性」

欄に記載するが，欄内に記載しきれないものについては別途，二重枠囲みにより記載する。 

(5) 事業変更許可申請書「添付書類五」については，上記(3)において設計及び工事の計画にア

ンダーラインを引いた箇所について，同等の記載箇所には実線，記載箇所が異なる箇所には

破線のアンダーラインを引いて明示する。 
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4. 加工事業変更許可との整合性 

 



 

 

 

（
１
）
-
1-イ

-1 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類五） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

一、加工施設の位置、構造及び設備 

 

 

 

 

 

イ 加工施設の位置 

六ヶ所ウラン濃縮工場加工施設（以下「本施設」と

いう。）がある日本原燃株式会社濃縮・埋設事業所（以

下「事業所」という。）は、青森県の北東部に位置する

下北半島南部の上北郡六ヶ所村大石平にある標高 30

～60m の丘陵地帯にあり、事業所南側は尾駮沼に面し

ている。事業所から近接集落の野附地区までの距離は

約 1.5km、青森県青森市及び三沢市までの距離は、そ

れぞれ約 50km 及び約 30km である。敷地付近概要図を

第 1図に示す。 

（イ）敷地の面積及び形状 

事業所の敷地は、面積約 340 万 m2で、東西に長

い形状である。本施設は、事業所内の北東部に位

置する。 

（ロ）敷地内における主要な加工施設の位置 

敷地内の本施設の主要な建物は、中央操作棟、

1号発回均質棟、2号発回均質棟、1号カスケード

棟及び 2 号カスケード棟より構成されるウラン濃

縮建屋、Aウラン貯蔵庫、Bウラン貯蔵庫、ウラン

貯蔵・廃棄物庫及び搬出入棟より構成されるウラ

ン貯蔵・廃棄物建屋、Aウラン濃縮廃棄物建屋、B

ウラン濃縮廃棄物建屋、使用済遠心機保管建屋及

び補助建屋である。 

敷地北東部には中央操作棟が位置し、その東側

に 1 号発回均質棟、さらに東側に 1号カスケード

棟が隣接している。また、中央操作棟の西側に 2

号発回均質棟が位置し、2 号発回均質棟の南側に

2号カスケード棟が隣接している。 

中央操作棟の北側には補助建屋があり、架空の

渡り廊下で接続されている。中央操作棟の南側に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）第三号一，イ項

において，設工認申請

書の内容は，以下の通

り整合している。 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）において許可

を受けた「イ 加工施

設の位置」は，本設工認

の対象外である。 
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は A ウラン貯蔵庫があり、地上部の渡り廊下で接

続されている。 

A ウラン貯蔵庫の東側に搬出入棟、その東側に

A ウラン濃縮廃棄物建屋、さらに東側に使用済遠

心機保管建屋が隣接しており、A ウラン濃縮廃棄

物建屋の南側に B ウラン濃縮廃棄物建屋が隣接し

ている。また、A ウラン貯蔵庫の西側に B ウラン

貯蔵庫、さらに西側にウラン貯蔵・廃棄物庫が隣

接している。 

敷地内配置概要図及び加工施設一般配置概要図

を第 2図及び第 3図に示す。 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類五） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

ロ 加工施設の一般構造

ロ－①本施設で取り扱う核燃料物質及びその取り

扱いについては、以下の特徴を有している。 

・本施設で取り扱う核燃料物質は未照射ウランであ

り、製品の最高濃縮度は 5%の低濃縮ウランである

ため、放射能は低い。

・本施設で取り扱う核燃料物質の化学形態は六ふっ

化ウラン（UF6）であり、水分との反応によりふっ

化ウラニル（UO2F2）に変化するとともに、有毒な

ふっ化水素（HF）を発生することから、鋼製の容

器、配管等の密封系統で大気及び水との接触がな

いように UF6を取り扱う。

・UF6は、常温で固体であり、約 56℃で固体から気体

となり（昇華点）、約 64℃で固体、液体、気体の三

相の状態（三重点）になる特性を利用し、本施設

では、UF6を加熱・冷却することによりガス移送・

回収、濃縮、液化均質処理を行う。 

・UF6の液化均質操作時を除き、原料シリンダ、製品

シリンダ、廃品シリンダ、中間製品容器（以下「UF6

シリンダ類」という。）及び付着ウラン回収容器に

より常温で貯蔵している状態を含め、系統内は全

て大気圧未満（固体と大気圧未満の気体）の状態

にある。 

以上の UF6 の特徴及び取扱形態を踏まえたうえで、

本施設は、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制

に関する法律」（以下「原子炉等規制法」という。）等

の関係法令の要求を満足するよう、以下の基本方針に

基づく構造とする。 

本施設は、安全性を確保するために、異常の発生を

防止すること、仮に異常が発生したとしてもその波及、

拡大を抑制すること、さらに、異常が拡大すると仮定

してもその影響を緩和することとする「深層防護」の

事業変更許可申請書

（本文）第三号一，ロ項

において，設工認申請

書の内容は，以下のと

おり整合している。 

事業変更許可申請書

（本文）において許可

を受けたロ－①は，本

設工認の対象外であ

る。 
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事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類五） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

考え方を適切に採用した設計とする。加えて、高い水

準の安全性を追求し、可能な限り放射性物質漏えいの

発生リスクを低減することを目標に安全設計を行い、

設計基準を上回る条件でも設備及び機器が大きな損傷

を起こすことのないように安全上の裕度を確保し、放

射性物質を施設内に閉じ込めることを基本とした設計

方針とする。 

これにより、安全上重要な施設の要否を実効線量に

より評価した結果、設計基準事故を超えるような条件

を想定したとしても、工場等周辺の公衆の実効線量は

0.1mSv であり、「加工施設の位置、構造及び設備の基

準に関する規則」において過度の放射線被ばくのおそ

れとして規定されている 5mSv を十分下回ることから、

本施設においては、安全上重要な施設の選定は不要で

ある。 

したがって、本施設は、重大事故の発生は想定され

ないが、設計を上回る重大事故に至るおそれがある事

故が発生した場合においても必要な措置を講じる設計

とする。 

また、本施設は、平常時において、周辺監視区域外

の公衆の線量及び従事者の線量が「原子炉等規制法」

に基づき定められている線量限度を超えない設計とす

る。さらに、公衆の線量については、合理的に達成で

きる限り低くなる設計とする。 

 

 

（イ）核燃料物質の臨界防止に関する構造 

 

本施設は、遠心分離法により天然ウランから濃

縮度 5%以下の低濃縮ウランを製造する施設であ

り、UF6を核分裂性物質密度が小さい気体状で濃縮

し、固体状の UF6 は減速材及び反射材となる水と

の接触がない状態で取り扱うことから、臨界安全

上の核的制限値を有する機器の有無によらず、臨

界が発生するおそれはない。また、設計を上回る

技術的に見て発生し得るいかなる条件においても

臨界の発生は想定されないことから、臨界安全上

の安全上重要な施設はないが、濃縮ウランを取り

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 臨界安全設計 

（イ）基本的な考え方 

本施設は、遠心分離法により天然ウランから濃縮

度 5%以下の低濃縮ウランを製造する施設であり、UF6

を気体状で濃縮することから、核分裂性物質密度

（235U 原子個数密度）から臨界が発生することはな

く、固体状の UF6 は中性子の吸収効果のある鋼製容

器等に密封して取り扱い、通常は減速材及び反射材

となる水との接触がないことから、臨界の発生条件

が整うことはない。仮に濃縮度の異常が発生しても、

カスケード設備の性能上、濃縮度の上限は 10%程度

に限られ、機器の損傷等による水分を含む大気の流

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

1. 核燃料物質の臨界防止 

1.1 臨界防止に関する基本方針 

本施設は，遠心分離法により天然ウランから濃縮度

5 %以下の低濃縮ウランを製造する施設であり，UF6を核

分裂性物質密度が小さい気体状で濃縮し，固体状の UF6

は減速材及び反射材となる水との接触がない状態で取り

扱うことから，臨界安全上の核的制限値を有する機器の

有無によらず，臨界が発生するおそれはない。また，設

計を上回る技術的に見て発生し得るいかなる条件におい

ても臨界の発生は想定されないことから，臨界安全上の

安全上重要な施設はないが，濃縮ウランを取り扱うとい

う観点から，以下の対策を講じる設計とする。 
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扱うという観点から、以下の対策を講じる設計と

する。 

既許可申請の設計を維持し、通常時に予想され

る機器等の単一の故障若しくはその誤作動又は運

転員の単一の誤操作を想定した場合に、核燃料物

質が臨界に達するおそれがないようにするため

に、核燃料物質の臨界防止に係る基本方針を以下

のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本施設で取り扱う核燃料物質は、天然ウラン、

濃縮ウラン及び劣化ウランとし、このうち濃

縮度 0.95%以上の濃縮ウランを内包する可能

性のある設備及び機器を臨界管理の対象とす

る。 

 

 

 

・核燃料物質の取扱い上の一つの単位を単一ユ

入や濃縮 UF6 を収納する容器等が冠水し、完全水反

射の条件となっても中性子実効増倍率は 0.95 以上

とならないことから、核的制限値を有する機器の有

無によらず、技術的に見て発生し得るいかなる条件に

おいても臨界が発生することはない。 

また、機器の構造上、固体状の UF6 を収納する容

器等の内部へ水が浸入することはなく、仮に水の浸

入があった場合でも、固体状のUF6の表面にはUO2F2の

皮膜が形成され、UF6と水は容易に混ざることがないた

め、臨界となるUO2F2水溶液を形成することもない。 

さらに、大気圧以上の圧力で UF6 を取り扱う均質

槽から UF6 が漏えいし、この時に溢水が同時発生し

た場合には、UF6 と水が混ざる可能性があるが、UF6

と漏水は拡散していくため、核燃料物質（UF6）が一

定の形状を保持し、中性子が体系外に漏れ出すこと

のない完全反射の条件は成立しない（臨界に必要な

濃度及び量の UO2F2 水溶液は生成されない）ことか

ら、本施設で技術的に見て発生し得る条件では臨界

の発生は想定されない。 

これより、通常時に予想される機器等の単一の故

障若しくはその誤作動又は運転員の単一の誤操作を

想定した場合に、核燃料物質が臨界に達するおそれ

がないようにする。 

このために、核的制限値の設定は不要であるが、

濃縮ウランを取り扱うという観点から、以下の臨界

安全設計を行う。 

 

（ロ）臨界管理の基準 

(1) 臨界管理対象設備及び機器の選定 

本施設で取り扱う核燃料物質は、天然ウラン、濃

縮ウラン及び劣化ウランとし、このうち濃縮度

0.95%以上の濃縮ウランを内包する可能性のある設

備及び機器を臨界管理の対象とする｡ 

＜中略＞ 

 

（イ）基本的な考え方 

(1) 単一ユニットの臨界安全 

核燃料物質の取扱い上の一つの単位を単一ユニット

 

 

既許可申請の設計を維持し，通常時に予想される機器

等の単一の故障若しくはその誤作動又は運転員の単一の

誤操作を想定した場合に，核燃料物質が臨界に達するお

それがないようにするために，核燃料物質の臨界防止に

係る基本方針を以下のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本施設で取り扱う核燃料物質は，天然ウラン，濃縮ウ

ラン及び劣化ウランとし，このうち濃縮度 0.95 %以

上の濃縮ウランを内包する可能性のある設備及び機器

を臨界管理の対象とする。 

 

 

 

 

・核燃料物質の取扱い上の一つの単位を単一ユニットと
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ニットとし、臨界管理の対象に選定する設備

及び機器は、濃縮度、減速度及び形状寸法の

核的制限値を定め、濃縮度と減速度及び濃縮

度と形状寸法管理を組み合わせて管理する。 

 

 

 

 

 

・核的制限値の設定に当たっては、取り扱うウ

ランの化学的組成、濃縮度、密度、幾何学的形

状及び減速条件を考慮し、中性子の減速、吸

収及び反射の各条件を仮定し、かつ、測定又

は計算による誤差等を考慮して十分な裕度を

見込む。 

 

 

・二つ以上の単一ユニットの配列については、

十分な離隔距離を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

・核的制限値の維持管理については、起こると

は考えられない独立した二つ以上の異常が同

時に起こらない限り臨界に達しない設計とす

る。 

 

 

 

 

・溢水が発生した場合においても、核燃料物質

を容器等に密封して取り扱うことから水に直

接接することはないこと及びそれら核燃料物

質を内包する設備及び機器が没水しても、臨

とし、臨界管理の対象に選定する設備及び機器は、濃

縮度、減速度及び形状寸法の核的制限値を定め、濃縮

度と減速度及び濃縮度と形状寸法管理を組み合わせて

管理する。 

＜中略＞ 

 

（イ）基本的な考え方 

 (1) 単一ユニットの臨界安全 

＜中略＞ 

核的制限値の設定に当たっては、取り扱うウランの

化学的組成、濃縮度、密度、幾何学的形状及び減速条

件を考慮し、中性子の減速、吸収及び反射の各条件を

仮定し、かつ、測定又は計算による誤差等を考慮して

十分な裕度を見込む。 

＜中略＞ 

 

(2) 複数ユニットの臨界安全 

本施設における二つ以上の単一ユニット（以下「複

数ユニット」という。）の配列については、十分な離

隔距離を確保する。 

＜中略＞ 

 

 

 

(1) 単一ユニットの臨界安全 

＜中略＞ 

核的制限値の維持管理については、起こるとは考え

られない独立した二つ以上の異常が同時に起こらない

限り臨界に達しない設計とする。 

 

 

 

（ロ）臨界管理の基準 

(4) その他 

溢水が発生した場合においても、核燃料物質を容器

等に密封して取り扱うことから水に直接接することは

ないこと及びそれら核燃料物質を内包する設備及び機

器が没水しても、臨界に達しない設計とする。 

し，臨界管理の対象に選定する設備及び機器は，濃縮

度，減速度及び形状寸法の核的制限値を定め，濃縮度

と減速度及び濃縮度と形状寸法管理を組み合わせて管

理する。 

 

 

 

 

 

・核的制限値の設定に当たっては，取り扱うウランの化

学的組成，濃縮度，密度，幾何学的形状及び減速条件

を考慮し，中性子の減速，吸収及び反射の各条件を仮

定し，かつ，測定又は計算による誤差等を考慮して十

分な裕度を見込む。 

 

 

 

・二つ以上の単一ユニットの配列については，十分な離

隔距離を確保し，ユニット相互間の距離の実効増倍率

が 0.95 以下となる配置とする。 

 

 

 

 

 

 

・核的制限値の維持管理については，起こるとは考えら

れない独立した二つ以上の異常が同時に起こらない限

り臨界に達しない設計とする。 

 

 

 

 

 

・溢水が発生した場合においても，核燃料物質を容器等

に密封して取り扱うことから水に直接接することはな

いこと及びそれら核燃料物質を内包する設備及び機器

が没水しても，臨界に達しない設計とする。 
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界に達しない設計とする。 

 

 

 

 

・本施設には、臨界及びその継続性を検知する

ことができる臨界警報装置（γ線検出器）を

設置する。 

 

 

 

 

（ロ）放射線の遮蔽に関する構造 

本施設は、施設の特徴として、取り扱う核燃料

物質（未照射ウラン）の放射能が比較的低いこと

を踏まえ、ロ（ロ）－①以下の方針とする。 

周辺監視区域外の線量及び従事者の線量が、「核

原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規

則等の規定に基づく線量限度等を定める告示（平

成 27 年 8 月 31 日原子力規制委員会告示第 8号）」

（以下「線量告示」という。）で定められた線量限

度を超えないことはもとより、公衆の被ばく線量

及び従事者が立ち入る場所における線量を合理的

に達成できる限り低くするための対策を講じる。 

 

 

 

(1) 本施設は、通常時において直接線及びスカイシ

ャイン線による本施設周辺の線量が十分に低減で

きるようにするため、取り扱う放射性物質の量を

考慮し、放射線の低減効果のある建屋、設備及び

機器に核燃料物質等を収納する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本施設は，臨界質量以上のウラン又はプルトニウムを

取り扱う加工施設ではないため，技術基準規則第 4条

第 3項で臨界警報設備その他の臨界事故を防止するた

めに必要な設備の設置が要求される施設に該当しない

が，当該項を参考として臨界及びその継続性を検知す

ることができる臨界警報装置（γ線検出器）を設置す

る。 

 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

7. 遮蔽 

7.1 遮蔽設計の基本方針 

本施設は，施設の特徴として，取り扱う核燃料物質（未

照射ウラン）の放射能が比較的低いことを踏まえ，周辺

監視区域外の線量及び従事者の線量が，「核原料物質又は

核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく

線量限度等を定める告示（平成 27 年 8 月 31 日原子力規

制委員会告示第 8号）」（以下「線量告示」という。）で定

められた線量限度を超えないことはもとより，公衆の被

ばく線量及び従事者が立ち入る場所における線量を合理

的に達成できる限り低くするための対策を講じる。 

なお，本施設には外部放射線による放射線障害を防止

する必要がある場所はないため，遮蔽設備は設置しな

い。 

詳細を以下に示す。 

 

(1) 本施設は，通常時において直接線及びスカイシャイ

ン線による本施設周辺の線量が十分に低減できるよう

にするため，取り扱う放射性物質の量を考慮し，放射

線の低減効果のある建屋，設備及び機器に核燃料物質

等を収納する設計とする。また，建屋には窓等の開口

部を設けないようにするとともに，配管等の壁貫通部

は，鉄板を設置する等の処理をして放射線を遮蔽する

設計とする。 

本施設から直接線及びスカイシャイン線による工場

等周辺の線量が線量告示で定められた線量限度を十分

下回ることについては，線量評価により確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）のロ（ロ）－①

は，次段以降に示す。 
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(2) 本施設は、従事者の作業環境上、特別な遮蔽を

必要としないが、管理区域における線量管理及び

作業管理により、従事者への放射線影響を可能な

限り低減する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 設計基準事故時においては、管理区域内の線量

率が十分低いため、従事者が迅速な対応をするた

めに必要な操作ができる。 

 

 

 

 

（ハ）核燃料物質等の閉じ込めに関する構造 

本施設は、以下のとおり、ウランを内包する設

備及び機器からの漏えいを防止し、漏えいが発生

した場合でも可能な限り建屋内に閉じ込める設計

とし、本施設周辺の公衆に影響を与えない設計と

するとともに、UF6が漏えいした場合に、その影響

から従事者を保護する設計とする。 

 

 

 

 

 

ヘ その他の安全設計 

（ワ）放射性物質の移動に対する考慮 

（2）放射線遮蔽 

＜中略＞ 

なお、UF6シリンダ類、付着ウラン回収容器及びケ

ミカルトラップ（NaF）の移動等のために線源に近接

する作業を行う場合は、作業管理により従事者の被

ばく線量を低減する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホ 閉じ込めの機能に関する安全設計 

本施設は、ウランを直接内包する系統及び機器からの

漏えいを防止し、漏えいが発生した場合でも可能な限り

建屋内に閉じ込める設計とし、本施設周辺の公衆に影響

を与えない設計とするとともに、UF6の漏えいから従事

者を保護する設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

（ヌ）液体廃棄物の漏えい防止に対する考慮 

 

 

 

 

(2) 本施設は，従事者の作業環境上，特別な遮蔽を必要

としないが，以下の管理区域における線量管理及び作

業管理により，従事者への放射線影響を可能な限り低

減する設計とする。管理区域における線量管理及び作

業管理については，加工施設保安規定に定めて管理す

る。 

・核燃料物質の取扱い形態を踏まえ，管理区域は，第

1種管理区域と第2種管理区域に区分するとともに，

線量当量率並びに表面密度及び空気中の放射性物質

濃度に応じて区域管理する。 

・現場の作業が必要最小限となるよう，中央制御室か

ら設備の運転状態の監視・操作等を実施できる設計

とし，放射線業務従事者への放射線影響を可能な限

り低減する。 

 

・設計基準事故時においては，管理区域内の線量率が

十分低いため，従事者が迅速な対応をするために必

要な操作ができる。 

 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

4. 閉じ込めの機能 

4.1 閉じ込め 

本施設は，以下のとおり，ウランを内包する設備及び

機器からの漏えいを防止し，漏えいが発生した場合でも

可能な限り建屋内に閉じ込める設計とし，本施設周辺の

公衆に影響を与えない設計とするとともに，UF6が漏えい

した場合に，その影響から従事者を保護する設計とする。

「第十条 閉じ込めの機能」に関するインターロックに

ついては「第十八条 警報設備等」の基本設計方針に基

づく設計とする。 

＜中略＞ 

 

4.1.4 液体廃棄物の漏えい防止 
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(1) ウランを内包する設備及び機器は、放射性物質

を密封して取り扱うことにより、閉じ込め機能を

確保するため以下のとおりの設計とする。 

 

 

・ウランを内包する設備及び機器は、UF6等の取

り扱う物質に対して耐腐食性を有する材料を

使用し、取扱い圧力に応じた耐圧気密性を確

保して放射性物質の漏えいを防止する設計と

する。 

 

 

 

 

・液化操作時に大気圧以上の圧力となる中間製品

容器は耐圧気密性を有する均質槽に収納すると

ともに、中間製品容器と接続する高圧配管部は

当該配管を覆うカバー（以下「配管カバー」と

いう。）を設置する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理廃水処理設備の貯槽類は、廃水の漏えいを防

止するとともに、万一、漏えいした場合でも、漏え

いの拡大を防止するために、必要に応じて次の各項

を考慮した設計とする。 

＜中略＞ 

 

ホ 閉じ込めの機能に関する安全設計 

＜中略＞ 

既許可申請の設計を維持し、放射性物質を限定された区

域に閉じ込めるための機能に係る本施設の設計の基本方針

は、以下のとおりである。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ニ）均質・ブレンディング設備 

(12) UF6を大気圧以上で取り扱う機器及び配管は、以

下の UF6の漏えいに対する措置を講じる。 

④ 均質槽の液化操作において、大気圧以上の圧力で

UF6を取り扱う配管部には、配管カバーを設ける。 

 

 

 

(13) 本工程の UF6の漏えい対策として、前記のとおり

均質槽の液化操作において、大気圧以上の圧力で

UF6 を取り扱う配管部には、配管カバーを設けると

ともに、配管カバーの排気系に工程用モニタ及び局

所排気設備を設け、UF6 が漏えいした場合に、工程

用モニタにより早期に検知し、警報を発するととも

に、自動的に緊急遮断弁及び局所排気系ダクトのダ

ンパを閉止して、UF6 を配管カバー及びその排気系

統内に閉じ込める設計とする。なお、均質槽及びサ

管理廃水処理設備の貯槽類は，廃水の漏えいを防止す

るとともに，万一，漏えいした場合でも，漏えいの拡大

を防止する設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

4.1.1 閉じ込めの機能 

 

ウランを内包する設備及び機器は，放射性物質を密封

して取り扱うことにより，閉じ込め機能を確保するため

以下のとおりの設計とする。 

 

 

・ウランを内包する設備及び機器は，UF6等の取り扱う

物質に対して耐腐食性を有する材料を使用し，取扱い

圧力に応じた耐圧気密性を確保して放射性物質の漏え

いを防止する設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

・液化操作時に大気圧以上の圧力となる中間製品容器は

耐圧気密性を有する均質槽に収納するとともに，中間

製品容器と接続する高圧配管部は当該配管を覆うカバ

ー（以下「配管カバー」という。）を設置する設計と

する。 

 

4.1.2 漏えい検知及び漏えい拡大防止並びに影響軽減 

・UF6の漏えい対策として，前記のとおり均質槽の液化

操作において，大気圧以上の圧力で UF6を取り扱う配

管部には，配管カバーを設けるとともに，配管カバー

の排気系に工程用モニタ及び局所排気設備を設け，

UF6が漏えいした場合に，工程用モニタにより早期に

検知し，警報を発するとともに，自動的に緊急遮断弁

及び局所排気系ダクトのダンパを閉止して，UF6を配

管カバー及びその排気系統内に閉じ込める設計とす

る。なお，均質槽及びサンプル小分け装置の加熱を停
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・UF6の液化を行う均質槽の槽数を、プラント規

模（分離作業能力 450tSWU/y）に応じて 6 基

から 1基に減ずることにより、UF6が漏えいし

た場合の漏えい量の低減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・UF6 を大気圧以上の圧力で取り扱うサンプル

小分け装置は、フードに収納する設計とする。 

 

 

 

 

・均質槽及び配管カバーの外側には、更にこれ

らを囲うカバー（以下「防護カバー」という。）

を設置するとともに、UF6 を取り扱う配管等

ンプル小分け装置の加熱を停止する工程用モニタ

HF 濃度高による UF6 漏えい拡大防止のインターロ

ック（表 5－1－3、表 5－1－5）を設け、排気が工

程用モニタからダンパに到達する時間は、ダンパの

切り替えに要する時間より十分長くなる排気風速

とダクト長とすることにより、UF6 を配管カバー及

びその排気系統内に閉じ込める設計とする。 

前述の設備のうち、工程用モニタ、緊急遮断弁及

び局所排気系ダクトのダンパを多重化することに

より十分な信頼性を有する設計とする。 

＜中略＞ 

 

ホ 閉じ込めの機能に関する安全設計 

・UF6の液化を行う均質槽の槽数を、プラント規模（分

離作業能力 450tSWU/y）に応じて 6基から 1基に減ず

ることにより、UF6が漏えいした場合の漏えい量の低

減を図る。 

 

（ニ）均質・ブレンディング設備 

（14）上記に加えて、液化工程においては、UF6を正圧で

扱うことから漏えいのリスクを考慮する必要がある

ことを踏まえ、以下の措置を講じる。 

① UF6の液化を行う均質槽の槽数を、プラント規模

（分離作業能力450tSWU/y）に応じて6基から1基に

減ずることにより、UF6が漏えいした場合の漏えい量の

低減を図る。 

 

（12）UF6を大気圧以上で取り扱う機器及び配管は、以下

の UF6の漏えいに対する措置を講じる。 

③ UF6を大気圧以上で取り扱うサンプル小分け装置

は、サンプル小分け装置フードに収納する設計とす

る。 

 

 

ホ 閉じ込めの機能に関する安全設計 

・液体又は気体の UF6が漏えいした場合、UF6と大気中

の水分が反応し、UO2F2と HF が生成する。これにより

従事者が UF6又は UO2F2に被ばく又は化学的毒性を有

止する工程用モニタ HF 濃度高による UF6漏えい拡大

防止のインターロックを設け，排気が工程用モニタか

らダンパに到達する時間は，ダンパの切り替えに要す

る時間より十分長くなる排気風速とダクト長とするこ

とにより，UF6を配管カバー及びその排気系統内に閉

じ込める設計とする。 

 

前述の設備のうち，工程用モニタ，緊急遮断弁及び

局所排気系ダクトのダンパを多重化することにより十

分な信頼性を有する設計とする。 

 

 

 

・UF6の液化を行う均質槽の槽数を，プラント規模（分

離作業能力 450 tSWU/y）に応じて 6基から 1基に減

ずることにより，UF6が漏えいした場合の漏えい量の

低減を図る。当該事項を加工施設保安規定に定めて管

理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1.1 閉じ込めの機能 

＜中略＞ 

・UF6を大気圧以上の圧力で取り扱うサンプル小分け装

置は，フードに収納する設計とする。 

 

 

4.1.2 漏えい検知及び漏えい拡大防止並びに影響軽減 

＜中略＞ 

・均質槽及び配管カバーの外側には，更にこれらを囲う

カバー（以下「防護カバー」という。）を設置すると

ともに，UF6を取り扱う配管等は，防護カバー，配管
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は、防護カバー、配管カバー、保温材等によ

り覆われていない部分から UF6 が直に漏えい

しないよう、間仕切り板、カバー又はシート

（以下「カバー等」という。）を施工し、UF6の

漏えい時に、従事者が UF6及び HF に直接暴露

されることを防止する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ・工事等において作業場所に近接する UF6 を内

包する機器、配管の損傷を防止する措置を講

じて UF6 の漏えいによる従事者の直接暴露を

防止する。また、現場作業時に早期に UF6 の

漏えいを検知して従事者が速やかに退避でき

る措置を講じる。 

 

 

 

 

 

 

する HF に暴露することを防止するため、均質槽、配

管部等に防護カバーを設置する。 

 

（ニ）均質・ブレンディング設備 

（15）上記の UF6の漏えいに対する措置に加え、本項（ヘ）

の(1)で述べる措置の他、以下の措置を講じる。 

① 液体又は気体の UF6が漏えいした場合、UF6と大

気中の水分が反応し、UO2F2と HF が生成する。こ

れにより従事者が UF6又は UO2F2に被ばく又は化学

的毒性を有する HF に暴露することを防止するた

め、均質槽、配管部等に防護カバーを設置する。 

 

（ヘ）上記各設備共通の対策 

（1）UF6処理設備、カスケード設備、均質・ブレンディ

ング設備、付着ウラン回収設備及び高周波電源設備

における UF6の漏えいに対する措置に加え、万一、

UF6が漏えいした場合、UF6と大気中の水分が反応

し、UO2F2と HF が生成する。これにより従事者が UF6

又は UO2F2に被ばく又は化学的毒性を有する HF に暴

露することを防止するため、以下の措置を講じる。 

① 従事者への直接暴露を防止するため、UF6 を取り

扱う配管等は、防護カバー、配管カバー、保温材等

により覆われていない部分からUF6が直に漏えいし

ないようカバー等を設置する。 

 

ホ 閉じ込めの機能に関する安全設計 

・UF6を内包する設備及び機器の近傍で作業を行う際

は、間仕切り板等を設置し、HF に暴露することを防

止する。また、早期に UF6漏えいを検知し、従事者が

速やかに退避できるように、UF6より検知し易い、可

搬式の HF 検知警報装置を携帯して作業を行う。 

 

 

（ヘ）上記各設備共通の対策 

（1）UF6処理設備、カスケード設備、均質・ブレンディ

ング設備、付着ウラン回収設備及び高周波電源設備

における UF6の漏えいに対する措置に加え、万一、

UF6が漏えいした場合、UF6と大気中の水分が反応

カバー，保温材等により覆われていない部分から UF6

が直に漏えいしないよう，間仕切り板，カバー又はシ

ート（以下「カバー等」という。）を施工し，UF6の漏

えい時に，従事者が UF6及び HF に直接暴露されるこ

とを防止する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・工事等において作業場所に近接する UF6を内包する機

器，配管の損傷を防止する措置を講じて UF6の漏えい

による従事者の直接暴露を防止する。また，現場作業

時に早期に UF6の漏えいを検知して従事者が速やかに

退避できる措置（可搬式の HF 検知警報装置を携帯）

を講じる。当該事項を加工施設保安規定に定めて管理

する。 
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     ・UF6の加熱については、加熱する UF6シリンダ

類及び付着ウラン回収容器に熱的制限値を定

めるとともに、熱的制限値を超えない範囲で

温度管理値を定めて加熱する設計とし、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

し、UO2F2と HF が生成する。これにより従事者が UF6

又は UO2F2に被ばく又は化学的毒性を有する HF に暴

露することを防止するため、以下の措置を講じる。 

② 保守、更新及び増設工事等のために、運転機器の

ある管理区域内で工事を行う場合は、運転区域と工

事区域を区分し、作業場所に近接する UF6を内包す

る機器、配管を工事の際に損傷させないように識別

するとともに、UF6 を内包する設備及び機器の近傍

で作業を行う際は、間仕切り板等を設置し、HF に

暴露することを防止する。 

＜中略＞ 

 

③ 現場作業時に早期に UF6漏えいを検知し、従事者

が速やかに退避できるように、UF6より検知し易い、

可搬式の HF 検知警報装置を携帯して作業を行う。 

 

 

ニ 熱的安全設計 

 

UF6 の 加 熱 は 、 UF6 の 飽 和 蒸 気 圧 が 大 気 圧

(1013hPa,56.6℃)を超えないよう、大気圧を超えない圧

力として 960hPa 以下、同圧力となる加熱温度 56℃を超

えないよう管理を行う。また、圧力又は温度が前記値を

超える前に警報を発するとともに自動的に加熱を停止す

るインターロックを設ける。 

原料シリンダ、製品シリンダ、劣化ウランの詰替えに

用いる廃品シリンダ、中間製品容器及び付着ウラン回収

容器の熱的安全設計は、次のとおりである。 

原料シリンダ、製品シリンダ及び劣化ウランの詰替え

に用いる廃品シリンダは ANSI 規格又は ISO 規格に基づ

き設計、製作及び試験を行ったものを使用する。中間製

品容器は高圧ガス保安法等に基づくとともに、付着ウラ

ン回収容器は基本構造を ANSI 規格又は ISO 規格に準じ

た設計とする。その場合の設計圧力は 1.4MPa[gage]、設

計温度は 121℃であることから、設計温度である 121℃を

熱的制限値として設定する。 

本施設において原料シリンダ、製品シリンダ、劣化ウ

ランの詰替えに用いる廃品シリンダ、中間製品容器及び

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1.1 閉じ込めの機能 

＜中略＞ 

・UF6の加熱については，加熱する UF6シリンダ類及び

付着ウラン回収容器に熱的制限値（ANSI 又は ISO 規

格に基づく設計温度：121 ℃）を定めるとともに，熱

的制限値を超えない範囲で温度管理値を定めて加熱す

る設計とする。 
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ロ（ハ）(1)－①加熱温度の上昇を防止するた

めのインターロックを設置する設計とする。

また、漏えいの発生を防止するためのインタ

ーロックの設置、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付着ウラン回収容器を加熱する場合は、圧力 0.26MPa

［gage］以下及び温度 94℃以下で取り扱うことにより、

設計圧力及び設計温度を超えないようにする。 

このため、UF6を液化するために中間製品容器を加熱す

る場合は、管理圧力 0.26MPa［gage］及び管理温度 94℃

を超えない範囲で加熱する設計とし、UF6の液化時以外で

原料シリンダ、製品シリンダ、劣化ウランの詰替えに用

いる廃品シリンダ、中間製品容器及び付着ウラン回収容

器を加熱する場合は、大気圧を超えない範囲の圧力及び

管理温度により加熱する設計とする。 

また、各工程における加熱に対する考慮は、次のとお

りである。 

 

 

 

ニ 熱的安全設計 

（イ）発生、供給、捕集及び回収の各工程（UF6処理設備） 

(1) 原料シリンダの加熱に対する考慮 

加熱中に原料シリンダ内の圧力又は温度が異常に

上昇した場合は、大気圧を超えない範囲又は管理温

度を超えない範囲で、警報を発するとともに自動的

に加熱用温水の供給を停止する圧力異常高又は温度

異常高による加熱停止のインターロックを設ける

（表 5－1－2）。また、加熱用温水の温度が上昇した

場合も同様に温水ユニット温度高高による加熱停止

のインターロックを設ける（表 5－1－2）。 

(2) コールドトラップの加熱に対する考慮 

コールドトラップの加熱には、電気ヒータと冷凍機

ユニットから供給する熱媒を用いる。加熱中にコール

ドトラップ内の圧力又は温度が異常に上昇した場合

は、大気圧を超えない範囲又は管理温度を超えない範

囲で、警報を発するとともに自動的に熱源を切る圧力

異常高又は温度異常高による加熱停止のインターロ

ックを設ける（表5－1－2）。 

（ロ）均質処理及び濃縮度調整工程（均質・ブレンディ

ング設備） 

(1) 原料シリンダ、製品シリンダ、劣化ウランの詰替

えに用いる廃品シリンダ及び中間製品容器の加熱に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

8. 設備に対する要求事項 

8.3 警報設備 

8.3.2 閉じ込めの機能 

8.3.2.1 ロ（ハ）(1)－①加熱に対する考慮 

(1) UF6処理設備 

・加熱中に原料シリンダ内の圧力又は温度が異常に上

昇した場合は，大気圧を超えない範囲又は管理温度を

超えない範囲で，警報を発するとともに自動的に加熱

用温水の供給を停止する圧力異常高又は温度異常高

による加熱停止のインターロックを設ける。また，加

熱用温水の温度が上昇した場合も同様に温水ユニッ

ト温度高高による加熱停止のインターロックを設け

る。 

 

・コールドトラップの加熱には，電気ヒータと冷凍機ユ

ニットから供給する熱媒を用いる。加熱中にコールド

トラップ内の圧力又は温度が異常に上昇した場合は，

大気圧を超えない範囲又は管理温度を超えない範囲

で，警報を発するとともに自動的に熱源を切る圧力異

常高又は温度異常高による加熱停止のインターロッ

クを設ける。 

(2) 均質・ブレンディング設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ハ）(1)－

①は，事業変更許可申

請書（本文）のロ（ハ）

(1)－①を具体的に示

しており整合してい

る。 
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対する考慮 

加熱中に原料シリンダ、製品シリンダ、劣化ウラ

ンの詰替えに用いる廃品シリンダ及び中間製品容器

内の圧力又は温度が異常に上昇した場合は、UF6を大

気圧未満で取り扱う場合においては大気圧を超えな

い範囲又は管理温度を超えない範囲で、均質槽で中

間製品容器内の UF6 の液化を行う場合においては液

化操作時の管理圧力又は管理温度を超えない範囲

で、警報を発するとともに自動的に熱水の供給を停

止する圧力異常高又は温度異常高による加熱停止の

インターロックを設ける（表 5－1－3）。 

(2) コールドトラップの加熱に対する考慮 

本項（イ）の(2)に述べたとおり圧力異常高又は温

度異常高による加熱停止のインターロックを設ける

（表 5－1－3）。 

 

 

 

 

（ハ）付着ウラン回収に係る各工程（付着ウラン回収設

備） 

(1) 付着ウラン回収容器の加熱に対する考慮 

万一、加熱中に付着ウラン回収容器内の圧力又は

温度が異常に上昇した場合は、大気圧を超えない範

囲又は管理温度を超えない範囲で、警報を発すると

ともに自動的に加熱を停止する圧力異常高又は内温

度異常高による加熱停止のインターロックを設ける

（表 5－1－5）。 

(2) コールドトラップの加熱に対する考慮 

混合ガスコールドトラップの加熱には電気ヒータ

を、IF7コールドトラップの加熱には冷凍機ユニット

から供給する熱媒を用いる。万一、加熱中にコール

ドトラップ内の圧力又は温度が異常に上昇した場合

は、大気圧を超えない範囲又は管理温度を超えない

範囲で、警報を発するとともに自動的に熱源を切る

圧力異常高又は内温度異常高による加熱停止のイン

ターロック及び圧力異常高により冷却運転に切り替

えるインターロックを設ける（表 5－1－5）。 

 

・加熱中に原料シリンダ，製品シリンダ，劣化ウランの

詰替えに用いる廃品シリンダ及び中間製品容器内の

圧力又は温度が異常に上昇した場合は，UF6 を大気圧

未満で取り扱う場合においては大気圧を超えない範

囲又は管理温度を超えない範囲で，均質槽で中間製品

容器内のUF6の液化を行う場合においては液化操作時

の管理圧力又は管理温度を超えない範囲で，警報を発

するとともに自動的に熱水の供給を停止する圧力異

常高又は温度異常高による加熱停止のインターロッ

クを設ける。 

 

・コールドトラップの加熱には，電気ヒータと冷凍機ユ

ニットから供給する熱媒を用いる。加熱中にコールド

トラップ内の圧力又は温度が異常に上昇した場合は，

大気圧を超えない範囲又は管理温度を超えない範囲

で，警報を発するとともに自動的に熱源を切る圧力異

常高又は温度異常高による加熱停止のインターロッ

クを設ける。 

(3) 付着ウラン回収設備 

 

 

・加熱中に付着ウラン回収容器内の圧力又は温度が異

常に上昇した場合は，大気圧を超えない範囲又は管理

温度を超えない範囲で，警報を発するとともに自動的

に加熱を停止する圧力異常高又は内温度異常高によ

る加熱停止のインターロックを設ける。 

 

 

・混合ガスコールドトラップの加熱には電気ヒータを，

IF7 コールドトラップの加熱には冷凍機ユニットから

供給する熱媒を用いる。万一，加熱中にコールドトラ

ップ内の圧力又は温度が異常に上昇した場合は，大気

圧を超えない範囲又は管理温度を超えない範囲で，警

報を発するとともに自動的に熱源を切る圧力異常高

又は内温度異常高による加熱停止のインターロック

及び圧力異常高により冷却運転に切り替えるインタ

ーロックを設ける。 
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ホ 閉じ込めの機能に関する安全設計 

（ハ）カスケード設備及び高周波電源設備 

(1) 遠心分離機は、回転体が破損しても外筒（ケーシ

ング）の真空気密性能が十分に保たれるように、破

損試験(1)等により裏付けられた強度設計を行う。ま

た、同試験等により安全が確認された回転数以下と

なるように、高周波電源設備の周波数を制限する遠

心機過回転防止機能を設ける（表 5－1－1)。 

(3) 第 1 類に求められる地震力を超えない程度の地震

加速度（震度 5 強～6 弱程度（第 2 類の地震力に相

当するおおよそ 250Gal 程度））を検知して、警報を

発し、現場の従事者を速やかに退避させるとともに、

カスケード設備の UF6 をカスケード排気系で排気す

る地震発生時のカスケード排気のインターロックを

設ける（表 5－1－1)。 

＜中略＞ 

 

（ロ）UF6処理設備 

(3) 製品回収槽及び廃品回収槽の UF6回収時に、UF6

シリンダ類への過充填を防止するため、最大充填量

に達する前に警報を発するとともに、自動的に充填

を停止するインターロックを設ける（表 5－1－

2)。 

(4) ロータリポンプが停止した場合に、ロータリポン

プの入口弁を自動的に閉とし、UF6を工程内に閉じ

込めるインターロックを設ける（表 5－1－2)。 

(5) 製品コールドトラップ及び廃品コールドトラップ

のガス移送時に、ガス移送配管の圧力が上昇（ただ

し大気圧以下）した場合に、コールドトラップの移

送停止及び回収側の槽の回収を停止するガス移送ヘ

ッダ配管圧力異常上昇によるガス移送停止のインタ

ーロックを設ける（表 5－1－2)。 

(6) 廃品コールドトラップから廃品回収槽へのガス移

送時に廃品回収槽の故障に伴う回収停止が発生した

場合に、系内の圧力の上昇を避けるため、待機中の

廃品回収槽が自動で回収する廃品回収槽回収停止に

よる待機槽回収開始インターロックを設ける（表 5

 

8.3.2.2 閉じ込めの機能 

(1) カスケード設備及び高周波電源設備 

・高周波電源設備には，遠心分離機の回転数が破壊評価

試験により安全が確認された回転数以下となるよう

に，高周波電源設備の周波数を制限する遠心機過回転

防止機能を設ける。 

 

 

・第 1 類に求められる地震力を超えない程度の地震加

速度（震度 5強～6弱程度（第 2類の地震力に相当す

るおおよそ 250 Gal 程度））を検知して，警報を発し，

現場の従事者を速やかに退避させるとともに，カスケ

ード設備のUF6をカスケード排気系で排気する地震発

生時のカスケード排気のインターロックを設ける。 

 

 

 

(2) UF6処理設備 

・製品回収槽及び廃品回収槽の UF6 回収時に，UF6 シリ

ンダ類への過充填を防止するため，最大充填量に達す

る前に警報を発するとともに，自動的に充填を停止す

るインターロックを設ける。 

 

・ロータリポンプが停止した場合に，ロータリポンプの

入口弁を自動的に閉とし，UF6 を工程内に閉じ込める

インターロックを設ける。 

・製品コールドトラップ及び廃品コールドトラップの

ガス移送時に，ガス移送配管の圧力が上昇（ただし大

気圧以下）した場合に，コールドトラップの移送停止

及び回収側の槽の回収を停止するガス移送ヘッダ配

管圧力異常上昇によるガス移送停止のインターロッ

クを設ける。 

・廃品コールドトラップから廃品回収槽へのガス移送

時に廃品回収槽の故障に伴う回収停止が発生した場

合に，系内の圧力の上昇を避けるため，待機中の廃品

回収槽が自動で回収する廃品回収槽回収停止による

待機槽回収開始インターロックを設ける。 
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－1－2)。 

(7) 第 1 類に求められる地震力を超えない程度の地震

加速度（震度 5強～6弱程度（第 2類の地震力に相

当するおおよそ 250Gal 程度））を検知して警報を発

し、現場の従事者を速やかに退避させるとともに、

自動的に発生槽、製品コールドトラップ、廃品コー

ルドトラップ及び一般パージ系コールドトラップの

加熱を停止し、UF6を閉じ込める地震発生時の加熱

停止のインターロックを設ける（表 5－1－2)。 

＜中略＞ 

（ニ）均質・ブレンディング設備 

(4) 均質槽、製品シリンダ槽及び原料シリンダ槽の UF6

回収時に、UF6 シリンダ類への過充填を防止するた

め、最大充填量に達する前に警報を発するとともに、

自動的に充填を停止するインターロックを設ける

（表 5－1－3)。 

(5) ロータリポンプが停止した場合に、ロータリポン

プの入口弁を自動的に閉とし、UF6 を工程内に閉じ

込めるインターロックを設ける（表 5－1－3)。 

(6) UF6の液化中及び UF6 シリンダ類の交換中の誤操

作により、UF6 と大気が接触することを防止するた

め、移送弁が開とならない誤操作防止のインターロ

ックを設ける（表 5－1－3）。 

(7) サンプル小分け装置のサンプルシリンダ内の圧力

又は温度が異常に上昇した場合は、管理圧力又は管

理温度を超えない範囲で、警報を発するとともに、

自動的にヒータの電源を停止するサンプルシリンダ

圧力異常高又は小分け装置温度異常高による加熱停

止のインターロックを設ける（表 5－1－3)。 

(8) 減圧槽が故障した場合に、自動的に均質槽の加熱

を停止する減圧槽故障による均質槽加熱停止インタ

ーロックを設ける（表 5－1－3)。 

(9) 中間製品容器からの UF6の漏えい等により均質槽

内の圧力が通常使用圧力より有意に上昇した場合

に、自動的に均質槽の加熱を停止する均質槽槽内圧

力異常高による運転停止のインターロックを設ける

（表 5－1－3)。 

(10)局所排風機が 2 台停止した場合に、均質槽及びサ

 

・第 1 類に求められる地震力を超えない程度の地震加

速度（震度 5強～6弱程度（第 2類の地震力に相当す

るおおよそ 250 Gal 程度））を検知して警報を発し，

現場の従事者を速やかに退避させるとともに，自動的

に発生槽，製品コールドトラップ，廃品コールドトラ

ップ及び一般パージ系コールドトラップの加熱を停

止し，UF6 を閉じ込める地震発生時の加熱停止のイン

ターロックを設ける。 

 

(3) 均質・ブレンディング設備 

・均質槽，製品シリンダ槽及び原料シリンダ槽の UF6回

収時に，UF6 シリンダ類への過充填を防止するため，

最大充填量に達する前に警報を発するとともに，自動

的に充填を停止するインターロックを設ける。 

 

・ロータリポンプが停止した場合に，ロータリポンプの

入口弁を自動的に閉とし，UF6 を工程内に閉じ込める

インターロックを設ける。 

・UF6の液化中及び UF6 シリンダ類の交換中の誤操作に

より，UF6 と大気が接触することを防止するため，移

送弁が開とならない誤操作防止のインターロックを

設ける。 

・サンプル小分け装置のサンプルシリンダ内の圧力又

は温度が異常に上昇した場合は，管理圧力又は管理温

度を超えない範囲で，警報を発するとともに，自動的

にヒータの電源を停止するサンプルシリンダ圧力異

常高又は小分け装置温度異常高による加熱停止のイ

ンターロックを設ける。 

・減圧槽が故障した場合に，自動的に均質槽の加熱を停

止する減圧槽故障による均質槽加熱停止インターロ

ックを設ける。 

・中間製品容器からの UF6の漏えい等により均質槽内の

圧力が通常使用圧力より有意に上昇した場合に，自動

的に均質槽の加熱を停止する均質槽槽内圧力異常高

による運転停止のインターロックを設ける。 

 

・局所排風機が 2台停止した場合に，均質槽及びサンプ
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ンプル小分け装置の加熱を停止する 2 号局所排風機

2 台停止による加熱停止インターロックを設ける

(表 5－1－3、表 5－1－5)。 

(11)槽間のガス移送時に、回収側の槽類の圧力が上昇

（ただし大気圧以下）した場合に、移送元の移送停

止及び回収側の槽の回収を停止する回収側槽類圧力

異常上昇によるガス移送停止のインターロックを設

ける（表 5－1－2、表 5－1－3)。 

(14)上記に加えて、液化工程においては、UF6を正圧で

扱うことから漏えいのリスクを考慮する必要がある

ことを踏まえ、以下の措置を講じる。 

② 地震発生時の液化の停止操作を手動としていた

ところ、第１類に求められる地震力を超えない程度

の地震加速度を検知して、自動的に均質槽の加熱を

停止（警報装置と連動）できるように変更する。こ

れによりUF6が漏えいした場合の漏えい量の低減を

図る。具体的には以下のとおりとする。 

地震発生時の液化の手動停止操作に替えて、第 1 

類に求められる地震力を超えない程度の地震加速

度（震度 5 強～6 弱程度（第 2 類の地震力に相当

するおおよそ 250Gal 程度））を検知して警報を発

し、現場の従事者を速やかに退避させるとともに、

自動的に緊急遮断弁（均質槽元弁）及び局所排気系

ダクトのダンパを閉じ、均質槽、製品シリンダ槽、

原料シリンダ槽、均質パージ系コールドトラップ及

びサンプル小分け装置の加熱を停止し、UF6 を閉じ

込めるインターロックを設ける（表 5－1－3)。 

＜中略＞ 

（ホ）付着ウラン回収設備 

(3) 付着ウラン回収容器への回収時に、付着ウラン回

収容器への過充填を防止するため、最大充填量に達

する前に警報を発するとともに、自動的に充填を停

止するインターロックを設ける（表 5－1－5)。 

(4) 第 1 類に求められる地震力を超えない程度の地震

加速度（震度 5 強～6 弱程度（第 2 類の地震力に相

当するおおよそ 250Gal 程度））を検知して警報を発

し、現場の従事者を速やかに退避させるとともに、

自動的に UF6 回収槽及び混合ガスコールドトラップ

ル小分け装置の加熱を停止する 2 号局所排風機 2 台

停止による加熱停止インターロックを設ける。 

 

・槽間のガス移送時に，回収側の槽類の圧力が上昇（た

だし大気圧以下）した場合に，移送元の移送停止及び

回収側の槽の回収を停止する回収側槽類圧力異常上

昇によるガス移送停止のインターロックを設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地震発生時の液化の手動停止操作に替えて，第 1類に

求められる地震力を超えない程度の地震加速度（震度

5 強～6 弱程度（第 2 類の地震力に相当するおおよ

そ 250 Gal 程度））を検知して警報を発し，現場の従

事者を速やかに退避させるとともに，自動的に緊急遮

断弁（均質槽元弁）及び局所排気系ダクトのダンパを

閉じ，均質槽，製品シリンダ槽，原料シリンダ槽，均

質パージ系コールドトラップ及びサンプル小分け装

置の加熱を停止し，UF6 を閉じ込めるインターロック

を設ける。 

 

 (4) 付着ウラン回収設備 

・付着ウラン回収容器への回収時に，付着ウラン回収容

器への過充填を防止するため，最大充填量に達する前

に警報を発するとともに，自動的に充填を停止するイ

ンターロックを設ける。 

・第 1 類に求められる地震力を超えない程度の地震加

速度（震度 5強～6弱程度（第 2類の地震力に相当す

るおおよそ 250 Gal 程度））を検知して警報を発し，

現場の従事者を速やかに退避させるとともに，自動的

にUF6回収槽及び混合ガスコールドトラップの加熱を
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の加熱を停止し、UF6を閉じ込める地震発生時の加熱

停止のインターロックを設ける（表 5－1－5)。 

＜中略＞ 

（リ）第 1種管理区域の負圧設計 

第 1種管理区域からの排気は、プレフィルタ 1段

及び高性能エアフィルタ 1段により処理した後、排

気口から屋外へ排出する。 

第１種管理区域の気圧は、排気設備により、管理

区域のうち、ウランを密封して取り扱い又は貯蔵し、

汚染の発生するおそれのない区域（以下「第 2 種管

理区域」という。）、非管理区域及び建屋外より負圧

に維持し、第 1 種管理区域の空気が排気設備を通ら

ずに外部へ漏えいすることを防ぐ設計とし、第 1 種

管理区域が正圧とならない範囲で、警報を発する設

計とする。第 1 種管理区域の室内が正圧になること

を防ぐため、起動時には排風機が送風機より先に起

動し、停止時には送風機が排風機より先に停止する

第 1種管理区域の排気機能維持を設ける（表 5－1－

5)。また、排風機の故障時には、予備の排風機を起

動し、排気設備の運転を継続する。 

（ヌ）液体廃棄物の漏えい防止に対する考慮 

(2) 貯槽類は必要に応じて液面が槽上端を超えない範

囲で、警報を発するとともに自動的に送液側のポン

プ又は供給弁を閉じる受入れ停止による漏えい防止

機能（表 5－1－5）又は連通管を設ける。 

(3) ピットには、液面が槽上端を超えない範囲で警報

を発する液面計による漏えい防止機能を設ける（表

5－1－5）。 

 

ロ 臨界安全設計 

（ハ）濃縮度管理 

カスケード設備で濃縮する濃縮 UF6の濃縮度は、

の関数となる。したが

って、 を監視すること

により濃縮度を管理し、これらに対して二重化した

圧力・流量による濃縮度管理のインターロックを設

け、濃縮度が制限値を超えないように管理する（表

5－1－1）。また、UF6の濃縮度は、濃縮度測定装置

停止し，UF6 を閉じ込める地震発生時の加熱停止のイ

ンターロックを設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 気体廃棄物の廃棄設備 

・第 1種管理区域が正圧とならない範囲で，警報を発す

る設計とする。 

 

 

 

 

 

 

(6) 液体廃棄物の廃棄設備 

・貯槽類は必要に応じて液面が槽上端を超えない範囲

で，警報を発するとともに自動的に送液側のポンプ又

は供給弁を閉じる受入れ停止による漏えい防止機能

又は連通管を設ける。 

・ピットには，液面が槽上端を超えない範囲で警報を発

する液面計による漏えい防止機能を設ける。 

 

 

8.3 警報設備 

8.3.1 臨界 

カスケード設備で濃縮する濃縮 UF6 の濃縮度は，

の関数となる。したがって，

を監視することにより濃縮度を管

理し，これらに対して二重化した圧力・流量による濃縮

度管理のインターロックを設け，濃縮度が制限値を超え

ないように管理する。また，UF6の濃縮度は，濃縮度測定

装置により測定し，これに対して濃縮度測定装置による
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機器の脱着時に行うリークテスト等により

漏えいの発生を防止するロ（ハ）(1)－②設計

とする。 

 

 

 

 

 

 

・地震等の本施設へ影響を及ぼす可能性がある

自然現象が発生又は発生が予測される場合

は、運転を停止するロ（ハ）(1)－③設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

により測定し、これに対して濃縮度測定装置による

濃縮度管理のインターロックを設ける（表 5－1－

1）。カスケード設備が生産運転中は、これらのイン

ターロックの二つ以上の機能を常に確保する。な

お、カスケード設備のうち新型遠心機によるカスケ

ード設備の濃縮域の一部で、濃縮度が 5%を超える

場合があるが、カスケード設備の製品側出口におけ

る濃縮度が 5%を超えないように管理する。 

＜中略＞ 

 

 

 

ヘ その他の安全設計 

（ワ）放射性物質の移動に対する考慮 

(1) 漏えい防止  

UF6シリンダ類、付着ウラン回収容器及びケミカル

トラップ（NaF）は、リークテストにて漏えいのない

ことを確認した後、運搬するため、移動のための漏

えい防止は特に考慮しない。 

 

 

 

ホ 閉じ込めの機能に関する安全設計 

（ロ）UF6処理設備 

(7) 第 1 類に求められる地震力を超えない程度の地震

加速度（震度 5強～6弱程度（第 2類の地震力に相

当するおおよそ 250Gal 程度））を検知して警報を発

し、現場の従事者を速やかに退避させるとともに、

自動的に発生槽、製品コールドトラップ、廃品コー

ルドトラップ及び一般パージ系コールドトラップの

加熱を停止し、UF6を閉じ込める地震発生時の加熱

停止のインターロックを設ける（表 5－1－2)。 

また、竜巻や森林火災の発生等、事象の発生があ

らかじめ予測できる事象や、事象の発生から本施設

へ影響を及ぼす状態に事象が進展するまで時間的余

裕がある場合には、あらかじめ加熱を停止し UF6 を

発生槽内の原料シリンダ、製品コールドトラップ、

廃品コールドトラップ及び一般パージ系コールドト

濃縮度管理のインターロックを設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

4. 閉じ込めの機能 

4.1 閉じ込め 

4.1.1 閉じ込めの機能 

＜中略＞ 

・機器の脱着時に行うリークテストにより漏えいの発生

を防止するロ（ハ）(1)－②ことを加工施設保安規定

に定めて管理する。 

 

 

 

 

 

 

・地震等の本施設へ影響を及ぼす可能性がある自然現象

が発生又は発生が予測される場合は，運転を停止する

ことをロ（ハ）(1)－③加工施設保安規定に定めて管

理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ハ）(1)－

②は，事業変更許可申

請書（本文）のロ（ハ）

(1)－②と同義であり

整合している。 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ハ）(1)－

③は，事業変更許可申

請書（本文）のロ（ハ）

(1)－③と同義であり

整合している。 
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ラップ内に閉じ込める措置を講じる。これらの措置

を実施するための管理体制、判断基準、対処等に関

する手順を定める。さらに、保安規定にて、手順を

定めることを明確にする。 

 

（ニ）均質・ブレンディング設備 

（14）上記に加えて、液化工程においては、UF6を正圧

で扱うことから漏えいのリスクを考慮する必要があ

ることを踏まえ、以下の措置を講じる。 

② 地震発生時の液化の停止操作を手動としていた

ところ、第１類に求められる地震力を超えない程度

の地震加速度を検知して、自動的に均質槽の加熱を

停止（警報装置と連動）できるように変更する。こ

れによりUF6が漏えいした場合の漏えい量の低減を

図る。具体的には以下のとおりとする。 

地震発生時の液化の手動停止操作に替えて、第 1 

類に求められる地震力を超えない程度の地震加速

度（震度 5 強～6 弱程度（第 2 類の地震力に相当

するおおよそ 250Gal 程度））を検知して警報を発

し、現場の従事者を速やかに退避させるとともに、

自動的に緊急遮断弁（均質槽元弁）及び局所排気系

ダクトのダンパを閉じ、均質槽、製品シリンダ槽、

原料シリンダ槽、均質パージ系コールドトラップ及

びサンプル小分け装置の加熱を停止し、UF6 を閉じ

込めるインターロックを設ける（表 5－1－3)。 

また、竜巻や森林火災の発生等、事象の発生があ

らかじめ予測できる事象や、事象の発生から本施設

へ影響を及ぼす状態に事象が進展するまで時間的

余裕がある場合には、あらかじめ加熱を停止し UF6

を均質槽、製品シリンダ槽及び原料シリンダ槽内の

UF6 シリンダ類並びにサンプル小分け装置内のサン

プルシリンダ及びサンプルチューブ、均質パージ系

コールドトラップ内に閉じ込める措置を講じる。 

これらの措置を実施するための管理体制、判断

基準、対処等に関する手順を定める。さらに、保

安規定にて、手順を定めることを明確にする。 

 

（ホ）付着ウラン回収設備 
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(2) ウランを内包する設備及び機器から放射性物質

が漏えいした場合に、その漏えいを検知できる設

計とし、漏えいの拡大を防止するためのインター

ロックの設置、運転員による漏えい対処等により

可能な限り放射性物質を建屋内に閉じ込める設計

とする。 

 

 

 

 

 

 

 (3) 放射性物質を気体又は液体で扱う系統及び機

器に、放射性物質を含まない系統及び機器を接続

する必要がある場合は、逆止弁を設ける等、放射

性物質の逆流により、放射性物質が拡散しない設

計とする。 

 

 

（4）第 1類に求められる地震力を超えない程度の地震加

速度（震度 5強～6弱程度（第 2類の地震力に相当す

るおおよそ 250Gal 程度））を検知して警報を発し、現

場の従事者を速やかに退避させるとともに、自動的に

UF6 回収槽及び混合ガスコールドトラップの加熱を停

止し、UF6 を閉じ込める地震発生時の加熱停止のイン

ターロックを設ける（表 5－1－5)。 

また、竜巻や森林火災の発生等、事象の発生があ

らかじめ予測できる事象や、事象の発生から本施設

へ影響を及ぼす状態に事象が進展するまで時間的余

裕がある場合には、あらかじめ加熱を停止し、UF6、

IF5及び IF7を UF6回収槽の付着ウラン回収容器、混

合ガスコールドトラップ及び IF7コールドトラップ

内に閉じ込める措置を講じる。これらの措置を実施

するための管理体制、判断基準、対処等に関する手

順を定める。さらに、保安規定にて、手順を定める

ことを明確にする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（リ）第 1種管理区域の負圧設計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1.2 漏えい検知及び漏えい拡大防止並びに影響軽減 

ウランを内包する設備及び機器から放射性物質が漏え

いした場合に，その漏えいを検知できる設計とし，漏え

いの拡大を防止するためのインターロックの設置，運転

員による漏えい対処等により可能な限り放射性物質を建

屋内に閉じ込める設計とする。 

 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

4. 閉じ込めの機能 

4.1 閉じ込め 

4.1.1 閉じ込めの機能 

＜中略＞ 

・放射性物質を気体又は液体で扱う系統及び機器に，放

射性物質を含まない系統及び機器を接続する必要があ

る場合は，逆止弁を設ける等，放射性物質の逆流によ

り，放射性物質が拡散しない設計とする。 

 

 

4.1.3 第 1 種管理区域の負圧設計 
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(4) ロ（ハ）(4)－①管理区域は、ウランを密封して

取扱い又は貯蔵し、汚染の発生するおそれのない

区域（以下「第 2種管理区域」という。）とそうで

ない区域（以下「第 1種管理区域」という。）とに

区分して管理する。第 1 種管理区域は、原則とし

て負圧を維持し、第 1 種管理区域内の各設備から

の排気及び建屋の換気は、高性能エアフィルタに

よりウランを除去して排気口より排出する設計と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) ロ（ハ）(5)－①第 1種管理区域内の汚染のおそ

れのある範囲の床、壁を樹脂塗装等により仕上げ、

液体が浸透しにくく、除染が容易な設計とする。 

 

 

 

 

 

（ニ）火災及び爆発の防止に関する構造 

(1) 火災及び爆発に関する設計方針 

 

本施設のウラン濃縮工程においては、可燃性ガ

ス、有機溶媒等の可燃性の物質及び爆発性の物質

を使用しない。なお、分析室等でアセトン等を使

用するが、取扱量を制限することから本施設の安

全性に影響を与えるような爆発が発生することは

考えられない。これらのことから、本施設では、

潤滑油、電気・計装系の火災を想定し、対策を講

じる。 

 

第 1 種管理区域からの排気は、プレフィルタ 1段及

び高性能エアフィルタ 1段により処理した後、排気口

から屋外へ排出する。 

第１種管理区域の気圧は、排気設備により、管理区

域のうち、ウランを密封して取り扱い又は貯蔵し、汚

染の発生するおそれのない区域（以下「第 2種管理区

域」という。）、非管理区域及び建屋外より負圧に維持

し、第 1種管理区域の空気が排気設備を通らずに外部

へ漏えいすることを防ぐ設計とし、第 1種管理区域が

正圧とならない範囲で、警報を発する設計とする。第

1種管理区域の室内が正圧になることを防ぐため、起

動時には排風機が送風機より先に起動し、停止時には

送風機が排風機より先に停止する第 1種管理区域の排

気機能維持を設ける（表 5－1－5)。また、排風機の

故障時には、予備の排風機を起動し、排気設備の運転

を継続する。 

 

（ヘ）上記各設備共通の対策 

（3）第 1種管理区域内の床の全面及び汚染のおそれの

ある範囲の壁を樹脂塗装等により仕上げ、除染が容

易で腐食しにくい設計とする。 

 

 

 

 

 

ヘ その他の安全設計 

（イ）火災・爆発等に対する考慮 

＜中略＞ 

本施設のウラン濃縮工程においては、可燃性ガス、

有機溶媒等の可燃性の物質及び爆発性の物質を使用

しない。なお、分析室等でアセトン等を使用するが、

取扱量を制限する。このことから本施設の安全性に

影響を与えるような爆発が発生することは考えられ

ない。また、これらの保管は危険物・薬品貯蔵庫に

おいて、量を制限して管理する。これらのことから、

本施設では、機器の潤滑油の漏えい、過電流による

ケーブルの発熱・発火、盤内でのケーブルの接触不

ロ（ハ）(4)－①第１種管理区域の気圧は，排気設備

により，管理区域のうち，ウランを密封して取り扱い又

は貯蔵し，汚染の発生するおそれのない区域（以下「第

2種管理区域」という。），非管理区域及び建屋外より負

圧に維持し，第 1種管理区域の空気が排気設備を通らず

に外部へ漏えいすることを防ぐ設計とし，第 1種管理区

域の室内が正圧になることを防ぐため，起動時には排風

機が送風機より先に起動し，停止時には送風機が排風機

より先に停止する第 1種管理区域の排気機能維持を設け

る。また，排風機の故障時には，予備の排風機を起動

し，排気設備の運転を継続する。 

 

 

 

 

 

 

4.2 核燃料物質等による汚染の防止  

ロ（ハ）(5)－①ウラン濃縮加工施設の第 1種管理区

域内のうち，人が頻繁に出入りする建物内部の壁，床そ

の他の部分であって，核燃料物質等により汚染されるお

それがあり，かつ，人が触れるおそれがあるものの表面

は，万一の汚染が生じた場合でも，樹脂塗装等により，

核燃料物質等による汚染を除去しやすい設計とする。 

 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

5. 火災等による損傷の防止 

 

本施設のウラン濃縮工程においては，可燃性ガス，有

機溶媒等の可燃性の物質及び爆発性の物質を使用しな

い。なお，分析室等でアセトン等を使用するが，取扱量

を制限することから本施設の安全性に影響を与えるよう

な爆発が発生することは考えられない。これらのことか

ら，本施設では，潤滑油，電気・計装系の火災を想定し，

対策を講じる。 

 

 

設工認のロ（ハ）(4)－

①は，事業変更許可申

請書（本文）のロ（ハ）

(4)－①と同義であり

整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ハ）(5)－

①は，事業変更許可申

請書（本文）のロ（ハ）

(5)－①と同義であり

整合している。 
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本施設は、火災により本施設の安全性が損なわ

ないよう、火災の発生を防止することができ、か

つ、火災発生を感知する設備及び消火を行う設備

並びに火災の影響を軽減する機能を有する設計と

し、消防法、建築基準法等関係法令に準拠する設

計とする。 

本施設においては、UF6の特徴及び取扱いを踏ま

え、火災による熱影響によって UF6 の閉じ込め性

が損なわないよう、火災源と近接した UF6 を内包

する機器を防護する設計とする。 

UF6 を内包する機器への火災の影響軽減対策に

ついては、米国の「放射性物質取扱施設の火災防

護に関する基準」の内容を確認し、火災が臨界、

閉じ込めの安全機能を損なわないことについて

「原子力発電所の内部火災影響評価ガイド」（平成

25年 6月 19日 原規技発第13061914号 原子力

規制委員会決定）（以下「内部火災影響評価ガイド」

という。）を参考に評価する。 

 

(2) 火災の発生防止 

 

 

 

ロ（ニ）(2)－①火災の発生防止のため、UF6を

内包する設備及び機器の主要な部分は可能な限り

不燃性又は難燃性材料を使用するものとする。 

 

 

 

また、想定する火災源と近接している UF6 を内

包する設備及び機器は、想定される火災の熱によ

って膨張しても破裂を起こさない設計とする。 

 

 

(3) 火災の感知及び消火 

ロ（ニ）(3)－①本施設は、火災の拡大を防止す

るために、消防法に従い適切な火災感知設備及び

良等による火災を想定し、対策を講じる。 

本施設は、火災により本施設の安全性が損なわない

よう、火災の発生を防止することができ、かつ、火災

発生を感知する設備及び消火を行う設備並びに火災

の影響を軽減する機能を有する設計とし、消防法、建

築基準法等関係法令に準拠する設計とする。 

 

本施設においては、以下の UF6の特徴及び取り扱

いを踏まえ、火災による熱影響によって UF6の閉じ

込め性が損なわないよう、火災源と近接した UF6を

内包する機器を防護する設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (1) 火災の発生防止 

② UF6を内包する機器が火災により、閉じ込め機能

が損なわないように火災の発生を防止する設計と

し、以下の対策を講じる。 

ａ．UF6を内包する設備及び機器の主要な部分は不燃

性材料（鋼製）により製作するとともに、電気・

計装ケーブルは、可能な限り難燃性ケーブルを使

用する。 

 

 

ｂ．想定する火災源と近接しているUF6を内包する設

備及び機器は、想定される火災の熱によってUF6が

膨張しても破裂を起こさない設計とする。 

 

 

(2) 火災の感知及び消火 

本施設は、火災の発生を早期に感知し、消火するた

めに以下の対策を講じる設計とする。 

 

本施設は，火災により本施設の安全性が損なわないよ

う，火災の発生を防止することができ，かつ，火災発生

を感知する設備及び消火を行う設備並びに火災の影響を

軽減する機能を有する設計とし，消防法，建築基準法等

関係法令に準拠する設計とする。 

 

本施設においては，UF6の特徴及び取扱いを踏まえ，火

災による熱影響によって UF6 の閉じ込め性が損なわない

よう，火災源と近接した UF6 を内包する機器を防護する

設計とする。 

UF6 を内包する機器への火災の影響軽減対策について

は，米国の「放射性物質取扱施設の火災防護に関する基

準」の内容を確認し，火災が臨界，閉じ込めの安全機能

を損なわないことについて「原子力発電所の内部火災影

響評価ガイド」（平成 25 年 6 月 19 日 原規技発第

13061914 号 原子力規制委員会決定）（以下「内部火災

影響評価ガイド」という。）を参考に評価する。 

＜中略＞ 

 

5.1 火災の発生防止 

(2) UF6を内包する機器が火災により，閉じ込め機能が損

なわないように火災の発生を防止する設計とし，以下

の対策を講じる。 

・ロ（ニ）(2)－①UF6を内包する設備及び機器の主要

な部分は不燃性材料（鋼製）により製作するととも

に，電気・計装ケーブルは，可能な限り難燃性ケー

ブルを使用する。 

 

 

・想定する火災源と近接しているUF6を内包する設備

及び機器は，想定される火災の熱によってUF6が膨張

しても破裂を起こさない設計とする。 

＜中略＞ 

 

5.2 火災の感知及び消火 

ロ（ニ）(3)－①火災の発生を早期に感知し，消火する

ために以下の対策を講じる設計とする。なお，運用に関す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ニ）(2)－

①は，事業変更許可申

請書（本文）のロ（ニ）

(2)－①と同義であり

整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ニ）(3)－

①は，事業変更許可申
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消火設備を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ（ニ）(3)－②火災感知設備の設置に当たり、

コールドトラップ及び均質槽の周辺には、近接し

て可燃性の機械油を内包する機器があることか

ら、火災を早期に感知するため、感知方法の異な

る種類の火災感知設備及び温度センサを組み合わ

せて多様化を図る設計とする。 

 

 

また、ロ（ニ）(3)－③コールドトラップ及び均

質槽の周辺には、遠隔消火設備を設置する。 

 

 

 

 

(4) 火災の影響軽減 

万一、本施設内で火災が発生した場合、その拡

大の防止とともに影響を軽減し、UF6の閉じ込め機

 

① 本施設内には、自動火災報知設備を設置し、中央

制御室に警報を発する設計とする。 

 

② 既許可申請において火災感知設備を設置してい

なかったウラン貯蔵・廃棄物建屋及びウラン濃縮廃

棄物建屋に火災感知設備を設置する。 

 

④ 本施設内には、火災の消火に必要な容量を有する

消火器等の消火設備を設置する設計とし、警報又は

現場にて火災を確認した者は、通報・連絡を行うと

ともに現場にて、初期消火を行う。 

・本施設内には消防法に基づき、どの位置からでも

歩行距離20m以内となるよう二酸化炭素消火器及

び粉末消火器を設置する（管理区域には、二酸化

炭素消火器を設置し、非管理区域には、粉末消火

器を設置する）。 

・本施設内には、消防法に基づき、屋外消火栓の有

効範囲外の部分には、二酸化炭素消火設備及び粉

末消火設備を配備する。 

 

③ コールドトラップ及び均質槽には、近接して可燃

性の機械油を内包する機器があることから、火災を

早期に感知するため、火災感知設備及び温度センサ

を組み合わせて多様化を図る設計とする。 

 

 

 

 

⑤ コールドトラップ及び均質槽には、従事者が火災

の発生している室に立ち入らずに、早期にかつ確実

に消火できるよう遠隔操作により消火を行う設備

（以下「遠隔消火設備」という。）を設置する。 

＜中略＞ 

 

(3) 火災の影響軽減 

万一、本施設内で火災が発生した場合、その拡大

の防止とともに影響を軽減し、UF6の閉じ込め機能を

るものは保安規定に定めて管理する。 

・本施設内には，消防法に基づき自動火災報知設備（感

知器を含む）を設置し，火災の発生を自動的に検知し，

中央制御室に警報を発する設計とする。 

・これまで感知器を設置していなかったウラン貯蔵・廃棄

物建屋及び A ウラン濃縮廃棄物建屋に感知器を設置す

る。 

 

・本施設内には，火災の消火に必要な容量を有する消火

器等の消火設備を設置する設計とし，警報又は現場に

て火災を確認した者は，通報・連絡を行うとともに現

場にて，初期消火を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ ロ（ニ）(3)－②コールドトラップ及び均質槽には，

近接して可燃性の機械油を内包する機器があることか

ら，火災を早期に感知するため，感知方法の異なる種

類の感知器及び温度センサを組み合わせて多様化を図

る設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

・ロ（ニ）(3)－③コールドトラップ及び均質槽には，従

事者が火災の発生している室に立ち入らずに，早期に

かつ確実に消火できるよう遠隔操作により消火を行う

設備（遠隔消火設備）を設置する。 

＜中略＞ 

 

5.3 火災の影響軽減 

万一，本施設内で火災が発生した場合，その拡大の防

止とともに影響を軽減し，UF6の閉じ込め機能を損なわな

請書（本文）のロ（ニ）

(3)－①と同義であり

整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ニ）(3)－

②は，事業変更許可申

請書（本文）のロ（ニ）

(3)－②と同義であり

整合している。 

 

 

 

設工認のロ（ニ）(3)－

③は，事業変更許可申

請書（本文）のロ（ニ）

(3)－③と同義であり

整合している。 
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能を損なわないロ（ニ）(4)－①設計とする。 

 

 

 

 

 

本施設内の消防法に基づき設定する防火区画の

うち、UF6を内包する設備及び機器を設置する防火

区画を火災区域として設定する。火災区域は、耐

火能力を有する耐火壁（耐火シール、防火扉、防

火シャッタを含む。）によって他の区域と分離す

る。 

 

 

 

各火災区域における UF6 を内包する設備及び機

器への火災の影響軽減対策について、米国の「放

射性物質取扱施設の火災防護に関する基準」を確

認し、火災が臨界、閉じ込めの安全機能を損なわ

ないことについて内部火災影響評価ガイドを参考

に評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 体制 

火災発生時の本施設の消火活動を行うため、通

報連絡者及び初期消火活動に必要な要員を常駐さ

せ、火災発生時には自衛消防隊を編成する体制の

整備を行う。 

 

 

(6) 手順等 

本施設を対象とした消火活動を実施するため、

損なわないよう以下の対策を講じる。 

＜中略＞ 

 

 

 (4) 内部火災影響評価 

② 火災区域の設定 

・消防法に基づき設定する本施設内の防火区画

のうち、UF6を内包する機器を設置する防火区

画を火災区域として設定する。火災区域は、室

内の火災荷重から導かれる等価時間（潜在的火

災継続時間）以上の耐火能力を有する耐火壁

（耐火シール、防火扉、防火シャッタを含む。）

によって他の区域と分離する。 

 

③ 火災ハザード解析 

各火災区域におけるUF6を内包する機器への影響

軽減対策について、米国の「放射性物質取扱施設の

火災防護に関する基準」の内容を確認し、火災が臨

界、閉じ込めの安全機能を損なわないことについて

「原子力発電所の内部火災影響評価ガイド」（平成

25 年 6 月 19 日 原規技発第 13061914 号 原子力規

制委員会決定）を参考に評価する。評価においては、

UF6 を内包する機器のうち、火災が発生した場合に

UF6 の閉じ込め機能を損なうおそれのある設備を火

災ハザード解析の対象とし、火災が発生した場合に

おいても、UF6 の閉じ込め機能を損なわないことを

確認する。 

＜中略＞ 

 

(5) 体制 

火災発生時の本施設の消火活動等を行うため、通

報連絡者及び初期消火活動に必要な要員を常駐さ

せ、火災発生時には自衛消防隊を編成する体制の整

備を行う。 

＜中略＞ 

 

(6) 手順等 

本施設を対象とした消火活動等を実施するため、

いようロ（ニ）(4)－①以下の対策を講じる。なお，運用

に関するものは保安規定に定めて管理する。 

＜中略＞ 

 

5.4 内部火災影響評価 

(2) 火災区域の設定 

・消防法に基づき設定する本施設内の防火区画のう

ち，UF6を内包する機器を設置する防火区画を火災区

域として設定する。火災区域は，室内の火災荷重から

導かれる等価時間（潜在的火災継続時間）以上の耐火

能力を有する耐火壁（耐火シール，防火扉，防火シャ

ッタを含む。）によって他の区域と分離する。 

 

 

(3) 火災ハザード解析 

各火災区域におけるUF6を内包する機器への影響軽減

対策について，米国の「放射性物質取扱施設の火災防護

に関する基準」の内容を確認し，火災が臨界，閉じ込め

の安全機能を損なわないことについて内部火災影響評

価ガイドを参考に評価する。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.5 体制 

火災発生時の本施設の消火活動を行うため，通報連絡

者及び初期消火活動に必要な要員を常駐させ，火災発生

時には自衛消防隊を編成する体制の整備を行うことを加

工施設保安規定に定めて管理する。 

 

 

5.6 手順等 

本施設を対象とした消火活動を実施するため，「実用

設工認のロ（ニ）(4)－

①は，事業変更許可申

請書（本文）のロ（ニ）

(4)－①と同義であり

整合している。 
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「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護

に係る審査基準（平成 25 年 6 月 19 日 原規技発

第 1306195 号 原子力規制委員会決定）」を参考に、

火災防護計画を策定し、計画を実施するために必

要な手順、安全機能を防護するための防火管理、

感知・消火及び影響軽減対策に係る事項、自衛消

防隊に係る事項等を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ホ）耐震構造 

本施設のうち UF6 を内包する設備及び機器及び

当該設備及び機器に求められる安全機能を維持す

るために必要な設備及び機器を収納する建物は、

ロ（ホ）－①十分な地耐力を有する地盤に支持さ

せる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本施設においては、「変更後における加工施設の

安全設計に関する説明書」にて示すとおり、安全

上重要な施設はなく、S クラスに該当するものは

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に

係る審査基準（原規技発第1306195号 平成25年6月19

日 原子力規制委員会決定）」を参考に、火災防護計

画を策定し、計画を実施するために必要な手順、安

全機能を防護するための防火管理、感知、消火及び

影響軽減対策に係る事項、自衛消防隊に係る事項等

を定める。 

また、保安規定にて、火災防護計画を定めること

を明確にする。 

 

 

 

ハ 地震等の自然環境に関する安全設計 

（イ）地震に対する安全設計 

本施設のうち UF6 を内包する設備及び機器及び当該

設備及び機器に求められる安全機能を維持するために

必要な設備及び機器並びにこれらを収納する建物は、

「加工施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」

で定める耐震重要度の分類に従い、濃縮・埋設事業所

（以下「事業所」という。）の敷地及びその周辺におけ

る過去の記録、現地調査を参照して、最も適切と考え

られる設計地震力に十分耐える設計とする。また、本

施設のうち UF6 を内包する設備及び機器並び当該設備

及び機器に求められる安全機能を維持するために必要

な設備及び機器を収納する建物は、既許可申請におい

て、立地条件における自然環境に関連して、本施設を

N値 50 以上の十分な地耐力を有する地盤に支持させ、

接地圧に対する十分な支持性能を得る設計とする。 

 

 

 

ハ 地震等の自然環境に関する安全設計 

（イ）地震に対する安全設計 

 

 

 

 

 

発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基

準（平成 25 年 6 月 19 日 原規技発第 1306195 号 原子力

規制委員会決定）」を参考に，火災防護計画を策定し，

計画を実施するために必要な手順，安全機能を防護する

ための防火管理，感知・消火及び影響軽減対策に係る事

項，自衛消防隊に係る事項等を定める。当該事項につい

て加工施設保安規定に定めて管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

2. 地盤  

本施設のうちUF6を内包する設備及び機器及び当該設

備及び機器に求められる安全機能を維持するために必要

な設備及び機器を収納する建物は，ロ（ホ）－①N値50以

上の十分な地耐力を有する地盤に支持させる設計とす

る。 

 

 

 

 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

3. 自然現象  

3.1 地震による損傷の防止 

3.1.1 地震による損傷の防止に関する基本方針 

本施設においては，事業変更許可申請書「変更後にお

ける加工施設の安全設計に関する説明書」にて示すとお

り，安全上重要な施設はなく，S クラスに該当するもの

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ホ）－①

は，事業変更許可申請

書（本文）のロ（ホ）－

①を具体的に記載して

おり整合している。 
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ないことから、本施設のうち UF6 を内包する設備

及び機器及び当該設備及び機器に求められる安全

機能を維持するために必要な設備及び機器並びに

これらを収納する建物は、地震の発生によって生

じるおそれがある安全機能の喪失及びそれに続く

放射線並びに化学的毒性による公衆への影響を防

止する観点から、当該設備及び機器の安全機能が

喪失した場合の影響の相対的な程度（以下「耐震

重要度」という。）に応じて次のように分類し、そ

れぞれの分類に応じた耐震設計を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、耐震重要度の分類において上位に属する

ものは、下位の分類に属するものの破損によって

波及的破損が生じないものとするとともに、下位

の分類に属するものを上位の分類の建物・構築物

と構造的に一体に設計することが必要な場合に

は、上位の分類による設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

本施設のうち UF6 を内包する設備及び機器及び当

該設備及び機器に求められる安全機能を維持するた

めに必要な設備及び機器並びにこれらを収納する建

物は、「加工施設の位置、構造及び設備の基準に関す

る規則」で定める耐震重要度の分類に従い、濃縮・

埋設事業所（以下「事業所」という。）の敷地及びそ

の周辺における過去の記録、現地調査を参照して、

最も適切と考えられる設計地震力に十分耐える設計

とする。また、本施設のうち UF6 を内包する設備及

び機器並び当該設備及び機器に求められる安全機能

を維持するために必要な設備及び機器を収納する建

物は、既許可申請において、立地条件における自然

環境に関連して、本施設を N 値 50 以上の十分な地

耐力を有する地盤に支持させ、接地圧に対する十分

な支持性能を得る設計とする。 

 

 

 (1) 建物・構築物の耐震設計 

本施設のうち UF6 を内包する設備及び機器並び当

該設備及び機器に求められる安全機能を維持するた

めに必要な設備及び機器を収納する建物・構築物の

耐震設計は、次に述べる方法により行う。 

建物・構築物の耐震設計法については、各類とも

静的設計法を基本とし、かつ、建築基準法等関係法

令により行う。 

上位の分類に属するものは、下位の分類に属する

ものの破損によって波及的破損が生じないようにす

る。 

上位の分類の建物・構築物と構造的に一体に設計

することが必要な場合には、上位分類の設計法によ

る。 

＜中略＞ 

 

(2) 設備及び機器の耐震設計 

本施設における設備及び機器の耐震設計は、次に

述べる方法により行う。 

設備及び機器の耐震設計法については、原則とし

て静的設計法を基本とする。 

はないことから，本施設のうち UF6 を内包する設備及び

機器及び当該設備及び機器に求められる安全機能を維持

するために必要な設備及び機器並びにこれらを収納する

建物は，地震の発生によって生じるおそれがある安全機

能の喪失及びそれに続く放射線並びに化学的毒性による

公衆への影響を防止する観点から，当該設備及び機器の

安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度（以下「耐

震重要度」という。）に応じて次のように分類し，それぞ

れの分類に応じた耐震設計を行う。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

3.1.2 耐震構造 

3.1.2.1 建物・構築物の耐震設計 

本施設のうち UF6 を内包する設備及び機器並び当該設

備及び機器に求められる安全機能を維持するために必要

な設備及び機器を収納する建物・構築物の耐震設計は，

次に述べる方法により行う。 

建物・構築物の耐震設計法については，各類とも静的

設計法を基本とし，かつ，建築基準法等関係法令により

行う。 

上位の分類に属するものは，下位の分類に属するもの

の破損によって波及的破損が生じないようにする。 

 

上位の分類の建物・構築物と構造的に一体に設計する

ことが必要な場合には，上位分類の設計法による。 

 

＜中略＞ 

 

3.1.2.2 設備及び機器の耐震設計 

本施設における設備及び機器の耐震設計は，次に述べ

る方法により行う。 

設備及び機器の耐震設計法については，原則として静

的設計法を基本とする。 
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耐震設計は静的設計法を基本とする。設備及び

機器の設計に当たっては、剛構造となることを基

本とし、建物・構築物の耐震設計は建築基準法等

関係法令による。 

なお、本施設のうち UF6 を内包する設備及び機

器及びこれを収納する建物は、以下に示す基本的

な考え方に基づき、耐震重要度に応じた設計を行

ったうえで、重要度の高いものは、更なる安全性

の向上のため、設定する地震力に一定の余裕をみ

た地震力を設定し、大きな事故を誘発することが

ない設計とする。 

 

 

（耐震重要度の分類） 

(1) 第 1 類 

ロ（ホ）(1)－①非密封ウランを取り扱う設備・

機器及び非密封ウランを閉じ込めるための設備・

機器並びに臨界安全上の核的制限値を有する設

備・機器及びその制限値を維持するための設備・

機器であって、その機能を失うことによる影響の

大きいもの並びにこれらの設備・機器を収納する

建物・構築物 

 

 

 

 

上位の分類に属するものは、下位の分類に属する

ものの破損によって波及的破損が生じないようにす

る。 

上位の分類の建物・構築物と構造的に一体に設計

することが必要な場合には、上位分類の設計法によ

る。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 耐震重要度の分類 

① 第 1類について 

ａ．設備及び機器のうち、5㎏ U以上の UF6を内包す

るもの（隔離弁までの主要配管と隔離弁を含む） 

ｂ．汚染のおそれのある区域（以下「第 1 種管理区

域」という。）からの排気を処理するフィルタ、排

風機及びフィルタ、排風機及びフィルタから排気

口までのダクト（ダンパを含む）並びに送風機と

第 1 種管理区域の各室をつなぐダクト（ダンパを

含む） 

ｃ．上記ａ、ｂの設備及び機器の安全機能の維持に

必要な周辺設備 

ｄ．事故時の監視・操作、UF6の漏えい等の監視設備

上位の分類に属するものは，下位の分類に属するもの

の破損によって波及的破損が生じないようにする。 

 

上位の分類の建物・構築物と構造的に一体に設計する

ことが必要な場合には，上位分類の設計法による。 

＜中略＞ 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

3. 自然現象  

3.1 地震による損傷の防止 

3.1.1 地震による損傷の防止に関する基本方針 

＜中略＞ 

耐震設計は静的設計法を基本とする。設備及び機器の

設計に当たっては，剛構造となることを基本とし，建物・

構築物の耐震設計は建築基準法等関係法令による。 

なお，本施設のうち UF6 を内包する設備及び機器並び

にこれを収納する建物は，以下に示す基本的な考え方に

基づき，耐震重要度に応じた設計を行ったうえで，重要

度の高いものは，更なる安全性の向上のため，設定する

地震力に一定の余裕をみた地震力を設定し，大きな事故

を誘発することがない設計とする。 

 

 

 

 

3.1.3 耐震重要度の分類  

3.1.3.1 第1類について 

ロ（ホ）(1)－①(1) 設備及び機器のうち，5 ㎏ U 以上の

UF6 を内包するもの（隔離弁までの主要配管と隔離弁を含

む） 

(2) 汚染のおそれのある区域（以下「第 1 種管理区域」

という。）からの排気を処理するフィルタ，排風機及び

フィルタ，排風機及びフィルタから排気口までのダク

ト（ダンパを含む）並びに送風機と第 1 種管理区域の

各室をつなぐダクト（ダンパを含む） 

(3) 上記(1)，(2)の設備及び機器の安全機能の維持に必

要な周辺設備 

(4) 事故時の監視・操作，UF6の漏えい等の監視設備及び

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ホ）(1)－

①は，事業変更許可申

請書（本文）のロ（ホ）

(1)－①と同義であり

整合している。 
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(2) 第 2 類 

ロ（ホ）(2)－①非密封ウランを取り扱う設備・

機器及び非密封ウランを閉じ込めるための設備・

機器並びに臨界安全上の核的制限値を有する設

備・機器及びその制限値を維持するための設備・

機器であって、その機能を失うことによる影響が

小さいもの及び化学的制限値又は熱的制限値を有

する設備・機器並びにこれらの設備・機器を収納

する建物・構築物 

 

 

 

 

(3) 第 3 類 

ロ（ホ）(3)－①第 1類、第 2類以外の一般産業

施設と同等の安全性が要求される設備・機器並び

にこれらの設備・機器を収納する建物・構築物 

 

 

 

（ヘ）耐津波構造 

 

 

ロ（ヘ）－①事業許可基準規則解釈等に基づき

調査・検討等を行った結果、本施設が標高約 36m、

海岸から約 3km 離れた丘陵地帯に位置しているこ

とから、津波が敷地に到達するおそれはない。 

 

 

 

 

 

 

（ト）その他の主要な構造 

及びこれらの設備に電源を供給する設備 

ｅ．上記ａからｄの設備及び機器を収納する建物及

び構築物 

 

② 第 2類について 

ａ．設備及び機器のうち、5㎏ U未満の UF6を内包す

るもの（これらをつなぐ主要配管（弁を含む）、ダ

クト（ダンパを含む）及びこれらの設備及び機器

と第１類の設備及び機器間をつなぐ主要配管（弁

を含む）を含む） 

ｂ．第１種管理区域の負圧及び排気経路を維持する

ために必要な設備及び機器並びにダクト（ダンパ

を含む） 

ｃ．上記ａ、ｂの設備及び機器の安全機能の維持に

必要な周辺機器 

ｄ．第 1類以外の建物及び構築物 

 

③ 第 3類について 

第 1類及び第 2類以外の設備及び機器 

＜中略＞ 

 

 

 

 

（ロ）津波に対する安全設計 

 

 

事業許可基準規則解釈等に基づき調査・検討等を行

った結果、本施設が標高約 36m、海岸から約 3 ㎞離れ

た丘陵地帯に位置していることから、津波が敷地に到

達するおそれはない。（詳細は添付書類三「ヘ 津波」

参照） 

これより、津波に対する設計は考慮しない。 

 

 

 

 

（ハ）地震及び津波以外の自然現象並びに人為による事

これらの設備に電源を供給する設備 

(5) 上記(1)から(4)の設備及び機器を収納する建物及び

構築物 

 

3.1.3.2 第2類について 

ロ（ホ）(2)－① (1) 設備及び機器のうち，5 ㎏ U 未満

の UF6を内包するもの（これらをつなぐ主要配管（弁を含

む），ダクト（ダンパを含む）及びこれらの設備及び機器

と第１類の設備及び機器間をつなぐ主要配管（弁を含む）

を含む） 

(2) 第１種管理区域の負圧及び排気経路を維持するため

に必要な設備及び機器並びにダクト（ダンパを含む） 

 

(3) 上記(1)，(2)の設備及び機器の安全機能の維持に必

要な周辺機器 

(4) 第 1 類以外の建物及び構築物 

 

3.1.3.3 第3類について 

ロ（ホ）(3)－①第 1類及び第 2類以外の設備及び機器 

 

 

 

 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

3. 自然現象  

3.2 津波による損傷の防止 

ロ（ヘ）－①事業変更許可申請書「添付書類三 へ 津

波」にて，本施設が標高約 36 m，海岸から約 3 km 離れ

た丘陵地帯に位置していることから，津波が敷地に到達

するおそれはないことを確認済みである。 

このことから，基準津波によって，安全機能を有する

施設の安全機能が損なわれるおそれはないことから，津

波防護施設等は設置しない。 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

3. 自然現象  

3.3 外部からの衝撃による損傷の防止 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ホ）(2)－

①は，事業変更許可申

請書（本文）のロ（ホ）

(2)－①と同義であり

整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ホ）(3)－

①は，事業変更許可申

請書（本文）のロ（ホ）

(3)－①と同義であり

整合している。 

 

 

 

 

設工認のロ（ヘ）－①

は，事業変更許可申請

書（本文）のロ（ヘ）－

①と同義であり整合し

ている。 
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 (1) 外部からの衝撃による損傷の防止 

 

本施設は、敷地及び敷地周辺の自然環境を基に

想定される自然現象（地震及び津波を除く。）のう

ち、設計上の考慮を必要とする自然現象又はその

組み合わせに遭遇した場合において、自然現象そ

のものがもたらす環境条件及びその結果として本

施設で生じ得る環境条件が大きな事故の誘因とな

らない設計とする。 

本施設は、敷地及び敷地周辺の状況を基に想定

される設計上の考慮を必要とする事象であって人

為によるもの（故意によるものを除く。）が大きな

事故の誘因とならない設計とする。 

本施設の設計に当たっては、国内外の基準や文

献等に基づき自然現象を検討し、敷地及び敷地周

辺の自然環境を基に、本施設の安全機能に影響を

及ぼし得る個々の自然現象として、風（台風）、竜

巻、低温・凍結、高温、降水、積雪、落雷、火山

の影響、生物学的事象及び森林火災の 10 事象を抽

出した。 

また、国内外の基準や文献等に基づき人為事象

を検討し、敷地及び敷地周辺の状況を基に、本施

設の安全に影響を及ぼし得る人為事象として、航

空機落下、爆発、近隣工場等の火災、電磁的障害

及び敷地内における化学物質の放出の 5 事象を抽

出した。 

なお、抽出された自然現象については、その特

徴を考慮した荷重の組み合わせを考慮する。 

 

 

 

 

 

 

① 竜巻、森林火災、落雷及び火山の影響以外の自

然現象 

ロ（ト）(1)①－①本施設は、設計上の考慮を

必要とする事象として選定された風（台風）、低

象に対する安全設計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国内外の基準や文献等に基づき自然現象を検討

し、敷地及び敷地周辺の自然環境を基に、本施設の

安全機能に影響を及ぼし得る個々の自然現象とし

て、風（台風）、竜巻、低温・凍結、高温、降水、積

雪、落雷、火山の影響、生物学的事象及び森林火災

の 10 事象を抽出した。 

 

国内外の基準や文献等に基づき人為事象を検討

し、敷地及び敷地周辺の状況を基に、本施設の安全

に影響を及ぼし得る人為事象として、航空機落下、

爆発、近隣工場等の火災、電磁的障害及び敷地内に

おける化学物質の放出の 5事象を抽出した。 

＜中略＞ 

上記の設計上の考慮を必要とする事象による荷重を

考慮する際には、設計上の考慮を必要とする事象によ

る荷重と常時作用している荷重を組み合せるととも

に、必要に応じて特徴を考慮した異種の自然現象によ

る荷重の組み合わせを考慮する。 

 

 

 

（1）竜巻、森林火災、落雷及び火山の影響以外の自然

現象 

その他自然現象として風（台風）、低温・凍結、高

温、降水、積雪、生物学的事象の 6事象を考慮し、そ

3.3.1 外部からの衝撃による損傷の防止に関する基本方

針 

本施設は，敷地及び敷地周辺の自然環境を基に想定さ

れる自然現象（地震及び津波を除く。）のうち，設計上の

考慮を必要とする自然現象又はその組み合わせに遭遇し

た場合において，自然現象そのものがもたらす環境条件

及びその結果として本施設で生じ得る環境条件が大きな

事故の誘因とならない設計とする。 

 

本施設は，敷地及び敷地周辺の状況を基に想定される

設計上の考慮を必要とする事象であって人為によるもの

（故意によるものを除く。）が大きな事故の誘因とならな

い設計とする。 

本施設の設計に当たっては，国内外の基準や文献等に

基づき自然現象を検討し，敷地及び敷地周辺の自然環境

を基に，本施設の安全機能に影響を及ぼし得る個々の自

然現象として，風（台風），竜巻，低温・凍結，高温，降

水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象及び森林火

災の 10 事象を抽出した。 

 

また，国内外の基準や文献等に基づき人為事象を検討

し，敷地及び敷地周辺の状況を基に，本施設の安全に影

響を及ぼし得る人為事象として，航空機落下，爆発，近

隣工場等の火災，電磁的障害及び敷地内における化学物

質の放出の 5事象を抽出した。 

 

なお，抽出された自然現象については，その特徴を考

慮した荷重の組み合わせを考慮する。 

 

 

 

 

3.3.2 自然現象及び人為事象（電磁的障害及び化学物質の

放出を除く。） 

3.3.2.1 竜巻，森林火災，落雷及び火山の影響以外の自然

現象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ト）(1)①

－①は，事業変更許可
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温・凍結、高温、降水、積雪及び生物学的事象が、

安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れらに対して、安全機能を損なわない設計とする。 

詳細は以下のとおり。 

① 風（台風）及び積雪 

風（台風）及び積雪については、八戸特別地域気

象観測所で観測された日最大瞬間風速、また、積雪

については、八戸特別地域気象観測所、むつ特別地

域気象観測所及び六ヶ所地域気象観測所で観測さ

れた最深積雪を踏まえて、建築基準法に基づき設計

荷重を設定し、これに対し安全機能を損なわないよ

う設計する。 

② 低温・凍結 

低温・凍結については、ユーティリティ系の水の

凍結等の可能性があるが、本施設の特徴から閉じ込

め機能等の安全機能が喪失するおそれはない。な

お、低温・凍結については、八戸特別地域気象観測

所及びむつ特別地域気象観測所の観測値の極値の

うち、六ヶ所地域気象観測所の観測値に近似し、か

つ、極値がこれを下回る八戸特別地域気象観測所の

最低気温の観測記録（旧八戸測候所の観測記録）（-

15.7℃）から、本施設に影響を与える可能性のある

現象である。 

③ 高温 

高温については、八戸特別地域気象観測所及びむ

つ特別地域気象観測所で観測された最高気温を考

慮しても、濃縮施設の特徴から閉じ込め機能等の安

全機能が喪失するおそれはない。なお、六ヶ所地域

気象観測所の観測値に近似し、かつ、六ヶ所地域気

象観測所の観測値の極値を上回るむつ特別地域気

象観測所の観測記録（34.7℃）を考慮した。 

④ 降水 

降水については、敷地内の排水設計により、八戸

特別地域気象観測所及びむつ特別地域気象観測所

で観測された最大日降水量及び最大1時間降水量を

踏まえても、大量の雨水が施設に浸水しないよう設

計する。 

⑤ 生物学的事象 

生物学的事象については、本施設敷地周辺の生物

の生息状況の調査を行い、対象生物を選定し、これ

 

 

ロ（ト）(1)①－①3.3.2.1.1 風（台風）及び積雪 

風（台風）及び積雪については，八戸特別地域気象観

測所で観測された日最大瞬間風速，また，積雪について

は，八戸特別地域気象観測所，むつ特別地域気象観測所

及び六ヶ所地域気象観測所で観測された最深積雪を踏ま

えて，建築基準法に基づき設計荷重を設定し，これに対

し安全機能を損なわないよう設計する。 

 

3.3.2.1.2 低温・凍結 

低温・凍結については，ユーティリティ系の水の凍結

等の可能性があるが，本施設の特徴から閉じ込め機能等

の安全機能が喪失するおそれはない。 

 

 

 

 

 

 

 

3.3.2.1.3 高温 

高温については，濃縮施設の特徴から閉じ込め機能等

の安全機能が喪失するおそれはない。 

 

 

 

 

 

3.3.2.1.4 降水 

降水については，敷地内の排水設計により，八戸特別

地域気象観測所及びむつ特別地域気象観測所で観測され

た最大日降水量及び最大 1 時間降水量を踏まえても，大

量の雨水が施設に浸水しないよう設計する。 

3.3.2.1.5 生物学的事象 

生物学的事象については，事業変更許可申請書に示す

本施設敷地周辺の生物の生息状況の調査結果に基づく対

象生物が施設へ侵入することを防止又は抑制する設計と

申請書（本文）のロ（ト）

(1)①－①を具体的に

記載しており整合して

いる。 
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② 竜巻 

本施設は、「原子力発電所の竜巻影響評価ガイ

ド」（平成 25 年 6 月 19 日 原規技発第 13061911

号 原子力規制委員会決定）（以下「竜巻影響評

価ガイド」という。）を参考に、設計上考慮する

竜巻に対して、UF6 の漏えいによる大きな事故の

誘因とならない設計とする。 

 

ａ．防護対象施設 

本施設のうち、設計上考慮する竜巻から防護

する施設（以下「竜巻防護施設」という。）は、

竜巻による風圧力、気圧差、飛来物に対して、

安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

竜巻防護施設として、UF6を内包する設備及び

機器、UF6に汚染された機器及びこれらを収納す

る建屋とし、閉じ込め機能喪失時のリスクレベ

ルに応じて対策を講じる設計とする。 

 

 

 

 

 

本施設内の竜巻防護施設のうち、損傷時の漏

えいによる影響度の大きい均質槽は建屋（2 号

発回均質棟）による防護を基本とし、「建屋によ

ら生物が施設へ侵入することを防止又は抑制する

設計とする。 

具体的には、換気設備の外気取入口へのバードスク

リーン等の設置、取水設備にスクリーンの設置等を

行う。 

また、屋外に設置する電気設備は、密封構造、メ

ッシュ構造及びシール処理を施す構造とすること

により、鳥類、昆虫類及び小動物の侵入を防止又は

抑制する設計とする。 

 

（2）竜巻 

① 竜巻に関する設計方針 

本施設の設計においては、本施設の敷地で想定され

る竜巻による荷重を適切に設定し、設計上考慮する竜

巻から防護する施設（以下「竜巻防護施設」という。）

の構造健全性を確保し、以下の事項に対してUF6の漏

えいによる大きな事故の誘因とならない設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

② 防護対象施設 

ａ．竜巻防護施設 

竜巻防護施設として、UF6を内包する設備及び機

器、UF6に汚染された機器及びこれらを収納する建

屋とし、閉じ込め機能喪失時のリスクレベルに応

じて対策を講じる。 

UF6の性状及びその量を踏まえたUF6の漏えいに

係る閉じ込め機能喪失時のリスクレベルに応じて

以下に分類する。 

 

(ａ) 建屋により防護する施設 

竜巻防護施設のうち、損傷時の漏えいによる

影響度の大きい均質槽は建屋（2号発回均質棟）

による防護を基本とし、「建屋により防護する

する。 

具体的には，換気設備の外気取入口へのバードスクリ

ーン等の設置，取水設備にスクリーンの設置等を行う。 

また，屋外に設置する電気設備は，密封構造，メッシ

ュ構造及びシール処理を施す構造とすることにより，鳥

類，昆虫類及び小動物の侵入を防止又は抑制する設計と

する。 

 

 

 

 

3.3.2.2 竜巻 

本施設は，「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」（平

成 25 年 6 月 19 日 原規技発第 13061911 号 原子力規

制委員会決定）（以下「竜巻影響評価ガイド」という。）

を参考に，設計上考慮する竜巻に対して，UF6の漏えいに

よる大きな事故の誘因とならない設計とする。 

 

 

3.3.2.2.1 防護対象施設 

本施設のうち，設計上考慮する竜巻から防護する施設

（以下「竜巻防護施設」という。）は，竜巻による風圧力，

気圧差，飛来物に対して，安全機能を損なわない設計と

する。 

 

 

竜巻防護施設として，UF6を内包する設備及び機器，UF6

に汚染された機器及びこれらを収納する建屋とし，閉じ

込め機能喪失時のリスクレベルに応じて対策を講じる設

計とする。 

 

 

 

 

 

本施設内の竜巻防護施設のうち，損傷時の漏えいによ

る影響度の大きい均質槽は建屋（2 号発回均質棟）によ

る防護を基本とし，「建屋により防護する施設」と分類す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（
１
）
-
1
-
ロ
-
3
1
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類五） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

り防護する施設」と分類する。 

 

 

また、設計飛来物に対し、防護が期待できな

い建屋に収納される竜巻防護施設は、損傷時の

影響度が小さいことから、設備又は運用による

竜巻防護対策を実施することとし、「設備又は運

用により防護する施設」と分類する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、竜巻防護施設（2号発回均質棟）の周囲

の建屋・構築物の高さ及び竜巻防護施設（2 号

発回均質棟）との距離を考慮し、損壊により竜

巻防護施設（2 号発回均質棟）に波及的影響を

及ぼすおそれのある施設を、竜巻防護施設（2号

発回均質棟）に波及的影響を及ぼし得る施設と

して選定し、建屋により防護する施設の安全機

能を損なわない設計とする。 

 

ｂ．設計荷重の設定 

(ａ) 設計竜巻及び設計上考慮する竜巻の設定 

ロ（ト）(1)②ｂ(ａ)－①竜巻影響評価ガ

イドに基づき、本施設が立地する地域及び日

本全国の類似の気象条件の地域において、過

去に発生した最大規模の竜巻による風速及

び竜巻最大風速のハザード曲線による最大

風速を求めた。その結果、当該地域において

施設」と分類する。 

 

(ｂ) 設備又は運用により防護する施設 

設計飛来物に対し、防護が期待できない建屋

（中央操作棟、2 号カスケード棟、A ウラン貯

蔵庫、Bウラン貯蔵庫、ウラン貯蔵・廃棄物庫、

1 号発回均質棟、1 号カスケード棟、A ウラン

濃縮廃棄物建屋、Bウラン濃縮廃棄物建屋及び

使用済遠心機保管建屋）に収納される竜巻防護

施設は、UF6 を固体状態あるいは大気圧以下の

状態で取り扱う施設又は固体廃棄物を取り扱

う施設であり、損傷時の影響度が小さいことか

ら、設備又は運用による竜巻防護対策を実施す

ることとし、「設備又は運用により防護する施

設」と分類する。 

＜中略＞ 

 

ｂ．竜巻防護施設（2号発回均質棟）に波及的影響を

及ぼし得る施設 

 

 

竜巻防護施設（2号発回均質棟）に波及的影響を

及ぼし得る施設は、当該施設の損壊により竜巻防

護施設（2号発回均質棟）に波及的影響を及ぼして

安全機能を喪失させる可能性が否定できない施設

とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

③ 設計荷重の設定 

ａ．設計上考慮する竜巻の設定 

基準竜巻及び設計竜巻は、「原子力発電所の竜

巻影響評価ガイド」（平成25年6月19日 原規技発

第13061911号 原子力規制委員会決定）（以下「竜

巻影響評価ガイド」という。）に準拠し、本施設

が立地する地域の気候、竜巻発生の特徴、IAEAの

基準（本施設を中心とした10万km2の範囲を目安と

る。 

 

 

また，設計飛来物に対し，防護が期待できない建屋に

収納される竜巻防護施設は，損傷時の影響度が小さいこ

とから，設備又は運用による竜巻防護対策を実施するこ

ととし，「設備又は運用により防護する施設」と分類する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，竜巻防護施設（2号発回均質棟）の周囲の建屋・

構築物の高さ及び竜巻防護施設（2 号発回均質棟）との

距離を考慮し，損壊により竜巻防護施設（2 号発回均質

棟）に波及的影響を及ぼすおそれのある施設を，竜巻防

護施設（2 号発回均質棟）に波及的影響を及ぼし得る施

設として選定し，建屋により防護する施設の安全機能を

損なわない設計とする。 

 

 

3.3.2.2.2 設計荷重の設定 

(1) 設計上考慮する竜巻の設定 

ロ（ト）(1)②ｂ(ａ)－①事業変更許可申請書「添付書

類五 ハ 地震等の自然環境に関する安全設計 （ハ）地

震及び津波以外の自然現象並びに人為による事象に対す

る安全設計」に示すとおり，設計上考慮する竜巻の最大

風速は 100 m/s とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ト）(1)②

ｂ(ａ)－①は，事業変

更許可申請書（本文）の

ロ（ト）(1)②ｂ(ａ)－

①と同義であり整合し

ている。 
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発生するおそれのある最大の竜巻の規模は、

藤田スケールで F2 規模となると推定した。

その上で、日本全土で過去に発生した最大級

の竜巻の規模が F3 であること、また、今後

の気象条件の変動の可能性や蓄積されてい

る知見の少なさ等の不確定要素を考慮し、設

計上考慮する竜巻の最大風速を 100m/s と設

定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する）、分水嶺、気候区分及び本施設の立地地点を

踏まえて設定した竜巻検討地域（青森県から岩手

県の太平洋側及び北海道地方の南側の海岸線に沿

った海側5km及び陸側10kmの範囲）を対象として、

過去に発生した竜巻による最大風速（VB1）及び竜

巻最大風速のハザード曲線による最大風速（VB2）

を踏まえて設定する。 

過去に発生した竜巻による最大風速（VB1）につ

いては、竜巻影響評価ガイドに準拠し、総観スケ

ールの気象条件に基づく検討に加えて突風関連指

数を用いた検討を行った結果を踏まえ、竜巻検討

地域において発生した過去最大の竜巻の最大風速

とし、69m/sとする。 

竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速

（VB2）については、竜巻影響評価ガイドに準拠し

て算定し、年超過確率10-5に相当する風速として

46m/sとする。 

上記のVB1及びVB2のうち、より値の大きい方を基

準竜巻の最大風速（VB）とし、さらに地形効果によ

る増幅については、本施設の敷地の周辺が平坦で

あり、地形効果による増幅を考慮する必要がない

ことから、設計竜巻の最大風速を69m/sとする。 

ただし、竜巻に対する設計に当たっては、基準竜

巻の設定に用いたデータが過去の記録に基づくも

のであること、突風関連指数による解析は相対的

な傾向を把握するものであること及び日本におい

て過去に発生した最大級の竜巻がF3であることか

ら、今後の気象条件の変動等の不確定要素を考慮

し、設計及び運用に保守性を持たせるために、設計

上考慮する竜巻の最大風速は100m/sとする。設計

荷重は、設計上考慮する竜巻の特性値に基づいて

設定する。設計上考慮する竜巻の特性値を表5－8

に示す。 

また、設計竜巻及び設計上考慮する竜巻につい

ては、今後も継続的に観測データ及び増幅に関す

る新たな知見等の収集に取組み、必要な事項につ

いては適切に反映を行う。 
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(ｂ) 設計飛来物の設定 

ロ（ト）(1)②ｂ(ｂ)－①設計上考慮すべ

き設計飛来物については、固縛、退避、撤去

の対策が講じられない設計飛来物のうち、貫

通力及び運動エネルギーの大きさを踏まえ、

鋼製材、鋼製パイプを選定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、設計飛来物の衝突荷重については、

竜巻ガイドに基づき衝突荷重等を算定し、設

計荷重を設定した。 

 

 

なお、飛来物となり得る資機材のうち、竜

巻防護対策によって防護できない可能性の

あるものは、固縛、退避、撤去の必要な措置

をすることで設計飛来物としない。また、敷

地内の車両については、退避又は固縛の措置

を講じることにより、設計飛来物としない。 

 

 

ｂ．設計飛来物の設定 

竜巻影響評価ガイドを参考にプラントウォーク

ダウンによる敷地全体を俯瞰した調査及び検討を

行い、敷地内の資機材等の設置状況を踏まえ、竜

巻防護施設に衝突する可能性のある飛来物を抽出

する。抽出した飛来物に竜巻影響評価ガイドに例

示される飛来物を加え、それぞれの寸法、質量及

び形状から飛来の有無を判断し、運動エネルギー

及び貫通力を考慮して、竜巻防護対策によって防

護が出来ない可能性があるものは、固縛、建屋内

収納又は撤去により飛来物とならないようにす

る。 

なお、敷地内の車両については、入構を管理す

るとともに、固縛又は退避を必要とする区域（以

下「飛来対策区域」という。）を設定し、竜巻の

襲来が予想される場合には、停車又は走行してい

る状況に応じて固縛又は飛来対策区域外へ退避す

ることにより、飛来物とならないよう管理を行う

ことから、設計飛来物として考慮しない。 

竜巻防護施設に衝突する可能性がある飛来物と

して、竜巻影響評価ガイドに例示される鋼製材及

び鋼製パイプを設計飛来物として設定する。 

表5－9に本施設における設計飛来物を示す。 

 

 

 

 

 

 

ｂ．設計飛来物の設定 

竜巻影響評価ガイドを参考にプラントウォーク

ダウンによる敷地全体を俯瞰した調査及び検討を

行い、敷地内の資機材等の設置状況を踏まえ、竜

巻防護施設に衝突する可能性のある飛来物を抽出

する。抽出した飛来物に竜巻影響評価ガイドに例

示される飛来物を加え、それぞれの寸法、質量及

び形状から飛来の有無を判断し、運動エネルギー

及び貫通力を考慮して、竜巻防護対策によって防

(2) 設計飛来物の設定 

ロ（ト）(1)②ｂ(ｂ)－①事業変更許可申請書「添付書

類五 ハ 地震等の自然環境に関する安全設計 （ハ）地

震及び津波以外の自然現象並びに人為による事象に対す

る安全設計」に示すとおり，竜巻影響評価ガイドに例示

される鋼製材及び鋼製パイプを設計飛来物として設定す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ト）(1)②

ｂ(ｂ)－①は，事業変

更許可申請書（本文）の

ロ（ト）(1)②ｂ(ｂ)－

①と同義であり整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）「（c） 荷重の

組み合わせと許容限

界」に示す。 

 

事業変更許可申請書

（本文）「f．手順等」に

示す。 
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(ｃ) 荷重の組み合わせと許容限界 

設計上考慮する竜巻により竜巻防護施設

に作用する荷重として、竜巻影響評価ガイド

を参考に風圧力による荷重、気圧差による荷

重、飛来物による衝撃荷重を組み合わせた竜

巻荷重並びに竜巻防護施設に常時作用する

荷重、運転時荷重、その他竜巻以外の自然現

象による荷重を適切に組み合わせたものを

設計荷重として考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

護が出来ない可能性があるものは、固縛、建屋内

収納又は撤去により飛来物とならないようにす

る。 

なお、敷地内の車両については、入構を管理す

るとともに、固縛又は退避を必要とする区域（以

下「飛来対策区域」という。）を設定し、竜巻の

襲来が予想される場合には、停車又は走行してい

る状況に応じて固縛又は飛来対策区域外へ退避す

ることにより、飛来物とならないよう管理を行う

ことから、設計飛来物として考慮しない。 

＜中略＞ 

 

 

ｃ．荷重の組み合わせと許容限界 

(ａ) 竜巻防護施設に作用する設計竜巻荷重 

設計上考慮する竜巻により竜巻防護施設に

作用する設計竜巻荷重を以下に示す。 

ⅰ．風圧力による荷重 

竜巻の最大風速による荷重であり、竜巻影響

評価ガイドに準拠し、次式のとおり算出する。 

WW＝q・G・C・A 

ここで、 

WW：風圧力による荷重 

q：設計用速度圧 

G：ガスト影響係数（＝1.0） 

C：風力係数（施設の形状や風圧力が作用する

部位（屋根、壁等）に応じて設定する。） 

A：施設の受圧面積 

q＝（1/2）・ρ・VD2 

ここで、 

ρ：空気密度 

VD：設計上考慮する竜巻の最大風速 

ただし、竜巻による最大風速は、一般的には

水平方向の風速として算定されるが、鉛直方向

の風圧力に対してぜい弱と考えられる竜巻防護

施設及び竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得

る施設が存在する場合には、鉛直方向の最大風

速等に基づいて算出した鉛直方向の風圧力につ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 荷重の組み合わせと許容限界 

ａ．荷重の組み合わせ 

設計上考慮する竜巻により竜巻防護施設に作用する

荷重として，竜巻影響評価ガイドを参考に風圧力によ

る荷重，気圧差による荷重，飛来物による衝撃荷重を

組み合わせた竜巻荷重並びに竜巻防護施設に常時作用

する荷重，運転時荷重，その他竜巻以外の自然現象に

よる荷重を適切に組み合わせたものを設計荷重として

考慮する。 
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いても考慮した設計とする。 

ⅱ．気圧差による荷重 

建屋の壁、屋根等においては、設計上考慮す

る竜巻による気圧低下によって生じる竜巻防護

施設の内外の気圧差による圧力荷重を考慮し、

保守的に「閉じた施設」を想定して次式のとお

り算出する。「閉じた施設」とは通気がない施

設であり、施設内部の圧力が竜巻の通過以前と

以後で等しいとみなせる。他方、施設の外側の

圧力は竜巻の通過中に変化し、施設内外に圧力

を生じさせる。 

WP=ΔPmax・A 

ここで、 

WP：気圧差による荷重 

ΔPmax：最大気圧低下量 

A：施設の受圧面積 

ⅲ．飛来物の衝撃荷重 

竜巻影響評価ガイドに準拠し、衝突時の荷重

が大きくなる向きで設計飛来物が竜巻防護施設

に衝突した場合の衝撃荷重を算出する。 

また、貫通評価においても、設計飛来物の貫

通力が大きくなる向きで衝突することを考慮し

て評価を行う。 

(ｂ) 設計竜巻荷重の組み合わせ 

竜巻防護施設の設計に用いる設計竜巻荷重

は、竜巻影響評価ガイドに準拠し、風圧力によ

る荷重（WW）、気圧差による荷重（WP）及び設

計飛来物による衝撃荷重（WM）を組み合せた複

合荷重とし、複合荷重WT1及びWT2は米国原子力

規制委員会の基準類を参考として、以下のとお

り設定する。 

WT1＝WP 

WT2＝WW＋（1/2）・WP＋WM 

なお、竜巻防護施設にはWT1及びWT2の両荷重

をそれぞれ作用させる。 

(ｃ) 設計竜巻荷重と組み合せる荷重の設定 

設計竜巻荷重と組み合せる荷重は、以下のと

おりとする。 
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ⅰ．竜巻防護施設に常時作用する荷重及び運転時

荷重 

竜巻防護施設に常時作用する荷重及び運転時

荷重としては、自重、死荷重及び活荷重を適切

に組み合せる。 

ⅱ．竜巻以外の自然現象による荷重 

竜巻は積乱雲や積雲に伴って発生する現象で

あり(1)、積乱雲の発達時に竜巻と同時に発生す

る可能性がある自然現象は、落雷、積雪、降雹

及び降水である。これらの自然現象により発生

する荷重の組み合わせの考慮は、以下のとおり

とする。 

なお、竜巻と同時に発生する自然現象につい

ては、今後も継続的に新たな知見等の収集に取

組み、必要な事項については適切に反映を行う。 

(ⅰ)落雷 

竜巻及び落雷が同時に発生する場合におい

ても、落雷による影響は雷撃であり、荷重は発

生しない。 

(ⅱ)積雪 

本施設の立地地域は、冬季においては積雪が

あるため、冬季における竜巻の発生を想定し、

建築基準法等に基づいて積雪の荷重を適切に

考慮する。 

(ⅲ)降雹 

降雹は積乱雲から降る直径5mm以上の氷の粒

であり、仮に直径10cm程度の大型の降雹を仮定

した場合でも、その質量は約0.5kgである。竜

巻及び降雹が同時に発生する場合においても、

直径10cm程度の降雹の終端速度は59m/s(2)、運

動エネルギーは約0.9kJであり、設計飛来物の

運動エネルギーと比べて十分小さく、降雹の衝

突による荷重は設計竜巻荷重に包絡される。 

(ⅳ)降水 

竜巻及び降水が同時に発生する場合におい

ても、降水により屋外施設に荷重の影響を与え

ることはない。また、降水による荷重は十分小

さいため、設計竜巻荷重に包絡される。 
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ｃ．竜巻防護設計 

 

 

「建屋により防護する施設」については、建

屋が設計荷重による影響を受けない設計とす

る。具体的には、建屋が設計荷重に対して主架

構の構造健全性が維持されるとともに、個々の

部材の破損により施設内の竜巻防護施設が閉じ

込め機能を損なわない設計とする。設計飛来物

の衝突に対しては、貫通が防止でき、かつ、衝

撃荷重に対して健全性が確保できる堅固な建

物・構築物で保護する設計とする。 

 

 

 

ロ（ト）(1)②ｃ－①「設備又は運用により防

護する施設」については、建屋への設計飛来物

の衝突により安全機能を損なうおそれがある場

合には、竜巻の襲来が予想される際に UF6 を排

気回収する等の設備又は運用による竜巻防護対

策を実施することにより安全機能を損なわない

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 竜巻防護設計 

UF6 の性状及びその量を踏まえた UF6 の漏えいに

係るリスクの程度に応じて措置を講じる。 

ａ．建屋により防護する施設 

「建屋により防護する施設」（2号発回均質棟）

については、建屋が設計荷重による影響を受けな

い設計とする。具体的には、建屋は、設計荷重に

対して主架構の構造健全性が維持されるととも

に、個々の部材の破損により本施設内の竜巻防護

施設が閉じ込め機能を損なわない設計とする。 

設計飛来物の衝突に対しては、貫通が防止でき、

かつ、衝撃荷重に対して健全性が確保できる設計

とする。 

＜中略＞ 

 

ｂ．設備又は運用により防護する施設 

設計上考慮する竜巻の影響により建屋が損傷

し、防護できない可能性のある施設は、設計荷重

による影響に対して安全機能を損なわない設計と

することを基本とする。「設備又は運用により防

護する施設」については、建屋への設計飛来物の

衝突により安全機能を損なうおそれがある場合に

は、竜巻の襲来が予想される際にUF6を排気回収す

る等の設備又は運用による竜巻防護対策を実施す

ることにより安全機能を損なわない設計とする。

また、建屋による防護が期待できないUF6を内包す

る機器の竜巻防護対策を表5－11に示す。 

(ａ) 2号カスケード棟のカスケード設備内のUF6

は、竜巻の襲来が予想される場合には、2号発

回均質棟のケミカルトラップに排気回収する。

なお、UF6の排気回収を開始してから1つのカス

ケード当たり10～20分間で半分以上のUF6を排

気することができ、1時間程度でほぼ全量のUF6

を排気回収することが可能である。 

(ｂ) 貯蔵施設においてUF6を貯蔵するUF6シリン

ダ類及び付着ウラン回収容器については、設計

飛来物の貫通に対してシリンダの肉厚により

健全性を確保する。 

3.3.2.2.3 竜巻防護設計 

(1) 建屋により防護する施設 

 

 

「建屋により防護する施設」（2 号発回均質棟）につ

いては，建屋が設計荷重による影響を受けない設計とす

る。具体的には，建屋は，設計荷重に対して主架構の構

造健全性が維持されるとともに，個々の部材の破損によ

り本施設内の竜巻防護施設が閉じ込め機能を損なわな

い設計とする。 

設計飛来物の衝突に対しては，貫通が防止でき，かつ，

衝撃荷重に対して健全性が確保できる設計とする。 

 

＜中略＞ 

 

(2) 設備又は運用により防護する施設 

ロ（ト）(1)②ｃ－①設計上考慮する竜巻の影響によ

り建屋が損傷し，防護できない可能性のある施設は，設

計荷重による影響に対して安全機能を損なわない設計

とすることを基本とする。 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．2号カスケード棟のカスケード設備内の UF6は，竜巻

の襲来が予想される場合には，2 号発回均質棟のケミ

カルトラップに排気回収する。 

 

 

 

 

ｂ．貯蔵施設において UF6を貯蔵する UF6シリンダ類及び

付着ウラン回収容器については，設計飛来物の貫通に

対してシリンダの肉厚により健全性を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ト）(1)②

ｃ－①は，事業変更許

可申請書（本文）のロ

（ト）(1)②ｃ－①を具

体的に記載しており整

合している。 
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ｄ．竜巻随伴事象に対する設計 

竜巻影響評価ガイドを参考に竜巻随伴事象と

して、火災、溢水及び外部電源喪失を想定し、

これらの事象が発生した場合においても本施設

の安全性が損なわない設計とする。 

 

 

 

ｅ．その他の考慮 

本施設の北側近傍に公道があることから、公

道車両の飛来距離範囲にある損傷時の漏えいに

よる影響度の大きい均質・ブレンディング設備

の均質槽を収納する 2 号発回均質棟について

は、均質槽の閉じ込め機能に影響を与えないよ

う対策を講じる。 

 

 

ｆ．手順等 

 

 

 

 

 

 

竜巻対策として、資機材等の設置状況を踏ま

え、飛来物となる可能性のあるもので、飛来し

なお、UF6を内包するシリンダは、その空力特

性から浮き上がらない。 

＜中略＞ 

 

(ｃ) 廃棄施設において保管廃棄した固体廃棄物

のドラム缶等については、固縛により飛散を防

止する。 

 

(ｄ) 上記(ａ)～(ｃ)以外の竜巻防護施設は、建屋

内の機器配置等により、竜巻防護施設の安全機

能に影響を与えない設計とする。 

 

⑤ 竜巻随伴事象に対する設計 

竜巻影響評価ガイドを参考に竜巻随伴事象とし

て以下の事象を想定し、これらの事象が発生した場

合においても、本施設の安全性が損なわない設計と

する。 

＜中略＞ 

 

 

⑥ その他の考慮 

本施設の北側近傍に公道があることから、竜巻が

襲来した場合に公道車両が飛来し、損傷時の漏えい

による影響度の大きい均質槽を収納する2号発回均

質棟に衝突する可能性がある。このため、公道の車

両が設計飛来物になる可能性を考慮し、飛来が想定

される車両により均質槽の閉じ込め機能が影響を

受けない設計とする。 

 

⑦ 手順等 

  竜巻に対しては、飛来物発生防止及び竜巻襲来前

の生産運転停止措置を適切に実施するための対策

を手順に定める。また、「原子炉等規制法」第 22 条

第 1項に基づく濃縮・埋設事業所加工施設保安規定

（以下「保安規定」という。）にて、竜巻対策に係

る手順を定めることを明確にする。 

ａ．資機材等で飛来物となる可能性のあるものは、

飛来時の運動エネルギー及び貫通力が設計飛来物

なお，UF6を内包するシリンダは，その空力特性から

浮き上がらない。 

 

 

ｃ．廃棄施設において保管廃棄した固体廃棄物のドラム

缶等については，固縛により飛散を防止する。 

 

 

ｄ．上記ａ．～ｃ．以外の竜巻防護施設は，建屋内の機

器配置等により，竜巻防護施設の安全機能に影響を与

えない設計とする。 

 

3.3.2.2.4 竜巻随伴事象に対する設計 

竜巻影響評価ガイドを参考に竜巻随伴事象として，火

災，溢水及び外部電源喪失を想定し，これらの事象が発

生した場合においても本施設の安全性が損なわない設計

とする。 

＜中略＞ 

 

 

3.3.2.2.5 その他の考慮 

本施設の北側近傍に公道があることから，公道車両の

飛来距離範囲にある損傷時の漏えいによる影響度の大き

い均質・ブレンディング設備の均質槽を収納する 2 号発

回均質棟については，均質槽の閉じ込め機能に影響を与

えないよう対策を講じる。 

 

 

 

3.3.2.2.6 手順等 

以下に示す竜巻事象に対する措置について，加工施設

保安規定に定めて管理する。 

 

 

 

 

・竜巻対策として，資機材等の設置状況を踏まえ，飛来

物となる可能性のあるもので，飛来した場合の運動エ

 

 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示す。 
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た場合の運動エネルギー及び貫通力が設計飛来

物よりも大きなものに対する固縛、建屋内への

収納又は敷地内からの撤去を実施することを手

順に定める。 

敷地構内の車両については、入構を管理する

とともに、飛来対策区域を設定し、竜巻の襲来

が予想される場合に車両が飛来物とならないよ

う固縛又は退避を実施することを手順に定め

る。 

飛来対策区域は、車両の最大飛来距離を算出

した結果に保守性を考慮し設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

竜巻の襲来が予想される場合には、均質・ブ

レンディング設備の均質槽の液化運転及び各設

備の槽類の加熱を停止するとともに、カスケー

ド設備は、UF6を排気回収する手順を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

③ 外部火災 

 

 

 

 

である鋼製材よりも大きなものについて、設置場

所に応じて固縛、建屋内収納又は敷地からの撤去

を実施することを手順に定める。 

 

ｂ．車両に対しては、敷地内への入構管理を行うと

ともに、停車場所に応じた退避又は固縛の措置を

手順書に定める。 

 

 

ｃ．飛来対策区域は、建屋により防護する施設を収

納する2号発回均質棟と車両との間に取るべき離

隔距離を考慮して設定する。 

離隔距離の検討に当たっては、まず解析により

車両の最大飛来距離を求める。解析においては、

フジタモデル(3)の方がランキン渦モデルよりも地

表面における竜巻の風速場をよく再現しているこ

と及び車両は地表面にあることからフジタモデル

を適用する。ただし、フジタモデルを適用した解

析における不確実性を補うため、車両の最大飛来

距離を算出した結果に保守性を考慮して、離隔距

離を200mとする。 

飛来対策区域を図5－3のとおりとする。 

ｄ．気象庁から発表される雷注意報等により、竜巻

の発生のおそれが予想される場合には、事前の生

産運転停止により設備内のUF6を固体化するもの

とし、これらの操作を実施する時期の判断基準を

手順書に定める。また、車両に対しては、敷地内

への入構管理を行うとともに、停車場所に応じた

退避又は固縛の措置を手順書に定める。 

ｅ．竜巻に対する運用管理を確実に実施するために

必要な技術的能力を維持・向上させることを目的

とし、教育・訓練を定期的に実施する。 

    

（3）外部火災 

① 外部火災に関する設計方針 

敷地及び敷地周辺で想定される自然現象並びに

人為事象による火災・爆発（以下「外部火災」とい

う。）が大きな事故の誘因とならない設計とする。 

ネルギー及び貫通力が設計飛来物よりも大きなものに

対する固縛，建屋内への収納又は敷地内からの撤去を

実施することを手順に定める。 

 

・敷地構内の車両については，入構を管理するとともに，

飛来対策区域を設定し，竜巻の襲来が予想される場合

に車両が飛来物とならないよう固縛又は退避を実施す

ることを手順に定める。 

 

・飛来対策区域は，車両の最大飛来距離を算出した結果

に保守性を考慮し設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

竜巻の襲来が予想される場合には，均質・ブレンディ

ング設備の均質槽の液化運転及び各設備の槽類の加熱を

停止するとともに，カスケード設備は，UF6を排気回収す

る手順を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

3.3.2.3 外部火災 

 

敷地及び敷地周辺で想定される自然現象並びに人為事

象による火災・爆発（以下「外部火災」という。）が大き

な事故の誘因とならない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（
１
）
-
1
-
ロ
-
4
0
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類五） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」

（平成 25 年 6 月 19 日 原規技発第 13061912 号 

原子力規制委員会決定）（以下「外部火災影響評

価ガイド」という。）に基づき、ロ（ト）(1)③－

①敷地及び敷地周辺において想定される火災を

選定した上で、ロ（ト）(1)③－②森林火災及び

近隣工場等火災による最大火線強度等を算定す

る。 

また墜落を想定する航空機及び墜落地点の選

定並びに輻射強度等の算定を行う。 

外部火災影響評価ガイドに基づき、最大火線強

度に対して、必要な防火帯幅を確保する。最大反

応強度に対して、防護対象施設に熱影響を及ぼさ

ない設計とする。熱影響を評価した結果、防護対

象施設に熱影響を及ぼさない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」（平

成 25 年 6 月 19 日 原規技発第 13061912 号 原子

力規制委員会決定）（以下「外部火災影響評価ガイ

ド」という。）外部火災影響評価ガイドに基づき、

外部火災として、森林火災、近隣工場等の火災、航

空機墜落による火災及び敷地内の屋外危険物貯蔵

施設における火災を想定し、その規模の評価を行っ

た。また、これらの火災においては、本施設敷地内

に存在する屋外危険物貯蔵施設を対象として、外部

火災による影響及び外部火災源としての影響を考

慮する。 

＜中略＞ 

 

② 防護対象施設の選定 

＜中略＞ 

また、本施設敷地内に存在する施設のうち、防護

対象施設へ熱影響を与える可能性のある施設（オイ

ルヤード内重油タンク・軽油タンク、補助建屋内重

油タンク・軽油タンク、危険物・薬品貯蔵庫内危険

物貯蔵所）を屋外危険物貯蔵施設とし、屋外危険物

貯蔵施設の外部火災による影響及び外部火災源と

しての影響を考慮したとしても防護対象安全機能

を損なわない設計とする。 

防護対象施設及び屋外危険物貯蔵施設の配置を

図 5－4に示す。 

森林火災、近隣工場等の火災、航空機墜落による

火災については、外壁に対する熱影響評価を実施

し、外壁が許容温度以下となることを確認する。さ

らに、屋外危険物貯蔵施設への熱影響を確認する。 

 

③防護設計の基本方針 

 外部火災の種類と規模（設計荷重）の設定で算定し

た外部火災荷重に対して、防護設計を講じる。 

ａ．森林火災及び近隣工場等火災に対しては、その

重畳を考慮しても敷地内への火災の延焼が防止で

きるよう、外部火災影響評価ガイドに基づき防火

 

3.3.2.3.2 設計荷重の設定及び防護設計 

事業変更許可申請書にて「原子力発電所の外部火災影

響評価ガイド」（平成 25 年 6 月 19 日 原規技発第

13061912 号 原子力規制委員会決定）（以下「外部火災

影響評価ガイド」という。）に基づき，外部火災として，

ロ（ト）(1)③－①森林火災，近隣工場等の火災，航空機

墜落による火災及び敷地内の屋外危険物貯蔵施設におけ

る火災を想定し，ロ（ト）(1)③－②その規模及び熱影響

を評価した結果，建屋外壁表面温度はコンクリートの許

容温度 200 ℃以下であり，防護対象安全機能を損なうお

それがないことを確認済みである。また，濃縮機器製造

工場 高圧ガス貯蔵/消費施設の爆発については，十分な

離隔距離を有していることから，防護対象安全機能を損

なうことはない。 

評価結果を踏まえて以下の対策を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ト）(1)③

－①は，事業変更許可

申請書（本文）のロ（ト）

(1)③－①を具体的に

記載しており整合して

いる。 

設工認のロ（ト）(1)③

－②は，事業変更許可

申請書（本文）のロ（ト）

(1)③－②と同義であ

り整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（
１
）
-
1
-
ロ
-
4
1
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類五） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ（ト）(1)③－③また、これらの火災におい

ては、本施設敷地内に存在する屋外危険物貯蔵施

設を対象として、外部火災による影響及び外部火

災源としての影響を考慮する。 

 

 

 

 

 

 

ａ．外部火災に対する防護対象安全機能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本施設において外部火災発生時に発生が想定

されるハザードとして、熱せられた UF6 の圧力

上昇によって発生する UF6 を取り扱う設備及び

機器からの漏えいがある。 

したがって、UF6 を取り扱う設備及び機器の閉じ

帯幅を設定する。 

ｂ．建屋外壁のコンクリート厚さを踏まえて離隔距

離を確保すること等により、熱影響が建屋内へ伝

達しない設計とする。なお、外部火災影響評価ガ

イドに基づき外壁への熱影響評価を行った結果、

防護対象施設に影響を与えない。 

 

① 外部火災に関する設計方針 

＜中略＞ 

また、これらの火災においては、本施設敷地内に

存在する屋外危険物貯蔵施設を対象として、外部火

災による影響及び外部火災源としての影響を考慮

する。 

外部火災にて想定する火災・爆発を表5－16に示

す。 

 

 

 

 

② 防護対象施設の選定 

外部火災による熱影響が本施設に与える影響を

評価するため、UF6 を内包する設備及び機器を収納

している建屋を防護対象施設とし、防護設計を講じ

る。なお、火災によるばい煙等の影響は、中央制御

室の居住性に影響を与える可能性があるが、火災の

接近が確認された時点で、本施設の生産運転の停止

を行うことから、ばい煙等への対策を講じる必要は

生じないため、中央制御室は防護対象施設としな

い。また、ばい煙等が本施設へ影響を与えるおそれ

がある場合においても、生産運転の停止により、安

全機能が損なわれることはないことから、ばい煙等

の外部火災による二次的影響に対する防護設計は

不要である。 

本施設において外部火災発生時に発生が想定さ

れるハザードとして、熱せられた UF6の圧力上昇に

よって発生するUF6の取扱設備及び機器からの漏え

いがある。したがって、UF6 の取扱設備及び機器の

閉じ込め機能を防護対象安全機能とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ（ト）(1)③－③(1) 防火帯の設置及び防火帯幅の設定 

必要とされる防火帯幅 18.3 m に対し，幅 20 m 以上

の防火帯幅を確保することにより防護対象安全機能を

損なわない設計とする。 

(2) 離隔距離の確保 

防火帯外縁（火炎側）から防護対象施設の間に必要な

距離（危険距離）を上回る離隔距離を確保することによ

り防護対象安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

3.3.2.3.1 防護対象施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本施設において外部火災発生時に発生が想定されるハ

ザードとして，熱せられた UF6 の圧力上昇によって発生

する UF6を取り扱う設備及び機器からの漏えいがある。 

したがって，UF6を取り扱う設備及び機器の閉じ込め機能を

防護対象安全機能とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ト）(1)③

－③は，事業変更許可

申請書（本文）のロ（ト）

(1)③－③を具体的に

記載しており整合して

いる。 
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込め機能を防護対象安全機能とする。 

ｂ．防護対象施設 

UF6を取り扱う設備及び機器は、全て建屋内に

収容されているため、防護対象を収容する建屋

（2号発回均質棟、2号カスケード棟、1号発回

均質棟、Aウラン貯蔵庫、Bウラン貯蔵庫、ウラ

ン貯蔵・廃棄物庫）を防護対象施設とし、防護

対象安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

また、本施設敷地内に存在する施設のうち、

防護対象施設へ熱影響を与える可能性のある施

設（オイルヤード内重油タンク・軽油タンク、

補助建屋内重油タンク・軽油タンク、危険物薬

品貯蔵庫内危険物貯蔵所）を屋外危険物貯蔵施

設とし、屋外危険物貯蔵施設への外部火災によ

る影響及び外部火災源としての影響を考慮した

としても、防護対象安全機能を損なわない設計

とする。 

 

 

ｃ．森林火災 

ロ（ト）(1)③ｃ－①想定される森林火災につ

いては、外部火災影響評価ガイドに準拠し、初

期条件（本施設から直線で 10km 範囲内の可燃物

の量（植生）、気象条件、発火点等）を工学的判

断に基づいて保守的に設定し、本施設への影響

評価を実施し、影響評価により算出される最大

火線強度に基づき防火帯を本施設周辺に設定す

ることにより、防護対象安全機能を損なわない

設計とする。 

また、影響評価により算出される輻射強度の

影響を考慮した場合においても、必要とされる

離隔距離を確保することで、防護対象安全機能

を損なわない設計とする。上記に加えて、発火

点から防火帯までの火炎到達時間を算出し、消

火活動による延焼防止の手順を定めることで、防

護対象安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

防護対象安全機能であるUF6を内包する設備及び

機器は、全て建屋内に収納されていることから外部

火災による熱影響が本施設に与える影響を評価す

るため、UF6 を内包する設備及び機器を収納してい

る建屋（2 号発回均質棟、2 号カスケード棟、1 号

発回均質棟、A ウラン貯蔵庫、B ウラン貯蔵庫、ウ

ラン貯蔵・廃棄物庫）を防護対象施設とし、防護設

計を講じる。 

また、本施設敷地内に存在する施設のうち、防護

対象施設へ熱影響を与える可能性のある施設（オイ

ルヤード内重油タンク・軽油タンク、補助建屋内重

油タンク・軽油タンク、危険物・薬品貯蔵庫内危険

物貯蔵所）を屋外危険物貯蔵施設とし、屋外危険物

貯蔵施設の外部火災による影響及び外部火災源と

しての影響を考慮したとしても防護対象安全機能

を損なわない設計とする。 

＜中略＞ 

 

④ 森林火災 

ａ．概要 

想定される森林火災については、外部火災影響

評価ガイドに準拠し、初期条件（本施設から直線

距離で 10km 範囲内の可燃物量（植生）、気象条件、

発火点等）を保守的に設定し、外部火災影響評価

ガイドに示された解析コードを用いて、火災影響

を評価した。影響評価により算出される最大火線

強度に基づき、必要な防火帯を設定すること等に

より、防護対象安全機能を損なわない設計とする。 

ｂ．森林火災の想定 

想定される森林火災については、外部火災影響

評価ガイドに準拠し、初期条件（本施設から直線

距離で 10km 範囲内の可燃物量（植生）、気象条件

（湿度、温度、風速、風向）、発火点等）を、工学

的判断に基づいて本施設への影響を保守的に評価

するように設定する。 

 

 

 

UF6を取り扱う設備及び機器は，全て建屋内に収容され

ているため，防護対象を収容する建屋（2号発回均質棟，

2 号カスケード棟，1 号発回均質棟，A ウラン貯蔵庫，B

ウラン貯蔵庫，ウラン貯蔵・廃棄物庫）を防護対象施設

とし，防護対象安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

また，本施設敷地内に存在する施設のうち，防護対象

施設へ熱影響を与える可能性のある施設（オイルヤード

内重油タンク・軽油タンク，補助建屋内重油タンク・軽

油タンク，危険物薬品貯蔵庫内危険物貯蔵所）を屋外危

険物貯蔵施設とし，屋外危険物貯蔵施設への外部火災に

よる影響及び外部火災源としての影響を考慮したとして

も，防護対象安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

3.3.2.3.2 設計荷重の設定及び防護設計 

ロ（ト）(1)③ｃ－①事業変更許可申請書にて「原子力

発電所の外部火災影響評価ガイド」（平成 25 年 6 月 19 日 

原規技発第 13061912 号 原子力規制委員会決定）（以下

「外部火災影響評価ガイド」という。）に基づき，外部火

災として，森林火災，近隣工場等の火災，航空機墜落に

よる火災及び敷地内の屋外危険物貯蔵施設における火災

を想定し，その規模及び熱影響を評価した結果，建屋外

壁表面温度はコンクリートの許容温度 200 ℃以下であ

り，防護対象安全機能を損なうおそれがないことを確認

済みである。また，濃縮機器製造工場 高圧ガス貯蔵/消

費施設の爆発については，十分な離隔距離を有している

ことから，防護対象安全機能を損なうことはない。 

評価結果を踏まえて以下の対策を実施する。 

(1) 防火帯の設置及び防火帯幅の設定 

必要とされる防火帯幅 18.3 m に対し，幅 20 m 以上

の防火帯幅を確保することにより防護対象安全機能を
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ｄ．近隣工場等の火災・爆発 

 

ロ（ト）(1)③ｄ－①人為によるものとして、

想定される近隣工場等の火災・爆発については、

外部火災影響評価ガイドに準拠し、本施設から

直線 10km 範囲内に存在する石油コンビナート

等特別防災区域、危険物施設及び高圧ガス貯蔵

施設を網羅的に調査し、むつ小川原国家石油備

蓄基地（以下「石油備蓄基地」という。）（敷地

境界から西方向約 4km）の火災、本施設敷地内

に存在する屋外危険物貯蔵施設の火災及び濃縮

機器製造工場 高圧ガス貯蔵/消費施設の爆発を

対象とする。石油備蓄基地の火災及び屋外危険

物貯蔵施設の火災については、影響評価により

算出される輻射強度を考慮した場合において

も、防護対象安全機能を損なわない設計とする。 

また、濃縮機器製造工場 高圧ガス貯蔵/消費

施設の爆発については、十分な離隔距離を有し

ていることから、防護対象安全機能を損なうこ

とは無い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 近隣工場等の火災・爆発 

ａ．概要 

近隣工場等の火災・爆発については、外部火災

影響評価ガイドに基づき、評価対象の選定を行っ

た結果、近隣工場等の火災の中で最も影響の大き

な施設として、石油備蓄基地を選定した。石油備

蓄基地の火災による影響については、石油備蓄基

地が貯蔵する原油が全て燃焼した場合の輻射強度

について、外部火災影響評価ガイドに基づき算定

した。また、石油備蓄基地には、防油堤が設置さ

れていることから、敷地外へ火災が延焼する可能

性は低いと考えられるものの、敷地外に火災が延

焼した場合の影響も想定した上で、石油備蓄基地

の火災及び森林火災の重畳評価を行った。 

近隣工場等の火災・爆発の選定にあたっては、

本施設の敷地周辺 10km 範囲内に存在する石油コ

ンビナート等特別防災区域内の施設、危険物施設

及び高圧ガス貯蔵施設を網羅的に調査した。 

防護対象施設の外壁で受ける火炎からの輻射強

度がコンクリートの許容温度 200℃(7)となる輻射

強度（以下「危険輻射強度」という。）以下となる

ことを確認し、防護対象安全機能を損なわない設

計とする。 

また、本施設敷地内に存在する屋外危険物貯蔵

施設についても火災の評価対象とする。敷地内に

設置している屋外危険物貯蔵施設については、危

険物が最大量貯蔵されている状態で、同時に火災

が発生した場合の影響を評価した。 

屋外危険物貯蔵施設の火災については、外部火

災影響評価ガイドを参考として、最大貯蔵量の重

油・軽油が燃焼すると仮定した影響評価により算

出される輻射強度に基づき、防護対象施設の外壁

損なわない設計とする。 

(2) 離隔距離の確保 

防火帯外縁（火炎側）から防護対象施設の間に必要な

距離（危険距離）を上回る離隔距離を確保することによ

り防護対象安全機能を損なわない設計とする。 

 

3.3.2.3.2 設計荷重の設定及び防護設計 

 

ロ（ト）(1)③ｄ－①事業変更許可申請書にて「原子力

発電所の外部火災影響評価ガイド」（平成 25 年 6 月 19 日 

原規技発第 13061912 号 原子力規制委員会決定）（以下

「外部火災影響評価ガイド」という。）に基づき，外部火

災として，森林火災，近隣工場等の火災，航空機墜落に

よる火災及び敷地内の屋外危険物貯蔵施設における火災

を想定し，その規模及び熱影響を評価した結果，建屋外

壁表面温度はコンクリートの許容温度 200 ℃以下であ

り，防護対象安全機能を損なうおそれがないことを確認

済みである。また，濃縮機器製造工場 高圧ガス貯蔵/消

費施設の爆発については，十分な離隔距離を有している

ことから，防護対象安全機能を損なうことはない。 

評価結果を踏まえて以下の対策を実施する。 

(1) 防火帯の設置及び防火帯幅の設定 

必要とされる防火帯幅 18.3 m に対し，幅 20 m 以上

の防火帯幅を確保することにより防護対象安全機能を

損なわない設計とする。 

(2) 離隔距離の確保 

防火帯外縁（火炎側）から防護対象施設の間に必要な

距離（危険距離）を上回る離隔距離を確保することによ

り防護対象安全機能を損なわない設計とする。 
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ｅ．森林火災と近隣工場等の火災の重畳 

ロ（ト）(1)③ｅ－①石油備蓄基地の火災が当

該施設の防油堤外部へ延焼する可能性は低い

が、外部火災影響評価ガイドを参考として、石

油備蓄基地を発火点とした火災が、森林等に延

焼することによって本施設に迫ることを想定

し、石油備蓄基地と森林火災の熱影響が重畳し

た場合においても、防護対象安全機能を損なわ

ない設計とする。 

 

 

 

 

 

表面温度を求め許容温度以下とすることで防護対

象安全機能を損なわない設計とする。 

また、濃縮機器製造工場 高圧ガス貯蔵/消費施

設の爆発については、本施設との距離を考慮し、

防護対象安全機能を損なわない設計とする。 

ｂ．石油備蓄基地の火災 

  石油備蓄基地の火災については、外部火災影響

評価ガイドを参考として、石油備蓄基地火災の想

定及び防護対象施設への熱影響評価を実施する。 

(ｂ)  防護対象施設への熱影響について 

ⅰ．評価対象施設 

石油備蓄基地火災の評価は、石油備蓄基地か

らの距離が最短（約 4km）となるウラン貯蔵・廃

棄物庫に対し、想定される石油備蓄基地火災に

より建屋外壁で受ける火炎からの輻射強度を求

め、危険輻射強度（2.3kW/m2）以下とすることで

防護対象安全機能を損なわない設計とする。 

ｃ．近隣工場等の爆発 

近隣工場等の爆発の評価については、最も近い

高圧ガス取扱施設である濃縮機器製造工場 高圧

ガス貯蔵/消費施設で約 1.2km の離隔距離を有し

ており、十分な離隔距離を有していることから、

防護対象安全機能を損なうことはない。 

 

ｄ．近隣工場等の火災と森林火災の重畳評価 

石油備蓄基地の火災が当該施設の防油堤外部へ

延焼する可能性は低いが、石油備蓄基地を発火点

とした火災が、森林等に延焼することによって本

施設に迫ることを想定し、石油備蓄基地と森林火

災の熱影響が重畳した場合においても、防護対象

安全機能を損なわない設計とする。 

ｅ．屋外危険物貯蔵施設の火災 

屋外危険物貯蔵施設の火災については、外部火

災影響評価ガイドを参考として、本施設敷地内の

屋外危険物貯蔵施設のうち、燃料貯蔵量が最も多

く、防護対象施設に最も大きな影響を与える可能

性のあるオイルヤード内重油タンク・軽油タンク

の火災による影響を評価し、防護対象施設の外壁

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3.2.3.2 設計荷重の設定及び防護設計 

ロ（ト）(1)③ｅ－①事業変更許可申請書にて「原子力

発電所の外部火災影響評価ガイド」（平成 25 年 6 月 19 日 

原規技発第 13061912 号 原子力規制委員会決定）（以下

「外部火災影響評価ガイド」という。）に基づき，外部火

災として，森林火災，近隣工場等の火災，航空機墜落に

よる火災及び敷地内の屋外危険物貯蔵施設における火災

を想定し，その規模及び熱影響を評価した結果，建屋外

壁表面温度はコンクリートの許容温度 200 ℃以下であ

り，防護対象安全機能を損なうおそれがないことを確認

済みである。また，濃縮機器製造工場 高圧ガス貯蔵/消

費施設の爆発については，十分な離隔距離を有している

ことから，防護対象安全機能を損なうことはない。 

評価結果を踏まえて以下の対策を実施する。 
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ｆ．航空機墜落による火災 

 

ロ（ト）(1)③ｆ－①航空機墜落による火災に

ついては、「実用発電用原子炉施設への航空機落

下確率の評価基準について」（平成 14･07･29 原

院第 4 号（平成 14 年 7 月 30 日原子力安全･保

安院制定））（以下「航空機落下確率評価基準」

という。）並びに外部火災影響評価ガイドを参考

として、航空機墜落による火災の対象とする航

空機の選定及び航空機墜落地点を設定し、これ

らを用いた航空機墜落による火災の影響評価に

より算出される輻射強度を考慮した場合におい

て、防護対象安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

表面温度を求め、許容温度以下とすることで、防

護対象安全機能を損なわない設計とする。 

(ａ) 屋外危険物貯蔵施設（オイルヤード内重油タ

ンク・軽油タンク）の火災の想定 

屋外危険物貯蔵施設（オイルヤード内重油タ

ンク・軽油タンク）の火災は外部火災影響評価

ガイドに準拠し、想定する。 

ⅰ．気象条件は無風状態とする。 

ⅱ．タンク内の重油及び軽油全てが防油堤内に流

出した全面火災を想定し、流出した重油及び軽

油は全て防油堤内に留まるものとする。 

ⅲ．屋外危険物貯蔵施設間の距離が近いことを考

慮し、補助建屋内重油タンク・軽油タンク及び

危険物・薬品貯蔵庫内危険物貯蔵所の潤滑油等

の容器の燃料量を合算して評価を行う。 

ⅳ．火災は円筒火災をモデルとし、火炎の高さは

燃焼半径の 3倍とする。 

ⅴ．輻射発散度の低減は考慮しない。 

 

⑥ 航空機墜落による火災 

ａ．概要 

航空機墜落による火災については、実用発電用

原子炉施設への航空機落下確率の評価基準につい

て（内規）（平成 14・7・29 原院第 4号。以下「航

空機落下確率評価基準」という。）に基づいた航空

機落下確率評価を踏まえ、防護対象施設周辺に墜

落する可能性のある航空機として、敷地周辺で訓

練飛行を行う航空機のうち、燃料積載量が最大と

なる F-2 を選定し、航空機墜落火災の影響評価を

行った。 

航空機落下確率評価は、本項（ハ）の「(7) 航

空機落下」に示す。 

航空機墜落火災が発生する地点については、航

空機落下確率が 1.0×10-7回/年となる範囲で、防

護対象の建屋から火災発生地点が最短となるとこ

ろを選定した。 

上記で設定した火災の発生地点において、外

部火災影響評価ガイドに基づき、航空機が積載

(1) 防火帯の設置及び防火帯幅の設定 

必要とされる防火帯幅 18.3 m に対し，幅 20 m 以上

の防火帯幅を確保することにより防護対象安全機能を

損なわない設計とする。 

(2) 離隔距離の確保 

防火帯外縁（火炎側）から防護対象施設の間に必要な

距離（危険距離）を上回る離隔距離を確保することによ

り防護対象安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3.2.3.2 設計荷重の設定及び防護設計 

 

ロ（ト）(1)③ｆ－①事業変更許可申請書にて「原子力

発電所の外部火災影響評価ガイド」（平成 25 年 6 月 19 日 

原規技発第 13061912 号 原子力規制委員会決定）（以下

「外部火災影響評価ガイド」という。）に基づき，外部火

災として，森林火災，近隣工場等の火災，航空機墜落に

よる火災及び敷地内の屋外危険物貯蔵施設における火災

を想定し，その規模及び熱影響を評価した結果，建屋外

壁表面温度はコンクリートの許容温度 200 ℃以下であ

り，防護対象安全機能を損なうおそれがないことを確認

済みである。また，濃縮機器製造工場 高圧ガス貯蔵/消

費施設の爆発については，十分な離隔距離を有している

ことから，防護対象安全機能を損なうことはない。 

評価結果を踏まえて以下の対策を実施する。 

(1) 防火帯の設置及び防火帯幅の設定 

必要とされる防火帯幅 18.3 m に対し，幅 20 m 以上

の防火帯幅を確保することにより防護対象安全機能を

損なわない設計とする。 
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する燃料が全て燃焼した場合の輻射強度等を算

定し、火災影響評価を行った。また、前記墜落

地点に加えて、敷地内の屋外危険物貯蔵施設に

航空機が墜落した場合について、航空機が積載

する燃料と屋外危険物貯蔵施設が貯蔵する油が

全て燃焼した場合についても火災影響評価を行

った。 

ｂ．航空機墜落による火災の想定 

  航空機墜落による火災の想定は、外部火災影響

評価ガイド及び航空機落下確率評価基準等を参考

として、以下のとおりとする。 

(ａ) 航空機は、対象航空機のうち、燃料積載量が

最大の機種とする。 

(ｂ) 航空機は、燃料を満載した状態を想定する。 

(ｃ) 航空機の墜落は、本施設の敷地内であって墜

落確率が 10-7回/年以上になる範囲のうち、防

護対象施設への影響が最も厳しくなる地点で

起こることを想定する。 

(ｄ) 航空機の墜落によって燃料に着火し、火災が

起こることを想定する。 

(ｅ) 気象条件は無風状態とする。 

(ｆ) 火災は円筒火災をモデルとし、火炎の高さは

燃焼半径の 3倍とする。 

(ｇ) 油火災において任意の位置にある輻射強度

を計算により求める際は、半径が 1.5m 以上の

場合で火炎の高さを半径の 3 倍にした円筒火

災モデルを採用する。 

ｆ．防護対象施設への熱影響について 

選定した航空機を対象に、火災が発生した時間

から燃料が燃え尽きるまでの間、一定の輻射強度

を与えるものとして、防護対象施設への熱影響を

評価する。 

防護対象施設は、火炎から受ける輻射強度

（634W/m2）に基づき外壁表面温度を求め、コンク

リートの許容温度 200℃(7)以下とすることで、防

護対象安全機能を損なわない設計とする。 

 

ｇ．防護対象施設に対する航空機墜落に起因する屋

(2) 離隔距離の確保 

防火帯外縁（火炎側）から防護対象施設の間に必要な

距離（危険距離）を上回る離隔距離を確保することによ

り防護対象安全機能を損なわない設計とする。 
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ｇ．防護対象施設に対する航空機墜落に起因する

屋外危険物貯蔵施設火災との重畳影響 

ロ（ト）(1)③ｇ－①屋外危険物貯蔵施設につ

いて、航空機墜落による火災を起因として火災

に至るか否かを確認し、火災に至る場合は、航

空機墜落による火災との重畳評価により算出さ

れる輻射強度を考慮した場合においても、防護

対象安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外危険物貯蔵施設火災との重畳影響 

本施設の屋外危険物貯蔵施設は、航空機墜落に

よる火災を起因として火災に至るか否かを確認

し、火災に至る場合は、航空機墜落による火災と

の重畳評価を実施し、防護対象安全機能を損なわ

ない設計とする。 

(ａ) 重畳火災に至る場合の想定 

航空機墜落を起因として、屋外危険物貯蔵施

設に火災が発生する場合は、航空機が直接墜落

することにより火災に至る場合と航空機墜落

による火災の熱影響により火災に至る場合が

ある。 

これらの場合について、下記のとおり屋外危

険物貯蔵施設が火災に至るか否かを確認し、火

災に至る場合には外部火災影響評価ガイドを

参考に航空機墜落による火災と屋外危険物貯

蔵施設の火災の重畳評価を実施し、防護対象安

全機能を損なわない設計とする。 

ⅰ．屋外危険物貯蔵施設への航空機の直接墜落 

防護対象施設に対して設定した墜落確率が

10-7回/年以上になる範囲に基づき、屋外危険物

貯蔵施設に直接墜落するか否かを確認する。直

接墜落する場合は屋外危険物貯蔵施設が火災に

至るものとする。 

ⅱ．航空機墜落による火災の屋外危険物貯蔵施設

への熱影響 

屋外危険物貯蔵施設に対する航空機墜落によ

る火災の熱影響については、外部火災影響評価

ガイドを参考として評価し、火災に至るか否か

を確認する。 

防護対象施設に対して設定した墜落確率が

10-7回/年以上になる範囲のうち、屋外危険物貯

蔵施設への影響が最も厳しくなる地点を航空機

墜落地点とする。選定した航空機を対象に、火

災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの

間、一定の輻射強度を与えるものとして、屋外

危険物貯蔵施設の表面温度を算出する。 

 

3.3.2.3.2 設計荷重の設定及び防護設計 

 

ロ（ト）(1)③ｇ－①事業変更許可申請書にて「原子力

発電所の外部火災影響評価ガイド」（平成 25 年 6 月 19 日 

原規技発第 13061912 号 原子力規制委員会決定）（以下

「外部火災影響評価ガイド」という。）に基づき，外部火

災として，森林火災，近隣工場等の火災，航空機墜落に

よる火災及び敷地内の屋外危険物貯蔵施設における火災

を想定し，その規模及び熱影響を評価した結果，建屋外

壁表面温度はコンクリートの許容温度 200 ℃以下であ

り，防護対象安全機能を損なうおそれがないことを確認

済みである。また，濃縮機器製造工場 高圧ガス貯蔵/消

費施設の爆発については，十分な離隔距離を有している

ことから，防護対象安全機能を損なうことはない。 

評価結果を踏まえて以下の対策を実施する。 

(1) 防火帯の設置及び防火帯幅の設定 

必要とされる防火帯幅 18.3 m に対し，幅 20 m 以上

の防火帯幅を確保することにより防護対象安全機能を

損なわない設計とする。 

(2) 離隔距離の確保 

防火帯外縁（火炎側）から防護対象施設の間に必要

な距離（危険距離）を上回る離隔距離を確保すること

により防護対象安全機能を損なわない設計とする。 
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ｈ．屋外危険物貯蔵施設への熱影響 

 

ロ（ト）(1)③ｈ－①本施設敷地内に存在する

屋外危険物貯蔵施設については、想定される森

林火災、近隣工場等の火災の影響評価により算

出される輻射強度を考慮した場合においても、

防護対象安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｉ．外部火災による二次的影響 

濃縮工場の特徴から安全を確保する上で常時

機能維持が必要な動的機能はなく、UF6を鋼製の

容器等に密封して取扱っており、ばい煙等が本

 

⑦ 屋外危険物貯蔵施設への熱影響 

ａ．概要 

想定される森林火災、近隣工場等の火災の影響

評価により算出される輻射強度を考慮した場合に

おいても、本施設敷地内に設置するオイルヤード

内重油タンク・軽油タンク、補助建屋内重油タン

ク・軽油タンク、危険物・薬品貯蔵庫内危険物貯

蔵所が防護対象安全機能を損なわない設計とす

る。 

ｂ．評価対象 

屋外危険物貯蔵施設であるオイルヤード内重油

タンク・軽油タンク、補助建屋内重油タンク・軽

油タンク、危険物・薬品貯蔵庫内危険物貯蔵所の

中で、防火帯及び石油備蓄基地からの距離が最短

となるオイルヤード内重油タンク・軽油タンクを

評価対象とする。 

ｃ．熱影響について 

(ａ) 森林火災 

森林火災については、オイルヤード内重油タ

ンク・軽油タンクに対し、火災の燃焼時間を考

慮し、一定の輻射強度でオイルヤード内重油タ

ンク・軽油タンクが加熱された場合を考慮して

も防護対象安全機能を損なわない設計とする。 

(ｂ) 近隣工場等の火災 

石油備蓄基地火災については、オイルヤード

内重油タンク・軽油タンクが受ける火炎からの

輻射強度に基づき、オイルヤード内重油タン

ク・軽油タンクが加熱された場合を考慮しても

防護対象安全機能を損なわない設計とする。 

上記「④森林火災」から「⑦屋外危険物貯蔵施

設への熱影響」の入力条件及び評価結果について

は、添付 1に示す。 

 

⑧ 外部火災による二次的影響 

濃縮工場の特徴から安全を確保する上で常時機能

維持が必要な動的機器はなく、UF6を鋼製の容器等に密

封して取り扱っており、ばい煙等が本施設へ影響を与

 

3.3.2.3.2 設計荷重の設定及び防護設計 

 

ロ（ト）(1)③ｈ－①事業変更許可申請書にて「原子力

発電所の外部火災影響評価ガイド」（平成 25 年 6 月 19 日 

原規技発第 13061912 号 原子力規制委員会決定）（以下

「外部火災影響評価ガイド」という。）に基づき，外部火

災として，森林火災，近隣工場等の火災，航空機墜落に

よる火災及び敷地内の屋外危険物貯蔵施設における火災

を想定し，その規模及び熱影響を評価した結果，建屋外

壁表面温度はコンクリートの許容温度 200 ℃以下であ

り，防護対象安全機能を損なうおそれがないことを確認

済みである。また，濃縮機器製造工場 高圧ガス貯蔵/消

費施設の爆発については，十分な離隔距離を有している

ことから，防護対象安全機能を損なうことはない。 

評価結果を踏まえて以下の対策を実施する。 

(1) 防火帯の設置及び防火帯幅の設定 

必要とされる防火帯幅 18.3 m に対し，幅 20 m 以上

の防火帯幅を確保することにより防護対象安全機能を

損なわない設計とする。 

(2) 離隔距離の確保 

防火帯外縁（火炎側）から防護対象施設の間に必要

な距離（危険距離）を上回る離隔距離を確保すること

により防護対象安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3.2.3.3 外部火災による二次的影響 

濃縮工場の特徴から安全を確保する上で常時機能維持

が必要な動的機能はなく，UF6を鋼製の容器等に密封して

取扱っており，ばい煙等が本施設へ影響を与えるおそれ
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施設へ影響を与えるおそれがある場合において

も、均質・ブレンディング設備の均質槽の液化

運転及び各設備の槽類の加熱を停止し、送排風

機の停止・ダンパを閉止するとともに、カスケ

ード設備は UF6 を排気回収することにより、防

護対象安全機能が損なわないことから、ばい煙

等の外部火災による二次的影響に対する防護設

計は不要である。 

 

④ 落雷 

 

濃縮工場の特徴から安全を確保する上で常時

機能維持が必要な動的機能はなく、落雷に伴う直

撃雷と間接雷の影響を受け、本施設を監視・制御

する計測制御設備が機能喪失したとしても、UF6

を鋼製の容器、配管に密封して取り扱うことによ

り閉じ込め機能及び臨界安全性を確保すること

ができる。 

したがって、必ずしも落雷対策は必要としない

が、可能な限りプラント状態の監視を継続できる

ようにするため、本施設の敷地及び敷地周辺で観

測された落雷の最新の知見を踏まえ、落雷から計

測制御設備及び電気設備を防護する設計とする。 

 

 

 

ａ．防護対象施設 

濃縮工場の特徴から安全を確保する上で常時

機能維持が必要な動的機器はなく、UF6を鋼製の

容器等に密封して取り扱うことにより閉じ込め

機能を確保することができるため、落雷に伴う

直撃雷及び間接雷により、計測制御設備が機能

喪失したとしても、閉じ込め機能に影響を及ぼ

すものではない。 

一方で、プラント状態の監視を可能な限り継

続できるよう安全機能を有する施設を監視・制

御する計測制御設備を落雷から防護するとし、

これらを収納する建屋を防護対象施設とする。 

えるおそれがある場合においても、均質・ブレンディ

ング設備の均質槽の液化運転及び各設備の槽類の加

熱を停止し、送排風機の停止・ダンパを閉止するとと

もに、カスケード設備は UF6を排気回収することによ

り、防護対象安全機能が損なわないことから、ばい

煙等の外部火災による二次的影響に対する防護設

計は不要である。 

 

 

(4) 落雷 

① 落雷に関する設計方針 

濃縮工場の特徴から安全を確保する上で常時機

能維持が必要な動的機器はなく、UF6を鋼製の容器

等に密封して取り扱うことにより閉じ込め機能を

確保することができるため、落雷に伴う直撃雷及び

間接雷により、計測制御設備が機能喪失したとして

も、閉じ込め機能に影響を及ぼすものではない。 

 

一方で、プラント状態の監視を可能な限り継続で

きるよう計測制御設備を落雷から防護するとし、こ

れらを収納する建屋を防護対象施設とする。 

直撃雷については、中央操作棟、1号発回均質棟、

2 号発回均質棟、2 号カスケード棟、中央操作棟と

2号発回均質棟間の渡り廊下及び補助建屋を、間接

雷については、中央操作棟を防護対象施設とする。 

 

② 防護対象施設 

 

 

 

 

 

 

ｃ．直撃雷に対する防護対象施設 

直撃雷は、大気に曝された建屋及び屋外施設に

対して影響を及ぼし得る。したがって、これらの

施設のうち消防法の適用を受けるものは、火災の

発生を防止するため直撃雷に対する防護対象施設

がある場合においても，均質・ブレンディング設備の均

質槽の液化運転及び各設備の槽類の加熱を停止し，送排

風機の停止・ダンパを閉止するとともに，カスケード設

備は UF6 を排気回収することにより，防護対象安全機能

が損なわないことから，ばい煙等の外部火災による二次

的影響に対する防護設計は不要である。 

 

 

 

3.3.2.4 落雷 

 

濃縮工場の特徴から安全を確保する上で常時機能維持

が必要な動的機能はなく，落雷に伴う直撃雷と間接雷の

影響を受け，本施設を監視・制御する計測制御設備が機

能喪失したとしても，UF6を鋼製の容器，配管に密封して

取り扱うことにより閉じ込め機能及び臨界安全性を確保

することができる。 

 

したがって，必ずしも落雷対策は必要としないが，可

能な限りプラント状態の監視を継続できるようにするた

め，本施設の敷地及び敷地周辺で観測された落雷の最新

の知見を踏まえ，落雷から計測制御設備及び電気設備を防護

する設計とする。 

 

 

 

3.3.2.4.1 防護対象施設 

濃縮工場の特徴から安全を確保する上で常時機能維持

が必要な動的機器はなく，UF6を鋼製の容器等に密封して

取り扱うことにより閉じ込め機能を確保することができ

るため，落雷に伴う直撃雷及び間接雷により，計測制御

設備が機能喪失したとしても，閉じ込め機能に影響を及

ぼすものではない。 

 

一方で，プラント状態の監視を可能な限り継続できる

よう安全機能を有する施設を監視・制御する計測制御設

備を落雷から防護するとし，これらを収納する建屋を防

護対象施設とする。 
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なお、直撃雷については、中央操作棟、1号発

回均質棟、2号発回均質棟、2号カスケード棟、

中央操作棟と 2 号発回均質棟間の渡り廊下及び

補助建屋を、間接雷については、中央操作棟を

防護対象施設とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．想定する落雷の規模 

耐雷設計においては、敷地及び敷地周辺で観

測された落雷の最新の知見を踏まえ、設計上考慮

する落雷の規模について、敷地及び敷地周辺で

観測された過去最大の落雷規模に保守性を見込

んだ雷撃電流を想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とするとともに、計測制御設備を設置している建

屋は、消防法の適用を受けないものであっても直

撃雷から計測制御設備を防護するため、直撃雷に

対する防護対象施設とする。 

直撃雷に対する防護対象施設の一覧を表5－13

に示す。 

 

ｄ．間接雷に対する防護対象施設 

建屋間でトレンチ又は地中電線管を介するケー

ブルがある計測制御設備は間接雷による雷サージ

電流によって建屋間に生じる電位差の影響を受け

やすいため、計測制御設備を設置している建屋を

間接雷に対する防護対象施設とする。 

間接雷に対する防護対象施設の一覧を表5－14

に示す。 

 

 

(4) 落雷 

敷地及び敷地周辺で観測された落雷の最新の知見

を踏まえ、設計上考慮する落雷の規模について、敷

地及び敷地周辺で観測された過去最大の落雷規模に

保守性を見込んだ270kAの雷撃電流を想定する。 

 

③ 耐雷設計 

ａ．想定する落雷の規模 

本施設の耐雷設計においては、本施設の立地地

域の地域周辺で過去に観測された最大のものを参

考に落雷の規模を想定する。本施設に隣接する再

処理施設の立地地点周辺で過去に観測された最大

の落雷の雷撃電流は、全国雷観測ネットワーク

（JLDN：Japanese Lightning Detection Network）

の観測記録によると211kAである。 

ここで、JLDN によって観測される雷撃電流値の

精度について、主に冬季雷について研究した論 

文(1)によると、JLDN によって観測される電流値

は、およそ 15～20%程度低く算出されるとしてい

る。一方で、夏季雷についてはほぼ正確に計測し

ているとの見解もある(2)。本施設に隣接する再処

なお，直撃雷については，中央操作棟，1 号発回均質

棟，2号発回均質棟，2号カスケード棟，中央操作棟と 2

号発回均質棟間の渡り廊下及び補助建屋を，間接雷につ

いては，中央操作棟を防護対象施設とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3.2.4.2 想定する落雷の規模 

耐雷設計においては，敷地及び敷地周辺で観測された

落雷の最新の知見を踏まえ，設計上考慮する落雷の規模に

ついて，敷地及び敷地周辺で観測された過去最大の落雷

規模に保守性を見込んだ 270 kA の雷撃電流を想定する。 
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ｃ．耐雷設計 

 

ロ（ト）(1)④ｃ－①落雷に伴う直撃雷及び間

接雷に対する防護に関して、直撃雷に対する防

護として避雷設備を設置し、間接雷に対する防

護として、接地抵抗値の低減及び接地系の電位

分布の平坦化のために建屋の接地系を連接する

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、雷が原因と推定される施設の共通要因故

障の他施設の事例の知見を踏まえ、トレンチ又

は地中電線管を介する取り合いケーブルがある

計測制御設備について、敷地及び敷地周辺で観

測された過去最大の落雷規模に保守性を見込ん

理施設の立地地点周辺で過去に観測された落雷の

ほとんどは夏季雷であり、地域特性からも冬季雷

の発生は少ないが、観測データは過去 15 年間のも

のであり十分なデータに基づくとはいえないこと

及び平成 27 年 8 月 2 日に発生した再処理施設へ

の落雷を踏まえ、観測記録（211kA）に 20%の裕度

を見込んで、最大規模の落雷を 270kA とする。 

 

 

ｂ．直撃雷及び間接雷に対する防護設計 

 

落雷に伴う直撃雷及び間接雷に対する防護に関

して、直撃雷に対する防護として避雷設備を設置

し、間接雷に対する防護として、接地抵抗値の低

減及び接地系の電位分布の平坦化のために建屋の

接地系を連接する設計とする。 

直撃雷に対する防護対象施設に対しては、火災

の発生を防止するため、消防法に基づき日本工業

規格に準拠した避雷設備を設ける設計とする。 

計測制御設備を設置している建屋は直撃雷から

計測制御設備を防護するため、避雷設備を設ける

設計とする。 

 

各々の防護対象施設に設置する避雷設備は、接

地系と連接することにより、接地抵抗の低減及び

雷撃に伴う接地系の電位分布の平坦化を図る設計

とする。 

＜中略＞ 

 

(ｂ) 雷サージ電流に対する防護設計 

ⅰ．トレンチ又は地中電線管を介するケーブルが

ある計測制御設備 

＜中略＞ 

また、雷が原因と推定される施設の共通要因

故障の他施設の事例の知見を踏まえ、トレンチ

又は地中電線管を介する取り合いケーブルがあ

る計測制御設備について、敷地及び敷地周辺で

観測された過去最大の落雷規模に保守性を見込

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3.2.4.3 耐雷設計 

(1) 直撃雷に対する防護設計 

・ロ（ト）(1)④ｃ－①直撃雷に対する防護対象施設に

対しては，火災の発生を防止するため，消防法に基づ

き日本産業規格に準拠した避雷設備を設ける設計と

する。 

・ロ（ト）(1)④ｃ－①計測制御設備を設置している建

屋は直撃雷から計測制御設備を防護するため，避雷設

備を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・雷が原因と推定される施設の共通要因故障の他施設

の事例の知見を踏まえ，トレンチ又は地中電線管を介

する取り合いケーブルがある計測制御設備について，

敷地及び敷地周辺で観測された過去最大の落雷規模

に保守性を見込んだ 270 kA の雷撃電流に対応した保

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ト）(1)④

ｃ－①は，事業変更許

可申請書（本文）のロ

（ト）(1)④ｃ－①を具

体的に記載しており整

合している。 
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だ雷撃電流に対応した保安器を設置する。 

 

 

⑤ 火山の影響 

本施設の安全性に影響を与える可能性のある

火山事象は降下火砕物であると想定されるため、

降下火砕物に対し、本施設の安全性を損なわない

設計とする。 

 

 

降下火砕物によりUF6を内包する設備及び機器

を収納する建屋の健全性が損なわれると、安全に

影響を及ぼすおそれのあることから、UF6 を内包

する設備及び機器を防護対象施設とし、防護設計

を講じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

んだ270kAの雷撃電流に対応した保安器を設置

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 火山の影響 

本施設に影響を及ぼし得る火山の抽出に当たっ

て、火山ガイドに基づき、敷地から半径 160km の範

囲を対象とした文献調査、敷地から半径 30km の範囲

及びその周辺地域における地形調査、地質調査、火

山学的調査を実施し、19 火山を抽出した。（詳細は

添付書類三「ト 火山」参照） 

また、抽出結果を踏まえ、本施設の設計において

考慮すべき事象の選定においては、降下火砕物、火

山性土石流、火山から発生する飛来物（噴石）等に

よる影響を火山との距離や敷地周辺の堆積物を調査

した上で検討し、降下火砕物を考慮すべき事象と選

定した。降下火砕物の層厚については、敷地から火

山までの距離、敷地近傍の地形、敷地近傍の堆積物

の調査、シミュレーション解析等を考慮し、36cm 程

度である。 

 

 

降下火砕物により UF6 を内包する設備及び機器を

収納する建屋の健全性が損なわれると、安全に影響

を及ぼすおそれのあることから、UF6を内包する設備

及び機器を防護対象施設とし、防護設計を講じる。 

安器を設置する。 

 

 

3.3.2.5 火山の影響 

本施設の安全性に影響を与える可能性のある火山事象

は降下火砕物であると想定されるため，降下火砕物に対

し，本施設の安全性を損なわない設計とする。 

 

 

3.3.2.5.1 防護対象施設 

降下火砕物により UF6 を内包する設備及び機器を収納

する建屋の健全性が損なわれると，安全に影響を及ぼす

おそれのあることから，UF6を内包する設備及び機器を防

護対象施設とし，防護設計を講じる。 

 

 

3.3.2.5.2 想定する事象及び設計荷重 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書における抽出の結果に従い，降下

火砕物を設計上考慮すべき事項とする。降下火砕物の層

厚については，敷地から火山までの距離，敷地近傍の地

形，敷地近傍の堆積物の調査，シミュレーション解析等

を考慮し，36 cm 程度である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（
１
）
-
1
-
ロ
-
5
3
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類五） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

 

 

 

 

 

 

設計に当たっては、UF6 を内包する機器の閉じ

込め機能を確保するため、UF6 を内包する設備及

び機器を建屋により防護することを基本とし、想

定される降下火砕物の荷重に対して、建屋の構造

健全性が保たれるよう設計する。建屋のみで防護

することが困難な場合は、UF6 を内包する設備及

び機器の構造強度と合わせてUF6の閉じ込め機能

を損なわない設計とする。 

また、UF6を内包する設備及び機器のうち 2 号

カスケード棟のカスケード設備は、火山事象が予

想される場合に、内部の UF6の排気回収を行い、

建屋により防護を行う 2 号発回均質棟のケミカ

ルトラップに回収するとともに、送排風機の停止

及び送排気系ダンパを閉止する。 

降下火砕物の堆積が確認された場合は除去作

業を行うとともに、防護対象施設への影響を確認

するため点検を実施するものとし、その手順書を

整備する。 

 

 

⑥ 航空機落下、爆発、近隣工場等の火災以外の人

為による事象 

ロ（ト）(1)⑥－①本施設は、設計上の考慮を

必要とする事象として選定された電磁的障害及

び敷地内における化学物質の放出が、安全機能を

損なわない設計とする。 

 

 

 

⑦ 航空機落下に関する設計 

ロ（ト）(1)⑦－①本施設は、想定される航空

機落下に対して、本施設の安全性を損なわない設

降下火砕物について、施設の運用期間中における

同規模の噴火の可能性を考慮した結果、最も層厚が

大きい降下火砕物は十和田中掫テフラであり、想定

される層厚の降下火砕物の荷重に対し、UF6を内包す

る機器の閉じ込め機能を確保するため、UF6を内包す

る機器を収納する建屋を防護対象施設に選定する。 

UF6 を内包する設備及び機器を建屋により防護す

ることを基本とし、想定される降下火砕物の荷重に

対して、建屋の構造健全性が保たれるよう設計す

る。建屋のみで防護することが困難な場合は、UF6を

内包する設備及び機器の構造強度と合わせて UF6 

の閉じ込め機能を損なわない設計とする。 

 

 

また、UF6を内包する設備及び機器のうち 2号カス

ケード棟のカスケード設備は、火山事象が予想され

る場合に、内部の UF6 の排気回収を行い、建屋によ

り防護を行う 2 号発回均質棟のケミカルトラップに

回収するとともに、送排風機の停止及び送排気系ダ

ンパを閉止する。 

降下火砕物の堆積が確認された場合は除去作業を

行うとともに、防護対象施設への影響を確認するた

め点検を実施するものとし、その手順書を整備する。 

＜中略＞ 

 

 

(6) 航空機落下、爆発、近隣工場等の火災以外の人為

による事象 

その他人為事象として電磁的障害及び敷地内にお

ける化学物質の放出の 2 事象を考慮し、それらに対

して、加工施設の安全機能を損なわない設計とする。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3.2.5.3 防護設計 

設計に当たっては，UF6を内包する機器の閉じ込め機能

を確保するため，UF6を内包する設備及び機器を建屋によ

り防護することを基本とし，想定される降下火砕物の荷

重に対して，建屋の構造健全性が保たれるよう設計する。

建屋のみで防護することが困難な場合は，UF6を内包する

設備及び機器の構造強度と合わせて UF6 の閉じ込め機能

を損なわない設計とする。 

 

また，UF6を内包する設備及び機器のうち 2号カスケー

ド棟のカスケード設備は，火山事象が予想される場合に，

内部の UF6 の排気回収を行い，建屋により防護を行う 2

号発回均質棟のケミカルトラップに回収するとともに，

送排風機の停止及び送排気系ダンパを閉止する。 

 

降下火砕物の堆積が確認された場合は除去作業を行う

とともに，防護対象施設への影響を確認するため点検を

実施するものとし，その手順書を整備する。   

 上記の運用に関する措置については加工施設保安規定

に定めて管理する。 

 

3.3.3 人為事象（電磁的障害及び化学物質の放出） 

 

ロ（ト）(1)⑥－①その他人為事象として電磁的障害及

び敷地内における化学物質の放出の 2 事象を考慮し，そ

れらに対して，加工施設の安全機能を損なわない設計と

する。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ト）(1)⑥

－①は，事業変更許可

申請書（本文）のロ（ト）

(1)⑥－①と同義であ

り整合している。 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）において許可

を受けたロ（ト）(1)⑦
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計とする。設計に当たっては、航空機落下確率評

価基準を参考として、航空機落下事故に対する防

護設計の要否を確認する。 

ａ．航空機落下に対する防護設計の要否確認の対

象 

航空機落下に対する防護設計の要否確認の対

象は、UF6を内包する設備及び機器を収納する建

屋とする。 

ｂ．航空機落下に対する防護設計の要否確認 

設計においては航空機落下確率評価基準を参

考として、次に示す航空機落下事故の分類ごと

に防護設計の要否を確認する。 

(ａ) 計器飛行方式民間航空機の落下事故 

ⅰ．飛行場での離着陸時における落下事故 

ⅱ．航空路を巡航中の落下事故 

(ｂ) 有視界飛行方式民間航空機の落下事故 

(ｃ) 自衛隊機又は米軍機の落下事故 

ⅰ．訓練空域内を訓練中及び訓練空域周辺を飛

行中の落下事故 

ⅱ．基地－訓練空域間を往復時の落下事故 

これらのうち、「(ａ)計器飛行方式民間航空

機の落下事故」のうち「ⅰ．飛行場での離着

陸時における落下事故」及び「(ｃ)自衛隊機

又は米軍機の落下事故」のうち「ⅱ．基地－

訓練空域間を往復時の落下事故」については、

航空機落下確率評価基準に準拠し、本施設の

位置が航空機落下の発生確率評価が必要とな

る条件に該当しない。また、「(ｂ)有視界飛行

方式民間航空機の落下事故」については、本

施設上空の三沢特別管制区は、有視界飛行方

式民間航空機の飛行が制限されており、航空

機落下確立評価基準を参考として航空機落下

の発生確率評価は必要ない。 

 

ロ（ト）(1)⑦ｂ－①「(ａ)計器飛行方式民

間航空機の落下事故」のうち「ⅱ．航空路を

巡航中の落下事故」及び「(ｃ)自衛隊機又は

米軍機の落下事故」のうち「ⅰ．訓練空域内

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 航空機落下 

② 防護対象 

ｃ．防護設計の要否の確認結果 

(ｄ)  航空機落下確率評価基準に基づき評価した

結果、上記の「(ａ) 直行経路を巡航中の計器飛

行方式民間航空機の落下事故」及び「(ｂ) 訓練

空域内を訓練中及び訓練空域周辺を飛行中の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ（ト）(1)⑦ｂ－①事業変更許可申請書にて，実用発電

用原子炉施設への航空機落下確率の評価基準について

（内規）（平成 14・7・29 原院第４号）に準拠し航空機落

下の発生確率評価を行った結果，判断基準である 10-7回

－①は，事業変更許可

申請書（本文）にて評価

済であるため，設工認

の対象外である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ト）(1)⑦

ｂ－①は，事業変更許

可申請書（本文）のロ

（ト）(1)⑦ｂ－①と同
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を訓練中及び訓練空域周辺を飛行中の落下事

故」については、航空機落下確率評価基準に

準拠し航空機落下の発生確率評価を行った結

果、判断基準である 10-7回/年未満であること

から、航空機落下に対する防護設計は不要で

ある。 

 

 

 

(2) 加工施設への人の不法な侵入等の防止 

ロ（ト）(2)－①本施設への人の不法な侵入等の

防止のため、人の不法な侵入、不正に爆発性又は

易燃性を有する物件その他人に危害を与え、又は

他の物件を損傷するおそれがある物件が持ち込ま

れること及び不正アクセス行為を防止する設計と

する。 

 

 

 

 

 

ロ（ト）(2)－②本施設への人の不法な侵入を未

然に防止するために、本施設の周辺に立入制限区

域を設定し、フェンスで区画することにより、人の不

法な侵入を防止する設計とする。 

 

 

 

ロ（ト）(2)－③また、立入制限区域へ入域する

人、物品搬入及び車両の入域を制限するため、区

域境界の において目視点検を実施する

ことにより、本施設への人の不法な侵入、不正に

爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害を

与え、又は他の物件を損傷するおそれがある物件

が持ち込まれることを防止する設計とする。 

 

 

 

自衛隊機又は米軍機の落下事故」を合算した航

空機落下確率は、6.0×10-8 回/年となり、航空

機落下確率評価基準で示される判断基準とな

る 10-7 回/年未満であることから、航空機落下

に対する防護設計は不要とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヘ その他の安全設計 

（ロ）加工施設への人の不法な侵入等の防止に対する考

慮 

(1) 人の不法な侵入の防止 

本施設への人の不法な侵入を未然に防止するため

に、本施設の周辺に立入制限区域を設定し、区域境界

に十分な高さを有した の人の不法な侵入が困難

な構造のフェンスを設置し、本施設への人の不法な侵

入を防止する。 

 

 

また、本施設への人の立ち入りは、 に

出入管理装置を設け、入域資格の確認をした後に立

ち入りさせる。 

 

(2) 不正物件の持ち込みの防止 

本施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件そ

の他人に危害を与え、又は他の物件を損傷するおそ

れがある物件が持ち込まれることがないよう、

において荷物の外観点検及び開封

点検による持込み検査並びに車両についても入構許

/年未満であることから，航空機落下に対する防護設計は

不要である。 

 

 

 

 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

9. その他 

9.1 加工施設への人の不法な侵入等の防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ（ト）(2)－②本施設への人の不法な侵入並びに核燃

料物質等の不法な移動又は妨害破壊行為を核物質防護対

策として防止するため，区域の設定，人の容易な侵入を

防止できる柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の障壁によ

る防護，巡視，監視，出入口での身分確認及び施錠管理

を行うことができる設計とする。 

＜中略＞ 

ロ（ト）(2)－③また，本施設に不正に爆発性又は易燃

性を有する物件その他人に危害を与え，又は他の物件を

損傷するおそれがある物件の持込み（郵便物等による敷

地外からの爆発物及び有害物質の持込みを含む。）を核物

質防護対策として防止するため，持込み点検を行うこと

ができる設計とする。 

 

 

 

 

義であり整合してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）のロ（ト）(2)

－①は，次段以降に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ト）(2)－

②は，事業変更許可申

請書（本文）のロ（ト）

(2)－②と同義であり

整合している。 

 

 

設工認のロ（ト）(2)－

③は，事業変更許可申

請書（本文）のロ（ト）

(2)－③と同義であり

整合している。 
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ロ（ト）(2)－④

は、電気通信回線を通じた不

正アクセス行為を受けることがないように、これ

らシステムに対する外部及び内部からの不正アク

セスを防止する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 溢水 

① 溢水による損傷の防止に係る設計基本方針 

濃縮工場の特徴から、安全を確保する上で常時

機能維持が必要な動的機器はなく、UF6 を鋼製の

容器等に密封して取り扱うことにより閉じ込め

機能を確保することができるため、溢水により全

ての設備及び機器が没水又は被水し、動的機器や

電源系統が機能喪失したとしても、閉じ込め機能

に影響を及ぼすものではない。また、核燃料物質

の臨界防止に記載のとおり、核燃料物質を内包す

可の確認、荷物の点検等を行う。 

 

 

(3) 不正アクセスの防止 

電気通信回線を通じた外部から

への不正アクセス行為を受けることがない

よう、

により外部からの不正アクセスを防止するシ

ステムとする。 

不正アクセスから防護すべきシステムは、

であ

る。 

① 外部からの不正アクセス防止 

本施設の

は、

により外部からの不正アクセスを防

止する設計とする。 

なお、

については、

ことにより外部からの不

正アクセスを防止するシステムとする。 

② 内部での不正アクセス防止 

内部における不正アクセスを防止するため

を行う。 

＜中略＞ 

 

 

（ハ）内部溢水に対する考慮 

(1) 溢水による損傷の防止に係る設計基本方針 

濃縮工場の特徴から、安全を確保する上で常時機

能維持が必要な動的機器はなく、UF6を鋼製の容器等

に密封して取り扱うことにより閉じ込め機能を確保

することができるため、溢水により全ての設備及び

機器が没水又は被水し、動的機器や電源系統が機能

喪失したとしても、閉じ込め機能に影響を及ぼすも

のではない。また、本施設において「ロ 臨界安全

設計」に記載のとおり、核燃料物質を内包する設備

 

 

 

 

ロ（ト）(2)－④さらに，不正アクセス行為（サイバー

テロを含む。）を核物質防護対策として防止するため，情

報システムが電気通信回線を通じた不正アクセス行為

（サイバーテロを含む。）を受けることがないように，当

該情報システムに対する外部からの不正アクセスを遮断

することができる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

6. 加工施設内における溢水による損傷の防止 

6.1 溢水防護に関する基本設計方針 

濃縮工場の特徴から，安全を確保する上で常時機能維

持が必要な動的機器はなく，UF6を鋼製の容器等に密封し

て取り扱うことにより閉じ込め機能を確保することがで

きるため，溢水により全ての設備及び機器が没水又は被

水し，動的機器や電源系統が機能喪失したとしても，閉

じ込め機能に影響を及ぼすものではない。また，核燃料

物質の臨界防止に記載のとおり，核燃料物質を内包する

設備及び機器が没水しても，臨界に達しない設計とする。 

 

 

 

 

設工認のロ（ト）(2)－

④は，事業変更許可申

請書（本文）のロ（ト）

(2)－④と同義であり

整合している。 
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る設備及び機器が没水しても、臨界に達しない設

計とする。 

一方、溢水により閉じ込め機能を損なうおそれ

はないものの、事故時の作業環境等の確保、建屋

外への漏水の防止、短絡による火災発生の防止、

プラントの監視機能への影響防止、気体廃棄物の

廃棄設備への影響防止のための対策を行う。 

溢水により閉じ込め機能等を損なうおそれは

ないものの、事故時の作業環境等の確保を目的と

した溢水量の低減、所定の経路を通らずに建屋外

へ溢水が漏えいすることの防止、短絡による火災

の発生防止、プラントの監視機能への影響防止、

閉じ込め機能に係る負圧維持に必要な気体廃棄

物の廃棄設備への影響防止のため、「原子力発電

所の内部溢水影響評価ガイド」（平成 25 年 6 月

19日 原規技発第13061913号 原子力規制委員

会決定）を参考に溢水影響評価を行い、評価結果

を踏まえて以下の対策を講じる。 

 

 

 

・ロ（ト）(3)①－①没水に対して、溢水源の

保有水量全ての溢水を考慮しても、没水許容

高さを超えない設計とするが、事故時の作業

の妨げにならないように溢水量を低減する

目的で、遮断弁を設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ロ（ト）(3)①－②第 1種管理区域内の水系

及び機器が没水しても、臨界に達しない設計とする。 

 

一方、溢水により閉じ込め機能を損なうおそれは

ないものの、事故時の作業環境等の確保、建屋外へ

の漏水の防止、短絡による火災発生の防止、プラン

トの監視機能への影響防止、気体廃棄物の廃棄設備

への影響防止のための対策を行う。 

 

 

 

 

 

 

「原子力発電所の内部溢水影響評価ガイド」（平成

25 年 6 月 19 日 原規技発第 13061913 号 原子力規

制委員会決定）を参考に内部溢水量及び溢水高さを

算出する。 

評価結果を踏まえて以下の対策を講じる。 

 

 

 

・没水に対して、溢水源の保有水量全ての溢水を

考慮しても、没水許容高さを超えない設計とす

るが、事故時の作業の妨げにならないように溢

水量を低減する目的で、遮断弁を設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・第 1 種管理区域内の水系配管の水が、所定の放

 

 

一方，溢水により閉じ込め機能を損なうおそれはない

ものの，事故時の作業環境等の確保，建屋外への漏水の

防止，短絡による火災発生の防止，プラントの監視機能

への影響防止，気体廃棄物の廃棄設備への影響防止のた

めの対策を行う。 

溢水により閉じ込め機能等を損なうおそれはないもの

の，事故時の作業環境等の確保を目的とした溢水量の低

減，所定の経路を通らずに建屋外へ溢水が漏えいするこ

との防止，短絡による火災の発生防止，プラントの監視

機能への影響防止，閉じ込め機能に係る負圧維持に必要

な気体廃棄物の廃棄設備への影響防止のため，「原子力発

電所の内部溢水影響評価ガイド」（平成 25 年 6 月 19 日 

原規技発第 13061913 号 原子力規制委員会決定）を参考

に溢水影響評価を行い，評価結果を踏まえた溢水防護対

策を講じる。詳細を以下に示す。 

 

 

6.3 溢水防護対策 

想定される内部溢水に対して以下の対策を講じる。 

・ロ（ト）(3)①－①没水による短絡火災等が発生しない

ように溢水高さが没水許容高さを超えない設計とす

る。 

・溢水が事故時の作業の妨げにならないよう，補機室か

ら各設備へ供給する水系統（恒温水，低温水，熱水）

の補機室側の出入口配管に遮断弁を設置することで溢

水量を低減する設計とする。 

遮断弁（周辺の配管を含む）は，静的地震力 1 G に

対しても弁の閉止が可能な設計とする。また，地震計

にて地震を検知し，第 1 類に求められる地震力を超え

ない程度の地震加速度（震度 5 強～6 弱程度（第 2 類

の地震力に相当するおおよそ 250 Gal 程度））で作動す

る設計とする。 

なお，遮断弁はフェイルクローズとし，動力源を喪

失した場合は自動で閉となる設計とする。 

 

・ロ（ト）(3)①－②第 1種管理区域内の溢水が，所定の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ト）(3)①

－①は，事業変更許可

申請書（本文）のロ（ト）

(3)①－①と同義であ

り整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ト）(3)①
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配管の水が、所定の放出経路を通らずに建屋

外へ漏えいすることを防止するため、扉部に

堰等を設置する。 

 

 

・管理廃水処理設備の貯槽類においては、放射

性物質を含む液体の漏えい及び汚染の拡大

を防止するため、堰、水位検出器、インター

ロック等を設置する。 

 

・ロ（ト）(3)①－③被水に対して、短絡によ

る火災等の発生の可能性がある機器に対し、

防護措置を実施する。 

 

 

 

 

 

 

・ロ（ト）(3)①－④負圧維持に係る排風機等

を設置する中央操作棟 2階の排気室は、溢水

が滞留しないように 1 階へ流出する構造と

する。 

 

 

 

 

 

・ロ（ト）(3)①－⑤2 号中間室、付着ウラン

回収廃棄物室の扉については、没水高さを軽

減するために水が流出し易い扉にする。 

 

 

 

② 溢水源の想定 

本施設の第 1 種管理区域内で取り扱う水のう

ち、系統保有水量の多い機器の冷却用の恒温水、

UF6 シリンダ類及び付着ウラン回収容器の冷却・

出経路を通らずに建屋外へ漏えいすることを防

止するため、建屋外との境界となる扉部に堰等

を設置する。 

 

 

・管理廃水処理設備の貯槽類においては、放射性

物質を含む液体の漏えい及び汚染の拡大を防止

するため、堰、水位検出器、インターロック等

を設置する。 

 

・被水に対して、短絡による火災等の発生の可能

性がある機器に対し、防護措置を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

・負圧維持に係る排風機等を設置する中央操作棟

2 階の排気室は溢水が滞留しないように 1 階へ

流出する構造とする。 

 

 

 

 

 

 

・2 号中間室、付着ウラン回収廃棄物室の扉につ

いては、没水高さを軽減するために水が流し易

い扉にする。 

 

 

 

 (2) 溢水源の想定 

溢水源は、本施設内の管理区域で取り扱う水を内

包する設備及び機器のうち、系統内の保有水量の多

い、冷却用の恒温水、UF6シリンダ類の冷却・加熱、

放出経路を通らずに建屋外へ漏えいしないよう扉部に

堰等を設置する設計とする。 

なお，堰の高さについては，水面の変動を考慮した

溢水高さを確保する設計とする。 

 

・管理廃水処理設備の貯槽類においては，放射性物質を

含む液体の漏えい及び汚染の拡大を防止するため，堰，

水位検出器，インターロック等を設置する。 

 

 

・ロ（ト）(3)①－③機器等への被水による短絡火災等が

発生しないように，不燃性の防護板を配管架構部等に

設置することで機器等が被水しない設計とする。 

・被水による短絡火災等の発生のおそれがある電線管の

貫通部については隙間を塞ぐ措置を講じる。また，被

水により短絡火災等が発生するおそれがある場合は，

計装盤・監視操作盤等の電源を断とすることを加工施

設保安規定に定めて管理する。 

 

・ロ（ト）(3)①－④閉じ込め機能に係る負圧維持に必要

な気体廃棄物の廃棄設備のうち 1 号中間室系排風機，

1号均質室系排風機，1号発生回収室系排風機及び 2号

発回均質棟系排風機並びにこれらの排気系統に属する

排気フィルタユニット等は中央操作棟 2 階の排気室に

設置する。排気室は排風機等が没水により機能喪失に

至らないように，溢水が滞留せずに中央操作棟 1 階へ

流出する構造とする。 

 

・ロ（ト）(3)①－⑤2号中間室，付着ウラン回収廃棄物

室の扉については，没水高さを極力軽減するために水

が流出し易い扉にする。 

 

 

6.2 溢水影響評価 

6.2.1 溢水源の想定 

本施設の第 1種管理区域内で取り扱う水のうち，系統

保有水量の多い機器の冷却用の恒温水，UF6シリンダ類

及び付着ウラン回収容器の冷却・加熱，空調に用いる低

－②は，事業変更許可

申請書（本文）のロ（ト）

(3)①－②と同義であ

り整合している。 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ト）(3)①

－③は，事業変更許可

申請書（本文）のロ（ト）

(3)①－③と同義であ

り整合している。 

 

 

 

 

設工認のロ（ト）(3)①

－④は，事業変更許可

申請書（本文）のロ（ト）

(3)①－④と同義であ

り整合している。 

 

 

 

 

設工認のロ（ト）(3)①

－⑤は，事業変更許可

申請書（本文）のロ（ト）

(3)①－⑤と同義であ

り整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（
１
）
-
1
-
ロ
-
5
9
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類五） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

加熱、空調に用いる低温水及び熱水の溢水を想定

する。 

 

また、本施設のうち建屋外の溢水源としては、

屋外タンク（工水タンク）を溢水源とする。 

 

 

③ 溢水量の算出 

溢水量の算出に当たっては、系統内の最大設計

容量に保守性を見込むとともに、溢水時の補給水

の供給継続量を加味し、機器及び配管の系統保有

水量として系統内の最大設計容量及び補給水供

給量を合算した値を算出し、これを各系統の溢水

量とする。 

 

④ 防護対象施設の選定 

溢水により全ての設備及び機器が没水又は被

水し、動的機器や電源系統が機能喪失したとして

も閉じ込め機能及び臨界安全性に影響を及ぼす

ものではないが、短絡による火災の発生の可能性

がある機器（電気・計装盤等）、プラントの監視

に用いる計測制御設備、気体廃棄物の廃棄設備の

うち 1号中間室系排風機、1号均質室系排風機、

1 号発生回収室系排風機、2 号発回均質棟系排風

機及びこれらの排気系統に属する排気フィルタ

ユニット等を防護対象施設とする。 

 

 

⑤ 評価対象区画の設定 

本施設の第 1 種管理区域内の室のうち溢水が

滞留するおそれのある室を溢水（没水）評価対象

区画として設定する。 

 

⑥ 溢水経路の設定 

評価対象区画の水位が最も高くなるように溢

水の全量が評価対象区画に滞留するものとし、溢

水経路を設定する。 

 

空調用に用いる低温水及び熱水を内包する設備及び

機器とした。詳細は以下のとおり。 

＜中略＞ 

また、本施設のうち、屋外タンク（工水タンク）

を建屋外からの溢水源として想定し、溢水影響を評

価する。 

 

(3) 溢水量の算出 

溢水量は、系統内の最大設計容量に保守性を見込

むとともに、補給水供給量を加算し、系統内保有水

量として算定する。 

＜中略＞ 

 

 

 

(4) 防護対象設備の設定 

溢水により全ての設備及び機器が没水又は被水

し、動的機器や電源系統が機能喪失したとしても閉

じ込め機能及び臨界安全性に影響を及ぼすものでは

ないが、短絡による火災の発生の可能性がある機器

（電気・計装盤等）、プラントの監視に用いる計測制

御設備、気体廃棄物の廃棄設備のうち1号中間室系排

風機、1号均質室系排風機、1号発生回収室系排風機、

2号発回均質棟系排風機及びこれらの排気系統に属

する排気フィルタユニット等を防護対象施設とす

る。 

＜中略＞ 

 

(5) 評価対象区画の設定 

本施設の第 1 種管理区域内の室のうち溢水が滞留

するおそれのある室を溢水（没水）評価対象区画と

して設定する。溢水評価対象区画を図 5－10 に示す。 

 

(6) 溢水経路の設定 

評価対象区画の水位が最も高くなるように全量が

評価対象区画に滞留するものとし、以下の溢水経路

を設定する。 

＜中略＞ 

温水及び熱水の溢水を想定する。 

 

 

また，本施設のうち建屋外の溢水源としては，屋外タ

ンク（工水タンク）を溢水源とする。 

 

 

6.2.2 溢水量の算出 

溢水量の算出に当たっては，系統内の最大設計容量に

保守性を見込むとともに，溢水時の補給水の供給継続量

を加味し，機器及び配管の系統保有水量として系統内の

最大設計容量及び補給水供給量を合算した値を算出し，

これを各系統の溢水量とする。 

 

 

6.2.3 防護対象施設の選定 

溢水により全ての設備及び機器が没水又は被水し，動

的機器や電源系統が機能喪失したとしても閉じ込め機能

及び臨界安全性に影響を及ぼすものではないが，短絡に

よる火災の発生の可能性がある機器（電気・計装盤

等），プラントの監視に用いる計測制御設備，気体廃棄

物の廃棄設備のうち 1号中間室系排風機，1号均質室系

排風機，1号発生回収室系排風機，2号発回均質棟系排

風機及びこれらの排気系統に属する排気フィルタユニッ

ト等を防護対象施設とする。 

 

＜中略＞ 

 

6.2.4 評価対象区画の設定 

本施設の第 1種管理区域内の室のうち溢水が滞留する

おそれのある室を溢水（没水）評価対象区画として設定

する。 

 

6.2.5 溢水経路の設定 

評価対象区画の水位が最も高くなるように溢水の全量

が評価対象区画に滞留するものとし，溢水経路を設定す

る。 
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建屋外の屋外タンク（工水タンク）からの溢水

については、溢水源から最短距離にある建屋の扉

を流入口とする。 

 

⑦ 有効床面積の設定 

 

 

 

 

溢水が滞留する有効床面積（溢水が評価対象区

画に滞留する面積）の算出については、各室寸法

から求まる総床面積から、設置されている機器の

脚部、盛り基礎等の範囲を無効床面積として考慮

し、総床面積から無効床面積を差し引いた面積を

有効床面積とする。 

 

 

⑧ 溢水防護対策 

想定される内部溢水に対して以下の対策を講

じる。 

・機器等への被水による短絡火災等が発生し

ないように、不燃性の防護板を配管架構部等

に設置することで機器等が被水しない設計

とする。 

 

 

・被水による短絡火災等の発生のおそれがあ

る電線管の貫通部については隙間を塞ぐ措

置を講じる。また、被水により短絡火災等が

発生するおそれがある場合は、計装盤・監視

操作盤等の電源を断とする。 

 

 

・没水による短絡火災等が発生しないように

溢水高さが没水許容高さを超えない設計と

する。 

 

・溢水が事故時の作業の妨げにならないよう

・建屋外の屋外タンク（工水タンク）からの溢水

については、溢水源から最短距離にある建屋の

扉を流入口とする。 

 

(7) 有効床面積の設定 

溢水した水が滞留する有効床面積の設定について

は、各室寸法から求まる総面積から設備及び機器の

脚部、機械基礎等の範囲を無効床面積として除外し

て設定した。詳細は以下のとおり。 

溢水した水が滞留する有効床面積（溢水が評価対

象区画に滞留する面積）の設定については、各室寸

法から求まる総面積から設置されている設備及び機

器の脚部、盛り基礎等の範囲を無効床面積として考

慮し、総面積から無効床面積を差し引いた面積を有

効床面積とする。 

＜中略＞ 

 

(8) 溢水防護対策 

想定される内部溢水に対して以下の対策を講じ

る。 

・被水した設備及び機器から短絡火災及びプラン

トの監視機能の喪失が発生しないよう、不燃性

の防護板を配管架構部等に設置することで設備

及び機器が被水しない設計とする。防護板の設

置イメージを図 5－11 に示す。 

 

・被水による短絡火災及びプラントの監視機能の

喪失のおそれがあるケーブルの貫通部について

は、シール材にて隙間を塞ぐ措置を講じる。 

・被水により短絡火災等が発生するおそれがある

場合は、計装盤等の電源を断とする。 

 

 

・没水により、設備及び機器の短絡火災及びプラ

ントの監視機能の喪失が発生しないよう、溢水

高さが没水許容高さを超えない設計とする。 

 

・管理区域内での溢水量を低減するため、管理区

建屋外の屋外タンク（工水タンク）からの溢水につい

ては，溢水源から最短距離にある建屋の扉を流入口とす

る。 

 

6.2.6 有効床面積の設定 

 

 

 

 

溢水が滞留する有効床面積（溢水が評価対象区画に滞

留する面積）の算出については，各室寸法から求まる総

床面積から，設置されている機器の脚部，盛り基礎等の

範囲を無効床面積として考慮し，総床面積から無効床面

積を差し引いた面積を有効床面積とする。 

 

 

 

6.3 溢水防護対策 

想定される内部溢水に対して以下の対策を講じる。 

 

・機器等への被水による短絡火災等が発生しないよう

に，不燃性の防護板を配管架構部等に設置することで

機器等が被水しない設計とする。 

 

 

 

・被水による短絡火災等の発生のおそれがある電線管の

貫通部については隙間を塞ぐ措置を講じる。また，被

水により短絡火災等が発生するおそれがある場合は，

計装盤・監視操作盤等の電源を断とすることを加工施

設保安規定に定めて管理する。 

 

 

・没水による短絡火災等が発生しないように溢水高さが

没水許容高さを超えない設計とする。 

 

 

・溢水が事故時の作業の妨げにならないよう，補機室か
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遮断弁を設置することで溢水量を低減する

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、遮断弁はフェイルクローズとし、動力

源を喪失した場合は自動で閉となる設計と

する。 

 

・第 1種管理区域内の溢水が、所定の放出経路

を通らずに建屋外へ漏えいしないよう扉部

に堰等を設置する設計とする。 

なお、堰の高さについては、水面の変動を考

慮した溢水高さを確保する設計とする。 

 

 

・管理廃水処理設備の貯槽類においては、放射

性物質を含む液体の漏えい及び汚染の拡大

を防止するため、堰、水位検出器、インター

ロック等を設置する。 

 

・閉じ込め機能に係る負圧維持に必要な気体

廃棄物の廃棄設備のうち 1 号中間室系排風

機、1 号均質室系排風機、1 号発生回収室系

排風機及び 2 号発回均質棟系排風機並びに

これらの排気系統に属する排気フィルタユ

ニット等は中央操作棟 2 階の排気室に設置

する。排気室は排風機等が没水により機能喪

失に至らないように、溢水が滞留せずに中央

操作棟 1階へ流出する構造とする。 

 

・2 号中間室、付着ウラン回収廃棄物室の扉に

ついては、没水高さを極力軽減するために水

域に隣接する室に遮断弁を設置する設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、遮断弁は、動力源を喪失した場合にも

自動で閉となるようフェイルクローズとする。

遮断弁設置箇所の概略を図 5－12 に示す。 

 

・第１種管理区域内で溢水した水が所定の経路を通

らず建屋外へ漏えいしないよう、扉部に堰等を設

置する。堰の高さについては、算出した溢水高さ

に溢水時の水面の変動を考慮し、十分な裕度を確

保した高さとする。堰の設置箇所概略を図 5－13

に示す。 

 

・管理廃水処理設備の貯槽類においては、放射性

物質を含む液体の漏えい及び汚染の拡大を防止

するため、堰、水位検出器、インターロック等

を設置する。 

 

・気体廃棄物の廃棄設備のうち１号中間室系排風

機、１号均質室系排風機、１号発生回収室系排

風機、2 号発回均質棟系排風機及びこれらの排

気系統に属する排気フィルタユニット等は、2

階排気室に設置し、水が滞留せずに 1 階へ流れ

る構造とする。 

 

 

 

 

・2 号中間室、付着ウラン回収廃棄物室の扉につ

いては、没水高さを軽減するために水が流出し

ら各設備へ供給する水系統（恒温水，低温水，熱水）

の補機室側の出入口配管に遮断弁を設置することで溢

水量を低減する設計とする。 

遮断弁（周辺の配管を含む）は，静的地震力 1 G に

対しても弁の閉止が可能な設計とする。また，地震計

にて地震を検知し，第 1 類に求められる地震力を超え

ない程度の地震加速度（震度 5 強～6 弱程度（第 2 類

の地震力に相当するおおよそ 250 Gal 程度））で作動す

る設計とする。 

  

なお，遮断弁はフェイルクローズとし，動力源を喪

失した場合は自動で閉となる設計とする。 

 

 

・第 1 種管理区域内の溢水が，所定の放出経路を通らず

に建屋外へ漏えいしないよう扉部に堰等を設置する設

計とする。 

なお，堰の高さについては，水面の変動を考慮した

溢水高さを確保する設計とする。 

 

 

・管理廃水処理設備の貯槽類においては，放射性物質を

含む液体の漏えい及び汚染の拡大を防止するため，堰，

水位検出器，インターロック等を設置する。 

 

 

・閉じ込め機能に係る負圧維持に必要な気体廃棄物の廃

棄設備のうち 1 号中間室系排風機，1 号均質室系排風

機，1 号発生回収室系排風機及び 2 号発回均質棟系排

風機並びにこれらの排気系統に属する排気フィルタユ

ニット等は中央操作棟 2 階の排気室に設置する。排気

室は排風機等が没水により機能喪失に至らないよう

に，溢水が滞留せずに中央操作棟 1 階へ流出する構造

とする。 

 

 

・2 号中間室，付着ウラン回収廃棄物室の扉については，

没水高さを極力軽減するために水が流出し易い扉にす
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が流出し易い扉にする。 

 

 

 

 

 

(4) 誤操作の防止 

既許可申請の設計を維持し、運転員による誤操

作を防止するため、誤操作の防止に係る基本方針

を以下のとおりとする。 

・運転員の誤操作を防止するため、監視操作盤

等の配置、区画、色分け、系統及び機器の識別

表示、機器及び弁等の施錠等の措置を講じる。 

 

 

・監視操作盤等の盤類は、本施設の運転又は保

守の状態が正確かつ迅速に把握でき、誤りを生

じにくいよう監視・操作対象設備ごとに配置

し、視認性を考慮するために計器表示・警報表

示の色、形、大きさや操作方法に一貫性をもた

せる設計とする。 

 

・機器及び弁類は、運転員が機器及び弁類の運

転状態を把握するために開閉状態等の機器の

状態をタグ等によって表示を行う。また、不必

要な操作を防止するため施錠等を行う。 

 

 

・設計基準事故が発生した場合において、イン

ターロックにより運転員の操作を期待しなく

ても弁等が作動する設計とする。 

 

 

 

(5) 安全避難通路等 

 

 

 

易い扉にする。 

 

 

 

 

 

（ニ）誤操作の防止に対する考慮 

既許可申請の設計を維持し、運転員による誤操作

を防止するため、誤操作の防止に係る基本方針を以

下のとおりとする。 

(1) 本施設は、運転員の誤操作を防止するため、監視

操作盤等の配置、区画、色分け、系統及び機器の識

別表示、機器及び弁等の施錠等の措置を講じる。 

 

 

・監視操作盤等の盤類は、本施設の運転又は保守

の状態が正確かつ迅速に把握でき、誤りを生じ

にくいよう監視・操作対象設備ごとに配置し、

視認性を考慮するために計器表示・警報表示の

色、形、大きさや操作方法に一貫性をもたせる

設計とする。 

 

・機器及び弁類は、運転員が機器及び弁類の運転

状態を把握するために開閉状態等の機器の状態

をタグ等によって表示を行う。また、不必要な

操作を防止するため施錠等を行う。 

 

 

(2) 設計基準事故が発生した場合において、イン

ターロックにより運転員の操作を期待しなくて

も弁等が作動する設計とする。 

 

 

 

（リ）安全避難通路等に対する考慮 

本施設には、設計基準事故時等における従業員の

安全を確保するため、避難に必要な時間、機能する

誘導灯を設けた安全避難通路及び非常用照明を設け

る。 

 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

8. 設備に対する要求事項 

8.1 安全機能を有する施設 

8.1.2 誤操作の防止に対する考慮 

運転員による誤操作を防止するため，誤操作の防止に

係る基本方針を以下のとおりとする。 

 

・運転員の誤操作を防止するため，監視操作盤等の配置，

区画，色分け，系統及び機器の識別表示，機器及び弁

等の施錠等の措置を講じる。当該措置を手順に定める

ことを加工施設保安規定に定める。 

 

・監視操作盤等の盤類は，本施設の運転又は保守点検の

状態が正確かつ迅速に把握でき，誤りを生じにくいよ

う監視・操作対象設備ごとに配置し，視認性を考慮す

るために計器表示・警報表示の色，形，大きさや操作

方法に一貫性をもたせる設計とする。 

 

 

・機器及び弁類は，運転員が機器及び弁類の運転状態を

把握するために開閉状態等の機器の状態をタグ等によ

って表示を行う。また，不必要な操作を防止するため

施錠等を行う。当該措置を手順に定めることを加工施

設保安規定に定める。 

 

・設計基準事故が発生した場合において，インターロッ

クにより運転員の操作を期待しなくても弁等が作動す

る設計とする。 

 

 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

9. その他 

9.2 安全避難通路等 
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ロ（ト）(5)－①建屋の人の立ち入る区域から出

口までの通路、階段を安全避難通路として設定し、

その位置を明確かつ恒久的に表示することにより

容易に識別できる設計とする。 

誘導灯及び非常用照明を設ける設計とする。誘

導灯及び非常用照明は、外部からの電源が喪失し

た場合においてもその機能を損なわないように蓄

電池を内蔵した設計とする。 

 

ロ（ト）(5)－②中央制御室には、非常用照明を

設ける設計とする。非常用照明は、外部からの電

源が喪失した場合においてもその機能を損なわな

いように非常用母線から受電できる設計とする。 

 

対処に必要な時間余裕等も踏まえた上で、設計

基準事故の対応に必要な可搬式照明を配備する。 

 

 

UF6の漏えいが発生した場合、管理区域内の従事

者はモニタエリアに退避する。均質槽からの漏え

いによりモニタエリアに退避不可能な場合は、一

時退避エリアの予備室又は搬入室へ一時退避す

る。屋外へ退避可能な場合は、非常扉から屋外へ

退避する。 

 

 

 

(6) 核燃料物質の貯蔵施設 

本施設には、核燃料物質を貯蔵するために必要

な容量を有する貯蔵施設を設ける。また、常時冷

却を必要とする設備及び機器はない。ロ（ト）(6)

－①さらに、貯蔵施設においては、核燃料物質の

取扱い上の一つの単位である単一ユニットを踏ま

え、技術的に見て想定されるいかなる条件下でも

臨界とならない設計とする。 

 

 

る設計とし、以下のとおりとする。 

・建屋の人の立ち入る区域から出口までの通路、

階段を安全避難通路として設定し、その位置を

明確かつ恒久的に表示することにより容易に識

別できる設計とする。 

・誘導灯及び非常用照明を設ける設計とする。誘

導灯及び非常用照明は、外部からの電源が喪失

した場合においてもその機能を損なわないよう

に蓄電池を内蔵した設計とする。 

 

・中央制御室には、非常用照明を設ける設計とす

る。非常用照明は、外部からの電源が喪失した

場合においてもその機能を損なわないように非

常用母線から受電できる設計とする。 

 

・対処に必要な時間余裕等も踏まえた上で、設計

基準事故の対応に必要な可搬式照明を配備す

る。 

 

・UF6の漏えいが発生した場合、管理区域内の従事

者はモニタエリアに退避する。均質槽からの漏

えいによりモニタエリアに退避不可能な場合

は、一時退避エリアの予備室又は搬入室へ一時

退避する。屋外へ退避可能な場合は、非常扉か

ら屋外へ退避する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ（ト）(5)－①本施設には，その位置を明確かつ恒

久的に表示することにより容易に識別できる安全避難通

路及び照明用の電源が喪失した場合においても機能を損

なわない避難用照明として，灯具に内蔵した蓄電池によ

り電力を供給できる誘導灯及び非常用照明を設置し，安

全に避難できる設計とする。 

 

 

 

ロ（ト）(5)－②設計基準事故に対処するために，監

視，操作等が必要となる中央制御室には，作業用照明と

して非常用照明を設置する。非常用照明は非常用母線か

ら受電できる設計とする。 

 

また，対処に必要な時間余裕等も踏まえた設計基準事

故の対応に必要な可搬式照明を配備することを加工施設

保安規定に定めて管理する。 

＜中略＞ 

また，UF6の漏えいが発生した場合，管理区域内の従

事者はモニタエリアに退避する。均質槽からの漏えいに

よりモニタエリアに退避不可能な場合は，一時退避エリ

アの予備室又は搬入室へ一時退避する。屋外へ退避可能

な場合は，非常扉から屋外へ退避する。 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ト）(5)－

①は，事業変更許可申

請書（本文）のロ（ト）

(5)－①と同義であり

整合している。 

 

 

 

 

設工認のロ（ト）(5)－

②は，事業変更許可申

請書（本文）のロ（ト）

(5)－②と同義であり

整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示

す。 

 

事業変更許可申請書

（本文）のロ（ト）(6)

－①は，「ロ（イ）核燃

料物質の臨界防止に関
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(7) 廃棄施設 

本施設には、通常時において、周辺監視区域外

の空気中及び周辺監視区域外の水中の放射性物質

の濃度を十分に低減できるよう、本施設において

発生する放射性廃棄物を処理する能力を有する廃

棄施設を設ける設計とする。また、本施設の放射

性廃棄物の保管廃棄施設は、放射性廃棄物を保管

廃棄するために必要な容量を有する設計とする。 

 

(8) 放射線管理施設 

放射線から従事者を防護するため、放射線管理

施設を設ける設計とする。放射線管理施設には、

放射線被ばくを監視及び管理するため、従事者の

出入管理、汚染管理、除染等を行う施設を設ける。 

放射線管理施設には、放射線管理に必要な情報

を適切な場所に表示する設備を設ける。 

 

(9) 監視設備 

本施設は、通常時及び設計基準事故時等におい

て、本施設における放射性物質の濃度及び線量並

びに HF 濃度を監視・測定するための設備を設ける

設計とする。 

また、通常時及び設計基準事故時等において、

周辺監視区域境界付近における放射性物質の濃度

及び線量を監視・測定するための設備を設ける設

計とするとともに、設計基準事故時等に周辺監視

区域境界付近における HF 濃度を監視・測定するた

めの機器を備える。 

さらに、設計基準事故時における迅速な対応の

ために必要な情報を適切な場所に表示する設計と

する。 

モニタリングポストについては、非常用電源を

有する設計とする。 

モニタリングポストの伝送系は、多様性を有す

る設計とする。 

 

(10)非常用電源設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する構造」に示す。 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示

す。 

 

 

 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示

す。 

 

 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示

す。 
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濃縮工場の特徴から安全を確保する上で常時機

能維持が必要な動的機能はなく、UF6を鋼製の容器

等に密封して取り扱うことにより、閉じ込め及び

臨界安全性を確保しており、外部電源系統から本

施設への電気の供給が停止した場合においても、

UF6 を系統内に閉じ込める設計により本施設の安

全の確保は可能であるが、非常用照明、監視設備

等の必要な設備に給電できるように非常用電源設

備を設ける設計とする。 

 

(11)通信連絡設備 

設計基準事故時において、設計基準事故が発生

した場所又は発生を確認した場所から、本施設の

各所の者へ連絡を行う所内通信連絡設備及び事業

所外の通信連絡をする必要がある場所と通信連絡

を行う所外通信連絡設備を設置する。 

所内通信連絡設備は、異なる仕様の回線（無線

及び有線）をそれぞれ複数配備する。 

所外通信連絡設備は、緊急時電話回線、ファク

シミリ装置、携帯電話及び衛星電話を設置し、複

数の通信回線により、また、複数の設備を配備す

ることにより、多様性を確保した設計とする。 

通信連絡設備は、外部電源喪失時に非常用電源

設備に接続し、又はバッテリを内蔵するものとし、

外部電源が得られない場合でも動作可能な設計と

する。 

 

 

 

 

(12)本施設の設計に関する考慮 

安全機能を有する施設について、その安全機能が

適切に発揮できるよう、設計の基本方針を以下のと

おりとする。 

 

① 本施設の設計、材料の選定、製作、検査に当

たっては、設備の安全機能を確保するため原則とし

て国内法規に基づく規格及び基準によるものとす

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

8. 設備に対する要求事項 

8.1 安全機能を有する施設 

8.1.1 本施設の設計に対する考慮 

安全機能を有する施設について，その安全機能が適切

に発揮できるよう，設計の基本方針を以下のとおりとす

る。 

 

・本施設の設計，材料の選定，製作，検査に当たって

は，設備の安全機能を確保するため原則として国内法

規に基づく規格及び基準によるものとする。ただし，

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示

す。 
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る。ただし、外国の規格及び基準による場合又は規

格及び基準で一般的でないものを適用する場合に

は、それらの規格及び基準の適用の根拠、国内法規

に基づく規格及び基準との対比並びに適用の妥当

性を明らかにし、施設の安全性に問題がないことを

確認する。 

② 本施設の設計、工事及び検査については、ロ

（ト）(12)②－①「原子炉等規制法」、「核燃料物

質の加工の事業に関する規則」、「加工施設の位

置、構造及び設備の基準に関する規則」、「加工施

設の設計及び工事の方法の技術基準に関する規

則」、「加工施設、再処理施設、特定廃棄物埋設施

設及び特定廃棄物管理施設の溶接の技術基準に

関する規則」、「核原料物質又は核燃料物質の製錬

の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度

等を定める告示」等の法令に基づくとともに、必

要に応じてロ（ト）(12)②－②次の法令、基準等

に準拠する。 

・建築基準法 

・労働安全衛生法 

・消防法 

・公害防止関係法令 

・高圧ガス保安法 

・電気事業法 

・工場立地法 

・日本工業規格（JIS) 

・日本電機工業会規格（JEM) 

・電気設備に関する技術基準を定める省令（通

商産業省令） 

・鋼構造設計規準（日本建築学会） 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（日

本建築学会） 

・鉄骨鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説

（日本建築学会） 

・建築基礎構造設計指針（日本建築学会） 

・建築工事標準仕様書・同解説（日本建築学会） 

・建築設備耐震設計・施工指針（日本建築セン

ター） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国の規格及び基準による場合又は規格及び基準で一

般的でないものを適用する場合には，それらの規格及

び基準の適用の根拠，国内法規に基づく規格及び基準

との対比並びに適用の妥当性を明らかにし，施設の安

全性に問題がないことを確認する。 

 

・本施設の設計，工事及び検査については，ロ（ト）

(12)②－①原子炉等規制法等の法令に基づくととも

に，必要に応じて，ロ（ト）(12)②－②建築基準法

等の法令，基準等に準拠する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ト）(12)②

－①は，事業変更許可

申請書（本文）のロ（ト）

(12)②－①と同義であ

り整合している。 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ト）(12)②

－②は，事業変更許可

申請書（本文）のロ（ト）

(12)②－②と同義であ

り整合している。 
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③ 本施設は、通常時及び設計基準事故時に想定さ

れる全ての環境条件において、その設備に期待さ

れている安全機能が発揮できる設計とする。 

 

 

 

 

 

④ 本施設は、設備に期待される安全機能を確認す

るための検査及び試験、安全機能を維持するため

の保守及び修理ができる設計とする。 

 

 

 

⑤ ロ（ト）(12)⑤－①本施設は、クレーンその他

の機器の損壊に伴う飛散物により、閉じ込めの機

能を損なわない設計とする。 

 

 

 

 

⑥ ロ（ト）(12)⑥－①本施設の設備を他の原子力

施設と共用する場合には、本施設の安全性を損な

わない設計とする。 

 

 

 

⑦ 本施設の敷地内に設置される施設等であって、

安全機能を有する施設等以外のものについては、

安全機能を有する施設等の安全性に影響を与え

ないようにする。 

 

 

 

 

 

 

（ホ）環境条件に対する考慮 

本施設は、設置場所の温度、湿度、放射線等に関

する環境条件を考慮し、必要に応じて空調、保温、

作業時間の制限等をするとともに、これらの環境条

件下で、期待される安全機能が発揮できるものとす

る。 

＜中略＞ 

 

（ト）検査修理等に対する考慮 

本施設は、検査及び試験並びに安全機能を維持す

るための保守及び修理ができる設計とする。 

 

 

 

（へ）内部飛来物に対する考慮 

本施設は、クレーンその他の機器の損壊に伴う飛

散物により、UF6を内包する機器の閉じ込めの機能を

損なわないように、以下の対策を講じる。 

＜中略＞ 

 

 

（チ）共用に対する考慮 

本施設のうち放射線管理施設の設備の一部は廃棄

物埋設施設において使用するが、廃棄物埋設施設の

設備との取合いがない構造とし、安全性を損なわな

い設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本施設は，通常時及び設計基準事故時に想定される全

ての環境条件において，その設備に期待されている安

全機能が発揮できる設計とする。 

 

 

 

 

 

・本施設は，設備に期待される安全機能を確認するため

の検査及び試験，安全機能を維持するための保守及び

修理ができる設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

・ロ（ト）(12)⑤－①機器の損壊に伴う飛散物に対す

る考慮として，飛散物となり得るクレーンその他の機

器に対する構造強度確保，配置上の考慮等の対策を講

じることにより，UF6を内包する機器の閉じ込めの機

能を損なわない設計とする。 

 

 

・ロ（ト）(12)⑥－①本施設のうち放射線管理施設の

設備の一部は廃棄物埋設施設において使用するが，廃

棄物埋設施設の設備との取合いがない構造とし，安全

性を損なわない設計とする。 

 

 

・本施設の敷地内に設置される施設等であって，安全機

能を有する施設等以外のものが，安全機能を有する施

設等の安全性に影響を与えないようにすることを加工

施設保安規定に定めて管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のロ（ト）(12)⑤

－①は，事業変更許可

申請書（本文）のロ（ト）

(12)⑤－①と同義であ

り整合している。 

 

 

設工認のロ（ト）(12)⑥

－①は，事業変更許可

申請書（本文）のロ（ト）

(12)⑥－①と同義であ

り整合している。 
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(13)建物 

① ロ（ト）(13)①－①本施設の建物の構造は次表

に示すとおりである。 

 

ロ（ト）(13)①－② 

 

 

 

 

 

② ロ（ト）(13)②－①主要な建物内の管理区域区

分及び主な室名は、次表に示すとおりである。 

各建屋の部屋配置及び管理区域区分概要図を

第 4図から第 7図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）のロ（ト）(13)

①－①は，次表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）のロ（ト）(13)

②－①は，次表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建 屋 の 名 称 主 構 造 階 数 
耐 火 構 造 

種 別 

建 築 面 積 / 

延 床 面 積 （m2） 

ウラン濃縮建屋 

 

中央操作棟 

 

 

1 号発回均質棟 

 

 

 

2 号発回均質棟 

 

 

 

1 号カスケード棟 

 

 

 

2 号カスケード棟 

 

 

 

ウラン貯蔵・廃棄物建屋 

 

A ウラン貯蔵庫 

 

 

B ウラン貯蔵庫 

 

 

ウラン貯蔵・廃棄物庫 

 

 

 

搬出入棟 

 

 

A ウラン濃縮廃棄物建屋 

 

 

B ウラン濃縮廃棄物建屋 

 

 

使用済遠心機保管建屋 

 

 

 

補助建屋 

 

 

鉄骨造 

 

 

鉄筋コンクリート造 

（屋根・壁厚さ約 90cm） 

 

 

鉄筋コンクリート造 

（屋根・壁厚さ約 90cm） 

 

 

鉄骨造 

 

 

 

鉄骨造 

 

 

 

 

 

鉄筋コンクリート造 

 

 

鉄筋コンクリート造 

 

 

鉄筋コンクリート造 

（Bウラン貯蔵庫と一体構造） 

 

 

鉄骨造 

 

 

鉄骨造 

 

 

鉄骨造 

 

 

鉄骨造 

 

 

 

鉄骨造 

 

 

 

2 階建て 

 

 

1 階建て 

（一部 2階建） 

 

 

1 階建て 

 

 

 

1 階建て 

（一部 2階建） 

 

 

1 階建て 

（一部 2階建） 

 

 

 

 

1 階建て 

 

 

1 階建て 

 

 

1 階建て 

 

 

 

1 階建て 

 

 

1 階建て 

 

 

1 階建て 

 

 

1 階建て 

（一部 2階建） 

 

 

1 階建て 

（一部 2階建） 

 

 

準 耐火建築

物 

 

耐火建築物 

 

 

 

耐火建築物 

 

 

 

準 耐火建築

物 

 

 

準 耐火建築

物 

 

 

 

 

耐火建築物 

 

 

耐火建築物 

 

 

耐火建築物 

 

 

 

準 耐火建築

物 

 

準 耐火建築

物 

 

準 耐火建築

物 

 

準 耐火建築

物 

 

 

耐火建築物 

 

 

約 6900/約 13700 

 

 

約 4000/約 4200 

 

 

 

約 5700/約 5700 

 

 

 

約 8500/約 9500 

 

 

 

約 5600/約 6500 

 

 

 

 

 

約 6600 

 

 

約 6800 

 

 

約 6700 

 

 

 

約 700 

 

 

約 1200 

 

 

約 3000 

 

 

約 7200/約 8200 

 

 

 

約 900/約 1000 

ロ（ト）(13)①－②事業変更許可申請書（本文）に示す本施設の建物の構造のうち，Bウラン濃縮廃棄

物建屋を除く建物については，別途申請の「新規制基準への適合に係る申請（1次申請～5次申請）の 1

次申請，2次申請及び 3次申請」にて認可済みであり，整合している。 

B ウラン濃縮廃棄物建屋については，別途申請する「分離作業能力の削減及びそれに伴う RE-1 設備の廃

棄物化，廃棄物建屋の増設等に係る申請」にて整合性を示す。 
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ロ（ト）(13)②－② 

 

 

注 1：中央操作棟と 2 号発回均質棟を接続する渡り廊下に

設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建 屋 の 名 称 管 理 区 域 区 分 主 な 室 名 

ウラン濃縮建屋 

第 1種管理区域 

1号中間室 2 号中間室 

1号発生回収室 1号均質室 2号発回均質室 

管理廃水処理室 分析室 除染室 廃棄物前処理室 

排気室 モニタエリア 

付着ウラン回収廃棄物室 

搬送通路 

第 2種管理区域 
1号カスケード室 

2号カスケード室 

非管理区域 

補機室 放管室 中央制御室 常用電源室 

給気室 1 号高周波電源室 2 号高周波電源室 

2号第 2高周波電源室（注 1） 

非常用電源室 

ウラン貯蔵・廃棄物建屋 第 2種管理区域 

Aウラン貯蔵室 Bウラン貯蔵室 

Cウラン貯蔵室 Bウラン濃縮廃棄物室 

搬出入室 

Aウラン濃縮廃棄物建屋 第 2種管理区域 Aウラン濃縮廃棄物室 

Bウラン濃縮廃棄物建屋 第 2種管理区域 
Eウラン濃縮廃棄物室 

Fウラン濃縮廃棄物室 

使用済遠心機保管建屋 第 2種管理区域 
使用済遠心機保管室 Cウラン濃縮廃棄物室 

Dウラン濃縮廃棄物室 

補助建屋 非管理区域 ディーゼル発電機室 

 

ロ（ト）(13)②－②事業変更許可申請書（本文）に示す主要な建物の管理区域区分及び主な室名のう

ち，Bウラン濃縮廃棄物建屋を除く建物については，別途申請の「新規制基準への適合に係る申請（1次

申請～5次申請）の 1次申請，2次申請及び 3次申請」にて認可済みであり，整合している。 

B ウラン濃縮廃棄物建屋については，別途申請する「分離作業能力の削減及びそれに伴う RE-1 設備の廃

棄物化，廃棄物建屋の増設等に係る申請」にて整合性を示す。 
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ハ カスケード設備の更新等の計画 

2 号カスケード室のカスケード設備は、平成 20･12･

16 原第 3号により許可を受け、カスケード設備 1組（

つのカスケード/1組）のうち つのカスケードを新型

遠心機に更新しており、同カスケード設備の残りの金

属胴遠心機による つのカスケードを撤去し、新型遠

心機によるカスケードへ更新する。その後、他の 2 組

の金属胴遠心機によるカスケード設備を順次撤去し、

新型遠心機によるカスケード設備へ更新するととも

に、更新を完了したカスケードから順次運転開始する。

これにより、2 号カスケード室のカスケード設備 2.5

組を新型遠心機に更新し、最終的には、新型遠心機に

よるカスケード設備は 3組となる。 

また、前述のカスケード設備の更新に合わせ、2 号

高周波電源室の金属胴遠心機によるカスケード設備用

の高周波インバータ装置を撤去し、新型遠心機による

カスケード設備用の高周波インバータ装置を設置す

る。 

1 号カスケード室のカスケード設備は、配管の閉止

等により機能を停止し、存置の状態で保管廃棄する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）第三号一，ハ項

において，設工認申請

書の内容は，以下の通

り整合している。 

 

事業変更許可申請書

（本文）において許可

を受けた「ハ カスケ

ード設備の更新等の計

画」は，カスケード設備

の更新等についての具

体的な計画を記載して

いるものであり，本設

工認の対象外である。 
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ニ 化学処理施設の構造及び設備 

該当なし 

 

  事業変更許可申請書

（本文）第三号一，ニ項

において，該当はない。 
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ホ 濃縮施設の構造及び設備 

（イ）施設の種類 

 

濃縮施設は、貯蔵施設から受け入れた原料 UF6

（天然ウラン）を発生させ、製品 UF6（濃縮ウラン）

及び廃品 UF6（劣化ウラン）に分離し、回収した製

品 UF6の均質、濃縮度調整（ブレンディング操作）

及び出荷用の 30B シリンダへ充填する施設であ

る。また、各工程で発生する排気の処理を行う。 

 

ホ（イ）－①濃縮施設は、カスケード設備、高

周波電源設備、UF6処理設備及び均質・ブレンディ

ング設備により構成する。 

 

 

 

ホ（イ）－②濃縮施設の工程概要図を第 8図に

示す。 

 

 

 

 

 

（ロ）主要な設備及び機器の種類及び個数 

(1) カスケード設備及び高周波電源設備（濃縮工程） 

カスケード設備は、UF6処理設備の発生・供給系

より供給される原料 UF6 を遠心分離機により製品

UF6 及び廃品 UF6 に分離し、UF6 処理設備の製品系

及び廃品系に移送する設備である。 

高周波電源設備は、遠心分離機を駆動するため

の電源を供給する設備である。 

カスケード設備は、遠心分離機を配管により並

列・多段に接続して構成し、UF6処理設備の発生・

供給系、製品系、廃品系、カスケード排気系と配

管により接続するほか、パージ用の窒素配管と接

続する。 

カスケード設備は、濃縮域の一部において、濃

縮度が 5%を超える場合があるが、カスケード設備

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針） 

1. 濃縮施設 

（濃縮施設の設備概要）  

濃縮施設は，貯蔵施設から受け入れた原料 UF6（天然ウ

ラン）を発生させ，製品 UF6（濃縮ウラン）及び廃品 UF6

（劣化ウラン）に分離し，回収した製品 UF6の均質，濃縮

度調整（ブレンディング操作）及び出荷用の 30B シリン

ダへ充填する施設である。また，各工程で発生する排気

の処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.1 カスケード設備及び高周波電源設備 

（カスケード設備及び高周波電源設備の設備概要）  

カスケード設備は，UF6処理設備の発生・供給系より供

給される原料 UF6 を遠心分離機により製品 UF6 及び廃品

UF6 に分離し，UF6 処理設備の製品系及び廃品系に移送す

る設備である。 

高周波電源設備は，遠心分離機を駆動するための電源

を供給する設備である。 

カスケード設備は，遠心分離機を配管により並列・多

段に接続して構成し，UF6処理設備の発生・供給系，製品

系，廃品系，カスケード排気系と配管により接続するほ

か，パージ用の窒素配管と接続する。 

 

カスケード設備は，濃縮域の一部において，濃縮度が

5 %を超える場合があるが，カスケード設備の製品側出口

事業変更許可申請書

（本文）第三号一，ホ項

において，設工認申請

書の内容は，以下の通

り整合している。 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）のホ（イ）－①

は，「（ロ）主要な設備及

び機器の種類及び個

数」に示す。 

 

事業変更許可申請書

（本文）のホ（イ）－②

は工程の概要図であ

り，本設工認の対象外

である。 
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(2) UF6処理設備 

UF6処理設備は、発生・供給系、製品系、廃品系、

捕集排気系、カスケード排気系及び一般パージ系

から構成する。 

① 発生・供給系（原料脱気及び発生工程） 

本系統は、原料 UF6の純度を高めるための原料

脱気及び原料 UF6をカスケード設備に発生・供給

する系統である。 

本系統は、配管によりカスケード設備及び一般

パージ系と接続する。 

本系統の主要な機器の種類及び個数並びに主

な仕様は次表に示すとおりである。 

【UF6処理設備（発生・供給系）】 

 

 

② 製品系（製品捕集・回収工程） 

本系統は、カスケード設備から移送される製品

UF6を回収する系統である。 

本系統は、配管によりカスケード設備、捕集排気

系及び一般パージ系と接続する。 

本系統の主要な機器の種類及び個数並びに主

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に，高周波電源設備の周波数を制限する遠心機過回転

防止機能を設ける。 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

発生槽 

 

7 基 2号発回均質室 主要材料：ステンレス鋼（カバー） 

装荷物：原料シリンダ 1 本/基（ANSI 又は ISO

規格 48Y） 

設計圧力：－ 

設計温度：100℃ 

放射性物質の状態：固体UF6、気体 UF6 

加熱方式：温水ユニットによる直接加熱 

インターロック機能： 

･圧力異常高又は温度異常高による加熱停止の

インターロック 

･地震発生時の加熱停止のインターロック 

･温水ユニット温度高高による加熱停止のイン

ターロック 

その他の構成機器：シリンダ搬送用子台車 

圧力調整槽 1基 2号発回均質室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：気体UF6 

主要配管 一式 2号発回均質室 

2号中間室 

付着ウラン回収廃

棄物室（注1） 

主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：電気ヒータによる加熱部は100℃、 

電気ヒータによる加熱部以外は常温 

放射性物質の状態：気体UF6 
注 1：将来の増設を考慮して端部を設置してい

るものである。 
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な仕様は次表に示すとおりである。 

 

 

 

【UF6処理設備（製品系）】 

 

 

 

③ 廃品系（廃品捕集・回収工程） 

本系統は、カスケード設備から移送される廃品

UF6を回収する系統である。 

本系統は、配管によりカスケード設備、捕集排

気系及び一般パージ系と接続する。 

本系統の主要な機器の種類及び個数並びに主

な仕様は次表に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

製品コールドトラップ 4基 2号発回均質室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：－80℃～100℃ 

容量：約2700kg－U/基 

放射性物質の状態：固体UF6、気体 UF6 

捕集効率：99.9%以上 

加熱方式：電気ヒータ及び冷凍機ユニット 

インターロック機能： 

･圧力異常高又は温度異常高による加熱停止の

インターロック 

･地震発生時の加熱停止のインターロック 

･製品ガス移送ヘッダ配管圧力異常上昇による

ガス移送停止のインターロック 
製品回収槽 4基 2号発回均質室 主要材料：炭素鋼（カバー） 

装荷物：中間製品容器1本/基 

設計圧力：－ 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：固体UF6、気体 UF6 

インターロック機能： 

･重量異常高による過充填防止のインターロッ

ク 

その他の構成機器：中間製品容器搬送用子台車 

主要配管 一式 2号発回均質室 

2号中間室 

付着ウラン回収

廃棄物室（注1） 

主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：電気ヒータによる加熱部は100℃、 

電気ヒータによる加熱部以外は常温 

放射性物質の状態：気体UF6 
注 1：将来の増設を考慮して端部を設置してい

るものである。 
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【UF6処理設備（廃品系）】 

 

 

 

④ 捕集排気系（排気処理工程） 

本系統は、製品系の製品コールドトラップ及び

廃品系の廃品コールドトラップで未捕集のUF6を

捕集する系統である。 

本系統は、配管により製品系、廃品系及び排気

設備と接続する。 

本系統の主要な機器の種類及び個数並びに主

な仕様は次表に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

廃品コールドトラップ 12基 

（注 1） 

2号中間室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：－80℃～100℃ 

容量：約4100kg－U/基 

放射性物質の状態：固体UF6、気体 UF6 

捕集効率：99.9%以上 

加熱方式：電気ヒータ及び冷凍機ユニット 

インターロック機能： 

･圧力異常高又は温度異常高による加熱停止の

インターロック 

･地震発生時の加熱停止のインターロック 

･廃品ガス移送ヘッダ配管圧力異常上昇による

ガス移送停止のインターロック 

注 1：カスケード設備 1 組に対し 4 基設置す

る。 

廃品回収槽 14基 2号発回均質室 主要材料：ステンレス鋼（カバー） 

装荷物：廃品シリンダ 1 本/基（ANSI 又は ISO

規格 48Y） 

設計圧力：－ 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：固体UF6、気体 UF6 

インターロック機能： 

･重量異常高による過充填防止のインターロッ

ク 

･廃品回収槽回収停止による待機槽回収開始イ

ンターロック 

その他の構成機器：シリンダ搬送用子台車 

主要配管 一式 2号発回均質室 

2号中間室 

付着ウラン回収廃

棄物室（注2） 

主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：電気ヒータによる加熱部は100℃、 

電気ヒータによる加熱部以外は常温 

放射性物質の状態：気体UF6 
注 2：将来の増設を考慮して端部を設置してい

るものである。 
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【UF6処理設備（捕集排気系）】 

 

 

⑤ カスケード排気系（排気処理工程） 

本系統は、カスケード設備の起動・停止及び外

部電源喪失等の異常時にカスケード設備のUF6を

排気する系統である。 

なお、本系統は、CS 系と CB 系がある。CS 系は

カスケード設備 1組毎に排気する系統であり、CB

系はカスケード設備 3 組の共有設備でカスケー

ド設備各組毎の CS 系のバックアップ系統であ

る。 

本系統は、配管によりカスケード設備及び排気

設備と接続する。 

本系統の主要な機器の種類及び個数並びに主

な仕様は次表に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

捕集排気系 

ケミカルトラップ 

（NaF） 

 

 

2 基 2 号発回均質室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：固体 UF6、気体 UF6 

容量：約 70kg－U/基 

捕集効率：99.99%以上 

その他の構成機器：ウラン検出器 

捕集排気系 

ケミカルトラップ 

（Al2O3） 

2 基 2 号発回均質室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

HF 除去効率：99.99%以上 

捕集排気系 

ロータリポンプ 

2基 2 号発回均質室 主要材料：鋳鉄（ポンプ本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

インターロック機能： 

･ロータリポンプ停止に伴う入口弁閉のインタ

ーロック 

主要配管 一式 2号発回均質室 

2号中間室 

付着ウラン回収

廃棄物室（注 1） 

主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：気体 UF6 
注 1：将来の増設を考慮して端部を設置してい

るものである。 
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【UF6処理設備（カスケード排気系）】 

 

 

⑥ 一般パージ系（排気処理工程） 

本系統は、原料シリンダの脱気及び原料回収操

作、UF6 処理設備の各槽のシリンダ交換時のパー

ジ操作等に伴う UF6 をコールドトラップに捕集

し、さらに捕集した UF6を原料シリンダ又は中間

製品容器に回収するための系統である。 

本系統は、発生槽から回収した原料 UF6を扱う

原料回収系統と、発生槽以外の各槽から回収した

UF6 を扱うパージ系統があり、原料回収系統は原

料シリンダ槽、パージ系統は均質槽と接続する。 

本系統は、配管により発生・供給系、製品系、

廃品系及び均質・ブレンディング設備並びに排気

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

カスケード排気系 

ブースタポンプ 
3 基 

（注 1） 

2 号中間室 主要材料：アルミニウム合金又は鋳鉄（ポン

プ本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：気体 UF6 

注 1：カスケード設備 1 組に対し 1 基設置する

（CS 系）。 

注 2：カスケード設備 3 組に対し 1 基設置する

（CB 系）。 

1 基 

（注 2） 

2 号発回均質室 

カスケード排気系 

ケミカルトラップ 

（NaF） 

6 基 

（注 3） 

2 号中間室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：固体 UF6、気体 UF6 

容量：約 70kg－U/基 

捕集効率：99.99%以上 

その他の構成機器：ウラン検出器 

注 3：カスケード設備 1 組に対し 2 基設置する

（CS 系）。 

注 4：カスケード設備 3 組に対し 2 基設置する

（CB 系）。 

2 基 

（注 4） 

2 号発回均質室 

カスケード排気系 

ケミカルトラップ 

（Al2O3） 

6 基 

（注 5） 

2 号中間室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

HF 除去効率：99.99%以上 

注 5：カスケード設備 1 組に対し 2 基設置する

（CS 系）。 

注 6：カスケード設備 3 組に対し 2 基設置する

（CB 系）。 

2 基 

（注 6） 

2 号発回均質室 

カスケード排気系 

ロータリポンプ 

3 基 

（注 7） 

2 号中間室 主要材料：鋳鉄（ポンプ本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

インターロック機能： 

･ロータリポンプ停止に伴う入口弁閉のインタ

ーロック 

注 7：カスケード設備 1 組に対し 1 基設置する

（CS 系）。 

注 8：カスケード設備 3 組に対し 1 基設置する

（CB 系）。 

1 基 

（注 8） 

2 号発回均質室 

主要配管 一式 2 号中間室 

2 号発回均質室 

付着ウラン回収 

廃棄物室（注 9） 

主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：気体 UF6 
注 9：将来の増設を考慮して端部を設置してい

るものである。 
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設備と接続する。また、パージ用の窒素配管と接

続する。 

本系統の主要な機器の種類及び個数並びに主

な仕様は次表に示すとおりである。 

【UF6処理設備（一般パージ系）】 

 

 

(3) 均質・ブレンディング設備 

均質・ブレンディング設備は、均質・ブレンデ

ィング系、均質パージ系から構成する。 

① 均質・ブレンディング系（均質・ブレンディン

グ工程） 

本系統は、UF6 処理設備で回収した製品 UF6 の

均質、濃縮度調整（ブレンディング操作）及び充

填（出荷用の製品シリンダ（30B）又は廃品シリ

ンダ（30B）への詰替え）を行う系統である。な

お、分析用サンプルの採取及び小分けも行う。 

また、廃品 UF6を出荷する場合に、廃品シリン

ダ（48Y）から中間製品容器への詰替えを行い、

前述と同様の操作を行う。 

本系統は、配管により均質パージ系及び UF6処

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

一般パージ系 

コールドトラップ 

3 基 2 号発回均質室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：－80℃～100℃ 

容量：約 680kg－U/基 

放射性物質の状態：固体 UF6、気体 UF6 

捕集効率：99.9%以上 

加熱方式：電気ヒータ及び冷凍機ユニット 

インターロック機能： 

･圧力異常高又は温度異常高による加熱停止の

インターロック 

･地震発生時の加熱停止のインターロック 

･回収側槽類圧力異常上昇によるガス移送停止

のインターロック 

一般パージ系 

ブースタポンプ 

 

4 基 2 号発回均質室 主要材料：アルミニウム合金（ポンプ本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：気体 UF6 

一般パージ系 

ケミカルトラップ 

（NaF） 

4 基 2 号発回均質室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

容量：約 70kg－U/基 

放射性物質の状態：固体 UF6、気体 UF6 

捕集効率：99.99%以上 

その他の構成機器：ウラン検出器 

一般パージ系 

ケミカルトラップ 

（Al2O3） 

4 基 2 号発回均質室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

HF 除去効率：99.99%以上 

一般パージ系 

ロータリポンプ 

4 基 2 号発回均質室 主要材料：アルミニウム合金（ポンプ本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

インターロック機能: 

･ロータリポンプ停止に伴う入口弁閉のインタ

ーロック 

主要配管 一式 2 号発回均質室 主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：電気ヒータによる加熱部は 100℃、 

電気ヒータによる加熱部以外は常温 

放射性物質の状態：気体 UF6 
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理設備の一般パージ系と接続する。また、パージ

用の窒素配管と接続する。 

また、均質槽周りで UF6の圧力が大気圧以上と

なる配管は、配管カバーで覆い、配管カバー内は

局所排気ダクト及び工程用モニタに接続すると

ともに、均質槽は周囲を防護カバーで覆う。 

UF6 の圧力が大気圧以上となるサンプル小分け

装置はフード内に収納し、排気設備の局所排気ダ

クト及び工程用モニタに接続する。 

本系統の主要な機器の種類及び個数並びに主

な仕様は次表に示すとおりである。 

【均質・ブレンディング設備（均質・ブレンディング

系）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

均質槽 6基 2号発回均質室 主要材料：炭素鋼（胴本体） 

装荷物：中間製品容器1本/基 

設計圧力：0.3MPa[gage]以下 

設計温度：100℃ 

放射性物質の状態：固体UF6、気体 UF6、 

液体 UF6 

加熱方式：熱水による間接加熱 

インターロック機能： 

･工程用モニタ HF 濃度高による UF6 漏えい拡大

防止のインターロック（緊急遮断弁閉、加熱停

止） 

･減圧槽故障による均質槽加熱停止インターロッ

ク 

･2 号局所排風機 2 台停止による加熱停止のイン

ターロック 

･均質槽槽内圧力異常高による運転停止のインタ

ーロック 

･圧力異常高又は温度異常高による加熱停止のイ

ンターロック 

･UF6 シリンダ類交換時の誤操作防止のインター

ロック 

･地震発生時の UF6 漏えい防止インターロック

（緊急遮断弁閉、加熱停止） 

･重量異常高による過充填防止のインターロック 

･回収側槽類圧力異常上昇によるガス移送停止の

インターロック 

その他の構成機器：中間製品容器搬送用子台車 

         防護カバー（均質槽周囲に

設置） 

製品シリンダ槽 6基 2号発回均質室 主要材料：炭素鋼（胴本体） 

装荷物：製品シリンダ（ANSI 又は ISO 規格

30B）又は廃品シリンダ（ANSI 又は ISO

規格 30B）1本/基 

設計圧力：－ 

設計温度：（加熱機能有）：100℃ 

     （加熱機能無）：常温 

（6基中1基は加熱機能を有する） 

放射性物質の状態：固体UF6、気体 UF6 

加熱方式：熱水による間接加熱 

インターロック機能： 

･圧力異常高又は温度異常高による加熱停止のイ

ンターロック 

･地震発生時の加熱停止のインターロック 

･重量異常高による過充填防止のインターロック 

･回収側槽類圧力異常上昇によるガス移送停止の

インターロック 

その他の構成機器：シリンダ搬送用子台車 
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（つづき） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

原料シリンダ槽 1基 2号発回均質室 主要材料：炭素鋼（胴本体） 

装荷物：原料シリンダ（ANSI 又は ISO 規格

48Y）又は廃品シリンダ（ANSI 又は

ISO規格 48Y）1本/基 

設計圧力：－ 

設計温度：100℃ 

放射性物質の状態：固体UF6、気体 UF6 

加熱方式：熱水による間接加熱 

インターロック機能： 

･圧力異常高又は温度異常高による加熱停止のイ

ンターロック 

･地震発生時の加熱停止のインターロック 

･重量異常高による過充填防止のインターロック 

･回収側槽類圧力異常上昇によるガス移送停止の

インターロック 

その他の構成機器：シリンダ搬送用子台車 

サンプル小分け装置 1基 2号発回均質室 主要材料：ニッケル銅合金（分岐管） 

設計圧力：0.19MPa[gage]以下 

設計温度：100℃ 

サンプルシリンダの充填量：約0.7kg－U/回 

放射性物質の状態：固体UF6、気体 UF6、 

液体 UF6 

加熱方式：電気ヒータによる間接加熱 

フード開口部面速：0.5m/s以上 

インターロック機能： 

･工程用モニタ HF 濃度高による UF6 漏えい拡大

防止のインターロック（加熱停止） 

･2 号局所排風機 2 台停止による加熱停止のイン

ターロック 

･サンプルシリンダ圧力異常高又は小分け装置温

度異常高による加熱停止のインターロック 

･地震発生時の加熱停止のインターロック 

その他の構成機器：フード（サンプル小分け装置

を収納） 

工程用モニタ 

 

2基 2号発回均質室 主要材料：テフロン（サンプリング部） 

インターロック機能： 

･工程用モニタ HF 濃度高による UF6 漏えい拡大

防止のインターロック 

2号局所排気装置 1基 排気室 主要材料：炭素鋼（筐体） 

型式：バンク型（プレフィルタ 1 段、HF 吸着

器、高性能エアフィルタ1段） 

捕集効率：99.9%以上 

HF除去効率：99.99%以上 

インターロック機能： 

･工程用モニタ HF 濃度高による UF6 漏えい拡大

防止のインターロック（ダンパ閉による UF6 閉

じ込め） 

･地震発生時の UF6 漏えい防止インターロック

（ダンパ閉によるUF6閉じ込め） 

中間製品容器 45本 1号均質室及び 

2号発回均質室 

 

主要材料：炭素鋼（胴本体） 

設計圧力：1.4MPa[gage]以下 

設計温度：－15℃～121℃ 

充填量：約3050kg－U/本 

放射性物質の状態：固体UF6、気体 UF6、 

液体 UF6 
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（つづき） 

 

 

② 均質パージ系（排気処理工程） 

本系統は、均質・ブレンディング系の各槽のシ

リンダ交換時のパージ操作等に伴うUF6を回収す

るための系統である。 

本系統は、配管により均質・ブレンディング系

及び排気設備と接続する。また、パージ用の窒素

配管と接続する。 

本系統の主要な機器の種類及び個数並びに主

な仕様は次表に示すとおりである。 

【均質・ブレンディング設備（均質パージ系）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

主要配管 一式 2号発回均質室 （均質槽出入口配管カバー内の配管） 

主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：0.3MPa[gage]以下 

設計温度：120℃ 

放射性物質の状態：気体UF6 

（均質槽出入口配管カバー内の配管以外の配

管） 

主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：電気ヒータによる加熱部は100℃、 

電気ヒータによる加熱部以外は常温 

放射性物質の状態：気体UF6 

 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

均質パージ系 

コールドトラップ 

2 基 2 号発回均質室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：－80℃～100℃ 

容量：約 140kg－U/基 

放射性物質の状態：固体 UF6、気体 UF6 

捕集効率：99.9%以上 

加熱方式：電気ヒータ及び冷凍機ユニット 

インターロック機能： 

･圧力異常高又は温度異常高による加熱停止の

インターロック 

･地震発生時の加熱停止のインターロック 

･回収側槽類圧力異常上昇によるガス移送停止

のインターロック 

減圧槽 1 基 2 号発回均質室 主要材料：炭素鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

容量：約 6m3 

放射性物質の状態：固体 UF6、気体 UF6 

インターロック機能： 

･減圧槽故障による均質槽加熱停止インターロ

ック 
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（つづき） 

 

 

 

（ハ）処理する核燃料物質の種類及び最大処理能力 

ホ（ハ）－①処理する核燃料物質の種類は天然

ウラン、化学形態は UF6 であり、その最大処理能

力は 790t-U/y である。製品 UF6の最高濃縮度は 5%

であり、分離作業能力は 450tSWU/y（カスケード

設備 1組は 150tSWU/y の能力を有する。）である。 

 

 

 

 

（ニ）主要な核的及び熱的制限値 

(1) 核的制限値 

① 単一ユニット 

各単一ユニットに含まれる核燃料物質及びそ

の他の物質の種類、量、物理的・化学形態等を考

慮し、核的制限値を次表に示すとおり設定して技

術的に見て想定されるいかなる条件下でも臨界

とならない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 臨界安全設計 

（ロ）臨界管理の基準 

(2) 単一ユニットの核的制限値 

③ UF6 を取り扱う設備及び機器において、収納する

ウランの質量、容積及び形状のいずれをも制限する

ことが困難なもの（コールドトラップ、製品シリン

ダ、中間製品容器、付着ウラン回収容器及び減圧槽）

は、UF6 を密封系統内で取り扱うことにより、大気

中の水分との接触を防止し、原料 UF6を系統内に供

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

1. 核燃料物質の臨界防止 

1.2 濃縮施設の臨界防止 

1.2.1 単一ユニットの臨界安全設計 

各単一ユニットに含まれる核燃料物質及びその他の物

質の種類，量，物理的・化学的形態等を考慮し，核的制

限値を次表に示すとおり設定して技術的に見て想定され

るいかなる条件下でも臨界とならない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）において許可

を受けたホ（ハ）－①

は，処理する核燃料物

質の種類及び最大処理

能力を示したものであ

り，基本設計方針では

ないため，本設工認の

対象外である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

均質パージ系 

ケミカルトラップ 

（NaF） 

 

4 基 2 号発回均質室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

容量：約 70kg－U/基 

放射性物質の状態：固体 UF6、気体 UF6 

捕集効率：99.99%以上 

その他の構成機器：ウラン検出器 

均質パージ系 

ケミカルトラップ 

（Al2O3） 

 

4 基 2 号発回均質室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

HF 除去効率：99.99%以上 

均質パージ系 

ブースタポンプ 

2 基 2 号発回均質室 主要材料：アルミニウム合金（ポンプ本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：気体 UF6 

均質パージ系 

ロータリポンプ 

4 基 2 号発回均質室 主要材料：アルミニウム合金（ポンプ本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

インターロック機能： 

･ロータリポンプ停止に伴う入口弁閉のインタ

ーロック 

主要配管 一式 2 号発回均質室 主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：電気ヒータによる加熱部は 100℃、 

電気ヒータによる加熱部以外は常温 

放射性物質の状態：気体 UF6 
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(2) 熱的制限値 

 

ホ（ニ）(2)－①本施設において UF6を取り扱う

原料シリンダ、製品シリンダ、廃品シリンダ及び

中間製品容器の使用温度は、次表に示す制限温度

（ANSI 又は ISO 規格に基づく設計温度）を超えな

いようにインターロック等を設ける。廃品シリン

ダの制限温度は、劣化ウランの詰替えに用いるシ

リンダに設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

ニ 熱的安全設計 

UF6 の 加 熱 は 、 UF6 の 飽 和 蒸 気 圧 が 大 気 圧

(1013hPa,56.6℃)を超えないよう、大気圧を超えない圧

力として 960hPa 以下、同圧力となる加熱温度 56℃を超

えないよう管理を行う。また、圧力又は温度が前記値を

超える前に警報を発するとともに自動的に加熱を停止す

るインターロックを設ける。 

原料シリンダ、製品シリンダ、劣化ウランの詰替えに

用いる廃品シリンダ、中間製品容器及び付着ウラン回収

容器の熱的安全設計は、次のとおりである。 

原料シリンダ、製品シリンダ及び劣化ウランの詰替え

に用いる廃品シリンダは ANSI 規格又は ISO 規格に基づ

き設計、製作及び試験を行ったものを使用する。中間製

品容器は高圧ガス保安法等に基づくとともに、付着ウラ

ン回収容器は基本構造を ANSI 規格又は ISO 規格に準じ

た設計とする。その場合の設計圧力は 1.4MPa[gage]、設

計温度は 121℃であることから、設計温度である 121℃を

熱的制限値として設定する。 

本施設において原料シリンダ、製品シリンダ、劣化ウ

ランの詰替えに用いる廃品シリンダ、中間製品容器及び

付着ウラン回収容器を加熱する場合は、圧力 0.26MPa

［gage］以下及び温度 94℃以下で取り扱うことにより、

設計圧力及び設計温度を超えないようにする。 

このため、UF6を液化するために中間製品容器を加熱

する場合は、管理圧力 0.26MPa［gage］及び管理温度

94℃を超えない範囲で加熱する設計とし、UF6の液化時

以外で原料シリンダ、製品シリンダ、劣化ウランの詰替

えに用いる廃品シリンダ、中間製品容器及び付着ウラン

回収容器を加熱する場合は、大気圧を超えない範囲の圧

力及び管理温度により加熱する設計とする。 

また、各工程における加熱に対する考慮は、次のとお

りである。 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

4. 閉じ込めの機能 

4.1 閉じ込め 

4.1.1 閉じ込めの機能 

＜中略＞ 

・ホ（ニ）(2)－①UF6の加熱については，加熱する UF6シ

リンダ類及び付着ウラン回収容器に熱的制限値（ANSI

又は ISO 規格に基づく設計温度：121 ℃）を定めると

ともに，熱的制限値を超えない範囲で温度管理値を定

めて加熱する設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のホ（ニ）(2)－

①は，事業変更許可申

請書（本文）のホ（ニ）

(2)－①と同義であり

整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

機   器 制 限 温 度 備  考 

原料シリンダ 121℃ ANSI 又は ISO 規格 48Y 

製品シリンダ 121℃ ANSI 又は ISO 規格 30B 

廃品シリンダ 121℃ 
ANSI 又は ISO 規格 48Y 

ANSI 又は ISO 規格 30B 

中間製品容器 121℃  
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ヘ 成型施設の構造及び設備 

該当なし 

 

  事業変更許可申請書

（本文）第三号一，ヘ項

において，該当はない。 
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ト 被覆施設の構造及び設備 

該当なし 

 

  事業変更許可申請書

（本文）第三号一，ト項

において，該当はない。 
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チ 組立施設の構造及び設備 

該当なし 

 

  事業変更許可申請書

（本文）第三号一，チ項

において，該当はない。 
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リ 核燃料物質の貯蔵施設の構造及び設備 

 

 

 

 

 

 

（イ）施設の種類 

本施設の貯蔵施設は、貯蔵設備及び搬送設備で

構成する。 

なお、本施設においては、崩壊熱除去等のため

常時冷却を必要とする設備及び機器はない。 

 

（ロ）主要な設備及び機器の種類及び個数 

貯蔵施設の主要な機器の種類及び個数並びに主

な仕様は次表に示すとおりである。 

 

【貯蔵設備】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）第三号一，リ項

において，設工認申請

書の内容は，以下のと

おり整合している。 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

原料シリンダ（ANSI

又は ISO 規格 48Y） 

228 本 

（注 1） 

A ウラン貯蔵室 型式：ANSI 又は ISO 規格 48Y 

放射性物質の状態：固体 UF6、気体 UF6 
注 1：最大貯蔵能力に相当する個数 
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（つづき） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）の「付着ウラン

回収容器」については，

別途申請の「分離作業

能力の削減及びそれに

伴うRE-1設備の廃棄物

化，廃棄物建屋の増設

等に係る申請」にて整

合性を示す。 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）の「付着ウラン

回収容器置台」につい

ては，別途申請の「分離

作業能力の削減及びそ

れに伴うRE-1設備の廃

棄物化，廃棄物建屋の

増設等に係る申請」に

て整合性を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

製品シリンダ（ANSI

又は ISO 規格 30B） 

廃品シリンダ（ANSI

又は ISO 規格 30B） 

300 本 

（注 2） 
A ウラン貯蔵室 

B ウラン貯蔵室 

型式：ANSI 又は ISO 規格 30B 

放射性物質の状態：固体 UF6、気体 UF6 
注 2：最大貯蔵能力に相当する個数 

廃品シリンダ（ANSI

又は ISO 規格 48Y） 

1222 本

（注 3） 
B ウラン貯蔵室 

C ウラン貯蔵室 

型式：ANSI 又は ISO 規格 48Y 

放射性物質の状態：固体 UF6、気体 UF6 
注 3：最大貯蔵能力に相当する個数 

付着ウラン回収容器 36 本 A ウラン貯蔵室 

B ウラン貯蔵室 

2 号発回均質室 

主要材料：炭素鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：約－29℃～121℃ 

充填量：約 1960kg/本 

放射性物質の状態：固体 UF6、気体 UF6 

原料シリンダ置台 

（充填） 

 

228 組 A ウラン貯蔵室 主要材料：炭素鋼 

積載物：原料シリンダ（ANSI 又は ISO 規格 48Y） 

製品シリンダ置台 

（充填） 

144 組 

（注 4） 

A ウラン貯蔵室 主要材料：炭素鋼 

積載物：製品シリンダ（ANSI 又は ISO 規格 

30B）、廃品シリンダ（ANSI 又は ISO 規

格 30B）、付着ウラン回収容器 

注 4：A ウラン貯蔵室と B ウラン貯蔵室の個数

合計の 300 組のうち、12 組は付着ウラン

回収容器置台とする。また、A ウラン貯

蔵室及びBウラン貯蔵室における廃品シ

リンダ（ANSI 又は ISO 規格 30B）は、合

計が 3t－U以下とする。 

156 組 

（注 5） 

B ウラン貯蔵室 主要材料：炭素鋼 

積載物：製品シリンダ（ANSI 又は ISO 規格 

30B）、廃品シリンダ（ANSI 又は ISO 規

格 30B）、付着ウラン回収容器 

注 5：上記の Aウラン貯蔵室の注 4 に同じ。 

廃品シリンダ置台 

（充填） 

400 組 

 

B ウラン貯蔵室 主要材料：炭素鋼 

積載物：廃品シリンダ（ANSI 又は ISO 規格 48Y）

（2段積載） 

その他の構成機器：中間サドル 

350 組 C ウラン貯蔵室 主要材料：炭素鋼 

積載物：廃品シリンダ（ANSI 又は ISO 規格 48Y）

（2段積載） 

その他の構成機器：中間サドル 

中間製品容器置台 28 組 1 号均質室 主要材料：炭素鋼 

積載物：中間製品容器 

18 組 2 号発回均質室 主要材料：炭素鋼 

積載物：中間製品容器 

付着ウラン回収容器

置台 

12 組 

（注 6） 

A ウラン貯蔵室 

B ウラン貯蔵室 

主要材料：炭素鋼 

積載物：付着ウラン回収容器 

注 6：本置台は A ウラン貯蔵室と B ウラン貯蔵

室の製品シリンダ置台の300組のうちの

12組。 

24 組 2 号発回均質室 主要材料：炭素鋼 

積載物：付着ウラン回収容器 
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【搬送設備】 

 

 

 

（ハ）貯蔵する核燃料物質の種類及び最大貯蔵能力 

貯蔵する核燃料物質の種類及び最大貯蔵能力

は、次表に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

天井走行クレーン 

（A～D） 

4 基 A ウラン貯蔵室 主要材料：炭素鋼 

定格荷重：16t 

インターロック機能： 

･吊り上げ高さインターロック（1.2m） 

･停電時のシリンダ保持機能 

その他の構成機器：吊り具 

天井走行クレーン 

（E） 

1 基 搬出入室 主要材料：炭素鋼 

定格荷重：25t 

インターロック機能： 

･吊り上げ高さインターロック（1.2m） 

･停電時のシリンダ保持機能 

その他構成機器：吊り具 

天井走行クレーン 

（G） 

1 基 B ウラン貯蔵室 主要材料：炭素鋼 

定格荷重：3.5t 

インターロック機能： 

･吊り上げ高さインターロック（1.2m） 

･停電時のシリンダ保持機能 

その他構成機器：吊り具 

天井走行クレーン 

（H～K） 

4 基 B ウラン貯蔵室 主要材料：炭素鋼 

定格荷重：16t 

インターロック機能： 

･吊り上げ高さインターロック（1.85m） 

･停電時のシリンダ保持機能 

その他の構成機器：吊り具 

天井走行クレーン 

（L～P） 

5 基 C ウラン貯蔵室 主要材料：炭素鋼 

定格荷重：16t 

インターロック機能： 

･吊り上げ高さインターロック（1.85m） 

･停電時のシリンダ保持機能 

その他の構成機器：吊り具 

均質室天井走行クレ

ーン 

1 基 1 号均質室 主要材料：炭素鋼 

定格荷重：7t 

インターロック機能： 

･吊り上げ高さインターロック（1.2m） 

･停電時のシリンダ保持機能 

その他の構成機器：吊り具 

2 号発回均質室天井走

行クレーン 

1 基 2 号発回均質室 主要材料：炭素鋼 

定格荷重：7t 

インターロック機能： 

･吊り上げ高さインターロック（1.2m） 

･停電時のシリンダ保持機能 

その他の構成機器：吊り具 

シリンダ搬出入台車 1 台 ウラン貯蔵・廃棄

物建屋 

 

主要材料：炭素鋼 

最大積載荷重：15t 

積載物：原料シリンダ（ANSI 又は ISO 規格 

48Y）、製品シリンダ（ANSI 又は ISO

規格 30B）、廃品シリンダ（ANSI 又は

ISO 規格 48Y 及び 30B） 

シリンダ搬送台車 5 台 ウラン貯蔵・廃棄

物建屋 

ウラン濃縮建屋 

主要材料：炭素鋼 

最大積載荷重：17t 

積載物：原料シリンダ（ANSI 又は ISO 規格 

48Y）、製品シリンダ（ANSI 又は ISO

規格 30B）、廃品シリンダ（ANSI 又は

ISO 規格 48Y 及び 30B）、中間製品容

器、付着ウラン回収容器 
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注 1：Aウラン貯蔵室及び Bウラン貯蔵室には、付着ウラン

回収容器（12 本）が保管されるが ANSI 又は ISO 規

格 30B 換算で最大貯蔵能力を示す。また、A ウラン

貯蔵室及び B ウラン貯蔵室における廃品シリンダ

（30B）は、合計が 3t－U 以下とする。 

注 2：中間製品容器置台は 1 号均質室（28 組）及び 2 号発

回均質室（18 組）の合計で 46 組設置する。 

 

 

 

（ニ）主要な核的制限値 

(1) 単一ユニット 

貯蔵施設においては、核燃料物質の取り扱い上

の一つの単位である単一ユニットを踏まえ、技術

的に見て想定されるいかなる条件下でも臨界とな

らない設計とする。具体的には、貯蔵施設におい

て核燃料物質を取り扱う単位は製品シリンダ、中

間製品容器及び付着ウラン回収容器であり、それ

ぞれを単一ユニットとする。製品シリンダ、中間

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

1. 核燃料物質の臨界防止 

1.3 核燃料物質の貯蔵施設の臨界防止 

1.3.1 単一ユニットの臨界安全設計 

貯蔵施設においては，核燃料物質の取り扱い上の一つ

の単位である単一ユニットを踏まえ，技術的に見て想定

されるいかなる条件下でも臨界とならない設計とする。

具体的には，貯蔵施設において核燃料物質を取り扱う単

位は製品シリンダ，中間製品容器及び付着ウラン回収容

器であり，それぞれを単一ユニットとする。製品シリン

ダ，中間製品容器及び付着ウラン回収容器について，核

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

核 燃 料 物 質 

の種 類 

核燃料物質 

の状 態 

最 大 貯 蔵 能 力 

備   考 
ウラン量  

シリンダ 

本 数 

ウ
ラ
ン
貯
蔵
・
廃
棄
物
建
屋 

A
ウ
ラ
ン
貯
蔵
室 

濃縮度 5%以下

の濃縮ウラン

及び劣化ウラ

ン 

固体及び気

体の UF6 

222t－U 

（注 1） 
144本 

製品シリンダ（ANSI又は ISO 規格

30B）、廃品シリンダ（ANSI又は ISO

規格 30B） 及び付着ウラン回収容

器 

天然ウラン 
固体及び気

体の UF6 
1928t－U 228 本 

原料シリンダ 

（ANSI 又は ISO 規格 48Y） 

B
ウ
ラ
ン
貯
蔵
室 

濃縮度 5%以下

の濃縮ウラン

及び劣化ウラ

ン 

固体及び気

体の UF6 
241t－U 

（注 1） 
156本 

製品シリンダ（ANSI又は ISO 規格

30B）、廃品シリンダ（ANSI又は ISO

規格 30B） 及び付着ウラン回収容

器 

劣化ウラン 
固体及び気

体の UF6 
5005t－U 592 本 

廃品シリンダ 

（ANSI 又は ISO 規格 48Y） 

C
ウ
ラ
ン
貯
蔵
室 

劣化ウラン 
固体及び気

体の UF6 
5325t－U 630 本 

廃品シリンダ 

（ANSI 又は ISO 規格 48Y） 

1
号
均
質
室 

濃縮度 5%以下

の濃縮ウラン、

天然ウラン及

び劣化ウラン 

固体及び気

体の UF6 
86t－U 

45 本 
（注 2） 

中間製品容器置場 
 

2
号
発
回
均
質
室 

濃縮度 5%以下

の濃縮ウラ

ン、天然ウラ

ン及び劣化ウ

ラン 

固体及び気

体の UF6 
55t－U 

濃縮度 5%以下

の濃縮ウラ

ン、天然ウラ

ン及び劣化ウ

ラン 

固体及び気

体の UF6 
28t－U 24 本 付着ウラン回収容器置場 
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製品容器及び付着ウラン回収容器について、核的

制限値を次表に示すとおり設定して技術的に見て

想定されるいかなる条件下でも臨界とならない設

計とする。 

 

 

(2) 複数ユニット 

 

 

複数ユニットは実効増倍率が 0.95 以下となる

配置とし、機器同士が接触しても臨界となるおそ

れはないが、安全設計上の管理として次の対応を

行う。 

製品シリンダ、中間製品容器及び付着ウラン回

収容器は、それぞれ他のユニットと相互の間隔が

30cm 以上となるよう平置き配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 臨界安全設計 

（ロ）臨界管理の基準 

(3) ユニット間の中性子相互作用 

UF6を取り扱うUF6シリンダ類及び付着ウラン回収

容器と、コールドトラップ、減圧槽、ケミカルトラ

ップ(NaF)の複数ユニットについては、ユニット相互

間の距離の実効増倍率が 0.95 以下となる配置とす

る。 

 

 

 

 

的制限値を次表に示すとおり設定して技術的に見て想定

されるいかなる条件下でも臨界とならない設計とする。 

 

 

 

 

1.3.2 複数ユニットの臨界安全設計 

 

 

複数ユニットは実効増倍率が 0.95 以下となる配置と

し，機器同士が接触しても臨界となるおそれはないが，

安全設計上の管理として次の対応を行う。 

 

・製品シリンダ，中間製品容器及び付着ウラン回収容器

は，それぞれ他のユニットと相互の間隔が 30 cm 以上

となるよう平置き配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核燃料物質の 

種類と状態 

均 質 

不 均 質 

の 区 分  

臨界因子  核的制限値 臨界安全値 

1．種類 

濃縮度5%以下の

ウラン 

均質 

濃縮度 5% ― 

2．状態 

気体及び固体の

UF6 減速度 H/U－235 1.7 H/U－235 10 

制限条件は濃縮度 5%以下を満足し、かつ減速度の制限値を超えないこととする。 

 核燃料物質の 

種類と状態 

均 質 

不 均 質 

の 区 分 

臨 界 因 子 核的制限値 臨界安全値 

1．種類 

濃縮度5%以下の

ウラン 

均質 

濃縮度 5% ― 

2．状態 

気体及び固体の

UF6 減速度 H/U－235 1.7 H/U－235 10 

制限条件は濃縮度 5%以下を満足し、かつ減速度の制限値を超えないこととする。 
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ヌ 放射性廃棄物の廃棄施設の構造及び設備

（イ）気体廃棄物の廃棄設備

(1) 構造

気体廃棄物の廃棄設備は、廃棄処理を行う排気

設備及び気体廃棄物の保管廃棄を行う廃棄設備

（区画）で構成する。 

① 廃棄処理を行う排気設備

排気設備は、第 1種管理区域内の気圧を第 2種

管理区域、非管理区域、建屋外より負圧に維持し、

また、第 1種管理区域からの排気中に含まれる放

射性物質をフィルタで除去し排気口を通じて屋

外に放出することを目的に設置する設備であり、

送風機、排風機、排気中の放射性物質を除去する

フィルタ及びこれらを接続するダクトで構成す

る。 

なお、1号発生回収室及び 1号均質室の排気の

一部は、フィルタにより処理した空気を再循環さ

せる設計とする。 

2 号発回均質室に設置する均質・ブレンディン

グ設備の均質槽（配管カバー）及びサンプル小分

け装置のフードからの排気を均質・ブレンディン

グ設備の工程用モニタで監視し異常時は排気を

停止する設計とする。 

概略排気系統図を第 9図に示す。 

主要な機器の種類及び個数並びに主な仕様は

次表に示すとおりである。 

今回の申請の対象範囲外 

事業変更許可申請書

（本文）第三号一，ヌ項

において，設工認申請

書の内容は，以下のと

おり整合している。 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示

す。
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（つづき） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

1AB 中間室系送風機 2 基 1 号高周波電源室 主要材料：炭素鋼（ケーシング） 

 

1CD 中間室系送風機 2 基 1 号高周波電源室 主要材料：炭素鋼（ケーシング） 

 

1 号中間室系排風機 3 基 排気室 主要材料：炭素鋼（ケーシング） 

風量：32000m3/h/基 

インターロック機能： 

･第 1種管理区域の排気機能維持 

1 号発生回収室系送風

機 

2 基 給気室 主要材料：炭素鋼（ケーシング） 

 

1 号発生回収室系還気

送風機 

2 基 給気室 主要材料：炭素鋼（ケーシング） 

 

管理廃水処理室送風機 2 基 

(内予備 

1 基) 

給気室 主要材料：炭素鋼（ケーシング） 

 

主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

1 号発生回収室系排風

機 

2 基 

(内予備 

1基) 

 

排気室 主要材料：炭素鋼（ケーシング） 

風量：68000m3/h/基 

インターロック機能： 

･第 1 種管理区域の排気機能維持 

1 号均質室系送風機 2 基 

(内予備 

1基) 

 

給気室 主要材料：炭素鋼（ケーシング） 

 

1 号均質室系還気送風

機 

2 基 

(内予備 

1基) 

 

給気室 主要材料：炭素鋼（ケーシング） 

 

分析室送風機 2 基 

(内予備 

1基) 

 

給気室 主要材料：炭素鋼（ケーシング） 

 

1 号均質室系排風機 2 基 

(内予備 

1基) 

 

排気室 主要材料：炭素鋼（ケーシング） 

風量：78000m3/h/基 

インターロック機能： 

･第 1 種管理区域の排気機能維持 

2 号発回均質棟系送風

機 

2 基 

(内予備 

1基) 

 

給気室 主要材料：炭素鋼（ケーシング） 

 

2 号発回均質棟系排風

機 

2 基 

(内予備 

1基) 

 

排気室 主要材料：炭素鋼（ケーシング） 

風量：67000m3/h/基 

インターロック機能： 

･第 1 種管理区域の排気機能維持 

1 号発生回収室系排気

フィルタユニット 

13 基 

(内予備 

1基) 

 

排気室 主要材料：炭素鋼（筐体） 

型式：バンク型（プレフィルタ 1 段、高性能エ

アフィルタ 1段） 

フィルタユニット捕集効率：99.9%以上 

1 号発生回収室系還気

フィルタユニット 

16 基 

(内予備 

1基) 

 

排気室 主要材料：炭素鋼（筐体） 

型式：バンク型（プレフィルタ 1 段、高性能エ

アフィルタ 1段） 

フィルタユニット捕集効率：99.9%以上 

1 号中間室系排気フィ

ルタユニット 

12 基 

(内予備 

1基) 

 

排気室 主要材料：炭素鋼（筐体） 

型式：バンク型（プレフィルタ 1 段、高性能エ

アフィルタ 1 段） 

フィルタユニット捕集効率：99.9%以上 

1 号均質室系排気フィ

ルタユニット 

14 基 

(内予備 

1基) 

 

排気室 主要材料：炭素鋼（筐体） 

型式：バンク型（プレフィルタ 1 段、高性能エ

アフィルタ 1段） 

フィルタユニット捕集効率：99.9%以上 

1 号均質室系還気フィ

ルタユニット 

13 基 

 

排気室 主要材料：炭素鋼（筐体） 

型式：バンク型（プレフィルタ 1 段、高性能エ

アフィルタ 1段） 

フィルタユニット捕集効率：99.9%以上 

2 号発回均質棟系排気

フィルタユニット 

13 基 

(内予備 

1基) 

 

排気室 主要材料：炭素鋼（筐体） 

型式：バンク型（プレフィルタ 1 段、高性能エ

アフィルタ 1段） 

フィルタユニット捕集効率：99.9%以上 
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（つづき） 

 
 

② 気体廃棄物の保管廃棄を行う廃棄設備（区画） 

カスケード設備の付着ウラン回収に伴い発生

する再利用しない未反応七ふっ化ヨウ素（IF7）

は、専用の容器に入れて付着ウラン回収廃棄物室

に IF5とともに保管廃棄する。 

主要な機器の種類及び個数並びに主な仕様は

次表に示すとおりである。 

 

 

(2) 廃棄物の処理能力 

第 1 種管理区域の気体廃棄物の廃棄設備は、第

1 種管理区域を第 2 種管理区域、非管理区域及び

建屋外より負圧に維持し、かつ気体廃棄物の周辺

監視区域外の空気中の放射性物質の濃度を十分に

低減できる能力を有するものとし、その処理能力

は、次表に示すとおりである。 

 

注 1：0.3μmDOP 粒子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別途申請の「分離作業

能力の削減及びそれに

伴うRE-1設備の廃棄物

化，廃棄物建屋の増設

等に係る申請」にて整

合性を示す。 

 

 

 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

1 号局所排気装置 1 基 排気室 主要材料：炭素鋼（筐体） 

型式：バンク型（プレフィルタ 1 段、HF 吸着器、

高性能エアフィルタ 1段） 

局所排気装置捕集効率：99.9%以上 

HF 除去効率：99.99%以上 
1 号局所排気フィルタ

ユニット 

2 基 
(内予備 

1基) 

 

排気室 主要材料：炭素鋼（筐体） 
型式：バンク型（プレフィルタ 1 段、高性能エ

アフィルタ１段） 
フィルタユニット捕集効率：99.9%以上 

1 号局所排風機 2 基 
(内予備 

1基) 

 

排気室 主要材料：炭素鋼（ケーシング） 
風量：5000m3/h/基 

2 号局所排気フィルタ

ユニット 

2 基 

(内予備 

1基) 

 

排気室 主要材料：炭素鋼（筐体） 

型式：バンク型（プレフィルタ 1 段、高性能エ

アフィルタ 1 段） 

フィルタユニット捕集効率：99.9%以上 

2 号局所排風機 2 基 

(内予備 

1基) 

 

排気室 主要材料：炭素鋼（ケーシング） 

風量：5000m3/h/基 

インターロック機能： 

･2号局所排風機2台停止による加熱停止のイン

ターロック 

主要給気ダクト 一式 ウラン濃縮建屋

他 

主要材料：炭素鋼 

 

主要還気ダクト 一式 ウラン濃縮建屋

他 

主要材料：炭素鋼 

 

主要局所排気ダクト 一式 ウラン濃縮建屋

他 

 

主要材料：炭素鋼 

 

主要排気ダクト 一式 ウラン濃縮建屋

他 

主要材料：炭素鋼 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

IF7ボンベ 27本 付着ウラン回収廃

棄物室 
主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

 

 

ウラン濃縮建屋 

排気風量 
約 287000m3/h 

高性能エアフィルタ 

の捕集効率 
99.9%以上（1段）(注 1) 



 

（
１
）
-
1
-
ヌ
-
4
 

事業変更許可申請書（本文） 事業変更許可申請書（添付書類五） 設工認申請書 該当事項 整合性 備考 

(3) 排気口の位置 

本施設に係る排気口の位置は、次表に示すとお

りである。 

 

   注 1：ウラン濃縮建屋は、標高約 36m に位置する。 

 

（ロ）液体廃棄物の廃棄設備 

(1) 構造 

液体廃棄物の廃棄設備は、廃水処理を行う管理

廃水処理設備及び液体廃棄物の保管廃棄を行う廃

棄設備（区画）で構成する。 

① 廃水処理を行う管理廃水処理設備 

管理廃水処理設備は、第 1種管理区域において

発生する液体廃棄物を受入れ、必要に応じて凝集

沈殿、ろ過等の処理を行った後、放射性物質濃度

が法令に定める周辺監視区域外の水中の濃度限

度を十分下回ることを確認し、他の一般排水とと

もに排水口から事業所外へ放出することを目的

に設置する設備であり、廃水を貯留する機器、送

水ポンプ及び機器、ポンプ間を接続する配管で構

成する。 

概略管理廃水処理系統図を第 10 図に示す。 

主要な機器の種類及び個数並びに主な仕様は

次表に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

排 気口 があ る建物 場 所 排気口の高さ 

ウラン濃縮建屋（注 1） 屋 上 地上約 20m 
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 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

洗缶廃水貯槽 4基 

 

除染室 

 

主要材料：炭素鋼＋ゴムライニング（内張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

凝集槽 

 

1 基 管理廃水処理室 主要材料：炭素鋼＋ゴムライニング（内張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

インターロック機能： 

･受入れ停止による漏えい防止機能 

管理廃水処理脱水機 1 基 管理廃水処理室 主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

脱水ろ液タンク 1 基 管理廃水処理室 主要材料：炭素鋼＋ゴムライニング（内張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

インターロック機能： 

･受入れ停止による漏えい防止機能 

分析廃水ピット １基 分析室 主要材料：コンクリート＋FRP ライニング（内

張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

インターロック機能： 

･漏えい防止機能（廃水液面異常高警報） 

第 1廃水調整ピット 2 基 管理廃水処理室 主要材料：コンクリート＋FRP ライニング（内

張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

インターロック機能： 

･漏えい防止機能（廃水液面異常高警報） 

その他の構成機器： 

第 1 廃水調整ピット間に連通管を設置 

第 1反応タンク 1 基 管理廃水処理室 主要材料：炭素鋼＋ゴムライニング（内張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

第 2反応タンク 1 基 管理廃水処理室 主要材料：炭素鋼＋ゴムライニング（内張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 
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 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

凝集沈殿槽 1基 管理廃水処理室 主要材料：炭素鋼＋ゴムライニング（内張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

汚泥タンク 1基 管理廃水処理室 主要材料：炭素鋼＋ゴムライニング（内張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

インターロック機能： 

･受入れ停止による漏えい防止機能 

凝沈処理水ピット 1基 管理廃水処理室 主要材料：コンクリート＋ステンレス鋼ライニ

ング（内張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

その他の構成機器： 

第 1廃水調整ピットへの連通管を設置 

砂ろ過塔 1基 管理廃水処理室 主要材料：炭素鋼＋樹脂塗装 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

管理廃水処理第 1 活性

炭吸着塔 

1基 管理廃水処理室 主要材料：炭素鋼＋樹脂塗装 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

マイクロフィルタ 1基 管理廃水処理室 主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

ろ過器循環タンク 1基 管理廃水処理室 主要材料：炭素鋼＋ゴムライニング（内張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

その他の構成機器： 

第 1廃水調整ピットへの連通管を設置 

ろ過器 1基 管理廃水処理室 主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

ろ過器逆洗タンク 1基 管理廃水処理室 主要材料：炭素鋼＋ゴムライニング（内張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

ろ過器pH調整タンク 1基 管理廃水処理室 主要材料：炭素鋼＋ゴムライニング（内張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

ろ過器処理水タンク 1基 管理廃水処理室 主要材料：炭素鋼＋ゴムライニング（内張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

弗素吸着塔 1基 管理廃水処理室 主要材料：炭素鋼＋ゴムライニング（内張） 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 
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主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

ウラン吸着塔 1基 管理廃水処理室 主要材料：炭素鋼＋ゴムライニング（内張） 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

イオン交換樹脂塔 2基 管理廃水処理室 主要材料：炭素鋼＋ゴムライニング（内張） 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

中和タンク 1基 管理廃水処理室 主要材料：炭素鋼＋ゴムライニング（内張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

第 1処理水ピット 1基 管理廃水処理室 主要材料：コンクリート＋ステンレス鋼ライニ

ング（内張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

その他の構成機器：第 1廃水調整ピットへの連

通管を設置 

再生廃液ピット 1基 管理廃水処理室 主要材料：コンクリート＋FRP ライニング（内

張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

その他の構成機器：第 1廃水調整ピットへの連

通管を設置 

手洗廃水ピット 1基 モニタエリア 主要材料：コンクリート＋ステンレス鋼ライニ

ング（内張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

第 2廃水調整ピット 1基 管理廃水処理室 主要材料：コンクリート＋ステンレス鋼ライニ

ング（内張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

その他の構成機器：第 1廃水調整ピットへの連

通管を設置 

管理廃水処理第2活性

炭吸着塔 

2基 管理廃水処理室 主要材料：炭素鋼＋樹脂塗装 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

第 2処理水ピット 2基 管理廃水処理室 主要材料：コンクリート＋ステンレス鋼ライニ

ング（内張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

その他の構成機器：第 1廃水調整ピットへの連

通管を設置 

凝集槽送水ポンプ 1基 除染室 主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 
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 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

脱水機凝集液ポンプ 1 基 管理廃水処理室 主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

脱水ろ液ポンプ 1 基 管理廃水処理室 主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

分析廃水ポンプ 2 基 分析室 主要材料：硬質塩化ビニル 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

第 1 反応タンク送水

ポンプ 

2 基 管理廃水処理室 主要材料：硬質塩化ビニル 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

管理廃水処理脱水機

送泥ポンプ 

1 基 管理廃水処理室 主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

砂ろ過塔送水ポンプ 1 基 管理廃水処理室 主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

ろ過器送水ポンプ 1 基 管理廃水処理室 主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

ろ過器逆洗ポンプ 1 基 管理廃水処理室 主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

弗素吸着塔送水ポン

プ 

1 基 管理廃水処理室 主要材料：硬質塩化ビニル 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

第 1処理水ポンプ 1 基 管理廃水処理室 主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

再生廃液ポンプ 1 基 管理廃水処理室 主要材料：硬質塩化ビニル 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

吸着塔送水ポンプ 2 基 管理廃水処理室 主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

第 2処理水ポンプ 2 基 管理廃水処理室 主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 
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② 液体廃棄物の保管廃棄を行う廃棄設備（区画） 

液体廃棄物の区画は、以下で構成する。この他

に、液体廃棄物の取扱として、第 1種管理区域内

の機器の点検に伴い発生する機械油及び保管廃

棄した機械油の固形化処理を管理廃水処理室に

て行う。処理を行った機械油は、次項（ハ）に示

す固体廃棄物の廃棄設備で保管廃棄する。なお、

固形化処理にあたり、処理前の機械油を管理廃水

処理室内に一時的に保管する。 

・カスケード設備の付着ウラン回収に伴い発生

する IF5を保管廃棄するため、付着ウラン回収

廃棄物室に区画を設定する。 

・分析作業に伴い発生する有機溶剤を保管廃棄

するため、管理廃水処理室に区画を設定する。 

主要な機器の種類及び個数並びに主な仕様は

次表に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

2号発回均質室廃水ピ

ット 1 

1 基 2 号発回均質室 主要材料：コンクリート＋ステンレス鋼ライニ

ング（内張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

2号発回均質室廃水ピ

ット 2 

1 基 2 号発回均質室 主要材料：コンクリート＋ステンレス鋼ライニ

ング（内張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

2号発回均質室廃水ピ

ット 3 

1 基 2 号発回均質室 主要材料：コンクリート＋ステンレス鋼ライニ

ング（内張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

2号発回均質室廃水ピ

ット 4 

1 基 2 号発回均質室 主要材料：コンクリート＋ステンレス鋼ライニ

ング（内張） 

設計圧力：常圧 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

主要放射性廃水配管 一式 除染室 

管理廃水処理室 

搬送通路 

主要材料：炭素鋼＋ポリエチレンライニング

（内張） 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

（ポンプ吐出側から送水先貯槽の

間） 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

一式 除染室 

管理廃水処理室 

1A 中間室 

1 号発生回収室 

分析室 

モニタエリア 

搬送通路 

廃棄物前処理室 

渡り廊下 

2 号発回均質室 

主要材料：ステンレス鋼又は炭素鋼＋ライニン

グ（内張） 

設計圧力：0.3MPa[gage] 

（ポンプ吐出側から送水先貯槽の

間） 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：ウラン廃水 

 

堰 一式 除染室 

管理廃水処理室 

主要材料：コンクリート（耐水性塗料を塗布） 

容量：貯槽類から漏えいしたウラン廃水を全て

回収できる容積 
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(2) 廃棄物の処理能力 

管理廃水処理設備は、液体廃棄物の周辺監視区

域境界における水中の放射性物質の濃度を十分に

低減できる能力を有するものとし、その処理能力

は、約 3000m3/y である。 

管理廃水処理室の保管廃棄能力は、約 160 本

（20L ドラム缶換算）である。また、付着ウラン回

収廃棄物室の保管廃棄能力は、約 430 本（80kg ボ

ンベ換算）である。 

(3) 排水口の位置 

排水口の位置は、本施設の南側約 1500m の尾駮

沼に接する地点である。 

 

（ハ）固体廃棄物の廃棄設備 

(1) 構造 

固体廃棄物の廃棄設備は、固体廃棄物の保管廃

棄を行う廃棄設備（区画）及びカスケード設備内

の付着ウランの回収を行う付着ウラン回収設備で

構成する。 

① 固体廃棄物の保管廃棄を行う廃棄設備（区画） 

固体廃棄物の保管廃棄を行う廃棄設備（区画）

は、以下で構成する。この他に、固体廃棄物の取

扱として、管理廃水処理設備から発生したスラッ

ジを保管廃棄するまでの間、管理廃水処理室内に

一時的に保管する。 

・第 1 種管理区域内で発生した放射性固体廃棄

物及び 2 号カスケード棟のカスケード設備の

更新に伴い発生する使用済遠心機を受入れて

保管廃棄するため、以下の建屋・室に区画を設

定する。また、固体廃棄物の分別等を行い、保

管廃棄するまでの間、一時的に保管するため、

ウラン濃縮建屋内に廃棄物前処理室を設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別途申請の「分離作業

能力の削減及びそれに

伴うRE-1設備の廃棄物

化，廃棄物建屋の増設

等に係る申請」にて整

合性を示す。 

 

 

 

 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

IF5ボンベ置台 

（注 1） 

215 基 付着ウラン回収

廃棄物室 

主要材料：炭素鋼 

収納物：IF5 ボンベ 2 本/基（IF5 ボンベ内容積

0.04m3/本） 

注 1：置台に設置するボンベから漏えいした IF5を

全て回収できる容積のドレンパン（堰）を含

む（ドレンパン容量：0.04m3以上） 
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注 1:ウラン貯蔵・廃棄物庫内に間仕切りを設け

て区画 

 

・使用を廃止する 1 号カスケード室及び 1 号中

間室内に設置したカスケード設備、1号発生回

収室、1号中間室及び 1号均質室内に設置した

UF6 処理設備、1 号均質室内に設置した均質・

ブレンディング設備、1 号発生回収室、1 号中

間室及び除染室内に設置した管理廃水処理設

備、1号 Qマス室内に設置した分析設備及びそ

の他付帯設備を存置の状態で保管廃棄するた

め、これらの室に区画注１を設定する。 

・1号カスケード室のカスケード設備内部の付着

ウラン回収等が完了した後に使用を廃止する

付着ウラン回収設備を存置の状態で保管廃棄

するため、当該機器の設置されている室（エリ

ア）に区画注１を設定する。 

注１：当該室に本施設の運転に必要な資機材を保

管する場合は、保管廃棄するための区画と

区別する等の必要な措置を講じる。 

 

② カスケード設備内の付着ウランの回収を行う

付着ウラン回収設備 

付着ウラン回収設備は、存置の状態で保管廃棄

した 1 号カスケード室のカスケード設備内部か

ら付着ウランを回収するための設備であり、IF7

発生・供給系、回収系、IF7 循環系、排気系、パ

ージ系から構成する。 

回収した付着ウランは付着ウラン回収容器に

充填し、核燃料物質として貯蔵施設に貯蔵する。 

なお、カスケード設備内部の付着ウラン回収等

が完了した後は、付着ウラン回収設備の使用を廃

止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別途申請の「分離作業

能力の削減及びそれに

伴うRE-1設備の廃棄物

化，廃棄物建屋の増設

等に係る申請」にて整

合性を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別途申請の「分離作業

能力の削減及びそれに

伴うRE-1設備の廃棄物

化，廃棄物建屋の増設

等に係る申請」にて整

合性を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建 屋 名 称 室 名 称 建 屋 の 構 造 建 築 面 積 （m2） 

Aウラン濃縮廃棄物建屋 Aウラン濃縮廃棄物室 鉄骨造平屋建 約 1200 

ウラン貯蔵・廃棄物建屋 
Bウラン濃縮廃棄物室 

（注1） 

鉄筋コンクリート造

平屋建 
約 1200 

使用済遠心機保管建屋 
使用済遠心機保管室、 

C・Dウラン濃縮廃棄物室 
鉄骨造一部二階建 

約 8200 

（延床面積） 

Bウラン濃縮廃棄物建屋 E・Fウラン濃縮廃棄物室 鉄骨造平屋建 約 3000 
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概略付着ウラン回収工程系統図を第 11 図に示

す。 

ａ．IF7発生・供給系 

本系統は、IF7ボンベを IF7ボンベ発生槽に装

填し、IF7を発生させ、付着ウランを回収するカ

スケード設備に供給する系統である。 

本系統は、配管によりカスケード設備、IF7循

環系及びパージ系と接続する。 

本系統の主要な機器の種類及び個数並びに主

な仕様は次表に示すとおりである。 

 

【付着ウラン回収設備（IF7発生・供給系）】 

 

ｂ．回収系 

本系統は、カスケード設備の付着ウランと IF7

の反応で生成する UF6、IF5 及び未反応の IF7 を

回収する系統である。 

本系統は、配管によりカスケード設備、IF7循

環系、排気系及びパージ系に接続する。 

本系統の主要な機器の種類及び個数並びに主

な仕様は次表に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

IF7ボンベ発生槽 

 

2基 1号均質室 主要材料：ステンレス鋼（カバー） 

装荷物：IF7 ボンベ（IF7 発生用）4 本/基及び

IF7ボンベ（予冷用）4本/基 

設計圧力：－ 

設計温度： ～常温 

加熱方式：電気ヒータ 

IF7圧力調整槽 1基 1号均質室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

主要配管 一式 1号均質室 

1号中間室 

搬送通路 

 

主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：電気ヒータによる加熱部は100℃、 

電気ヒータによる加熱部以外は常温 
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【付着ウラン回収設備（回収系）】 

 

（つづき） 

 

 

ｃ．IF7循環系 

本系統は、カスケード設備で未反応の IF7 を

再度カスケード設備へ供給する系統である。 

本系統は、配管により IF7 発生・供給系及び

回収系と接続する。 

本系統の主要な機器の種類及び個数並びに主

な仕様は次表に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

回収系 

混合ガスコールド 

トラップ 

 

3 基 

 

 

1 号均質室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：－80℃～100℃ 

容量：約 1150kg（約 480kg－U）/基 

放射性物質の状態：固体 UF6、気体 UF6 
加熱方式：電気ヒータ 

インターロック機能： 

･圧力異常高又は内温度異常高による加熱停止

のインターロック 

･地震発生時の加熱停止のインターロック 

回収系 

IF7コールドトラップ 

 

3 基 

(注 1) 

 

1 号均質室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：－150℃～常温 

加熱方式：冷凍機ユニット 

インターロック機能： 

･圧力異常高により冷却運転に切り替えるイン

ターロック 

注 1：3 基のうち 1基はパージ系としても使用 

IF7回収系 

ボンベ回収槽 

1 基 1 号均質室 主要材料：ステンレス鋼（カバー） 

装荷物：IF7ボンベ（IF7回収用）4本/基及び IF7
ボンベ（予冷用）4 本/基 

設計圧力：－ 

設計温度： ～常温 

回収系 

UF6回収槽 

 

1 基 

 

 

1 号均質室 主要材料：炭素鋼（カバー） 

装荷物：付着ウラン回収容器 1本/基 

設計圧力：－ 

設計温度：常温～80℃ 

放射性物質の状態：固体 UF6、気体 UF6 

加熱方式：温水ユニットによる間接加熱 

インターロック機能： 

･圧力異常高又は内温度異常高による加熱停止

のインターロック 

･重量異常高による過充填防止のインターロッ

ク 

･地震発生時の加熱停止のインターロック 

その他構成機器：搬送台車 

回収系 

ケミカルトラップ 

（NaF） 

 

1 基 

 

 

1 号均質室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：固体 UF6、気体 UF6 

容量：約 70kg－U/基 

その他の構成機器：ウラン検出器 

IF5回収系 

ボンベ回収槽 

1 基 1 号均質室 主要材料：ステンレス鋼（カバー） 

装荷物：IF5ボンベ（IF5回収用）4本/基及び

IF5ボンベ（予冷用）4 本/基 

設計圧力：－ 

設計温度： ～常温 

 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

主要配管 一式 1号均質室 

1号中間室 

搬送通路 

主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：電気ヒータによる加熱部は100℃、 

電気ヒータによる加熱部以外は常温 

放射性物質の状態：固体UF6、気体 UF6 
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【付着ウラン回収設備（IF7循環系）】 

 

ｄ．排気系 

本系統は、付着ウラン回収作業前後の系統内

排気を行う系統である。 

本系統は、配管にて回収系及び排気設備と接

続する。 

本系統の主要な機器の種類及び個数並びに主

な仕様は次表に示すとおりである。 

 

【付着ウラン回収設備（排気系）】 

 

（つづき） 

 

 

ｅ．パージ系 

本系統は、各系統のパージ操作等を行う系統

である。 

本系統は、配管により IF7発生・供給系、回収

系及び排気設備と接続する。また、パージ用の

窒素配管と接続する。 

本系統の主要な機器の種類及び個数並びに主

な仕様は次表に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

IF7循環コンプレッサ 2 基 1 号均質室 主要材料：ステンレス鋼（IF7流通配管） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：100℃ 

主要配管 一式 1 号均質室 

 

主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：電気ヒータによる加熱部は 100℃、 

電気ヒータによる加熱部以外は常温 

 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

排気系 

ケミカルトラップ 

（NaF） 

 

1 基 

 

 

1 号均質室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：固体 UF6、気体 UF6 

容量：約 70kg－U/基 

その他の構成機器：ウラン検出器 

 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

排気系 

ケミカルトラップ 

（Al2O3） 

 

1 基 1 号均質室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

その他の構成機器：冷却用ジャケット 

排気系 

ロータリポンプ 

1 基 1 号均質室 主要材料：アルミニウム合金（ポンプ本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

主要配管 一式 1 号均質室 主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 
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【付着ウラン回収設備（パージ系）】 

 

（つづき） 

 

 

ｆ．付着ウラン回収設備の主要な核的及び熱的制

限値 

(ａ) 核的制限値 

ⅰ．単一ユニット 

各単一ユニットに含まれる核燃料物質及び

その他の物質の種類、量、物理的・化学的形

態等を考慮し、核的制限値を次表に示すとお

り設定して技術的に見て想定されるいかなる

条件下でも臨界とならない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 臨界安全設計 

（ロ）臨界管理の基準 

(2) 単一ユニットの核的制限値 

 

③ UF6 を取り扱う設備及び機器において、収納する

ウランの質量、容積及び形状のいずれをも制限する

ことが困難なもの（コールドトラップ、製品シリン

ダ、中間製品容器、付着ウラン回収容器及び減圧槽）

は、UF6 を密封系統内で取り扱うことにより、大気

中の水分との接触を防止し、原料 UF6を系統内に供

給する際には、必要に応じて脱気を行い、不純物（HF

等）を除去することで減速条件を核的制限値以下に

制限する。 

また、この場合には、誤操作等を考慮する。 

単一ユニットの核的制限値及び臨界安全値は、次

表によるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

1. 核燃料物質の臨界防止 

1.4 放射性廃棄物の廃棄施設の臨界防止 

1.4.1 単一ユニットの臨界安全防止 

各単一ユニットに含まれる核燃料物質及びその他の物

質の種類，量，物理的・化学的形態等を考慮し，核的制

限値を次表に示すとおり設定して技術的に見て想定され

るいかなる条件下でも臨界とならない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

パージ系 

IF7コールドトラップ 

 

1 基 

 

 

1 号均質室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：－150℃～常温 

加熱方式：冷凍機ユニット 

インターロック機能： 

･圧力異常高により冷却運転に切り替えるイン

ターロック 

パージ系 

ケミカルトラップ 

（NaF） 

 

2 基 

 

 

1 号均質室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

放射性物質の状態：固体 UF6、気体 UF6 

容量：約 70kg－U/基 

その他の構成機器：ウラン検出器 

パージ系 

第 1 段ケミカルトラ

ップ（Al2O3） 

2 基 1 号均質室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

その他の構成機器：冷却用ジャケット 

パージ系 

第 2 段ケミカルトラ

ップ（Al2O3） 

2 基 1 号均質室 主要材料：ステンレス鋼（胴本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

その他の構成機器：冷却用ジャケット 

パージ系 

ブースタポンプ 

2 基 1 号均質室 主要材料：アルミニウム合金（ポンプ本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

パージ系 

ロータリポンプ 

2基 1 号均質室 主要材料：アルミニウム合金（ポンプ本体） 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 

主要配管 一式 1 号均質室 主要材料：ステンレス鋼 

設計圧力：大気圧以下 

設計温度：常温 
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(ｂ) 熱的制限値 

 

 

 

ヌ（ハ）(1)②ｆ(ｂ)－①本施設において

UF6 を取り扱う付着ウラン回収容器の使用温

度は、次表に示す制限温度（ANSI 又は ISO 規

格に基づく設計温度）を超えないようにイン

ターロックを設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ 熱的安全設計 

 

 

 

UF6 の 加 熱 は 、 UF6 の 飽 和 蒸 気 圧 が 大 気 圧

(1013hPa,56.6℃)を超えないよう、大気圧を超えない圧

力として 960hPa 以下、同圧力となる加熱温度 56℃を超

えないよう管理を行う。また、圧力又は温度が前記値を

超える前に警報を発するとともに自動的に加熱を停止す

るインターロックを設ける。 

原料シリンダ、製品シリンダ、劣化ウランの詰替えに

用いる廃品シリンダ、中間製品容器及び付着ウラン回収

容器の熱的安全設計は、次のとおりである。 

原料シリンダ、製品シリンダ及び劣化ウランの詰替え

に用いる廃品シリンダは ANSI 規格又は ISO 規格に基づ

き設計、製作及び試験を行ったものを使用する。中間製

品容器は高圧ガス保安法等に基づくとともに、付着ウラ

ン回収容器は基本構造を ANSI 規格又は ISO 規格に準じ

た設計とする。その場合の設計圧力は 1.4MPa[gage]、設

計温度は 121℃であることから、設計温度である 121℃を

熱的制限値として設定する。 

本施設において原料シリンダ、製品シリンダ、劣化ウ

ランの詰替えに用いる廃品シリンダ、中間製品容器及び

付着ウラン回収容器を加熱する場合は、圧力 0.26MPa

［gage］以下及び温度 94℃以下で取り扱うことにより、

設計圧力及び設計温度を超えないようにする。 

このため、UF6を液化するために中間製品容器を加熱

する場合は、管理圧力 0.26MPa［gage］及び管理温度

94℃を超えない範囲で加熱する設計とし、UF6の液化時

以外で原料シリンダ、製品シリンダ、劣化ウランの詰替

えに用いる廃品シリンダ、中間製品容器及び付着ウラン

回収容器を加熱する場合は、大気圧を超えない範囲の圧

力及び管理温度により加熱する設計とする。 

また、各工程における加熱に対する考慮は、次のとお

りである。 

 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

4. 閉じ込めの機能 

4.1 閉じ込め 

4.1.1 閉じ込めの機能 

＜中略＞ 

・ヌ（ハ）(1)②ｆ(ｂ)－①UF6の加熱については，加熱

する UF6 シリンダ類及び付着ウラン回収容器に熱的制

限値（ANSI 又は ISO 規格に基づく設計温度：121 ℃）

を定めるとともに，熱的制限値を超えない範囲で温度

管理値を定めて加熱する設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のヌ（ハ）(1)②

ｆ(ｂ)－①は，事業変

更許可申請書（本文）の

ヌ（ハ）(1)②ｆ(ｂ)－

①と同義であり整合し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機   器 制 限 温 度 備  考 

付着ウラン回収容器 121℃ ANSI 又は ISO 規格に準じて設計 
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(2) 廃棄物の処理能力 

付着ウラン回収設備は、カスケード設備 1組（4

つのカスケード/1 組）の中の 1つのカスケードず

つ、付着ウランを回収する能力を有する。 

また、廃棄物前処理室には、固体廃棄物を保管

廃棄するまでの間、一時的に保管するため約 70 本

（200L ドラム缶換算）の保管場所を設ける。 

その他の固体廃棄物の廃棄設備は、保管廃棄す

るのみであるため、処理能力を必要とする設備は

ない。  

 

(3) 保管廃棄施設の最大保管廃棄能力 

固体廃棄物の廃棄設備の最大保管廃棄能力は、

次表に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別途申請の「分離作業

能力の削減及びそれに

伴うRE-1設備の廃棄物

化，廃棄物建屋の増設

等に係る申請」にて整

合性を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

室   名 最 大 保 管 廃 棄 能 力 

A ウラン濃縮廃棄物室 約 5500 本（200L ドラム缶換算） 

B ウラン濃縮廃棄物室 約 4400 本（200L ドラム缶換算） 

使用済遠心機保管室 約 555tSWU/y 相当分の金属胴遠心機 

C ウラン濃縮廃棄物室 約 2800 本（200L ドラム缶換算） 

D ウラン濃縮廃棄物室 約 4200 本（200L ドラム缶換算） 

E ウラン濃縮廃棄物室 約 5200 本（200L ドラム缶換算） 

F ウラン濃縮廃棄物室 約 5200 本（200L ドラム缶換算） 

1 号カスケード室、1 号中間室、 

1 号発生回収室、1号均質室、 

除染室及び 1号 Q マス室他 

600tSWU/y 相当分の以下設備 

カスケード設備、UF6処理設備、均質・ブレンディング設備、

管理廃水処理設備、分析設備及びその他付帯設備他 
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ヲ その他の加工施設の構造及び設備 

 

 

 

 

 

 

（イ）非常用設備の種類 

本施設には、外部電源からの電気の供給が停止

した場合において、非常用照明、監視設備等の必

要な設備に給電できるように十分な容量を有する

非常用電源設備を設ける。 

非常用電源設備は、第 1 種管理区域の排気設備

等に電源を供給するディーゼル発電機、計測制御

設備等に電源を供給する無停電電源装置及び非常

用照明等に電源を供給する直流電源設備にて構成

する。 

また、ディーゼル発電機は、必要な容量の発電

機を 2基設置する設計とする。 

この他に、自動火災報知設備、温度センサ、消

火器、消火設備、屋外消火栓設備、遠隔消火設備、

防火扉、防火シャッタを設けるとともに非常用照

明及び誘導灯を設置する。 

また、設計基準事故時等の対応に必要な可搬式

照明を配備する。 

自動火災報知設備、温度センサ、消火器、消火

設備、屋外消火栓設備、遠隔消火設備、防火扉、

防火シャッタの個数・配置及び主な仕様は、次表

に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）第三号一，ヲ項

において，設工認申請

書の内容は，以下のと

おり整合している。 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示

す。 

なお，事業変更許可申

請書（本文）のうち，デ

ィーゼル発電機につい

ては，別途申請の「新規

制基準への適合に係る

申請（1次申請～5次申

請）の 2次申請」にて認

可済みであり，整合し

ている。 
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ヲ（イ）－① 

 

 

 

 

（ロ）核燃料物質の検査設備及び計量設備の種類 

(1) 核燃料物質の検査設備（分析設備） 

分析設備は、カスケード設備及び UF6 処理設備

のガスサンプル、均質・ブレンディング設備のガ

スサンプル及び液体サンプル、付着ウラン回収設

備のガスサンプル、管理廃水処理設備で発生する

スラッジ等の分析を行う設備である。 

分析設備の主要な機器の種類及び個数並びに主

な仕様は次表に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主 要 な 機 器 個 数 ・ 配 置 主 な 仕 様 

自動火災報知設備 火災感知設備は、消防法に基づき、設置場所

の環境状態に応じて熱感知器、煙感知器、炎

感知器を選択し、各感知器に要求される天井

の梁の深さや床面積等に応じ、加工施設の建

屋各所に必要な数を設置する。 

受信機は、常時人がいる中央制御室に設置す

る。 

発信機は、消防法に基づき、各階ごとに、そ

の階の各部分から発信機までの歩行距離が 50m

以下となるように加工施設の建屋各所に設置

する。 

感知器、受信機、発信機等 

温度センサ 可燃性の機械油を内包する機器が近接するコー

ルドトラップ及び均質槽の周辺に設置する。 

温度検出器、監視盤 

消火器 消防法に基づき、歩行距離 20m 以内の間隔で加

工施設の建屋各所に設置する。 

消火ガス、粉末 

消火設備 消防法に基づき、屋外消火栓の有効範囲外とな

る部分には、移動式消火設備を加工施設の建屋

各所に設置する。 

消火ガス、粉末 

屋外消火栓設備 消防法に基づき、必要な箇所に建築物の各部分

からホース接続口までの水平距離が 40m 以下と

なるように加工施設の建屋周辺に設置する。 

屋外消火栓、格納箱、 

ホース等 

遠隔消火設備 可燃性の機械油を内包する機器が近接するコー

ルドトラップ及び均質槽の周辺に設置する。 

複数のコールドトラップ及び均質槽において

火災が同時発生した場合においても、消火が可

能な設計とする。 

消火ガス 

防火扉、防火シャッタ 本施設内には、建築基準法に基づき防火区画を

設定し、各防火区画は、防火壁、防火扉、防火

シャッタにより区画する。 

耐火構造 

 

ヲ（イ）－① 

事業変更許可申請書に示す自動火災報知設備及び防火扉、防火シャッタについては、別途申請の「新規

制基準への適合に係る申請（1次申請～5次申請）の 1次、2次、3次申請」にて認可済みであり、整合

している。 

なお、均質槽防護カバー内の自動火災報知設備については、別途申請の「新規制基準への適合に係る

申請（1次申請～5次申請）の 5次申請」、Bウラン濃縮建屋に係る自動火災報知設備及び防火扉、防火

シャッタについては、別途申請の「分離作業能力の削減及びそれに伴う RE-1 設備の廃棄物化、廃棄物建

屋の増設等に係る申請」にて整合性を示す。 

 

事業変更許可申請書に示す温度センサ、消火器、消火設備、屋外消火栓設備、遠隔消火設備について

は、別途申請の「新規制基準への適合に係る申請（1次申請～5次申請）」にて整合性を示す。 

なお、Bウラン濃縮建屋に係る消火器については、別途申請の「分離作業能力の削減及びそれに伴う

RE-1 設備の廃棄物化、廃棄物建屋の増設等に係る申請」にて整合性を示す。 
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ヲ（ロ）(1)－① 

 

（つづき） 

 

 

 

(2) 核燃料物質の計量設備（計量設備） 

計量設備はウランの重量管理等を行うために、

ウランを充填した UF6 シリンダ類及び付着ウラン

回収容器の秤量を行う設備である。 

計量設備の主要な機器の種類及び個数並びに主

な仕様は次表に示すとおりである。 

 

 

 

 

（ハ）主要な実験設備の種類 

該当なし 

 

 

 

（ニ）その他の主要な事項 

(1) 洗缶設備 

洗缶設備は、空の中間製品容器内の水洗浄及び

高圧ガス保安法に基づく検査、並びに空の製品シ

リンダ内の水洗浄及び ANSI 又は ISO 規格に基づ

く検査を行う設備である。 

洗缶設備の主要な機器の種類及び個数並びに主

な仕様は次表に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）（ハ）項におい

て，該当はない。 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

質量分析装置 2台 分析室 主要材料：ステンレス鋼（装置本体） 

放射性物質の状態：固体 UF6、気体 UF6又 

         は固体ウラン化合物 

 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

高周波プラズマ分析

装置 

1 台 

 

分析室 主要材料：炭素鋼（装置本体） 

放射性物質の状態：ウラン水溶液 

スクラバ付きドラフ

トチェンバ 

14 台 分析室 主要材料：炭素鋼（筐体） 

放射性物質の状態：固体ウラン化合物及び 

         ウラン水溶液 

カリフォルニア型フ

ード 

1 台 分析室 主要材料：炭素鋼（筐体） 

放射性物質の状態：固体 UF6 

サンプル保管戸棚 1 台 分析室 主要材料：炭素鋼（筐体） 

放射性物質の状態：固体ウラン化合物 

主要分析ダクト 一式 分析室 主要材料：硬質塩化ビニル 

 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

秤量計 2 台 A ウラン貯蔵室 主要材料：炭素鋼 

 

ヲ（ロ）(1)－① 

事業変更許可申請書に示す質量分析装置、高周波プラズマ分析装置、スクラバ付きドラフトチェンバ、

カリフォルニア型フード、主要分析ダクトについては、別途申請の「新規制基準への適合に係る申請（1

次申請～5次申請）の 1次申請」にて認可済みであり、整合している。 

 

事業変更許可申請書に示すサンプル保管戸棚については、別途申請の「新規制基準への適合に係る申請

（1次申請～5次申請）」にて整合性を示す。 
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(2) 除染設備 

除染設備は、濃縮施設の UF6処理設備、均質・ブ

レンディング設備の系統内の排気に伴う UF6 を除

去するために設置する各系のケミカルトラップ

（NaF）の NaF 交換作業、その他の機器の除染作業

を行う設備である。 

除染設備の主要な機器の種類及び個数並びに主

な仕様は次表に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

(3) 不法侵入等防止設備 

ヲ（ニ）(3)－①不法侵入等防止設備は、本施設

への人の不法な侵入等の防止のため、本施設への

人の不法な侵入、本施設に不正に爆発性又は易燃

性を有する物件その他人に危害を与え、又は他の

物件を損傷するおそれがある物件が持ち込まれる

ことを防止するための設備を設けるとともに不正

アクセスを防止する設計とする。 

 

① 構造 

不法侵入等防止設備は、本施設への人の不法な

侵入等を未然に防止するためのフェンス及び出

入管理装置で構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヘ その他の安全設計 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）のヲ（ニ）(3)

－①は、「① 構造」に

示す。 

 

 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

洗缶架台 1 基 除染室 主要材料：炭素鋼 

 

 主 要 な 機 器 個 数 設 置 場 所 主 な 仕 様 

除染ハウス 一式 除染室 主要材料：炭素鋼 

除染排気処理装置 1基 除染室 主要材料：炭素鋼（筐体） 

型式：バンク型（プレフィルタ 1 段、HF 吸着

器、高性能エアフィルタ1段） 

除染排気処理装置捕集効率：99.9%以上 

除染排風機 1基 除染室 主要材料：炭素鋼（ケーシング） 

主要除染ダクト 一式 除染室 主要材料：炭素鋼 
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ヲ（ニ）(3)①－①本施設の周辺には立入制限

区域を設定し、区域境界には十分な高さを有した

のフェンスを設け、人の不法な侵入が困難な

構造となる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

本施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物

件その他人に危害を与え、又は他の物件を損傷す

るおそれのある物件ヲ（ニ）(3)①－②が持ち込

まれることを防止するため において

目視点検を実施する設計とする。 

 

 

 

 

ヲ（ニ）(3)①－③本施設のうち、

については、

とすることにより、外部

からの不正アクセスを防止する。 

は

ことにより外部からの不正アクセス

を防止する設計とする。 

 

 

② 主要な設備 

a．立入制限区域フェンス 

種類：自立式 

基数：一式 

b．出入管理装置 

基数：一式/  

 

（ロ）加工施設への人の不法な侵入等の防止に対する考慮 

(1) 人の不法な侵入の防止 

本施設への人の不法な侵入を未然に防止するた

めに、本施設の周辺に立入制限区域を設定し、区域

境界に十分な高さを有した の人の不法な侵入

が困難な構造のフェンスを設置し、本施設への人の

不法な侵入を防止する。 

＜中略＞ 

 

 

 

(2) 不正物件の持ち込みの防止 

本施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件

その他人に危害を与え、又は他の物件を損傷する

おそれがある物件が持ち込まれることがないよ

う、 において荷物の外観点

検及び開封点検による持込み検査並びに車両につ

いても入構許可の確認、荷物の点検等を行う。 

 

(3）不正アクセスの防止 

① 外部からの不正アクセス防止 

は、

により外部からの不正アクセスを防

止する設計とする。 

なお

については

ことにより外部からの不正ア

クセスを防止するシステムとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.1 加工施設への人の不法な侵入等の防止 

 

ヲ（ニ）(3)①－①本施設への人の不法な侵入並びに核

燃料物質等の不法な移動又は妨害破壊行為を核物質防護

対策として防止するため，区域の設定，人の容易な侵入

を防止できる柵，鉄筋コンクリート造りの壁等の障壁に

よる防護，巡視，監視，出入口での身分確認及び施錠管

理を行うことができる設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

また，本施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件

その他人に危害を与え，又は他の物件を損傷するおそれ

がある物件ヲ（ニ）(3)①－②の持込み（郵便物等による

敷地外からの爆発物及び有害物質の持込みを含む。）を核

物質防護対策として防止するため，持込み点検を行うこ

とができる設計とする。 

 

 

 

ヲ（ニ）(3)①－③さらに，不正アクセス行為（サイバ

ーテロを含む。）を核物質防護対策として防止するため，

情報システムが電気通信回線を通じた不正アクセス行為

（サイバーテロを含む。）を受けることがないように，当

該情報システムに対する外部からの不正アクセスを遮断

することができる設計とする。 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のヲ（ニ）(3)①

－①は，事業変更許可

申請書（本文）のヲ（ニ）

(3)①－①と同義であ

り整合している。 

 

 

 

 

 

設工認のヲ（ニ）(3)①

－②は，事業変更許可

申請書（本文）のヲ（ニ）

(3)①－②と同義であ

り整合している。 

 

 

 

 

設工認のヲ（ニ）(3)①

－③は，事業変更許可

申請書（本文）のヲ（ニ）

(3)①－③と同義であ

り整合している。 

 

 

 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示す。 
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(4) 溢水防護設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヲ（ニ）(4)－①溢水防護設備は、本施設内にお

ける溢水が発生した場合においても計装盤・監視

操作盤等の短絡による火災の発生、プラントの監

視機能の喪失及び第 1 種管理区域内の溢水が所定

の放出経路を通らずに建屋外へ漏えいすることを

防止するため、以下の設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

溢水防護設備は、発生する溢水量を抑制する遮

断弁及び計装盤・監視操作盤等への万一の被水を

防止するための防護板、並びに溢水の漏えいを防

止する堰等で構成する。 

 

 

 

 

 

（ハ）内部溢水に対する考慮 

(1) 溢水による損傷の防止に係る設計基本方針 

濃縮工場の特徴から、安全を確保する上で常時機

能維持が必要な動的機器はなく、UF6を鋼製の容器等

に密封して取り扱うことにより閉じ込め機能を確保

することができるため、溢水により全ての設備及び

機器が没水又は被水し、動的機器や電源系統が機能

喪失したとしても、閉じ込め機能に影響を及ぼすも

のではない。また、本施設において「ロ 臨界安全

設計」に記載のとおり、核燃料物質を内包する設備

及び機器が没水しても、臨界に達しない設計とする。 

一方、溢水により閉じ込め機能を損なうおそれは

ないものの、事故時の作業環境等の確保、建屋外へ

の漏水の防止、短絡による火災発生の防止、プラン

トの監視機能への影響防止、気体廃棄物の廃棄設備

への影響防止のための対策を行う。 

 

 

 

 

 

「原子力発電所の内部溢水影響評価ガイド」（平成

25 年 6 月 19 日 原規技発第 13061913 号 原子力規

制委員会決定）を参考に内部溢水量及び溢水高さを

算出する。 

評価結果を踏まえて以下の対策を講じる。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本設計方針）「共通項目」 

6. 加工施設内における溢水による損傷の防止 

6.1 溢水防護に関する基本設計方針 

濃縮工場の特徴から，安全を確保する上で常時機能維

持が必要な動的機器はなく，UF6を鋼製の容器等に密封し

て取り扱うことにより閉じ込め機能を確保することがで

きるため，溢水により全ての設備及び機器が没水又は被

水し，動的機器や電源系統が機能喪失したとしても，閉

じ込め機能に影響を及ぼすものではない。また，核燃料

物質の臨界防止に記載のとおり，核燃料物質を内包する

設備及び機器が没水しても，臨界に達しない設計とする。 

一方，溢水により閉じ込め機能を損なうおそれはない

ものの，ヲ（ニ）(4)－①事故時の作業環境等の確保，建

屋外への漏水の防止，短絡による火災発生の防止，プラ

ントの監視機能への影響防止，気体廃棄物の廃棄設備へ

の影響防止のための対策を行う。 

溢水により閉じ込め機能等を損なうおそれはないもの

の，ヲ（ニ）(4)－①事故時の作業環境等の確保を目的と

した溢水量の低減，所定の経路を通らずに建屋外へ溢水

が漏えいすることの防止，短絡による火災の発生防止，

プラントの監視機能への影響防止，閉じ込め機能に係る

負圧維持に必要な気体廃棄物の廃棄設備への影響防止の

ため，「原子力発電所の内部溢水影響評価ガイド」（平成

25年 6月 19日 原規技発第13061913号 原子力規制委

員会決定）を参考に溢水影響評価を行い，評価結果を踏

まえた溢水防護対策を講じる。 

＜中略＞ 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のヲ（ニ）(4)－

①は，事業変更許可申

請書（本文）のヲ（ニ）

(4)－①と同義であり

整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示

す。 
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ヲ（ニ）(4)－②設計を上回る地震力を受けた場

合に溢水が発生する可能性を考慮し、溢水が事故

時の作業の妨げとならないよう溢水発生量の低減

を図るため、 

 

 

 

遮断弁（周辺の配管を含む）は、静的地震力 1G

に対しても弁の閉止が可能な設計とする。また、

地震計にて地震を検知し、第 1 類に求められる地

震力を超えない程度の地震加速度（震度 5 強～6

弱程度（第 2 類の地震力に相当するおおよそ

250Gal 程度））で作動する設計とする。 

 

 

 

 

なお、遮断弁は、補機室から各設備へ供給する

水系統（恒温水、低温水、熱水）の補機室側の出

入口配管に設置する。 

 

 

 

 

 

ヲ（ニ）(4)－③被水による短絡で、計装盤・監

視操作盤等の火災の発生、プラントの監視機能の

喪失を防止するため、不燃性の防護板（石膏ボー

ド等）を配管架構部等に設置する。 

 

 

 

 

 

第 1 種管理区域内の溢水が所定の放出経路を通

らずに建屋外へ漏えいすることを防止するため、

 

 

 

 

 

 

 

(8) 溢水防護対策 

＜中略＞ 

・管理区域内での溢水量を低減するため、管理区

域に隣接する室に遮断弁を設置する設計とす

る。また、遮断弁は、動力源を喪失した場合に

も自動で閉となるようフェイルクローズとす

る。遮断弁設置箇所の概略を図 5－12 に示す。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(8) 溢水防護対策 

＜中略＞ 

・被水した設備及び機器から短絡火災及びプラン

トの監視機能の喪失が発生しないよう、不燃性

の防護板を配管架構部等に設置することで設備

及び機器が被水しない設計とする。防護板の設

置イメージを図 5－11 に示す。 

＜中略＞ 

 

(8) 溢水防護対策 

＜中略＞ 

・第１種管理区域内で溢水した水が所定の経路を通

らず建屋外へ漏えいしないよう、扉部に堰等を設

6.3 溢水防護対策 

＜中略＞ 

・ヲ（ニ）(4)－②溢水が事故時の作業の妨げにならない

よう，補機室から各設備へ供給する水系統（恒温水，

低温水，熱水）の補機室側の出入口配管に遮断弁を設

置することでヲ（ニ）(4)－②溢水量を低減する設計と

する。 

 

 

遮断弁（周辺の配管を含む）は，静的地震力 1 G に対

しても弁の閉止が可能な設計とする。また，地震計にて

地震を検知し，第 1 類に求められる地震力を超えない程

度の地震加速度（震度 5 強～6 弱程度（第 2 類の地震力

に相当するおおよそ 250 Gal 程度））で作動する設計とす

る。 

＜中略＞ 

 

6.3 溢水防護対策 

＜中略＞ 

・溢水が事故時の作業の妨げにならないよう，補機室か

ら各設備へ供給する水系統（恒温水，低温水，熱水）

の補機室側の出入口配管に遮断弁を設置することで溢

水量を低減する設計とする。 

＜中略＞ 

 

6.3 溢水防護対策 

＜中略＞ 

・ヲ（ニ）(4)－③機器等への被水による短絡火災等が発

生しないように，不燃性の防護板を配管架構部等に設

置することで機器等が被水しない設計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

6.3 溢水防護対策 

＜中略＞ 

・第 1 種管理区域内の溢水が，所定の放出経路を通らず

に建屋外へ漏えいしないよう扉部に堰等を設置する設

 

 

設工認のヲ（ニ）(4)－

②は，事業変更許可申

請書（本文）のヲ（ニ）

(4)－②と同義であり

整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認のヲ（ニ）(4)－

③は，事業変更許可申

請書（本文）のヲ（ニ）

(4)－③と同義であり

整合している。 
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扉部に堰（鋼材等）を設置する。 

 

 

 

 

また、放射性物質を含む液体の漏えい及び汚染

の拡大を防止するため、管理廃水処理設備の貯槽

類にも堰等を設置する。 

 

 

 

(5) 通信連絡設備 

① 構造 

通信連絡設備は、設計基準事故時等において、

中央制御室等から事業所内の各所の者への連絡

を行う所内通信連絡設備及び本施設から事業所

外の通信連絡をする必要がある場所と通信連絡

を行う所外通信連絡設備で構成する。 

所内通信連絡設備は、退避の指示等の連絡を行

うための機能を有し、事業所内の各所の者への連

絡を行うことができ、かつ多様性を確保した設計

とする。 

所外通信連絡設備は、多様性を確保した専用通

信回線を用い、事業所外の通信連絡をする必要が

ある場所と通信連絡ができる設計とする。 

外部電源により動作する通信連絡設備は、外部

電源が期待できない場合でも動作可能な設計と

する。 

② 主要な設備 

ａ．所内通信連絡設備 

・ページング装置 

・所内携帯電話 

・業務用無線設備（アナログ式） 

・業務用無線設備（デジタル式） 

ｂ．所外通信連絡設備 

・緊急時電話回線 

・ファクシミリ装置 

・携帯電話 

置する。 

＜中略＞ 

 

(8) 溢水防護対策 

＜中略＞ 

・管理廃水処理設備の貯槽類においては、放射性

物質を含む液体の漏えい及び汚染の拡大を防止

するため、堰、水位検出器、インターロック等

を設置する。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計とする。 

＜中略＞ 

 

 

 

・管理廃水処理設備の貯槽類においては，放射性物質を

含む液体の漏えい及び汚染の拡大を防止するため，

堰，水位検出器，インターロック等を設置する。 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示

す。 
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・衛星電話 

 

(6) 緊急時対策所 

① 構造 

緊急時対策所（事業部対策本部室）は、設計基

準事故時等において、必要な情報を所内通信連絡

設備により把握し、現場の作業員に対して必要な

対策指示が行える設計とする。また、所外通信連

絡設備を設置し、本施設の状況を事業所外の通信

連絡をする必要がある場所と通信連絡ができる

設計とする。 

② 主要な設備及び機器の種類 

a.所内通信連絡設備（通信連絡設備と兼用） 

b.所外通信連絡設備（通信連絡設備と兼用） 

 

(7) 中央制御室 

① 構造 

中央制御室は、本施設の運転状態を監視するた

めの監視操作盤等（警報設備）を設け、得られた

情報を基に所内通信連絡設備を用いて現場の作

業員に対して必要な対策指示が行える設計とす

る。管理廃水処理設備の監視操作盤等は、管理廃

水処理室に設置し、中央制御室で管理廃水処理設

備の異常を知らせる警報を確認できる設計とす

る。また、所外通信連絡設備を設置し、本施設の

状況を事業所外の通信連絡をする必要がある場

所と通信連絡ができる設計とする。 

② 主要な設備及び機器の種類 

a.所内通信連絡設備（通信連絡設備と兼用） 

b.所外通信連絡設備（通信連絡設備と兼用） 

c.計測制御設備の監視操作盤等 

 

(8) 重大事故等対処資機材 

① 構造 

重大事故等対処資機材は、事故対処に必要な通

信連絡設備、現場対処用資機材、応急・復旧工具

等その他資機材、消防用資機材（UO2F2・HF 拡散

抑制用の放水含む）等の資機材を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の申請の対象範囲外 

 

 

 

 

 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別途申請の「新規制基

準への適合に係る申

請」にて整合性を示

す。 
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また、停電、夜間等の作業環境を考慮するとと

もに、従事者の作業安全を確保するため、化学的

影響を考慮した化学防護服、HF 測定器等の資機

材を整備する。 

資機材は、活動内容、要員数等に対して必要な

数量を確保する設計とし、貯水槽は、想定される

放水箇所、放水時間を考慮した容量を確保する設

計とする。 

資機材の保管場所は、竜巻等の自然災害を考慮

し、屋内又は 2号発回均質棟から十分な距離を確

保した場所とする。 

② 主要な設備及び機器の種類 

重大事故等対処資機材の主要な機器の種類及

び個数並びに主な仕様は、次表に示すとおりであ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業変更許可申請書

（本文）のうち，貯水槽

については，別途申請

の「新規制基準への適

合に係る申請（1次申請

～5 次申請）の 3 次申

請」にて認可済みであ

り，整合している。 

 

 

主 要 な 機 器 保 有 数 主 要 保 管 場 所 主 な 仕 様 

通信連絡設備 一式 工場、事務所他 ページング装置、所内携帯電話等 

現場対処用資機材 一式 工場、事務所等 化学防護服、サーベイメータ、 

半導体材料ガス検知器（HF検知器）等 

応急・復旧工具等 

その他資機材 

一式 工場、事務所等 閉止用資材、発電機、照明装置等 

消防用資機材 

（UO2F2・HF 拡散抑制

用の放水含む） 

一式 工場、事務所等 防火服、貯水槽、 

消防自動車（化学消防自動車）等 
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（１）-2-1 

１．概要 

本資料は，「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（以下「法」と

いう。）第 16条第 1項の許可を受けたところによる加工施設の設計及び工事の計画であ

ることが法第 16 条の 2第 3項 1号で認可基準として規定されており，当該基準に適合

することを説明するものである。 
 
２．基本方針 

設計及び工事の計画が加工施設事業変更許可申請書（以下「事業変更許可申請書」と

いう。）の基本方針に従った詳細設計であることを，事業変更許可申請書との整合性によ

り示す。 
事業変更許可申請書との整合性は，事業変更許可申請書「本文（七号）」と設計及び

工事の計画のうち，「別添Ⅳ．設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」につい

て示す。 
なお，設計及び工事の計画において，変更に係る内容が許可の際の申請書等の記載事

項でない場合においては，許可に抵触するものでないため，本資料には記載しない。 
 
３．記載の基本事項 

（１）説明書の構成は比較表形式とし，左欄から「事業変更許可申請書（本文）」，「設工

認申請書」，「整合性」及び「備考」を記載する。 
（２）説明書の記載順は，事業変更許可申請書「本文（七号）」に記載する順とする。 
（３）事業変更許可申請書と設計及び工事の計画の記載が同等の箇所には，実線のアン

ダーラインで明示する。記載等が異なる場合には破線のアンダーラインを引くと

ともに，設計及び工事の計画が事業変更許可申請書と整合していることを明示す

る。 
  



 

（１）-2-2 

 
 
 
 

４．加工事業変更許可との整合性 
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第 7号 加工施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する

事項 

 

加工施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項

を以下のとおりとする。 

 

1 目的 

加工施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事

項（以下「品質管理に関する事項」という。）は，加工施設の安全を達成・維持・

向上させるため，「原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制

の基準に関する規則」及び「同規則の解釈」（以下「品質管理基準規則」という。）

に基づく品質マネジメントシステムを確立し，実施し，評価確認し，継続的に改

善することを目的とする。 

 

 

 

 

 

2 適用範囲 

品質管理に関する事項は，加工施設の保安活動に適用する。 

 

 

 

 

 

3 定義 

品質管理に関する事項における用語の定義は，次に掲げるもののほか品質管理

基準規則に従う。 

(1) 加工施設 

核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第 13 条第 2 項第 2

号に規定する加工施設をいう。 

(2) 組織 

当社の品質マネジメントシステムに基づき，加工施設を運営管理（運転開始

前の管理を含む。）する各部門の総称をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 設計及び工事に係る品質マネジメントシステム 
当社は，濃縮・埋設事業所加工施設の安全を達成・維持・向上させるため，健

全な安全文化を育成し維持するための活動を行う仕組みを含めた加工施設の設

計，工事及び検査段階から運転段階に係る保安活動を確実に実施するための品質

マネジメントシステムを確立し，「濃縮・埋設事業所加工施設保安規定」（以下「保

安規定」という。）の品質マネジメントシステム計画（以下「保安規定品質マネジ

メントシステム計画」という。）に定めている。 

「設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」（以下「設工認品質管理計

画」という。）は，保安規定品質マネジメントシステム計画に基づき，設計及び工

事に係る具体的な品質管理の方法，組織等の計画された事項を示したものであ

る。 

 

2. 適用範囲・定義 
2.1 適用範囲 

設工認品質管理計画は，濃縮・埋設事業所加工施設の設計，工事及び検査に係

る保安活動に適用する。 

 

 

 

2.2 定 義 

設工認品質管理計画における用語の定義は，以下を除き保安規定品質マネジ

メントシステム計画に従う。 

2.2.1 加工規則 

核燃料物質の加工の事業に関する規則（昭和四十一年総理府令第三十七号）

をいう。 
2.2.2 技術基準規則 

加工施設の技術基準に関する規則（令和二年原子力規制委員会規則第六号）

をいう。 

2.2.3 適合性確認対象設備 

設計及び工事の計画（以下「設工認」という。）に基づき，技術基準規則への

適合性を確保するために必要となる設備をいう。 

加工施設事業変更許可申請書（本文（七号））にお

いて，設計及び工事の計画の内容は以下のとおり満

足している。 

 

 

 

 

設計及び工事の計画では，濃縮・埋設事業所加工施

設保安規定に品質マネジメントシステム計画を定

め，その品質マネジメントシステム計画に従い設工

認品質管理計画を定めていることから整合してい

る。（以下，加工施設事業変更許可申請書（本文（七

号））に対応した設計及び工事の計画での説明がない

箇所については，保安規定品質マネジメントシステ

ム計画にて対応していることを以て整合している。） 
 
 
 
 
 
設計及び工事の計画の適用範囲は，加工施設事業

変更許可申請書（本文（七号））の適用範囲に示す加

工施設の保安活動に包含されていることから整合し

ている。 
 
 
設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋

設事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシス

テム計画の用語の定義に従っていることから整合し

ている。 
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4 品質マネジメントシステム 

4.1 品質マネジメントシステムに係る要求事項 

(1) 組織は，品質管理に関する事項に従って，品質マネジメントシステムを確立

し，実施するとともに，その実効性を維持するため，その改善を継続的に行う。 

 

 

 

(2) 組織は，保安活動の重要度に応じて品質マネジメントシステムを確立し，運

用する。この場合，次に掲げる事項を適切に考慮する。 

a. 加工施設，組織，又は個別業務の重要度及びこれらの複雑さの程度 

b. 加工施設若しくは機器等の品質又は保安活動に関連する原子力の安全に影

響を及ぼすおそれのあるもの及びこれらに関連する潜在的影響の大きさ 

c. 機器等の故障若しくは通常想定されない事象の発生又は保安活動が不適切

に計画され，若しくは実行されたことにより起こり得る影響 

(3) 組織は，加工施設に適用される関係法令（以下「関係法令」という。）を明確

に認識し，品質管理基準規則に規定する文書その他品質マネジメントシステム

に必要な文書（記録を除く。以下「品質マネジメント文書」という。）に明記す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 組織は，品質マネジメントシステムに必要なプロセスを明確にするととも

に，そのプロセスを組織に適用することを決定し，次に掲げる業務を行う。 

 

3. 設計及び工事の計画における設計，工事及び検査に係る品質管理の方法等 
設工認における設計，工事及び検査に係る品質管理は，設工認品質管理計画及

び保安規定品質マネジメントシステム計画に基づき以下のとおり実施する。 

 

 

 

 

3.2.1 設計及び工事のグレード分けの適用 

設工認におけるグレード分けは，加工施設の安全上の重要性に応じて以下の

とおり行う。 

設計及び工事のグレード分けは，加工施設の安全性確保に係る重要度の観点

から，「保安上重要と判断される改造又は新増設」に係る設計及び工事とそれ以

外の設計及び工事に区分する。なお，設工認に係る設計及び工事は「保安上重

要と判断される改造又は新増設」に該当するため，以降の設計，工事及び検査

に係る品質管理の方法を適用し管理する。 

 

第 3.2-1表 加工施設における設計の管理に係るグレード分け 

設計開発の

適用 
対 象 

適用 保安上重要と判断される改造又は新増設に係る設計及び工事 1) 

適用外 上記以外の設計及び工事 

注記1)：設工認を伴う設計及び工事は「保安上重要と判断される改造又は

新増設」の対象とし，設計開発を一律して適用する。 

 

 

3.6.2 供給者の選定 

調達を主管する箇所の長は，設工認に必要な調達を行う場合，原子力安全に

対する影響や供給者の実績等を考慮し，「3.2.1 設計及び工事のグレード分け

の適用」に示す重要度に応じてグレード分けを行い管理する。 

 

3.6.3 調達製品の調達管理 

業務の実施に際し，原子力安全に及ぼす影響に応じて，調達管理に係るグレ

ード分けを適用する。 

 

 

 

 
 
設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋

設事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシス

テム計画に従い品質管理を行うことから整合してい

る。 
 

 
 設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋

設事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシス

テム計画に従いグレード分けを行うことから整合し

ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋

設事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシス

テム計画に従いグレード分けを行うことから整合し

ている。 
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a. プロセスの運用に必要な情報及び当該プロセスの運用により達成される結

果を文書で明確にすること。 

b. プロセスの順序及び相互の関係を明確にすること。 

c. プロセスの運用及び管理の実効性の確保に必要な組織の保安活動の状況を

示す指標（以下「保安活動指標」という。）並びに当該指標に係る判定基準を

明確に定めること。 

d. プロセスの運用並びに監視及び測定（以下「監視測定」という。）に必要な

資源及び情報が利用できる体制を確保すること（責任及び権限の明確化を含

む。）。 

e. プロセスの運用状況を監視測定し分析すること。ただし，監視測定するこ

とが困難である場合は，この限りでない。 

f. プロセスについて，意図した結果を得，及び実効性を維持するための措置

を講ずること。 

g. プロセス及び組織の体制を品質マネジメントシステムと整合的なものとす

ること。 

h. 原子力の安全とそれ以外の事項において意思決定の際に対立が生じた場合

には，原子力の安全が確保されるようにすること。 

(5) 組織は，健全な安全文化を育成し，及び維持する。 

(6) 組織は，機器等又は個別業務に係る要求事項（関係法令を含む。以下「個別

業務等要求事項」という。）への適合に影響を及ぼすプロセスを外部委託するこ

ととしたときは，当該プロセスが管理されているようにする。 

(7) 組織は，保安活動の重要度に応じて，資源の適切な配分を行う。 

 

4.2 品質マネジメントシステムの文書化 

4.2.1 一般 

組織は，保安活動の重要度に応じて次に掲げる文書を作成し，当該文書に規定

する事項を実施する。 

a. 品質方針及び品質目標 

b. 品質マニュアル 

c. 実効性のあるプロセスの計画的な実施及び管理がなされるようにするため

に，組織が必要と決定した文書 

d. 品質管理基準規則の要求事項に基づき作成する手順書，指示書，図面等（以

下「手順書等」という。） 

 

4.2.2 品質マニュアル 

組織は，品質マニュアルに次に掲げる事項を定める。 

a. 品質マネジメントシステムの運用に係る組織に関する事項 

b. 保安活動の計画，実施，評価及び改善に関する事項 

c. 品質マネジメントシステムの適用範囲 
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d. 品質マネジメントシステムのために作成した手順書等の参照情報 

e. プロセスの相互の関係 

 

4.2.3  文書の管理 

(1) 組織は，品質マネジメント文書を管理する。 

(2) 組織は，要員が判断及び決定をするに当たり，適切な品質マネジメント文書

を利用できるよう，品質マネジメント文書に関する次に掲げる事項を定めた手

順書等を作成する。 

a. 品質マネジメント文書を発行するに当たり，その妥当性を審査し，発行を

承認すること。 

b. 品質マネジメント文書の改訂の必要性について評価するとともに，改訂に

当たり，その妥当性を審査し，改訂を承認すること。 

c. 品質マネジメント文書の審査及び評価には，その対象となる文書に定めら

れた活動を実施する部門の要員を参画させること。 

d. 品質マネジメント文書の改訂内容及び最新の改訂状況を識別できるように

すること。 

e. 改訂のあった品質マネジメント文書を利用する場合においては，当該文書

の適切な制定版又は改訂版が利用しやすい体制を確保すること。 

f. 品質マネジメント文書を，読みやすく容易に内容を把握することができる

ようにすること。 

g. 組織の外部で作成された品質マネジメント文書を識別し，その配付を管理

すること。 

h. 廃止した品質マネジメント文書が使用されることを防止すること。この場

合において，当該文書を保持するときは，その目的にかかわらず，これを識別

し，管理すること。 

 

4.2.4 記録の管理 

(1）組織は，品質管理基準規則に規定する個別業務等要求事項への適合及び品質

マネジメントシステムの実効性を実証する記録を明確にするとともに，当該記

録を，読みやすく容易に内容を把握することができ，かつ，検索することがで

きるように作成し，保安活動の重要度に応じてこれを管理する。 

(2) 組織は，(1)の記録の識別，保存，保護，検索，及び廃棄に関し，所要の管理

の方法を定めた手順書等を作成する｡ 

 

5 経営責任者等の責任 

5.1 経営責任者の原子力の安全のためのリーダーシップ 

社長は，原子力の安全のためのリーダーシップを発揮し，責任を持って品質マ

ネジメントシステムを確立させ，実施させるとともに，その実効性を維持してい

ることを，次に掲げる業務を行うことによって実証する。 

 

 

 

3.7.1 文書及び記録の管理 

ａ．適合性確認対象設備の設計，工事及び検査に係る文書及び記録 

設計，工事及び検査に係る組織の長は，設計，工事及び検査に係る文書及び

記録を，保安規定品質マネジメントシステム計画に示す規定文書に基づき作

成し，これらを適切に管理する。 

ｂ．供給者が所有する当社の管理下にない設計図書を設計，工事及び検査に用い

る場合の管理 

設工認において供給者が所有する当社の管理下にない設計図書を設計，工

事及び検査に用いる場合，供給者の品質保証能力の確認，かつ，対象設備での

使用が可能な場合において，適用可能な図書として扱う。 

ｃ．使用前事業者検査に用いる文書及び記録 

使用前事業者検査として，記録確認検査を実施する場合に用いる記録は，上

記ａ，ｂを用いて実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋

設事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシス

テム計画に従い文書管理を行うことから整合してい

る。 
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a. 品質方針を定めること。 

b. 品質目標が定められているようにすること。 

c. 要員が，健全な安全文化を育成し，及び維持することに貢献できるようにす

ること。 

d. 5.6.1に規定するマネジメントレビューを実施すること。 

e. 資源が利用できる体制を確保すること。 

f. 関係法令を遵守することその他原子力の安全を確保することの重要性を要員

に周知すること。 

g. 保安活動に関する担当業務を理解し，遂行する責任を有することを，要員に

認識させること。 

h. 全ての階層で行われる決定が，原子力の安全の確保について，その優先順位

及び説明する責任を考慮して確実に行われるようにすること。 

 

5.2 原子力の安全の確保の重視 

社長は，組織の意思決定に当たり，機器等及び個別業務が個別業務等要求事項

に適合し，かつ，原子力の安全がそれ以外の事由により損なわれないようにする。 

 

5.3 品質方針 

社長は，品質方針が次に掲げる事項に適合しているようにする。 

a．組織の目的及び状況に対して適切なものであること。 

b. 要求事項への適合及び品質マネジメントシステムの実効性の維持に社長が責

任を持って関与すること。 

c. 品質目標を定め，評価するに当たっての枠組みとなるものであること。 

d. 要員に周知され，理解されていること。 

e. 品質マネジメントシステムの継続的な改善に社長が責任を持って関与するこ

と。 

 

5.4 計画 

5.4.1 品質目標 

(1) 社長は，部門において，品質目標（個別業務等要求事項への適合のために必

要な目標を含む。）が定められているようにする。 

(2) 社長は，品質目標が，その達成状況を評価し得るものであって，かつ，品質

方針と整合的なものとなるようにする。 

 

5.4.2 品質マネジメントシステムの計画 

(1) 社長は，品質マネジメントシステムが 4.1の規定に適合するよう，その実施

に当たっての計画が策定されているようにする。 

(2) 社長は，品質マネジメントシステムの変更が計画され，それが実施される場

合においては，当該品質マネジメントシステムが不備のない状態に維持されて
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いるようにする。この場合において，保安活動の重要度に応じて，次に掲げる

事項を適切に考慮する。 

a. 品質マネジメントシステムの変更の目的及び当該変更により起こり得る結 

果 

b. 品質マネジメントシステムの実効性の維持 

c. 資源の利用可能性 

d. 責任及び権限の割当て 

 

5.5 責任，権限及びコミュニケーション 

5.5.1 責任及び権限 

社長は，部門及び要員の責任及び権限並びに部門相互間の業務の手順を定め

させ，関係する要員が責任を持って業務を遂行できるようにする。 

 

 

 

 

5.5.2 品質マネジメントシステム管理責任者 

  (1) 社長は，品質マネジメントシステムを管理する責任者に，次に掲げる業務

に係る責任及び権限を与える。 

a. プロセスが確立され，実施されるとともに，その実効性が維持されている

ようにすること。 

b. 品質マネジメントシステムの運用状況及びその改善の必要性について，社

長に報告すること。 

c. 健全な安全文化を育成し，及び維持することにより，原子力の安全の確保

についての認識が向上するようにすること。 

d. 関係法令を遵守すること。 

 

5.5.3 管理者 

(1) 社長は，次に掲げる業務を管理監督する地位にある者（以下「管理者」とい

う。）に，当該管理者が管理監督する業務に係る責任及び権限を与える。 

a. 個別業務のプロセスが確立され，実施されるとともに，その実効性が維持

されているようにすること。 

b. 要員の個別業務等要求事項についての認識が向上するようにすること。 

c. 個別業務の実施状況に関する評価を行うこと。 

d. 健全な安全文化を育成し，及び維持すること。 

e. 関係法令を遵守すること。 

(2) 管理者は，(1)の責任及び権限の範囲において，原子力の安全のためのリー

ダーシップを発揮し，次に掲げる事項を確実に実施する。 

a. 品質目標を設定し，その目標の達成状況を確認するため，業務の実施状況

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1 設計，工事及び検査並びに調達に係る組織（組織内外の相互関係及び情報伝

達含む。） 

設計，工事及び検査並びに調達は，濃縮事業部，調達室及び安全・品質本部で

構成する体制で実施する。 

設計，工事及び検査並びに調達に係る組織は，担当する設備に関する設計，工

事及び検査並びに調達について責任と権限を持つ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき濃縮・埋設事業所加

工施設保安規定に品質マネジメントシステム計画を

定め，その品質マネジメントシステム計画に従い設

工認品質管理計画にて設計，工事及び検査に係る組

織を定めていることから整合している。 
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を監視測定すること。 

b. 要員が，原子力の安全に対する意識を向上し，かつ，原子力の安全への取組

を積極的に行えるようにすること。 

c. 原子力の安全に係る意思決定の理由及びその内容を，関係する要員に確実

に伝達すること。 

d. 常に問いかける姿勢及び学習する姿勢を要員に定着させるとともに，要員

が，積極的に加工施設の保安に関する問題の報告を行えるようにすること。 

e. 要員が，積極的に業務の改善に対する貢献を行えるようにすること。 

(3) 管理者は，管理監督する業務に関する自己評価を，あらかじめ定められた間

隔で行う。 

 

5.5.4 組織の内部の情報の伝達 

(1) 社長は，組織の内部の情報が適切に伝達される仕組みが確立されているよう

にするとともに，品質マネジメントシステムの実効性に関する情報が確実に伝

達されるようにする。 

 

5.6 マネジメントレビュー 

5.6.1 一般 

(1) 社長は，品質マネジメントシステムの実効性を評価するとともに，改善の機

会を得て，保安活動の改善に必要な措置を講ずるため，品質マネジメントシス

テムの評価（以下「マネジメントレビュー」という。）を，あらかじめ定められ

た間隔で行う。 

 

5.6.2 マネジメントレビューに用いる情報 

組織は，マネジメントレビューにおいて，少なくとも次に掲げる情報を報告

する。 

a. 内部監査の結果 

b. 組織の外部の者の意見 

c．プロセスの運用状況 

d．使用前事業者検査及び定期事業者検査（以下「使用前事業者検査等」という。）

並びに自主検査等の結果 

e. 品質目標の達成状況 

f. 健全な安全文化の育成及び維持の状況 

g. 関係法令の遵守状況 

h. 不適合並びに是正処置及び未然防止処置の状況 

i. 従前のマネジメントレビューの結果を受けて講じた措置 

j. 品質マネジメントシステムに影響を及ぼすおそれのある変更 

k. 部門又は要員からの改善のための提案 

l. 資源の妥当性 
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m. 保安活動の改善のために講じた措置の実効性 

 

5.6.3 マネジメントレビューの結果を受けて行う措置 

(1) 組織は，マネジメントレビューの結果を受けて，少なくとも次に掲げる事項

について決定する。 

a. 品質マネジメントシステム及びプロセスの実効性の維持に必要な改善 

b．個別業務に関する計画及び個別業務の実施に関連する保安活動の改善 

c. 品質マネジメントシステムの実効性の維持及び継続的な改善のために必要

な資源 

d．健全な安全文化の育成及び維持に関する改善 

e. 関係法令の遵守に関する改善 

(2) 組織は，マネジメントレビューの結果の記録を作成し，これを管理する。 

(3) 組織は，(1)の決定をした事項について，必要な措置を講じる。 

 

6 資源の管理 

6.1 資源の確保 

組織は，原子力の安全を確実なものにするために必要な次に掲げる資源を明確

に定め，これを確保し，及び管理する。 

a. 要員 

b. 個別業務に必要な施設，設備及びサービスの体系 

c. 作業環境 

d. その他必要な資源 

 

6.2 要員の力量の確保及び教育訓練 

(1) 組織は，個別業務の実施に必要な技能及び経験を有し，意図した結果を達成

するために必要な知識及び技能並びにそれを適用する能力（以下「力量」とい

う。）が実証された者を要員に充てる。 

(2) 組織は，要員の力量を確保するために，保安活動の重要度に応じて，次に掲

げる業務を行う。 

a. 要員にどのような力量が必要かを明確に定めること。 

b. 要員の力量を確保するために教育訓練その他の措置を講ずること。 

c. 教育訓練その他の措置の実効性を評価すること。 

d. 要員が自らの個別業務について，次に掲げる事項を認識しているようにす

ること。 

(a) 品質目標の達成に向けた自らの貢献 

(b) 品質マネジメントシステムの実効性を維持するための自らの貢献 

(c) 原子力の安全に対する当該個別業務の重要性 

e. 要員の力量及び教育訓練その他の措置に係る記録を作成し，これを管理す

ること。 
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7 個別業務に関する計画の策定及び個別業務の実施 

7.1 個別業務に必要なプロセスの計画 

(1) 組織は，個別業務に必要なプロセスについて，計画を策定するとともに，そ

のプロセスを確立する。 

(2) 組織は，(1)の計画と当該個別業務以外のプロセスに係る個別業務等要求事

項との整合性を確保する。 

(3) 組織は，個別業務に関する計画（以下「個別業務計画」という。）の策定又は

変更を行うに当たり，次に掲げる事項を明確にする。 

a. 個別業務計画の策定又は変更の目的及び当該計画の策定又は変更により起

こり得る結果 

b. 機器等又は個別業務に係る品質目標及び個別業務等要求事項 

c. 機器等又は個別業務に固有のプロセス，品質マネジメント文書及び資源 

d. 使用前事業者検査等，検証，妥当性確認及び監視測定並びにこれらの個別

業務等要求事項への適合性を判定するための基準（以下「合否判定基準」とい

う。） 

e. 個別業務に必要なプロセス及び当該プロセスを実施した結果が個別業務等

要求事項に適合することを実証するために必要な記録 

(4) 組織は，策定した個別業務計画を，その個別業務の作業方法に適したものと

する。 

 

7.2 個別業務等要求事項に関するプロセス 

7.2.1 個別業務等要求事項として明確にすべき事項 

組織は，次に掲げる事項を個別業務等要求事項として明確に定める。 

a. 組織の外部の者が明示してはいないものの，機器等又は個別業務に必要な要

求事項 

b. 関係法令 

c. a.b.に掲げるもののほか，組織が必要とする要求事項 

 

7.2.2 個別業務等要求事項の審査 

(1) 組織は，機器等の使用又は個別業務の実施に当たり，あらかじめ，個別業務

等要求事項の審査を実施する。 

(2) 組織は，個別業務等要求事項の審査を実施するに当たり，次に掲げる事項を

確認する。 

a. 当該個別業務等要求事項が定められていること。 

b. 当該個別業務等要求事項が，あらかじめ定められた個別業務等要求事項と

相違する場合においては，その相違点が解明されていること。 

c. 組織が，あらかじめ定められた個別業務等要求事項に適合するための能力
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を有していること。 

(3) 組織は，(1)の審査の結果の記録及び当該審査の結果に基づき講じた措置に

係る記録を作成し，これを管理する。 

(4) 組織は，個別業務等要求事項が変更された場合においては，関連する文書が

改訂されるようにするとともに，関連する要員に対し変更後の個別業務等要求

事項が周知されるようにする。 

 

7.2.3 組織の外部の者との情報の伝達等 

組織は，組織の外部の者からの情報の収集及び組織の外部の者への情報の伝達

のために，実効性のある方法を明確に定め，これを実施する。 

 

7.3 設計開発 

7.3.1 設計開発計画 

(1) 組織は，設計開発（専ら原子力施設において用いるための設計開発に限る。）

の計画（以下「設計開発計画」という。）を策定するとともに，設計開発を管理

する。 

(2) 組織は，設計開発計画の策定において，次に掲げる事項を明確にする。 

a. 設計開発の性質，期間及び複雑さの程度 

b. 設計開発の各段階における適切な審査，検証及び妥当性確認の方法並びに

管理体制 

c. 設計開発に係る部門及び要員の責任及び権限 

d. 設計開発に必要な組織の内部及び外部の資源 

(3) 組織は，実効性のある情報の伝達並びに責任及び権限の明確な割当てがなさ

れるようにするために，設計開発に関与する各者間の連絡を管理する。 

(4) 組織は，(1)により策定された設計開発計画を，設計開発の進行に応じて適

切に変更する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.2 設計，工事及び検査の各段階とその審査 

設工認における設計，工事及び検査の流れを第 3.2-1図に示すとともに，設

計，工事及び検査の各段階と保安規定品質マネジメントシステム計画との関係

を第 3.2-3表に示す。 

なお，加工規則第三条の二の二第一項第三号に区分される施設のうち，設工

認申請（届出）が不要な工事を行う場合は，設工認品質管理計画のうち，必要

な事項を適用して設計，工事及び検査を実施し，認可された設工認に記載され

た仕様及びプロセスのとおりであること，技術基準規則に適合していることを

確認する。 

設計又は工事を主管する箇所の長及び検査を担当する箇所の長は，第 3.2-3

表に示す「保安規定品質マネジメントシステム計画の対応項目」ごとのアウト

プットに対する審査（以下「レビュー」という。）を実施するとともに，記録を

管理する。 

なお，設計の各段階におけるレビューについては，濃縮事業部で当該設備の

設計に関する専門家を含めて実施する。 

設工認のうち，容器等の主要な溶接部に対する必要な検査は，「3.3 設計に

係る品質管理の方法」，「3.4 工事に係る品質管理の方法」，「3.5 使用前事業者

検査の方法」及び「3.6 設工認における調達管理の方法」に示す管理（第 3.2-

3 表における「3.3.3 (1)基本設計方針の作成（設計 1）」～「3.6 設工認にお

ける調達管理の方法」）のうち，必要な事項を適用して設計，工事及び検査を実

施し，認可された設工認に記載された仕様及びプロセスのとおりであること，

技術基準規則に適合していることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき濃縮・埋設事業所加

工施設保安規定に品質マネジメントシステム計画を

定め，その品質マネジメントシステム計画に従い設

工認品質管理計画にて設計，工事及び検査に係る組

織を定めていることから整合している。 
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第 3.2-3表 設工認における設計，工事及び検査の各段階 

各段階 

保安規定品質マ
ネジメントシス
テム計画の対応
項目 

概 要 

設
計 

3.3 
設計に係る品質
管理の方法 

7.3.1 設計開発
計画 

適合性を確保するため
に必要な設計を実施す
るための計画 

3.3.1 
適合性確認対象
設備に対する要
求事項の明確化 

7.3.2 設計開発
に用いる情報 

設計に必要な技術基準
規則等の要求事項の明
確化 

3.3.2 

各条文の対応に
必要な適合性確
認対象設備の選
定 

技術基準規則等に対応
するための設備・運用
の抽出 

3.3.3(1)1） 
基本設計方針の
作成（設計 1） 

7.3.3 設計開発
の結果に係る情
報 

要求事項を満足する基
本設計方針の作成 

3.3.3(2)1) 

適合性確認対象
設備の各条文へ
の適合性を確保
するための設計
（設計 2） 

7.3.3 設計開発
の結果に係る情
報 

適合性確認対象設備に
必要な設計の実施 

3.3.3(3) 
 

設計のアウトプ
ットに対する検
証 

7.3.5 設計開発
の検証 

基準適合性を確保する
ための設計の妥当性の
チェック 

3.3.4 1) 
設計における変
更 

7.3.7 設計開発
の変更の管理 

設計対象の追加や変更
時の対応 

工
事
及
び
検
査 

3.4.1 1) 

設工認に基づく
具体的な設備の
設計の実施（設計
3） 

7.3.3 設計開発
の結果に係る情
報 
7.3.5 設計開発
の検証 

設工認を実現するため
の具体的な設計 

3.4.2 
具体的な設備の
設計に基づく工
事の実施 

― 
適合性確認対象設備の
工事の実施 

3.5.1 
使用前事業者検
査での確認事項 

― 

適合性確認対象設備
が，認可された設工認
に記載された仕様及び
プロセスのとおりであ
ること，技術基準規則
に適合していること 

3.5.2 
使用前事業者検
査の計画 

― 

適合性確認対象設備
が，認可された設工認
に記載された仕様及び
プロセスのとおりであ
ること，技術基準規則
に適合していることを
確認する計画と方法の
決定 

3.5.3 検査計画の管理 ― 
使用前事業者検査を実
施する際の工程管理 
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7.3.2 設計開発に用いる情報 

(1) 組織は，個別業務等要求事項として設計開発に用いる情報であって，次に掲

げるものを明確に定めるとともに，当該情報に係る記録を作成し，これを管理

する。 

a. 機能及び性能に係る要求事項 

b. 従前の類似した設計開発から得られた情報であって，当該設計開発に用い

る情報として適用可能なもの 

c. 関係法令 

d. その他設計開発に必要な要求事項 

(2) 組織は，設計開発に用いる情報について，その妥当性を評価し，承認する。 

 

7.3.3 設計開発の結果に係る情報 

(1) 組織は，設計開発の結果に係る情報を，設計開発に用いた情報と対比して検

証することができる形式により管理する。 

(2) 組織は，設計開発の次の段階のプロセスに進むに当たり，あらかじめ，当該

設計開発の結果に係る情報を承認する。 

(3) 組織は，設計開発の結果に係る情報を，次に掲げる事項に適合するものとす

る。 

a. 設計開発に係る個別業務等要求事項に適合するものであること。 

b. 調達，機器等の使用及び個別業務の実施のために適切な情報を提供するも

のであること。 

c. 合否判定基準を含むものであること。 

d. 機器等を安全かつ適正に使用するために不可欠な当該機器等の特性が明確

であること。 

 

 

7.3.4 設計開発レビュー 

(1) 組織は，設計開発の適切な段階において，設計開発計画に従って，次に掲げ

る事項を目的とした体系的な審査（以下「設計開発レビュー」という。）を実施

する。 

a. 設計開発の結果の個別業務等要求事項への適合性について評価すること。 

b. 設計開発に問題がある場合においては，当該問題の内容を明確にし，必要

な措置を提案すること。 

(2) 組織は，設計開発レビューに，当該設計開発レビューの対象となっている設

計開発段階に関連する部門の代表者及び当該設計開発に係る専門家を参加さ

せる。 

 

 

 

3.3.1 適合性確認対象設備に対する要求事項の明確化 

設計を主管する箇所の長は，設工認における技術基準規則等への適合性を確

保するために必要な要求事項を明確にする。 

 

3.3.2 各条文の対応に必要な適合性確認対象設備の選定 

設計を主管する箇所の長は，設工認に関連する工事において，追加・変更と

なる適合性確認対象設備（運用を含む。）に対する技術基準規則への適合性を確

保するために，実際に使用する際の系統・構成で必要となる設備・運用を含め

て，適合性確認対象設備として抽出する。 

 

 

3.3.3 設工認における設計及び設計のアウトプットに対する検証 

設計を主管する箇所の長は，適合性確認対象設備の技術基準規則等への適合

性を確保するための設計を以下のとおり実施する。 

(1)基本設計方針の作成（設計 1） 

「設計 1」として，技術基準規則等の適合性確認対象設備に必要な要求事項

を基に，必要な設計を漏れなく実施するための基本設計方針を明確化する。 

 

(2)適合性確認対象設備の各条文への適合性を確保するための設計（設計 2） 

「設計 2」として，「設計 1」で明確にした基本設計方針を用いて適合性確認

対象設備に必要な詳細設計を実施する。 

なお，詳細設計の品質を確保する上で重要な活動となる「調達による解析」

及び「手計算による自社解析」について，個別に管理事項を計画し信頼性を確

保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.2 設計，工事及び検査の各段階とその審査 

なお，設計の各段階におけるレビューについては，濃縮事業部で当該設備の

設計に関する専門家を含めて実施する。 

 

 

 

設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋

設事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシス

テム計画に従い設計・開発へのインプットとして，適

合性確認対象設備に対する要求事項を明確化してい

ることから整合している。 
 
 
 
 
 
設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋

設事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシス

テム計画に従い設計・開発からのアウトプットを作

成するために設計を実施していることから整合して

いる。 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋

設事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシス

テム計画に従い設計のレビューには専門家を含めて
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(3) 組織は，設計開発レビューの結果の記録及び当該設計開発レビューの結果 

に基づき講じた措置に係る記録を作成し，これを管理する。 

 

 

 

 

 

7.3.5 設計開発の検証 

(1) 組織は，設計開発の結果が個別業務等要求事項に適合している状態を確保す

るために，設計開発計画に従って検証を実施する。 

(2) 組織は，設計開発の検証の結果の記録及び当該検証の結果に基づき講じた措

置に係る記録を作成し，これを管理する。 

(3) 組織は，当該設計開発を行った要員に当該設計開発の検証をさせない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.3.6 設計開発の妥当性確認 

(1) 組織は，設計開発の結果の個別業務等要求事項への適合性を確認するため

に，設計開発計画に従って，当該設計開発の妥当性確認（以下「設計開発妥当

性確認」という。）を実施する。 

(2) 組織は，機器等の使用又は個別業務の実施に当たり，あらかじめ，設計開発

妥当性確認を完了する。 

(3) 組織は，設計開発妥当性確認の結果の記録及び当該設計開発妥当性確認の結

果に基づき講じた措置に係る記録を作成し，これを管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計又は工事を主管する箇所の長及び検査を担当する箇所の長は，第 3.2-3

表に示す「保安規定品質マネジメントシステム計画の対応項目」ごとのアウト

プットに対する審査（以下「レビュー」という。）を実施するとともに，記録を

管理する。 

 

 
 
3.3.3 設工認における設計及び設計のアウトプットに対する検証 

(3)設計のアウトプットに対する検証 

設計を主管する箇所の長は，設計 1 及び設計 2 の結果について，適合性確

認を実施した者の業務に直接関与していない者に検証を実施させる。 

 

 

 

 

3.5.5 使用前事業者検査の実施 

使用前事業者検査は，検査要領書の作成，体制の確立を行い実施する。 

ａ．使用前事業者検査の独立性確保 

使用前事業者検査は，当該使用前事業者検査の対象となる機器等の工事に

関与していない要員に実施させることにより，独立性を確保して実施する。 

ｂ．使用前事業者検査の体制 

使用前事業者検査の体制は，検査要領書で明確にする。 

ｃ．使用前事業者検査の検査要領書の作成 

検査を担当する箇所の長は，適合性確認対象設備が，認可された設工認に

記載された仕様及びプロセスのとおりであること，技術基準規則に適合して

いることを確認するため「3.5.2 使用前事業者検査の計画」で決定した確

認方法を基に，使用前事業者検査を実施するための検査要領書を作成し，検

査実施責任者が制定する。 

実施する検査が代替検査となる場合は，代替による使用前事業者検査の方

法を決定する。 

ｄ．使用前事業者検査の実施 

検査実施責任者は，検査を担当する箇所の長の依頼を受け，検査要領書に

基づき，確立された検査体制のもとで，使用前事業者検査を実施する。 

 

 

 

いることから整合している。 
 

 

 設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋

設事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシス

テム計画に従い設計のレビューの記録を管理してい

ることから整合している。 
 
 
 
 
 設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋

設事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシス

テム計画に従い設計の検証を実施していることから

整合している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋

設事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシス

テム計画に従い設計の妥当性を確認していることか

ら整合している。 
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7.3.7 設計開発の変更の管理 

(1) 組織は，設計開発の変更を行った場合においては，当該変更の内容を識別す

ることができるようにするとともに，当該変更に係る記録を作成し，これを管

理する。 

(2) 組織は，設計開発の変更を行うに当たり，あらかじめ，審査，検証及び妥当

性確認を行い，変更を承認する。 

(3) 組織は，設計開発の変更の審査において，設計開発の変更が加工施設に及ぼ

す影響の評価（当該加工施設を構成する材料又は部品に及ぼす影響の評価を含

む。）を行う。 

(4) 組織は，(2)の審査，検証及び妥当性確認の結果の記録及びその結果に基づ

き講じた措置に係る記録を作成し，これを管理する。 

 

 

 

 

 

 

第 3.5-1表 要求事項に対する確認項目及び確認の視点 

 

 
 

 

3.3.4 設計における変更 

設計を主管する箇所の長は，設計の変更が必要となった場合，各設計結果の

うち，影響を受けるものについて必要な設計を実施し，設計結果を必要に応じ

修正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋

設事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシス

テム計画に従い設計の変更管理を実施していること

から整合している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要求種別 確認項目 確認視点 主な検査項目 

設
備 

設
計
要
求 

設
置
要
求 

名称，取付箇所，個数，

設置状態，保管状態 

設計要求どおりの名

称，取付箇所，個数で

設置されていること

を確認する。 

外観検査 

据付・外観検査 

状態確認検査 

機
能
要
求 

材料，寸法，耐圧・漏

えい等の構造，強度に

係る仕様（仕様表） 

仕様表の記載どおり

であることを確認す

る。 

材料検査 

構造検査 

強度検査 

外観検査 

寸法検査 

耐圧・漏えい検査 

据付・外観検査 

機能・性能検査 

状態確認検査 

系統構成，系統隔離，

可搬設備の接続性 

実際に使用できる系

統構成になっている

ことを確認する。 

上記以外の所要の機

能要求事項 

目的とする機能・性能

が発揮できることを

確認する。 

評
価
要
求 

解析書のインプット

条件等の要求事項 

評価条件を満足して

いることを確認する。 

内容に応じて，設置要

求，機能要求の検査を

適用 

運
用 

運
用
要
求 

手順確認 

（保安規定） 

手順化されているこ

とを確認する。 

状態確認検査 
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7.4 調達 

7.4.1 調達プロセス 

(1) 組織は，調達する物品又は役務（以下「調達物品等」という。）が，自ら規定

する調達物品等に係る要求事項（以下「調達物品等要求事項」という。）に適合

するようにする。 

 

 

 

(2) 組織は，保安活動の重要度に応じて，調達物品等の供給者及び調達物品等に

適用される管理の方法及び程度を定める。この場合において，一般産業用工業

品については，調達物品等の供給者等から必要な情報を入手し当該一般産業用

工業品が調達物品等要求事項に適合していることを確認できるように，管理の

方法及び程度を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 組織は，調達物品等要求事項に従い，調達物品等を供給する能力を根拠とし

て調達物品等の供給者を評価し，選定する。 

(4) 組織は，調達物品等の供給者の評価及び選定に係る判定基準を定める。 

(5) 組織は，(3)の評価の結果の記録及び当該評価の結果に基づき講じた措置に

係る記録を作成し，これを管理する。 

 

 

(6) 組織は，調達物品等を調達する場合には，個別業務計画において，適切な調

達の実施に必要な事項（当該調達物品等の調達後におけるこれらの維持又は運

用に必要な技術情報（加工施設の保安に係るものに限る。）の取得及び当該情報

を他の原子力事業者等と共有するために必要な措置に関する事項を含む。）を

定める｡ 

 

7.4.2 調達物品等要求事項 

(1) 組織は，調達物品等に関する情報に，次に掲げる調達物品等要求事項のうち，

該当するものを含める。 

 

3.6 設工認における調達管理の方法 

設工認で行う調達管理は，保安規定品質マネジメントシステム計画に基づき

以下に示す管理を実施する。 

 

 

 

3.6.3 調達製品の調達管理 

ｂ．調達製品の管理 

調達を主管する箇所の長は，仕様書で要求した製品が確実に納品されるよ

う調達製品が納入されるまでの間，製品に応じた必要な管理を実施する。 

ａ．調達文書の作成 

調達を主管する箇所の長は，業務の内容に応じ，保安規定品質マネジメント

システム計画に示す調達要求事項を含めた調達文書（以下「仕様書」という。）

を作成し，供給者の業務実施状況を適切に管理する。（「ｂ．調達製品の管理」

参照） 

調達を主管する箇所の長は，一般産業用工業品を原子力施設に使用するに

当たって，当該一般産業用工業品に係る情報の入手に関する事項及び調達を

主管する箇所の長が供給先で検査を行う際に原子力規制委員会の職員が同行

して工場等の施設に立ち入る場合があることを供給者へ要求する。 

 
 
3.6.1 供給者の技術的評価 

契約を主管する箇所の長は，供給者が当社の要求事項に従って調達製品を供

給する技術的な能力を有することを判断の根拠として供給者の技術的評価を

実施する。 

 

 

 

3.6.2 供給者の選定 

調達を主管する箇所の長は，設工認に必要な調達を行う場合，原子力安全に

対する影響や供給者の実績等を考慮し，「3.2.1 設計及び工事のグレード分け

の適用」に示す重要度に応じてグレード分けを行い管理する。 

 

 

 

3.6.3 調達製品の調達管理 

業務の実施に際し，原子力安全に及ぼす影響に応じて，調達管理に係るグレ

ード分けを適用する。 

 

 

設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋

設事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシス

テム計画に従い調達管理を実施していることから整

合している。 
 

 

設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋

設事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシス

テム計画に従い調達管理における一般産業用工業品

の管理及び原子力規制委員会の職員が供給先の工場

等への施設への立ち入りがあることを供給者へ要求

していることから整合している。 
 

 

 

 

 

 

 

設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋

設事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシス

テム計画に従い供給者の評価を実施していることか

ら整合している。 
 

 

設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋

設事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシス

テム計画に従い供給者を選定していることから整合

している。 
 

 

設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋
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a. 調達物品等の供給者の業務のプロセス及び設備に係る要求事項 

b. 調達物品等の供給者の要員の力量に係る要求事項 

c. 調達物品等の供給者の品質マネジメントシステムに係る要求事項 

d. 調達物品等の不適合の報告及び処理に係る要求事項 

e. 調達物品等の供給者が健全な安全文化を育成し，及び維持するために必要

な要求事項 

f. 一般産業用工業品を機器等に使用するに当たっての評価に必要な要求事項 

g. その他調達物品等に必要な要求事項 

(2) 組織は，調達物品等要求事項として，組織が調達物品等の供給者の工場等に

おいて使用前事業者検査等その他の個別業務を行う際の原子力規制委員会の

職員による当該工場等への立入りに関することを含める。 

(3) 組織は，調達物品等の供給者に対し調達物品等に関する情報を提供するに当

たり，あらかじめ，当該調達物品等要求事項の妥当性を確認する。 

(4) 組織は，調達物品等を受領する場合には，調達物品等の供給者に対し，調達

物品等要求事項への適合状況を記録した文書を提出させる。 

 

7.4.3 調達物品等の検証 

(1) 組織は，調達物品等が調達物品等要求事項に適合しているようにするために

必要な検証の方法を定め，実施する。 

(2) 組織は，調達物品等の供給者の工場等において調達物品等の検証を実施する

こととしたときは，当該検証の実施要領及び調達物品等の供給者からの出荷の

可否の決定の方法について調達物品等要求事項の中で明確に定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.5 個別業務の管理 

7.5.1 個別業務の管理 

組織は，個別業務計画に基づき，個別業務を次に掲げる事項（当該個別業務の

内容等から該当しないと認められるものを除く。）に適合するように実施する。 

a. 加工施設の保安のために必要な情報が利用できる体制にあること。 

b. 手順書等が必要な時に利用できる体制にあること。 

ａ．調達文書の作成 

調達を主管する箇所の長は，業務の内容に応じ，保安規定品質マネジメント

システム計画に示す調達要求事項を含めた調達文書（以下「仕様書」という。）

を作成し，供給者の業務実施状況を適切に管理する。（「ｂ．調達製品の管理」

参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．調達製品の管理 

調達を主管する箇所の長は，仕様書で要求した製品が確実に納品されるよ

う調達製品が納入されるまでの間，製品に応じた必要な管理を実施する。 

 

ｃ．調達製品の検証 

調達を主管する箇所の長又は検査を担当する箇所の長は，調達製品が調達

要求事項を満たしていることを確実にするために調達製品の検証を行う。 

調達を主管する箇所の長は，供給先で検証を実施する場合，あらかじめ仕様

書で検証の要領及び調達製品のリリースの方法を明確にした上で，検証を行

う。 

 

3.6.4 請負会社他品質監査 

供給者に対する監査を主管する箇所の長は，供給者の品質マネジメントシス

テムに係る活動及び健全な安全文化を育成し維持するための活動が適切で，か

つ，確実に行われていることを確認するために，請負会社他品質監査を実施す

る。 

 

 

3.4 工事に係る品質管理の方法 

工事を主管する箇所の長は，工事段階において，設工認に基づく設備の具体的

な設計（設計 3），その結果を反映した設備を導入するために必要な工事を以下

のとおり実施する。 

また，これらの活動を調達する場合は，「3.6 設工認における調達管理の方

設事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシス

テム計画に従い仕様書を作成していることから整合

している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋

設事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシス

テム計画に従いその他の活動を含む調達製品の検証

を実施していることから整合している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋

設事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシス

テム計画に従い，工事の実施，使用前事業者検査の計
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c. 当該個別業務に見合う設備を使用していること。 

d. 監視測定のための設備が利用できる体制にあり，かつ，当該設備を使用して

いること。 

e. 8.2.3に基づき監視測定を実施していること。 

f. 品質管理に関する事項に基づき，プロセスの次の段階に進むことの承認を行

っていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法」を適用して実施する。 

 

 

3.4.2 具体的な設備の設計に基づく工事の実施 

工事を主管する箇所の長は，設工認に基づく設備を設置するための工事を，

「工事の方法」に記載された工事の手順並びに「3.6 設工認における調達管理

の方法」に従い実施する。 

 

3.5 使用前事業者検査の方法 

使用前事業者検査は，適合性確認対象設備が，認可された設工認に記載された

仕様及びプロセスのとおりであること，技術基準規則に適合していることを確

認するため，保安規定に基づく使用前事業者検査を計画し，独立性を確保した検

査体制の下，実施する。 

 

3.5.1 使用前事業者検査での確認事項 

使用前事業者検査は，適合性確認対象設備が，認可された設工認に記載され

た仕様及びプロセスのとおりであること，技術基準規則に適合していることを

確認するために以下の項目について検査を実施する。 

① 実設備の仕様の適合性確認 

② 実施した工事が，「3.4.1 設工認に基づく具体的な設備の設計の実施（設

計 3）」及び「3.4.2 具体的な設備の設計に基づく工事の実施」に記載したプ

ロセス並びに「工事の方法」のとおり行われていること。 

これらの項目のうち，①を第 3.5-1表に示す検査として，②を品質マネジメ

ントシステムに係る検査（以下「QA検査」という。）として実施する。 

②については，工事全般に対して実施するものであるが，工事実施箇所が

「3.5.4 容器等の主要な溶接部に係る使用前事業者検査の管理」を実施する

場合は，工事実施箇所が実施する溶接に関するプロセス管理が適切に行われて

いることの確認を QA検査に追加する。 

また，QA検査では上記②に加え，上記①のうち工事実施箇所が実施する検査

の記録の信頼性確認を行い，設工認に基づく検査の信頼性を確保する。 

 

3.5.2 使用前事業者検査の計画 

検査を担当する箇所の長は，適合性確認対象設備が，認可された設工認に記

載された仕様及びプロセスのとおりであること，技術基準規則に適合している

ことを確認するため，使用前事業者検査を計画する。 

使用前事業者検査は，「工事の方法」に記載された使用前事業者検査の項目及

び方法並びに第 3.5-1表に定める要求種別ごとに確認項目，確認視点及び主な

検査項目を基に計画する。 

適合性確認対象設備のうち，技術基準規則上の措置（運用）に必要な設備に

画の策定を業務の管理として実施していることから

整合している。 
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ついても，使用前事業者検査を計画する。 

また，使用前事業者検査の実施に先立ち，設計結果に関する具体的な検査概

要及び判定基準を使用前事業者検査の方法として明確にする。 

 

3.5.3 検査計画の管理 

検査実施責任者は，使用前事業者検査を適切な段階で実施するため，関係箇

所と調整の上，検査計画を作成する。 

また，使用前事業者検査の実施時期及び使用前事業者検査が確実に行われる

ことを適切に管理する。 

 

3.5.4 容器等の主要な溶接部に係る使用前事業者検査の管理 

容器等の主要な溶接部に係る検査を担当する箇所の長は，溶接が特殊工程で

あることを踏まえ，工程管理等の計画を策定し，溶接施工工場におけるプロセ

スの適切性の確認及び監視を行う。 

また，溶接継手に対する要求事項は，溶接部詳細一覧表（溶接方法，溶接材

料，溶接施工法，熱処理条件，検査項目等）により管理し，これに係る関連図

書を含め，業務の実施に当たって必要な図書を溶接施工工場に提出させ，それ

を審査，承認し，必要な管理を実施する。 

 

3.5.5 使用前事業者検査の実施 

使用前事業者検査は，検査要領書の作成，体制の確立を行い実施する。 

ａ．使用前事業者検査の独立性確保 

使用前事業者検査は，当該使用前事業者検査の対象となる機器等の工

事に関与していない要員に実施させることにより，独立性を確保して実

施する。 

ｂ．使用前事業者検査の体制 

使用前事業者検査の体制は，検査要領書で明確にする。 

ｃ．使用前事業者検査の検査要領書の作成 

検査を担当する箇所の長は，適合性確認対象設備が，認可された設工認

に記載された仕様及びプロセスのとおりであること，技術基準規則に適

合していることを確認するため「3.5.2 使用前事業者検査の計画」で決

定した確認方法を基に，使用前事業者検査を実施するための検査要領書

を作成し，検査実施責任者が制定する。 

実施する検査が代替検査となる場合は，代替による使用前事業者検査

の方法を決定する。 

ｄ．使用前事業者検査の実施 

検査実施責任者は，検査を担当する箇所の長の依頼を受け，検査要領書

に基づき，確立された検査体制の下で，使用前事業者検査を実施する。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

 

（
１
）
-
2
-
22 

加工施設事業変更許可申請書（本文（七号）） 設計及び工事に係る品質マネジメントシステム 該当事項 整合性 備考 

 
 
 

 

7.5.2 個別業務の実施に係るプロセスの妥当性確認 

(1) 組織は，個別業務の実施に係るプロセスについて，それ以降の監視測定では

当該プロセスの結果を検証することができない場合（個別業務が実施された後

にのみ不適合その他の事象が明確になる場合を含む。）においては，妥当性確認

を行う。 

(2) 組織は，(1)のプロセスが個別業務計画に定めた結果を得ることができるこ

とを，(1)の妥当性確認によって実証する。 

(3) 組織は，妥当性確認を行った場合は，その結果の記録を作成し，これを管理

する。 

(4) 組織は，(1)の妥当性確認の対象とされたプロセスについて，次に掲げる事

項（当該プロセスの内容等から該当しないと認められるものを除く。）を明確に

する。 

a. 当該プロセスの審査及び承認のための判定基準 

b. 妥当性確認に用いる設備の承認及び要員の力量を確認する方法 

c. 妥当性確認の方法 

 

 

 

 

 

7.5.3 識別管理及びトレーサビリティの確保 

(1) 組織は，個別業務計画及び個別業務の実施に係る全てのプロセスにおいて，

適切な手段により，機器等及び個別業務の状態を識別し，管理する。 

(2) 組織は，トレーサビリティ（機器等の使用又は個別業務の実施に係る履歴，

適用又は所在を追跡できる状態をいう。）の確保が個別業務等要求事項である

場合においては，機器等又は個別業務を識別し，これを記録するとともに，当

該記録を管理する。 

 

7.5.4 組織の外部の者の物品 

組織は，組織の外部の者の物品を所持している場合においては，必要に応じ，

記録を作成し，これを管理する。 

 

7.5.5 調達物品の管理 

(1) 組織は，調達した物品が使用されるまでの間，当該物品を調達物品等要求事

項に適合するように管理（識別表示，取扱い，包装，保管及び保護を含む。）す

 

 

第 3.5-1表 要求事項に対する確認項目及び確認の視点 

 
 

 

 
3.7.2 識別管理及びトレーサビリティ 

ｂ．機器，弁及び配管等の管理 

工事を主管する箇所の長は，機器，弁及び配管等について，保安規定品質マ

ネジメントシステム計画に従った管理を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋

設事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシス

テム計画に従い識別管理を実施していることから整

合している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

要求種別 確認項目 確認視点 主な検査項目 

設
備 

設
計
要
求 

設
置
要
求 

名称，取付箇所，個数，

設置状態，保管状態 

設計要求どおりの名

称，取付箇所，個数で

設置されていること

を確認する。 

外観検査 

据付・外観検査 

状態確認検査 

機
能
要
求 

材料，寸法，耐圧・漏

えい等の構造，強度に

係る仕様（仕様表） 

仕様表の記載どおり

であることを確認す

る。 

材料検査 

構造検査 

強度検査 

外観検査 

寸法検査 

耐圧・漏えい検査 

据付・外観検査 

機能・性能検査 

状態確認検査 

系統構成，系統隔離，

可搬設備の接続性 

実際に使用できる系

統構成になっている

ことを確認する。 

上記以外の所要の機

能要求事項 

目的とする機能・性能

が発揮できることを

確認する。 

評
価
要
求 

解析書のインプット

条件等の要求事項 

評価条件を満足して

いることを確認する。 

内容に応じて，設置要

求，機能要求の検査を

適用 

運
用 

運
用
要
求 

手順確認 

（保安規定） 

手順化されているこ

とを確認する。 

状態確認検査 
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7.6 監視測定のための設備の管理 

(1) 組織は，機器等又は個別業務の個別業務等要求事項への適合性の実証に必要

な監視測定及び当該監視測定のための設備を明確に定める。 

(2) 組織は，(1)の監視測定について，実施可能であり，かつ，当該監視測定に係

る要求事項と整合性のとれた方法で実施する。 

(3) 組織は，監視測定の結果の妥当性を確保するために，監視測定のために必要

な設備を，次に掲げる事項に適合するものとする。 

a. あらかじめ定められた間隔で，又は使用の前に，計量の標準まで追跡する

ことが可能な方法（当該計量の標準が存在しない場合にあっては，校正又は検

証の根拠について記録する方法）により校正又は検証がなされていること。 

b. 校正の状態が明確になるよう，識別されていること。 

c. 所要の調整がなされていること。 

d. 監視測定の結果を無効とする操作から保護されていること。 

e. 取扱い，維持及び保管の間，損傷及び劣化から保護されていること。 

(4) 組織は，監視測定のための設備に係る要求事項への不適合が判明した場合に

おいては，従前の監視測定の結果の妥当性を評価し，これを記録する。 

(5) 組織は，(4)の場合において，当該監視測定のための設備及び(4)の不適合に

より影響を受けた機器等又は個別業務について，適切な措置を講じる。 

(6) 組織は，監視測定のための設備の校正及び検証の結果の記録を作成し，これ

を管理する。 

(7) 組織は，監視測定においてソフトウェアを使用することとしたときは，その

初回の使用に当たり，あらかじめ，当該ソフトウェアが意図したとおりに当該

監視測定に適用されていることを確認する。 

 

8 評価及び改善 

8.1 監視測定，分析，評価及び改善 

(1) 組織は，監視測定，分析，評価及び改善に係るプロセスを計画し，実施する。 

(2) 組織は，要員が(1)の監視測定の結果を利用できるようにする。 

 

8.2 監視測定 

8.2.1 組織の外部の者の意見 

(1) 組織は，監視測定の一環として，原子力の安全の確保に対する組織の外部の

者の意見を把握する。 

(2) 組織は，(1)の意見の把握及び当該意見の反映に係る方法を明確に定める。 

 

 

 

 
 
3.7.2 識別管理及びトレーサビリティ 

ａ．計測器の管理 

設計又は工事を主管する箇所の長及び検査を担当する箇所の長は，保安規

定品質マネジメントシステム計画に従い，設計及び工事，検査で使用する計測

器について，校正・検証及び識別等の管理を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可申

請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋設

事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシステ

ム計画に従い監視測定のための設備の管理を実施し

ていることから整合している。 
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8.2.2 内部監査 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムについて，次に掲げる要件への適合性を

確認するために，保安活動の重要度に応じて，あらかじめ定められた間隔で，

客観的な評価を行う部門その他の体制により内部監査を実施する。 

a. 品質管理に関する事項に基づく品質マネジメントシステムに係る要求事項 

b. 実効性のある実施及び実効性の維持 

(2) 組織は，内部監査の判定基準，監査範囲，頻度，方法及び責任を定める。 

(3) 組織は，内部監査の対象となり得る部門，個別業務，プロセスその他の領域

（以下「領域」という。）の状態及び重要性並びに従前の監査の結果を考慮して

内部監査の対象を選定し，かつ，内部監査の実施に関する計画（以下「内部監

査実施計画」という。）を策定し，及び実施することにより，内部監査の実効性

を維持する。 

(4) 組織は，内部監査を行う要員（以下「内部監査員」という。）の選定及び内部

監査の実施においては，客観性及び公平性を確保する。 

(5) 組織は，内部監査員又は管理者に自らの個別業務又は管理下にある個別業務

に関する内部監査をさせない。 

(6) 組織は，内部監査実施計画の策定及び実施並びに内部監査結果の報告並びに

記録の作成及び管理について，その責任及び権限並びに内部監査に係る要求事

項を，手順書等に定める。 

(7) 組織は，内部監査の対象として選定された領域に責任を有する管理者に内部

監査結果を通知する。 

(8) 組織は，不適合が発見された場合には，(7)の通知を受けた管理者に，不適合

を除去するための措置及び是正処置を遅滞なく講じさせるとともに，当該措置

の検証を行わせ，その結果を報告させる。 

 

8.2.3 プロセスの監視測定 

(1) 組織は，プロセスの監視測定を行う場合においては，当該プロセスの監視測

定に見合う方法によりこれを行う。 

(2) 組織は，(1)の監視測定の実施に当たり，保安活動の重要度に応じて，保安活

動指標を用いる。 

(3) 組織は，(1)の方法により，プロセスが 5.4.2(1)及び 7.1(1)の計画に定めた

結果を得ることができることを実証する。 

(4) 組織は，(1)の監視測定の結果に基づき，保安活動の改善のために，必要な措

置を講じる。 

(5) 組織は，5.4.2(1)及び 7.1(1)の計画に定めた結果を得ることができない場合

又は当該結果を得ることができないおそれがある場合においては，個別業務等

要求事項への適合性を確保するために，当該プロセスの問題を特定し，当該問

題に対して適切な措置を講じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（
１
）
-
2
-
25 

加工施設事業変更許可申請書（本文（七号）） 設計及び工事に係る品質マネジメントシステム 該当事項 整合性 備考 

 

8.2.4 機器等の検査等 

(1) 組織は，機器等に係る要求事項への適合性を検証するために，個別業務計画

に従って，個別業務の実施に係るプロセスの適切な段階において，使用前事業

者検査等又は自主検査等を実施する。 

(2) 組織は，使用前事業者検査等又は自主検査等の結果に係る記録を作成し，こ

れを管理する。 

(3) 組織は，プロセスの次の段階に進むことの承認を行った要員を特定すること

ができる記録を作成し，これを管理する。 

(4) 組織は，個別業務計画に基づく使用前事業者検査等又は自主検査等を支障な

く完了するまでは，プロセスの次の段階に進むことの承認をしない。ただし，

当該承認の権限を持つ要員が，個別業務計画に定める手順により特に承認をす

る場合は，この限りでない。 

(5) 組織は，保安活動の重要度に応じて，使用前事業者検査等の独立性を確保す

る。 

(6) 組織は，保安活動の重要度に応じて，自主検査等の独立性を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.3 不適合の管理 

(1) 組織は，個別業務等要求事項に適合しない機器等が使用され，又は個別業務

が実施されることがないよう，当該機器等又は個別業務を特定し，これを管理

する。 

(2) 組織は，不適合の処理に係る管理並びにそれに関連する責任及び権限を手順

書等に定める。 

(3) 組織は，次に掲げる方法のいずれかにより，不適合を処理する。 

a. 発見された不適合を除去するための措置を講ずること。 

b. 不適合について，あらかじめ定められた手順により原子力の安全に及ぼす

影響について評価し，機器等の使用又は個別業務の実施についての承認を行

うこと（以下「特別採用」という。）。 

c. 機器等の使用又は個別業務の実施ができないようにするための措置を講ず

 

3.5.5 使用前事業者検査の実施 

使用前事業者検査は，検査要領書の作成，体制の確立を行い実施する。 

ａ．使用前事業者検査の独立性確保 

使用前事業者検査は，当該使用前事業者検査の対象となる機器等の工

事に関与していない要員に実施させることにより，独立性を確保して実

施する。 

ｂ．使用前事業者検査の体制 

使用前事業者検査の体制は，検査要領書で明確にする。 

ｃ．使用前事業者検査の検査要領書の作成 

検査を担当する箇所の長は，適合性確認対象設備が，認可された設工認

に記載された仕様及びプロセスのとおりであること，技術基準規則に適

合していることを確認するため「3.5.2 使用前事業者検査の計画」で決

定した確認方法を基に，使用前事業者検査を実施するための検査要領書

を作成し，検査実施責任者が制定する。 

実施する検査が代替検査となる場合は，代替による使用前事業者検査

の方法を決定する。 

ｄ．使用前事業者検査の実施 

検査実施責任者は，検査を担当する箇所の長の依頼を受け，検査要領書

に基づき，確立された検査体制の下で，使用前事業者検査を実施する。 

 

3.5 使用前事業者検査の方法 

使用前事業者検査は，適合性確認対象設備が，認可された設工認に記載された

仕様及びプロセスのとおりであること，技術基準規則に適合していることを確

認するため，保安規定に基づく使用前事業者検査を計画し，独立性を確保した検

査体制の下，実施する。 

 

 

3.8 不適合管理 

設工認に基づく設計，工事及び検査において発生した不適合については，保安

規定品質マネジメントシステム計画に基づき処置を行う。 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋

設事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシス

テム計画に従い使用前事業者検査の設計のレビュー

の記録を管理していることから整合している。 
 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 設計及び工事の計画では，加工施設事業変更許可

申請書（本文（七号））に基づき定めている濃縮・埋

設事業所加工施設保安規定の品質マネジメントシス

テム計画に従い不適合管理を実施していることから

整合している。 
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ること。 

d. 機器等の使用又は個別業務の実施後に発見した不適合については，その不

適合による影響又は起こり得る影響に応じて適切な措置を講ずること。 

(4) 組織は，不適合の内容の記録及び当該不適合に対して講じた措置（特別採用

を含む。）に係る記録を作成し，これを管理する。 

(5) 組織は，(3)a.の措置を講じた場合においては，個別業務等要求事項への適

合性を実証するための検証を行う。 

 

8.4 データの分析及び評価 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムが実効性のあるものであることを実証す

るため，及び当該品質マネジメントシステムの実効性の改善の必要性を評価す

るために，適切なデータ(監視測定の結果から得られたデータ及びそれ以外の

関連情報源からのデータを含む。) を明確にし，収集し，及び分析する。 

(2) 組織は，(1)のデータの分析及びこれに基づく評価を行い，次に掲げる事項

に係る情報を得る。 

a. 組織の外部の者からの意見の傾向及び特徴その他分析により得られる知見 

b. 個別業務等要求事項への適合性 

c. 機器等及びプロセスの特性及び傾向（是正処置を行う端緒となるものを含

む。） 

d. 調達物品等の供給者の供給能力 

 

8.5 改善 

8.5.1 継続的な改善 

組織は，品質マネジメントシステムの継続的な改善を行うために，品質方針及

び品質目標の設定，マネジメントレビュー及び内部監査の結果の活用，データの

分析並びに是正処置及び未然防止処置の評価を通じて改善が必要な事項を明確

にするとともに，当該改善の実施その他の措置を講じる。 

 

8.5.2 是正処置等 

(1) 組織は，個々の不適合その他の事象が原子力の安全に及ぼす影響に応じて，

次に掲げるところにより，速やかに適切な是正処置を講じる。 

a. 是正処置を講ずる必要性について次に掲げる手順により評価を行うこと。 

(a) 不適合その他の事象の分析及び当該不適合の原因の明確化 

(b) 類似の不適合その他の事象の有無又は当該類似の不適合その他の事象が

発生する可能性の明確化 

b. 必要な是正処置を明確にし，実施すること。 

c. 講じた全ての是正処置の実効性の評価を行うこと。 

d. 必要に応じ，計画において決定した保安活動の改善のために講じた措置を

変更すること。 
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e. 必要に応じ，品質マネジメントシステムを変更すること。 

f. 原子力の安全に及ぼす影響の程度が大きい不適合に関して，根本的な原因

を究明するために行う分析の手順を確立し，実施すること。 

g. 講じた全ての是正処置及びその結果の記録を作成し，これを管理すること。 

(2) 組織は，(1)に掲げる事項について，手順書等に定める。 

(3) 組織は，手順書等に基づき，複数の不適合その他の事象に係る情報から類似

する事象に係る情報を抽出し，その分析を行い，当該類似の事象に共通する原

因を明確にした上で，適切な措置を講じる。 

 

8.5.3 未然防止処置 

(1) 組織は，原子力施設その他の施設の運転経験等の知見を収集し，自らの組織

で起こり得る不適合の重要性に応じて，次に掲げるところにより，適切な未然

防止処置を講じること。 

a. 起こり得る不適合及びその原因について調査すること。 

b. 未然防止処置を講ずる必要性について評価すること。 

c. 必要な未然防止処置を明確にし，実施すること。 

d. 講じた全ての未然防止処置の実効性の評価を行うこと。 

e. 講じた全ての未然防止処置及びその結果の記録を作成し，これを管理する

こと。 

(2) 組織は，(1)に掲げる事項について，手順書等に定める。 
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1. 概要 

本資料は，設計及び工事の計画（以下「設工認」という。）の「設計及び工事に係る

品質マネジメントシステム」（以下「設工認品質管理計画」という。）に基づき，設計

に係る品質管理の方法により行った管理の実績又は行おうとしている管理の計画，並び

に，工事及び検査に係る品質管理の方法，組織等についての具体的な計画を記載する。 

 

2. 基本方針 

本資料では，設工認における，「設計に係る品質管理の方法により行った管理の実績

又は行おうとしている管理の計画」及び「工事及び検査に係る品質管理の方法，組織等

についての具体的な計画」を，以下のとおり説明する。 

 

(1) 設計に係る品質管理の方法により行った管理の実績又は行おうとしている管理の

計画 

「設計に係る品質管理の方法により行った管理の実績又は行おうとしている管理の

計画」として，以下に示す 2 つの段階を経て実施した設計の管理の方法を「3. 設計及

び工事の計画における設計，工事及び検査に係る品質管理の方法等」に記載する。 

具体的には，組織について「3.1  設計，工事及び検査並びに調達に係る組織（組織

内外の相互関係及び情報伝達含む。）」に，実施する各段階について「3.2  設工認に

おける設計，工事及び検査の各段階とその審査」に，品質管理の方法について「3.3  設

計に係る品質管理の方法」に，調達管理の方法について「3.6  設工認における調達管

理の方法」に，文書管理，識別管理，トレーサビリティについて「3.7  記録，識別管

理，トレーサビリティ」に，不適合管理の方法について「3.8 不適合管理」に記載す

る。 

また，これらの方法により行った管理の具体的な実績を，様式－1「本設工認に係る

設計の実績，工事及び検査の計画（例）」（以下「様式－1」という。）に取りまとめ

る。 

 

ａ．核燃料物質の加工の事業に関する規則（以下「加工規則」という。）第三条の二の

二第一項第三号に区分される施設のうち，設工認対象設備に対する加工施設の技

術基準に関する規則（以下「技術基準規則」という。）の条文ごとの基本設計方針

の作成 
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ｂ．前項ａで作成した条文ごとの基本設計方針を基に，技術基準規則等への適合に必要

な設備の設計（作成した条文ごとの基本設計方針に対し，工事を継続又は完了して

いる設備の設計実績等を用いた技術基準規則等への適合に必要な設備の設計を含

む。） 

 

これらの設計に係る記載事項には，設計の要求事項として明確にしている事項

及びその審査に関する事項，設計の体制として組織内外の相互関係，設計開発の各

段階における審査等に関する事項並びに組織の外部の者との情報伝達に関する事

項等を含めて記載する。 

 

(2) 工事及び検査に係る品質管理の方法，組織等についての具体的な計画 

「工事及び検査に係る品質管理の方法，組織等についての具体的な計画」として，設

工認申請（届出）時点で設置されている設備，工事を継続又は完了している設備を含め

た設工認対象設備の工事及び検査に係る品質管理の方法を「3. 設計及び工事の計画に

おける設計，工事及び検査に係る品質管理の方法等」に記載する。 

具体的には，組織について「3.1  設計，工事及び検査並びに調達に係る組織（組織

内外の相互関係及び情報伝達含む。）」に，実施する各段階について「3.2  設工認に

おける設計，工事及び検査の各段階とその審査」に，品質管理の方法について「3.4  工

事に係る品質管理の方法」及び「3.5  使用前事業者検査の方法」に，調達管理の方法

について「3.6  設工認における調達管理の方法」に，文書管理，識別管理，トレーサ

ビリティについて「3.7  記録，識別管理，トレーサビリティ」に，不適合管理の方法

について「3.8  不適合管理」に記載する。 

また，これらの工事及び検査に係る品質管理の方法，組織等についての具体的な計画

を，様式－1 に取りまとめる。 

工事及び検査に係る記載事項には，工事及び検査に係る要求事項として明確にする

事項及びその審査に関する事項，工事及び検査の体制として組織内外の相互関係（使用

前事業者検査の独立性，資源管理及び物品の状態保持に関する事項を含む。），工事及

び検査に必要なプロセスを踏まえた全体の工程及び各段階における監視測定，妥当性

確認及び検査等に関する事項（記録，識別管理，トレーサビリティ等に関する事項を含

む。）並びに組織の外部の者との情報伝達に関する事項等を含めて記載する。 

 

(3) 設工認対象設備の施設管理 

適合性確認対象設備は，必要な機能・性能を発揮できる状態に維持されていることが



 

（２）-1-3 

不可欠であり，その維持の管理の方法について「4. 適合性確認対象設備の施設管理」

で記載する。 

 

(4) 設工認で記載する設計，工事及び検査以外の品質マネジメントシステムに係る活動 

設工認に必要な設計，工事及び検査は，設工認品質管理計画に基づく品質マネジメン

トシステム体制の下で実施するため，上記以外の責任と権限，原子力安全の重視，必要

な要員の力量管理を含む資源の管理及び不適合管理を含む評価及び改善については，

「濃縮・埋設事業所加工施設保安規定」（以下「保安規定」という。）の品質マネジメ

ントシステム計画（以下「保安規定品質マネジメントシステム計画」という。）に従っ

た管理を実施する。 

また，当社の品質マネジメントシステムに係る活動は，健全な安全文化を育成し維持

するための活動と一体となっている。 

 

3. 設計及び工事の計画における設計，工事及び検査に係る品質管理の方法等 

設工認における設計，工事及び検査に係る品質管理は，設工認品質管理計画及び保安

規定品質マネジメントシステム計画に基づき実施する。 

以下に，設計，工事及び検査，調達管理等のプロセスを示す。 

 

3.1 設計，工事及び検査並びに調達に係る組織（組織内外の相互関係及び情報伝達含む。） 

設工認に基づく設計，工事及び検査並びに調達は，第 3.1-1 図に示す組織体制で実

施する。 

また，設計（「3.3  設計に係る品質管理の方法」），工事（「3.4  工事に係る品質

管理の方法」），検査（「3.5 使用前事業者検査の方法」）並びに調達（「3.6  設工

認における調達管理の方法」）の各プロセスを主管する箇所を第 3.1-1 表に示す。 

第 3.1-1 表に示す各プロセスを主管する箇所の長は，担当する設備に関する設計，

工事及び検査並びに調達について，責任と権限を持つ。 

核燃料取扱主任者は，その職務に応じた監督を行う。 

品質管理に係るプロセスの取りまとめを主管する箇所の長は，第 3.1-1 図に示す組

織体制が機能していることの確認及び本資料の取りまとめを行う。 

設計から工事及び検査への設計結果の伝達，当社から供給者への情報伝達など，組織

内外や組織間の情報伝達については，設工認に従い確実に実施する。 
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3.1.1 設計に係る組織 

設工認に基づく設計は，第 3.1-1 表に示す主管箇所のうち，「3.3 設計に係る品質

管理の方法」に係る箇所が設計を主管する組織として実施する。 

この設計に必要な資料の作成を行うため，第 3.1-1 図に示す体制を定めて設計に係

る活動を実施する。 

また，設工認に基づき実施した施設ごとの具体的な体制について，設工認に示す設

計の段階ごとに様式－1 に取りまとめる。 

 

3.1.2 工事及び検査に係る組織 

設工認に基づく工事は，第 3.1-1 表に示す主管箇所のうち，「3.4 工事に係る品質

管理の方法」に係る箇所が工事を主管する組織として実施する。 

設工認に基づく検査は，第 3.1-1 表に示す主管箇所のうち，「3.5 使用前事業者検

査の方法」に係る箇所が検査を担当する組織として実施する。 

また，設工認に基づき実施した施設ごとの具体的な体制について，設工認に示す工

事及び検査の段階ごとに様式－1 に取りまとめる。 

 

3.1.3 調達に係る組織 

設工認に基づく調達は，第 3.1-1 表に示す組織の調達を主管する箇所で実施する。 

また，設工認に基づき実施した施設ごとの具体的な体制について，設工認に示す設

計，工事及び検査の段階ごとに様式－1 に取りまとめる。
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第 3.1-1図 適合性確認に関する体制  

社  長 

濃縮事業部長 

核燃料取扱主任者 

品質・保安会議 

濃 縮 安 全 委 員 会 

安全・品質本部長 

放
射
線
管
理
課
長 

廃
棄
物
管
理
課
長 

品
質
保
証
課
長
（
※
１
） 

電
気
計
装
保
全
課
長
（
※
７
，
※
８
） 

機
械
保
全
課
長
（
※
２
，
※
７
，
※
８
） 

監査室長 

安全・品質改革委員会 

保
全
管
理
課
長 

運
営
管
理
課
長 

施
設
計
画
課
長
（
※
３
） 

警
備
課
長 

調達室長 

濃
縮
安
全
・
品
質
部
長 

放
射
線
管
理
部
長 

濃
縮
保
全
部
長 

濃
縮
運
転
部
長 

資
材
部
長
（
※
４
，
※
５
，
※
６
） 

運
転
管
理
課
長 

ウラン濃縮工場長 

※1：品質管理に係るプロセスの取りまとめを主管する箇所の長 
※2：容器等の主要な溶接部に係る検査を担当する箇所の長 
※3：設工認申請書の作成を主管する箇所の長 
※4：供給者の評価を主管する箇所の長 
※5：契約を主管する箇所の長 
※6：供給者に対する監査を主管する箇所の長 
※7：設計又は工事を主管する箇所の長 
※8：検査を担当する箇所の長 
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第 3.1-1 表 設計及び工事の実施の体制 

プロセス 主管箇所 

3.3 設計に係る品質管理の方法 
濃縮事業部 ウラン濃縮工場 濃縮保全部 
（機械保全課，電気計装保全課） 

3.4 工事に係る品質管理の方法 
濃縮事業部 ウラン濃縮工場 濃縮保全部 
（機械保全課，電気計装保全課） 

3.5 使用前事業者検査の方法 

濃縮事業部 ウラン濃縮工場 濃縮保全部 
（保全管理課，機械保全課，電気計装保全課） 
濃縮事業部 ウラン濃縮工場 濃縮運転部 
（運転管理課） 
濃縮事業部 濃縮安全・品質部 
（品質保証課） 

3.6 設工認における調達管理の方法 
濃縮事業部 ウラン濃縮工場 濃縮保全部 
（機械保全課，電気計装保全課） 
調達室 資材部 
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3.2 設工認における設計，工事及び検査の各段階とその審査 

3.2.1 設計及び工事のグレード分けの適用 

設工認における設計は，設工認申請（届出）時点で設置されている設備を含めた設工認

対象設備に対し，第 3.2-1表に示す「設工認における設計，工事及び検査の各段階」に従

って技術基準規則等の要求事項への適合性を確保するために実施する工事の設計である。 

この設計は，設工認品質管理計画「3.2.1  設計及び工事のグレード分けの適用」（添付

－1「当社加工施設におけるグレード分けの考え方」参照）に示すグレードに従い管理を実

施する。 

 

3.2.2 設計，工事及び検査の各段階とその審査 

設工認における設計，工事及び検査の各段階と保安規定品質マネジメントシステム計画

との関係を第 3.2-1表に示す。 

また，適合性確認に必要な作業と検査の繋がりを第 3.2-1図に示す。 

なお，加工規則第三条の二の二第一項第三号に区分される施設のうち，設工認申請（届

出）が不要な工事を行う場合は，設工認品質管理計画のうち，必要な事項を適用して設計，

工事及び検査を実施し，認可された設工認に記載された仕様及びプロセスのとおりである

こと，技術基準規則に適合していることを確認する。 

設計又は工事を主管する箇所の長及び検査を担当する箇所の長は，第 3.2-1 表に示す

「保安規定品質マネジメントシステム計画の対応項目」ごとのアウトプットに対する審査

（以下「レビュー」という。）を実施するとともに，記録を管理する。 

なお，設計の各段階におけるレビューについては，第 3.1-1表に示す設計及び工事を主

管する組織の中で当該設備の設計に関する専門家を含めて実施する。 

設工認のうち，容器等の主要な溶接部に対する必要な検査は，「3.3 設計に係る品質管

理の方法」，「3.4 工事に係る品質管理の方法」，「3.5 使用前事業者検査の方法」及

び「3.6 設工認における調達管理の方法」に示す管理（第 3.2-1 表における「3.3.3(1) 

基本設計方針の作成（設計 1）」～「3.6 設工認における調達管理の方法」）のうち，必

要な事項を適用して設計，工事及び検査を実施し，認可された設工認に記載された仕様及

びプロセスのとおりであること，技術基準規則に適合していることを確認する。
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第 3.2-1表 設工認における設計，工事及び検査の各段階 

各段階 

保安規定品質マネジ

メントシステム計画

の対応項目 

概 要 

設
計 

3.3 
設計に係る品質管理

の方法 
7.3.1設計開発計画 

適合性を確保するために必要な設計

を実施するための計画 

3.3.1 

適合性確認対象設備

に対する要求事項の

明確化 7.3.2 設計開発に用い

る情報 

設計に必要な技術基準規則等の要求

事項の明確化 

3.3.2 

各条文の対応に必要

な適合性確認対象設

備の選定 

技術基準規則等に対応するための設

備・運用の抽出 

3.3.3(1)1) 
基本設計方針の作成

（設計 1） 

7.3.3 設計開発の結果

に係る情報 

要求事項を満足する基本設計方針の

作成 

3.3.3(2)1) 

適合性確認対象設備

の各条文への適合性

を確保するための設

計（設計 2） 

7.3.3 設計開発の結果

に係る情報 

適合性確認対象設備に必要な設計の

実施 

3.3.3(3) 
設計のアウトプット

に対する検証 
7.3.5設計開発の検証 

基準適合性を確保するための設計の

妥当性のチェック 

3.3.4 1) 設計における変更 
7.3.7 設計開発の変更

の管理 
設計対象の追加や変更時の対応 

工
事
及
び
検
査 

3.4.1 1) 

設工認に基づく具体

的な設備の設計の実

施（設計 3） 

7.3.3 設計開発の結果

に係る情報 

7.3.5設計開発の検証 

設工認を実現するための具体的な設

計 

3.4.2 
具体的な設備の設計

に基づく工事の実施 
― 適合性確認対象設備の工事の実施 

3.5.1 
使用前事業者検査で

の確認事項 
― 

適合性確認対象設備が，認可された

設工認に記載された仕様及びプロセ

スのとおりであること，技術基準規

則に適合していること 

3.5.2 
使用前事業者検査の

計画 
― 

適合性確認対象設備が，認可された

設工認に記載された仕様及びプロセ

スのとおりであること，技術基準規

則に適合していることを確認する計

画と方法の決定 

3.5.3 検査計画の管理 ― 
使用前事業者検査を実施する際の工

程管理 

3.5.4 

容器等の主要な溶接

部に係る使用前事業

者検査の管理 

― 

容器等の主要な溶接部に係る使用前

事業者検査を実施する際のプロセス

の管理 

3.5.5 
使用前事業者検査の

実施 

7.3.6 設計開発の妥当

性確認 

8.2.4 機器等の検査

等 

適合性確認対象設備が，認可された

設工認に記載された仕様及びプロセ

スのとおりであること，技術基準規

則に適合していることを確認 

調
達 

3.6 
設工認における調達

管理の方法 

7.4調達 

8.2.4 機器等の検査

等 

適合性確認に必要な，設計，工事及び

検査に係る調達管理 

注記 1):「3.2.2 設計，工事及び検査の各段階とその審査」で述べている「設計の各段階にお
けるレビュー」の各段階を示す。  
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3.3 設計に係る品質管理の方法 

設計を主管する箇所の長は，設工認における技術基準規則等への適合性を確保するため

の設計として，「要求事項の明確化」，「適合性確認対象設備の選定」，「基本設計方針の

作成」及び「適合性を確保するための設計」，「設計のアウトプットに対する検証」の各段

階を実施する。 

以下に各段階の活動内容を示す。 

 

3.3.1 適合性確認対象設備に対する要求事項の明確化 

設計を主管する箇所の長は，以下の事項により，設工認に必要な要求事項を明確にする。 

・「加工施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則（平成 25 年原子力規制委員会

規則第 17号）」（以下「事業許可基準規則」という。）に適合しているとして許可さ

れた「六ケ所ウラン濃縮工場 核燃料物質加工事業変更許可申請書」（以下「事業変

更許可申請書」という。） 

・技術基準規則 

また，必要に応じて以下を参照する。 

・許可された事業変更許可申請書の添付書類 

・事業許可基準規則の解釈 

・技術基準規則の解釈 

 

3.3.2 各条文の対応に必要な適合性確認対象設備の選定 

設計を主管する箇所の長は，適合性確認対象設備に対する技術基準規則への適合性を確

保するため，事業変更許可申請書に記載されている設備及び技術基準規則への対応に必要

な設備（運用を含む。）を，実際に使用する際の系統又は構成で必要となる設備を含めた

適合性確認対象設備として以下に従って抽出する。 

適合性確認対象設備を明確にするため，設工認の対象となる設備・運用を，要求事項へ

の適合性を確保するために実際に使用する際の系統・構成で必要となる設備・運用を考慮

しつつ第 3.3-1図に示すフローに基づき抽出する。 

抽出した結果を様式－2「設備リスト（例）」（以下「様式－2」という。）の該当する

条文の設備等欄に整理するとともに，設備／運用，既設／新設，常設／可搬，要求事項に

対して必須の設備・運用の有無，仕様表作成対象設備に該当の有無，既設工認での記載の

有無，加工規則及び事業変更許可申請書に関連する施設区分／設備区分並びに事業変更許

可申請書での仕様情報記載の有無を明確にする。 
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3.3.3 設工認における設計及び設計のアウトプットに対する検証 

設計を主管する箇所の長は，適合性確認対象設備の技術基準規則等への適合性を確保す

るための設計を以下のとおり実施する。 

・「設計 1」として，技術基準規則等の適合性確認対象設備に必要な要求事項を基に，

必要な設計を漏れなく実施するための基本設計方針を明確化する。 

・「設計 2」として，「設計 1」の結果を用いて適合性確認対象設備に必要な詳細設計を

実施する。 

・「設計 1」及び「設計 2」の結果を用いて，設工認に必要な書類等を作成する。 

・「設計のアウトプットに対する検証」として，「設計 1」及び「設計 2」の結果につい

て，検証を実施する。 

これらの具体的な活動を以下のとおり実施する。 

 

(1) 基本設計方針の作成（設計 1） 

設計を主管する箇所の長は，様式－2で整理した適合性確認対象設備に対する詳細設計

を「設計 2」で実施するに先立ち，技術基準規則等の適合性確認対象設備に必要な要求事

項に対する設計を漏れなく実施するために，以下により適合性確認対象設備ごとに適用

される技術基準規則の条項号を明確にするとともに，技術基準規則の条文ごとに各条文

に関連する要求事項を用いて設計項目を明確にした基本設計方針を作成する。 

 

ａ．適合性確認対象設備と適用条文の整理 

設計を主管する箇所の長は，適合性確認対象設備の技術基準規則への適合に必要な設

計を確実に実施するため，以下により，適合性確認対象設備ごとに適用される技術基準

規則の条文を明確にする。 

 

(a) 技術基準規則の条文ごとに各施設との関係を明確にし，明確にした結果とその理由

を，様式－3「技術基準規則の各条文と各施設における適用要否の考え方（例）」（以

下「様式－3」という。）の「適用要否判断」欄及び「理由」欄に取りまとめる。 

(b) 様式－3に取りまとめた結果を，様式－4「施設と条文の対比一覧表（例）」（以下

「様式－4」という。）の該当箇所の星取りにて取りまとめることにより，施設ごとに

適用される技術基準規則の条文を明確にする。 

(c) 様式－2で明確にした適合性確認対象設備を施設区分，設備区分ごとに，様式－5「設

工認添付書類星取表（例）」（以下「様式－5」という。）で機器として整理する。 

また，様式－4で取りまとめた結果を用いて，設備ごとに適用される技術基準規則の
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条番号を明確にし，技術基準規則の各条番号と設工認との関連性を含めて，様式－5で

整理する。 

 

ｂ．技術基準規則条文ごとの基本設計方針の作成 

設計を主管する箇所の長は，以下により，技術基準規則等の適合性確認対象設備に必

要な要求事項を具体化し，漏れなく適用していくための基本設計方針を技術基準規則の

条文ごとに作成する。 

なお，基本設計方針の作成に当たっての統一的な考え方を添付－2「技術基準規則ご

との基本設計方針の作成に当たっての基本的な考え方」に示す。 

 

(a) 様式－7「要求事項との対比表（例）」（以下「様式－7」という。）に，基本設計方

針の作成に必要な情報として，技術基準規則の各条文及びその解釈，並びに関係する

事業変更許可申請書本文及びその添付書類に記載されている内容を原文のまま引用し，

その内容を見ながら，設計すべき項目を基本設計方針として漏れなく作成する。 

(b) 基本設計方針の作成に併せて，基本設計方針として記載する事項及びそれらの設工

認申請書の添付書類作成の考え方（理由），基本設計方針として記載しない場合の考え

方，並びに詳細な検討が必要な事項として含めるべき設工認申請書の添付書類との関

係を明確にし，それらを様式－6「各条文の設計の考え方（例）」（以下「様式－6」と

いう。）に取りまとめる。 

(c) (a)及び(b)で作成した条文ごとの基本設計方針を整理した様式－7 及び基本設計方

針作成時の考え方を整理した様式－6，並びに各施設に適用される技術基準規則の条文

を明確にした様式－4を用いて，施設ごとの基本設計方針を作成する。 

(d) 作成した基本設計方針を基に，抽出した適合性確認対象設備に対する耐震重要度分

類，機種分類，兼用する際の登録の考え方及び当該適合性確認対象設備に必要な設工

認申請書の添付書類との関連性等を様式－5で明確にする。 

 

(2) 適合性確認対象設備の各条文への適合性を確保するための設計（設計 2） 

設計を主管する箇所の長は，様式－2で整理した適合性確認対象設備に対し，変更があ

った要求事項への適合性を確保するための詳細設計を，「設計 1」の結果を用いて実施す

る。 

 

ａ．基本設計方針の整理 

設計を主管する箇所の長は，基本設計方針（「3.3.3(1) 基本設計方針の作成（設計
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1）」参照）に基づく設計の実施に先立ち，基本設計方針に従った設計を漏れなく実施す

るため，基本設計方針の内容を以下の流れで分類し，技術基準規則への適合性の確保が

必要な要求事項を整理する。 

 

(a) 条文ごとに作成した基本設計方針を設計項目となるまとまりごとに整理する。 

(b) 整理した設計方針を分類するためのキーワードを抽出する。 

(c) 抽出したキーワードを基に要求事項を第 3.3-1表に示す要求種別に分類する。 

(d) 分類した結果を，設計項目となるまとまりごとに，様式－8「基準適合性を確保する

ための設計結果と適合性確認状況一覧表（例）」（以下「様式－8」という。）の「基

本設計方針」欄に整理する。 

(e) 設工認の設計に不要な以下の基本設計方針を，様式－8 の該当する基本設計方針に

網掛けすることにより区別し，設計が必要な要求事項に変更があった条文に対応した

基本設計方針を明確にする。 

・定義（基本設計方針で使用されている用語の説明） 

・冒頭宣言（設計項目となるまとまりごとの概要を示し，冒頭宣言以降の基本設計方針

で具体的な設計項目が示されているもの） 

・規制要求に変更のない既設設備に適用される基本設計方針（既設設備のうち，過去に

当該要求事項に対応するための設計が行われており，様式－4及び様式－5で従来の

技術基準規則から変更がないとした条文に対応した基本設計方針） 

・適合性確認対象設備に適用されない基本設計方針（当該適合性確認対象設備に適用

されず，設計が不要となる基本設計方針） 

 

ｂ．適合性確認対象設備の各条文への適合性を確保するための設計（対象設備の仕様を含

む。） 

設計を主管する箇所の長は，適合性確認対象設備を技術基準規則に適合したものとす

るために，以下により，必要な詳細設計を実施する。 

また，具体的な設計の流れを第 3.3-2図に示す。 

 

(a) 第 3.3-1表に示す「要求種別」ごとの「主な設計事項」に示す内容について，「3.7.1  

文書及び記録の管理」で管理されている設計図書等の記録をインプットとして，基本

設計方針に対し，適合性確認対象設備が技術基準規則等への必要な設計要求事項の適

合性を確保するために必要な詳細設計の方針（要求機能，性能目標，防護方針等を含

む。）を定めるための設計を実施する。 
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(b) 様式－6 で明確にした詳細な検討を必要とした事項を含めて詳細設計を実施すると

ともに，以下に該当する場合は，その内容に従った詳細設計を実施する。 

 

ア．評価を行う場合 

詳細設計として評価（解析を含む。）を実施する場合は，基本設計方針を基に詳細

な評価方針及び評価方法を定めた上で，評価を実施する。 

また，評価の実施において，解析を行う場合は，「3.3.3(2)ｃ.詳細設計の品質を確

保する上で重要な活動の管理」に基づく管理により品質を確保する。 

イ．複数の機能を兼用する設備の設計を行う場合 

複数の機能(施設間を含む。)を兼用する設備の設計を行う場合は，兼用するすべて

の機能を踏まえた設計を確実に実施するため，組織間の情報伝達を確実に実施し，兼

用する機能ごとの系統構成を把握し，兼用する機能を集約した上で，兼用するすべて

の機能を満たすよう設計を実施する。 

ウ．設備設計を他設備の設計に含めて設計を行う場合 

設備設計を他設備の設計に含めて設計を行う場合は，設計が行われることを確実に

するために，組織間の情報伝達を確実に実施し，設計をまとめて実施する側で複数の

対象を考慮した設計を実施したのち，設計を委ねた側においても，その設計結果を確

認する。 

エ．他施設と共用する設備の設計を行う場合 

他施設と共用する設備の設計を行う場合は，設計が確実に行われることを確実にす

るため，組織間の情報伝達を確実に実施し，施設ごとの設計範囲を明確にし，必要な

設計が確実に行われるよう管理する。 

 

上記ア～エの場合において，設計の妥当性を検証し，詳細設計方針を満たすことを

確認するために検査を実施しなければならない場合は，条件及び方法を定めた上で実

施する。 

また，これらの設計として実施したプロセスを様式－1 に取りまとめるとともに，

設計結果を，様式－8の「設工認設計結果（設計方針）」欄に整理する。 

 

(c) 第 3.3-1 表に示す要求種別のうち「運用要求」に分類された基本設計方針について

は，基本設計方針を作成した箇所の長にて，保安規定に必要な対応を取りまとめる。  
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第 3.3-1表 要求種別ごとの適合性の確保に必要となる主な設計事項と 

その妥当性を示すための記録との関係 

要求種別 主な設計事項 
設計方針の妥当性を示す

記録 

設
備 

設
計
要
求 

設
置
要
求 

目的とする機能・
性能を有する設備
の選定 

目的とする機能・性能を
有する設備の選定 
配置設計 

・設計資料 
・設計図書（図面，設備
仕様書） 

等 

機
能
要
求 

目的とする機能・
性能を実際に発揮
させるために必要
な具体的な系統構
成・設備構成 

設置変更許可申請書の記
載を基にした，実際に使
用する系統構成・設備構
成の決定 

・設計資料 
・設計図書（図面，設備
仕様書） 

等 

目的とする機能・
性能を実際に発揮
させるために必要
な具体的な仕様 

仕様設計 
構造設計 
強度設計（機器に応じて） 

・設計資料 
・設計図書（図面，設備
仕様書，カタログ等） 

・算出根拠（計算式等） 
等 

評
価
要
求 

対象設備が目的と
する機能・性能を
持つことを示すた
めの方法とそれに
基づく評価 

仕様決定のための解析 
条件設定のための解析 
実証試験 
技術基準規則に適合して
いることの確認のための
解析（耐震評価，耐環境
評価） 

・設計資料 
・有効性評価結果（事業
変更許可申請書での安
全解析の結果を含む。） 

・設計図書（解析計画，
解析方針） 

・手計算結果 
等 

運
用 

運
用
要
求 

保安規定で定める
必要がある運用方
法とそれに基づく
計画 

維持又は運用のための計
画の作成 

－ 
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ｃ．詳細設計の品質を確保する上で重要な活動の管理 

設計を主管する箇所の長は，詳細設計の品質を確保する上で重要な活動となる，「調

達による解析」及び「手計算による自社解析」について，以下の活動を実施し，品質を

確保する。 

 

(a) 調達による解析の管理 

基本設計方針に基づく詳細設計で解析を実施する場合は，解析結果の信頼性を確保

するため，設工認品質管理計画に基づく品質マネジメントシステムに係る活動を行う

上で，特に以下の点に配慮した活動を実施し，品質を確保する。 

 

ア．調達による解析 

調達により解析を実施する場合は，供給者に対し，解析の信頼性確保に係る以下に

示す管理を確実にするための品質マネジメントシステム体制の構築等に関する調達

要求事項を仕様書により要求し，それに従った解析業務を実施させるよう「3.6  設

工認における調達管理の方法」に従った調達管理を実施する。 

 

(ｱ) 解析業務の管理 

調達により解析を実施する場合には，解析の信頼性を確保するため，仕様書におい

て，当該評価を行った作成者以外の者が審査及び承認すること，異なる計算方法等に

より計算結果の妥当性を確認すること，解析コードの変更に係る教育管理を行うこと，

具体的な実施方法を明記した実施計画書を提出すること等を供給者へ要求する。 

また，供給者より実施計画書を受領し，実施計画書の妥当性を確認するとともに，

当該解析の完了後，供給者から実施結果の記録を受領し，実施計画書どおりに適切に

実施されているかを複数の者によるチェック後，チェック結果を評価した上で承認す

ることで，解析の信頼性を確保する。 

 

(b) 手計算による自社解析 

自社で実施する解析（手計算）は，評価を実施するために必要な計算方法及び入力デ

ータを明確にした上で，当該業務の力量を持つ要員が実施する。 

また，実施した解析結果に間違いがないようにするために，入力根拠，入力結果及び

解析結果について，解析を実施した者以外の者によるダブルチェックを実施し，解析

結果の信頼性を確保する。 
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(3) 設計のアウトプットに対する検証 

設計を主管する箇所の長は，「3.3.3  設工認における設計及び設計のアウトプットに

対する検証」の「設計 1」及び「設計 2」で取りまとめた様式－8 を設計のアウトプット

として，これが設計のインプット（「3.3.1  適合性確認対象設備に対する要求事項の明

確化」及び「3.3.2  各条文の対応に必要な適合性確認対象設備の選定」参照）で与えら

れた要求事項に対する適合性を確認した上で，要求事項を満たしていることの検証を，

組織の要員に指示する。 

なお，この検証は適合性確認を実施した者の業務に直接関与していない者に実施させ

る。 

 

(4) 設工認申請（届出）書の作成 

設工認申請書の作成を主管する箇所の長は，設計を主管する箇所の長が設工認の設計

として実施した「3.3.3(1) 基本設計方針の作成（設計 1）」及び「3.3.3(2) 適合性確認

対象設備の各条文への適合性を確保するための設計（設計 2）」からのアウトプットを基

に，設工認申請書を作成する。 

 

ａ．仕様表の作成 

設工認申請書の作成を主管する箇所の長は，「3.3.3(2) 適合性確認対象設備の各条

文への適合性を確保するための設計（設計 2）」の設計結果及び図面等の設計資料を基

に，必要な事項（種類，主要寸法，材料，個数等）を設備ごとに表（仕様表）又は図面

等に取りまとめる。 

 

ｂ．施設ごとの基本設計方針のまとめ 

設工認申請書の作成を主管する箇所の長は，「3.3.3(1)ｂ．技術基準規則条文ごとの

基本設計方針の作成」で作成した施設ごとの基本設計方針を基にまとめ直すことにより，

設工認として必要な基本設計方針を作成する。 

また，技術基準規則に規定される機能・性能を満足させるための基本的な規格及び基

準を，「適用基準及び適用規格」として作成する。 

 

ｃ．工事の方法の作成 

設工認申請書の作成を主管する箇所の長は，適合性確認対象設備等が，期待される機

能を確実に発揮することを示すため，当該工事の手順並びに使用前事業者検査の項目及

び方法を記載するとともに，工事中の従事者及び公衆に対する放射線管理や他の設備に
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対する悪影響防止等の観点から特に留意すべき事項を「工事の方法」として作成する。 

 

ｄ．各添付書類の作成 

設工認申請書の作成を主管する箇所の長は，「3.3.3(2) 適合性確認対象設備の各条

文への適合性を確保するための設計（設計 2）」の設計結果及び図面等の設計資料等を

基に，基本設計方針に対する詳細設計の結果，及び設計の妥当性に関する説明が必要な

事項を取りまとめた様式－6 及び様式－7 を用いて，設工認に必要な添付書類を作成す

る。 

 

ｅ．設工認申請書案のチェック 

設工認申請書の作成を主管する箇所の長は，作成した設工認申請書案について，要員

を指揮して，以下の要領でチェックする。 

 

(a) 設工認申請書の作成を主管する箇所において，チェック分担を明確にしてチェック

する。 

(b) チェックの結果としてコメントが付されている場合は，その反映要否を検討し，必

要に応じ資料を修正した上で，再度チェックする。 

(c) 必要に応じこれらを繰り返し，設工認申請書案のチェックを完了する。 

 

(5) 設工認申請（届出）書の承認 

「3.3.3(3) 設計のアウトプットに対する検証」及び「3.3.3(4)ｅ．設工認申請書案の

チェック」を実施した設工認申請書案について，設工認申請の作成を主管する箇所の長

は，濃縮安全委員会へ付議し，審議を受けるとともに，核燃料取扱主任者の確認を受け

る。 

また，濃縮事業部長は，濃縮安全委員会の審議等を受けた設工認申請書について，原子

力規制委員会及び経済産業大臣への提出手続きを承認する。 

 

3.3.4 設計における変更 

設計を主管する箇所の長は，設計対象の追加又は変更が必要となった場合，「3.3.1  適

合性確認対象設備に対する要求事項の明確化」～「3.3.3  設工認における設計及び設計

のアウトプットに対する検証」の各設計結果のうち，影響を受けるものについて必要な設

計を実施し，影響を受けた段階以降の設計結果を必要に応じ修正する。 
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3.4 工事に係る品質管理の方法 

工事を主管する箇所の長は，設工認に基づく具体的な設備の設計の実施及びその結果を

反映した設備を導入するために必要な工事を，「3.6  設工認における調達管理の方法」の

管理を適用して実施する。 

 

3.4.1 設工認に基づく具体的な設備の設計の実施（設計 3） 

工事を主管する箇所の長は，工事段階において，以下のいずれかの方法で，設工認を実

現するための具体的な設計（設計 3）を実施し，決定した具体的な設備の設計結果（既に

工事を着手し設置を終えている設備について，既に実施された具体的な設計の結果が設工

認に適合していることを確認することを含む。）を様式－8 の「設備の具体的設計結果」

欄に取りまとめる。 

 

(1) 自社で設計する場合 

工事を主管する箇所の長は，「設計 3」を実施する。 

 

(2) 「設計 3」を工事を主管する箇所の長が調達しかつ調達管理として「設計 3」を管理す

る場合 

ａ．単一の工事を主管する箇所の長が調達しかつ調達管理する場合 

工事を主管する箇所の長は，「3.6  設工認における調達管理の方法」に従った

調達により「設計 3」を実施する。 

また，工事を主管する箇所の長は，その調達の中で供給者が実施する「設計 3」の

管理を，調達管理として詳細設計の検証及び妥当性確認を行うことにより管理する。 

ｂ．単一の工事を主管する箇所の長が調達し複数の工事を主管する箇所の長が調達管

理する場合 

工事を主管する箇所の長のうち，調達を取りまとめる箇所の長は，「3.6  設工

認における調達管理の方法」に従った調達により「設計 3」を実施する。 

また，工事を主管する箇所の長は，その調達の中で供給者が実施する「設計 3」の

管理を，それぞれ調達管理として詳細設計の検証及び妥当性確認を行うことにより

管理する。 

 

3.4.2 具体的な設備の設計に基づく工事の実施 

工事を主管する箇所の長は，設工認に基づく設備を設置するための工事を，「工事の方

法」に記載された工事の手順並びに「3.6  設工認における調達管理の方法」に従い実施
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する。 

なお，この工事の中で使用前事業者検査を実施する場合は，「3.6 設工認における調達

管理の方法」に従った調達製品の検証の中で使用前事業者検査を含めて実施する。 

また，設工認に基づき設置する設備のうち，既に工事を着手し設置を終えている設備に

ついては，以下のとおり取り扱う。 

 

(1) 既に工事を着手し設置を完了し調達製品の検証を完了している適合性確認対象設備 

設工認に基づく設備を設置する工事のうち，既に工事を着手し設置を完了して調達製

品の検証を完了している適合性確認対象設備については，「3.5 使用前事業者検査の方

法」の段階から実施する。 

 

(2) 既に工事を着手し完了し調達製品の検証段階の適合性確認対象設備 

設工認に基づく設備を設置する工事のうち，既に工事を着手し設置を完了して調達製

品の検証段階の適合性確認対象設備については，「3.5 使用前事業者検査の方法」の段

階から実施する。 

 

(3) 既に工事を着手し工事を継続している適合性確認対象設備 

設工認に基づく設備を設置する工事のうち，既に工事を着手し工事を継続している適

合性確認対象設備については，「3.6 設工認における調達管理の方法」に従い，着手時点

のグレードに応じた工事を継続して実施するとともに，「3.5 使用前事業者検査の方法」

の段階から実施する。 

なお，この工事の中で適合性確認を実施する場合は，「3.6 設工認における調達管理

の方法」に従った調達製品の検証の中で実施する。 

 

3.5 使用前事業者検査の方法 

使用前事業者検査は，適合性確認対象設備が，認可された設工認に記載された仕様及び

プロセスのとおりであること，技術基準規則に適合していることを確認するため，保安規

定に基づく使用前事業者検査を計画し，「検査および試験管理要則」及び「加工施設 施設

管理要領」に従い，工事に関与していない要員による独立性を確保した検査体制の下，実施

する。 

 

3.5.1 使用前事業者検査での確認事項 

使用前事業者検査は，適合性確認対象設備が，認可された設工認に記載された仕様及び
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プロセスのとおりであること，技術基準規則に適合していることを確認するために，以下

の項目について検査を実施する。 

① 実設備の仕様の適合性確認 

② 実施した工事が，「3.4.1 設工認に基づく具体的な設備の設計の実施（設計 3）」及

び「3.4.2 具体的な設備の設計に基づく工事の実施」に記載したプロセス並びに「工事

の方法」のとおり行われていること。 

これらの項目のうち，①を設工認品質管理計画の第 3.5-1 表に示す検査として，②を

品質マネジメントシステムに係る検査（以下「QA検査」という。）として実施する。 

②については工事全般に対して実施するものであるが，工事実施箇所が「3.5.4容器等

の主要な溶接部に係る使用前事業者検査の管理」を実施する場合は，工事実施箇所が実

施する溶接に関するプロセス管理が適切に行われていることの確認を QA 検査に追加す

る。 

また，QA 検査では上記②に加え，上記①のうち工事実施箇所が実施する検査の，記録

（工事実施箇所が採取した記録・材料検査証明書（ミルシート）等）の信頼性確認（記録

確認検査や抜取検査の信頼性確保）を行い，設工認に基づく検査の信頼性を確保する。 

 

3.5.2 使用前事業者検査の計画 

検査を担当する箇所の長は，適合性確認対象設備が，認可された設工認に記載された仕

様及びプロセスのとおりであること，技術基準規則に適合していることを確認するため，

技術基準規則に適合するよう実施した設計結果を取りまとめた様式－8 に示された「設工

認設計結果（設計方針）」欄ごとに設計の妥当性確認を含む使用前事業者検査を計画する。 

使用前事業者検査は，「工事の方法」に記載された使用前事業者検査の項目及び方法並

びに第 3.3-1表の要求種別ごとに第 3.5-1表に示す確認項目，確認視点及び主な検査項目

を基に計画する。 

適合性確認対象設備のうち，技術基準規則上の措置（運用）に必要な設備についても，

使用前事業者検査を計画する。 

 

(1) 使用前事業者検査の方法の決定 

検査を担当する箇所の長は，「工事の方法」に記載された使用前事業者検査の項目及び

方法並びに第 3.3-1 表の要求種別ごとに定めた第 3.5-1 表に示す確認項目，確認視点，

主な検査項目の考え方を使って，確認項目ごとに設計結果に関する具体的な検査概要及

び判定基準を以下の手順により使用前事業者検査の方法として明確にする。第 3.5-1 表

の検査項目ごとの概要及び判定基準の考え方を第 3.5-2表に示す。 
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ａ．様式－8 の「設工認設計結果（設計方針）」及び「設備の具体的設計結果」欄に記載

された内容と該当する要求種別を基に，検査項目を決定する。 

 

ｂ．決定された検査項目より，第 3.5-2表に示す「検査項目，検査概要，判定基準の考え

方について（代表例）」及び「工事の方法」を参照し適切な検査方法を決定する。 

 

ｃ．決定した各設備に対する以下の内容を，様式－8 の「確認方法」欄に取りまとめる。

なお，「確認方法」欄では，以下の内容を明確にする。 

(a) 検査項目 

(b) 検査方法 

 

 

第 3.5-1表 要求事項に対する確認項目及び確認の視点 

要求種別 確認項目 確認視点 主な検査項目 

設
備 

設
計
要
求 

設
置
要
求 

名称，取付箇所，
個数，設置状態，
保管状態 

設計要求どおりの名
称，取付箇所，個数で
設置されていること
を確認する。 

外観検査 
据付・外観検査 
状態確認検査 

機
能
要
求 

材料，寸法，耐
圧・漏えい等の構
造，強度に係る仕
様（要目表） 

要目表の記載どおり
であることを確認す
る。 

材料検査 
構造検査 
強度検査 
外観検査 
寸法検査 
耐圧・漏えい検査 
据付・外観検査 
機能・性能検査 
状態確認検査 

系統構成，系統隔
離，可搬設備の接
続性 

実際に使用できる系
統構成になっている
ことを確認する。 

上記以外の所要の
機能要求事項 

目的とする機能・性能
が発揮できることを
確認する。 

評
価
要
求 

解析書のインプッ
ト条件等の要求事
項 

評価条件を満足して
いることを確認する。 

内容に応じて，基盤検
査，設置要求の検査，機
能要求の検査を適用 

運
用 

運
用
要
求 

手順確認 
（保安規定） 
手順化されているこ
とを確認する。 

状態確認検査 
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第 3.5-2 表  検査項目，検査概要及び判定基準の考え方について（代表例） 

検査項目 検査概要 1) 判定基準の考え方 

共 

通 

材料検査 ・使用されている材料の化学成分，機械的強度等が設工認のとおりであることを確認する。 ・設工認のとおりであること。 

状態確認検査 

・設置要求における機器保管状態，設置状態，接近性，分散配置及び員数が設工認に記載のとおりであることを確認する。 ・設工認のとおりであること。 

・評価要求に対するインプット条件(耐震サポート等)との整合性を確認する。 ・設工認のとおりであること。 

・運用要求における手順が整備され，利用できることを確認する。 ・運用された手順が整備され，利用できること。 

建
物
・
構
築
物 

基盤検査 ・基盤の高さ，岩質，強度が設工認のとおりであることを確認する。 ・設工認のとおりであること。 

構造検査 ・主要寸法，据付状態等が設工認のとおりであることを確認する。 ・設工認のとおりであること。 

強度検査 ・コンクリートの強度が設工認のとおりであることを確認する。 ・設工認のとおりであること。 

外観検査 ・有害な欠陥がないことを確認する。 ・健全性に影響を及ぼす有害な欠陥がないこと。 

機 

器 

等 

寸法検査 ・主要寸法が設工認のとおりであることを確認する。 ・設工認のとおりであること。 

耐圧・漏えい検査  ２) 

・技術基準規則の規定に基づく検査圧力で所定時間保持し，検査圧力に耐え，異常のないことを確認する。耐圧検査が構造上困難な部位につ

いては，技術基準規則の規定に基づく非破壊検査等により確認する。 

・耐圧検査終了後，技術基準規則の規定に基づく検査圧力により漏えいの有無を確認する。漏えい検査が構造上困難な部位については，技術

基準規則の規定に基づく非破壊検査等により確認する。 

・検査圧力に耐え，かつ，異常のないこと。 

・著しい漏えいのないこと。 

据付・外観検査 
・組立て状態並びに据付け位置及び状態が設工認のとおりであることを確認する。 

・有害な欠陥がないことを確認する。 

・設工認のとおりに組立て，据付けされていること。 

・健全性に影響を及ぼす有害な欠陥がないこと。 

機能・性能検査 

・系統構成確認検査 

可搬型設備の実際に使用する系統構成及び可搬型設備等の接続が可能であることを確認する。 

・実際に使用する系統構成になっていること。 

・可搬型設備等の接続が可能なこと。 

・運転性能検査，通水検査，系統運転検査，容量確認検査 

設計で要求される機能・性能について，実際に使用する系統状態又は模擬環境により試運転等を行い，機器単体又は系統の機能・性能を

確認する。 

・実際に使用する系統構成になっていること。 

・目的とする機能・性能が発揮できること。 

・絶縁耐力検査 

電気設備と大地の間に，試験電圧を連続して規定時間加えたとき，絶縁性能を有することを確認する。 
・目的とする絶縁性能を有すること。 

・ロジック回路動作検査，警報検査，インターロック検査 

電気設備，計測制御設備等について，ロジック確認，インターロック確認及び警報確認等を行い，設備の機能・性能又は特性を確認する。 
・ロジック，インターロック及び警報が正常に動作すること。 

・計測範囲確認検査，設定値確認検査 

計測制御設備等の計測範囲又は設定値を確認する。 
・計測範囲又は設定値が許容範囲内であること。 

基本設計方針に係る検査  ３) ・機器等が設工認に記載された基本設計方針に従って据付けられ，機能・性能を有していることを確認する。 
・機器等が設工認に記載された基本設計方針に従って据付けら

れ，機能・性能を有していること。 

QA 検査 

・工事が設工認の「工事の方法」及び「設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」に示すプロセスのとおり実施していることを確認す

る。この確認には，検査における記録の信頼性確認として，もととなる記録採取の管理方法の確認やその管理方法の遵守状況の確認を含

む。 

・設工認で示す「設計及び工事に係る品質マネジメントシステ

ム」及び「工事の方法」のとおりに工事管理が行われているこ

と。 

 
注記 1):代替検査を実施する場合は，本来の検査目的に対する代替性を評価した上で検査要領書に定める。 

2):耐圧・漏えい検査の方法について，第3.5-2表によらない場合は，基本設計方針の共通項目として定めた「材料及び構造」の方針によるものとする。 

3):基本設計方針のうち，各検査項目で確認できない事項を対象とする。 
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3.5.3 検査計画の管理 

検査を担当する箇所の長は，使用前事業者検査を適切な段階で実施するため，関係箇所

と調整の上，加工施設全体の主要工程及び調達先の工事工程を加味した適合性確認の検査

計画を作成し，使用前事業者検査の実施時期及び使用前事業者検査が確実に行われること

を管理する。 

なお，検査計画は，進捗状況に合わせて関係箇所と適宜調整を実施する。 

 

3.5.4 容器等の主要な溶接部に係る使用前事業者検査の管理 

容器等の主要な溶接部に係る検査を担当する箇所の長は，溶接が特殊工程であることを

踏まえ，工程管理等の計画を策定し，溶接施工工場におけるプロセスの適切性の確認及び

監視を行う。 

また，溶接継手に対する要求事項は，溶接部詳細一覧表（溶接方法，溶接材料，溶接施

工法，熱処理条件，検査項目等）により管理し，これに係る関連図書を含め，業務の実施

に当たって必要な図書を溶接施工工場に提出させ，それを審査，承認し，必要な管理を実

施する。 

 

3.5.5 使用前事業者検査の実施 

使用前事業者検査は，「検査および試験管理要則」及び「加工施設 施設管理要領」に

基づき，検査要領書の作成，検査体制を確立して実施する。 

 

(1) 使用前事業者検査の独立性確保 

検査を担当する箇所の長は，当該使用前事業者検査の対象となる機器等の工事に関与

していない要員に検査の実施を依頼する。 

  

(2) 使用前事業者検査の体制 

使用前事業者検査の体制は，第 3.5-1図を参考に検査要領書で明確にする。 

なお，検査における役務は，以下のとおりとする。 

 

ａ．統括責任者 

・ウラン濃縮工場における保安に関する活動を統括するとともに，その業務遂行に係る

品質マネジメントシステムに係る活動を統括する。 

ｂ．核燃料取扱主任者 

・検査内容，手法等に対して指導・助言を行うとともに，検査が適切に行われているこ
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とを確認する。 

・検査要領書制定時の確認並びに検査要領書に変更が生じた場合には，変更内容を確認

する。 

ｃ．品質保証責任者 

・品質マネジメントシステムの観点から，検査範囲，検査方法等の妥当性の確認を実施

するとともに，検査要領書の制定又は改訂が適切に行われていることを確認する。（QA

検査を除く。） 

ｄ．検査実施責任者 

・検査を担当する箇所の長からの依頼に基づき検査を実施する。 

・検査要領書を制定する。また，検査要領書に変更が生じた場合には，変更内容を確認，

承認し，関係者に周知する。 

・検査員から報告された検査結果(合否判定)が技術基準規則に適合していることを最終

確認し，若しくは自らが合否判定を実施し，リリース許可する。 

ｅ．検査員 

・検査実施責任者からの指示に従い，検査を実施する。 

・検査要領書の判定基準に従い，立会い又は記録の確認により合否判定する｡ 

・検査記録及び検査成績書を作成し，検査実施責任者へ報告する。 

ｆ．検査助勢員 

・検査実施責任者又は検査員からの指示に従い，検査に係る作業を行う。 

・検査員の役務内容のうち，合否判定以外を行う。 

 

(3) 使用前事業者検査の検査要領書の作成 

検査を担当する箇所の長は，適合性確認対象設備が認可された設工認に記載された仕

様及びプロセスのとおりであること，技術基準規則に適合していることを確認するため，

「検査および試験管理要則」及び「加工施設 施設管理要領」に基づき，「3.5.2(1) 使

用前事業者検査の方法の決定」で決定した様式－8「基準適合性を確保するための設計結

果と適合性確認状況一覧表」の「確認方法」欄で明確にした確認方法に従った使用前事業

者検査を実施するための検査要領書を作成する。 

また，検査を担当する箇所の長は，検査目的，検査場所，検査範囲，検査項目，検査方

法，判定基準，検査体制，不適合処置要領，検査手順，検査工程，検査用計器，検査成績

書の事項等を記載した検査要領書を作成し，核燃料取扱主任者及び品質保証責任者（QA

検査を除く。）の確認を経て検査実施責任者が制定する。 

なお，検査要領書には使用前事業者検査の確認対象範囲として含まれる技術基準規則



 

（２）-1-28 

の条文を明確にする。 

各検査項目における代替検査を行う場合，「3.5.5(4) 代替検査の確認方法の決定」に

従い，代替による使用前事業者検査の方法を決定する。 

 

(4) 代替検査の確認方法の決定 

ａ．代替検査の条件 

代替検査を用いる場合は，通常の方法で検査ができない場合であり，例えば以下の場

合をいう。 

・耐圧検査で圧力を加えることができない場合 

・構造上外観が確認できない場合 

・流体の実注入，移送ができない場合 

・電路に通電できない場合 

・当該検査対象の品質記録（要求事項を満足する記録）がない場合（プロセス評価を

実施し検査の成立性を証明する必要がある場合）1) 

注記 1)：「当該検査対象の品質記録（要求事項を満足する記録）がない場合（プロセ

ス評価を実施し検査の成立性を証明する必要がある場合）」とは，以下の場合

をいう。 

・材料検査で材料検査証明書（ミルシート）がない場合 

・寸法検査記録がなく，実測不可の場合 

 

ｂ．代替検査の評価 

検査を担当する箇所の長は，代替検査による確認方法を用いる場合，本来の検査目的

に対する代替性の評価を実施し，その結果を「3.5.5(3) 使用前事業者検査の検査要領

書の作成」で作成する検査要領書の一部として添付し，核燃料取扱主任者による確認を

経て適用する。 

なお，検査目的に対する代替性の評価においては，以下の内容を明確にする。 

・設備名称 

・検査項目 

・検査目的 

・通常の方法で検査ができない理由 

（例）既存の加工施設に悪影響を及ぼすための困難性 

現状の設備構成上の困難性 

作業環境における困難性 等 
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・代替検査の手法 

・検査目的に対する代替性の評価 

 

(5) 使用前事業者検査の実施 

検査実施責任者は，検査員等を指揮して，検査要領書に基づき，確立された検査体制の

下で使用前事業者検査を実施し，その結果を検査を担当する箇所の長に報告する。 

報告を受けた検査を担当する箇所の長は，検査プロセスが検査要領書に基づき適正に

実施されたこと及び検査結果が判定基準を満足していることを確認したのち，検査結果

を受領する。 

また，検査実施責任者は，検査結果を品質保証責任者，総括責任者及び核燃料取扱主任

者に報告する。 
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第 3.5-1図  検査実施体制（例）  

統括責任者 

（ウラン濃縮工場長） 

破線部は工事を主管する箇所からの独立性を確

保している箇所を示す。 

核燃料取扱主任者 

検査実施責任者 

検査員 

検査助勢員 

品質保証責任者 
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3.6 設工認における調達管理の方法 

調達又は契約を主管する箇所の長は，設工認で行う調達管理を確実にするために，｢調達

管理要則｣に基づき，以下に示す管理を実施する。 

 

3.6.1 供給者の技術的評価 

契約を主管する箇所の長は，供給者が当社の要求事項に従って調達製品を供給する技術

的な能力を判断の根拠として，供給者の技術的評価を実施する。（添付－3「当社加工施設

における設計管理・調達管理について」の「1.供給者の技術的評価」参照） 

 

3.6.2 供給者の選定 

調達を主管する箇所の長は，設工認に必要な調達を行う場合，原子力安全に対する影響，

供給者の実績等を考慮し，調達の内容に応じたグレード分けの区分（添付－1「当社加工施

設におけるグレード分けの考え方」の「別表 3」参照）を明確にした上で，調達に必要な

要求事項を明確にし，契約を主管する箇所の長へ供給者の選定を依頼する。 

また，契約を主管する箇所の長は，「3.6.1  供給者の技術的評価」で，技術的な能力が

あると判断した供給者を選定する。 

 

3.6.3 調達製品の調達管理 

業務の実施に際し，当社においては，原子力安全に及ぼす影讐に応じて，設計管理及び

調達管理に係るグレード分けを適用している。 

設工認に適用した機器ごとに様式－9「適合性確認対象設備ごとの調達に係るグレード

及び実績（設備関係）(例)」（以下「様式－9」という。）に取りまとめる。 

設工認に係る品質管理として，仕様書作成のための設計から調達までの流れ，実施した

各段階の管理及び組織内外の相互関係を添付－1「当社加工施設におけるグレード分けの

考え方」の「別図 1」に示す。 

なお，設工認に係る調達については，グレード分けの区分（添付－1「当社加工施設にお

けるグレード分けの考え方」）に基づき，グレードⅡを一律して適用する。 

調達を主管する箇所の長は，調達に関する品質マネジメントシステムに係る活動を行う

に当たって，原子力安全に対する影響及び供給者の実績等を考慮し，グレード分けの区分

（添付－1「当社加工施設におけるグレード分けの考え方」の「別表 3」参照）を明確にし

た上で，以下の調達管理に基づき業務を実施する。 

また，一般産業用工業品については，(1)の調達仕様書を作成するに当たり，あらかじめ

採用しようとする一般産業用工業品について，原子力施設の安全機能に係る機器等として
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使用するための技術的な評価を行う。 

 

(1) 仕様書の作成 

調達を主管する箇所の長は，業務の内容に応じ，以下のａ～ｊを記載した仕様書を作

成し，供給者の業務実施状況を適切に管理 1)する。(「3.6.3(2) 調達製品の管理」参照） 

注記 1):仕様書の作成に必要な設計として，添付－3「当社加工施設における設計管理・

調達管理について」の 「2. 設計について」の活動を実施する。 

 

ａ．製品，手順，プロセス及び設備の承認に関する要求事項 

(a) 供給者が行うべき業務範囲に関する事項 

(b) 調達製品に係る適用法令，規格の名称，番号，版及び必要に応じ該当条項 

(c) 調達製品の員数 

(d) 調達製品の技術的事項 

(e) 提出文書・記録（調達要求事項への適合状況を記録した文書を含む。）に関する事項 

(f) 設計に関する事項 

(g) 監査に関する事項 

(h) 供給者の調達管理に関する事項 

(i) 供給先で調達製品の検証を実施する場合に係る事項 

(j) 識別及びトレーサビリティに関する事項 

(k) 過去の不適合事例の再発防止対策に関する事項 等 

ｂ．要員の力量に関する要求事項 

ｃ．品質マネジメントシステムに関する要求事項 

ｄ．不適合（偽造品，模造品等の報告を含む。）の報告及び処理に関する要求事項 

ｅ．健全な安全文化を育成し，維持するために必要な要求事項 

ｆ．一般産業用工業品を原子力施設に使用するに当たっての評価に関する要求事項 

ｇ．調達製品の検証に係る検査及び試験又はその他の活動の要領，実施時期，実施場所に

関する要求事項 

ｈ．偽造品，模造品等の防止対策に関する要求事項 

ｉ．調達後における調達製品の維持又は運用に必要な情報提供に関する要求事項 

ｊ．工場検査等への原子力規制委員会職員の立入に関する要求事項 

 

(2) 調達製品の管理 

調達を主管する箇所の長は，当社が仕様書で要求した製品が確実に納品されるよう調
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達製品が納入されるまでの間，｢調達管理要則｣に従い，業務の実施に当たって必要な図

書（添付－1「当社加工施設におけるグレード分けの考え方」の「別表 2」に示すグレー

ドⅡ，業務計画書等）を供給者に提出させ，それを審査し確認する等の製品に応じた必要

な管理を実施する。 

 

(3) 調達製品の検証 

調達を主管する箇所の長は，調達製品が調達要求事項を満たしていることを確実にす

るために，グレード分けの区分，調達数量，調達内容等を考慮した調達製品の検証を行

う。 

なお，供給者先で検証を実施する場合，あらかじめ仕様書で検証の要領及び調達製品

のリリースの方法を明確にした上で，検証を行う。 

また，調達を主管する箇所の長は，調達製品が調達要求事項を満たしていることを確

認するために実施する検証を，以下のいずれか 1つ以上の方法により実施する。 

 

ａ．検査・試験 

調達を主管する箇所の長又は検査を担当する箇所の長は，「検査および試験管理要則」

及び「加工施設 施設管理要領」に基づき供給者等の工場又は濃縮・埋設事業所で検査・

試験を実施する。 

調達を主管する箇所の長又は検査を担当する箇所の長は，検査・試験のうち，当社が

立会い又は記録確認を行う検査・試験に関して，以下の項目のうち必要な項目を含む要

領書を供給者に提出させ，それを事前に審査し，承認した上で，その要領書に基づく検

査・試験を実施する。 

・検査の時期 

・対象 

・項目 

・方法 

・合否判定基準 

・検査体制 

・記録方法 

検査実施責任者は，設工認に基づく使用前事業者検査として必要な検査・試験を適合

性確認対象設備ごとに実施又は計画し，耐震重要度分類及び検査の内容に応じて管理の

程度を決めたのち，「3.5.5  使用前事業者検査の実施」に基づき実施する。 
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ｂ．受入検査の実施 

調達を主管する箇所の長又は検査を担当する箇所の長は，製品の受入れに当たり，受

入検査を実施し，現品及び記録の確認を行う。 

 

ｃ．記録の確認 

調達を主管する箇所の長又は検査を担当する箇所の長は，工事記録等調達した役務の

実施状況を確認できる書類により検証を行う。 

 

ｄ．報告書の確認 

調達を主管する箇所の長又は検査を担当する箇所の長は，調達した役務に関する実施

結果を取りまとめた報告書の内容を確認することにより検証を行う。 

 

ｅ．作業中のコミュニケーション等 

調達を主管する箇所の長又は検査を担当する箇所の長は，調達した役務の実施中に，

適宜コミュニケーションを実施すること及び立会い等を実施することにより検証を行

う。 

 

ｆ．請負会社他品質監査（「3.6.4  請負会社他品質監査」参照） 

 

3.6.4 請負会社他品質監査 

供給者に対する監査を主管する箇所の長は，供給者の品質マネジメントシステムに係る

活動及び健全な安全文化を育成し維持するための活動が適切で，かつ，確実に行われてい

ることを確認するために，請負会社他品質監査を実施する。 

（請負会社他品質監査を実施する場合の例） 

・添付－1「当社加工施設におけるグレード分けの考え方」の「別表 3」に示すグレード

Ⅰに該当する場合（原則として 5年に 1回の頻度で実施） 

 

・添付－1「当社加工施設におけるグレード分けの考え方」の「別表 3」に示すグレード

Ⅱに該当する調達対象物に重要な不適合が確認された場合 

 

3.6.5 設工認における調達管理の特例 

設工認の対象となる適合性確認対象設備は，「3.6 設工認における調達管理の方法」を

以下のとおり適用する。 
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(1) 既に工事を着手し設置を完了し調達製品の検証を完了している適合性確認対象設備 

設工認に基づく設備を設置する工事のうち，既に工事を着手し設置を完了して調達製

品の検証を完了している適合性確認対象設備については，設置当時に調達を完了してい

るため，「3.6 設工認における調達管理の方法」に基づく管理は適用しない。 

 

(2) 既に工事を着手し設置を完了し調達製品の検証段階の適合性確認対象設備 

設工認の対象となる設備のうち，既に工事を着手し設置を完了し調達製品の検証段階

の適合性確認対象設備は，「3.6.1 供給者の技術的評価」から「3.6.3(2) 調達製品の管

理」まで，調達当時のグレード分けの考え方で管理を完了しているため，「3.6.3(3) 調

達製品の検証」以降の管理を設工認に基づき管理する。 

 

(3) 既に工事を着手し工事を継続している適合性確認対象設備 

設工認の対象となる設備のうち，既に工事を着手し工事を継続している適合性確認対

象設備は，「3.6.1 供給者の技術的評価」から「3.6.3(1) 仕様書の作成」まで，調達当

時のグレード分けの考え方で管理を完了しているため，「3.6.3(2) 調達製品の管理」以

降の管理を設工認に基づき管理する。 

 

3.7 記録，識別管理，トレーサビリティ 

3.7.1 文書及び記録の管理 

(1) 適合性確認対象設備の設計，工事及び検査に係る文書及び記録 

「3.1  設計，工事及び検査並びに調達に係る組織（組織内外の相互関係及び情報伝達

含む。）」の第 3.1-1表に示す各プロセスを主管する箇所の長は，設計，工事及び検査に

係る文書及び記録を，保安規定品質マネジメントシステム計画に示す規定文書に基づき

作成し，これらを「品質マネジメントシステムに係る文書および記録管理要則」に基づき

管理する。 

設工認に係る主な記録の品質マネジメントシステム上の位置付けを第 3.7-1 表に示す

とともに，技術基準規則等ヘの適合性を確保するための活動に用いる文書及び記録を第

3.7-1図に示す。 

 

(2) 供給者が所有する当社の管理下にない設計図書を設計，工事及び検査に用いる場合の

管理 

設工認において供給者が所有する当社の管理下にない設計図書を設計，工事及び検査
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に用いる場合，当社が供給者評価等により品質マネジメントシステム体制を確認した供

給者で，かつ，対象設備の設計を実施した供給者が所有する設計当時から現在に至るま

での品質が確認された設計図書を，当該設備として識別が可能な場合において，適用可

能な設計図書として扱う。 

この供給者が所有する設計図書は，当社の文書管理下で第 3.7-1 表に示す記録として

管理する。 

当該設備に関する設計図書がない場合で，代替可能な設計図書が存在する場合，供給

者の品質マネジメントシステム体制を確認して当該設計図書の設計当時から現在に至る

までの品質を確認し，設工認に対する適合性を保証するための設計図書として用いる。 

 

(3) 使用前事業者検査に用いる文書及び記録 

検査を担当する箇所の長は，使用前事業者検査として，記録確認検査を実施する場合，

第 3.7-1表に示す記録を用いて実施する。 

なお，適合性確認対象設備のうち，既に工事を着手し設工認申請（届出）時点で工事を

継続している設備に対して記録確認検査を実施する場合は，検査に用いる文書及び記録

の内容が，使用前事業者検査時の適合性確認対象設備の状態を示すものであること（型

番の照合，確認できる記載内容の照合又は作成当時のプロセスが適切であること。）を確

認することにより，使用前事業者検査に用いる記録として利用する。 
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第 3.7-1表  記録の品質マネジメントシステム上の位置付け 

主な記録の種類 品質マネジメントシステム上の位置付け 

既設工認 
設置又は改造当時の設計及び工事の認可を受けた図書で，当
該設工認に基づく使用前検査の合格を以って，その設備の状
態を示す図書 

社内管理文書 

品質マネジメントシステム体制下で作成され，設備の設置や
改造等に併せて適切な版を管理している図書（設備の設計や
製作，工事に係る図面等の設計図書や検査記録が該当する他，
以下の（１）～（３）に示す例がある。） 

（１）業務報告書 
品質マネジメントシステム体制下の調達管理を通じて行われ
た，業務の結果の記録（解析結果を含む。） 

（２）供給者から入手した文書・記録 
供給者を通じて入手した，供給者所有の設計図書，製作図書，
検査記録，材料検査証明書（ミルシート）等 

（３）製品仕様書又は仕様が確認できるカタログ等 
供給者が発行した製品仕様書又は仕様が確認できるカタログ
等で，設計に関する事項が確認できる図書 

設計プロセスの記録 
適合性確認対象設備の設計内容が確認できる記録（自社によ
る技術検討や解析の記録を含む。） 

現場確認結果 
（ウォークダウン） 

品質マネジメントシステム体制下で手順書を作成し，その手
順書に基づき現場の適合状態を確認した記録 
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プロセス 文書及び記録の体系 あらかじめ確立された文書 業務実施時期に作成される主な文書及び記録 

設計 

   

工事及び検査 

   

 

第 3.7-1 図  設計，工事及び検査に係る品質マネジメントシステムに関する文書体系 

文書 内部文書 社内標準 
原子力安全に係る品質マ

ネジメントシステム規程  

濃縮事業部 原子力安全に係る品
質マネジメントシステム運用要則  

加工施設 施設管理要領 

調達管理要則 

外部文書 設工認 

記録 第 3.7-1 表に挙げる記録 

文書 内部文書 社内標準 原子力安全に係る品質マネ
ジメントシステム規程 

濃縮事業部 原子力安全に係る品質マ

ネジメントシステム運用要則 

検査および試験管理要則 

記録 

第 3.7-1 表に挙げる記録 

調達管理要則 

適合性確認検査に関する記録 

加工施設 施設管理要領 

業務管理文書 
適合性確認に係る計画を

定めた業務管理文書  

稟議書 

仕様書 

業務管理文書 適合性確認検査に係る計画

を定めた業務管理文書 

稟議書 

適合性確認検査要領書 

仕様書 
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3.7.2 識別管理及びトレーサビリティ 

(1) 計測器の管理 

ａ．当社所有の計測器の管理 

(a) 校正・検証 

工事を主管する箇所の長又は検査を担当する箇所の長は，校正の周期を定め管理す

るとともに，国際又は国家計量標準にトレーサブルな計量標準に照らして校正若しく

は検証又はその両方を行う。 

なお，そのような標準が存在しない場合には，校正又は検証に用いた基準を記録す

る。 

 

(b) 識別管理 

ア．計測器台帳による識別 

工事を主管する箇所の長又は検査を担当する箇所の長は，校正の状態を明確にする

ため，計測器台帳に，校正日及び校正頻度を記載し，有効期限内であることを識別す

る。 

なお，計測器が故障（修理，校正を含む）した場合，測定器台帳に必要事項を記入

し計測器の故障履歴を明確にする。 

イ．計測器検定・校正管理ラベルによる識別 

工事を主管する箇所の長又は検査を担当する箇所の長は，計測器の校正の状態を明

確にするため，識別番号等を記載した管理ラベルを計測器に貼り付けて識別する。ま

た，不良と判定された計測器は，使用不可であることを記載した管理ラベルを計測器

に貼り付けて識別する。 

 

ｂ．当社所有以外の計測器の管理 

工事を主管する箇所の長又は検査を担当する箇所の長は，供給者所有の計測器を使用

する場合，計測器の管理が適正に行われていることを確認する。 

 

(2) 機器，弁及び配管等の管理 

工事を主管する箇所の長は，機器，弁，配管等を，刻印，タグ，銘板，台帳，塗装表示

等にて管理する。 
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3.8 不適合管理 

設工認に基づく設計，工事及び試験・検査において発生した不適合については「CAPシス

テム要則」に基づき処置を行う。 

 

4. 適合性確認対象設備の施設管理 

適合性確認対象設備の工事は，「加工施設 施設管理要領」に従って，施設管理に係る業

務プロセスに基づき業務を実施している。 

施設管理に係る業務のプロセスと品質マネジメントシステムの文書との関連を第 4-1図に

示す。 

 

4.1 使用開始前の適合性確認対象設備の保全 

工事を主管する箇所の長は，適合性確認対象設備の保全を，以下のとおり実施する。 

 

4.1.1 工事を着手し設置が完了している常設又は可搬の設備 

工事を着手し，設置が完了している常設又は可搬の設備は，巡視点検又は日常の点検（月

次の外観点検，動作確認等）の計画を定め，設備の状態を点検し，異常のないことを確認

する。 

 

4.1.2 設工認の認可後に工事を着手し設置が完了している常設又は可搬の設備 

設工認の認可後に工事を着手し，設置が完了している常設又は可搬の設備は，巡視点検

又は日常の点検(月次の外観点検，動作確認等)の計画を定め，設備の状態を点検し，異常

のないことを確認する。 

 

4.2 使用開始後の適合性確認対象設備の保全 

工事を主管する箇所の長は，適合性確認対象設備について，技術基準規則への適合性を

使用前事業者検査を実施することにより確認し，適合性確認対象設備の使用開始後におい

ては，施設管理に係る業務プロセスに基づき保全重要度に応じた点検計画を策定し保全を

実施することにより，適合性を維持する。 
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様式－1 

 

本設工認に係る設計の実績，工事及び検査の計画（例） 

当社 供給者

3.3.1

3.3.2

3.3.3
(1)

3.3.3
(2)

3.3.3
(3)

3.3.3
(4)

3.3.3
(5)

3.4.1

3.4.2

3.5.2

3.5.3

3.5.4

3.5.5

3.7.2

容器等の主要な溶接部に係る使用前事業者検査の管理

使用前事業者検査の実施

基本設計方針の作成（設計1）

工
事
及
び
検
査

識別管理及びトレーサビリティ

設
計

各段階

組織内外の相互関係
◎：主担当 〇：関連 インプット

適合性確認対象設備に対する要求事項の明確化

各条文の対応に必要な適合性確認対象設備の選定

適合性確認対象設備の各条文への適合性を確保するた
めの設計（設計2）

設工認申請（届出）書の作成

使用前事業者検査の計画

検査計画の管理

他の記録類

プロセス（設計対象）

実績：3.3.1～3.3.3(5)
計画：3.4.1～3.7.2

アウトプット

設計のアウトプットに対する検証

設工認申請（届出）書の承認

設工認に基づく具体的な設備の設計の実施（設計3）

具体的な設備の設計に基づく工事の実施
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様式－2 

 

設備リスト（例）（安全機能を有する施設） 

 

  

事業許可規則
／

技術基準規則
事業許可基準規則及び解釈 技術基準規則及び解釈

必要な
機能等

設備等（設工認 名称）
設備
／

運用

既設
／

新設

常設
／

可搬

条文要求事項に対する
適合性を説明する設備

か
（〇，△）

既設工認
で認可済の設備か

（〇，×）

仕様表作成対象となる
設備か

（〇，×）

事業変更許可申請書
での仕様情報
の記載有無
（〇，×）

既設工認（仕様表）
記載有無

（〇，×）

①，②－a，②－bのう
ちどこに対応するか
①:仕様表対象機器
②－a:基本設計方針機
器
②－b:基本設計方針対
象

加工規則
及び

事業変更許可申請書
に関連する

施設・設備区分

備考
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様式－3 

 

 

技術基準規則の各条文と各施設における適用要否の考え方（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術基準規則 

第〇条（〇〇〇〇〇） 

条文の分類 

加工施設の技術基準に関する規則 加工施設の技術基準に関する規則の解釈 

  

対象施設 

適用要否判断 

（〇△－） 理由 備考 

項・号 

化学処理施設    

濃縮施設 

カスケード設備    

UF6処理設備    

均質・ブレンディング設備    

高周波電源設備    

成形施設    

被覆施設    

組立施設    

核燃料物質の貯蔵施設    

放射性廃棄物の廃棄施設    

放射線管理施設    

その他の加工施設 

非常用設備    

核燃料物質の検査設備    

核燃料物質の計量設備    

その他の主要な設備※    

建物    

施設共通（基本設計方針）    
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様式－4 

 

施設と条文の対比一覧表（例） 

 

第一条 第二条 第三条 第四条 第五条 第六条 第七条 第八条 第九条 第十条 第十一条 第十二条 第十三条 第十四条 第十五条 第十六条 第十七条 第十八条 第十九条 第二十条 第二十一条 第二十二条 第二十三条 第二十四条 第二十五条

定義 特殊施設 廃止措置 臨界防止 地盤 地震 津波 外部衝撃 不法侵入等 閉じ込め 火災 溢水 避難通路等 安全機能 材料構造 搬送設備 貯蔵施設 警報設備等 放管施設 廃棄施設 汚染防止 遮蔽 換気設備 非常用電源 通信連絡

－ － － 共通 共通 共通 共通 共通 共通 共通 共通 共通 共通 共通 共通 個別 個別 共通 個別 個別 共通 共通 個別 個別 個別

カスケード設備

UF6処理設備

均質・ブレンディング設備

高周波電源設備

非常用設備

核燃料物質の検査設備

核燃料物質の計量設備

その他の主要な設備

建物

【記号説明】 ○：条文要求に追加・変更がある、又は追加設備がある。

△：条文要求に追加・変更はなく、追加設備もない。

－：条文要求を受ける設備がない。（様式-3の該当無し）

核燃料物質の貯蔵施設

放射性廃棄物の廃棄施設

放射線管理施設

そ
の
他
の
加
工
施
設

施設共通（基本設計方針）

第2章 安全機能を有する施設第1章 総則
施 設 ／ 設 備 区 分

組立施設

化学処理施設

濃
縮
施
設

成形施設

被覆施設

加工施設の技術基準に関する規則

分 類
加工施設の種類
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様式－5 

設工認添付書類星取表（例） 

 

 

仕様表

安全重要度 耐震重要度 機器区分 申請区分

設工認 添付書類
【記号の定義】

○：有 △：既設工認読込
－：無

関連条文
工事有無

（要求条文）
他施設との

共用

基本設計方針

安全機能を有する施設（ＤＢ）

設備区分
常設
／

可搬

数量
容量

施設区分

「◎」：申請対象（新規）
「○」：申請対象（既設工
認仕様表追加／変更）
「△」：記載の適正化
「×」：無

安全重要度分類】※
耐震重要度分類】※
機器区分】※

※「設工認添付書類星取表 略語の定義参照」

【申請区分】
Ｄ－１：ＤＢ新設（既設の新規登録含む）
Ｄ－２：基本設計方針
Ｄ－３：耐震基準変更・追加

Ｄ－３（割増）：割増係数の変更（第1類、第2類）
Ｄ－３（波）：第1類、第2類への波及的影響
Ｄ－３（up）：耐震重要度分類の嵩上げ
Ｄ－３（down）：耐震重要度分類の格下げ

Ｄ－４：構造・強度に係る設計条件変更・追加（耐震以外）※
Ｄ－４（竜巻）：外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）
Ｄ－４（火山）：外部からの衝撃による損傷の防止（火山）
Ｄ－４（外火）：外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）
Ｄ－４（火災）：火災等による損傷の防止
Ｄ－４（溢水）：溢水による損傷の防止
Ｄ－４（材構）：材料及び構造（耐圧強度）
Ｄ－４（他）：その他の設計条件変更・追加

※区分の記載に合わせて、具体的な設計または評価の内容を簡潔に
記載する。
Ｄ－５：設備の追加・変更に伴うバウンダリ変更
Ｄ－６：記載の適正化
 － ：変更なし

機種分類 機器名

加工施設

既設
／

新設
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様式－6 

 

 

各条文の設計の考え方（例） 

 

 

第〇条（〇〇〇〇） 

１．技術基準の条文、解釈への適合に関する考え方 

№ 基本設計方針に記載する事項 適合性の考え方（理由） 項・号 解釈 添付書類 

      

      

      

      

      

２．事業変更許可申請書の本文のうち、基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

    

    

    

    

    

３．事業変更許可申請書の添五のうち、基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

    

    

    

    

    

４．添付書類等 

№ 書類名 
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様式－7 

 

要求事項との対比表（例） 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 備考 
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様式－8 

 

基準適合性を確保するための設計結果と適合性確認状況一覧表（例） 

 

項目番号

基本設計方針

要求種別

施設区分 設備区分 機種分類 関連条文 設備名称
設工認設計結果
(上：設計方針)
(下：記録等)

設備の具体的設計結果
(上：設計結果)
(下：記録等)

確認方法
設工認設計結果
(上：設計方針)
(下：記録等)

設備の具体的設計結果
(上：設計結果)
(下：記録等)

確認方法

加工施設

○○に係る基本設計方針
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様式－9 

 

適合性確認対象設備ごとの調達に係る管理のグレード及び実績（設備関係）（例） 

 

施設区分／設備区分/機種分類 名称 

設計開発の管理区分 調達の管理区分 

備考 
保安規定 

品質マネジメントシステムの計画 

「7.3 設計開発」の適用 

グレード 

Ⅰ 

グレード 

Ⅱ 

グレード 

Ⅲ 

グレード 

Ⅳ 
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添付－1 

 

当社加工施設におけるグレード分けの考え方 

 

当社では，業務の実施に際し，原子力安全に及ぼす影響に応じて，グレード分けの考え方を

適用している。 

当社加工施設に係る設計管理（保安規定品質マネジメントシステム計画「7.3 設計開発」）

及び調達管理（保安規定品質マネジメントシステム計画「7.4 調達」）に係るグレード分けに

ついては，以下のとおりである。 

 

1. 当社加工施設におけるグレード分けの考え方と適用 

設計・調達の管理に係るグレード分けの考え方とその適用については，以下のとおりであ

る。 

 

1.1 設備の設計の管理に係るグレード分けの考え方 

当社加工施設における設計の管理に係るグレード分けの考え方は，「加工施設 施設管理

要領」に規定しており，その内容を別表 1に示す。 

 

1.2 設備の調達の管理に係るグレード分けの考え方 

当社加工施設における調達の管理に係るグレード分けの考え方は，「濃縮事業部 調達管

理要領」に規定しており，その内容を別表 2に示す。 

 

1.2.1 調達要求事項へのグレード分けの適用 

調達要求事項においては，別表 2のグレードに応じた品質マネジメントシステムに係る

活動を適用しており，その内容を別表 3に示す。 

なお，具体的な適用は個々の設備により異なることから，仕様書で明確にしている。 

 

1.2.2 供給者及び調達製品に対する管理へのグレード分けの適用 

供給者及び調達製品に対する当社の管理においては，別表 3のグレードに応じた品質マ

ネジメントシステムに係る活動を適用しており，その内容を別表 4に示す。 
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2. 設備の設計・調達の各段階における品質マネジメントシステムに係る活動 

「1. 当社加工施設におけるグレード分けの考え方と適用」に示した設計・調達の管理に

係るグレードに基づき，加工施設の設備の設計・調達の各段階において，品質マネジメント

システムに係る活動を実施しており，その一連の概要を別表 5に示す。 

また，別表 5に基づく設備の設計・調達の業務の流れを，別図 1に示す。 
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別表 1 加工施設における設計の管理に係るグレード分け 

設計開発の

適用 
対 象 

適用 保安上重要と判断される改造又は新増設に係る設計及び工事1) 

適用外 上記以外の設計及び工事 

注記 1): 設工認を伴う設計及び工事は「保安上重要と判断される改造，新増設」の対象とし，

設計開発を一律して適用する。 

 

 

  



（２）-1-54 

別表 2 加工施設における調達の管理に係るグレード分け 

グレード 対 象 

Ⅰ 
施設の基本設計及びそれに係る業務に伴う調達（事業変更許可申請に直接係る

安全解析業務） 

Ⅱ 

①保安上重要と判断される保修，改造，新増設に係る工事及び業務委託1) 

②加工施設及びその他の保安上特に管理を必要とする設備の試験・検査に係る

付帯業務の委託 

③加工施設の操作員と同等の業務を行う業務委託（放射線管理の業務委託を含

む） 

④遠心機の製造 

⑤加工施設及びその他の施設に関する特注品の物品購買 

⑥試験・検査装置の購買 

⑦試験・検査装置の校正の業務委託 

⑧製品の製造設備の新増設に係る工事及び業務委託 

⑨輸送および電力との受託業務を直接社外委託するもの（輸送委託等） 

Ⅲ グレードⅠ及びⅡに該当しない工事，業務委託又は物品購買 

Ⅳ 
製品の実現又は保安に及ぼす影響を全く考慮する必要が無い工事，業務委託又

は物品購買 

注記 1):設工認に係る調達については，グレードⅡ（「①保安上重要と判断される保修，改造，

新増設に係る工事及び業務委託」）を一律して適用する。 
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別表 3 調達要求事項へのグレード分けの適用程度 

○：適用  －：適用外，ただし，請求箇所の判断で適用することができる。 

 

注記 1):別表 2のグレードを示す。なお，設工認に係る調達については，グレードⅡを一律し

て適用する。 

注記 2):製品，手順，プロセス及び設備の承認に関する要求事項（以下の該当する項目を選

定） 

(1) 供給者が行うべき業務範囲に関する事項 

(2) 調達製品に係る適用法令，規格の名称，番号，版及び必要に応じ該当条項 

(3) 調達製品の員数 

(4) 調達製品の技術的事項 

(5) 提出文書・記録（調達要求事項への適合状況を記録した文書を含む。）に関する事項 

(6) 設計に関する事項 

(7) 監査に関する事項 

(8) 供給者の調達管理に関する事項 

(9) 供給先で調達製品の検証を実施する場合に係る事項 

(10) 識別及びトレーサビリティに関する事項 

(11) 過去の不適合事例の再発防止対策に関する事項 等 

 

  

グレード 1) 

調達要求事項 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

製品，手順，プロセス及び設備の承認に関する要求事項 2) 〇 〇 － － 

要員の力量に関する要求事項 〇 〇 〇 － 

品質マネジメントシステムに関する要求事項 〇 〇 〇 － 

不適合（偽造品，模造品等の報告を含む。）の報告及び処理に関す

る要求事項 
〇 〇 ○ － 

健全な安全文化を育成し，維持するために必要な要求事項 〇 〇 － － 

汎用品を原子力施設に使用するにあたっての評価に関する要求事

項 
〇 〇 － － 

調達製品の検証に係る検査及び試験，又はその他の活動の要領，実

施時期，実施場所に関する要求事項 
〇 〇 〇 － 

偽造品，模造品等の防止対策に関する要求事項 〇 〇 〇 － 

調達後における調達製品の維持又は運用に必要な情報提供に関す

る要求事項 
〇 〇 〇 － 

工場検査等への原子力規制委員会職員の立入に関する要求事項 〇 〇 － － 
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別表 4 供給者及び調達製品に対する管理へのグレード分けの適用程度 

グレード 1) 

管理項目 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

供給者の評価及び再評価 〇 〇 － － 

定期監査の実施 2)（原則，許認可申請等に係る解析業務，運転業務） 〇 △ － － 

品質マニュアル又は品質保証計画書の提出（承認） 〇 〇 － － 

調達製品のトレーサビリティの確保（確認） 〇 〇 － － 

供給者の調達先の管理状況の確認 〇 〇 － － 

不適合の報告（確認） 〇 〇 ○ － 

特別監査（重度の不適合発生時等） 〇 〇 〇 － 

試験・検査の実施 〇 〇 〇 － 

○：適用  △：調達対象物に重要な不適合が確認された場合  

－：適用外，ただし，請求箇所の判断で適用することができる。 

 

注記 1):別表 3のグレードを示す。なお，設工認に係る調達については，グレードⅡを一律し

て適用する。 

注記 2):ISO9000シリーズ認証を取得している場合は定期監査を省略可とする。 
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別表5 設備の設計・調達の管理に係る各段階とその実施内容 

管理の段階 実施内容 

グレードの区分 

「保安上重要と判断さ

れる改造又は新増設」

に係る設計及び工事1) 

Ⅰ 業務計画 

保安規定品質マネジメントシステム計画「7.1 

個別業務に必要なプロセスの計画」に基づ

き，設計の基本となる実施方針を作成する。 

○ 

Ⅱ 

調達要求事

項作成のた

めの設計 

保安規定品質マネジメントシステム計画

「7.3.1 設計開発計画」～「7.3.5 設計開発

の検証」に基づき，仕様書作成のための設計

を実施する。 

○ 

Ⅲ 

調達 保安規定品質マネジメントシステム計画「7.4 

調達」に基づき，設計・工事及び検査のため

の仕様書を作成する(購入のみの調達を含

む。)。 

○ 

Ⅳ 

設備の設計 保安規定品質マネジメントシステム計画

「7.3.5 設計開発の検証」に基づき，詳細設

計の確認を実施する。 

○ 

Ⅴ 

工事及び 

検査 

工事は，保安規定品質マネジメントシステム

計画「7.1 個別業務に必要なプロセスの計

画」及び「7.5 個別業務の実施」に基づき管

理する。 

また，検査は，保安規定品質マネジメントシ

ステム計画「7.1 個別業務に必要なプロセス

の計画」，「7.3.6 設計開発の妥当性確認」，

「7.5.1 個別業務の管理」及び「8.2.4 機器

等の検査等」に基づき管理する。 

○ 

注記 1):設工認を伴う設計及び工事は「保安上重要と判断される改造又は新増設」の対象となる

ため，本設工認の設計及び工事はⅠ～Ⅴを一律して適用する。



 

 

（
２
）
-
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-
5
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管理 

の段階 

設計，工事及び検査の業務フロー 

組織内外の 

部門間の相互関係 

◎：主管箇所 

〇：関連箇所 

実施内容 
添付本文 

（記載項目） 
証拠書類 

当社 供給者 当社 供給者 

Ⅰ 

業
務
計
画 

 

 ◎ ― 
設計を主管する箇所の長は，設計開発の実施内容，実施体制等を明確にした設計開発の計画兼ねた

実施方針を作成する。 

・3.6 設工認における 

調達管理の方法 

・実施方針（設計開発計画を

兼ねる） 

Ⅱ 

調
達
要
求
事
項
作
成
の
た
め
の
設
計 

 

 ◎ ― 

設計又は工事を主管する箇所の長は，設計開発に用いる情報として要求事項を明確に

した「設計開発に用いる情報に係る記録」を作成させ，その適切性をレビューし承認

する。 

 

設計又は工事を主管する箇所の長は，設計開発の結果に係る情報として「設計図書

等」を作成し，設計開発に用いる情報と対比した検証ができるよう，「設計開発の結果

に係る記録」を作成させ，設計開発に用いる情報として与えられている要求事項を満

たしていることを確実にするために検証を実施する。2) 

 

設計又は工事を主管する箇所の長は，設計開発の結果に係る情報として，「仕様書」を

作成し，設計開発に用いる情報と対比した検証ができるよう，「設計開発の結果に係る

記録」を作成させ，その適切性をレビューし設計開発に用いる情報として与えられて

いる要求事項を満たしていることを確実にするために検証を実施する。 

・3.6 設工認における 

調達管理の方法 

・設計開発に用いる情報

に係る記録 

・設計開発の結果に係る

記録 

・仕様書 

・設計開発の検証の記録 

・設計開発レビューの記

録 

Ⅲ 調
達 

 

 ◎ ○ 

設計又は工事を主管する箇所の長は，「仕様書」を添付とした「稟議書」を上申し，承

認された「仕様書」にて契約を主管する箇所の長に契約の手続きを依頼する。 

 

契約を主管する箇所の長は，登録された供給者(取引先)の中から，調達製品を供給する

能力がある供給者を選定する。 

・3.6.1 供給者の技術

的評価 

・3.6.2 供給者の選定 

・3.6.3 調達製品の調

達管理 

・稟議書 

・仕様書 

Ⅳ 

設
備
の
設
計 

 
 

◎ ○ 

設計又は工事を主管する箇所の長は，供給者の品質マネジメントシステムを審査する

ために「品質マネジメントシステムの計画」を徴収する。 

 

設計又は工事を主管する箇所の長は，供給者の詳細設計結果を「設計図書」として提出

させ，該当する「設計図書」について，設計開発に用いる情報として与えられている要

求事項を満たしていることを確実にするために検証を実施する。 

・3.6.3 調達製品の調

達管理 

・品質マネジメントシス

テムの計画 

・設計図書 

・設計開発の検証の記録 

Ⅴ 

工
事
及
び
検
査 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ ○ 

工事を主管する箇所の長は，調達要求事項を満たしていることを確実にするために，供

給者から「作業計画書」，「検査・試験要領書（工場，現地）」等の必要な承認申請図書を

提出させ，「技術図書送り状兼異議申立期限日設定依頼表」及び「コメント処理表」を用

いて審査・承認する。 

 

検査を担当する箇所の長は，「社内検査要領書」を作成し，それに基づき社内検査を実施

し，「検査・試験に関する記録」を作成する。 

また，供給者の検査・試験の結果を立会いまたは記録により確認する。 

 

工事を主管する箇所の長は，工事及び検査の結果を「総括報告書」及び「完成図書」と

して提出させる。 

・3.6.3 調達製品の調

達管理 

・設計図書 

・検査要領書 

・検査に関する記録 

 

 
別図 1  設備の設計・調達の業務の流れ 

仕様書の作成 

製作 設計開発の妥当性確認 

設計図書の審査 

実施方針の作成 

（設計開発計画を兼ねる） 

（供給者工場での検査・試験） 

設計開発に用いる情報 

設計図書 

現地作業関連設計図書 

設計開発の妥当性確認 現地据付工事 

竣工 

（現地での検査・試験） 

設計開発の検証 

供給者の設計 

設計開発の結果に係る情報（仕様書） 

レビュー 

設計開発の検証（仕様書） 

レビュー 
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添付－2 

 

技術基準規則ごとの基本設計方針の作成に当たっての基本的な考え方 

 

1. 事業変更許可申請書との整合性を確保する観点から，事業変更許可申請書本文に記載して

いる適合性確認対象設備に関する事業許可基準規則に適合させるための「設備の設計方

針」，及び設備と一体となって適合性を担保するための「運用」を基にした詳細設計が必

要な設計要求事項を記載する。 

 

2. 技術基準規則の本文及び解釈への適合性を確保する観点で，事業変更許可申請書本文以外

で詳細設計が必要な設計要求事項がある場合は，その理由を様式－6「各条文の設計の考え

方（例）」に明確にした上で記載する。 

 

3. 自主的に設置したものは，原則として記載しない。 

 

4. 基本設計方針は，必要に応じて並び替えることにより，技術基準規則の記載順となるよう

に構成し，箇条書きにする等表現を工夫する。 

 

5. 基本設計方針の作成に当たっては，必要に応じ，以下に示す考え方で作成する。 

(1) 事業変更許可申請書本文の記載事項のうち，「性能」を記載している設計方針は，技術

基準規則への適合性を確保する上で，その「性能」を持たせるために特定できる手段がわ

かるように記載する。 

また，技術基準規則への適合性を確保する観点で，事業変更許可申請書本文に対応した

事項以外に必要となる運用を付加する場合も同様の記載を行う。 

なお，手段となる「仕様」が仕様表で明確な場合は記載しない。 

 

(2) 事業変更許可申請書本文の記載事項のうち「運用」は，「基本設計方針」として，運用

の継続的改善を阻害しない範囲で必ず遵守しなければならない条件が分かる程度の記載を

行うとともに，運用を定める箇所（品質マネジメントシステムの3次文書で定める場合は

「保安規定」を記載する。）の呼込みを記載し，必要に応じ，当該施設に関連する添付書

類の中でその運用の詳細を記載する。 

また，技術基準規則の本文及び解釈への適合性を確保する観点で，事業変更許可申請書

本文に対応した事項以外に必要となる運用を付加する場合も同様の記載を行う。 
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(3) 事業変更許可申請書本文で評価を伴う記載がある場合は，設工認申請書の添付書類とし

て担保する条件を以下の方法を使い分けることにより記載する。 

ａ．評価結果が示されている場合，評価結果を受けて必要となった措置のみを設工認申請

の対象とする。 

ｂ．今後評価することが示されている場合，評価する段階（設計又は工事）を明確にし，

評価の方法及び条件，並びにその評価結果に応じて取る措置の両方を設計対象とする。 

 

(4) 各条文のうち，要求事項が該当しない条文については，該当しない旨の理由を記載する。 

 

(5) 条項号のうち，適用する設備がない要求事項は，「適合するものであることを確認する」

という設工認申請の審査の観点を踏まえ，当該要求事項の対象となる設備を設置しない旨

を記載する。 

 

(6) 技術基準規則の解釈等に示された指針，原子力規制委員会文書，（旧）原子力安全・保

安院文書，他省令等の呼込みがある場合は，以下の要領で記載を行う。 

ａ．設置時に適用される要求等，特定の版の使用が求められている場合は，引用する文書

名及び版を識別するための情報（施行日等）を記載する。 

ｂ．条文等で特定の版が示されているが，施設管理等の運用管理の中で評価する時点でエ

ンドースされた最新の版による評価を継続して行う必要がある場合は，保安規定等の運

用の担保先を示すとともに，当該文書名及び必要に応じそのコード番号を記載する。 

ｃ．解釈等に示された条文番号は，当該文書改正時に変更される可能性があることを考慮

し，条文番号は記載せず，条文が特定できる表題で記載する。 

ｄ．条件付の民間規格又は事業変更許可申請書の評価結果等を引用する場合は，可能な限

りその条件等を文章として反映する。 

また，事業変更許可申請書の添付書類を呼び込む場合は，対応する本文のタイトルを

呼び込む。 
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添付－3 

 

当社加工施設における設計管理・調達管理について 

 

1. 供給者の評価，登録及び再評価 

契約を主管する箇所の長は，供給者（以下「取引先」という。）が要求事項に従って調達製

品等を供給する能力を判断の根拠として，別表 1に示すＡ区分取引先については，取引先の

審査，登録及び登録更新を「取引先評価・選定要領」に基づき実施する。 

なお，設工認に係る調達については，全てＡ区分取引先であるため，取引先の審査を実施

し，取引先の調達製品を供給する能力に問題はないことを確認しており，必要に応じて監査

を実施している。 

 

1.1 取引先の審査 

契約を主管する箇所の長は，取引希望先に対して，契約前に経営状況，総合技術力，品質

マネジメントシステム等について評価し，登録の適否判定を行うものとする。 

なお，契約を主管する箇所の長が必要と判断した場合，関係箇所に技術審査を依頼し，そ

の審査結果を判定に用いることができる。 

 

1.2 取引先の登録 

契約を主管する箇所の長は，判定の結果，基準を満たす場合は，取引先として登録する。 

 

1.3 取引先の登録更新 

契約を主管する箇所の長は，登録取引先について，引き続き取引予定のある場合には，経

営状況，総合技術力，品質保証等について更新審査を行い，原則として登録の有効期間内に

登録更新を行う。登録の有効期間は，前回登録更新日が属する年度から 3 年度後の年度末

までとする。 

 

2. 仕様書作成のための設計について 

設計，工事を主管する箇所の長及び検査を担当する箇所の長は，｢加工施設 施設管理要

領｣に基づき，添付－1「当社加工施設におけるグレード分けの考え方」の「別表 1」に示す

対象に対して，保安規定品質マネジメントシステム計画「7.3 設計開発」を適用する場合，

設計・調達の管理の各段階（添付－1「当社加工施設におけるグレード分けの考え方」の「別

表 5」に示す管理の段階Ⅰ～Ⅴ）において，必要な管理を実施する。 
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なお，仕様書作成のための設計の流れを別図 1に示すとともに，仕様書作成のための設計

に関する活動内容を以下に示す。 

 

2.1 設計開発の管理 

2.1.1 設計開発計画 

(1) 設計又は工事を主管する箇所の長は，設計開発計画を策定するとともに，設計開発を

管理する。 

 

(2) 設計又は工事を主管する箇所の長は，設計開発計画の策定において，次に掲げる事項

を明確にする。 

ａ．設計開発の性質，期間及び複雑さの程度 

ｂ．設計開発の各段階における適切なレビュー，検証及び妥当性確認の方法並びに管理体

制 

ｃ．設計開発に係る部門及び要員の責任及び権限 

ｄ．設計開発に必要な組織の内部及び外部の資源 

 

(3) 設計又は工事を主管する箇所の長は，有効性のある情報の伝達並びに責任及び権限の

明確な割当てがなされるようにするために，設計開発に関与する各者間の連絡を管理す

る。 

 

(4) 設計又は工事を主管する箇所の長は，(1)により策定した設計開発計画を，設計開発の

進行に応じて適切に変更する。 

 

2.1.2 設計開発に用いる情報 

(1) 設計又は工事を主管する箇所の長は，個別業務等要求事項として設計開発に用いる情

報であって次に掲げるものを明確に定めるとともに，当該情報に係る記録を作成し，こ

れを管理する。 

ａ．機能及び性能に係る要求事項 

ｂ．従前の類似した設計開発から得られた情報であって，当該設計開発に用いる情報とし

て適用可能なもの 

ｃ．関係法令 

ｄ．その他設計開発に必要な要求事項 
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(2) 設計又は工事を主管する箇所の長は，設計開発に用いる情報について，その妥当性を

レビューし，承認する。 

 

2.1.3 設計開発の結果に係る情報 

(1) 設計又は工事を主管する箇所の長は，設計開発の結果に係る情報を，設計開発に用い

た情報と対比して検証することができる形式により管理する。 

 

(2) 設計又は工事を主管する箇所の長は，設計開発の次の段階のプロセスに進むに当たり，

あらかじめ，当該設計開発の結果に係る情報を承認する。 

 

(3) 設計又は工事を主管する箇所の長は，設計開発の結果に係る情報を，次に掲げる事項

に適合するものとする。 

ａ．設計開発に係る個別業務等要求事項に適合するものであること。 

ｂ．調達，機器等の使用及び個別業務の実施のために適切な情報を提供するものであるこ

と。 

ｃ．合否判定基準を含むものであること。 

ｄ．機器等を安全かつ適正に使用するために不可欠な当該機器等の特性が明確であること。 

なお，設計開発の結果に係る情報の一つである仕様書は，調達管理に用いられるこ

とから，「調達管理要則」及び「濃縮事業部 調達管理要領」の要求事項も満たすよう

に作成する。 

 

2.1.4 設計開発レビュー 

(1) 設計又は工事を主管する箇所の長は，設計開発の適切な段階において，設計開発計画

に従って，次に掲げる事項を目的とした体系的な設計開発レビューを実施する。 

ａ．設計開発の結果の個別業務等要求事項への適合性について評価すること。 

ｂ．設計開発に問題がある場合においては，当該問題の内容を明確にし，必要な措置を提

案すること。 

 

(2) 設計又は工事を主管する箇所の長は，設計開発レビューに，当該設計開発レビューの

対象となっている設計開発段階に関連する部門の代表者及び当該設計開発に係る専門家

を参加させる。 
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(3) 設計又は工事を主管する箇所の長は，設計開発レビューの結果の記録及び当該設計開

発レビューの結果に基づき講じた措置に係る記録を作成し，これを管理する。 

 

2.1.5 設計開発の検証（設備の設計段階） 

(1) 設計又は工事を主管する箇所の長は，設計開発の結果が個別業務等要求事項に適合し

ている状態を確保するために，設計開発計画に従って検証を実施する。 

 

(2) 設計又は工事を主管する箇所の長は，(1)の検証の結果の記録及び当該検証の結果に基

づき講じた措置に係る記録を作成し，これを管理する。 

 

(3) 設計又は工事を主管する箇所の長は，当該設計開発を行った要員に当該設計開発の検

証をさせない。 

 

2.1.6 設計開発の妥当性確認 

(1) 工事を主管する箇所の長又は検査を担当する箇所の長は，設計開発の結果の個別業務

要求事項への適合性を確認するために，設計開発計画に従って，当該設計開発の妥当性

確認を実施する。 

 

(2) 工事を主管する箇所の長又は検査を担当する箇所の長は，機器等の使用又は個別業務

の実施に当たり，あらかじめ，設計開発の妥当性確認を完了する。 

 

(3) 工事を主管する箇所の長又は検査を担当する箇所の長は，設計開発の妥当性確認の結

果の記録及び当該設計開発の妥当性確認の結果に基づき講じた措置に係る記録を作成し，

これを管理する。 
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2.2 設計開発の変更の管理 

(1) 設計又は工事を主管する箇所の長及び検査を担当する箇所の長は，設計開発の変更を行

った場合においては，当該変更の内容を識別することができるようにするとともに，当該

変更に係る記録を作成し，これを管理する。 

(2) 設計又は工事を主管する箇所の長及び検査を担当する箇所の長は，設計開発の変更を行

うに当たり，あらかじめ，レビュー，検証及び妥当性確認を行い，変更を承認する。 

(3) 設計又は工事を主管する箇所の長及び検査を担当する箇所の長は，(2)のレビューにお

いて，設計開発の変更が加工施設に及ぼす影響の評価を行う。 

(4) 設計又は工事を主管する箇所の長及び検査を担当する箇所の長は，(2)のレビュー，検

証及び妥当性確認の結果の記録及びその結果に基づき講じた措置に係る記録を作成し，こ

れを管理する。 
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別表1 取引先の管理区分 

管理区分 対 象 

Ａ区分取引先 グレード1)Ⅰ，Ⅱ，Ⅲに該当する調達物品等を供給する取引先 

Ｂ区分取引先 

グレード1)Ⅳに該当する調達物品等を含む，「取引先評価・選定要領」の適

用が除外される調達物品等を供給する供給者及びグレード1)Ⅰ～Ⅳの供給

者の代理店等 

注記 1):添付－1「当社加工施設におけるグレード分けの考え方」の「別表 2」に示すグレードと

同等である。 
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別図 1 仕様書作成のための設計の流れ 
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1. 概要 

本資料は，「設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」に基づく設計に係るプロセ

スの実績，工事及び検査に係るプロセスの計画について説明するものである。 

 

2. 基本方針 

加工施設における設計に係るプロセスとその実績について，「設計及び工事に係る品質マ

ネジメントシステムに関する説明書」に示した設計の段階ごとに，組織内外の関係，進捗実

績及び具体的な活動実績について説明する。 

工事及び検査に関する計画として，組織内外の関係，進捗実績及び具体的な活動計画につ

いて説明する。 

適合性確認対象設備ごとの調達に係るグレードと実績について説明する。 

 

3. 設計及び工事に係るプロセスとその実績又は計画 

「設計及び工事に係る品質マネジメントシステムに関する説明書」に基づき実施した，加

工施設における設計の実績，工事及び検査の計画について，「設計及び工事に係る品質マネ

ジメントシステムに関する説明書」の様式－１により示す。 

また，適合性確認対象設備ごとの調達に係る管理グレードと実績について，「設計及び工

事に係る品質マネジメントシステムに関する説明書」の様式－9により示す。 



様式－１ 

 

（
２
）
-
2
-
2 

設工認に係る設計の実績、工事及び検査の計画 

当社 供給者

3.3.1 ◎ －

事業変更許可申請書，技術基準規則，事業許可基準規
則，核燃料施設安全審査基本指針，特定のウラン加工
施設のための安全審査指針，指針の解説，旧技術基準
規則

規則間比較表
業務管理文書「加工施設の適合性確認について」，
「（設工認の設計における実施体制を定めた文書）」

3.3.2 ◎ －

事業変更許可申請書，技術基準規則，事業許可基準規
則，核燃料施設安全審査基本指針，特定のウラン加工
施設のための安全審査指針，指針の解説，旧技術基準
規則

様式－2 設計のレビューの記録（設計段階）

技術基準規則 様式－3，4 設計のレビューの記録（設計段階）

様式－2，様式－4，事業変更許可申請書，技術基準規
則

様式－5 設計のレビューの記録（設計段階）

事業変更許可申請書，技術基準規則 様式－6，7 設計のレビューの記録（設計段階）

◎ － 様式－5，様式－7（基本設計方針） 様式－8 設計のレビューの記録（設計段階）

臨界防止に関する設計 ◎ － 事業変更許可申請書，設計図書 設計資料（核燃料物質の臨界防止に関する説明書）

放射線による被ばくの防止に関する設計 ◎ － 事業変更許可申請書，設計図書
設計資料（放射線による被ばくの防止に関する説明
書）

耐震性に関する設計 ◎ 〇 事業変更許可申請書，設計図書
設計資料（加工施設の耐震性に関する説明書，構造
図）

強度に関する設計 ◎ － 事業変更許可申請書，設計図書 設計資料（仕様表，強度に関する説明書，構造図）

自然現象等による損傷の防止に関する設計 ◎ ○ 事業変更許可申請書，設計図書
設計資料（加工施設の自然現象等による損傷の防止に
関する説明書）

閉じ込めの機能に関する設計 ◎ ○ 事業変更許可申請書，設計図書
設計資料（仕様表，加工施設の閉じ込めの機能に関す
る説明書，構造図）

火災防護に関する設計 ◎ ○ 事業変更許可申請書，設計図書 設計資料（加工施設の火災防護に関する説明書）

安全機能を有する施設が使用される条件の下に
おける健全性に関する設計

◎ ○ 事業変更許可申請書，設計図書
設計資料（安全機能を有するが使用される条件の下に
おける健全性に関する説明書）

内部飛散物による損傷防護に関する設計 ◎ － 事業変更許可申請書，設計図書
設計資料（加工施設の内部飛散物による損傷防止に関
する説明書）

警報設備等に関する設計 ◎ － 事業変更許可申請書，設計図書 設計資料（仕様表，警報設備等に関する説明書）

3.3.3
(3)

◎ － 様式－2～8 設計の検証の記録

3.3.3
(4)

◎ － 設計－1，2 設工認申請書案 設工認図書チェックシート

3.3.3
(5)

◎ － 設工認申請書案 設工認申請書 濃縮安全委員会議事録

3.3.3
(2)

適合性確認対象設備の各条文への適合性を確保す
るための設計（設計2）

各段階

プロセス（設計対象）

実績：3.3.1～3.3.3(5)
計画：3.4.1～3.7.2

組織内外の相互関係
◎：主担当 〇：関連

添付書類Ⅵ 強度に関する説明書

添付書類Ⅴ-1-1-2 加工施設の閉じ込めの機能に関する説明書

添付資料Ⅰ 核燃料物質の臨界防止に関する説明書

◎

設
計

適合性確認対象設備に対する要求事項の明確化

各条文の対応に必要な適合性確認対象設備の選定

3.3.3
(1)

インプット アウトプット 他の記録類

添付資料Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書

添付書類Ⅲ 加工施設の耐震性に関する説明書

基本設計方針の作成（設計1） －

添付書類Ⅴ-1 説明書

添付書類Ⅴ-1-1 各施設に共通の説明書

添付書類Ⅴ-1-1-1 加工施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明書

添付書類Ⅴ-1-1-4 安全機能を有する施設が使用される条件の下における健全性に関する説明書

設計のアウトプットに対する検証

設工認申請（届出）書の作成

設工認申請（届出）書の承認

添付書類Ⅴ-1-1-3 加工施設の火災防護に関する説明書

添付書類Ⅴ-1-1-10 警報設備等に関する説明書

添付書類Ⅴ その他の説明書

添付書類Ⅴ-1-1-7 加工施設の内部飛散物による損傷防護に関する説明書



様式－１ 

 

（
２
）
-
2
-
3 

（つづき） 

 
  

当社 供給者

3.4.1 ◎ 〇 設計資料 様式－8，仕様書 設計のレビューの記録（工事段階）

3.4.2 ◎ 〇 仕様書 工事記録

3.5.2 ◎ 〇 様式－8（「設備の具体的設計結果」欄）
様式－8（「確認方法」欄），使用前事業者検査工程表
（計画）

3.5.3 ◎ 〇 使用前事業者検査工程表（計画） 使用前事業者検査工程表（実績）

様式－8 検査要領書

検査要領書 検査記録

3.7.2 ◎ 〇 ― 検査記録

◎ 〇

工
事
及
び
検
査

設工認に基づく具体的な設備の設計の実施（設計
3）

具体的な設備の設計に基づく工事の実施

使用前事業者検査の計画

検査計画の管理

3.5.4
容器等の主要な溶接部に係る使用前事業者検査の
管理

識別管理及びトレーサビリティ

3.5.5 使用前事業者検査の実施

－

各段階

プロセス（設計対象）

実績：3.3.1～3.3.3(5)
計画：3.4.1～3.7.2

組織内外の相互関係
◎：主担当 〇：関連 インプット アウトプット 他の記録類

－ －－



様式－９ 

 

（
２
）
-
2
-
4 

適合性確認対象設備ごとの調達に係る管理のグレード及び実績（設備関係） 

施設区分／設備区分／機種区分 名称 

設計開発の管理区分 調達の管理区分 

備考 
保安規定 

品質マネジメントシステムの計画 

「7.3 設計開発」の適用 

グレード 

Ⅰ 

グレード 

Ⅱ 

グレード 

Ⅲ 

グレード 

Ⅳ 

濃
縮 

施
設 

カスケード設備 
主配管 主要配管（RE- ） 〇 － 〇 － － － 

機械装置類 遠心分離機（RE- ） 〇 － 〇 － － － 

高周波電源設備 電気設備 高周波インバータ装置 〇 － 〇 － － － 

 

 



 

 

 

 

 

（３） 加工施設の技術基準への

適合性に関する説明書 

 
 



 

 

各施設と技術基準規則の条項との対比一覧表 

Ⅰ 核燃料物質の臨界防止に関する説明書 

Ⅱ 放射線による被ばくの防止に関する説明書 

Ⅲ 加工施設の耐震性に関する説明書 

Ⅳ 強度に関する説明書 

Ⅴ その他の説明書 

Ⅴ-1 説明書 

Ⅴ-1-1 各施設に共通の説明書 

Ⅴ-1-1-1 加工施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明書 

Ⅴ-1-1-2 加工施設の閉じ込めの機能に関する説明書 

Ⅴ-1-1-3 加工施設の火災防護に関する説明書 

Ⅴ-1-1-4 安全機能を有する施設が使用される条件の下における健全性に関する説

明書 

Ⅴ-1-1-7 加工施設の内部飛散物による損傷防護に関する説明書 

Ⅴ-1-1-10 警報設備等に関する説明書 

 

Ⅴ-2 加工施設に関する図面 

Ⅴ-2-1 系統図 

Ⅴ-2-2 配置図 

Ⅴ-2-3 構造図 
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1 濃縮施設 カスケード設備 遠心分離機 RE ） 2号カスケード棟 機
新型遠心機
の更新等

新設 非安重 1G 〇 〇 － － 〇 － － － 〇 － － － 〇 － － 〇 － － － － － － － － － － 〇 〇 － － － － － － － － － － － － － －

2 濃縮施設 カスケード設備 主要配管（RE- )
2号カスケード棟
2号発回均質棟

一 式
新型遠心機
の更新等

新設 非安重 1G － － － － 〇 － － － － － － － 〇 － － 〇 － － － － － － － － － － 〇 〇 － － － － － － － － － － － － － －

3 濃縮施設 高周波電源設備 高周波インバータ装置 2号カスケード棟 台
新型遠心機
の更新等

新設 非安重 第3類 － － － － 〇 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

4 － － 遠心機過回転防止機能 2号カスケード棟 － －
新型遠心機
の更新等

新設 非安重 第3類

高
周波イン
バータ装置
の計測制御

系

－ － － － 〇 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 〇 〇 － － － － － － － － － －

5 － － － － － － － － － － － － － － － 〇 〇 － － 〇 － － 〇 － － － － － － 〇 〇 〇 － － － － － － － － － － 〇 － － － － － －

凡例：
変更区分

ＤＢ区分

耐震設計

条項との対応

－ 条文要求を受けないもの。

施設共通

1G 耐震重要度分類のクラスによらず，1G評価を行うもの。

〇 適合性確認を実施するもの。

△ 適合性について，既認可から変更がないもの。

安重 技術基準規則第一条第2項第八号の定義に該当するもの。

非安重 安重以外のもの。

｢第1類｣｢第2類｣｢第3類｣ 耐震重要度分類のクラスに従うもの。

改造 既存の建物・構築物又は設備・機器の更新，仕様又は構造を変更するもの等。

確認 工事を実施しないが，評価を行うもの。

撤去 建物・構築物又は設備・機器を撤去するもの。

既設 評価を実施しないもの。

新設 建物・構築物又は設備・機器を新たに設置するもの。

増設 構造及び機能が既存と同一の建物・構築物又は設備・機器の台数を増やすもの。

番号 単位 備考耐震設計施設区分 設備区分 機器名称 設置場所 数量 申請回 変更区分 ＤＢ区分

通信連絡設備警報設備等 遮蔽核燃料物質の臨界防止 地震による損傷の防止
外部からの衝撃による損傷

の防止
火災等による損傷の防止 安全機能を有する施設 材料及び構造 非常用電源設備



Ⅰ 核燃料物質の臨界防止に関す

る説明書 
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1. 概要 

本資料は，「加工施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」という。）」第 4条に

基づき，本施設における核燃料物質の臨界防止について説明するものである。 

本資料では，カスケード設備の遠心分離機（RE- ）及び主配管に関する臨界防止に

ついて説明する。 

なお，当該機器の本条に対する設計については，「新規制基準への適合に係る申請（1次申

請～5次申請）」の 3次申請で認可済み（認可番号：原規規発第 2003265号（令和 2年 3月 26

日付け））であるカスケード設備の遠心分離機（RE- ）及び主配管と同じである。 

 

2. 基本方針 

本施設は，遠心分離法により天然ウランから濃縮度5 %以下の低濃縮ウランを製造する施

設であり，UF6を核分裂性物質密度が小さい気体状で濃縮し，固体状のUF6は減速材及び反射

材となる水との接触がない状態で取り扱うことから，臨界安全上の核的制限値を有する機器

の有無によらず，臨界が発生するおそれはない。また，設計を上回る技術的に見て発生し得

るいかなる条件においても臨界の発生は想定されないことから，臨界安全上の安全上重要な

施設はないが，濃縮ウランを取り扱うという観点から，以下の対策を講じる設計とする。 

既許可申請の設計を維持し，通常時に予想される機器等の単一の故障若しくはその誤作動

又は運転員の単一の誤操作を想定した場合に，核燃料物質が臨界に達するおそれがないよう

にするために，核燃料物質の臨界防止に係る基本方針を以下のとおりとする。 

・本施設で取り扱う核燃料物質は，天然ウラン，濃縮ウラン及び劣化ウランとし，このう

ち濃縮度0.95 %以上の濃縮ウランを内包する可能性のある設備及び機器を臨界管理の

対象とする。 

・核燃料物質の取扱い上の一つの単位を単一ユニットとし，臨界管理の対象に選定する設

備及び機器は，濃縮度，減速度及び形状寸法の核的制限値を定め，濃縮度と減速度及び

濃縮度と形状寸法管理を組み合わせて管理する。 

・本施設においては，施設全体で取り扱う濃縮度を 5 %以下とするために，濃縮度管理を

カスケード設備で行う。新型遠心機によるカスケード設備の濃縮域の一部で濃縮度が

5 %を超える場合があるが，カスケード設備の製品側出口において濃縮度を 5 %以下に

管理する。 

・核的制限値の設定に当たっては，取り扱うウランの化学的組成，濃縮度，密度，幾何学
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的形状及び減速条件を考慮し，中性子の減速，吸収及び反射の各条件を仮定し，かつ，

測定又は計算による誤差等を考慮して十分な裕度を見込む。 

・二つ以上の単一ユニットの配列については，十分な離隔距離を確保し，ユニット相互間

の距離の実効増倍率が 0.95以下となる配置とする。 

・核的制限値の維持管理については，起こるとは考えられない独立した二つ以上の異常が

同時に起こらない限り臨界に達しない設計とする。 

・参考とする手引書，文献等は公表された信頼度の十分高いものを使用する。また，臨界

計算コードは，実験値等との対比が行われ，信頼度の十分高いことが立証されているコ

ード（文献）を使用する。 

 

3. 臨界安全設計 

3.1 単一ユニット 

各単一ユニットに含まれる核燃料物質及びその他の物質の種類，量，物理的・化学形態等

を考慮し，核的制限値を設定して技術的に見て想定されるいかなる条件下でも臨界とならな

い設計とする。 

事業変更許可申請書に示すように，遠心分離機と主配管を合わせて十分な裕度（濃縮度：

7 %，内部減速条件：HF濃度をパラメータとした最適条件，外部雰囲気：水密度をパラメー

タとした最適条件，配列：無限個配列）を見込んだモデルにより臨界計算を行った結果，実

効増倍率は 0.95 以下であり，カスケード設備は臨界に達することはなく，濃縮度以外の核

的制限値を設定する必要はない。 

今回の申請対象における単一ユニットの核的制限値及び臨界安全値は，次表のとおりとす

る。 

設備及び機器 臨界因子 
取扱物質 
形態 

核的 
制限値 

臨界 
安全値 

カスケード設備 
（遠心分離機，主配管） 

濃縮度 UF6 5 %※ － 

 

※ カスケード設備の濃縮域の一部で濃縮度が 5 %を超える場合があるが，「新規制基準へ

の適合に係る申請（1次申請～5次申請）」の申請範囲であるカスケード設備の主配管に

濃縮度管理のインターロックを設け，濃縮度管理を行い，カスケード設備の製品出口の

濃縮度として 5 %を設定する。 
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3.2 複数ユニット 

新型遠心機によるカスケード設備については，単一ユニットの評価において，遠心分離機

を無限個配列したモデルにより評価したため，配列を考慮した複数ユニットの評価は単一ユ

ニットの評価に含まれる。 



Ⅱ 放射線による被ばくの防止に

関する説明書
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1. 概要 

本資料は，「加工施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」という。）」第 22条

に基づき，放射線による被ばくの防止について説明するものである。 

本資料では，本工事完了後の本施設について，基本設計方針で示した公衆の被ばく線量を

合理的に達成可能な限り低減させる対策により，工場からの直接線及びスカイシャイン線に

よる工場等周辺の線量が，原子力規制委員会の定める線量限度より十分下回ることについて

説明するものである。 

 

2. 基本方針 

本施設は，事業変更許可申請書に示すとおり，施設の特徴として，取り扱う核燃料物質（未

照射ウラン）の放射能が比較的低いことを踏まえ，周辺監視区域外の線量及び従事者の線量

が，「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を

定める告示（平成 27 年 8 月 31 日原子力規制委員会告示第 8 号）」（以下「線量告示」とい

う。）で定められた線量限度を超えないことはもとより，公衆の被ばく線量及び従事者が立

ち入る場所における線量を合理的に達成できる限り低くするための対策を講じる。 

本施設からの直接線及びスカイシャイン線による工場等周辺の線量が線量告示で定めら

れた線量限度を十分下回ることを線量評価により確認する。 

 

3. 貯蔵等に起因する一般公衆に対する外部放射線による線量評価 

実効線量の計算は，「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価に

ついて（平成元年 3月 27日原子力安全委員会了承）」を参考にするとともに，十分信頼性の

ある計算コードを用いる。評価が安全側となるよう，本申請の変更内容（RE- の新

型遠心機への更新等）に加えて，事業変更許可申請書で示したその他の変更内容（新規制基

準への適合工事（1次～5次申請），RE-2B，RE-2Cの新型遠心機への更新等）を含めた条件に

て評価する。 

3.1 計算方法 

計算に用いる線源を設定し，図 1に示す手順により計算を行う。 

(1) 線源強度の算出 

ウランの線源強度及びエネルギスぺクトルは，表 1 に示す線源条件のウランの濃縮度及

び貯蔵等の経過時間を考慮し，燃焼計算コード（ORIGEN-2）により計算する。 

 

(2) 等価点線源強度の算出 

既設の機器及び撤去した使用済遠心機等に内包するウラン量により，計算に用いる線源
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を設定する。（線源として計算に用いる既設の機器及び使用済遠心機等を以下「線源機器」

という。） 

線源機器を表 1に示す線源条件の UF6充填量を加味し，その内容積に等価な球形にモデル

化し，モデル毎の表面から空気中に出ていく光子の流れ密度（＋J）を一次元輸送計算コー

ド（ANISN）により計算する。 

なお，線源機器のモデル化に際しては，充填したウランの自己遮へいが無い空の状態を

仮定し，線源機器の板厚による放射線の低減効果を考慮する。 

上記計算結果から等価点線源強度への変換は，モデルの表面から空気中に出ていく光子

の流れ密度（＋J）にモデルの表面積を乗じて求める。 

 

(3) 評価点の設定 

ウラン及び放射性廃棄物の貯蔵等を行う各建屋からの直接線及びスカイシャイン線によ

る実効線量の和を図 2 に示すウラン濃縮建屋の排気口を中心に，十六方位の周辺監視区域

境界地点について計算する。また，計算の結果十六方位の評価点のうち，線量が最大となる

NNE 方位の評価点の結果について示す。 

 

(4) 直接線及びスカイシャイン線の算出 

モデル毎の等価点線源強度と建屋の線源として有効な線源機器の数量を乗じて建屋の線

源強度を求め，点線源の位置を建屋の評価点に近い壁（直接線の計算）及び建屋の中央（ス

カイシャイン線の計算）に設定する。 

表 2 に建屋の線源として有効な線源機器の数量を示し，図 3 に点線源の位置及び建屋モ

デル図を示す。 

直接線による線量の計算は点減衰核積分計算コード（QAD）を用い，スカイシャイン線に

よる線量の計算には一回散乱線計算コード（SCATTERING）を用いる。 

 

 











 

7 

表 1（1/4） 線源条件 

名称 計算条件 備考 

ウ
ラ
ン
濃
縮
建
屋 

1号 

発回 

均質棟 

1号 

発生 

回収室 

原料シリンダ（発生槽） 

a.UF6充填量 12501 kg 

b.天然ウラン 

c.10年生成 

d.UF6排気直後 

＊１ 

 

＊３ 

 

中間製品容器（製品回収槽） 

a.UF6充填量 4500 kg 

b.濃縮度 6 ％ 

c.1年生成 

d.UF6排気直後 

＊１ 

＊２ 

＊３ 

 

廃品シリンダ（廃品回収槽） 

a.UF6充填量 12501 kg 

b.天然ウラン 

c.10年生成 

d.UF6排気直後 

＊１ 

＊２ 

＊３ 

 

製品コールドトラップ 

a.UF6充填量 4500 kg 

b.濃縮度 6 ％ 

c.10年生成 

d.UF6排気直後 

＊１ 

＊２ 

＊３ 

 

1号 

均質室 

原料シリンダ（原料シリンダ

槽） 

a.UF6充填量 12501 kg 

b.天然ウラン 

c.10年生成 

d.UF6排気直後 

＊１ 

 

＊３ 

 

中間製品容器（均質槽） 

a.UF6充填量 4500 kg 

b.濃縮度 6 ％ 

c.1年生成 

d.UF6排気直後 

＊１ 

＊２ 

＊３ 

 

製品シリンダ（製品シリンダ

槽） 

a.UF6充填量 2277 kg 

b.濃縮度 6 ％ 

c.10年生成 

＊１ 

＊２ 

＊３ 

混合ガスコールドトラップ 

a.UF6充填量 1000 kg 

b.濃縮度 6 ％ 

c.10年生成 

d.UF6排気直後 

＊１ 

＊２ 

＊３ 

 

UF6 回収槽（付着ウラン回収容

器） 

a.UF6充填量 2277 kg 

b.濃縮度 6 ％ 

c.10年生成 

d.UF6排気直後 

＊１ 

＊２ 

＊３ 
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表 1（2/4） 線源条件 

名称 計算条件 備考 

ウ
ラ
ン
濃
縮
建
屋 

2号 

発回 

均質棟 

2号 

発回 

均質室 

原料シリンダ（発生槽） 

a.UF6充填量 12501 kg 

b.天然ウラン 

c.10年生成  

d.UF6排気直後 

＊１ 

 

＊３ 

 

中間製品容器（製品回収槽） 

a.UF6充填量 4500 kg 

b.濃縮度 6 ％ 

c.1年生成 

d.UF6排気直後 

＊１ 

＊２ 

＊３ 

 

廃品シリンダ（廃品回収槽） 

a.UF6充填量 12501kg 

b.天然ウラン 

c.10年生成 

d.UF6排気直後 

＊１ 

＊２ 

＊３ 

 

製品コールドトラップ 

a.UF6充填量 4500 kg 

b.濃縮度 6 ％ 

c.10年生成 

d.UF6排気直後 

＊１ 

＊２ 

＊３ 

 

原料シリンダ（原料シリンダ

槽） 

a.UF6充填量 12501 kg 

b.天然ウラン 

c.10年生成 

d.UF6排気直後 

＊１ 

 

＊３ 

 

製品シリンダ（製品シリンダ

槽） 

a.UF6充填量 2277 kg 

b.濃縮度 6 ％ 

c.10年生成 

＊１ 

＊２ 

＊３ 

中間製品容器（均質槽） 

a.UF6充填量 4500 kg 

b.濃縮度 6 ％ 

c.1年生成 

d.UF6排気直後 

＊１ 

＊２ 

＊３ 

 

付着ウラン回収容器 

a.UF6充填量 2277 kg 

b.濃縮度 6％ 

c.10年生成 

d.UF6排気直後 

＊１ 

＊２ 

＊３ 

2A～2C 

中間室 
廃品コールドトラップ 

a.UF6充填量 6000 kg 

b.天然ウラン 

c.10年生成 

d.UF6排気直後 

＊１ 

＊２ 

＊３ 

 

1号 

カスケ

ード棟 

1A～1D 

カスケ

ード室 

金属胴遠心機(1A～1D) 

a.ウラン量 

5000 kgU/ 台 

b.濃縮度 10 ％ 

c.10年生成 

 

＊１ 

＊２ 

＊３ 

2号 

カスケ

ード棟 

2A～2C 

カスケ

ード室 

新型遠心機(2A～2C) 

a.ウラン量  

39 kgU/ 台 

b.濃縮度 10 ％ 

c.10年生成 

 

＊１ 

＊２ 

＊３ 
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表 1（3/4） 線源条件 

名称 計算条件 備考 

ウ
ラ
ン
貯
蔵
・
廃
棄
物
建
屋 

A ウラ

ン貯蔵

庫 

A ウラ

ン貯蔵

室 

原料シリンダ（充填） 

a.UF6充填量 12501 kg 

b.天然ウラン 

c.10年生成 

＊１ 

 

＊３ 

廃品シリンダ（充填） 

a.UF6充填量 12501 kg 

b.天然ウラン 

c.10年生成 

＊１ 

 

＊３ 

製品シリンダ 

a.UF6充填量 2277 kg 

b.濃縮度 6 ％ 

c.10年生成 

d.UF6排気直後 

＊１ 

＊２ 

＊３ 

原料シリンダ（空） 

a.UF6充填量 12501 kg 

b.天然ウラン 

c.10年生成 

d.UF6排気後減衰を考慮 

＊１ 

 

＊３ 

B ウラ

ン貯蔵

庫 

B ウラ

ン貯蔵

室 

原料シリンダ（充填） 

a.UF6充填量 12501 kg 

b.天然ウラン 

c.10年生成 

＊１ 

 

＊３ 

廃品シリンダ 

a.UF6充填量 12501 kg 

b.天然ウラン 

c.10年生成 

＊１ 

 

＊３ 

製品シリンダ（空） 

a.UF6充填量 2277 kg 

b.濃縮度 6 ％ 

c.10年生成 

d.UF6排気直後 

＊１ 

＊２ 

＊３ 

ウラン

貯蔵・

廃棄物

庫 

C ウラ

ン貯蔵

室 

廃品シリンダ（充填） 

a.UF6充填量 12501 kg 

b.天然ウラン 

c.10年生成 

＊１ 

＊２ 

＊３ 

使用済遠心機 

a.ウラン量  

20500 kg/ 台 

b.濃縮度 10 ％ 

c.10年生成 

 

＊１ 

＊２ 

＊３ 
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表 1（4/4） 線源条件 

名称 計算条件 備考 

ウ

ラ

ン

濃

縮

廃

棄

物

建

屋 

B ウラン濃縮廃

棄物室 

使用済 NaF（200L ドラム缶） 

a.ウラン量 4 kg 

b.濃縮度 6 ％ 

c.10年生成 

＊１ 

＊２ 

＊３ 

スラッジ（20Lドラム缶） 

a.4500 kg 

b.濃縮度 6 ％ 

c.1年生成 

d.UF6排気 50日後 

＊１ 

＊２ 

＊３ 

 

使用済遠心機保

管建屋 
使用済遠心機 

a.ウラン量  

20500 kg/ 台 

b.濃縮度 10 ％ 

c.10年生成 

 

＊１ 

＊２ 

＊３ 

＊１ 原料シリンダ，廃品シリンダ，製品シリンダ，中間製品容器，製品コールドトラップ

及び廃品コールドトラップは最大 UF6充填量とする。 

混合ガスコールドトラップは，最大充填量の全量が UF6とする。 

   付着ウラン回収容器の最大充填量は 1960 kg であるが，濃縮ウランを充填する製品

シリンダと同じ 2277 kgの UF6充填量で評価する。 

   金属胴遠心機のウラン量（付着ウラン）は 台で 5000 kgUとする。新型遠心機の

設置台数は 2A～2Cカスケード設備それぞれ 台ずつであるが，評価が安全側となる

ように設置可能な 台を設置するものとし，ウラン量（付着ウラン）は 台で 39 

kgU とする。 

＊２ 評価が安全側となるよう，濃縮ウランの濃縮度を 6 %とする。 

製品シリンダ，中間製品容器，製品コールドトラップ，混合ガスコールドトラップ，

付着ウラン回収容器及び金属胴遠心機内のウランは，線源強度が最大となる 6 ％とす

る。新型遠心機内のウランは，10 ％とする。なお，新型遠心機のカスケード設備は，

真空域の気体状の UF6を取扱うため，一般公衆の実効線量への寄与は無視できるほど小

さいが，運転時間の経過とともに遠心機内部に付着ウラン(UF4)が生成するものと仮定

する。 

   廃品シリンダ及び廃品コールドトラップ内のウランは，劣化ウランと同程度の線源

強度を示す天然ウランとする。 

   使用済 NaF に吸着されたウランは，天然ウラン，濃縮ウラン及び劣化ウランであり，

線源強度が最大となる 6 ％とする。 

＊３ 原料シリンダ，廃品シリンダ，製品シリンダ，製品コールドトラップ，廃品コールド

トラップ，混合ガスコールドトラップ，付着ウラン回収容器，遠心分離機及び使用済 NaF

の子孫核種の生成期間は，ウランの放射平衡に近くなる期間（充填後 10年経過）とす

る。 

   中間製品容器は，年 1回の内部洗浄を行うものとし，子孫核種の生成期間を１年とす

る。 
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表 2 線源の種類と数量 

室名称 線源の種類 数量 備考 

ウ
ラ
ン
濃
縮
建
屋 

1 号発回

均質棟 

1 号発生回

収室 

発生槽        (48Y) 

製品回収槽      (IPC) 

廃品回収槽      (48Y) 

製品コールドトラップ 

５ 

４ 

５ 

４ 

 

IPC：中間製品容器 

1号均質室 

原料シリンダ槽    (48Y) 

均質槽        (IPC) 

製品シリンダ槽    (30B) 

中間製品容器 

混合ガスコールドトラップ 

UF6回収槽（付着ウラン回収容器） 

１ 

７ 

６ 

２５ 

３ 

１ 

 

IPC：中間製品容器 

2 号発回

均質棟 

2 号発回均

質室 

発生槽        (48Y) 

製品回収槽      (IPC) 

廃品回収槽      (48Y) 

製品コールドトラップ 

均質槽        (IPC) 

製品シリンダ槽    (30B) 

原料シリンダ槽    (48Y) 

中間製品容器 

付着ウラン回収容器 

７ 

４ 

１４ 

４ 

６ 

６ 

１ 

２０ 

２５ 

 

IPC：中間製品容器 

 

 

IPC：中間製品容器 

2A～2C 中間

室 
廃品コールドトラップ １２ 

 

1 号カス

ケード棟 

1A カスケー

ド室 
金属胴遠心機  

 

1B カスケー

ド室 
金属胴遠心機  

 

1C カスケー

ド室 
金属胴遠心機  

 

1D カスケー

ド室 
金属胴遠心機  

 

2 号カス

ケード棟 

2A カスケー

ド室 
新型遠心機  

 

2B カスケー

ド室 
新型遠心機  

 

2C カスケー

ド室 
新型遠心機  

 

ウ
ラ
ン
貯
蔵
・
廃
棄
物
建
屋 

Aウラン貯蔵室 

原料シリンダ     (48Y) 

製品シリンダ     (30B) 

原料シリンダ     (48Y空) 

２２８ 

１４４ 

１７９ 

 

Bウラン貯蔵室 

製品シリンダ     (30B) 

廃品シリンダ     (48Y) 

廃品シリンダ     (48Y) 

１５６ 

４３２ 

１６０ 

 

廃品ｼﾘﾝﾀﾞ 2段積み 

廃品ｼﾘﾝﾀﾞ 1段積み 

Cウラン貯蔵室 
廃品シリンダ     (48Y) 

使用済遠心機 

６３０ 

 

廃品ｼﾘﾝﾀﾞ 2段積み 

 

Bウラン濃縮廃棄物室 
使用済 NaF 

スラッジ 
４４００ 

 

使用済遠心機保管建屋 使用済遠心機  
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（注）線量評価上の線源機器の数量 

線源機器の数量は，シリンダ等の最大貯蔵量及び工程内における線源の最大取扱い

数量とする。ただし，A・B・Cウラン貯蔵室の直接線の計算に用いる充填シリンダ数量

については，壁側から 2列目以後の充填シリンダからの直接線が，1列目の充填シリン

ダによる放射線の低減効果により無視できるため，1 列目の数量のみとする。 

   2A～2Cカスケード室に設置する新型遠心機の台数は 台であるが，評価が安全側

となるように設置可能な台数 台とする。 

   Bウラン濃縮廃棄物室は，実際には，使用済 NaF及びスラッジ以外にウエス，ゴム手

袋等を保管するが，評価上は使用済 NaF及びスラッジが満量で保管されるものとする。 



 

13 

3.2 計算結果 

ウラン濃縮建屋の排気口を中心とした十六方位の周辺監視区域境界地点において，線量が

最大となる地点の評価結果を表 3に示す。 

貯蔵等に起因する一般公衆の外部放射線による線量は，北北東（NNE）方向の周辺監視区域

境界で 1.8×10-2 mSv/y である。 

本数値は，線量告示に定める周辺監視区域外の線量限度（1 mSv/y）に比べ十分小さく，ま

た，「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指針」において定める線量目標値

（50 μSv/y）以下である。
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表 3 周辺監視区域境界の実効線量評価結果 

（×10－3 mSv/y） 

建屋・機器室名（線源位置） 項目 NNE 備考 

ウ
ラ
ン
濃
縮
建
屋 

1 号発生回収室 

直接線 

スカイシャイン線 

合 計 

0.2 

― 

0.2 

 

 

1 号均質室 

直接線 

スカイシャイン線 

合 計 

― 

0.00042 

0.00042 

 

 

2 号発回均質棟 

直接線 

スカイシャイン線 

合 計 

0.11 

― 

0.11 

 

 

1 号カスケード棟 

直接線 

スカイシャイン線 

合 計 

8.5 

1.4 

9.9 

 

 

2 号カスケード棟 

直接線 

スカイシャイン線 

合 計 

0.039 

0.076 

0.115 

 

合計 

(ウラン濃縮建屋) 

直接線 

スカイシャイン線 

合 計 

8.8 

1.5 

10.3 

 

 

ウ
ラ
ン
貯
蔵
・
廃
棄
物
建
屋 

A ウラン貯蔵室 

(原料，製品) 

直接線 

スカイシャイン線 

合 計 

― 

3.1 

3.1 

 

 

A ウラン貯蔵室 

(空シリンダ) 

直接線 

スカイシャイン線 

合 計 

0.048 

0.027 

0.075 

 

 

B ウラン貯蔵室 

直接線 

スカイシャイン線 

合 計 

― 

2.8 

2.8 

 

 

C ウラン貯蔵室 

直接線 

スカイシャイン線 

合 計 

― 

0.72 

0.72 

 

B ウラン濃縮廃棄物室 

(使用済 NaF・スラッジ) 

直接線 

スカイシャイン線 

合 計 

― 

0.71 

0.71 

 

 

合計 

(ウラン貯蔵・廃棄物建屋) 

直接線 

スカイシャイン線 

合 計 

0.05 

7.4 

7.45 

 

 

 

使用済遠心機保管建屋 

直接線 

スカイシャイン線 

合 計 

0.36 

0.20 

0.56 

 

合  計 

直接線 

スカイシャイン線 

合 計 

9.2 

9.1 

18.3 
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1. 概要 

本資料は，「加工施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」という。）」第 6条第

1項に基づき，本申請に係る耐震性について説明するものである。なお，本施設は，安全上重

要な施設はないことから第 2項及び第 3項には該当しない。 

 

2. 基本方針 

本申請の耐震性に係る基本方針について，Ⅲ-1～Ⅲ-4 に示す。 

 

3. 耐震性評価結果 

本申請の耐震性評価結果について，Ⅲ-5 に示す。 

 

 



 

 

 

 

 

 

Ⅲ-1 

耐震設計の基本方針 
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1. 概要 

本資料は，本施設の耐震設計が「加工施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」及び

「加工施設の技術基準に関する規則」並びに事業変更許可申請書（許可番号：原規規発第1705174

号（平成 29 年 5 月 17 日付け））に適合していることを説明するものである。 

 

2. 耐震設計の基本方針 

2.1 基本方針 

本施設の耐震設計は，地震により安全機能が損なわれることがないこと，大きな事故を誘発

することがないことを目的とし，「加工施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」に適合

する設計とする。 

(1) 本施設においては，安全上重要な施設はなく，Sクラスに該当する設備・機器等はないこと

を踏まえ，本施設のうち，UF6を内包する設備・機器及び当該設備・機器に求められる安全機

能を維持するために必要な設備・機器並びにこれらを収納する建物は，地震の発生によって生

じるおそれがある安全機能の喪失及びそれに続く放射線並びに化学的毒性による公衆への影

響を防止する観点から，当該設備・機器の安全機能が喪失した場合の影響に応じて，「加工施

設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」で定める第 1類，第 2類又は第 3類に分類（以

下「耐震重要度分類」という。）し，それぞれの分類に応じた耐震設計を行う。 

 

(2) 本施設のうち UF6を内包する設備・機器及び当該設備・機器に求められる安全機能を維持す

るために必要な設備・機器並びにこれらを収納する建物は，耐震重要度分類に従い，濃縮・埋

設事業所の敷地及びその周辺における過去の記録，現地調査を参照して，最も適切と考えられ

る設計地震力に十分耐える設計とする。 

 

(3) UF6を内包する設備・機器及び当該設備・機器に求められる安全機能を維持するために必要

な設備・機器を収納する建物については，耐震重要度分類の各分類に応じて算定する地震力が

作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持力を有する地盤に設置する。 

 

(4) 耐震重要度分類の各分類とも，原則として静的設計法を基本とし，上位に属するものは，下

位の分類に属するものの破損によって波及的破損が生じないものとする。また，下位の分類に
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属するものを上位の分類の施設と構造的に一体に設計することが必要な場合には，上位の分類

による設計とする。 

 

2.2 適用規格 

適用する規格としては，既に認可された設計及び工事の方法の認可申請で適用実績のある規

格のほか，最新の規格及び基準についても技術的妥当性及び適用性を示したうえで適用可能と

する。 

なお，規格及び基準に規定のない評価手法を用いる場合は，既往研究等において，試験，研

究等により妥当性が確認されている手法，設定等について，適用条件，適用範囲に留意し，そ

の適用性を確認したうえで用いる。 

主な適用規格を以下に示す。 

・日本産業規格（JIS） 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005） 

（以下「鋼構造設計規準（2005）」という。） 

・建築設備耐震設計・施工指針 2014 年版（（財）日本建築センター，2014） 

（以下「建築設備耐震設計・施工指針（2014）」という。） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010） 

（以下「各種合成構造設計指針・同解説（2010）」という。） 

・発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1-2012（（社）日本機械学会，2012） 

（以下「発電用原子力設備規格 材料規格（2012）」という。） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，1999） 

（以下「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（1999）」という。） 

・建築基礎構造設計指針（（社）日本建築学会，2001） 

（以下「建築基礎構造設計指針（2001）」という。） 

・地震力に対する建築物の基礎の設計指針（（財）日本建築センター，1989） 

（以下「地震力に対する建築物の基礎の設計指針（1989）」という。） 

・鋼構造塑性設計指針（（社）日本建築学会，2017） 

（以下「鋼構造塑性設計指針（2017）」という。） 
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3. 耐震重要度分類 

3.1 耐震重要度分類 

事業変更許可申請書（許可番号：原規規発第 1705174 号（平成 29 年 5 月 17 日付け））に基づ

き，本施設の建物，設備及び機器について，地震の発生による建物，設備及び機器の安全機能

が喪失した場合の影響の相対的な程度に応じて分類し，それぞれの分類に応じた耐震設計を行

う。 

耐震設計上の重要度を以下のとおり分類する。 

(1) 第 1 類について 

ａ．設備及び機器のうち，5 ㎏ U 以上の UF6を内包するもの（隔離弁までの主配管と隔離弁を

含む） 

ｂ．汚染のおそれのある区域（以下「第 1種管理区域」という。）からの排気を処理するフィル

タ，排風機及びフィルタ，排風機及びフィルタから排気口までのダクト（ダンパを含む）並

びに送風機と第 1種管理区域の各室をつなぐダクト（ダンパを含む） 

ｃ．上記ａ．，ｂ．の設備及び機器の安全機能の維持に必要な周辺設備 

ｄ．事故時の監視・操作，UF6の漏えい等の監視設備及びこれらの設備に電源を供給する設備 

ｅ．上記ａ．～ｄ．の設備及び機器を収納する建物及び構築物 

 

(2) 第 2 類について 

ａ．設備及び機器のうち，5 ㎏ U 未満の UF6を内包するもの（これらをつなぐ主配管（弁を含

む），ダクト（ダンパを含む）及びこれらの設備及び機器と第 1類の設備及び機器間をつなぐ

主配管（弁を含む）を含む） 

ｂ．第 1種管理区域の負圧及び排気経路を維持するために必要な設備及び機器並びにダクト（ダ

ンパを含む） 

ｃ．上記ａ．，ｂ．の設備及び機器の安全機能の維持に必要な周辺機器 

ｄ．第 1類以外の建物及び構築物 

 

(3) 第 3 類について 

第1類及び第2類以外の一般産業施設又は公共施設と同等の安全性が要求される設備及び機

器 
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3.2 波及的影響に対する考慮 

上位の耐震重要度分類の施設に波及的破損を生じさせる可能性のある下位の分類の施設は，

上位の分類の地震力を用いて設計を行い波及的破損が生じないようにする。下位の分類の設

備・機器等を上位の分類の建物及び構築物と構造的に一体に設計することが必要な場合には，

上位の分類による設計とする。 

 

4. 設計用地震力 

耐震設計法については，原則として静的設計法を基本とし，設計に用いる静的地震力は次の

とおりとする。 

 

4.1 建物 

建物の耐震設計に用いる静的地震力については，建築基準法施行令第 88 条に規定する地震層

せん断力係数（ Ci ）に，耐震重要度分類に応じた割り増し係数を乗じて算定する。ここで，

地震層せん断力係数は，標準せん断力係数（ C0 ）を 0.2 とする。 

また，必要保有水平耐力の算定に使用する標準せん断力係数（ C0 ）は 1.0 とする。なお，

設計基準を超える条件に対する設計においては，1 G の水平方向の静的地震力を用いる。 

 

割り増し係数 

耐震重要度分類第 1類： 1.5 以上 

耐震重要度分類第 2類： 1.25 以上 

 

4.2 設備・機器 

設備・機器の耐震設計の一次設計に用いる静的地震力は，建築基準法施行令第 88 条により定

まる地震層せん断力係数（ Ci ）に，耐震重要度に応じた割り増し係数を乗じたものに 20 ％

増しして算定する。 

二次設計に用いる静的地震力は，一次設計で求めた地震力に 1.5 を乗じたものとする。 

また，設計基準を超える条件に対する設計においては，1 G の水平方向の静的地震力及び水

平方向の 1/2 の大きさの垂直方向の静的地震力を用いる。 

なお，設備・機器の設計に当たっては剛構造を基本とし，それが困難な場合には動的解析等

適切な方法により設計する。 
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割り増し係数 

耐震重要度分類第 1類： 1.5 以上 

耐震重要度分類第 2類： 1.25 以上 

耐震重要度分類第 3類： 1.0 以上 

 

5. 安全機能（閉じ込め）維持の基本方針 

耐震設計における安全機能（閉じ込め）維持は，耐震重要度分類に応じた静的地震力に対し

て，施設の構造強度を確保することを基本とする。 

 

5.1 構造強度 

加工施設は，耐震重要度分類に応じた静的地震力による荷重と地震力以外の荷重の組合せを

適切に考慮したうえで，構造強度を確保する設計とする。 

(1) 耐震設計上考慮する状態 

ａ．運転時の状態 

加工施設が運転状態にあり，通常の自然条件下におかれている状態 

 

ｂ．設計用自然条件 

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件（風，積雪） 

 

(2) 荷重の種類 

ａ．加工施設のおかれている状態にかかわらず常時作用している荷重（固定荷重，積載荷重） 

 

ｂ．運転時の状態で施設に作用する荷重 

 

ｃ．地震力，風荷重，積雪荷重 
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(3) 荷重の組合せ 

ａ．建物 

建築基準法等関係法令に基づき加工施設のおかれている状態にかかわらず常時作用してい

る荷重及び積雪荷重，風荷重，静的地震力を適切に組み合わせる。 

 

ｂ．設備・機器 

通常の運転時の状態で施設に作用する荷重と静的地震力とを組み合わせる。 

 

(4) 許容限界 

各施設の静的地震力と他の荷重を組み合わせた状態に対する許容限界は，建築基準法等関

係法令，鋼構造設計規準（2005），鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（1999），日本産

業規格等の安全上適切と認められる規格及び基準又は試験等で妥当性が確認されている値を

用いる。 

 

6. 構造計画と配置計画 

本施設の建物，設備・機器の構造計画及び配置計画に際しては，地震の影響が低減されるよ

うに考慮する。 

建物は，地震に対し十分な支持性能を有する地盤（N値 50 以上の十分な地耐力を有する地盤）

に支持させる。 

設備・機器は，適用する静的地震力に対して，必要な強度を有する設計とする。配置に自由

度のあるものは，耐震上の観点からできる限り重心位置を低くし，かつ，安定性のよい据付状

態となるよう，「7. 設備・機器の支持方針について」に示す方針に従い配置する。 

屋外には漏えい事故の起因となる重要度の高い設備・機器は設置しない設計とする。なお，

屋外に設置する設備・機器は，事業変更許可申請書で確認された十分な支持性能を有する地盤

に設置するとともに耐震設計において，判定基準に対して十分な安全余裕を確保することで，

風，積雪が安全上の支障とならないように設計する。 

また，建物間の地震時の相対変位を考慮しても，建物の耐震安全性を確保する設計とすると

ともに，これにより建物に収納されている設備・機器の機能に影響を及ぼさない設計とする。 
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7. 設備・機器の支持方針について 

設備・機器本体については，「5. 安全機能（閉じ込め）維持の基本方針」に基づいて耐震設

計を行う。それらを支持する構造物についての設計方針は以下のとおりとする。 

機器，配管，ダクトの耐震支持材（支持架構，アンカサポート，Uボルト等）については，

設計及び工事の方法の認可申請で使用実績のある建築設備耐震設計・施工指針（2014），鋼構造

設計規準（2005）及び各種合成構造設計指針・同解説（2010）等に基づき，適切に設計，施工

する。なお，Uボルト等の支持装置の設計に当たっては，上記指針類に基づき，定格荷重又は

最大使用荷重に対して，十分な強度のある部材を選定する。また，UF6を内包する設備・機器を

支持する主要な架構については，計算により構造強度を確認し安全機能（閉じ込め）を維持で

きることを確認する。 

 

8. 耐震計算方針 

前述の各方針に基づいて設計した施設について，耐震計算を行うに当たり，既に認可された

設計及び工事の方法の認可申請で実績があり，かつ，最新の知見に照らしても妥当な手法及び

条件を用いることを基本とする。一方，最新の知見を適用する場合は，その妥当性と適用可能

性を確認したうえで適用する。 

 

8.1 建物 

耐震設計法については，原則として静的設計法を基本とし，建築基準法等関係法令に基づい

て行う。なお，建築基準法等関係法令に基づく設計として，一次設計及び二次設計を行う。ま

た，第 1類の建物は，設計基準を超える条件に対する設計として，1 G の水平方向の静的地震

力に対して，建物が終局に至らないことを確認する。 

 

8.2 設備・機器 

耐震設計法については，原則として静的設計法を基本とし，耐震重要度分類の各類とも一次

設計を行う。なお，第 1類の設備・機器については，一次設計に加え，二次設計を行う。また，

UF6を内包する第 1類及び第 2類の設備・機器は，1 G の水平方向の静的地震力及び水平方向の

1/2 の大きさの垂直方向の静的地震力に対して降伏し，塑性変形する場合でも，過大な損傷，

亀裂，破損等が生じないことを，設計基準を超える条件に対する設計として確認する。 

具体的な耐震計算方針は，「Ⅲ-2 設備・機器の耐震計算方針」に示す。 



 

 

 

 

 

 

Ⅲ-2 

設備・機器の耐震計算方針 
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1. 概要 

本資料は，「Ⅲ-1 加工施設の耐震性に関する説明書（耐震設計の基本方針）」（以下，「耐震

設計の基本方針」という。）に基づく，設備・機器の耐震計算方針を示す。 

 

2. 設備・機器の耐震計算方針 

耐震設計の基本方針に基づいて設計した施設について，耐震計算を行うに当たり，既に認可

された設計及び工事の方法の認可申請で実績があり，かつ，最新の知見に照らしても妥当な手

法及び条件を用いることを基本とする。一方，最新の知見を適用する場合は，その妥当性と適

用可能性を確認したうえで適用する。 

2.1 耐震計算の基本方針 

(1) 耐震設計法については，原則として静的設計法を基本とする。 

 

(2) 上位の分類の施設に波及的破損を生じさせる可能性のある下位の分類の施設は，上位の分類

の地震力を用いて設計を行い波及的破損が生じないようにする。下位の分類の設備・機器等を

上位の分類の建物及び構築物と構造的に一体に設計することが必要な場合には，上位の分類に

よる設計とする。 

 

(3) 設備・機器が剛構造（設備･機器の一次固有振動数が 20 Hz 以上）とならない場合には，建

物との共振を考慮した設計として，「建築設備耐震設計・施工指針（2014）」に基づく設計用水

平震度（ KH ）に通常の運転時の状態で設備・機器に作用する荷重（ W ）を乗じたものを静

的地震力に用いる。 

 

(4) 耐震重要度分類の各分類ともに一次設計を行う。この一次設計に用いる静的地震力は，建築

基準法施行令第 88 条により定まる地震層せん断力係数に，耐震重要度に応じた割り増し係数

を乗じたものに 20 ％増しして算定する。ここで「一次設計」とは，通常の運転時の状態で設

備・機器に作用する荷重と一次地震力を組み合わせ，その結果発生する応力に対して，降伏応

力又はこれと同等な安全性を有する応力を許容限界とする設計をいう。 

 

割り増し係数 

耐震重要度分類第 1類： 1.5 以上 
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耐震重要度分類第 2類： 1.25 以上 

耐震重要度分類第 3類： 1.0 以上 

 

(5) 耐震重要度分類第 1類については，上記の一次設計に加え，二次設計を行う。この二次設計

に用いる静的地震力は，一次設計で求めた地震力に 1.5 を乗じたものとする。ここで「二次設

計」とは，通常の運転時の状態で設備・機器に作用する荷重と一次地震力を上回る二次地震力

を組み合わせ，その結果発生する応力に対して，設備・機器の相当部分が降伏し，塑性変形す

る場合でも，過大な変形，亀裂，破損等が生じその施設の安全機能に重大な影響を及ぼすこと

がない設計をいう。 

 

(6) 一次設計及び二次設計は，静的地震力によって応力が高くなる部位について応力評価を行う。 

 

(7) 本施設のうち，UF6 を内包する設備・機器は，地震の発生によって生じるおそれがある安全

機能の喪失及びそれに続く UF6の漏えい，これに伴い発生する HF による公衆への影響を防止

する観点から，設計基準を超える条件に対する設計として次の確認を行う。 

耐震重要度分類 Sクラスに要求される程度の地震力に対して，過度の変形・損傷を防止する

ことにより，設計基準を超える条件でも公衆への放射線及び化学的毒性による影響を抑制し，

大きな事故の誘因とならないことを確認する。 

具体的には，UF6を内包する第 1類及び第 2類の設備・機器，これを直接支持する構造物は，

工場等周辺の公衆に対する更なるリスク低減のため，次の a．～f．に示すとおり，1 G の水平

方向の静的地震力及び水平方向の 1/2 の大きさの垂直方向の静的地震力に対して降伏し，塑性

変形する場合でも，過大な損傷，亀裂，破損等が生じないようにする。 

 

ａ．ボルトの応力評価  

静的地震力によりボルトに発生する応力，静的地震力により引抜力が発生する機器につい

ては基礎ボルトに作用する引抜力に対して，降伏し塑性変形する場合でも過大な損傷，亀裂，

破損等が生じないことを確認する。  

 

ｂ．脚部の応力評価  

脚部を有する機器については，静的地震力により脚部に発生する応力に対して，降伏し塑
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性変形する場合でも過大な損傷，亀裂，破損等が生じないことを確認する。  

 

ｃ．子台車又は搬送台車ストッパの応力評価  

UF6 シリンダ類又は付着ウラン回収容器を積載して槽内に収納する子台車又は搬送台車に

ついては，静的地震力により子台車及び搬送台車のストッパに発生する応力に対して，降伏

し塑性変形する場合でも過大な損傷，亀裂，破損等が生じないことを確認する。  

 

ｄ．機器の転倒評価  

静的地震力により機器が転倒しないことを確認する。  

 

ｅ．配管の応力評価  

静的地震力により配管に発生する応力が，降伏し塑性変形する場合でも過大な損傷，亀裂，

破損等が生じないことを確認する。  

 

ｆ．支持構造物の応力評価  

支持構造物（架構）と基礎ボルト，ベースプレート，埋込板，スタッドジベルに静的地震

力により発生する応力に対して，降伏し塑性変形する場合でも過大な損傷，亀裂，破損等が

生じないことを確認する。 

 

(8) 二次設計及び設計基準を超える条件に対する設計において，以下に該当する場合は，一次設

計，二次設計を省略する。 

ａ．二次設計において，発生する応力が一次設計の許容応力を下回る場合は，一次設計を省略

する。 

ｂ．設計基準を超える条件に対する設計において，発生する応力が一次設計の許容応力を下回

る場合は，一次設計及び二次設計を省略する。 

 

2.2 静的地震力 

(1) 一次設計 

一次設計に用いる静的地震力は，以下のとおりとする。 

第 1類 0.20 W × 1.5  × 1.2 ＝ 0.36 W 
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第 2 類 0.20 W × 1.25 × 1.2 ＝ 0.30 W 

第 3 類 0.20 W × 1.0  × 1.2 ＝ 0.24 W 

ここで，Wは通常の運転時の状態で設備・機器に作用する荷重である。 

なお，設備・機器が剛構造（設備･機器の一次固有振動数が 20 Hz 以上）とならない場合に

は，建物との共振を考慮した設計として，建築設備耐震設計・施工指針（2014）に基づく設計

用水平震度（KH）に通常の運転時の状態で設備・機器に作用する荷重（W）を乗じたものを静

的地震力に用いる。 

 

設計用水平震度 KH ＝ Z ൈ Ks 

 

記 号 

Z ：地域係数（青森県 上北郡：1.0） 

Ks：設計用標準震度（次表参照） 

設計用標準震度（Ks） 

耐震重要度分類 第 1類 第 2類 第 3類 
1 階 1.0 0.6 0.4 

上層階（2階） 2.0 1.5 1.0 

 

(2) 二次設計 

第 1類の二次設計に用いる静的地震力は，以下のとおりとする。 

0.36 W × 1.5 ＝ 0.54 W 

ここで，Wは通常の運転時の状態で設備・機器に作用する荷重である。 

なお，設備・機器が剛構造（設備･機器の一次固有振動数が 20 Hz 以上）とならない場合に

は，建物との共振を考慮した設計として，建築設備耐震設計・施工指針（2014）に基づく設計

用水平震度（KH）に通常の運転時の状態で設備・機器に作用する荷重（W）を乗じたものを静

的地震力に用いる。 

 

(3) 設計基準を超える条件に対する設計 

設計基準を超える条件に対する設計においては，1 G の水平方向の静的地震力及び水平方向

の 1/2 の大きさの垂直方向の静的地震力を用いる。 
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2.3 許容応力 

加工施設の設計で用いる主要な材料の許容応力を以下に示す。本項に記載のない材料の許容

応力については，各設備・機器の個別の設計において明確にする。 

(1) 弾性域の許容応力 

ａ．ボルトの許容引張応力，許容せん断応力 

機器の基礎ボルト及び据付ボルトの許容引張応力，許容せん断応力は，原則として鋼構造設

計規準（2005）に示す許容応力度のうち最も低い強度区分である強度区分：4.6 を評価に用い

る。許容応力度（短期）は，鋼構造設計規準（2005）に従い，次表に示すボルトの許容応力度

（長期）の 1.5 倍とする。なお，ボルトの施工においては，強度区分：4.6 と同等以上の引張

強さを有するボルトを使用する。 

 

ボルトの許容応力度（長期）（N/mm2） 

 強度区分 
許容応力度 

4.6 備考 

引 張 160 

使用温度：常温※１ 

せ ん 断 
160

√3
 

※1：鋼材の加熱や冷却を伴わない通常の環境下 

 

許容引張応力  fto ൌ 160 ൈ 1.5 ൌ 240（N/mm2） 

 

許容せん断応力 fso ൌ
ଵ଺଴

√ଷ
ൈ 1.5 ≒ 135（N/mm2） 

 

ｂ．ボルトの許容引抜力 

基礎ボルトの許容引抜力（短期）は，各種合成構造設計指針・同解説（2010）の各種アン

カーボルト設計指針に基づき，次の組合せ荷重により判定する。 

 

aS＝ ൬
p

pa
൰

2

൅൬
q

qa
൰

2

≦ 1 

記 号 
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pa ：引張力を受ける場合の許容引張力（N） 

qa ：せん断力を受ける場合の許容せん断力（N） 

p  ：作用する引張力（N） 

q  ：作用するせん断力（N） 

 

上記において，引張力を受ける場合の許容引張力(pa)及びせん断力を受ける場合の

許容せん断力(qa)は，アンカーボルトの種類に応じて算定する。 
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ｃ．構造用部材の許容応力 

① 軟鋼構造用部材の許容応力度（短期）は，原則として鋼構造設計規準（2005）に従い，次

表の F値に基づき，許容応力度（長期）の 1.5 倍とし，以下により定める。 

 

F 値（N/mm2） 

鋼材質 

厚さ 

SS400 
STKR400 

備考 

40 mm 以下 235 
使用温度：常温※1 40 mm を超え 

215 
100 mm 以下 

※1：鋼材の加熱や冷却を伴わない通常の環境下 

 

・許容引張応力 

fto ＝ 
F

1.5
 ൈ 1.5 ＝ F 

記 号 

fto：許容引張応力（N/mm2） 

 

・許容せん断応力 

fso ＝ 
F

1.5√3
 ൈ 1.5 ＝ 

F

√3
 

記 号 

fso：許容せん断応力（N/mm2） 
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② ステンレス鋼構造用部材の許容応力は，原則として鋼構造設計規準（2005）に基づき，降

伏点と引張強さの 70 %のうち小さい方の値とする。ステンレス鋼の降伏点，引張強さは日本

産業規格に基づく。なお，ステンレス鋼については，日本産業規格に基づき 0.2 ％耐力を降

伏点の代わりに用いる。 

 

ステンレス鋼構造用部材の許容応力（N/mm2） 

材質 使用温度 許容応力 

SUS304 100 ℃以下 171 

 

ｄ．配管の許容応力 

配管の許容応力は，原則として鋼構造設計規準（2005）に基づき，降伏点と引張強さの 70 %

のうち小さい方の値とする。配管の降伏点，引張強さは日本産業規格，発電用原子力設備規

格 材料規格（2012）に基づく。なお，降伏現象を示さない材料については，日本産業規格

に基づき 0.2 ％耐力を降伏点の代わりに用いる。 

次表に主な配管の許容応力を示す。 

 

主な配管の許容応力（N/mm2） 

材質 使用温度 許容応力 

SUS304 
40 ℃以下  205 
100 ℃以下  171 
120 ℃以下  164※1 

STPG370 
40 ℃以下  215 
100 ℃以下  187 

SGP 40 ℃以下  145 

※1：120 ℃の許容応力については比例法により算出 

 

ｅ．ダクトの許容応力 

ダクトの許容応力は，原則として鋼構造設計規準（2005）に基づき，降伏点と引張強さの

70 %のうち小さい方の値とする。ダクトの降伏点，引張強さは日本産業規格に基づく。 

次表に主なダクトの許容応力を示す。 
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主なダクトの許容応力（N/mm2） 

材質 許容応力 備考 

JIS G 3302 
溶融亜鉛めっき鋼板 

 189※1 使用温度：常温※2 

SS400  235 同上 

※1：JIS G 3302 溶融亜鉛めっき鋼板に定められた種類の中で，最も引張強さの低

い 270 N/mm2を計算条件とした。 

※2：鋼材の加熱や冷却を伴わない通常の環境下 

 

(2) 塑性域の許容応力 

塑性域の許容応力は，原則として発電用原子力設備規格 材料規格（2012）に基づき，「設

計引張強さ Su」を用いる。なお，発電用原子力設備規格 材料規格（2012）に記載のない材

料は，日本産業規格の引張強さを用いる。ただし，材料証明書等において，引張強さが個別に

確認できるものについては，材料証明書等に記載された引張強さを許容応力とする場合もある。

次表に主な材料の塑性域の許容応力を示す。 

 

 

塑性域の許容応力（N/mm2） 

材質 使用温度 許容応力 

SS400 40  ℃以下  400 

SUS304 
40  ℃以下  520 
100 ℃以下  441 
120 ℃以下  433※2 

STPG370 
40  ℃以下  370 
100 ℃以下  345 

SGP 40  ℃以下  290 
JIS G 3302 

溶融亜鉛めっき鋼板 
常温※1  270※3 

※1：鋼材の加熱や冷却を伴わない通常の環境下 

※2：120 ℃の許容応力については比例法により算出 

※3：JIS G 3302 溶融亜鉛めっき鋼板に定められた種類の中で，最も引張強さの

低い値。 
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2.4 耐震計算手順 

設備・機器の耐震計算フローを図 1 に，機器，配管，ダクト，架構の耐震計算に係る手順を

以下に示す。 

(1) 機器の耐震計算手順 

機器は，「Ⅲ-1 耐震設計の基本方針」に示す耐震重要度分類に基づき，「2.1 耐震計算の

基本方針」に示す静的設計法により行う。 

機器を適切にモデル化し，「2.2 静的地震力」の地震力によって構造的に応力が高くなる部

位（据付ボルト，基礎ボルト，脚部，ストッパ等）について，応力評価（一次設計，二次設計

又は設計基準を超える条件に対する設計）を行い，発生するせん断応力，引張応力，引抜力等

が「2.3 許容応力」に基づく許容応力以下であることを確認する。 

また，一次設計，二次設計において，機器を剛構造とする場合は，機器の一次固有振動数を

計算により確認する。なお，横形ポンプ等の構造的に明らかに剛体とみなせる機器及び剛構造

とならない機器については，一次固有振動数の計算を省略する。 

本設計に係る計算書の作成の基本方針を「Ⅲ-3」に示す。 

 

(2) 配管の耐震計算手順 

配管は，「Ⅲ-1 耐震設計の基本方針」に示す耐震重要度分類に基づき，「2.1 耐震計算の

基本方針」に示す静的設計法により行う。 

配管の形状等を考慮して，定ピッチスパンによる設計法又は実形状モデルでの設計法のどち

らを使用するかを選択する。 

定ピッチスパンによる設計法は，配管系を直管部，曲がり部，分岐部及び集中質量部等の標

準的な構造要素に分け，各要素の最大支持間隔に対し，「2.2 静的地震力」の地震力により応

力評価（一次設計，二次設計又は設計基準を超える条件に対する設計）を行い，各要素におい

て配管に発生する曲げ応力が「2.3 許容応力」に基づく許容応力以下であることを確認する。 

実形状モデルでの設計法は，構造解析ソフトウェア（有限要素法）を用い，配管，弁，フラ

ンジ等の寸法，質量，サポートの位置等をインプットに配管系を多質点の梁モデル化し，「2.2 

静的地震力」の地震力により応力解析（一次設計，二次設計又は設計基準を超える条件に対す

る設計）を行い，各モデルにおいて，最大となる配管の曲げ応力が「2.3 許容応力」に基づ

く許容応力以下であることを確認する。 

また，一次設計，二次設計においては，応力解析にあわせて同じモデルで一次固有振動数の
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解析を行う。 

本設計に係る計算書の作成の基本方針を「Ⅲ-4 配管，ダクト，架構の耐震計算書作成の基

本方針」に示す。 

 

(3) ダクトの耐震計算手順 

ダクトは，「Ⅲ-1 耐震設計の基本方針」に示す耐震重要度分類に基づき，「2.1 耐震計算

の基本方針」に示す静的設計法により行う。 

ダクトは，ダクトの断面寸法，板厚，被覆の有無等をもとに，各種ダクトの構造ごとにモデ

ル化し，各モデルにおける最大の支持間隔に対し，「2.2 静的地震力」の地震力により応力評

価（一次設計，二次設計又は設計基準を超える条件に対する設計）を行い，ダクトに発生する

応力が「2.3 許容応力」に基づく許容応力以下であることを確認する。 

また，加工施設におけるダクトは一般的な薄肉構造であり，剛構造とする一次固有振動数を

確保することは困難であるため，一次設計，二次設計においては，剛構造とならないものとし

て評価する。 

本設計に係る計算書の作成の基本方針を「Ⅲ-4 配管，ダクト，架構の耐震計算書作成の基

本方針」に示す。 

 

(4) 架構の耐震計算手順 

UF6を内包する配管等を支持する主要な架構については，「Ⅲ-1 耐震設計の基本方針」に示

す耐震重要度分類に基づき，「2.1 耐震計算の基本方針」に示す静的設計法により行う。 

架構は，原則として構造解析ソフトウェア（有限要素法）を用い，構造用部材（梁，柱，ベ

ースプレート等）の形状及び寸法，荷重（配管，弁等）の位置等をインプットにモデル化し，

「2.2 静的地震力」の地震力により応力解析（一次設計，二次設計又は設計基準を超える条

件に対する設計）を行い，構造用部材，基礎ボルト等に発生する応力が「2.3 許容応力」に

基づく許容応力以下であることを確認する。 

また，一次設計，二次設計において，応力解析に合わせて同じモデルで一次固有振動数の解

析を行う。 

本設計に係る計算書の作成の基本方針を「Ⅲ-4 配管，ダクト，架構の耐震計算書作成の基

本方針」に示す。 

 





 

 

 

 

 

Ⅲ-3 

機器の耐震計算書作成の基本方針 
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1. 一般事項 

本基本方針は，本施設のうち，機器の耐震性についての計算書作成の基本方針について説明

するものである。 

1.1 計算条件 

機器の耐震計算を行うに当たって考慮する事項を以下に示す。 

・設備・機器の質量は原則として重心に集中するものとする。 

・地震力は機器に対して，水平方向に作用するものとする。ただし，設計基準を超える条件

に対する設計においては，水平方向及び垂直方向に作用するものとする。 

・地震力の作用による機器と床面等の接触部との摩擦は考慮せず，機器はボルト等でのみ固

定されているものとする。 

・水平方向の地震力は，機器の長辺方向及び短辺方向に作用する場合を考慮し，厳しい方向

の計算を行う。 

・機器のボルト間隔，脚高さ等については，施工誤差等を踏まえ，一定の安全余裕を考慮し

設定する。 

・内容物（液体，固体）を有するシリンダ等の機器については，運転上想定される内容物の

最大の充填量を機器の荷重に付加し評価する。 

 

1.2 計算精度，数値の丸め方及び計算で用いる数値の裕度の設定 

計算精度を示す計算結果及び計算で用いる数値の丸め方を以下に示す。 

・計算で用いる数値：有効数字 4桁（有効数字 5桁目を四捨五入） 

（ただし，寸法及び荷重において，小数点以下が 0 の数値は，小数点以下を省略する。ボ

ルト応力評価及び転倒評価における（M2/M1）の数値も有効桁数 4桁（有効数字 5桁目を

四捨五入）とする。） 

・計算結果：有効数字 3桁（有効数字 4桁目を四捨五入） 

・円周率：π ＝ 3.142 

・重力加速度：g ＝ 9.80665 m/s2 

（ただし，機器荷重等，工学単位系で既に丸められたものについて，「N」への荷重換算時

は，10 倍とする。） 
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2. 計算方法 

2.1 一次固有振動数の計算方法 

機器の計算は，原則として表 1に示す計算モデル及び計算式にて求める。 

なお，表 1の計算モデルに該当しない場合は，有限要素法を用いて一次固有振動数を求める

場合がある。また，横型ポンプ等の構造的に明らかに剛体とみなせる機器については，一次固

有振動数の計算を省略する。 
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表 1（1/3）一次固有振動数の計算モデル及び計算式 

自立型機器（1） 

 

 

 

 

E：ヤング係数 
I：断面二次モーメント 
w：単位長さ荷重 
h：モデル高さ 
g：重力加速度 

 

 

f ൌ
λଶ

2πhଶ
ඨ
EIg
w

 

 

λ ൌ 1.875 

・ケミカルトラッ

プ（NaF） 

・凝集槽 

自立型機器（2） 

（頭部荷重付） 

 

 

E：ヤング係数 
I：断面二次モーメント 
W：等価荷重 
W1：上板荷重 
W2：ケーシング荷重 
h：モデル高さ 
g：重力加速度 

 

f ൌ
1
2π

ඨ
3EIg
Whଷ

 

 

W ൌ Wଵ ൅ 0.23Wଶ 

・遠心分離機（金

属胴） 

支持架台上の機器（1） 

 

 

E：ヤング係数 
Ih：脚の断面二次モーメント

Ib：梁の断面二次モーメント

h：脚の高さ 
b：梁のスパン 
W：機器荷重 

 

fx ൌ
5.0

√δx
 fy ൌ

5.0

ඥδy
 

δx ൌ
Whଷ

6EI୦
ሺ1 ൅ I୦b 2Iୠh⁄ ሻ 

δy ൌ
Wbଷ

192EIୠ
ቆ
1 ൅ 8Iୠh 3I୦b⁄

1 ൅ 2Iୠh 3I୦b⁄
ቇ 

 

・均質パージ系ブ

ースタポンプ 

・洗缶廃水貯槽 
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表 1（2/3）一次固有振動数の計算モデル及び計算式 

支持架台上の機器（2） 

 

 

 

E：ヤング係数 
Ih1：脚の断面二次モーメン

ト 
h：モデル高さ 
W：機器荷重 

 

f ൌ
5.0

ߜ√
 

δ ൌ
Whଷ

3EI୦ଶ
 

・2号製品コール

ドトラップ（脚

部） 

・2号均質槽（脚部）

 

脚支持の横型機器 

 

 

 

 

 

E：ヤング係数 
I：断面二次モーメント 
L：ビーム長 
μ：単位長さに対する機器荷

重 
an：モード係数 
（α，β，γにより求まる値）

α，β，γ：ビームの長さ比 
 

f ൌ
an
2π

ඨ
EI
μLସ

 

・2 号製品コール

ドトラップ（本

体） 

・2号均質槽（本体）

台車上の 
シリンダ類等（1） 

 

 

 

E：ヤング係数 
I：断面二次モーメント

W：機器荷重 
L，L1：長さ	

g：重力加速度	

 

f ൌ
1
2π

ඨ
3EILg

Lଵ
ଶሺL െ LଵሻଶW

 

 

 

・2号発生槽（子

台車） 

・2号原料シリンダ

槽（子台車） 

 

  

Ih1 Ih1
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表 1（3/3）一次固有振動数の計算モデル及び計算式 

台車上の 
シリンダ類等（2） 

 

 

 

 

 

E：ヤング係数 
I：断面二次モーメント 
W1，W2：機器荷重 
ω：角速度 
aଵଵ，aଵଶ，aଶଶ	
：単位力が加わるときのた

わみ 
L，Lଵ，Lଶ，Lଷ：長さ	
g：重力加速度 

f ൌ
ω
2π

 

 

Wଵ

g
൅aଶଶ

Wଶ

g
 

൅ඨ൬aଵଵ
Wଵ

g
െ aଶଶ

Wଶ

g
൰
ଶ

൅ 4aଵଶଶ
WଵWଶ

gଶ
	ቍ 

 

aଵଵ ൌ
Lଵ

ଶሺL െ Lଵሻଶ

3EIL
 

 

aଵଶ ൌ
LଵLଷ൫Lଶ െ Lଵ

ଶ െ Lଷ
ଶ൯

6EIL
 

 

aଶଶ ൌ
Lଷ

ଶሺL െ Lଷሻଶ

3EIL
 

 

・2 号発生槽（重

量計） 

・2 号原料シリン

ダ槽（載台） 

 

台車上の 
シリンダ類等（3） 

 

 

 

 

 

E：ヤング係数 
I：断面二次モーメント 
W1，W2：機器荷重 
ω：角速度 
aଵଵ，aଵଶ，aଶଶ	
：単位力が加わるときのた

わみ 
L，Lଵ，Lଶ，Lଷ：長さ	
g：重力加速度 

 

f ൌ
ω
2π

 

 

Wଵ

g
൅aଶଶ

Wଶ

g
 

൅ඨ൬aଵଵ
Wଵ

g
െ aଶଶ

Wଶ

g
൰
ଶ

൅ 4aଵଶଶ
WଵWଶ

gଶ
	ቍ 

 

aଵଵ ൌ
Lଵ

ଶሺLଵ ൅ Lଶሻ

3EI
 

 

aଵଶ ൌ
LଵLଶLଷ
6EI

 

 

aଶଶ ൌ
Lଷ

ଶሺLଷ ൅ Lଶሻ

3EI
 

 

・2号製品回収槽 

（台座） 

 

 

  

L1 L2 L3

L

L1 L2 L3

L

W1 W2I1 I2 I3

L1 L2 L3

L



 

6 

2.2 応力の計算方法（一次設計及び二次設計） 

(1) ボルトの応力評価 

ａ．機器のモーメント比 

図 1 に示す計算モデルにおいて，静的地震力に対する抵抗モーメントと静的地震力による

転倒モーメントの比（M2	/	M1）を次式で求める。	

Mଶ

Mଵ
ൌ
WLଵ
FୌH

  

ここで， 

M2	 : 静的地震力に対する抵抗モーメント（N･mm） 

M1	 : 静的地震力による転倒モーメント（N･mm） 

W	 : 機器荷重（N） 

FH	 : 静的水平地震力（N） 

L1	 : 重心とボルトの間隔（mm） 

H	 : 重心高さ（mm） 

 

ｂ．ボルトのせん断応力 

ａ．の計算の結果，M2	/	M1 ≧	 1の場合，ボルトにはせん断力のみが作用するため，ボル

トのせん断応力が許容せん断応力以下であることを評価する。ボルトのせん断応力を次式で

求める。 

τ ൌ
Fୌ
NA

  

ここで， 

τ	 : ボルトのせん断応力（N/mm2） 

FH	 : 静的水平地震力（N） 

N	 : せん断荷重を受けるボルト本数（本） 

A	 : ボルトの有効断面積（mm2） 
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ｃ．ボルトの引張応力 

ａ．の計算の結果，M2	/	M1	＜	 1の場合，ボルトにはせん断力に加えて引張力が作用する

ため，b．のボルトのせん断応力評価に加えて，ボルトの引張応力が許容引張応力以下である

ことを評価する。ボルトの引張応力を次式で求める。 

ft ൌ
Mଵ െ Mଶ

nAL
ൌ
FୌH െWLଵ

nAL
  

ここで， 

ft	 : ボルトの引張応力（N/mm2） 

M2	 : 静的地震力に対する抵抗モーメント（N･mm） 

M1	 : 静的地震力による転倒モーメント（N･mm） 

W	 : 機器荷重（N） 

FH	 : 静的水平地震力（N） 

L1	 : 重心とボルトの間隔（mm） 

H	 : 重心高さ（mm） 

L	 : 許容最小ボルト間隔（mm） 

n	 : 有効ボルト本数（本） 

A	 : ボルトの有効断面積（mm2） 

 

ｄ．基礎ボルトの引抜力の評価 

基礎ボルトの応力評価においては，a．の計算の結果，M2	/	M1 ＜	 1の場合，基礎ボルトの

せん断応力及び引張応力評価に加えて，基礎ボルトの引抜力の判定値 asが 1以下であること

を評価する。基礎ボルトの引抜力の判定値 asは次式で求める。 

aୱ＝ቆ
ft・A
pa

ቇ

2

൅ቆ
τ・A
qa

ቇ

2

≦ 1  

ここで， 

ft	 : ボルトの引張応力（N/mm2） 

τ	 : ボルトのせん断応力（N/mm2） 

pa	 : ボルトの許容引張力（N） 

qa	 : ボルトの許容せん断力（N） 

A	 : ボルトの有効断面積（mm2） 
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図 1 ボルト応力評価の計算モデル 
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(2) 脚部の応力評価 

ａ．脚部の組合せ応力 

図 2に示す計算モデルにおいて，脚部の組合せ応力を次式で求める。 

σ ൌ ඥሺσୠ ൅ σୡሻଶ ൅ 3τଶ   

ここで， 

σ	 : 脚部の組合せ応力 (N/mm2) 

σb	 : 静的地震力による曲げ応力 (N/mm2) 

σc	 : 機器荷重及び静的地震力による圧縮応力 (N/mm2) 

τ	 : 静的地震力によるせん断応力 (N/mm2) 

 

ｂ．静的地震力による曲げ応力 

ａ．の式にて，静的地震力による曲げ応力を次式で求める。 

σୠ ൌ
FୌH
nZ

   

ここで， 

σb	 : 静的地震力による曲げ応力 (N/mm2) 

FH	 : 静的水平地震力（N） 

H	 : 重心高さ (mm) 

n	 : 脚数 (本) 

Z	 : 脚部断面係数 (mm3) 

 

ｃ．機器荷重及び静的地震力による圧縮応力 

ａ．の式にて，機器荷重及び静的地震力による圧縮応力を次式で求める。 

σୡ ൌ
W
nA

൅
FୌH
LA

   

ここで， 

σc	 : 機器荷重及び静的地震力による圧縮応力 (N/mm2) 

W	 : 機器荷重 (N) 

FH	 : 静的水平地震力（N） 

H	 : 重心高さ (mm) 
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n	 : 脚数 (本) 

A	 : 脚部断面積 (mm2) 

L	 : 脚中心間距離 (mm) 

 

ｄ．静的地震力によるせん断応力 

ａ．の式にて，静的地震力によるせん断応力は次式で求める。 

τ ൌ
FH
nAS

   

ここで， 

τ	 : 静的地震力によるせん断応力 (N/mm2) 

FH	 : 静的水平地震力（N） 

n	 : 脚数 (本) 

As	 : せん断に対する有効断面積 (mm2) 

 

 

 

 

図 2 脚部応力評価の計算モデル 

  

W

FH

L

H

重心
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(3) ストッパの応力評価 

ストッパの形状等は，ストッパを設置する対象機器の構造的特徴により多種多様であるため，

ここでは代表的なストッパ（槽内子台車ストッパ）の応力評価の方法を示す。 

ａ．ストッパの組合せ応力 

図 3に示す計算モデルにおいて，ストッパの組合せ応力を次式で求める。 

σൌඥσb2൅3τ2    

ここで， 

σ	 : ストッパの組合せ応力（N/mm2） 

σb	 : 曲げ応力（N/mm2） 

τ	 : せん断応力（N/mm2） 

 

ｂ．ストッパの曲げ応力 

ａ．の式にて，ストッパの曲げ応力を次式で求める。 

σbൌ
FHH
nZ

	   

ここで， 

σb	 : 曲げ応力（N/mm2） 

FH	 : 静的水平地震力（N） 

H	 : 長さ (mm) 

n	 : ストッパ本数（本） 

Z	 : ストッパ断面係数（mm3） 
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ｃ．ストッパのせん断応力 

ａ．の式にて，ストッパのせん断応力を次式で求める。 

τൌ
Fୌ
nAୱ

   

ここで， 

τ	 : せん断応力（N/mm2） 

FH	 : 静的水平地震力（N） 

n	 : ストッパ本数（本） 

As	 : ストッパせん断有効断面積（mm2） 

 

 

 

  

  

図 3 ストッパ応力評価の計算モデル 
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(4) 転倒評価 

ａ．モーメント比 

図 4 に示す計算モデルにおいて，静的地震力に対する抵抗モーメントと静的地震力による

転倒モーメントの比（M2	/	M1）は次式で求める。 

Mଶ

Mଵ
ൌ
WLଵ
FHH

  

ここで， 

M2	 : 静的地震力に対する抵抗モーメント（N･mm） 

M1	 : 静的地震力による転倒モーメント（N･mm） 

W	 : 機器荷重（N） 

FH	 : 静的水平地震力（N） 

H	 : 重心高さ（mm） 

L1	 : 重心と支点の間隔（mm） 

 

なお，ａ．の計算の結果，M2	/	M1	＜	 1の場合は，各機器の構造的特徴に合わせた適切な

転倒防止用器具を設置することで，機器の転倒を防止する。設置する転倒防止用器具により

機器が転倒しないことを転倒防止用器具に発生する応力等の耐震計算により示す。 

 

 

図 4 転倒評価の計算モデル 

  

支点

重心

H

1
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2.3 応力の計算方法（設計基準を超える条件に対する設計） 

(1) ボルトの応力評価 

ａ．モーメント比 

図 5 に示す計算モデルにおいて，静的地震力に対する抵抗モーメントと静的地震力による

転倒モーメントの比（M2	/	M1）は次式で求める。 

M2

M1
ൌ
ሺW‐FvሻL1
FHH

  

ここで， 

M2	 : 静的地震力に対する抵抗モーメント（N･mm） 

M1	 : 静的地震力による転倒モーメント（N･mm） 

W	 : 機器荷重（N） 

FH	 : 静的水平地震力（N） 

FV	 : 静的垂直地震力（N） 

L1	 : 重心とボルトの間隔（mm） 

H	 : 重心高さ（mm） 

 

ｂ．ボルトのせん断応力 

ａ．の計算の結果，M2	/	 M1 ≧	 1の場合，ボルトにはせん断力のみが作用するため，ボル

トのせん断応力が許容せん断応力以下であることを評価する。ボルトに作用するせん断応力

は次式で求める。 

τൌ
FH
NA

  

ここで， 

τ	 : ボルトのせん断応力（N/mm2） 

FH	 : 静的水平地震力（N） 

N	 : せん断荷重を受けるボルト本数（本） 

A	 : ボルトの有効断面積（mm2） 
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ｃ．ボルトの引張応力 

ａ．の計算の結果，M2	/	M1 ＜	 1の場合，ボルトにはせん断力に加えて引張力が作用する

ため，b．のボルトのせん断応力評価に加えて，ボルトの引張応力が許容引張応力以下である

ことを評価する。ボルトの引張応力は次式で求める。 

ftൌ
M1‐M2

nAL
ൌ
FୌH‐ሺW‐F୚ሻLଵ

nAL
  

ここで， 

ft	 : ボルトの引張応力（N/mm2） 

M2	 : 静的地震力に対する抵抗モーメント（N･mm） 

M1	 : 静的地震力による転倒モーメント（N･mm） 

W	 : 機器荷重（N） 

FH	 : 静的水平地震力（N） 

FV	 : 静的垂直地震力（N） 

L1	 : 重心とボルトの間隔（mm） 

H	 : 重心高さ（mm） 

n	 : 有効ボルト本数（本） 

A	 : ボルトの有効断面積（mm2） 

L	 : 許容最小ボルト間隔（mm） 
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(2) 脚部の応力評価 

ａ．脚部の組合せ応力 

図 6に示す計算モデルにおいて，脚部の組合せ応力を次式で求める。 

σ ൌ ඥሺσୠ ൅ σୡሻଶ ൅ 3τଶ   

ここで， 

σ	 : 脚部の組合せ応力 (N/mm2) 

σb	 : 静的地震力による曲げ応力 (N/mm2) 

σc	 : 機器荷重及び静的地震力による圧縮応力 (N/mm2) 

τ	 : 静的地震力によるせん断応力 (N/mm2) 

 

ｂ．静的地震力による曲げ応力 

ａ．の式にて，静的地震力による曲げ応力を次式で求める。 

σbൌ
FHH
nZ

   

ここで， 

σb	 : 静的地震力による曲げ応力 (N/mm2) 

FH	 : 静的水平地震力（N） 

H	 : 重心高さ (mm) 

n	 : 脚数 (本) 

Z	 : 脚部断面係数 (mm3) 
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ｃ．機器荷重及び静的地震力による圧縮応力 

ａ．の式にて，機器荷重及び静的地震力による圧縮応力を次式で求める。 

σcൌ
W൅F୚
nA

൅
FୌH
LA

   

ここで， 

σc	 : 機器荷重及び静的地震力による圧縮応力 (N/mm2) 

W	 : 機器荷重 (N) 

FH	 : 静的水平地震力（N） 

FV	 : 静的垂直地震力（N） 

H	 : 重心高さ (mm) 

n	 : 脚数 (本) 

A	 : 脚部断面積 (mm2) 

L	 : 脚中心間距離 (mm) 

 

ｄ．静的地震力によるせん断応力 

ａ．の式にて，静的地震力によるせん断応力を次式で求める。 

τൌ
FH
nAୗ

   

ここで， 

τ	 : 静的地震力によるせん断応力 (N/mm2) 

FH	 : 静的水平地震力（N） 

n	 : 脚数 (本) 

As	 : せん断に対する有効断面積 (mm2) 
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図 6 脚部応力評価（設計基準を超える条件に対する設計）の計算モデル 
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(3) ストッパの応力評価 

ストッパ（槽内子台車ストッパ）の設計基準を超える条件に対する設計における応力評価は，

2.2(3)に示す応力計算式にて，静的水平地震力 FH を「Ⅲ-2 設備・機器の耐震計算方針」に

示す水平方向の設計用地震力（1 G）を用いて求める。 

 

(4) 転倒評価 

ａ．モーメント比 

図 7 に示す計算モデルにおいて，静的地震力に対する抵抗モーメントと静的地震力による

転倒モーメントの比（M2	/	M1）を次式で求める。 

M2

M1
ൌ
ሺW‐FvሻL1
FୌH

  

ここで， 

M2	 : 静的地震力に対する抵抗モーメント（N･mm） 

M1	 : 静的地震力による転倒モーメント（N･mm） 

W	 : 機器荷重 (N) 

FH	 : 静的水平地震力（N） 

FV	 : 静的垂直地震力（N） 

L1	 : 重心と支点の間隔（mm） 

H	 : 重心高さ（mm） 

 

なお，ａ．の計算の結果，M2	/	M1 ＜	 1の場合，各機器の構造的特徴に合わせた適切な転

倒防止用器具を設置することで，機器の転倒を防止する。設置する転倒防止用器具により機

器が転倒しないことを転倒防止用器具に発生する応力等の耐震計算により示す。 
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3. 評価方法 

3.1 一次固有振動数の評価 

2.1 項の計算方法を用いて，「Ⅲ-2 設備・機器の耐震計算方針」に基づき，剛判断を行う。 

 

3.2 応力の評価 

2.2 項及び 2.3 項で求めた応力が「Ⅲ-2 設備・機器の耐震計算方針」に基づく許容応力以

下であることを確認する。 
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1. 一般事項 

本基本方針は，本施設のうち，配管，ダクト，架構の耐震性についての計算書作成の基本方

針について説明するものである。 

 

1.1 計算条件 

配管，ダクト，架構の耐震計算を行うに当たって考慮する事項を以下に示す。 

・地震力は配管，ダクト，架構に対して，水平方向に作用するものとする。ただし，設計基

準を超える条件に対する設計においては，水平方向及び鉛直方向に作用するものとする。 

・配管及び架構の応力計算で用いる荷重は，配管内の UF6 等の液体の荷重が加味されたもの

とする。配管内容物の荷重については，内容物が配管内に満たされていることとし，内容

物の比重を踏まえ，等分布荷重として配管の荷重に付加する。 

・配管及びダクトの計算において用いるモデルの支持条件は，ピン支持とする。 

・配管系にフレキシブルホースが存在する場合は，フレキシブルホース端部にてモデルを分

割し，フリー端として扱う。フリー端とした部分については，フレキシブルホースの総質

量の 2分の 1を付加する。 

 

1.2 計算精度と数値の丸め方 

配管，ダクト，架構の計算精度と数値の丸め方は「Ⅲ-3 機器の耐震計算書作成の基本方針」

に準ずる。 
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2. 計算方法 

2.1 配管 

配管は，「Ⅲ-2 設備・機器の耐震計算方針」に記載のとおり，耐震重要度分類に応じた水平

地震力に基づき，静的設計法により，配管の形状等を考慮して，定ピッチスパンによる設計法

又は実形状モデルでの設計法で計算を行う。 

定ピッチスパン法に用いる基本パターン（構造要素）のうち，有限要素法を用いない一次固

有振動数の計算方法及び応力の計算方法を以下に示す。 

また，基本パターン（構造要素）のうち，直管以外の形状のものの計算及び実形状モデルで

の計算は有限要素法により行う。 

(1) モデル図 

図 1に示す計算モデルにおいて，配管の一次固有振動数及び静的地震力による配管の応力を

求める。 

 

 

 

図 1 基本パターンのモデル図 
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両端ピン支持

L
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L
2

L
2
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(2) 一次固有振動数の評価 

ａ．基本パターン１の一次固有振動数の評価 

f	ൌ
π
2L2

ඨ
EIg
w
	

ここで， 

f	 : 一次固有振動数（Hz） 

L	 : 配管支持間隔（mm） 

E	 : ヤング係数（N/mm2） 

I	 : 断面二次モーメント（mm4） 

  ＝π（D4	–	d4）/64	

   D：外径（mm） 

   d：内径（mm） 

	

	

	

g : 重力加速度（mm/s2） 

w	 : 配管単位長さ当りの荷重（N/mm） 
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ｂ．基本パターン２の一次固有振動数の評価 

f	ൌ
1
2πඨ

48EIg

（Wf＋0.49WP）Lଷ
	

ここで， 

f : 一次固有振動数（Hz） 

L	 : 配管支持間隔（mm） 

E : ヤング係数（N/mm2） 

I : 断面二次モーメント（mm4） 

  ＝π（D4	–	d4）/64 

   D：外径（mm） 

   d：内径（mm） 

: 重力加速度（mm/s2） 

 

 

g 

Wf : 弁又はフランジ荷重（N） 

WP : 配管荷重（N） 

 ൌw×L 

    w : 配管単位長さ当りの荷重（N/mm） 
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(3) 応力の計算方法 

ａ．基本パターン１の応力評価 

σൌඥσୠ୴ଶ൅σୠୌ2	

σbv ൌ
Mୠ୴

Z
 σbH ൌ

Mୠୌ

Z
	

Mୠ୴ ൌ
wLଶ

8
 Mୠୌ ൌ

αwLଶ

8
	

Zൌ
π
32

ሺDସ െ dସሻ
D

 

ここで， 

σ	 : 配管の曲げ応力（N/mm2） 

σbv	 : 自重による曲げ応力（N/mm2） 

σୠୌ	 : 静的水平地震力による曲げ応力（N/mm2） 

Mୠ୴ : 自重による曲げモーメント（N･mm） 

Mୠୌ : 静的水平地震力による曲げモーメント（N･mm） 

α	 : 水平震度（－） 

w	 : 配管単位長さ当りの荷重（N/mm） 

L	 : 配管支持間隔（mm） 

Z	 : 断面係数（mm3） 

D	 : 外径（mm） 

d	 : 内径（mm） 
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ｂ．基本パターン２の応力評価 

σൌඥσୠ୴2൅σୠୌ2	

σbv ൌ
Mୠ୴

Z
 σbH ൌ

Mୠୌ

Z
	

Mbv ൌ
WfL
4

൅
w	L2

8
 MbH ൌ αቆ

WfL
4

൅
wLଶ

8
ቇ	

Zൌ
π
32

ሺDସ െ dସሻ

D
	

ここで，	

σ	 : 配管の曲げ応力（N/mm2） 

σbv	 : 自重による曲げ応力（N/mm2） 

σୠୌ	 : 静的水平地震力による曲げ応力（N/mm2） 

Mୠ୴ : 自重による曲げモーメント（N･mm） 

Mୠୌ : 静的水平地震力による曲げモーメント（N･mm）

α	 : 水平震度（－） 

Wf	 : 弁又はフランジ荷重（N） 

w	 : 配管単位長さ当りの荷重（N/mm） 

L	 : 配管支持間隔（mm） 

Z	 : 断面係数（mm3） 

D	 : 外径（mm） 

d	 : 内径（mm） 
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(4) 応力の計算方法（設計基準を超える条件に対する設計） 

ａ．基本パターン１の応力評価（設計基準を超える条件に対する設計） 

σൌඥσୠ୴2൅σୠୌ2	

σbv ൌ
Mୠ୴

Z
 σbH ൌ

Mୠୌ

Z
	

Mୠ୴ ൌ
ቀ1 ൅

α
2ቁwL

ଶ

8
 Mୠୌ ൌ

αwLଶ

8
	

Zൌ
π
32

ሺDସ െ dସሻ
D

	

ここで， 

σ	 : 配管の曲げ応力（N/mm2） 

σbv	 : 自重及び静的垂直地震力による曲げ応力（N/mm2） 

σୠୌ	 : 静的水平地震力による曲げ応力（N/mm2） 

Mୠ୴ : 自重及び静的垂直地震力による曲げモーメント（N･mm）

Mୠୌ : 静的水平地震力による曲げモーメント（N･mm） 

α	 : 水平震度（－） 

w	 : 配管単位長さ当りの荷重（N/mm） 

L	 : 配管支持間隔（mm） 

Z	 : 断面係数（mm3） 

D	 : 外径（mm） 

d	 : 内径（mm） 
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ｂ．基本パターン２の応力評価（設計基準を超える条件に対する設計） 

σൌඥσୠ୴2൅σୠୌ2	

σbv ൌ
Mୠ୴

Z
 σbH ൌ

Mୠୌ

Z
	

Mbv ൌ ቀ1 ൅
α
2
ቁ ቆ
WfL
4

൅
w	L2

8
ቇ  MbH ൌ αቆ

WfL
4

൅
wLଶ

8
ቇ	

Zൌ
π
32

ሺDସ െ dସሻ
D

 

ここで， 

σ	 : 配管の曲げ応力（N/mm2） 

σbv	 : 自重及び静的垂直地震力による曲げ応力（N/mm2） 

σୠୌ	 : 静的水平地震力による曲げ応力（N/mm2） 

Mୠ୴ : 自重及び静的垂直地震力による曲げモーメント（N･mm） 

Mୠୌ : 静的水平地震力による曲げモーメント（N･mm） 

α	 : 水平震度（－） 

Wf	 : 弁又はフランジ荷重（N） 

w	 : 配管単位長さ当りの荷重（N/mm） 

L	 : 配管支持間隔（mm） 

Z	 : 断面係数（mm3） 

D	 : 外径（mm） 

d	 : 内径（mm） 
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2.2 ダクト 

ダクトは，「Ⅲ-2 設備・機器の耐震計算方針」に記載のとおり，耐震重要度分類に基づき，

静的設計法により行う。 

ダクトの応力計算の方法を以下に示す。 

なお，加工施設におけるダクトは一般的な薄肉構造であり，剛構造とする一次固有振動数を

確保することは困難であるため，一次設計，二次設計において剛構造の計算は行わず，剛構造

とならないものとして評価する。 

(1) 応力の計算方法 

ａ．角ダクトの応力評価 

図 2に示す計算モデルにおいて，静的地震力による角ダクトの応力を次式で求める。 

asൌ
σୠ୚൅σୠୌ

ft
	

σୠ୚ ൌ
M୚

Zex
 σୠୌ ൌ

Mୌ

Zey
	

M୚ ൌ
wloxଶ

8
 Mୌ ൌ

αwloyଶ

8
	

Zex ൌ
2Iex
B

 Zey ൌ
2Iey
A
	

Iex ൌ
t
6
ሼbଷ െ ሺB െ dexሻଷሽ ൅

dey
12

ሺBଷ െ bଷሻ	

Iey ൌ
t
6
ሼaଷ െ ሺA െ deyሻଷሽ ൅

dex
12

ሺAଷ െ aଷሻ	

 

 Iex用 Iey用 

dex	 2.4ට
୉

୊
t  1.6ට

୉

୊
t  

dey	 1.6ට
୉

୊
t  2.4ට

୉

୊
t  
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ここで， 

as	 : 応力評価値（－） 

σbv	 : 垂直方向曲げ応力（N/mm2） 

σbH	 : 水平方向曲げ応力（N/mm2） 

ft	 : 許容引張応力（N/mm2） 

MV	 : 垂直曲げモーメント（N･mm） 

MH	 : 水平曲げモーメント（N･mm） 

w	 : ダクト単位長さ荷重（N/mm） 

lox	 : 垂直方向ダクト最大支持間隔（mm） 

loy	 : 水平方向ダクト最大支持間隔（mm） 

α	 : 水平震度（－） 

Zex	 : X 軸まわりダクト有効断面係数（mm3） 

Zey	 : Y 軸まわりダクト有効断面係数（mm3） 

Iex	 : X 軸まわりダクト有効断面二次モーメント（mm4）

Iey	 : Y 軸まわりダクト有効断面二次モーメント（mm4）

t	 : 板厚（mm） 

dex	 : 垂直方向ダクト有効幅（mm） 

dey	 : 水平方向ダクト有効幅（mm） 

E	 : ヤング係数（N/mm2） 

F	 : F 値（N/mm2） 

A	 : 外形寸法（水平）（mm） 

a	 : 断面寸法（水平）（mm） 

B	 : 外形寸法（垂直）（mm） 

b	 : 断面寸法（垂直）（mm） 
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ｂ．丸ダクトの応力評価 

図 3に示す計算モデルにおいて，静的地震力による丸ダクトの応力を次式で求める。 

asൌ
σbv൅σbH

ft
	

σbvൌ
M୴

Z
 σbHൌ

MH

Z
	

M୚ൌ
wlox2

8
	 MHൌ

α	wloy2

8
	

Zൌ
π
32

ሺDସ െ dସሻ

D
	

ここで，	

as	 : 応力評価値（－）  

σbv	 : 垂直方向曲げ応力（N/mm2）  

σbH	 : 水平方向曲げ応力（N/mm2）  

ft	 : 許容引張応力（N/mm2）  

M୴	 : 垂直方向曲げモーメント（N･mm）  

MH	 : 水平方向曲げモーメント（N･mm）  

w	 : ダクト単位長さ荷重（N/mm）  

lox	 : 垂直方向ダクト最大支持間隔（mm）  

loy	 : 水平方向ダクト最大支持間隔（mm）  

α	 : 水平震度（－）  

Z	 : ダクト断面係数（mm3）  

D	 : 外径（mm）  

d	 : 内径（mm）  
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図 3 丸ダクトの応力評価の計算モデル 

 

 

  

Dd

（断面形状）

（ダクトモデル図）

ダクト 両端ピン支持

支
持
点

L
支
持
点
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2.3 架構 

UF6 を内包する配管等を支持する主要な架構は，「Ⅲ-2 設備・機器の耐震計算方針」に記載

のとおり，耐震重要度分類に基づき，静的設計法により行う。架構は，原則として有限要素法

により，応力解析及び一次固有振動数の解析を行う。 

有限要素法により確認された架構に生じる応力をもとに，ベースプレート，基礎ボルト，埋

込板，スタッドジベルの応力計算を行う。 

ベースプレート，基礎ボルト，埋込板，スタッドジベルの計算方法を以下に示す。 

(1) 応力の計算方法 

ａ．ベースプレートの応力評価 

図 4に示す計算モデルにおいて，静的地震力によるベースプレートの応力を次式で求める。 

σୠ＝
6M
tଶ
	

bの幅を持ったベースプレートの曲げモーメント 

M’＝M・b	

ベースプレートの曲げ応力	

σୠ ൌ
M’

Z
ൌ
M・b
1
6 bt

ଶ
ൌ
6M
tଶ
	

M＝
1
2
σୡLଶ	

σୡ＝
F
A
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ここで， 

σb	 ： ベースプレートの最大曲げ応力（N/mm2） 

M	 ： ベースプレートの最大曲げモーメント（N･mm/mm） 

b	 ： ベースプレートの幅（mm） 

t	 ： ベースプレートの板厚（mm） 

σc	 ： ベースプレートの最大圧縮応力（N/mm2） 

L	 ： 柱ウェブからベースプレート端部までの距離（mm） 

F	 ： 基礎への作用力（N） 

A	 ： ベースプレートの面積（mm2） 

 

 

図 4 ベースプレートの応力評価の計算モデル 

  

柱（○×○）
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ｂ．基礎ボルトの応力評価 

「Ⅲ-3 機器の耐震計算書作成の基本方針」に記載の方法に準じて行う。 

 

ｃ．埋込板の応力評価 

図 5に示す計算モデルにおいて，静的地震力による埋込板の応力を次式で求める。 

σୠ＝
6M
btଶ

 

ここで， 

σb	 ： 埋込板の最大曲げ応力（N/mm2） 

M	 ： 埋込板の最大曲げモーメント（N･mm） 

b	 ： 埋込板の板幅（mm） 

t	 ： 埋込板の板厚（mm） 

 

 

図 5 埋込板の応力評価の計算モデル 
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ｄ．スタッドジベルの応力評価 

(a) 引張力 

コンクリート躯体中に定着されたスタッドジベル 1本当たりの許容引張力paは，以下 2式

のうち小なる方の値とする。 

pa1ൌΦ1･ σpas
	 ･ asc 	

pa2ൌΦ2･ σtc
	 ･Ac	

スタッドジベルの許容引張力時の頭部支圧応力度は，コンクリートの支圧強度fn以下とす

る。 

pa
A0
≦fn	

 

(b) せん断力 

コンクリート躯体中に定着されたスタッドジベル 1本当たりの許容せん断力qaは，以下 3

式のうちいずれか小なる方の値とする。 

qa1ൌΦ1･ σqas
	 ･ asc 	

qa2ൌΦ2･ σqac
	 ･ asc 	

qa3ൌΦ2･ σtc
	 ･Aqc	
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(c) 組合せ荷重 

൬
p
pa
൰
2

൅ ൬
q
qa
൰
2

≦1	

pൌ
Fz
N
	

qൌ
ටFx

2൅Fy
2

N
	

ここで， 

pa1	 : スタッドジベルの降伏により定まる場合のスタッドジベル1本当たりの許容引張力

（N） 

pa2	 : 定着したコンクリート躯体のコーン状破壊により定まる場合のスタッドジベル 1本

当たりの許容引張力（N） 

Φ1，	Φ2 : 低減係数であり，次の値を用いる。短期荷重に対し，Φ1ൌ1.0，	Φ2ൌ2/3 

σpas
	 	 : スタッドジベルの引張強度で， σpas ൌ σys （N/mm2） 

σys
	 	 : スタッドジベルの規格降伏点強度（N/mm2） 

asc	 	 : スタッドジベル 1本当たりの軸部断面積（mm2） 

σtc
	 	 : コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度で， σtc

	 ൌ0.31ඥFc（N/mm2） 

Fc	 : コンクリートの設計基準強度（N/mm2） 

Ac	 : コーン状破壊面の有効水平投影面積 Aେ ൌ π・lୡୣሺlୡୣ ൅ Dሻ（mm2） 

A0	 : スタッドジベル 1本当たりの頭部支圧面積で，A0ൌሺD2－d2ሻ/4（mm2） 

fn	 : コンクリートの支圧強度で，fnൌඥAc/A0･Fc （N/mm2） 

ただし，ඥAc/A0 が 6 を超える場合は 6とする。 

lce	 : スタッドジベルの強度算定用埋込み長さで，lceൌle（mm） 

le	 : スタッドジベルのコンクリート内への有効埋込み長さ（mm） 

d	 : スタッドジベルの軸部の直径（mm） 

D	 : スタッドジベルの頭部の直径（mm） 

qa1	 : スタッドジベルのせん断強度により決まる場合のスタッドジベル 1本当たりの許容

せん断力（N） 

qa2	 : 定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる場合のスタッドジベル1本当た

りの許容せん断力（N） 
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qa3	 : 定着したコンクリート躯体のコーン状破壊により決まる場合のスタッドジベル 1本

当たりの許容せん断力（N） 

σqas
	 	 : スタッドジベルのせん断強度で， σqas ൌ0.7 σys （N/mm2） 

σc	 qa	 : コンクリートの支圧強度で， σc qaൌ0.5ඥFc∙Ec（N/mm2） 

Ec	 : コンクリートのヤング係数（N/mm2） 

Aqc	 : せん断力方向の側面におけるコーン状破壊面の有効投影面積（mm2） 

p	 : スタッドジベル 1本当たりの引張力（N） 

q	 : スタッドジベル 1本当たりのせん断力（N） 

Fx	 : スタッドジベルに作用する x軸方向のせん断力（N） 

Fy	 : スタッドジベルに作用する y軸方向のせん断力（N） 

Fz	 : スタッドジベルに作用する z軸方向の引張力（N） 

N	 : スタッドジベルの全本数 
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3. 評価方法 

3.1 配管 

(1) 一次固有振動数の評価 

2.1 項又は解析で求めた一次固有振動数から「Ⅲ-2 設備・機器の耐震計算方針」に基づき，

剛判断を行う。 

(2) 応力の評価 

2.1 項又は解析で求めた応力が「Ⅲ-2 設備・機器の耐震計算方針」に基づく許容応力以下

であることを確認する。 

 

3.2 ダクト 

(1) 応力の評価 

2.2 項で求めた応力が「Ⅲ-2 設備・機器の耐震計算方針」に基づく許容応力以下であるこ

とを確認する。 

 

3.3 架構 

(1) 一次固有振動数の評価 

2.3 項より解析で求めた一次固有振動数から「Ⅲ-2 設備・機器の耐震計算方針」に基づき，

剛判断を行う。 

(2) 応力の評価 

2.3 項又は解析で求めた応力が「Ⅲ-2 設備・機器の耐震計算方針」に基づく許容応力以下

であることを確認する。 
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1. 機器の耐震性評価 

機器の耐震性の評価内容，評価結果を以下に示す。 

 

(1) 耐震重要度分類，評価項目 

機器の耐震重要度分類，評価項目は次表のとおりとする。 

 

機器の耐震重要度分類，評価項目 

設 備・機 器 

耐震 

重要度 

分類 

評価項目（○：対象，－：対象外） 

収納する 

建物 一次設計 二次設計 

設計基準を超え

る条件に対する

設計（1 G） 

剛構造 

遠心分離機 遠心分離機（RE- ） 第 2類 ○ － ○：① ○ 
2号カスケ

ード棟 

※ ①～⑥の番号は，「Ⅲ-2 設備・機器の耐震計算方針」に示す応力評価を行う部位等の番号であり，以下のとおり。 

① ボルトの応力評価 

② 脚部の応力評価 

③ 子台車又は搬送台車ストッパの応力評価 

④ 機器の転倒評価 

⑤ 配管の応力評価 

⑥ 配管支持構造物の応力評価 

 

(2) 静的地震力 

静的地震力は，「Ⅲ-2 設備・機器の耐震計算方針」に示す設計基準を超える条件に対する

設計のとおりとする。 

 

(3) 許容応力 

ａ．ボルトの許容応力 

ボルトの許容応力は，「Ⅲ-2 設備・機器の耐震計算方針」のとおりとする。 

 

ｂ．基礎ボルトの許容引抜力 

基礎ボルトの許容引抜力は，「Ⅲ-2 設備・機器の耐震計算方針」のとおりとする。 
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(4) 耐震性評価結果 

計算の結果，各部位の応力は許容応力以下である。 

なお，既認可の遠心分離機（RE- ）と同様に，遠心分離機（RE- ）は，

よって，回転体が破損した

としても，据付ボルトの健全性は保たれ，耐震性に影響することはない。 
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2. 配管の耐震性評価 

配管の耐震性の評価内容，評価結果を以下に示す。 

 

(1) 耐震重要度分類，評価項目 

配管の耐震重要度分類，評価項目は次表のとおりとする。 

 

配管の耐震重要度分類，評価項目 

設 備・機 器 

耐震 

重要度 

分類 

評価項目（○：対象，－：対象外） 

収納する建物 
一次設計 二次設計 

設計基準を超え

る条件に対する

設計（1 G） 

剛構造 

配管 

遠心分離機（RE- ） 

ブロック配管 
第 2類 ○ － ○：⑤ ○ 2号カスケード棟 

主配管 第 2類 ○ － ○：⑤ ○ 2号カスケード棟 

※ ①～⑥の番号は，「Ⅲ-2 設備・機器の耐震計算方針」に示す応力評価を行う部位等の番号であり，以下のとおり。 

① ボルトの応力評価 

② 脚部の応力評価 

③ 子台車又は搬送台車ストッパの応力評価 

④ 機器の転倒評価 

⑤ 配管の応力評価 

⑥ 配管支持構造物の応力評価 

 

(2) 静的地震力 

静的地震力は，「Ⅲ-2 設備・機器の耐震計算方針」に示す一次設計，設計基準を超える条

件に対する設計のとおりとする。 

 

(3) 許容応力 

配管の許容応力は，「Ⅲ-2 設備・機器の耐震計算方針」のとおりとする。 

カスケード設備の主配管は，電気ヒータによる加熱を行わないことから， の  ℃以

下の許容応力（  N/mm2）を用いる。 

 

(4) 耐震性評価結果 

計算の結果，各モデルにおける主配管に発生する応力は，弾性域の許容応力以下である。 

なお，主配管の評価は構造解析ソフトウェア（有限要素法）により実施した。 
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3. 支持構造物（架構）の耐震性評価 

支持構造物（架構）の評価内容，評価結果を以下に示す。 

 

(1) 耐震重要度分類，評価項目 

支持構造物（架構）の耐震重要度分類，評価項目は次表のとおりとする。 

 

支持構造物（架構）の耐震重要度分類，評価項目 

設 備・機 器 

耐震 

重要度 

分類 

評価項目（○：対象，－：対象外） 

収納する建物 
一次設計 二次設計 

設計基準を超え

る条件に対する

設計（1 G） 

剛構造 

支持構造物 

遠心分離機（RE- ）

ブロック配管架構 
第 2類 ○ － ○：⑥ ○ 2号カスケード棟 

主配管 

配管架構 
第 2類 ○ － ○：⑥ ○ 2号カスケード棟 

※ ①～⑥の番号は，「Ⅲ-2 設備・機器の耐震計算方針」に示す応力評価を行う部位等の番号であり，以下のとおり。 

① ボルトの応力評価 

② 脚部の応力評価 

③ 子台車又は搬送台車ストッパの応力評価 

④ 機器の転倒評価 

⑤ 配管の応力評価 

⑥ 配管支持構造物の応力評価 

 

(2) 静的地震力 

静的地震力は，「Ⅲ-2 設備・機器の耐震計算方針」に示す一次設計，設計基準を超える条

件に対する設計のとおりとする。 

 

(3) 許容応力 

ａ．構造部材等の許容応力 

構造部材，ベースプレート，基礎ボルト，据付ボルトの許容応力は，「Ⅲ-2 設備・機器の

耐震計算方針」のとおりとする。 

 

ｂ．基礎ボルトの許容引抜力 

基礎ボルトの許容引抜力は，「Ⅲ-2 設備・機器の耐震計算方針」のとおりとする。 

 

(4) 耐震性評価結果 

計算の結果，支持構造物（架構）の各部位の応力は弾性域の許容応力以下である。 



Ⅳ 強度に関する説明書 
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1. 概要 

本資料は，「加工施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」という。）」第 15 条に

基づき，材料及び構造について，適切な材料を使用し，十分な構造及び強度を有することを説

明するものである。 

本資料では，カスケード設備の遠心分離機（RE- ）及び主配管に関する材料及び構造

について説明する。 

また，当該設備の本条に対する設計については，「新規制基準への適合に係る申請（1 次申請

～5 次申請）」の 3 次申請で認可済み（認可番号：原規規発第 2003265 号（令和 2 年 3 月 26 日

付け））である遠心分離機（RE- ）と同じである。 

 

2. 基本方針 

本施設の容器及び管並びにこれらを支持する構造物のうち，本施設の安全性を確保する上で

重要なものは，使用条件及び設計上定める条件において必要な耐圧強度を有する設計とする。 

2.1 遠心分離機の強度計算の基本方針 

UF6を大気圧未満で取り扱うことから，日本産業規格，機械工学便覧，機械設計便覧に基づき

外圧に対する強度の確認として，以下の計算により求められる許容外圧（Pa）が設計圧力

（0.1013(MPa)）以上であること及び最大発生応力（σmax）が許容応力以下であることを確認す

る。 

(1) 上フランジ，下フランジ 

σmax = ∓
3�3＋ν�Pa2

8h2
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（機械工学便覧） 

ここで， 

σmax ：円板に発生する最大応力 (N/mm2) 

ν ：ポアソン比 (－) 

h ：円板板厚 (mm) 

P ：単位面積当たりの荷重 (N/mm2) 

a ：円板半径 (mm) 
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(2) ケーシング（ ） 

P =
t3E

4(1 − ν2)r3
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（機械設計便覧） 

ここで， 

P ：座屈する外力 (N/mm2) 

ν ：ポアソン比 (－) 

t ：肉厚 (mm) 

E ：ヤング係数 (N/mm2) 

r ：平均半径 (mm) 

 

2.2 遠心分離機（ブロック配管）及び主配管の強度計算の基本方針 

UF6を大気圧未満で取り扱うことから，日本産業規格に基づき外圧に対する強度の確認として，

以下の計算により求められる許容外圧（Pa）が設計圧力（0.1013(MPa)）以上であることを確認

する。 

(1) 
Do
t
≧ 10 の場合 

Pa =
4Bt
3Do

・・・・・・・・（JIS B 8265 附属書 E E4 外圧を保持する胴及び鏡板） 

ここで， 

Pa ：外圧を保持する胴の計算において，腐れ後の厚さを t とした場

合の許容外圧 

(MPa) 

B ：JIS B 8265 附属書 E 図 E.10 で，A の値と設計温度に対応す

る材料線から得られる値 

(N/mm2) 

A ：JIS B 8265 附属書 E 図 E.10 から B の値を求めるための値で

同書 図 E.9 から求める値 

(－) 

t ：円筒胴の計算厚さ (mm) 

Do ：円筒胴の外径 (mm) 
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(2) 
Do
t

< 10 の場合 

Pa = �
2.167t

Do
− 0.0833�B・・（JIS B 8265 附属書 E E4 外圧を保持する胴及び鏡板） 

ここで， 

Pa ：外圧を保持する胴の計算において，腐れ後の厚さを t とした場

合の許容外圧 

(MPa) 

B ：JIS B 8265 附属書 E 図 E.10 で，A の値と設計温度に対応す

る材料線から得られる値 

(N/mm2) 

A ：JIS B 8265 附属書 E 図 E.10 から B の値を求めるための値で

同書 図 E.9 から求める値 

(－) 

t ：円筒胴の計算厚さ (mm) 

Do ：円筒胴の外径 (mm) 

 

3. 強度設計 

カスケード設備の遠心分離機（RE- ）及び主配管は，「新規制基準への適合に係る申

請（1 次申請～5 次申請）」の 3 次申請で認可済み（認可番号：原規規発第 2003265 号（令和 2

年 3月 26日付け））である遠心分離機（RE- ）及び主配管と使用条件及び設計上定める

条件が同じであることから，遠心分離機（RE- ）及び主配管と同一の仕様及び構造とし，

使用条件及び設計上定められる条件において必要な耐圧強度を確保する設計とする。 

 

 

 

 



Ⅴ その他の説明書 



Ⅴ-1 説明書 



Ⅴ-1-1 

各施設に共通の説明書 



Ⅴ-1-1-1 

加工施設の自然現象等による損傷

の防止に関する説明書 



目   次 

ページ 

1. 概要 ············································································ 1

2. 基本方針 ········································································ 1

3. 自然現象及び人為事象による損傷の防止 ············································ 2

4. 自然現象及び人為事象による損傷の防止に関する措置 ································ 3



 

1 

1. 概要 

本資料は，「加工施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」という。）」第 7条及び

第 8条に基づき，自然現象等による損傷の防止について説明するものである。 

本資料では，今回申請する設備及び機器の自然現象等による損傷の防止について説明する。 

また，当該機器の本条に対する設計については，「新規制基準への適合に係る申請（1 次申請

～5 次申請）」の 3 次申請で認可済み（認可番号：原規規発第 2003265 号（令和 2 年 3 月 26 日

付け））である，カスケード設備の遠心分離機（RE- ）及び主配管，高周波電源設備の

高周波インバータ装置と同じである。 

 

2. 基本方針 

本施設は，敷地及び敷地周辺の自然環境を基に想定される自然現象（地震及び津波を除く。）

のうち，設計上の考慮を必要とする自然現象又はその組み合わせに遭遇した場合において，自

然現象そのものがもたらす環境条件及びその結果として本施設で生じ得る環境条件が大きな事

故の誘因とならない設計とする。 

本施設は，敷地及び敷地周辺の状況を基に想定される設計上の考慮を必要とする事象であっ

て人為によるもの（故意によるものを除く。）が大きな事故の誘因とならない設計とする。 

本施設の設計に当たっては，国内外の基準や文献等に基づき自然現象を検討し，敷地及び敷

地周辺の自然環境を基に，本施設の安全機能に影響を及ぼし得る個々の自然現象として，風（台

風），竜巻，低温・凍結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象及び森林火災の

10事象を抽出した。 

また，国内外の基準や文献等に基づき人為事象を検討し，敷地及び敷地周辺の状況を基に，

本施設の安全に影響を及ぼし得る人為事象として，航空機落下，爆発，近隣工場等の火災，電

磁的障害及び敷地内における化学物質の放出の 5事象を抽出した。 

なお，抽出された自然現象については，その特徴を考慮した荷重の組み合わせを考慮する。 

 

上記の事象のうち，建物にて防護を行う事象（津波，風（台風）及び積雪，低温・凍結，高

温，降水，生物学的事象，落雷，森林火災等の外部火災，航空機落下）については，別途申請し

ている「新規制基準への適合に係る申請（1 次申請～5 次申請）」にて認可済み（認可番号：原

規規発第 2003265号（令和 2年 3月 26日付け））である。 
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3. 自然現象及び人為事象による損傷の防止 

(1) 竜巻 

UF6を内包するカスケード設備の遠心分離機（RE- ）を竜巻防護施設とし，閉じ込め

機能喪失時のリスクレベルに応じて対策を講じる。 

上記の 2号カスケード棟に収納される竜巻防護施設は，建屋の開口部から進入する設計飛来

物に対し，建屋により防護が期待できない可能性があるが，UF6 を大気圧以下の状態で取り扱

う施設であり，損傷時の影響度が小さいことから，設備又は運用による竜巻防護対策を実施す

る設計とする。 

今回申請する竜巻防護施設は，設計上想定する竜巻の最大風速（100 m/s）に対する設備又

は運用による竜巻防護対策として，設計飛来物の衝突により損傷した建屋の開口部から機器が

容易に飛散しないよう基礎ボルト等により固定する設計とする。 

また，運用による竜巻防護対策を「4. 自然現象及び人為事象による損傷の防止に関する措

置」に示す。 

 

(2) 電磁的障害 

遠心機過回転防止機能を有する 高周波インバータ装置は，日本産業規格に基づき，

金属盤，金属シールド付きケーブルを接地して使用することにより，安全機能を損なわない設

計とする。 
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4. 自然現象及び人為事象による損傷の防止に関する措置 

(1) カスケード設備 

竜巻や森林火災の発生等，事象の発生があらかじめ予測できる事象や，事象の発生から本施

設への影響を及ぼす状態に事象が進展するまで時間的余裕がある場合には，あらかじめカスケ

ード設備内の UF6をカスケード排気系で排気する措置を講じる。これらの措置に関することを

加工施設保安規定に定めて管理する。 

 

(2) 火山事象や森林火災等の外部火災によるばい煙等が本施設へ影響を与えるおそれがある場

合に送排風機の停止及び送排気系ダンパを閉止することを加工施設保安規定に定めて管理す

る。 
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1. 概要 

本資料は，「加工施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」という。）」第 10 条に

基づき，設備及び機器の閉じ込めについて説明するものである。 

本資料では，今回申請する設備及び機器に関する閉じ込めについて説明する。 

また，当該機器の本条に対する設計については，「新規制基準への適合に係る申請（1 次申請

～5 次申請）」の 3 次申請で認可済み（認可番号：原規規発第 2003265 号（令和 2 年 3 月 26 日

付け））である，カスケード設備の遠心分離機（RE- ）及び主配管，高周波電源設備の

高周波インバータ装置と同じである。 

なお，閉じ込めの観点から設置するインターロックの変更に関する説明については，「警報設

備等に関する説明書」にて説明する。 

 

2. 基本方針 

本施設は，ウランを内包する設備及び機器からの漏えいを防止し，漏えいが発生した場合で

も可能な限り建屋内に閉じ込める設計とし，本施設周辺の公衆に影響を与えない設計とすると

ともに，UF6が漏えいした場合に，その影響から従事者を保護する設計とする。 
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3. 閉じ込め機能 

(1) カスケード設備の遠心分離機（RE- ）及び主配管は，放射性物質を密封して取り扱

うことにより，閉じ込め機能を確保するため以下のとおりの設計とする。 

・ウランを内包する設備及び機器は，UF6 等の取り扱う物質に対して耐腐食性を有する材料

を使用し，取扱い圧力に応じた耐圧気密性を確保して放射性物質の漏えいを防止する設計

とする。 

・機器及び配管は，溶接，耐 UF6用ガスケット使用のミゾ型フランジ継手等により漏えいの

ない構造とし，リークテストにより漏れのないことを確認する。 

 

(2) 地震等の本施設へ影響を及ぼす可能性がある自然現象が発生又は発生が予測される場合は，

運転を停止することを加工施設保安規定に定めて管理する。 

 

(3) 遠心分離機は，回転体が破損しても外筒（ケーシング）の真空気密性能が十分に保たれる

ように，破壊試験等により裏付けられた強度設計を行う。 

回転体が破損してケーシングに衝突しても真空気密性能を確保できるように，ケーシング肉

厚を破壊評価試験により確認した最低肉厚以上を確保し，遠心分離機内の UF6をケーシング内

に閉じ込める設計とし，遠心分離機の回転数が破壊評価試験により確認された回転数以下とな

るように，高周波電源設備の高周波インバータ装置に周波数を制限する遠心機過回転防止機能

を設ける。 

 

4. 漏えい拡大防止及び影響軽減 

・UF6を取り扱う配管等は，保温材等により覆われていない部分から UF6が直に漏えいしない

よう，カバー又はシートを施工し，UF6の漏えい時に，従事者が UF6及び HFに直接暴露され

ることを防止する設計とする。概要を図 1に示す。 

・地震の発生を検知して警報を発し，速やかに従事者が退避することができるように警報装

置を設ける設計とする。 
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加工施設の火災防護に関する説明
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1. 概要 

本資料は，「加工施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」という。）」第 11 条第

1項，第 3項に基づき，火災等による損傷の防止について説明するものである。なお，第 11条

第 1 項，第 3 項以外については，本施設において各条項の設備に属する設備はないことから該

当しない。 

本資料では，今回申請する設備及び機器に関する火災等による損傷の防止について説明する。 

また，当該機器の本条に対する設計については，「新規制基準への適合に係る申請（1 次申請

～5 次申請）」の 3 次申請で認可済み（認可番号：原規規発第 2003265 号（令和 2 年 3 月 26 日

付け））である，カスケード設備の遠心分離機（RE- ）及び主配管と同じである。 

 

2. 基本方針 

本施設のウラン濃縮工程においては，可燃性ガス，有機溶媒等の可燃性の物質及び爆発性の

物質を使用しない。なお，分析室等でアセトン等を使用するが，取扱量を制限することから本

施設の安全性に影響を与えるような爆発が発生することは考えられない。これらのことから，

本施設では，潤滑油，電気・計装系の火災を想定し，対策を講じる。 

本施設は，火災により本施設の安全性が損なわないよう，火災の発生を防止することができ，

かつ，火災発生を感知する設備及び消火を行う設備並びに火災の影響を軽減する機能を有する

設計とし，消防法，建築基準法等関係法令に準拠する設計とする。 
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3. 火災の発生防止 

機器等の主要な部分は不燃性の材料（ステンレス鋼等の鋼材）を使用する設計とする。 

また，遠心分離機（RE- ）， 高周波インバータ装置の動力ケーブル及び計装

ケーブル（金属製の盤内に収納している配線を除く）は，IEEE-383の垂直トレイ試験等を満足

する難燃性のものを使用する設計とする。 

 

4. 火災影響軽減に関する措置 

火災によって UF6 を内包する設備及び機器の閉じ込めが担保できない状態が想定される場合

の生産運転停止操作に関する運用を加工施設保安規定に定めて管理する。 
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安全機能を有する施設が使用され

る条件の下における健全性に関す
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1. 概要 

本資料は，「加工施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」という。）」第 14 条第

1 項，第 2 項及び第 4 項に基づき，設備及び機器が使用される条件において健全性を有してい

ることについて説明するものである。 

本資料では，今回申請する設備及び機器が使用される条件において健全性を有していること

について説明する。 

また，当該機器の本条に対する設計については，「新規制基準への適合に係る申請（1 次申請

～5 次申請）」の 3 次申請で認可済み（認可番号：原規規発第 2003265 号（令和 2 年 3 月 26 日

付け））である，カスケード設備の遠心分離機（RE- ）及び主配管，高周波電源設備の

高周波インバータ装置と同じである。 

 

2. 基本方針 

安全機能を有する施設について，その安全機能が適切に発揮できるよう，設計の基本方針を

以下のとおりとする。 

・本施設の設計，材料の選定，製作，検査に当たっては，設備の安全機能を確保するため原

則として国内法規に基づく規格及び基準によるものとする。ただし，外国の規格及び基準

による場合又は規格及び基準で一般的でないものを適用する場合には，それらの規格及び

基準の適用の根拠，国内法規に基づく規格及び基準との対比並びに適用の妥当性を明らか

にし，施設の安全性に問題がないことを確認する。 

・本施設の設計，工事及び検査については，原子炉等規制法等の法令に基づくとともに，必

要に応じて，建築基準法等の法令，基準等に準拠する。 

・本施設は，通常時及び設計基準事故時に想定される全ての環境条件において，その設備に

期待されている安全機能が発揮できる設計とする。 

・本施設は，設備に期待される安全機能を確認するための検査及び試験，安全機能を維持す

るための保守及び修理ができる設計とする。 
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3. 環境条件に対する考慮 

(1) 通常時 

本施設の特徴（放射能が低い低濃縮の UF6を密封して取り扱う）を踏まえて，UF6に対する耐

食性，取扱い圧力に応じた耐圧気密性等を考慮した鋼材等の使用及び構造とするとともに，国

内法規に基づく規格及び基準に基づき設計，材料の選定，製作，検査を行うこと及び非高放射

線下の管理区域に設置することから，通常時に想定される全ての環境条件（温度，湿度等）に

おいて，期待されている安全機能（閉じ込め機能等）を設計どおりに発揮することができる。 

 

(2) 設計基準事故時 

事業変更許可申請書に示すとおり，本施設の設計基準事故は「大気圧以上の UF6を内包する

配管の損傷による漏えい」及び「火災時の内圧上昇による UF6内包配管のフランジ部からの漏

えい」である。設計基準事故時に想定される環境条件として，2号発回均質棟の 2号発回均質

室及び 2 号中間室又は 1 号発回均質棟の 1 号均質室での UF6及び HF の発生，温度，湿度，気

圧が変動した状態が想定される（HFは UF6漏えいに付随して発生）。 

2号カスケード棟に設置する遠心分離機（RE- ）は，火災に対する防護として不燃性

材料を使用し，UF6等の取り扱う物質に対して耐腐食性を有する材料を使用していることから，

設計基準事故時に想定される環境条件（UF6，HF，温度，湿度等）においても，必要な機能を発

揮することができる。 

上記以外の設備及び機器については，設計基準事故の発生を想定する設備及び機器ではない

ため，設計基準事故時に想定される環境条件においても，その安全機能を発揮することができ

る。 

 

4. 検査又は試験及び保守及び修理に対する考慮 

今回の申請において，工事の方法に示すように，検査を実施するとしており，安全機能を確

認するための検査及び試験ができるように施設する。 

また，保守又は修理の必要が生じた場合に容易にアクセスできるように，作業者の立入りが

可能となるよう設置し，安全機能を確認するための検査及び試験，安全機能を健全に維持する

ための保守及び修理ができる。 
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1. 概要 

本資料は，「加工施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」という。）」第 14 条第

3 項に基づき，クレーンその他の機器又は配管の損壊に伴う飛散物に対する防護措置について

説明するものである。 

本資料では，回転体を有する機器（送風機，排風機，ポンプ類）の損壊に伴う回転体の飛散

物による UF6を内包する機器の損傷の防止について説明する。 

また，当該設備の本条に対する設計については，「新規制基準への適合に係る申請（1 次申請

～5 次申請）」の 3 次申請で認可済み（認可番号：原規規発第 2003265 号（令和 2 年 3 月 26 日

付け））である遠心分離機（RE- ）と同じである。 

 

2. 基本方針 

機器の損壊に伴う飛散物に対する考慮として，飛散物となり得るクレーンその他の機器に対

する構造強度確保，配置上の考慮等の対策を講じることにより，UF6を内包する機器の閉じ込め

の機能を損なわない設計とする。 

 

3. 防護措置 

(1) 遠心分離機 

「加工施設の閉じ込めの機能に関する説明書」に示すように回転体が破損しても外筒（ケー

シング）の真空気密性能が十分に保たれるように強度を確保することから，回転体が破損した

場合においても周辺の機器へ影響を与えるおそれはない。 
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1. 概要 

本資料は，「加工施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」という。）」第 18条に

基づき，警報設備等について説明するものである。なお，本施設のインターロック（警報機能

含む）は，機器に付属する機能であることから，申請対象機器に対応したインターロック（警

報機能含む）を説明する。 

本資料では，高周波電源設備の 高周波インバータ装置に関する警報設備等について

説明する。 

また，当該機器の本条に対する設計については，「新規制基準への適合に係る申請（1 次申請

～5 次申請）」の 3 次申請で認可済み（認可番号：原規規発第 2003265 号（令和 2 年 3 月 26 日

付け））である， 高周波インバータ装置と同じである。 

 

2. 基本方針 

本施設には，設備の機能の喪失，誤操作その他の要因による異常を検知して（あらかじめ設

定した値を超えた場合に）警報を発する設備及びインターロックを設ける。 

 

3. 警報設備及びインターロック 

遠心分離機の回転数が破壊評価試験により確認された回転数（  Hz）以下となるよう

に，定格周波数（  Hz）を超えた場合，  Hz以内で異常時停止信号を出し，高周波イン

バータを停止する「遠心機過回転防止機能」を設ける。インターロックブロック図を図 1に示

す。 
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添付Ⅴ-2-1 系統図 

1.1 濃縮施設（カスケード設備）の系統図 

図 1.1.1 カスケード設備 系統概略図「全体図」（変更前） 

図 1.1.2 カスケード設備 系統概略図「全体図」（変更後） 

図 1.1.3 カスケード設備 系統概略図「カスケード室詳細」 

 

添付Ⅴ-2-2 配置図 

2.1 濃縮施設（カスケード設備）の配置図 

図 2.1.1 カスケード設備 機器配置概略図 

 

2.2 濃縮施設（高周波電源設備）の配置図 

図 2.2.1 高周波電源設備 機器配置概略図（ 高周波インバータ装置） 

 

添付Ⅴ-2-3 構造図 

3.1 濃縮施設（カスケード設備）の構造図 

図 3.1.1 カスケード設備 構造図（遠心分離機（RE- ）） 

 

3.2 濃縮施設（高周波電源設備）の構造図 

図 3.2.1 高周波電源設備 構造図（ 高周波インバータ装置） 

図 3.2.2 高周波電源設備 構造図（ 高周波インバータ装置） 
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図 1.1.1 カスケード設備 系統概略図「全体図」（変更前） 



 

 
  図 1.1.2 カスケード設備 系統概略図「全体図」（変更後） 



 

図 1.1.3 カスケード設備 系統概略図「カスケード室詳細」 
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Ⅴ-2-3 構造図 
 

 



 

図 3.1.1 カスケード設備 構造図（遠心分離機（RE- ））



 

図 3.1.1 カスケード設備 構造図（遠心分離機（RE- ）） 別紙 

 

仕様表記載の公称値の許容範囲 

 

遠心分離機ケーシング内の下端板 

主要寸法 

（㎜） 

許容範囲 

（㎜） 
根拠 

外径  
 

 

製造能力，製造実績を考慮

したメーカ基準 

外周部肉厚  
 

  

製造能力，製造実績を考慮

したメーカ基準 

 

 



 

 

 

  

図 3.2.1 高周波電源設備 構造図（ 高周波インバータ装置） 
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図 3.2.2 高周波電源設備 構造図（ 高周波インバータ装置） 
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